
 

 

  第三十四条の三十五第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第三号中

「委員会等設置会社」を「委員会設置会社」に改め、同項第四号を同項第五号とし、

同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 会計参与設置会社にあつては、会計参与の氏名又は名称 

  第三十四条の三十六第二項第一号中「株式会社」の下に「（次に掲げる機関を置く

ものに限る。）」を加え、同号に次のように加える。 

   イ 取締役会 

   ロ 監査役又は委員会 

  第三十四条の四十九第二項中「執行役又は監査役」を「会計参与、監査役又は執行

役」に改める。 

  第五十六条第一号を次のように改める。 

  一 株式会社であつて次に掲げる機関を置くもの 

   イ 取締役会 

   ロ 監査役又は委員会 

  第五十六条第四号中「第一号」を「第二号」に改め、同号を同条第五号とし、同条

第三号を同条第四号とし、同条第二号を同条第三号とし、同条第一号の次に次の一号

を加える。 

  二 外国の法令に準拠して設立された取締役会設置会社と同種類の法人 

  第五十七条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第三号中「執行役」

を「会計参与」に改め、「監査役」の下に「、執行役」を、「氏名」の下に「又は名

称」を加える。 

  第五十九条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第九号中「取締役」

の下に「、会計参与」を加え、同条第二項中「又は有限会社」を削り、「商法第二百

十一条ノ二第四項に規定する種類の株式又は持分に係る議決権を除き、同条第五項の

規定により議決権を有するものとみなされる株式又は持分に係る」を「株主総会にお

いて決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式

についての議決権を除き、会社法第八百七十九条第三項の規定により議決権を有する

ものとみなされる株式についての」に改める。 

  第八十二条第一項中「、資本」を「、資本金」に改める。 

  第八十三条第四号中「、更生手続開始又は整理開始」を「又は更生手続開始」に改

める。 

  第八十四条に次の二項を加える。 

 ６ 会社法第九百四十条第一項（第一号に係る部分に限る。）及び第三項の規定は、

金融先物取引業者（株式会社に限る。）が電子公告（同法第二条第三十四号に規定

する電子公告をいう。次項において同じ。）により第三項の規定による公告をする

場合について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

 ７ 会社法第九百四十条第一項（第一号に係る部分に限る。）及び第三項、第九百四

十一条、第九百四十六条、第九百四十七条、第九百五十一条第二項、第九百五十三

条並びに第九百五十五条の規定は、金融先物取引業者（外国会社に限る。）が電子

公告により第三項の規定による公告をする場合について準用する。この場合におい

て、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第八十七条第四項中「取締役」の下に「、会計参与」を加える。 

  第百十五条中「株式会社」を「者」に改める。 

  第百十六条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第四号中「委員会等

設置会社」を「委員会設置会社」に改め、同項第五号を同項第六号とし、同項第四号

の次に次の一号を加える。 

  五 会計参与設置会社にあつては、会計参与の氏名又は名称 

  第百十七条第二項第一号中「株式会社」の下に「（次に掲げる機関を置くものに限

る。）」を加え、同号に次のように加える。 

   イ 取締役会 

   ロ 監査役又は委員会 

  第百十七条第二項第三号中「執行役又は監査役」を「会計参与、監査役又は執行

役」に改める。 

  第百二十一条中「役員」の下に「（役員が法人であるときは、その職務を行うべき

者）」を加える。 

  第百二十五条第一項中「、整理手続」を削る。 

  第百二十七条の見出し中「資本」を「資本金」に改め、同条中「第四号」を「第五

号」に改める。 

  第百二十八条第一項及び第二項中「執行役又は監査役」を「会計参与、監査役又は

執行役」に改め、同条第三項中「執行役若しくは監査役」を「会計参与、監査役若し

くは執行役」に、「執行役又は監査役」を「会計参与、監査役又は執行役」に改め、

同条に次の一項を加える。 

 ４ 会社法第三百三十一条第二項ただし書（同法第三百三十五条第一項において準用

する場合を含む。）、第三百三十二条第二項（同法第三百三十四条第一項において

準用する場合を含む。）、第三百三十六条第二項及び第四百二条第五項ただし書の

規定は、金融先物清算機関については、適用しない。 

  第百四十八条第一号中「第三十四条の十二第一項」を「第三十四条の十二」に、

「発行する株式」を「発行する株式を引き受ける者」に、「に当たり」を「をするに

当たり」に、「不実」を「虚偽」に改め、「株式申込証、」を削り、「株式の募集の

広告その他株式の」を「当該募集の広告その他の当該」に改め、同条第二号中「第三

十四条の十二第一項」を「第三十四条の十二」に改める。 

  第百四十九条第二号を削り、同条第三号中「第三十四条の十二第一項」を「第三十



 

 

四条の十二」に、「現物出資」を「金銭以外の財産」に、「同条第一項第四号」を

「同条第三号」に、「不実の申立て」を「虚偽の申述」に改め、同号を同条第二号と

し、同条第四号を同条第三号とし、同条第五号から第七号までを一号ずつ繰り上げる。 

  第百五十七条の次に次の一条を加える。 

 第百五十七条の二 第百五十六条第一項の罪は、日本国外において同項の罪を犯した

者にも適用する。 

 ２ 前条第一項の罪は、刑法第二条の例に従う。 

  第百五十九条中第十一号を第十二号とし、第八号から第十号までを一号ずつ繰り下

げ、同条第七号の次に次の一号を加える。 

  八 第八十四条第七項において準用する会社法第九百五十五条第一項の規定に違反

して、調査記録簿等（同項に規定する調査記録簿等をいう。以下この号において

同じ。）に同項に規定する電子公告調査に関し法務省令で定めるものを記載せず、

若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録をし、又は同項の規定に違

反して調査記録簿等を保存しなかつた者 

  第百六十一条第一項第五号中「及び第三号」を削る。 

  第百六十二条中「又は第百四十九条第三号」を「、第百四十九条第二号又は第百五

十六条第一項」に改める。 

  第百六十三条中「仮取締役」の下に「、仮会計参与」を加え、「次の場合において

は」を「次に掲げる場合には」に改め、同条第一号及び第二号を次のように改める。 

  一 第三十四条の十一に規定する資本準備金の額を計上しなかつたとき。 

  二 第三十四条の十三第一項又は第四項の規定による通知を怠つたとき、又は不正

の通知をしたとき。 

  第百六十三条第三号を削り、同条第四号を同条第三号とし、同条に次の一項を加え

る。 

 ２ 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の過料に処する。 

  一 第八十四条第七項において準用する会社法第九百四十六条第三項の規定に違反

して、報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

  二 正当な理由がないのに、第八十四条第七項において準用する会社法第九百五十

一条第二項各号又は第九百五十五条第二項各号に掲げる請求を拒んだ者 

  第百六十四条に次の一項を加える。 

 ２ 金融先物取引業者（外国会社に限る。）の日本における代表者は、第八十四条第

七項において準用する会社法第九百四十一条の規定に違反して、同条の調査を求め

なかつたときは、五十万円以下の過料に処する。 

  第百六十六条第二号中「怠り、又は虚偽の登記をした」を「怠つた」に改め、同条

第三号中「不実の申立て」を「虚偽の申述」に改め、同条第六号中「商法第百三十一

条」を「会社法第六百六十四条」に改め、同条第八号中「書類」を「書面若しくは電



 

 

磁的記録」に改め、「記載」の下に「若しくは記録」を加え、同条第九号中「（第三

十四条の八第二項において準用する場合を含む。）」を「又は第三十四条の八第二

項」に改め、「書類」を「書面若しくは電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定

める方法により表示したもの」に改め、「交付」の下に「、電磁的記録に記録された

事項を電磁的方法により提供すること若しくはその事項を記載した書面の交付」を加

え、同条第十号中「において準用する商法第百条第一項から第三項まで」を削る。 

 （金融先物取引法の一部改正に伴う経過措置） 

第二百十一条 施行日前に前条の規定による改正前の金融先物取引法（以下この条にお

いて「旧金融先物取引法」という。）第十一条第二項において準用する旧商法第百六

十七条の認証を受けた定款に係る金融先物会員制法人の設立については、なお従前の

例による。ただし、設立に関する登記の登記事項については、前条の規定による改正

後の金融先物取引法（以下この条において「新金融先物取引法」という。）の定める

ところによる。 

２ 新金融先物取引法第三十条第三項（新金融先物取引法第三十四条の二十六において

準用する場合を含む。）の規定の適用については、旧商法、旧有限会社法及び旧商法

特例法の規定（第二章第一節第二款の規定によりなお従前の例によることとされる場

合における旧商法、第一章第二節の規定によりなお従前の例によることとされる場合

における旧有限会社法及び同章第四節の規定によりなお従前の例によることとされる

場合における旧商法特例法の規定を含む。）に違反し、刑に処せられた者は、会社法

の規定に違反し、刑に処せられたものとみなす。 

３ 新金融先物取引法第三十条第三項（新金融先物取引法第三十四条の二十六において

準用する場合を含む。）の規定は、この法律の施行の際現に金融先物会員制法人の理

事長、理事若しくは監事又は株式会社金融先物取引所の取締役、監査役若しくは執行

役である者が施行日前に犯した会社法第三百三十一条第一項第三号に規定する証券取

引法、民事再生法、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律、会社更生法又は破産

法の罪により刑に処せられた場合におけるその者の施行日以後の金融先物会員制法人

の理事長、理事若しくは監事又は株式会社金融先物取引所の取締役、監査役若しくは

執行役としての継続する在任については、適用しない。 

４ 施行日前に生じた旧金融先物取引法第三十四条各号に掲げる事由により金融先物会

員制法人が解散した場合における金融先物会員制法人の清算については、なお従前の

例による。ただし、清算に関する登記の登記事項については、新金融先物取引法の定

めるところによる。 

５ 施行日前に合併契約書又は組織変更計画書が作成された合併又は組織変更について

は、なお従前の例による。ただし、組織変更に関する登記の登記事項については、新

金融先物取引法又は会社法の定めるところによる。 

６ 新金融先物取引法第三十四条の十五第二項第一号（会社法第三百三十一条第一項第



 

 

三号に係る部分に限る。）及び第三十四条の二十四第二項第一号（会社法第三百三十

一条第一項第三号に係る部分に限る。）の規定は、この法律の施行の際現に会員金融

先物取引所の理事長、理事若しくは監事又は株式会社金融先物取引所の取締役、監査

役若しくは執行役である者が施行日前に犯した会社法第三百三十一条第一項第三号に

規定する証券取引法、民事再生法、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律、会社

更生法又は破産法の罪により刑に処せられた場合における新金融先物取引法第三十四

条の十四及び第三十四条の二十三の認可については、適用しない。 

７ この法律の施行の際現に係属している株式会社金融先物取引所又は清算参加者（旧

金融先物取引法第百二十条第二項第三号に規定する清算参加者をいう。）の整理に関

する事件に係る整理手続については、新金融先物取引法第三十四条の二十七及び第百

二十五条第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

８ 施行日前に整理開始の申立てがあった場合における金融先物取引業者の内閣総理大

臣への届出については、新金融先物取引法第八十三条第四号の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

９ 施行日前に提起された、金融先物会員制法人の創立総会の決議の取消し若しくは不

存在若しくは無効の確認の訴え、総会の決議の取消し若しくは不存在若しくは無効の

確認の訴え若しくは設立の無効の訴え又は会員金融先物取引所の組織変更の無効の訴

えについては、なお従前の例による。 

10 施行日前に提起された金融先物会員制法人の設立の無効の訴えに係る請求を認容す

る判決が確定した場合における金融先物会員制法人の清算については、なお従前の例

による。ただし、清算に関する登記の登記事項については、新金融先物取引法の定め

るところによる。 

11 施行日前に申立て又は裁判があった旧金融先物取引法の規定による非訟事件（金融

先物会員制法人の清算に関する事件を除く。次項において同じ。）の手続について

は、なお従前の例による。 

12 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における非訟事件の手続

についても、前項と同様とする。 

13 第一項の規定によりなお従前の例によることとされる金融先物会員制法人の設立の

登記を申請する場合における登記に関する手続については、なお従前の例による。 

14 第四項、第五項又は第十項の規定によりなお従前の例によることとされる金融先物

会員制法人の清算又は会員金融先物取引所の組織変更に関する登記を申請する場合に

おける登記に関する手続については、なお従前の例による。 

15 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合において必要な技術的読

替えは、内閣府令で定める。 

 （前払式証票の規制等に関する法律の一部改正） 

第二百十二条 前払式証票の規制等に関する法律（平成元年法律第九十二号）の一部を



 

 

次のように改正する。 

  第二条第六項中「営業」を「事業」に改める。 

  第三条第二号中「資本」を「資本金」に改める。 

  第五条第一項中「営業」を「事業」に、「分割」を「会社分割」に改める。 

  第七条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第三号中「氏名」の下に

「又は名称」を加える。 

  第十条第一項中「営業」を「事業」に、「分割」を「会社分割」に改める。 

 （協同組織金融機関の優先出資に関する法律の一部改正） 

第二百十三条 協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成五年法律第四十四号）

の一部を次のように改正する。 

  目次中「・第二条」を「―第三条」に、「第三条」を「第四条」に、「第二十一

条」を「第二十二条」に、「第二十二条―第二十七条」を「第二十三条―第二十八

条」に、「第二十八条―第三十条」を「第二十九条―第三十一条」に、「第三十一条

―第三十五条」を「第三十二条―第四十条」に、「第三十六条―第四十七条」を「第

四十一条―第五十五条」に、「第四十八条―第五十四条」を「第五十六条―第六十一

条」に改める。 

  第二条第一項第六号及び第七号を次のように改める。 

  六 農業協同組合及び農業協同組合連合会（農業協同組合法（昭和二十二年法律第

百三十二号）第十条第一項第三号（信用事業）の事業を行うものに限る。以下同

じ。） 

  七 漁業協同組合（水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第十一

条第一項第四号（信用事業）の事業を行うものに限る。以下同じ。）、漁業協同

組合連合会（同法第八十七条第一項第四号（信用事業）の事業を行うものに限

る。以下同じ。）、水産加工業協同組合（同法第九十三条第一項第二号（信用事

業）の事業を行うものに限る。以下同じ。）及び水産加工業協同組合連合会（同

法第九十七条第一項第二号（信用事業）の事業を行うものに限る。以下同じ。） 

  第五条を削る。 

  第四条第二項中「数種」を「二以上の種類」に改め、同条を第五条とする。 

  第三条第二項を次のように改める。 

 ２ 優先出資の総口数が、普通出資の総口数の二分の一を超えるに至ったときは、協

同組織金融機関は、直ちに、優先出資の総口数を普通出資の総口数の二分の一以下

にするために必要な措置をとらなければならない。 

  第三条を第四条とする。 

  第一章中第二条の次に次の一条を加える。 

  （会社法の規定を準用する場合の読替え） 

 第三条 この法律において会社法（平成十七年法律第▼▼▼号）の規定を準用する場



 

 

合においては、特別の定めがある場合を除き、同法の規定中「会社」とあり、及び

「株式会社」とあるのは「協同組織金融機関」と、「募集株式」とあるのは「募集

優先出資」と、「電磁的方法」とあるのは「電磁的方法（協同組織金融機関の優先

出資に関する法律（以下「優先出資法」という。）第九条第三項に規定する電磁的

方法をいう。）」と、「電磁的記録」とあるのは「電磁的記録（優先出資法第二十

二条第一項第三号に規定する電磁的記録をいう。）」と、「法務省令」とあるのは

「優先出資法第五十条第三項に規定する主務省令」と、「登録株式質権者」とある

のは「登録優先出資質権者」と、「株券発行会社」とあるのは「優先出資証券発行

協同組織金融機関（優先出資に係る優先出資証券を発行する旨を定款で定めた協同

組織金融機関をいう。）」と、「株主名簿」とあるのは「優先出資者名簿」と、

「株主名簿記載事項」とあるのは「優先出資者名簿記載事項」と、「株券」とある

のは「優先出資証券」と、「種類株式発行会社」とあるのは「種類優先出資発行協

同組織金融機関（内容の異なる二以上の種類の優先出資を発行する協同組織金融機

関をいう。）」と、「取締役」とあるのは「理事」と、「本店」とあるのは「主た

る事務所」と、「営業時間」とあるのは「業務取扱時間」と読み替えるものとする。 

  第六条から第十四条までを次のように改める。 

  （募集事項の決定） 

 第六条 協同組織金融機関は、その発行する優先出資を引き受ける者の募集をしよう

とするときは、その都度、募集優先出資（当該募集に応じてこれらの優先出資の引

受けの申込みをした者に対して割り当てる優先出資をいう。以下同じ。）について

次に掲げる事項（以下「募集事項」という。）を定めて、行政庁の認可を受けなけ

ればならない。 

  一 募集優先出資の内容及び口数 

  二 募集優先出資の払込金額（募集優先出資一口と引換えに払い込む金銭の額をい

う。以下同じ。） 

  三 募集優先出資と引換えにする金銭の払込みの期日又はその期間 

  四 増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  五 募集優先出資の募集の方法 

 ２ 優先出資の払込金額は、額面金額を下回ってはならない。 

 ３ 第一項第二号の払込金額が優先出資者以外の者に対して特に有利な金額である場

合には、第六章の定めるところにより、優先出資者総会を招集し、募集優先出資の

内容、口数及び最低払込金額について、その承認を受けなければならない。この場

合においては、理事は、優先出資者総会において、当該払込金額でその者の募集を

することを必要とする理由を説明しなければならない。 

 ４ 前項の場合における議案の要領は、優先出資者総会の招集通知に記載しなければ

ならない。 



 

 

 ５ 第三項の承認の決議は、第一項第三号の期日（同号の期間を定めた場合にあって

は、その期間の末日）が当該決議の日から六月以内の日である同項の募集について

のみその効力を有する。 

 ６ 募集事項は、第一項の募集ごとに、均等に定めなければならない。 

  （募集事項の通知等） 

 第七条 協同組織金融機関は、前条第一項の募集事項を定めたときは、同項第三号の

期日（同号の期間を定めた場合にあっては、その期間の初日）の二週間前までに、

普通出資者及び優先出資者に対し、当該募集事項を通知しなければならない。 

 ２ 前項の規定による通知は、公告をもってこれに代えることができる。 

 ３ 第一項の規定は、協同組織金融機関が募集事項について同項に規定する期日の二

週間前までに証券取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第四条第一項又は第二項

の届出をしている場合その他の普通出資者及び優先出資者の保護に欠けるおそれが

ないものとして主務省令で定める場合には、適用しない。 

  （優先出資者に優先出資の割当てを受ける権利を与える場合） 

 第八条 協同組織金融機関は、優先出資の募集において、優先出資者に優先出資の割

当てを受ける権利を与えることができる。この場合においては、募集事項のほか、

次に掲げる事項を定めて、行政庁の認可を受けなければならない。 

  一 優先出資者に対し、次条第二項の申込みをすることにより当該協同組織金融機

関の募集優先出資（内容の異なる二以上の種類の優先出資を発行する協同組織金

融機関（以下「種類優先出資発行協同組織金融機関」という。）にあっては、当

該優先出資者の有する種類の優先出資と同一の種類のもの）の割当てを受ける権

利を与える旨 

  二 前号の募集優先出資の引受けの申込みの期日 

 ２ 前項の場合には、同項第一号の優先出資者は、その有する優先出資の口数に応じ

て募集優先出資の割当てを受ける権利を有する。ただし、当該優先出資者が割当て

を受ける募集優先出資の口数に一口に満たない端数があるときは、これを切り捨て

るものとする。 

 ３ 協同組織金融機関は、第一項各号に掲げる事項を定めた場合には、同項第二号の

期日の二週間前までに、同項第一号の優先出資者に対し、次に掲げる事項を通知し

なければならない。 

  一 募集事項 

  二 当該優先出資者が割当てを受ける募集優先出資の口数 

  三 第一項第二号の期日 

 ４ 第六条第三項から第五項まで及び前条の規定は、前三項の規定により優先出資者

に優先出資の割当てを受ける権利を与える場合には、適用しない。 

  （募集優先出資の申込み） 



 

 

 第九条 協同組織金融機関は、第六条第一項の募集に応じて募集優先出資の引受けの

申込みをしようとする者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 協同組織金融機関の名称 

  二 普通出資一口の金額及び総口数 

  三 第五条第一項第一号に規定する優先出資の総口数の最高限度 

  四 発行済優先出資の種類及び種類ごとの口数 

  五 募集事項 

  六 第十五条の規定により、協同組織金融機関が消却のために自己の優先出資を取

得することがある旨 

  七 銀行等（銀行法（昭和五十六年法律第五十九号）第二条第一項に規定する銀行、

信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第二条第二項に規定する信託会社その

他これに準ずるものとして主務省令で定めるものをいう。）の払込みの取扱いの

場所 

  八 前各号に掲げるもののほか、主務省令で定める事項 

 ２ 第六条第一項の募集に応じて募集優先出資の引受けの申込みをする者は、次に掲

げる事項を記載した書面を協同組織金融機関に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 引き受けようとする募集優先出資の口数 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、協同組織金融機関の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法

（電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であっ

て、主務省令で定めるものをいう。以下同じ。）により提供することができる。こ

の場合において、当該申込みをした者は、同項の書面を交付したものとみなす。 

 ４ 第一項の規定は、協同組織金融機関が同項各号に掲げる事項を記載した証券取引

法第二条第十項に規定する目論見書を第一項の申込みをしようとする者に対して交

付している場合その他募集優先出資の引受けの申込みをしようとする者の保護に欠

けるおそれがないものとして主務省令で定める場合には、適用しない。 

 ５ 協同組織金融機関は、第一項各号に掲げる事項について変更があったときは、直

ちに、その旨及び当該変更があった事項を第二項の申込みをした者（以下この章に

おいて「申込者」という。）に通知しなければならない。 

 ６ 協同組織金融機関が申込者に対してする通知又は催告は、第二項第一号の住所

（当該申込者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を当該協同組織金融機関

に通知した場合にあっては、その場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。 

 ７ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

  （募集優先出資の割当て等） 



 

 

 第十条 協同組織金融機関は、申込者の中から募集優先出資の割当てを受ける者を定

め、かつ、その者に割り当てる募集優先出資の口数を定めなければならない。この

場合において、協同組織金融機関は、当該申込者に割り当てる募集優先出資の口数

を、前条第二項第二号の口数よりも減少することができる。 

 ２ 協同組織金融機関は、第六条第一項第三号の期日（同号の期間を定めた場合にあ

っては、その期間の初日）の前日までに、申込者に対し、当該申込者に割り当てる

募集優先出資の口数を通知しなければならない。 

 ３ 第八条の規定により優先出資者に優先出資の割当てを受ける権利を与えた場合に

おいて、優先出資者が同条第一項第二号の期日までに前条第二項の申込みをしない

ときは、当該優先出資者は、募集優先出資の割当てを受ける権利を失う。 

 ４ 前条及び前三項の規定は、募集優先出資を引き受けようとする者がその総口数の

引受けを行う契約を締結する場合には、適用しない。 

  （募集優先出資の引受け） 

 第十一条 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める募集優先出資の口数について募

集優先出資の引受人となる。 

  一 申込者 協同組織金融機関の割り当てた募集優先出資の口数 

  二 前条第四項の契約により募集優先出資の総口数を引き受けた者 その者が引き

受けた募集優先出資の口数 

  （募集優先出資の払込み） 

 第十二条 募集優先出資の引受人は、第六条第一項第三号の期日又は同号の期間内に、

第九条第一項第七号の払込みの取扱いの場所において、それぞれの募集優先出資の

払込金額の全額を払い込まなければならない。 

 ２ 募集優先出資の引受人は、前項の規定による払込みをする債務と協同組織金融機

関に対する債権とを相殺することができない。 

 ３ 第一項の規定による払込みをすることにより募集優先出資の優先出資者となる権

利の譲渡は、協同組織金融機関に対抗することができない。 

 ４ 募集優先出資の引受人は、第一項の規定による払込みをしないときは、当該払込

みをすることにより募集優先出資の優先出資者となる権利を失う。 

  （優先出資者となる時期） 

 第十三条 募集優先出資の引受人は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める

日に、前条第一項の規定による払込みを行った募集優先出資の優先出資者となる。 

  一 第六条第一項第三号の期日を定めた場合 当該期日 

  二 第六条第一項第三号の期間を定めた場合 前条第一項の払込みを行った日 

  （優先出資の発行等についての会社法の準用） 

 第十四条 会社法第二百十条（募集株式の発行等をやめることの請求）及び第二百十

一条（引受けの無効又は取消しの制限）の規定は、協同組織金融機関の優先出資の



 

 

募集及び発行について準用する。この場合において、同法第二百十条中「株主」と

あるのは「普通出資者又は優先出資者」と、「第百九十九条第一項」とあるのは

「優先出資法第六条第一項」と、「株式の発行又は自己株式の処分」とあるのは

「優先出資の発行」と、同法第二百十一条第一項中「第二百五条」とあるのは「優

先出資法第十条第四項」と、同条第二項中「第二百九条」とあるのは「優先出資法

第十三条」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第二百十二条第一項（第二号を除く。以下この項において同じ。）（不公

正な払込金額で株式を引き受けた者等の責任）の規定は募集優先出資の引受人が理

事又は経営管理委員と通じて著しく不公正な払込金額で募集優先出資を引き受けた

場合について、同法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八百四十九条

第二項第二号及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における責任

追及等の訴え）の規定はこの項において準用する同法第二百十二条第一項の規定に

よる支払を求める訴えについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第八

百四十七条第一項（責任追及等の訴え）中「株式を有する株主（第百八十九条第二

項の定款の定めによりその権利を行使することができない単元未満株主を除

く。）」とあるのは「普通出資者又は優先出資者である者」と、同項第一号及び同

条第四項中「株主」とあるのは「普通出資者若しくは優先出資者」と、同条第三項、

第五項及び第七項中「株主」とあるのは「普通出資者又は優先出資者」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ３ 会社法第八百二十八条第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第二項（第二号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第二号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条から第八百四

十条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又は取消し

の判決の効力、新株発行の無効判決の効力）並びに第八百四十六条（原告が敗訴し

た場合の損害賠償責任）の規定は優先出資の発行の無効の訴えについて、同法第八

百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条本文（理由の付記）、第八

百七十二条（第二号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文（原

裁判の執行停止）、第八百七十五条から第八百七十七条まで（非訟事件手続法の規

定の適用除外、最高裁判所規則、審問等の必要的併合）及び第八百七十八条第一項

（裁判の効力）の規定はこの項において準用する同法第八百四十条第二項の申立て

について、それぞれ準用する。この場合において、同法第八百二十八条第一項第二

号中「六箇月以内（公開会社でない株式会社にあっては、株式の発行の効力が生じ

た日から一年以内）」とあるのは「六箇月以内」と、同条第二項第二号中「株主

等」とあるのは「普通出資者、優先出資者、理事、経営管理委員、監事又は清算

人」と、同法第八百四十条第一項中「払込みを受けた金額又は給付を受けた財産の



 

 

給付の時における価額」とあるのは「払込みを受けた金額」と、「旧株券（前条の

規定により効力を失った株式に係る株券をいう。以下この節において同じ。）」と

あるのは「旧優先出資証券（前条の規定により効力を失った優先出資に係る優先出

資証券をいう。）」と、同条第二項中「株主」とあるのは「普通出資者又は優先出

資者」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 会社法第八百二十九条（第一号に係る部分に限る。）（新株発行等の不存在の確

認の訴え）、第八百三十四条（第十三号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三

十五条第一項（訴えの管轄）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、

第八百三十七条（弁論等の必要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ

者の範囲）並びに第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）の規定は、

優先出資の発行の不存在の確認の訴えについて準用する。この場合において、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第十五条の見出しを「（自己優先出資の消却）」に改め、同条第一項中「議決を経

て、資本」を「決議によって、資本金」に改め、同項第一号及び第二号中「をもっ

て」の下に「自己の優先出資を取得して」を加え、同条第三項中「払戻し」を「取

得」に、「資本」を「資本金」に改め、同条第四項中「議決」を「決議」に改め、同

条第五項を次のように改める。 

 ５ 会社法第二百十九条（第一項各号を除く。）（株券の提出に関する公告等）及び

第二百二十条（株券の提出をすることができない場合）の規定は、優先出資を発行

している協同組織金融機関が消却のために自己の優先出資を取得する場合について

準用する。この場合において、同法第二百十九条第一項中「当該各号に定める」と

あるのは「消却のために取得する」と、同条第二項中「前項各号に掲げる行為」と

あるのは「消却のための自己の優先出資の取得」と、「金銭等」とあるのは「金

銭」と、同条第三項中「第一項各号に定める」とあるのは「消却のために取得す

る」と、「当該各号に掲げる行為」とあるのは「消却のための取得」と、同法第二

百二十条第二項中「金銭等」とあるのは「金銭」と読み替えるものとするほか、必

要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第十六条を次のように改める。 

  （優先出資の分割） 

 第十六条 協同組織金融機関は、優先出資の分割をすることができる。 

 ２ 協同組織金融機関は、優先出資の分割をしようとするときは、その都度、普通出

資者総会の決議によって、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 優先出資の分割により増加する優先出資の総口数の優先出資の分割前の発行済

優先出資（種類優先出資発行協同組織金融機関にあっては、第三号の種類の発行

済優先出資）の総口数に対する割合及び当該優先出資の分割に係る一定の日 

  二 優先出資の分割がその効力を生ずる日 



 

 

  三 協同組織金融機関が種類優先出資発行協同組織金融機関である場合には、分割

する優先出資の種類 

 ３ 協同組織金融機関は、優先出資の分割を行おうとするときは、行政庁の認可を受

けなければならない。 

 ４ 普通出資の総額と優先出資の額面金額に分割後の発行済優先出資の総口数を乗じ

て得た額の合計額は、資本金の額を超えてはならない。 

 ５ 第二項の決議は、協同組織金融機関の定款の変更の決議の例による。 

 ６ 会社法第百八十四条第一項（効力の発生等）及び第二百十五条第三項（株券の発

行）の規定は、協同組織金融機関の優先出資の分割について準用する。この場合に

おいて、同法第百八十四条第一項中「基準日において株主名簿に記載され、又は記

録されている株主」とあるのは「優先出資法第十六条第二項第一号の一定の日にお

いて優先出資者名簿に記載され、又は記録されている優先出資者」と、「あっては、

基準日」とあるのは「あっては、同号の一定の日」と、「前条第二項第三号の種類

の種類株主」とあるのは「同項第三号の種類の優先出資の優先出資者」と、「基準

日に有する」とあるのは「同項第一号の一定の日に有する」と、「数」とあるのは

「口数」と、同法第二百十五条第三項中「第百八十三条第二項第二号」とあるのは

「優先出資法第十六条第二項第二号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

 ７ 会社法第二百三十四条第一項（各号を除く。）から第五項まで（一に満たない端

数の処理）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、

第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）

（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び

第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、協同組織金融機関の発行する優先出

資の分割により一口に満たない端数を生ずる場合について準用する。この場合にお

いて、同法第二百三十四条第一項中「合計数」とあるのは「合計口数」と、「相当

する数」とあるのは「相当する口数」と、同条第四項第一号中「数」とあるのは

「口数」と、同条第五項中「取締役会設置会社においては、前項各号に掲げる事項

の決定は、取締役会の決議」とあるのは「理事会を設置する協同組織金融機関にお

いては、前項各号に掲げる事項の決定は、理事会の決議」と読み替えるものとする

ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第十九条第一項中「以下この項において同じ。」を削り、同項第一号中「資本」を

「資本金」に改め、同条第四項中「第四条第一項第二号」を「第五条第一項第二号」

に改め、同条第十二項中「優先出資の種類ごとにその口数」を「優先出資者の有する

優先出資の口数（剰余金の配当について優先出資の種類ごとに異なる取扱いを行うこ

ととする旨の定めがある場合にあっては、各種類の優先出資の口数）」に改める。 

  第二十条第二項中「優先出資の種類ごとにその口数」を「優先出資者の有する優先



 

 

出資の口数又は各種類の優先出資の口数」に改める。 

  第二十一条を次のように改める。 

  （共有者による権利の行使） 

 第二十一条 優先出資が二以上の者の共有に属するときは、共有者は、当該優先出資

についての権利を行使する者一人を定め、協同組織金融機関に対し、その者の氏名

又は名称を通知しなければ、当該優先出資についての権利を行使することができな

い。ただし、協同組織金融機関が当該権利を行使することに同意した場合は、この

限りでない。 

  第四章の章名を削る。 

  第二十二条を次のように改める。 

  （優先出資者のその他の権利） 

 第二十二条 優先出資者は、協同組織金融機関の業務取扱時間内は、いつでも、定款

その他の事務所に備え置かれた政令で定める書類（以下この項において「定款等」

という。）について、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第

四号に掲げる請求をするには、当該協同組織金融機関の定めた費用を支払わなけれ

ばならない。 

  一 定款等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 定款等が電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の

用に供されるものとして主務省令で定めるものをいう。以下同じ。）をもって作

成されているときは、当該電磁的記録に記録された事項を主務省令で定める方法

により表示したものの閲覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって主務省令で定めるも

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

 ２ 優先出資者は、協同組織金融機関の業務取扱時間内は、いつでも、普通出資者の

名簿その他の事務所に備え置かれた政令で定める書類（以下この条において「名簿

等」という。）について、次に掲げる請求をすることができる。この場合において

は、当該請求の理由を明らかにしてしなければならない。 

  一 名簿等が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の請求 

  二 名簿等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録さ

れた事項を主務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

 ３ 優先出資者は、協同組織金融機関の業務取扱時間内は、いつでも、貸借対照表、

損益計算書その他の事務所に備え置かれた政令で定める書類（以下この項において

「計算書類等」という。）について、次に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該協同組織金融機関の定めた費用を



 

 

支払わなければならない。 

  一 計算書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写

しの閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 計算書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記

録された事項を主務省令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって協同組織金融機関の

定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

 ４ 協同組織金融機関は、第二項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場

合を除き、これを拒むことができない。 

  一 当該請求を行う優先出資者がその権利の確保又は行使に関する調査以外の目的

で請求を行ったとき。 

  二 優先出資者が当該協同組織金融機関の業務の遂行を妨げ、又は普通出資者及び

優先出資者の共同の利益を害する目的で請求を行ったとき。 

  三 優先出資者が当該協同組織金融機関の業務と実質的に競争関係にある事業を営

み、又はこれに従事するものであるとき。 

  四 優先出資者が名簿等の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者

に通報するため請求を行ったとき。 

  五 優先出資者が、過去二年以内において、名簿等の閲覧又は謄写によって知り得

た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるものであるとき。 

 ５ 次に掲げる訴えは、農林中央金庫又は連合会等の発行する優先出資の優先出資者

も、提起することができる。 

  一 農林中央金庫又は連合会等における出資一口の金額の減少の無効の訴え 

  二 農林中央金庫又は連合会等の合併の無効の訴え 

  三 農林中央金庫又は連合会等の役員等の責任を追及する訴え（農林中央金庫法第

四十条の二、中小企業等協同組合法第三十九条、協同組合による金融事業に関す

る法律第五条の九第三項、信用金庫法第三十九条の四、労働金庫法第四十二条の

四、農業協同組合法第四十条の二及び水産業協同組合法第四十四条に規定する役

員等の責任を追及する訴えをいう。） 

 ６ 六月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き

続き優先出資を有する農林中央金庫又は連合会等の優先出資者は、理事が協同組織

金融機関の目的の範囲外の行為その他法令若しくは定款に違反する行為をし、又は

これらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によって当該協同組織金

融機関に回復することができない損害が生ずるおそれがあるときは、当該理事に対

し、当該行為をやめることを請求することができる。 

  第二十二条の次に次の章名を付する。 



 

 

    第四章 優先出資の譲渡等 

  第二十三条から第二十七条までを次のように改める。 

  （優先出資の譲渡） 

 第二十三条 優先出資者は、その有する優先出資を譲渡することができる。 

 ２ 協同組織金融機関は、優先出資の譲渡を制限してはならない。 

 ３ 優先出資に係る優先出資証券を発行する旨を定款で定めた協同組織金融機関（以

下「優先出資証券発行協同組織金融機関」という。）の優先出資の譲渡は、当該優

先出資に係る優先出資証券を交付しなければ、その効力を生じない。ただし、自己

優先出資の処分による優先出資の譲渡については、この限りでない。 

 ４ 優先出資証券の発行前にした譲渡は、優先出資証券発行協同組織金融機関に対し、

その効力を生じない。 

 ５ 優先出資証券の占有者は、当該優先出資証券に係る優先出資についての権利を適

法に有するものと推定する。 

 ６ 優先出資証券の交付を受けた者は、当該優先出資に係る優先出資証券についての

権利を取得する。ただし、その者に悪意又は重大な過失があるときは、この限りで

ない。 

  （優先出資の譲渡の対抗要件） 

 第二十四条 優先出資の譲渡は、その優先出資を取得した者の氏名又は名称及び住所

を優先出資者名簿に記載し、又は記録しなければ、協同組織金融機関その他の第三

者に対抗することができない。 

 ２ 優先出資証券発行協同組織金融機関における前項の規定の適用については、同項

中「協同組織金融機関その他の第三者」とあるのは、「協同組織金融機関」とする。 

  （優先出資者名簿等） 

 第二十五条 協同組織金融機関は、優先出資者名簿を作成し、これに次に掲げる事項

を記載し、又は記録しなければならない。 

  一 優先出資者の氏名又は名称及び住所 

  二 前号の優先出資者の有する優先出資の種類及び口数 

  三 第一号の優先出資者が優先出資を取得した日 

  四 優先出資証券発行協同組織金融機関である場合には、第二号の優先出資（優先

出資証券が発行されているものに限る。）に係る優先出資証券の番号 

 ２ 協同組織金融機関は、優先出資者名簿管理人（協同組織金融機関に代わって優先

出資者名簿の作成及び備置きその他の優先出資者名簿に関する事務を行う者をいう。

以下同じ。）を置く旨を定款で定め、当該事務を行うことを委託することができる。 

  （優先出資者名簿についての会社法の準用） 

 第二十六条 会社法第百二十二条（株主名簿記載事項を記載した書面の交付等）、第

百二十四条（第五項を除く。）（基準日）、第百二十五条第一項から第三項まで



 

 

（株主名簿の備置き及び閲覧等）、第百三十二条（株主の請求によらない株主名簿

記載事項の記載又は記録）及び第百三十三条（株主の請求による株主名簿記載事項

の記載又は記録）の規定は協同組織金融機関の優先出資者名簿について、同法第百

二十六条（株主に対する通知等）及び第百九十六条（第三項を除く。）（株主に対

する通知の省略）の規定は優先出資の優先出資者に対する通知等について準用する。

この場合において、同法第百二十二条第一項中「前条第一号」とあるのは「優先出

資法第二十五条第一項第一号」と、同条第二項中「株式会社の代表取締役（委員会

設置会社にあっては、代表執行役。次項において同じ。）」とあり、及び同条第三

項中「株式会社の代表取締役」とあるのは「協同組織金融機関を代表する理事」と、

同法第百二十四条第一項、第二項及び第四項中「基準日株主」とあるのは「基準日

優先出資者」と、同項中「株主総会又は種類株主総会」とあるのは「優先出資者総

会」と、同法第百二十五条第一項中「株主名簿管理人」とあるのは「優先出資者名

簿管理人（優先出資法第二十五条第二項に規定する優先出資者名簿管理人をい

う。）」と、同条第二項中「株主及び」とあるのは「普通出資者、優先出資者及

び」と、同条第三項第一号中「株主又は」とあるのは「普通出資者、優先出資者又

は」と、同法第百三十三条第一項中「株式取得者」とあるのは「優先出資取得者」

と、同法第百二十六条第五項中「第二百九十九条第一項（第三百二十五条において

準用する場合を含む。）」とあるのは「優先出資法第三十五条第四項」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （優先出資に対する質権の設定） 

 第二十七条 優先出資者は、その有する優先出資に質権を設定することができる。 

 ２ 優先出資証券発行協同組織金融機関の優先出資の質入れは、当該優先出資に係る

優先出資証券を交付しなければ、その効力を生じない。 

 ３ 会社法第百四十七条から第百五十条まで（株式の質入れの対抗要件、株主名簿の

記載等、株主名簿の記載事項を記載した書面の交付等、登録株式質権者に対する通

知等）、第百五十一条（各号を除く。）、第百五十二条第三項、第百五十三条第三

項及び第百五十四条（株式の質入れの効果）の規定は優先出資を質権の目的とする

場合について、同法第百九十六条（第三項を除く。）（株主に対する通知の省略）

の規定は優先出資の登録優先出資質権者に対する通知について、それぞれ準用する。

この場合において、同法第百四十九条第二項中「株式会社の代表取締役（委員会設

置会社にあっては、代表執行役。次項において同じ。）」とあり、及び同条第三項

中「株式会社の代表取締役」とあるのは「協同組織金融機関を代表する理事」と、

同法第百五十一条中「次に掲げる行為」とあるのは「優先出資の分割、剰余金の配

当、残余財産の分配、組織変更、合併（合併により当該協同組織金融機関が消滅す

る場合に限る。）又は優先出資の取得」と、「金銭等（金銭その他の財産をいう。

以下同じ。）」とあるのは「金銭」と、同法第百五十四条第一項中「金銭等（金銭



 

 

に限る。）」とあるのは「金銭」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  第五章の章名を削る。 

  第二十八条を次のように改める。 

  （自己の優先出資の取得等） 

 第二十八条 協同組織金融機関は、次に掲げる場合を除くほか、自己の優先出資を取

得し、又は質権の目的として発行済優先出資の総口数の二十分の一を超える口数の

自己の優先出資を受けることはできない。 

  一 優先出資の消却のためにするとき。 

  二 協同組織金融機関の権利の実行に当たりその目的を達成するために必要なとき

その他政令で定めるやむを得ない事情があるとき。 

 ２ 協同組織金融機関は、前項第一号の場合には遅滞なく優先出資を消却し、同項第

二号の場合には相当の時期に優先出資又は質権の処分をしなければならない。 

 ３ 協同組織金融機関の子会社は、次に掲げる場合を除くほか、当該協同組織金融機

関の優先出資を取得してはならない。 

  一 合併又は他の会社（外国会社その他の法人を含む。）の事業の全部の譲受けに

よるとき。 

  二 子会社の権利の実行に当たりその目的を達成するために必要なとき。 

 ４ 前項に規定する「子会社」とは、協同組織金融機関が総株主の議決権（株主総会

において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができな

い株式についての議決権を除き、会社法第八百七十九条第三項（特別清算事件の管

轄）の規定により議決権を有するものとみなされる株式についての議決権を含む。

以下この項及び第三十三条第三項において同じ。）の過半数を超える議決権を保有

する株式会社をいう。この場合において、協同組織金融機関及びその一若しくは二

以上の子会社又は当該協同組織金融機関の一若しくは二以上の子会社がその総株主

の議決権の過半数を保有する他の株式会社は、当該協同組織金融機関の子会社とみ

なす。 

 ５ 子会社（前項に規定する子会社をいう。以下同じ。）は、第三項各号に掲げる場

合には、相当の時期に、同項の協同組織金融機関の優先出資を処分しなければなら

ない。株式会社が子会社となったことを知った際に、当該協同組織金融機関の優先

出資を有するときも、同様とする。 

  第二十八条の次に次の章名を付する。 

    第五章 優先出資証券 

  第二十八条の二を削る。 

  第二十九条及び第三十条を次のように改める。 

  （優先出資証券の発行） 



 

 

 第二十九条 協同組織金融機関は、その優先出資（種類優先出資発行協同組織金融機

関にあっては、全部の種類の優先出資）に係る優先出資証券を発行する旨を定款で

定めることができる。 

 ２ 優先出資証券発行協同組織金融機関は、優先出資を発行した日以後遅滞なく、当

該優先出資に係る優先出資証券を発行しなければならない。 

  （優先出資証券の記載事項） 

 第三十条 優先出資証券には、次に掲げる事項及びその番号を記載し、協同組織金融

機関を代表する理事がこれに署名し、又は記名押印しなければならない。 

  一 協同組織金融機関の名称 

  二 当該優先出資証券に係る優先出資の口数 

  三 優先出資の額面金額 

  四 優先出資の内容 

  第六章の章名を削る。 

  第三十四条を削る。 

  第三十三条を第三十四条とする。 

  第三十二条第一項中「において、」の下に「その有する」を加え、同条第二項中

「協同組織金融機関」を「前項の規定にかかわらず、協同組織金融機関」に、「、前

項」を「、同項」に改め、同条第三項中「又は他の有限会社の総社員の議決権」及び

「又は有限会社」を削り、同条を第三十三条とする。 

  第三十一条中「第五条第三項」を「第六条第三項」に改め、同条第二号中「優先出

資引受権」を「優先出資の割当てを受ける権利」に改め、同条を第三十二条とし、第

三十条の次に次の一条及び章名を加える。 

  （優先出資証券等についての会社法の準用） 

 第三十一条 会社法第二百十七条（株券不所持の申出）及び第二百十八条（株券を発

行する旨の定款の定めの廃止）の規定は、優先出資証券発行協同組織金融機関につい

て準用する。この場合において、同法第二百十七条第二項中「数」とあるのは「口

数」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第二編第二章第九節第三款（第二百三十条第四項を除く。）（株券喪失登

録）の規定は、優先出資証券喪失登録簿及び優先出資証券喪失登録について準用す

る。この場合において、これらの規定中「株券喪失登録簿記載事項」とあるのは

「優先出資証券喪失登録簿記載事項」と、「株券喪失登録日」とあるのは「優先出

資証券喪失登録日」と、「株券喪失登録者」とあるのは「優先出資証券喪失登録

者」と、同法第二百二十一条第一号（株券喪失登録簿）中「第二百十八条第二項又

は第二百十九条第三項」とあるのは「優先出資法第十五条第五項において準用する

第二百十九条第三項又は優先出資法第三十一条第一項において準用する第二百十八

条第二項」と、「株式の発行又は自己株式の処分」とあるのは「優先出資の発行」



 

 

と、同法第二百二十二条（株券喪失登録簿に関する事務の委託）中「第百二十三条

の規定の適用については、同条中」とあるのは「優先出資法第二十五条第二項の規

定の適用については、同項中」と、同法第二百三十条第三項（株券喪失登録の効

力）中「株主総会又は種類株主総会」とあるのは「優先出資者総会」と、同法第二

百三十一条第一項（株券喪失登録簿の備置き及び閲覧等）中「株主名簿管理人」と

あるのは「優先出資者名簿管理人（優先出資法第二十五条第二項に規定する優先出

資者名簿管理人をいう。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

    第六章 優先出資者総会 

  第三十五条を次のように改める。 

  （優先出資者総会の招集） 

 第三十五条 優先出資者総会は、第三項に定める場合を除くほか、定款で定めるとこ

ろにより招集しなければならない。 

 ２ 優先出資者総会の招集事由があるにもかかわらず、優先出資者総会が招集されな

いときは、発行済優先出資の総口数の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた

場合にあっては、その割合）以上の議決権を六月（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）前から引き続き有する優先出資者は、理事（農林中

央金庫又は経営管理委員を置く農業協同組合、農業協同組合連合会、漁業協同組合

若しくは漁業協同組合連合会にあっては、経営管理委員）に対し、優先出資者総会

の目的である事項（当該優先出資者が議決権を行使することができる事項に限

る。）及び招集の理由を示して、優先出資者総会の招集を請求することができる。 

 ３ 次に掲げる場合には、前項の規定による請求をした優先出資者は、行政庁の認可

を得て、優先出資者総会を招集することができる。 

  一 前項の規定による請求の後遅滞なく招集の手続が行われない場合 

  二 前項の規定による請求があった日から六週間（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）以内の日を優先出資者総会の日とする優先出資者

総会の招集の通知が発せられない場合 

 ４ 優先出資者総会を招集するには、理事は、定款の定めるところにより、各優先出

資者（当該優先出資者総会において議決権を行使することができるものに限る。）

に対してその通知を発しなければならない。 

  第七章の章名を削る。 

  第三十六条を次のように改める。 

  （理事等の説明義務） 

 第三十六条 理事、経営管理委員及び監事は、優先出資者総会において、優先出資者

から特定の事項について説明を求められた場合には、当該事項について必要な説明

をしなければならない。ただし、当該事項が優先出資者総会の目的である事項に関



 

 

しないものである場合、その説明をすることにより優先出資者の共同の利益を著し

く害する場合その他正当な理由がある場合として主務省令で定める場合は、この限

りでない。 

  第五十四条第一項中「役員」を「理事、経営管理委員、監事」に、「名義書換代理

人」を「優先出資者名簿管理人」に改め、同項第一号中「商法」を「会社法」に、

「に定める」を「の規定による」に、「怠り」を「することを怠ったとき」に、「行

った」を「した」に改め、同項第二号及び第三号を次のように改める。 

  二 この法律の規定に違反して、正当な理由がないのに、書類若しくは電磁的記録

に記録された事項を主務省令で定める方法により表示したものの閲覧若しくは謄

写又は書類の謄本若しくは抄本の交付、電磁的記録に記録された事項を電磁的方

法により提供すること若しくはその事項を記載した書面の交付を拒んだとき。 

  三 第六条第一項、第八条第一項、第十五条第二項、第十六条第三項、第四十二条

第四項ただし書又は第四十六条第五項の規定により、行政庁又は主務大臣の認可

を受けるべき場合に、その認可を受けなかったとき。 

  第五十四条第一項第三号の二を削り、同項第四号を次のように改める。 

  四 第六条第三項後段の規定による説明又は第十九条第六項若しくは第四十一条第

六項の規定による開示をすることを怠ったとき。 

  第五十四条第一項第五号を削り、同項第六号中「協同組織金融機関」を「、協同組

織金融機関」に改め、同項第六号を同項第五号とし、同号の次に次の一号を加える。 

  六 優先出資者名簿、優先出資証券喪失登録簿、優先出資者総会の議事録又は第二

十六条において準用する会社法第百二十二条第一項若しくは第二十七条第三項に

おいて準用する同法第百四十九条第一項の書面若しくは電磁的記録に記載し、若

しくは記録すべき事項を記載せず、若しくは記録せず、又は虚偽の記載若しくは

記録をしたとき。 

  第五十四条第一項第七号から第十号までを次のように改める。 

  七 第三十九条第二項若しくは第三項の規定又は第二十六条において準用する会社

法第百二十五条第一項、第三十一条第二項において準用する同法第二百三十一条

第一項、第四十条第二項において準用する同法第三百十条第六項、第三百十一条

第三項若しくは第三百十二条第四項若しくは第四十条第三項において準用する同

法第三百十九条第二項の規定に違反して、書類又は電磁的記録を備え置かなかっ

たとき。 

  八 第二十八条第二項の規定に違反して、優先出資の消却の手続又は優先出資若し

くは質権の処分を怠ったとき。 

  九 優先出資の発行の日前に優先出資証券を発行したとき。 

  十 第二十九条第二項の規定に違反して、遅滞なく優先出資証券を発行しなかった

とき。 



 

 

  第五十四条第一項第十一号中「不実」を「虚偽」に、「行った」を「した」に改め、

同項第十二号から第十四号までを次のように改める。 

  十二 第三十一条第二項において準用する会社法第二百二十五条第四項、第二百二

十六条第二項、第二百二十七条又は第二百二十九条第二項の規定に違反して、優

先出資証券喪失登録を抹消しなかったとき。 

  十三 第三十一条第二項において準用する会社法第二百三十条第一項の規定に違反

して、優先出資者名簿に記載し、又は記録したとき。 

  十四 第六条第三項、第十九条第五項若しくは第八項又は第三十二条の規定に違反

して、優先出資者総会を招集しなかったとき。 

  第五十四条第一項第十五号中「不実の申述をし」を「虚偽の申述を行い」に改め、

同項第十六号中「事由がないのに」を「理由がないのに、」に、「行わなかった」を

「しなかった」に改め、同項第十七号中「第三十七条第三項から第五項まで」を「第

四十二条第三項」に、「積み立てず」を「計上せず」に、「これを使用した」を「同

条第四項若しくは第五項の規定に違反して資本準備金の額を減少した」に改め、同項

第十八号中「第四十条の登記」を「第四十五条の登記をすること」に改め、同条第二

項中「理事が優先出資の引受けによる権利を譲渡したとき、又は」を削り、「第二十

七条第三項」を「第二十八条第三項」に、「第四項」を「第五項」に、「、若しく

は」を「、又は」に改め、同条を第六十一条とする。 

  第五十三条第一項中「第四十九条、第五十条及び前条」を「第五十七条及び第五十

八条」に改め、同条を第六十条とする。 

  第五十二条を削る。 

  第五十一条中「第三条第二項の限度又は第四条第一項第一号」を「第五条第一項第

一号」に改め、同条を第五十九条とする。 

  第五十条中「優先出資の」の下に「発行に係る」を加え、同条を第五十八条とする。 

  第四十九条第一項中「優先出資の募集に当たり、重要な事項について不実の記載の

ある優先出資申込証、目論見書、優先出資の募集の広告その他優先出資の募集に関す

る文書を行使した」を「優先出資を引き受ける者の募集をするに当たり、協同組織金

融機関の事業その他の事項に関する説明を記載した資料若しくは当該募集の広告その

他の当該募集に関する文書であって重要な事項について虚偽の記載のあるものを行使

し、又はこれらの書類の作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における当

該電磁的記録であって重要な事項について虚偽の記録のあるものをその募集の事務の

用に供した」に改め、同条第二項中「文書であって、重要な事項について不実の記載

のあるものを行使した」を「文書であって重要な事項について虚偽の記載のあるもの

を行使し、又は当該文書の作成に代えて電磁的記録の作成がされている場合における

当該電磁的記録であって重要な事項について虚偽の記録のあるものをその売出しの事

務の用に供した」に改め、同条を第五十七条とする。 



 

 

  第四十八条中「役員又は」を「理事、経営管理委員若しくは監事又は」に改め、同

条第二号中「第四条」を「第五条」に改め、同条を第五十六条とする。 

  第七章中第四十七条を第五十五条とし、第四十六条を第五十四条とする。 

  第四十五条の四中「第四十五条の二第三項」を「第五十一条第三項」に改め、同条

を第五十三条とする。 

  第四十五条の三を第五十二条とし、第四十五条の二を第五十一条とし、第四十五条

を第五十条とし、第四十二条から第四十四条までを五条ずつ繰り下げる。 

  第四十一条第一項中「第五条第一項の発行事項（第六条第二項の優先出資引受権」

を「第六条第一項の募集事項（第八条第一項の優先出資の割当てを受ける権利」に、

「優先出資引受権の」を「優先出資の割当てを受ける権利の」に、「発行価額を」を

「払込金額を」に改め、同項第二号中「発行価額」を「払込金額」に、「優先出資の

消却によって払い戻された額」を「第十五条に規定する優先出資の消却のために自己

の優先出資を取得するのと引換えに交付する金銭」に改め、同条第二項中「及び払い

戻される額」を「及び当該消却のために自己の優先出資を取得するのと引換えに交付

する金銭の額」に改め、同項第二号中「発行価額」を「払込金額」に、「当該消却に

よって払い戻される額」を「当該消却のために自己の優先出資を取得するのと引換え

に交付する金銭の額」に改め、同条第三項中「分割する優先出資の内容及び口数」を

「同条第二項各号に掲げる事項」に改め、同項第二号中「発行価額」を「払込金額」

に改め、同条第五項中「資本の額」を「資本金の額」に、「議決」を「決議」に改め、

同条を第四十六条とする。 

  第四十条の見出しを「（登記）」に改め、同条第一項第一号中「第四条第一項」を

「第五条第一項」に改め、同項第三号中「資本」を「資本金」に改め、同項第四号中

「名義書換代理人又は登録機関」を「優先出資者名簿管理人」に、「名称」を「氏名

又は名称」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号の次に次の一号を加える。 

  四 優先出資証券発行協同組織金融機関であるときは、その旨 

  第四十条に次の一項を加える。 

 ３ この法律に基づく訴えに係る請求を認容する判決が確定したときは、裁判所書記

官は、職権で、遅滞なく、協同組織金融機関の主たる事務所（当該判決に係る事項

について従たる事務所に登記がされているときにあっては、主たる事務所及び当該

登記に係る従たる事務所）の所在地を管轄する登記所にその登記を嘱託しなければ

ならない。この場合においては、嘱託書に裁判書の謄本を添付しなければならない。 

  第四十条を第四十五条とする。 

  第三十九条の見出しを「（優先出資に係る資本金の額の減少）」に改め、同条第一

項中「議決」を「決議」に改め、同条第二項中「資本」を「資本金」に改め、同条第

三項中「資本」を「資本金の額」に改め、同条を第四十四条とする。 

  第三十八条の見出し及び同条第二項中「資本の額」を「資本金の額」に改め、同項



 

 

第一号中「農林債券」を「農林債」に改め、同項第二号中「債券」を「商工債」に改

め、同項第三号中「第五条の六第一号」を「第五条の十二第一号」に改め、同項第四

号中「債券」を「全国連合会債」に改め、同条第三項第三号中「第五条の六」を「第

五条の十二」に改め、同条を第四十三条とする。 

  第三十七条の見出し中「資本及び」を「資本金及び」に改め、同条第一項中「資

本」を「資本金」に、「第三十九条第二項」を「第四十四条第二項」に、「発行価

額」を「払込金額」に改め、同条第二項中「発行価額」を「払込金額」に、「資本に

組み入れない」を「資本金として計上しない」に改め、同条第三項中「発行価額」を

「払込金額」に、「資本に組み入れない」を「資本金として計上しない」に、「積み

立てなければ」を「計上しなければ」に改め、同条第四項中「使用してはならない」

を「その額を減少してはならない」に改め、同項ただし書中「資本に組み入れる」を

「資本金として計上する」に改め、同条を第四十二条とし、第七章中同条の前に次の

一条を加える。 

  （役員等の責任） 

 第四十一条 協同組織金融機関の役員等（理事、経営管理委員、監事及び会計監査人

をいう。以下この条において同じ。）がこの法律若しくはこの法律に基づく命令又

は優先出資に関する定款の規定に違反したときは、協同組織金融機関に対し、これ

によって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 前項の行為によって農林中央金庫又は連合会等に損害が生じたときは、次に掲げ

る農林中央金庫又は連合会等の役員等は、当該行為を行ったものと推定する。 

  一 農林中央金庫又は連合会等が当該行為をすることを決定した役員等 

  二 当該行為に関する理事会の承認の決議に賛成した役員等 

 ３ 第一項の役員等の責任は、総普通出資者及び総優先出資者の同意がなければ、免

除することができない。 

 ４ 前項の規定にかかわらず、第一項の責任は、農林中央金庫又は連合会等の役員等

が職務を行うことにつき善意でかつ重大な過失がないときは、賠償の責任を負う額

から、当該役員等がその在職中に農林中央金庫又は連合会等から職務の執行の対価

として受け、又は受けるべき財産上の利益の一年間当たりの額に相当する額として

主務省令で定める方法により算定される額に次の各号に掲げる区分に応じて当該各

号に定める数を乗じて得た額を控除して得た額を限度として、根拠法による普通出

資者総会の特別の決議及び優先出資者総会の決議によって免除することができる。 

  一 農林中央金庫又は連合会等を代表する理事 六 

  二 前号以外の理事又は経営管理委員（信用金庫法第三十九条第四項第二号に規定

する会員外理事その他これに準ずるものとして政令に定めるもの（次号において

「会員外理事等」という。）を除く。） 四 

  三 会員外理事等、監事又は会計監査人 二 



 

 

 ５ 前項に規定する「根拠法による普通出資者総会の特別の決議」とは、農林中央金

庫にあっては農林中央金庫法第四十九条第一項、信用協同組合及び中小企業等協同

組合法第九条の九第一項第一号の事業を行う協同組合連合会にあっては同法第五十

三条、信用金庫及び信用金庫連合会にあっては信用金庫法第四十八条の三、労働金

庫及び労働金庫連合会にあっては労働金庫法第五十三条、農業協同組合及び農業協

同組合連合会にあっては農業協同組合法第四十六条、漁業協同組合、漁業協同組合

連合会、水産加工業協同組合及び水産加工業協同組合連合会にあっては水産業協同

組合法第五十条（同法第九十二条第三項、第九十六条第三項及び第百条第三項にお

いて準用する場合を含む。）の決議をいう。 

 ６ 第四項の場合には、理事（農林中央金庫並びに経営管理委員を置く農業協同組合、

農業協同組合連合会、漁業協同組合及び漁業協同組合連合会にあっては、経営管理

委員。次項において同じ。）は、第四項の普通出資者総会及び優先出資者総会にお

いて次に掲げる事項を開示しなければならない。 

  一 責任の原因となった事実及び賠償の責任を負う額 

  二 第四項の規定により免除することができる額の限度及びその算定の根拠 

  三 責任を免除すべき理由及び免除額 

 ７ 理事は、第四項の責任の免除に関する議案を同項の普通出資者総会及び優先出資

者総会に提出するには、監事（監事が二人以上ある場合にあっては各監事とし、農

林中央金庫にあっては監事会とする。）の同意を得なければならない。 

 ８ 第四項の普通出資者総会及び優先出資者総会の決議があった場合において、農林

中央金庫又は連合会等が当該決議後に同項の役員等に対し退職慰労金その他の主務

省令で定める財産上の利益を与えるときは、普通出資者総会及び優先出資者総会の

承認を受けなければならない。 

 ９ 役員等が協同組織金融機関に生じた損害を賠償する責任を負う場合において、他

の役員等も当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、連帯債務者とす

る。 

  第三十六条の次に次の四条及び章名を加える。 

  （議長の権限） 

 第三十七条 優先出資者総会の議長は、当該優先出資者総会の秩序を維持し、議事を

整理する。 

 ２ 優先出資者総会の議長は、その命令に従わない者その他当該優先出資者総会の秩

序を乱す者を退場させることができる。 

  （延期又は続行の決議） 

 第三十八条 優先出資者総会においてその延期又は続行について決議があった場合に

は、第三十五条第四項の規定は、適用しない。 

  （議事録） 



 

 

 第三十九条 優先出資者総会の議事については、主務省令で定めるところにより、議

事録を作成しなければならない。 

 ２ 協同組織金融機関は、優先出資者総会の日から十年間、前項の議事録をその主た

る事務所に備え置かなければならない。 

 ３ 協同組織金融機関は、優先出資者総会の日から五年間、第一項の議事録の写しを

その従たる事務所に備え置かなければならない。ただし、当該議事録が電磁的記録

をもって作成されている場合であって、従たる事務所における次項第二号に掲げる

請求に応じることを可能とするための措置として主務省令で定めるものをとってい

るときは、この限りでない。 

 ４ 普通出資者又は優先出資者は、協同組織金融機関の業務取扱時間内は、いつでも、

次に掲げる請求をすることができる。 

  一 第一項の議事録が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面

の写しの閲覧又は謄写の請求 

  二 第一項の議事録が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録

に記録された事項を主務省令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の

請求 

  （優先出資者総会等についての会社法の準用） 

 第四十条 会社法第三百条から第三百二条まで（招集手続の省略、株主総会参考書類

及び議決権行使書面の交付等）の規定は、優先出資者総会の招集の通知について準

用する。この場合において、同法第三百条中「前条」とあるのは「優先出資法第三

十五条第四項」と、「第二百九十八条第一項第三号又は第四号に掲げる事項」とあ

るのは「優先出資者総会に出席しない優先出資者が書面又は電磁的方法によって議

決権を行使することができることとする旨」と、同法第三百一条第一項中「第二百

九十八条第一項第三号に掲げる事項」とあるのは「優先出資者総会に出席しない優

先出資者が書面によって議決権を行使することができることとする旨」と、同項及

び同法第三百二条第一項中「第二百九十九条第一項の通知」とあるのは「優先出資

法第三十五条第四項の通知」と、同法第三百一条第二項及び第三百二条第二項から

第四項までの規定中「第二百九十九条第三項の承諾」とあるのは「書面による招集

通知の発出に代えて、電磁的方法により通知を発することについての承諾」と、同

法第三百一条並びに第三百二条第一項及び第二項中「株主総会参考書類」とあるの

は「優先出資者総会参考書類」と、同条第一項中「第二百九十八条第一項第四号に

掲げる事項」とあるのは「優先出資者総会に出席しない優先出資者が電磁的方法に

よって議決権を行使することができることとする旨」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第三百十条から第三百十三条まで（議決権の代理行使、書面による議決権

の行使、電磁的方法による議決権の行使、議決権の不統一行使）の規定は、優先出



 

 

資者による議決権の行使について準用する。この場合において、同法第三百十条第

四項及び第三百十二条第二項中「第二百九十九条第三項の承諾」とあるのは「書面

による招集通知の発出に代えて、電磁的方法によって通知を発することについての

承諾」と、同法第三百十三条第二項中「取締役会設置会社においては、前項の株主

は」とあるのは「優先出資者は」と、「取締役会設置会社に対して」とあるのは

「協同組織金融機関に対して」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

 ３ 会社法第三百十九条第一項から第三項まで（株主総会の決議の省略）及び第三百

二十条（株主総会への報告の省略）の規定は、優先出資者総会について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 会社法第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）、第八

百三十一条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三十四条（第十六号及び

第十七号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条（弁論等の必

要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）並びに第八百四十

六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）の規定は、優先出資者総会の決議の不

存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて準用する。この場合において、

同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総会等が創立総会又は種類

創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取締役又は設立時監

査役）」とあるのは「普通出資者、優先出資者、理事、経営管理委員、監事又は清

算人」と、「取締役、監査役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の

決議である場合にあっては第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において

準用する場合を含む。）の規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務

を有する者を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっ

ては設立時取締役又は設立時監査役を含む。）」とあるのは「理事、経営管理委員、

監事又は清算人（農林中央金庫法第三十九条第一項（同法第九十五条において準用

する場合を含む。）、中小企業等協同組合法第三十六条の二（同法第六十九条第一

項において準用する場合を含む。）、信用金庫法第三十五条の三（同法第六十四条

において準用する場合を含む。）、労働金庫法第三十七条（同法第六十八条におい

て準用する場合を含む。）、農業協同組合法第三十九条（同法第七十二条の二の二

において準用する場合を含む。）又は水産業協同組合法第四十二条の二（同法第九

十二条第三項、第九十六条第三項及び第百条第三項において準用する場合を含

む。）の規定により理事、経営管理委員、監事又は清算人としての権利義務を有す

る者を含む。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

    第七章 雑則 



 

 

 （協同組織金融機関の優先出資に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第二百十四条 施行日前に協同組織金融機関が前条の規定による改正前の協同組織金融

機関の優先出資に関する法律（以下この条において「旧優先出資法」という。）第五

条第一項各号に掲げる事項を定めた場合におけるその優先出資の発行については、な

お従前の例による。 

２ 施行日前に協同組織金融機関が優先出資者に優先出資を引き受けることができる権

利（以下この条において「優先出資引受権」という。）の付与について旧優先出資法

第六条第二項各号に掲げる事項を定めた場合における当該優先出資引受権の付与につ

いては、なお従前の例による。 

３ 施行日前に旧優先出資法第十五条第五項において準用する旧商法第二百十五条第一

項の公告がされた場合におけるその優先出資の消却については、なお従前の例による。

ただし、優先出資の消却に関する登記の登記事項については、前条の規定による改正

後の協同組織金融機関の優先出資に関する法律（以下この条において「新優先出資

法」という。）の定めるところによる。 

４ 施行日前に優先出資の消却について普通出資者総会の招集の手続が開始された場合

におけるその普通出資者総会の議決を要する優先出資の消却についても、前項と同様

とする。 

５ 施行日前に優先出資の分割について旧優先出資法第十六条第一項の議決を経た場合

におけるその優先出資の分割については、なお従前の例による。ただし、優先出資の

分割に関する登記の登記事項については、新優先出資法の定めるところによる。 

６ 協同組織金融機関は、新優先出資法第二十二条第一項各号に掲げる請求に応じる場

合には、当該請求をした者に対し、定款に記載又は記録がないものであっても、この

条の規定により定款に定めがあるものとみなされる事項を示さなければならない。 

７ 旧優先出資法の規定による優先出資者名簿は、新優先出資法第二十五条第一項の優

先出資者名簿とみなす。 

８ この法律の施行の際現に優先出資を発行している協同組織金融機関の定款には、そ

の優先出資（新優先出資法第八条第一項第一号に規定する種類優先出資発行協同組織

金融機関にあっては、全部の種類の優先出資）に係る優先出資証券を発行する旨の定

めがあるものとみなす。 

９ この法律の施行の際現に協同組織金融機関の定款に優先出資についての名義書換代

理人を置く旨の定めがある場合における当該協同組織金融機関の定款には、優先出資

者名簿管理人（新優先出資法第二十五条第二項に規定する優先出資者名簿管理人をい

う。次項において同じ。）を置く旨の定めがあるものとみなす。 

10 協同組織金融機関がこの法律の施行の際現に置いている優先出資についての名義書

換代理人は、施行日以後は、当該協同組織金融機関が委託した優先出資者名簿管理人

とみなす。 



 

 

11 施行日前にその手続が開始された協同組織金融機関の自己の優先出資の取得につい

ては、なお従前の例による。 

12 施行日前に非訟事件手続法の規定により申し立てられた優先出資証券を無効とする

旨の宣言をするためにする公示催告手続及び当該公示催告手続に係る優先出資証券に

関しては、新優先出資法第三十一条第二項において準用する会社法第二編第二章第九

節第三款（第二百三十条第四項を除く。）の規定は、適用しない。ただし、当該公示

催告手続が除権決定以外の事由により終了したときは、この限りでない。 

13 施行日前に優先出資者総会の招集の手続が開始された場合におけるその優先出資者

総会の権限及び手続については、なお従前の例による。 

14 施行日前に優先出資者総会が旧優先出資法の規定に基づいてした議決は、当該議決

があった日に、優先出資者総会が新優先出資法のこれらの規定に相当する規定に基づ

いてした決議とみなす。 

15 協同組織金融機関の理事、経営管理委員、監事又は会計監査人の施行日前の行為に

基づく損害賠償責任については、なお従前の例による。 

16 施行日前に提起された、優先出資の発行の無効の訴え又は優先出資者総会の決議の

取消し若しくは不存在若しくは無効の確認の訴えについては、なお従前の例による。 

17 施行日前に優先出資者が提起した、協同組織金融機関の合併の無効の訴え、普通出

資者総会の決議の不存在若しくは無効の確認の訴え又は資本減少の無効の訴えについ

ては、なお従前の例による。 

18 施行日前に次の各号に掲げる者が当該各号に定める規定に規定する訴えの提起を請

求した場合における当該訴えについては、なお従前の例による。 

 一 普通出資者又は優先出資者 旧優先出資法第十四条において準用する旧商法第二

百八十条ノ十一第二項において準用する旧商法第二百六十七条第一項の規定 

 二 優先出資者 旧優先出資法第二十一条第二項第三号において準用する旧商法第二

百六十七条第一項の規定又は同号において準用する旧商法第二百八十条第一項にお

いて準用する旧商法第二百六十七条第一項の規定 

19 施行日前に申立て又は裁判があった旧優先出資法の規定による非訟事件の手続につ

いては、なお従前の例による。 

20 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における非訟事件の手続

についても、前項と同様とする。 

21 旧優先出資法の規定による協同組織金融機関の登記は、新優先出資法のこれらの規

定に相当する規定による当該協同組織金融機関の登記とみなす。 

22 協同組織金融機関については、施行日に、その主たる事務所の所在地において、優

先出資証券発行協同組織金融機関（新優先出資法第二十三条第三項に規定する優先出

資証券発行協同組織金融機関をいう。次項において同じ。）である旨の登記がされた

ものとみなす。 



 

 

23 登記官は、前項の規定により同項の登記がされたものとみなされた協同組織金融機

関について、職権で、その主たる事務所の所在地において、優先出資証券発行協同組

織金融機関である旨を登記しなければならない。 

24 第一項又は第三項から第五項までの規定によりなお従前の例によることとされる優

先出資の発行、消却又は分割に関する登記を申請する場合における登記に関する手続

については、なお従前の例による。 

25 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合において必要な技術的読

替えは、主務省令で定める。 

 （保険業法の一部改正） 

第二百十五条 保険業法（平成七年法律第百五号）の一部を次のように改正する。 

  目次中「第十七条」を「第十七条の七」に、「第三十条」を「第三十条の十五」に、 

「  第三目 取締役及び取締役会（第五十一条・第五十二条）  

  第四目 重要財産委員会（第五十二条の二）  

  第五目 委員会等設置相互会社（第五十二条の三―第五十二条の六）  

  第六目 監査役（第五十三条）  

 第五款 計算（第五十四条―第五十九条）  

 第六款 基金の募集及び相互会社の社債発行（第六十条―第六十一条の

二） 

 

 第七款 定款の変更（第六十二条） 」

 を 

「  第三目 社員総会及び総代会以外の機関の設置等（第五十一条―第五

十三条の十二） 

 

  第四目 取締役及び取締役会（第五十三条の十三―第五十三条の十

六） 

 

  第五目 会計参与（第五十三条の十七）  

  第六目 監査役及び監査役会（第五十三条の十八―第五十三条の二十

一） 

 

  第七目 会計監査人（第五十三条の二十二・第五十三条の二十三）  

  第八目 委員会及び執行役（第五十三条の二十四―第五十三条の三十

二） 

 

  第九目 役員等の損害賠償責任（第五十三条の三十三―第五十三条の

三十七） 

 

 第五款 相互会社の計算等  

  第一目 会計の原則（第五十四条）  

  第二目 計算書類等（第五十四条の二―第五十四条の十）  

  第三目 基金利息の支払、基金の償却及び剰余金の分配（第五十五条

―第五十五条の四） 

 

  第四目 基金償却積立金及び損失てん補準備金（第五十六条―第五十

九条） 

 

 第六款 基金の募集（第六十条・第六十条の二）  

 第七款 相互会社の社債を引き受ける者の募集（第六十一条―第六十一

条の十） 

 

 第八款 定款の変更（第六十二条）  

 第九款 事業の譲渡等（第六十二条の二） 」



 

 

 に、「第八款」を「第十款」に、「第六十七条」を「第六十七条の二」に、「第八十

四条」を「第八十四条の二」に、「第九十六条」を「第九十六条の十六」に、「第百

五十条」を「第百五十一条」に、 

「 第八章 整理、解散、合併、分割及び清算  

  第一節 整理（第百五十一条）  

  第二節 解散（第百五十二条―第百五十八条）  

  第三節 合併（第百五十九条―第百七十三条）  

  第三節の二 分割（第百七十三条の二―第百七十三条の九） 」

 を 

「 第八章 解散、合併、会社分割及び清算  

  第一節 解散（第百五十二条―第百五十八条）  

  第二節 合併  

   第一款 通則（第百五十九条）  

   第二款 合併契約（第百六十条―第百六十五条）  

   第三款 合併の手続  

    第一目 消滅株式会社の手続（第百六十五条の二―第百六十五条の

八） 

 

    第二目 吸収合併存続株式会社の手続（第百六十五条の九―第百六

十五条の十三） 

 

    第三目 新設合併設立株式会社の手続（第百六十五条の十四）  

    第四目 消滅相互会社の手続（第百六十五条の十五―第百六十五条

の十八） 

 

    第五目 吸収合併存続相互会社の手続（第百六十五条の十九―第百

六十五条の二十一） 

 

    第六目 新設合併設立相互会社の手続（第百六十五条の二十二）  

    第七目 株式会社の合併に関する特則（第百六十五条の二十三・第

百六十五条の二十四） 

 

    第八目 合併後の公告等（第百六十六条）  

   第四款 合併の効力の発生等（第百六十七条―第百七十三条）  

  第三節 会社分割（第百七十三条の二―第百七十三条の九） 」

 に、「第二百四十九条の四」を「第二百四十九条の三」に、「第二百七十四条の二」

を「第二百七十四条」に改める。 

  第二条第十一項中「株式会社の総株主又は有限会社の総社員の議決権（商法（明治

三十二年法律第四十八号）第二百十一条ノ二第四項に規定する種類の株式又は持分に

係る議決権を除き、同条第五項の規定により議決権を有するものとみなされる株式又

は持分に係る」を「総株主又は総出資者の議決権（株式会社にあっては、株主総会に

おいて決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない株

式についての議決権を除き、会社法（平成十七年法律第▼▼▼号）第八百七十九条第

三項（特別清算事件の管轄）の規定により議決権を有するものとみなされる株式につ

いての」に改め、同条第十九項中「及び監査役」を「並びに監査役及び監査委員会の

委員（以下「監査委員」という。）」に改め、同条に次の一項を加える。 

 27 この法律において「公告方法」とは、株式会社及び外国会社である外国保険会社



 

 

等にあっては会社法第二条第三十三号（定義）に規定する公告方法をいい、相互会

社及び外国保険会社等（外国会社を除く。以下この項において同じ。）にあっては

相互会社及び外国保険会社等が公告（この法律又は他の法律の規定により官報に掲

載する方法によりしなければならないものとされているものを除く。）をする方法

をいう。 

  第四条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第三号中「株式会社の監

査等に関する商法の特例に関する法律（昭和四十九年法律第二十二号。以下「商法特

例法」という。）第一条の二第三項（定義）に規定する委員会等設置会社（以下「委

員会等設置会社」という。）及び第五十二条の三第一項に規定する委員会等設置相互

会社（第八条、第二十八条及び第五十二条において「委員会等設置相互会社」とい

う」を「委員会設置会社（指名委員会、監査委員会及び報酬委員会（第十章を除き、

以下「委員会」という。）を置く株式会社又は相互会社をいう。以下同じ」に改め、

同条第三項中「をいう。以下この項において」を「として内閣府令で定めるものをい

う。以下」に改め、「（内閣府令で定めるものに限る。）」を削る。 

  第五条の次に次の一条を加える。 

  （機関） 

 第五条の二 保険会社は、株式会社又は相互会社であって次に掲げる機関を置くもの

でなければならない。 

  一 取締役会 

  二 監査役会又は委員会 

  三 会計監査人 

  第六条の見出し中「資本」を「資本金」に改め、同条第一項を次のように改める。 

   保険会社の資本金の額又は基金（第五十六条の基金償却積立金を含む。）の総額

は、政令で定める額以上でなければならない。 

  第八条第一項中「執行役」の下に「、会計参与若しくはその職務を行うべき社員」

を、「銀行をいう」の下に「。以下同じ」を加え、同条第二項中「委員会等設置会社

及び委員会等設置相互会社（以下「委員会等設置会社等」という。）」を「委員会設

置会社」に改める。 

  第八条の二中「委員会等設置会社等」を「委員会設置会社」に改め、同条に次の一

項を加える。 

 ２ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取り

扱われている者は、保険会社の取締役、執行役又は監査役となることができない。 

  第九条から第十六条までを次のように改める。 

  （公告方法） 

 第九条 保険業を営む株式会社（以下この節において「株式会社」という。）は、公

告方法として、次に掲げる方法のいずれかを定款で定めなければならない。 



 

 

  一 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

  二 電子公告（株式会社及び外国会社である外国保険会社等にあっては会社法第二

条第三十四号（定義）に規定する電子公告をいい、相互会社及び外国保険会社等

（外国会社を除く。）にあっては公告方法のうち、電磁的方法（同号に規定する

電磁的方法をいう。）により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供

を受けることができる状態に置く措置であって同号に規定するものをとる方法を

いう。以下同じ。） 

 ２ 会社法第九百四十条第一項（第二号を除く。）及び第三項（電子公告の公告期間

等）の規定は、株式会社が電子公告によりこの法律の規定による公告をする場合に

ついて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （募集株式等の申込み） 

 第十条 株式会社は、会社法第五十九条第一項（設立時募集株式の申込み）、第二百

三条第一項（募集株式の申込み）又は第二百四十二条第一項（募集新株予約権の申

込み）の規定による通知をする場合には、それぞれ、同法第五十九条第一項各号、

第二百三条第一項各号又は第二百四十二条第一項各号に掲げる事項のほか、第百十

三条後段（第二百七十二条の十八において準用する場合を含む。）の定款の定めが

あるときは、その定めを通知しなければならない。 

  （基準日） 

 第十一条 株式会社に対する会社法第百二十四条第二項（基準日）の規定の適用につ

いては、同項中「三箇月」とあるのは、「三箇月（定時株主総会において議決権を

行使する権利その他内閣府令で定める権利については、四箇月）」とする。 

  （取締役等の資格等） 

 第十二条 株式会社に対する会社法第三百三十一条第一項第三号（取締役の資格等）

（同法第三百三十五条第一項（監査役の資格等）及び第四百二条第四項（執行役の

選任等）において準用する場合を含む。）の規定の適用については、同号中「この

法律」とあるのは、「保険業法、この法律」とする。 

 ２ 会社法第三百三十一条第二項ただし書（同法第三百三十五条第一項において準用

する場合を含む。）、第三百三十二条第二項（取締役の任期）（同法第三百三十四

条第一項（会計参与の任期）において準用する場合を含む。）、第三百三十六条第

二項（監査役の任期）、第三百八十九条第一項（定款の定めによる監査範囲の限

定）及び第四百二条第五項ただし書の規定は、株式会社については、適用しない。 

  （株主総会参考書類及び議決権行使書面等） 

 第十三条 株式会社に対する会社法第三百一条第一項（株主総会参考書類及び議決権

行使書面の交付等）、第四百三十二条第一項（会計帳簿の作成及び保存）、第四百

三十五条第一項及び第二項（計算書類等の作成及び保存）、第四百三十六条第一項

及び第二項（計算書類等の監査等）、第四百三十九条（会計監査人設置会社の特



 

 

則）並びに第四百四十条第一項（計算書類の公告）の規定の適用については、これ

らの規定中「法務省令」とあるのは、「内閣府令」とする。 

  （会計帳簿の閲覧等の請求の適用除外等） 

 第十四条 会社法第四百三十三条（会計帳簿の閲覧等の請求）の規定は、株式会社の

会計帳簿又はこれに関する資料については、適用しない。 

 ２ 株式会社に対する会社法第四百四十二条第三項（計算書類等の備置き及び閲覧

等）の規定の適用については、同項中「及び債権者」とあるのは、「、保険契約者、

保険金額を受け取るべき者その他の債権者及び被保険者」とする。 

  （準備金） 

 第十五条 会社法第四百四十五条第四項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかか

わらず、剰余金の配当をする場合には、株式会社は、内閣府令で定めるところによ

り、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に五分の一を乗じて得た額を資本

準備金又は利益準備金（以下「準備金」と総称する。）として計上しなければなら

ない。 

  （資本金等の額の減少に係る書類の備置き及び閲覧等） 

 第十六条 株式会社は、資本金又は準備金（以下この節において「資本金等」とい

う。）の額の減少（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）の決

議に係る株主総会（会社法第四百四十七条第三項（資本金の額の減少）又は第四百

四十八条第三項（準備金の額の減少）に規定する場合にあっては、取締役会）の会

日の二週間前から資本金等の額の減少の効力を生じた日後六月を経過する日まで、

資本金等の額の減少に関する議案その他の内閣府令で定める事項を記載し、又は記

録した書類又は電磁的記録を各営業所に備え置かなければならない。ただし、準備

金の額のみを減少する場合であって、次のいずれにも該当するときは、この限りで

ない。 

  一 定時株主総会において会社法第四百四十八条第一項各号に掲げる事項を定める

こと。 

  二 会社法第四百四十八条第一項第一号の額が前号の定時株主総会の日（同法第四

百三十九条前段（会計監査人設置会社の特則）に規定する場合にあっては、同法

第四百三十六条第三項（計算書類等の監査等）の承認があった日）における欠損

の額として内閣府令で定める方法により算定される額を超えないこと。 

 ２ 株式会社の株主及び保険契約者その他の債権者は、株式会社の営業時間内は、い

つでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる

請求をするには、当該株式会社の定めた費用を支払わなければならない。 

  一 前項の書類の閲覧の請求 

  二 前項の書類の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも



 

 

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用す

る方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって内閣府令で定めるものを

いう。以下同じ。）であって株式会社の定めたものにより提供することの請求又

はその事項を記載した書面の交付の請求 

 ３ 会社法第四百五十九条第一項（剰余金の配当等を取締役会が決定する旨の定款の

定め）の規定による定款の定めがある場合における第一項第一号の規定の適用につ

いては、同号中「定時株主総会」とあるのは、「定時株主総会又は会社法第四百三

十六条第三項の取締役会」とする。 

  第十六条の二を削る。 

  第十七条を次のように改める。 

  （債権者の異議） 

 第十七条 株式会社が資本金等の額を減少する場合（減少する準備金の額の全部を資

本金とする場合を除く。）には、当該株式会社の保険契約者その他の債権者は、当

該株式会社に対し、資本金等の額の減少について異議を述べることができる。ただ

し、準備金の額のみを減少する場合であって、前条第一項各号のいずれにも該当す

るときは、この限りでない。 

 ２ 前項の規定により株式会社の保険契約者その他の債権者が異議を述べることがで

きる場合には、当該株式会社は、次に掲げる事項を官報及び当該株式会社の定款で

定めた公告方法により公告しなければならない。ただし、第三号の期間は、一月を

下ることができない。 

  一 当該資本金等の額の減少の内容 

  二 当該株式会社の計算書類に関する事項として内閣府令で定めるもの 

  三 保険契約者その他の債権者が一定の期間内に異議を述べることができる旨 

  四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ３ 保険契約者その他の債権者が前項第三号の期間内に異議を述べなかったときは、

当該保険契約者その他の債権者は、当該資本金等の額の減少について承認をしたも

のとみなす。 

 ４ 保険契約者その他の債権者が第二項第三号の期間内に異議を述べたときは、第一

項の株式会社は、当該保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、若しくは相当の

担保を提供し、又は当該保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせることを目的

として信託会社等（信託会社（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）第二条第

二項（定義）に規定する信託会社をいう。以下同じ。）及び信託業務を営む金融機

関（金融機関の信託業務の兼営等に関する法律（昭和十八年法律第四十三号）第一

条第一項（信託業務の認可）の認可を受けた金融機関をいう。）をいう。以下同

じ。）に相当の財産を信託しなければならない。ただし、当該資本金等の額の減少



 

 

をしても当該保険契約者その他の債権者を害するおそれがないときは、この限りで

ない。 

 ５ 前項の規定は、保険契約者その他保険契約に係る権利を有する者の当該権利（第

二項の規定による公告の時において既に保険事故の発生その他の事由により生じて

いる保険金請求権その他の政令で定める権利（以下この節及び第三節並びに第八章

第二節及び第三節において「保険金請求権等」という。）を除く。）については、

適用しない。 

 ６ 第二項第三号の期間内に異議を述べた保険契約者（同項の規定による公告の時に

おいて既に保険金請求権等が生じている保険契約（当該保険金請求権等に係る支払

により消滅することとなるものに限る。）に係る保険契約者を除く。以下この項及

び次条第四項において同じ。）の数が保険契約者の総数の五分の一を超え、かつ、

当該異議を述べた保険契約者の保険契約に係る債権（保険金請求権等を除く。）の

額に相当する金額として内閣府令で定める金額が保険契約者の当該金額の総額の五

分の一を超えるときは、資本金等の額の減少に係る会社法第四百四十七条第一項

（資本金の額の減少）又は第四百四十八条第一項（準備金の額の減少）の決議は、

効力を有しない。 

 ７ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定

める。 

  第二編第二章第一節中第十七条の次に次の六条を加える。 

  （効力の発生） 

 第十七条の二 次の各号に掲げる額の減少は、当該各号に定める日にその効力を生ず

る。ただし、前条の規定による手続が終了していないとき、又は同条第六項の規定

により資本金等の額の減少に係る会社法第四百四十七条第一項（資本金の額の減

少）若しくは第四百四十八条第一項（準備金の額の減少）の決議が効力を有しない

こととなったときは、この限りでない。 

  一 資本金の額の減少 会社法第四百四十七条第一項第三号の日 

  二 準備金の額の減少 会社法第四百四十八条第一項第三号の日 

 ２ 株式会社は、前項各号に定める日前は、いつでも当該日を変更することができる。 

 ３ 株式会社の資本金の額の減少は、第一項の規定にかかわらず、内閣総理大臣の認

可を受けなければ、その効力を生じない。 

 ４ 前条（資本金の額の減少にあっては、同条及び前項）の規定によりされた資本金

等の額の減少は、同条第六項の異議を述べた保険契約者及び保険契約者に係る保険

契約に係る権利（保険金請求権等を除く。）を有する者についても、その効力を生

ずる。 

  （登記に関する特例） 

 第十七条の三 株式会社の資本金の額の減少による変更の登記の申請書には、商業登



 

 

記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第十八条、第十九条（申請書の添付書面）

及び第四十六条（添付書面の通則）に規定する書類のほか、次に掲げる書類を添付

しなければならない。 

  一 第十七条第二項の規定による公告をしたことを証する書面 

  二 第十七条第四項の異議を述べた保険契約者その他の債権者があるときは、当該

保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、相当の担保を提供し、若しくは当該

保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社等に相

当の財産を信託したこと又は当該資本金の額の減少をしても当該保険契約者その

他の債権者を害するおそれがないことを証する書面 

  三 第十七条第六項の異議を述べた保険契約者の数が同項の保険契約者の総数の五

分の一を超えなかったことを証する書面又はその者の同項の内閣府令で定める金

額が同項の金額の総額の五分の一を超えなかったことを証する書面 

 ２ 商業登記法第七十条（資本金の額の減少による変更の登記）の規定は、株式会社

の資本金の額の減少による変更の登記については、適用しない。 

  （資本金等の額の減少に関する書面等の備置き及び閲覧等） 

 第十七条の四 株式会社は、資本金等の額の減少がその効力を生じた日から六月間、

第十七条に規定する手続の経過その他の資本金等の額の減少に関する事項として内

閣府令で定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録を各営業所に備え

置かなければならない。 

 ２ 株式会社の株主及び保険契約者その他の債権者は、株式会社の営業時間内は、い

つでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる

請求をするには、当該株式会社の定めた費用を支払わなければならない。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって株式会社の定めたも

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

  （適用除外等） 

 第十七条の五 会社法第四百四十九条（債権者の異議）の規定は、株式会社の資本金

等の額の減少については、適用しない。 

 ２ 株式会社に対する会社法第七百四十条第一項（債権者の異議手続の特則）の規定

の適用については、同項中「又は第八百十条」とあるのは「若しくは第八百十条」

と、「の規定」とあるのは「又は保険業法第十七条、第七十条、第百六十五条の七

（同法第百六十五条の十二において準用する場合を含む。）、第百六十五条の二十

四若しくは第百七十三条の四の規定」とする。 



 

 

  （株主に対する剰余金の配当の制限等） 

 第十七条の六 株式会社は、第百十三条前段（第二百七十二条の十八において準用す

る場合を含む。）の規定により貸借対照表の資産の部に計上した金額がある場合に

は、その全額を償却した後でなければ、次に掲げる行為をしてはならない。 

  一 会社法第百三十八条第一号ハ又は第二号ハ（譲渡等承認請求の方法）の請求に

応じて行う当該株式会社の株式の買取り 

  二 会社法第百五十六条第一項（株式の取得に関する事項の決定）の規定による決

定に基づく当該株式会社の株式の取得（同法第百六十三条（子会社からの株式の

取得）に規定する場合又は同法第百六十五条第一項（市場取引等による株式の取

得）に規定する場合における当該株式会社による株式の取得に限る。） 

  三 会社法第百五十七条第一項（取得価格等の決定）の規定による決定に基づく当

該株式会社の株式の取得 

  四 会社法第百七十三条第一項（効力の発生）の規定による当該株式会社の株式の

取得（金銭その他の財産を交付しない場合を除く。） 

  五 会社法第百七十六条第一項（売渡しの請求）の規定による請求に基づく当該株

式会社の株式の買取り 

  六 会社法第百九十七条第三項（株式の競売）の規定による当該株式会社の株式の

買取り 

  七 会社法第二百三十四条第四項（一に満たない端数の処理）の規定による当該株

式会社の株式の買取り 

  八 剰余金の配当 

 ２ 会社法第四百六十三条第二項（株主に対する求償権の制限等）の規定は、前項の

規定に違反して株式会社が同項各号に掲げる行為をした場合について準用する。こ

の場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ３ 株式会社に対する会社法第四百四十六条第七号（剰余金の額）の規定の適用につ

いては、同号中「法務省令」とあるのは、「内閣府令」とする。 

 ４ 株式会社に対する会社法第四百六十一条第二項第六号（配当等の制限）の規定の

適用については、同号中「法務省令」とあるのは、「保険業法第九十一条第一項の

組織変更剰余金額、同法第百六十四条第四項及び第百六十五条第六項において読み

替えて準用する同法第九十一条第一項の合併剰余金額その他内閣府令」とする。 

  （設立の登記に係る登記事項） 

 第十七条の七 株式会社の設立の登記には、会社法第九百十一条第三項各号（株式会

社の設立の登記）に掲げる事項のほか、第百十三条後段（第二百七十二条の十八に

おいて準用する場合を含む。）の定款の定めがあるときは、その定めを登記しなけ

ればならない。 

 ２ 株式会社において前項に規定する事項に変更が生じたときは、二週間以内に、そ



 

 

の本店の所在地において、変更の登記をしなければならない。 

  第二十一条から第三十条までを次のように改める。 

  （会社法の準用） 

 第二十一条 会社法第八条（会社と誤認させる名称等の使用の禁止）の規定は相互会

社であると誤認されるおそれのある商号又は名称の使用について、同法第九条（自

己の商号の使用を他人に許諾した会社の責任）の規定は相互会社について、同法第

一編第三章第一節（会社の使用人）の規定は相互会社の使用人について、同章第二

節（第十八条を除く。）（会社の代理商）の規定は相互会社のために取引の代理又

は媒介をする者について、同編第四章（第二十四条を除く。）（事業の譲渡をした

場合の競業の禁止等）の規定は相互会社が事業を譲渡し、又は事業若しくは営業を

譲り受けた場合について、それぞれ準用する。この場合において、同法第十条（支

配人）中「会社（外国会社を含む。以下この編において同じ。）」とあるのは「相

互会社」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 商法（明治三十二年法律第四十八号）第二編第一章（第五百一条から第五百三条

まで及び第五百二十三条を除く。）（総則）の規定は相互会社の行う行為について、

同編第二章（売買）の規定は相互会社が商人又は相互会社（外国相互会社を含

む。）との間で行う売買について、同編第三章（交互計算）の規定は相互会社が平

常取引をする者との間で行う相殺に係る契約について、同編第五章（第五百四十五

条を除く。）（仲立営業）の規定は相互会社が行う他人間の商行為の媒介について、

同編第六章（第五百五十八条を除く。）（問屋営業）及び同法第五百九十三条（寄

託）の規定は相互会社について、それぞれ準用する。この場合において、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

 ３ この編（前節、第一項、第六十七条の二及び第二百十七条第三項を除く。）及び

第五編（第三百三十二条の二を除く。）の規定において会社法の規定を準用する場

合には、同法の規定（当該規定において準用する同法の他の規定を含む。）中「電

磁的記録」とあるのは「電磁的記録（保険業法第四条第三項に規定する電磁的記録

をいう。）」と、「電磁的方法」とあるのは「電磁的方法（保険業法第十六条第二

項第四号に規定する電磁的方法をいう。）」と、「法務省令」とあるのは「内閣府

令」と読み替えるものとする。 

 ４ この節（第一項、第四款第一目及び第二目並びに第六十七条の二を除く。）及び

第八章第四節の規定において会社法の規定を準用する場合には、特別の定めがある

場合を除き、同法の規定（当該規定において準用する同法の他の規定を含む。）中

「株式会社」とあり、及び「取締役会設置会社」とあるのは「相互会社」と、「株

主」とあるのは「社員」と、「子会社」とあるのは「実質子会社（保険業法第三十

三条の二第一項に規定する実質子会社をいう。）」と、「本店」とあるのは「主た

る事務所」と、「支店」とあるのは「従たる事務所」と、「営業時間」とあるのは



 

 

「事業時間」と、「株主総会」とあるのは「社員総会（総代会を設けているときは、

総代会）」と、「定時株主総会」とあるのは「定時社員総会（総代会を設けている

ときは、定時総代会）」と読み替えるものとする。 

  （定款） 

 第二十二条 相互会社を設立するには、発起人が定款を作成し、その全員がこれに署

名し、又は記名押印しなければならない。 

 ２ 前項の定款は、電磁的記録をもって作成することができる。この場合において、

当該電磁的記録に記録された情報については、内閣府令で定める署名又は記名押印

に代わる措置をとらなければならない。 

  （定款の記載又は記録事項） 

 第二十三条 相互会社の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は記録しなければな

らない。 

  一 目的 

  二 名称 

  三 主たる事務所の所在地 

  四 基金（第五十六条の基金償却積立金を含む。）の総額 

  五 基金の拠出者の権利に関する定め 

  六 基金の償却の方法 

  七 剰余金の分配の方法 

  八 公告方法 

  九 発起人の氏名又は名称及び住所 

 ２ 前項第八号に掲げる公告方法は、次に掲げる方法のいずれかとする。 

  一 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

  二 電子公告 

 ３ 相互会社が前項第二号に掲げる方法を公告方法とする旨を定款で定める場合には、

その定款には、電子公告を公告方法とする旨を定めれば足りる。この場合において

は、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合の公告方法として、同項第一号に掲げる方法を定めることができる。 

 ４ 会社法第三十条（定款の認証）の規定は、前条第一項の定款の認証について準用

する。この場合において、同法第三十条第二項中「第三十三条第七項若しくは第九

項又は第三十七条第一項若しくは第二項」とあるのは「保険業法第二十四条第二項

において準用する第三十三条第七項又は第九項」と読み替えるものとするほか、必

要な技術的読替えは、政令で定める。 

 第二十四条 相互会社を設立する場合には、次に掲げる事項は、第二十二条第一項の

定款に記載し、又は記録しなければ、その効力を生じない。 

  一 相互会社の成立後に譲り受けることを約した財産及びその価額並びにその譲渡



 

 

人の氏名又は名称 

  二 相互会社の成立により発起人が受ける報酬その他の特別の利益及びその発起人

の氏名又は名称 

  三 相互会社の負担する設立に関する費用（定款の認証の手数料その他相互会社に

損害を与えるおそれがないものとして内閣府令で定めるものを除く。） 

 ２ 会社法第三十三条（定款の記載又は記録事項に関する検査役の選任）、第八百六

十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号及び第五号に係る部分に

限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四

号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限

る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除

外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、相互会社の定款に前項各号

に掲げる事項についての記載又は記録があるときの検査役による当該事項の調査に

ついて準用する。この場合において、同法第三十三条第八項中「その設立時発行株

式の引受けに係る意思表示を取り消す」とあるのは「その職を辞する」と、同条第

十項第一号中「第二十八条第一号及び第二号」とあり、並びに同項第二号及び第三

号中「第二十八条第一号又は第二号」とあるのは「保険業法第二十四条第一項第一

号」と、同項第一号中「同条第一号及び第二号」とあるのは「同号」と、同条第十

一項第三号中「第三十八条第一項」とあるのは「保険業法第三十条の十第一項」と、

「同条第二項第二号」とあるのは「同項」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

 第二十五条 第二十三条第一項各号及び前条第一項各号に掲げる事項のほか、相互会

社の定款には、この法律の規定により定款の定めがなければその効力を生じない事

項及びその他の事項でこの法律の規定に違反しないものを記載し、又は記録するこ

とができる。 

  （定款の備置き及び閲覧等） 

 第二十六条 発起人（相互会社の成立後にあっては、当該相互会社）は、定款を発起

人が定めた場所（相互会社の成立後にあっては、各事務所）に備え置かなければな

らない。 

 ２ 発起人（相互会社の成立後にあっては、その社員及び債権者）は、発起人が定め

た時間（相互会社の成立後にあっては、その事業時間）内は、いつでも、次に掲げ

る請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、

発起人（相互会社の成立後にあっては、当該相互会社）の定めた費用を支払わなけ

ればならない。 

  一 定款が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 定款が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記録され



 

 

た事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって発起人（相互会社の

成立後にあっては、当該相互会社）の定めたものにより提供することの請求又は

その事項を記載した書面の交付の請求 

 ３ 定款が電磁的記録をもって作成されている場合であって、従たる事務所における

前項第三号及び第四号に掲げる請求に応じることを可能とするための措置として内

閣府令で定めるものをとっている相互会社についての第一項の規定の適用について

は、同項中「各事務所」とあるのは、「主たる事務所」とする。 

  （相互会社の設立時の基金の募集） 

 第二十七条 発起人は、この款の定めるところにより、相互会社の設立に際して基金

の総額を募集しなければならない。 

  （基金の拠出の申込み） 

 第二十八条 発起人は、前条の募集に応じて基金の拠出の申込みをしようとする者に

対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 定款の認証の年月日及びその認証をした公証人の氏名 

  二 第二十三条第一項各号及び第二十四条第一項各号に掲げる事項 

  三 基金の拠出に係る銀行等（銀行、信託会社その他これに準ずるものとして内閣

府令で定めるものをいう。以下この編において同じ。）の払込みの取扱いの場所 

  四 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 前条の募集に応じて基金の拠出の申込みをする者は、次に掲げる事項を記載した

書面を発起人に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 拠出しようとする基金の額 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、発起人の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供す

ることができる。この場合において、当該申込みをした者は、同項の書面を交付し

たものとみなす。 

 ４ 発起人は、第一項各号に掲げる事項について変更があったときは、直ちに、その

旨及び当該変更があった事項を第二項の申込みをした者（以下この款において「申

込者」という。）に通知しなければならない。 

 ５ 発起人が申込者に対してする通知又は催告は、第二項第一号の住所（当該申込者

が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を発起人に通知した場合にあっては、

その場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。 

 ６ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

  （基金の割当て） 



 

 

 第二十九条 発起人は、申込者の中から基金を拠出すべき者を定め、かつ、その者に

割り当てる拠出すべき基金の額を定めなければならない。この場合において、発起

人は、当該申込者が拠出すべき基金の額を、前条第二項第二号の額よりも減少する

ことができる。 

 ２ 発起人は、前項の規定による定めをした後遅滞なく、申込者に対し、当該申込者

が拠出すべき基金の額を通知しなければならない。 

  （設立時に募集をする基金の拠出の申込み及び割当てに関する特則） 

 第三十条 前二条の規定は、設立時に募集をする基金を拠出しようとする者がその総

額の拠出を行う契約を締結する場合には、適用しない。 

  第二編第二章第二節第二款中第三十条の次に次の十四条を加える。 

  （基金の引受け） 

 第三十条の二 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める基金の額について設立時に

募集をする基金の引受人となる。 

  一 申込者 発起人の割り当てた拠出すべき基金の額 

  二 前条の契約により設立時に募集をする基金の総額を引き受けた者 その者が引

き受けた基金の額 

  （基金の払込み） 

 第三十条の三 設立時に募集をする基金の引受人は、第二十九条第二項の規定による

通知を受けた後遅滞なく、第二十八条第一項第三号に掲げる払込みの取扱いの場所

において、それぞれ、設立時に募集をする基金の拠出に係る金銭の全額の払込みを

行わなければならない。 

 ２ 設立時に募集をする基金の引受人のうち前項の払込みをしていないものがある場

合には、発起人は、当該払込みをしていない設立時に募集をする基金の引受人に対

して、期日を定め、その期日までに当該払込みをしなければならない旨を通知しな

ければならない。 

 ３ 前項の規定による通知は、同項に規定する期日の二週間前までにしなければなら

ない。 

 ４ 第一項の規定による払込みをすることにより相互会社の設立時の基金の拠出者と

なる権利の譲渡は、成立後の相互会社に対抗することができない。 

 ５ 第二項の規定による通知を受けた設立時に募集をする基金の引受人は、同項に規

定する期日までに払込みをしないときは、当該払込みをすることにより相互会社の

設立時の基金の拠出者となる権利を失う。 

  （払込金の保管証明） 

 第三十条の四 発起人は、前条第一項の規定による払込みの取扱いをした銀行等に対

し、同項の規定により払い込まれた金額に相当する金銭の保管に関する証明書の交

付を請求することができる。 



 

 

 ２ 前項の証明書を交付した銀行等は、当該証明書の記載が事実と異なること又は前

条第一項の規定により払い込まれた金銭の返還に関する制限があることをもって成

立後の相互会社に対抗することができない。 

  （引受けの無効又は取消しの制限等） 

 第三十条の五 設立時に募集をする基金の引受人は、発起人が定めた時間内は、いつ

でも、第二十六条第二項各号に掲げる請求をすることができる。ただし、同項第二

号又は第四号に掲げる請求をするには、発起人の定めた費用を支払わなければなら

ない。 

 ２ 民法（明治二十九年法律第八十九号）第九十三条ただし書（心
り

裡留保）及び第九

十四条第一項（虚偽表示）の規定は、設立時に募集をする基金の拠出の申込み及び

割当て並びに第三十条の契約に係る意思表示については、適用しない。 

 ３ 設立時に募集をする基金の引受人は、相互会社の成立後は、錯誤を理由として設

立時に募集をする基金の拠出の無効を主張し、又は詐欺若しくは強迫を理由として

設立時に募集をする基金の拠出の取消しをすることができない。 

  （社員の募集） 

 第三十条の六 発起人は、この款の定めるところにより、相互会社の設立に際して社

員を募集しなければならない。 

 ２ 相互会社の設立に必要な社員の数は、百人以上とする。 

  （入社の申込み） 

 第三十条の七 発起人は、前条第一項の募集に応じて入社の申込みをしようとする者

に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 定款の認証の年月日及びその認証をした公証人の氏名 

  二 第二十三条第一項各号及び第二十四条第一項各号に掲げる事項 

  三 基金の拠出者（基金の引受人を含む。）の氏名又は名称及び住所並びに当該各

拠出者が拠出した金額（拠出すべき額を含む。） 

  四 設立の時に募集をしようとする社員の数 

  五 第百十三条後段（第二百七十二条の十八において準用する場合を含む。）の定

款の定めがあるときは、その定め 

  六 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 前条第一項の募集に応じて入社の申込みをする者は、次に掲げる事項を記載して

署名した書面を二通作成し、発起人に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 相互会社との間で締結しようとする保険契約に係る保険の種類 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、発起人の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供す

ることができる。この場合において、当該申込みをした者は、同項の書面を交付し



 

 

たものとみなす。 

 ４ 第三十条の五第二項の規定は、相互会社の成立前における入社の申込みに係る意

思表示について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

  （創立総会） 

 第三十条の八 発起人は、基金の総額についてその拠出に係る払込みが終了し、かつ、

前条第二項の書面を発起人に交付した者の数が同条第一項第四号に掲げる数に達し

たとき（次項において「払込等完了時」という。）は、遅滞なく、相互会社の社員

になろうとする者の総会（以下この節において「創立総会」という。）を招集しな

ければならない。 

 ２ 発起人は、払込等完了時以後は、必要があると認めるときは、いつでも、創立総

会を招集することができる。 

 ３ 創立総会は、この節に規定する事項及び相互会社の設立の廃止、創立総会の終結

その他相互会社の設立に関する事項に限り、決議をすることができる。 

 ４ 社員になろうとする者は、創立総会において、各々一個の議決権を有する。 

 ５ 創立総会の決議は、社員になろうとする者の半数以上が出席し、その議決権の四

分の三以上の多数により行う。 

 ６ 会社法第六十七条（創立総会の招集の決定）、第六十八条（第二項各号を除

く。）（創立総会の招集の通知）、第七十条、第七十一条（創立総会参考書類及び

議決権行使書面の交付等）、第七十三条第四項（創立総会の決議）、第七十四条か

ら第七十六条まで（議決権の代理行使、書面による議決権の行使、電磁的方法によ

る議決権の行使）、第七十八条から第八十条まで（発起人の説明義務、議長の権限、

延期又は続行の決議）及び第八十一条（第四項を除く。）（議事録）の規定は相互

会社の創立総会について、同法第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効

の確認の訴え）、第八百三十一条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三

十四条（第十六号及び第十七号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第

一項（訴えの管轄）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百

三十七条（弁論等の必要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範

囲）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七

条第一項（第一号トに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は相互

会社の創立総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて、そ

れぞれ準用する。この場合において、これらの規定（同法第六十七条第二項及び第

八百三十一条第一項を除く。）中「設立時株主」とあり、及び同法第六十七条第二

項中「設立時株主（創立総会において決議をすることができる事項の全部につき議

決権を行使することができない設立時株主を除く。次条から第七十一条までにおい

て同じ。）」とあるのは「社員になろうとする者」と、同法第六十八条第一項中



 

 

「二週間（前条第一項第三号又は第四号に掲げる事項を定めたときを除き、設立し

ようとする株式会社が公開会社でない場合にあっては、一週間（当該設立しようと

する株式会社が取締役会設置会社以外の株式会社である場合において、これを下回

る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間））」とあるのは「二週間」と、

同条第二項中「次に掲げる場合には、前項」とあるのは「前項」と、同条第五項中

「第二十七条第五号又は第五十九条第三項第一号」とあるのは「保険業法第三十条

の七第二項第一号」と、同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総

会等が創立総会又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設

立時取締役又は設立時監査役）」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役若

しくは清算人（委員会設置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）又

は社員になろうとする者、設立時取締役（保険業法第三十条の十第一項に規定する

設立時取締役をいう。以下この項において同じ。）若しくは設立時監査役（同条第

一項に規定する設立時監査役をいう。以下この項において同じ。）」と、「取締役、

監査役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっ

ては第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用する場合を含

む。）の規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含み、

当該決議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設立時取締役又

は設立時監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役、清算人、設立時取締役

又は設立時監査役」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

  （設立に関する事項の報告） 

 第三十条の九 発起人は、相互会社の設立に関する事項を創立総会に報告しなければ

ならない。 

 ２ 発起人は、次の各号に掲げる場合には、当該各号に定める事項を記載し、又は記

録した書面又は電磁的記録を創立総会に提出し、又は提供しなければならない。 

  一 定款に第二十四条第一項各号に掲げる事項（同条第二項において準用する会社

法第三十三条第十項各号に掲げる場合における当該各号に定める事項を除く。）

の定めがある場合 第二十四条第二項において準用する同法第三十三条第二項の

検査役の第二十四条第二項において準用する同法第三十三条第四項の報告の内容 

  二 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第三号に掲げる場

合 第二十四条第二項において準用する同法第三十三条第十項第三号に規定する

証明の内容 

  （設立時取締役等の選任等） 

 第三十条の十 設立時取締役（相互会社の設立に際して取締役となる者をいう。以下

同じ。）、設立時会計参与（相互会社の設立に際して会計参与となる者をいう。以

下同じ。）、設立時監査役（相互会社の設立に際して監査役となる者をいう。以下



 

 

同じ。）又は設立時会計監査人（相互会社の設立に際して会計監査人となる者をい

う。以下同じ。）の選任は、創立総会の決議によって行わなければならない。 

 ２ 設立時取締役は、三人以上でなければならない。 

 ３ 設立しようとする相互会社が監査役会設置会社（監査役会を置く株式会社又は相

互会社をいう。以下同じ。）である場合には、設立時監査役は、三人以上でなけれ

ばならない。 

 ４ 第八条の二第二項、第五十三条の二第一項（第五十三条の五第一項において準用

する場合を含む。）、第五十三条の四において準用する会社法第三百三十三条第一

項若しくは第三項又は第五十三条の七において準用する同法第三百三十七条第一項

若しくは第三項の規定により成立後の相互会社の取締役、会計参与、監査役又は会

計監査人となることができない者は、それぞれ設立時取締役、設立時会計参与、設

立時監査役又は設立時会計監査人となることができない。 

 ５ 第一項の規定により選任された設立時取締役、設立時会計参与、設立時監査役又

は設立時会計監査人は、相互会社の成立の時までの間、創立総会の決議によって解

任することができる。 

 ６ 会社法第四十七条（設立時代表取締役の選定等）の規定は相互会社（委員会設置

会社を除く。）の設立時代表取締役（相互会社の設立に際して代表取締役となる者

をいう。以下同じ。）の選定及び解職について、同法第四十八条（設立時委員の選

定等）の規定は相互会社（委員会設置会社に限る。）の設立時委員（相互会社の設

立に際して委員会の委員となる者をいう。以下同じ。）の選定、設立時執行役（相

互会社の設立に際して執行役となる者をいう。以下同じ。）の選任及び設立時代表

執行役（相互会社の設立に際して代表執行役となる者をいう。以下同じ。）の選定

並びにこれらの者の解職及び解任について、それぞれ準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （設立時取締役等による調査） 

 第三十条の十一 設立時取締役（設立しようとする相互会社が監査役設置会社（監査

役を置く株式会社又は相互会社をいう。以下同じ。）である場合にあっては、設立

時取締役及び設立時監査役）は、その選任後遅滞なく、次に掲げる事項を調査しな

ければならない。 

  一 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第一号又は第二号

に掲げる場合における現物出資財産等（第二十四条第二項において準用する同法

第三十三条第十項第二号に掲げる場合にあっては、同号の有価証券に限る。）に

ついて定款に記載され、又は記録された価額が相当であること。 

  二 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第三号に規定する

証明が相当であること。 

  三 相互会社の設立に際して募集をする基金の総額の引受けがあること。 



 

 

  四 第三十条の三第一項の規定による払込みが完了していること。 

  五 社員になろうとする者が百人以上であること。 

  六 前各号に掲げる事項のほか、相互会社の設立の手続が法令又は定款に違反して

いないこと。 

 ２ 会社法第九十三条第二項及び第三項（設立時取締役等による調査）並びに第九十

四条（設立時取締役等が発起人である場合の特則）の規定は、前項の規定による調

査について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （設立時の定款の変更等） 

 第三十条の十二 発起人は、第二十九条第二項の規定による通知をした以後は、第二

十四条第二項において準用する会社法第三十三条第九項の規定にかかわらず、定款

の変更をすることができない。 

 ２ 第二十三条第四項において準用する会社法第三十条第二項の規定にかかわらず、

創立総会においては、その決議によって、定款の変更をすることができる。 

 ３ 創立総会において、第二十四条第一項各号に掲げる事項を変更する定款の変更の

決議をした場合には、発起人は、当該決議後二週間以内に限り、その職を辞するこ

とができる。 

  （成立の時期） 

 第三十条の十三 相互会社は、その主たる事務所の所在地において設立の登記をする

ことによって成立する。 

 ２ 第三十条の七第二項の書面を発起人に交付した者は、相互会社が成立し、かつ、

当該相互会社が第三条第一項の免許又は第二百七十二条第一項の登録を受けた後、

遅滞なく、当該相互会社に保険契約の申込みをしなければならない。 

 （会社法の準用） 

 第三十条の十四 会社法第二編第一章第八節（第五十二条第二項第二号を除く。）

（発起人等の責任）及び第百三条第二項（発起人の責任等）の規定は、相互会社の

発起人、設立時取締役又は設立時監査役の責任について準用する。この場合におい

て、同法第五十二条第二項（出資された財産等の価額が不足する場合の責任）中

「（第二十八条第一号の財産を給付した者又は同条第二号の財産の譲渡人を除く。

第二号において同じ。）」とあるのは「（保険業法第二十四条第一項第一号の財産

の譲渡人を除く。）」と、同項第一号中「第二十八条第一号又は第二号」とあるの

は「保険業法第二十四条第一項第一号」と、同条第三項中「第三十三条第十項第三

号」とあるのは「保険業法第二十四条第二項において準用する第三十三条第十項第

三号」と、同法第百三条第二項中「第五十七条第一項の募集をした場合において、

当該募集」とあるのは「保険業法第二十七条又は第三十条の六第一項の募集」と、

「前項」とあるのは「第五十二条第二項（第二号を除く。）」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

  （設立の無効の訴え） 

 第三十条の十五 会社法第八百二十八条第一項（第一号に係る部分に限る。）及び第

二項（第一号に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第

八百三十四条（第一号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴

えの管轄）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条

から第八百三十九条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、

無効又は取消しの判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償

責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号イに係る部分に限る。）（裁判による

登記の嘱託）の規定は、相互会社の設立の無効の訴えについて準用する。この場合

において、同法第八百二十八条第二項第一号中「株主等（株主、取締役又は清算人

（監査役設置会社にあっては株主、取締役、監査役又は清算人、委員会設置会社に

あっては株主、取締役、執行役又は清算人）をいう。以下この節において同

じ。）」とあるのは「社員、取締役、監査役又は清算人（委員会設置会社にあって

は社員、取締役、執行役又は清算人）」と読み替えるものとするほか、必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

  第三十二条第一項中「住所にあててすれば」を「場所又は連絡先にあてて発すれ

ば」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 前項本文の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、

到達したものとみなす。 

  第三十二条に次の一項を加える。 

 ３ 第一項本文及び前項の規定は、第四十一条第一項において準用する会社法第二百

九十九条第一項の通知に際して社員に書面を交付し、又は当該書面に記載すべき事

項を電磁的方法により提供する場合について準用する。この場合において、前項中

「到達したもの」とあるのは「当該書面の交付又は当該事項の電磁的方法による提

供があったもの」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

  第三十二条の次に次の一条を加える。 

  （社員の名簿） 

 第三十二条の二 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、社員の名簿を作成し、

これに社員の名簿に関し必要な事項として内閣府令で定める事項を記載し、又は記

録しなければならない。 

 ２ 相互会社は、社員の名簿をその主たる事務所に備え置かなければならない。 

 ３ 社員及び債権者は、相互会社の事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をする

ことができる。この場合においては、当該請求の理由を明らかにしてしなければな

らない。 

  一 社員の名簿が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の



 

 

請求 

  二 社員の名簿が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記

録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲覧又は謄写の請求 

 ４ 相互会社は、前項の請求があったときは、次のいずれかに該当する場合を除き、

これを拒むことができない。 

  一 当該請求を行う社員又は債権者（以下この項において「請求者」という。）が

その権利の確保又は行使に関する調査以外の目的で請求を行ったとき。 

  二 請求者が当該相互会社の業務の遂行を妨げ、又は社員の共同の利益を害する目

的で請求を行ったとき。 

  三 請求者が当該相互会社の業務と実質的に競争関係にある事業を営み、又はこれ

に従事するものであるとき。 

  四 請求者が社員の名簿の閲覧又は謄写によって知り得た事実を利益を得て第三者

に通報するため請求を行ったとき。 

  五 請求者が、過去二年以内において、社員の名簿の閲覧又は謄写によって知り得

た事実を利益を得て第三者に通報したことがあるものであるとき。 

  第三十三条の次に次の一条を加える。 

  （社員又は総代の権利の行使に関する利益の供与） 

 第三十三条の二 相互会社は、何人に対しても、社員又は総代の権利の行使に関し、

財産上の利益の供与（当該相互会社又はその実質子会社（相互会社がその総株主の

議決権の過半数を有する株式会社その他の当該相互会社がその経営を支配している

法人として内閣府令で定めるものをいう。以下同じ。）の計算においてするものに

限る。）をしてはならない。 

 ２ 会社法第百二十条第二項から第五項まで（株主の権利の行使に関する利益の供

与）の規定は前項の場合について、同法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二

項、第八百四十九条第五項並びに第八百五十一条第一項第一号及び第二項を除

く。）（株式会社における責任追及等の訴え）の規定はこの項において準用する同

法第百二十条第三項の利益の返還を求める訴えについて、それぞれ準用する。この

場合において、同法第百二十条第三項及び第四項中「第一項」とあるのは「保険業

法第三十三条の二第一項」と、同条第五項中「総株主」とあるのは「総社員」と、

同法第八百四十七条第一項（責任追及等の訴え）中「株式を有する株主（第百八十

九条第二項の定款の定めによりその権利を行使することができない単元未満株主を

除く。）」とあるのは「社員である者」と、同条第三項から第五項まで及び第七項

中「株主」とあるのは「社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

  第三十四条第二項を次のように改める。 

 ２ 社員が死亡した場合（当該死亡が前項各号に掲げる事由のいずれかに該当する場



 

 

合を除く。）又は合併により消滅した場合における当該社員の相続人その他の一般

承継人は、当該社員の権利及び義務を承継する。 

  第三十四条に次の二項を加える。 

 ３ 前項の一般承継人（相続による一般承継人であって、保険料の払込みの全部又は

一部を履行していないものに限る。以下この項において同じ。）が二人以上ある場

合には、各一般承継人は、連帯して当該保険料の払込みの履行をする責任を負う。 

 ４ 一般承継人（相続による一般承継人に限る。以下この項において同じ。）が二人

以上ある場合には、各一般承継人は、承継した社員としての権利を行使する者一人

を定めなければ、当該権利を行使することができない。 

  第三十七条の次に次の二条を加える。 

  （社員総会の権限） 

 第三十七条の二 社員総会は、この法律に規定する事項及び定款で定めた事項に限り、

決議をすることができる。 

  （社員総会の決議） 

 第三十七条の三 社員総会の決議は、この法律又は定款に別段の定めがある場合を除

き、総社員の半数以上が出席し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。 

 ２ 社員総会は、第四十一条第一項において準用する会社法第二百九十八条第一項第

二号に掲げる事項以外の事項については、決議をすることができない。ただし、第

四十一条第一項において準用する同法第三百十六条第一項若しくは第二項に規定す

る者の選任又は第五十三条の二十三において準用する同法第三百九十八条第二項の

会計監査人の出席を求めることについては、この限りでない。 

  第三十八条から第四十一条までを次のように改める。 

  （社員総会招集請求権） 

 第三十八条 社員総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、

その割合）以上に相当する数の社員又は三千名（これを下回る数を定款で定めた場

合にあっては、その数）以上の社員（少額短期保険業者である相互会社のうち政令

で定めるもの（以下「特定相互会社」という。）にあっては、政令で定める数以上

の社員）で六月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前

から引き続いて社員である者は、取締役に対し、社員総会の目的である事項（社員

総会において決議をすることができる事項に限る。以下この目において同じ。）及

び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる。 

 ２ 次に掲げる場合には、前項の規定による請求をした社員は、裁判所の許可を得て、

社員総会を招集することができる。 

  一 前項の規定による請求の後遅滞なく招集の手続が行われない場合 

  二 前項の規定による請求があった日から八週間（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）以内の日を社員総会の日とする社員総会の招集の



 

 

通知が発せられない場合 

 ３ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第

八百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不

服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八

百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前項の場合について準用する。この場合

において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （提案権） 

 第三十九条 社員総数の千分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、

その割合）以上に相当する数の社員又は千名（これを下回る数を定款で定めた場合

にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、政令で定める数以上

の社員）で六月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前

から引き続いて社員である者は、取締役に対し、一定の事項（社員総会において決

議をすることができる事項に限る。）を社員総会の目的とすることを請求すること

ができる。この場合において、その請求は、社員総会の日の八週間（これを下回る

期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前までにしなければならない。 

 ２ 社員は、社員総会において、社員総会の目的である事項につき議案を提出するこ

とができる。ただし、当該議案が法令若しくは定款に違反する場合又は実質的に同

一の議案につき社員総会において総社員の議決権の十分の一（これを下回る割合を

定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の賛成を得られなかった日から三年

を経過していない場合は、この限りでない。 

 ３ 社員総数の千分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割

合）以上に相当する数の社員又は千名（これを下回る数を定款で定めた場合にあっ

ては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、第一項に規定する政令で定

める数以上の社員）で六月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、そ

の期間）前から引き続いて社員である者は、取締役に対し、社員総会の日の八週間

（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前までに、社員総

会の目的である事項につき当該社員が提出しようとする議案の要領を通知すること

（第四十一条第一項において準用する会社法第二百九十九条第二項（各号を除

く。）又は第三項の通知をする場合にあっては、その通知に記載し、又は記録する

こと）を請求することができる。ただし、当該議案が法令若しくは定款に違反する

場合又は実質的に同一の議案につき社員総会において総社員の議決権の十分の一

（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の賛成を得ら

れなかった日から三年を経過していない場合は、この限りでない。 

  （社員総会検査役選任請求権） 

 第四十条 相互会社又は社員総数の千分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合

にあっては、その割合）以上に相当する数の社員若しくは千名（これを下回る数を



 

 

定款で定めた場合にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、前

条第一項に規定する政令で定める数以上の社員）で六月（これを下回る期間を定款

で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者は、社員総会

に係る招集の手続及び決議の方法を調査させるため、当該社員総会に先立ち、裁判

所に対し、検査役の選任の申立てをすることができる。 

 ２ 会社法第三百六条第三項から第七項まで（株主総会の招集手続等に関する検査役

の選任）及び第三百七条（裁判所による株主総会招集等の決定）の規定は、前項の

場合について準用する。この場合において、同法第三百六条第三項中「前二項」と

あるのは「保険業法第四十条第一項」と、同条第四項及び第七項中「株式会社」と

あるのは「相互会社」と、同法第三百七条中「株主総会」とあるのは「社員総会」

と、同条第一項第二号中「株主」とあるのは「社員」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ３ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る

部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条

（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分

に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用

除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前二項の場合について準

用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （会社法の準用） 

 第四十一条 会社法第二百九十六条（株主総会の招集）、第二百九十八条（第二項た

だし書及び第三項を除く。）（株主総会の招集の決定）、第二百九十九条（第二項

各号を除く。）（株主総会の招集の通知）、第三百条から第三百二条まで（招集手

続の省略、株主総会参考書類及び議決権行使書面の交付等）、第三百十条から第三

百十二条まで（議決権の代理行使、書面による議決権の行使、電磁的方法による議

決権の行使）、第三百十四条から第三百十七条まで（取締役等の説明義務、議長の

権限、株主総会に提出された資料等の調査、延期又は続行の決議）、第三百十八条

（第五項を除く。）（議事録）、第三百十九条（第四項を除く。）（株主総会の決

議の省略）及び第三百二十条（株主総会への報告の省略）の規定は、相互会社の社

員総会について準用する。この場合において、これらの規定中「株式会社」とあり、

及び「取締役会設置会社」とあるのは「相互会社」と、「株主」とあるのは「社

員」と、「本店」とあるのは「主たる事務所」と、「営業時間」とあるのは「事業

時間」と、同法第二百九十六条第一項中「定時株主総会」とあるのは「定時社員総

会」と、同条第三項中「次条第四項」とあり、並びに同法第二百九十八条第一項及

び第四項中「前条第四項」とあるのは「保険業法第三十八条第二項又は第五十条第

二項」と、同条第二項中「（株主総会において決議をすることができる事項の全部

につき議決権を行使することができない株主を除く。次条から第三百二条までにお



 

 

いて同じ。）の数」とあるのは「の数」と、同法第二百九十九条第一項中「二週間

（前条第一項第三号又は第四号に掲げる事項を定めたときを除き、公開会社でない

株式会社にあっては、一週間（当該株式会社が取締役会設置会社以外の株式会社で

ある場合において、これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期

間））」とあるのは「二週間」と、同条第二項中「次に掲げる場合には、前項」と

あるのは「前項」と、同法第三百一条及び第三百二条中「株主総会参考書類」とあ

るのは「社員総会参考書類」と、同法第三百十条第七項中「株主（前項の株主総会

において決議をした事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除く。

次条第四項及び第三百十二条第五項において同じ。）」とあるのは「社員」と、同

法第三百十六条第二項中「第二百九十七条」とあるのは「保険業法第三十八条」と、

同法第三百十八条第三項中「支店」とあるのは「従たる事務所」と、同法第三百十

九条第一項中「株主（当該事項について議決権を行使することができるものに限

る。）の全員」とあるのは「社員の全員」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）、第八

百三十一条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三十四条（第十六号及び

第十七号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条（弁論等の必

要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）、第八百四十六条

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号トに

係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、相互会社の社員総会の決

議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて準用する。この場合にお

いて、同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総会等が創立総会又

は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取締役又は設

立時監査役）」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役又は清算人（委員会

設置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）」と、「取締役、監査役

又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっては第

三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用する場合を含む。）の規

定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含み、当該決議

が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設立時取締役又は設立時

監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算人（保険業法第五十三条

の十二第一項（同法第百八十条の五第四項において準用する場合を含む。）の規定

により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含む。）」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第四十三条の次に次の一条を加える。 

  （総代会の権限） 



 

 

 第四十三条の二 総代会は、この法律に規定する事項及び定款に定めた事項に限り、

決議をすることができる。 

 ２ この法律の規定により社員総会（総代会を設けているときは、総代会）の決議を

必要とする事項について、取締役、執行役、取締役会その他の社員総会及び総代会

以外の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、その効力を有

しない。 

  第四十四条第二項を次のように改める。 

 ２ 総代会は、第四十九条第一項において準用する会社法第二百九十八条第一項第二

号に掲げる事項以外の事項については、決議をすることができない。ただし、第四

十九条第一項において準用する同法第三百十六条第一項若しくは第二項に規定する

者の選任又は第五十三条の二十三において準用する同法第三百九十八条第二項の会

計監査人の出席を求めることについては、この限りでない。 

  第四十四条第三項及び第四項を削り、同条の次に次の一条を加える。 

  （議決権の代理行使） 

 第四十四条の二 総代は、定款に定めがある場合には、代理人によってその議決権を

行使することができる。この場合において、代理人は一人に限るものとし、かつ、

当該総代又は代理人は、当該代理権を証する書面を相互会社に提出しなければなら

ない。 

 ２ 前項の代理人となることができる者は、総代に限る。 

 ３ 会社法第三百十条（第一項及び第五項を除く。）（議決権の代理行使）の規定は、

第一項の場合について準用する。この場合において、同条第二項中「前項」とあり、

及び同条第三項中「第一項」とあるのは「保険業法第四十四条の二第一項」と、同

条第三項、第四項、第六項及び第七項中「株式会社」とあるのは「相互会社」と、

同条第四項中「第二百九十九条第三項」とあるのは「保険業法第四十九条第一項に

おいて準用する第二百九十九条第三項」と、同条第七項中「株主（前項の株主総会

において決議をした事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除く。

次条第四項及び第三百十二条第五項において同じ。）」とあるのは「社員」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第四十五条から第四十九条までを次のように改める。 

  （総代会招集請求権） 

 第四十五条 社員総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、

その割合）以上に相当する数の社員若しくは三千名（これを下回る数を定款で定め

た場合にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、第三十八条第

一項に規定する政令で定める数以上の社員）で六月（これを下回る期間を定款で定

めた場合にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者又は九名（これを

下回る数を定款で定めた場合にあっては、その数）以上の総代は、取締役に対し、



 

 

総代会の目的である事項（総代会において決議をすることができる事項に限る。以

下この目において同じ。）及び招集の理由を示して、総代会の招集を請求すること

ができる。 

 ２ 次に掲げる場合には、前項の規定による請求をした社員又は総代は、裁判所の許

可を得て、総代会を招集することができる。 

  一 前項の規定による請求の後遅滞なく招集の手続が行われない場合 

  二 前項の規定による請求があった日から八週間（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）以内の日を総代会の日とする総代会の招集の通知

が発せられない場合 

 ３ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第

八百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不

服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八

百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前項の場合について準用する。この場合

において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （提案権） 

 第四十六条 社員総数の千分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、

その割合）以上に相当する数の社員若しくは千名（これを下回る数を定款で定めた

場合にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、第三十九条第一

項に規定する政令で定める数以上の社員）で六月（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者又は三名（これを下

回る数を定款で定めた場合にあっては、その数）以上の総代は、取締役に対し、一

定の事項（総代会において決議をすることができる事項に限る。）を総代会の目的

とすることを請求することができる。この場合において、その請求は、総代会の日

の八週間（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前までに

しなければならない。 

 ２ 総代は、総代会において、総代会の目的である事項につき議案を提出することが

できる。ただし、当該議案が法令若しくは定款に違反する場合又は実質的に同一の

議案につき総代会において全総代の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で

定めた場合にあっては、その割合）以上の賛成を得られなかった日から三年を経過

していない場合は、この限りでない。 

 ３ 社員総数の千分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割

合）以上に相当する数の社員若しくは千名（これを下回る数を定款で定めた場合に

あっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、第三十九条第一項に規

定する政令で定める数以上の社員）で六月（これを下回る期間を定款で定めた場合

にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者又は三名（これを下回る数

を定款で定めた場合にあっては、その数）以上の総代は、取締役に対し、総代会の



 

 

日の八週間（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前まで

に、総代会の目的である事項につき議案の要領を通知すること（第四十九条第一項

において準用する会社法第二百九十九条第二項（各号を除く。）又は第三項の通知

をする場合にあっては、その通知に記載し、又は記録すること）を請求することが

できる。ただし、当該議案が法令若しくは定款に違反する場合又は実質的に同一の

議案につき総代会において全総代の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で

定めた場合にあっては、その割合）以上の賛成を得られなかった日から三年を経過

していない場合は、この限りでない。 

  （総代会検査役選任請求権） 

 第四十七条 相互会社、社員総数の千分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合

にあっては、その割合）以上に相当する数の社員若しくは千名（これを下回る数を

定款で定めた場合にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、第

三十九条第一項に規定する政令で定める数以上の社員）で六月（これを下回る期間

を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者又は三

名（これを下回る数を定款で定めた場合にあっては、その数）以上の総代は、総代

会に係る招集の手続及び決議の方法を調査させるため、当該総代会に先立ち、裁判

所に対し、検査役の選任の申立てをすることができる。 

 ２ 会社法第三百六条第三項から第七項まで（株主総会の招集手続等に関する検査役

の選任）及び第三百七条（裁判所による株主総会招集等の決定）の規定は、前項の

場合について準用する。この場合において、同法第三百六条第三項中「前二項」と

あるのは「保険業法第四十七条第一項」と、同条第四項及び第七項中「株式会社」

とあるのは「相互会社」と、同法第三百七条中「株主総会」とあるのは「総代会」

と、同条第一項第二号中「株主」とあるのは「総代」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ３ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る

部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条

（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分

に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用

除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前二項の場合について準

用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （総代会における参考書類及び議決権行使書面の交付等） 

 第四十八条 取締役（第四十五条第二項の規定により社員又は総代が総代会を招集す

る場合にあっては、当該社員又は総代。以下この条において同じ。）は、次条第一

項において読み替えて準用する会社法第二百九十九条第一項の通知に際して、内閣

府令で定めるところにより、総代に対し、議決権の行使について参考となるべき事

項を記載した書類を交付しなければならない。 



 

 

 ２ 取締役は、次条第一項において読み替えて準用する会社法第二百九十九条第三項

の承諾をした総代に対し同項の電磁的方法による通知を発するときは、前項の規定

による交付に代えて、その書類に記載すべき事項を電磁的方法により提供すること

ができる。ただし、総代の請求があったときは、その書類を当該総代に交付しなけ

ればならない。 

 ３ 取締役は、次条第一項において読み替えて準用する会社法第二百九十八条第一項

第三号に掲げる事項を定めた場合には、次条第一項において読み替えて準用する同

法第二百九十九条第一項の通知に際して、内閣府令で定めるところにより、総代に

対し、総代が議決権を行使するための書面（以下この条において「議決権行使書

面」という。）を交付しなければならない。 

 ４ 取締役は、次条第一項において読み替えて準用する会社法第二百九十九条第三項

の承諾をした総代に対し同項の電磁的方法による通知を発するときは、前項の規定

による交付に代えて、その議決権行使書面に記載すべき事項を電磁的方法により提

供することができる。ただし、総代の請求があったときは、その議決権行使書面を

当該総代に交付しなければならない。 

 ５ 取締役は、次条第一項において読み替えて準用する会社法第二百九十八条第一項

第四号に掲げる事項を定めた場合には、次条第一項において準用する同法第二百九

十九条第三項の承諾をした総代に対する同項の電磁的方法による通知に際して、内

閣府令で定めるところにより、総代に対し、その議決権行使書面に記載すべき事項

を当該電磁的方法により提供しなければならない。 

 ６ 取締役は、前項に規定する場合において、次条第一項において読み替えて準用す

る会社法第二百九十九条第三項の承諾をしていない総代から総代会の日の一週間前

までに議決権行使書面に記載すべき事項の電磁的方法による提供の請求があったと

きは、内閣府令で定めるところにより、直ちに、当該総代に対し、当該事項を電磁

的方法により提供しなければならない。 

  （会社法の準用） 

 第四十九条 会社法第二百九十六条（株主総会の招集）、第二百九十八条（第二項及

び第三項を除く。）（株主総会の招集の決定）、第二百九十九条（第二項各号を除

く。）（株主総会の招集の通知）、第三百条（招集手続の省略）、第三百十一条

（書面による議決権の行使）、第三百十二条（電磁的方法による議決権の行使）、

第三百十四条から第三百十七条まで（取締役等の説明義務、議長の権限、株主総会

に提出された資料等の調査、延期又は続行の決議）及び第三百十八条（第五項を除

く。）（議事録）の規定は、相互会社の総代会について準用する。この場合におい

て、これらの規定中「株式会社」とあり、及び「取締役会設置会社」とあるのは

「相互会社」と、「本店」とあるのは「主たる事務所」と、「営業時間」とあるの

は「事業時間」と、これらの規定（同法第二百九十八条第一項（各号を除く。）及



 

 

び第四項、第三百十一条第四項、第三百十二条第五項、第三百十四条並びに第三百

十八条第四項を除く。）中「株主」とあるのは「総代」と、同法第二百九十六条第

一項中「定時株主総会」とあるのは「定時総代会」と、同条第三項中「次条第四

項」とあるのは「保険業法第四十五条第二項」と、同法第二百九十八条第一項（各

号を除く。）及び第四項中「前条第四項」とあるのは「保険業法第四十五条第二

項」と、「株主」とあるのは「社員又は総代」と、同法第二百九十九条第一項中

「二週間（前条第一項第三号又は第四号に掲げる事項を定めたときを除き、公開会

社でない株式会社にあっては、一週間（当該株式会社が取締役会設置会社以外の株

式会社である場合において、これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、そ

の期間））」とあるのは「二週間」と、同条第二項中「次に掲げる場合には、前

項」とあるのは「前項」と、同法第三百十一条第四項及び第三百十二条第五項中

「株主」とあるのは「社員」と、同法第三百十四条中「株主から」とあるのは「総

代から」と、「株主の共同」とあるのは「社員の共同」と、同法第三百十六条第二

項中「第二百九十七条」とあるのは「保険業法第四十五条」と、同法第三百十八条

第三項中「支店」とあるのは「従たる事務所」と、同条第四項中「株主」とあるの

は「社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）、第八

百三十一条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三十四条（第十六号及び

第十七号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条（弁論等の必

要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）、第八百四十六条

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号トに

係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、相互会社の総代会の決議

の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて準用する。この場合におい

て、同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総会等が創立総会又は

種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取締役又は設立

時監査役）」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役又は清算人（委員会設

置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）」と、「取締役、監査役又

は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっては第三

百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用する場合を含む。）の規定

により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含み、当該決議が

創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設立時取締役又は設立時監

査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算人（保険業法第五十三条の

十二第一項（同法第百八十条の五第四項において準用する場合を含む。）の規定に

より取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含む。）」と読み替

えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

  第五十条第一項及び第二項を次のように改める。 

   第四十二条第一項の規定により総代会が設けられている場合においても、社員総

数の千分の五（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上

に相当する数の社員（特定相互会社にあっては、政令で定める数以上の社員）で六

月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続い

て社員である者は、取締役に対し、総代会の廃止又は同条第二項の規定により定款

に定めた事項の変更を社員総会の目的として、当該社員総会の目的である事項及び

招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる。 

 ２ 次に掲げる場合には、前項の規定による請求をした社員は、裁判所の許可を得て、

社員総会を招集することができる。 

  一 前項の規定による請求の後遅滞なく招集の手続が行われない場合 

  二 前項の規定による請求があった日から八週間（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）以内の日を社員総会の日とする社員総会の招集の

通知が発せられない場合 

  第五十条第三項中「前二項」を「前三項」に改め、同項を同条第四項とし、同条第

二項の次に次の一項を加える。 

 ３ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第

八百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不

服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八

百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前項の場合について準用する。この場合

において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第二節第四款第三目の目名を次のように改める。 

       第三目 社員総会及び総代会以外の機関の設置等 

  第五十一条及び第五十二条を次のように改める。 

  （機関） 

 第五十一条 相互会社は、次に掲げる機関を置かなければならない。 

  一 取締役会 

  二 監査役又は委員会 

 ２ 相互会社は、定款の定めによって、会計参与、監査役会又は会計監査人を置くこ

とができる。 

 ３ 保険会社である相互会社及び第二百七十二条の四第一項第一号ロに掲げる相互会

社（委員会設置会社を除く。）は、監査役会及び会計監査人を置かなければならな

い。 

 ４ 委員会設置会社は、監査役を置いてはならない。 

 ５ 委員会設置会社は、会計監査人を置かなければならない。 

  （選任） 



 

 

 第五十二条 役員（取締役、会計参与及び監査役をいう。以下この目において同

じ。）及び会計監査人は、社員総会（総代会を設けているときは、総代会。以下こ

の款において同じ。）の決議によって選任する。 

 ２ 前項の決議をする場合には、内閣府令で定めるところにより、役員が欠けた場合

又はこの法律若しくは定款で定めた役員の員数を欠くこととなるときに備えて補欠

の役員を選任することができる。 

  第二編第二章第二節第四款第四目から第六目までを削る。 

  第五十二条の次に次の十二条及び六目を加える。 

  （相互会社と役員等との関係） 

 第五十三条 相互会社と役員及び会計監査人との関係は、委任に関する規定に従う。 

  （取締役の資格等） 

 第五十三条の二 次に掲げる者は、取締役となることができない。 

  一 法人 

  二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われて

いる者 

  三 この法律、会社法若しくは中間法人法（平成十三年法律第四十九号）の規定に

違反し、又は証券取引法第百九十七条第一項第一号から第四号まで若しくは第七

号若しくは第二項（有価証券届出書虚偽記載等の罪）、第百九十八条第一号から

第十号まで、第十八号若しくは第十九号（有価証券の無届募集等の罪）、第百九

十九条（報告拒絶等の罪）、第二百条第一号から第十二号まで、第二十一号若し

くは第二十二号（訂正届出書の不提出等の罪）、第二百三条第三項（証券会社等

の役職員に対する贈賄罪）若しくは第二百五条第一号から第六号まで、第十五号

若しくは第十六号（特定募集等の通知書の不提出等の罪）の罪、金融機関等の更

生手続の特例等に関する法律（平成八年法律第九十五号）第五百四十九条（詐欺

更生罪）、第五百五十条（特定の債権者等に対する担保の供与等の罪）、第五百

五十二条から第五百五十五条まで（報告及び検査の拒絶等の罪、業務及び財産の

状況に関する物件の隠滅等の罪、管財人等に対する職務妨害の罪）若しくは第五

百五十七条（贈賄罪）の罪、民事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）第二

百五十五条（詐欺再生罪）、第二百五十六条（特定の債権者に対する担保の供与

等の罪）、第二百五十八条から第二百六十条まで（報告及び検査の拒絶等の罪、

業務及び財産の状況に関する物件の隠滅等の罪、監督委員等に対する職務妨害の

罪）若しくは第二百六十二条（贈賄罪）の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関

する法律（平成十二年法律第百二十九号）第六十五条（報告及び検査の拒絶等の

罪）、第六十六条（承認管財人等に対する職務妨害の罪）、第六十八条（贈賄

罪）若しくは第六十九条（財産の無許可処分及び国外への持出しの罪）の罪若し

くは破産法（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条（詐欺破産罪）、第二



 

 

百六十六条（特定の債権者に対する担保の供与等の罪）、第二百六十八条から第

二百七十二条まで（説明及び検査の拒絶等の罪、重要財産開示拒絶等の罪、業務

及び財産の状況に関する物件の隠滅等の罪、審尋における説明拒絶等の罪、破産

管財人等に対する職務妨害の罪）若しくは第二百七十四条（贈賄罪）の罪を犯し、

刑に処せられ、その執行を終わり、又はその執行を受けることがなくなった日か

ら二年を経過しない者 

  四 前号に規定する法律の規定以外の法令の規定に違反し、禁
こ

錮以上の刑に処せら

れ、その執行を終わるまで又はその執行を受けることがなくなるまでの者（刑の

執行猶予中の者を除く。） 

 ２ 委員会設置会社の取締役は、当該委員会設置会社の支配人その他の使用人を兼ね

ることができない。 

 ３ 相互会社においては、取締役は、三人以上でなければならない。 

  （取締役の任期） 

 第五十三条の三 取締役の任期は、選任後二年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時社員総会（総代会を設けているときは、定時総代会。以下この款

において同じ。）の終結の時までとする。ただし、定款又は社員総会の決議によっ

て、その任期を短縮することを妨げない。 

 ２ 委員会設置会社の取締役についての前項の規定の適用については、同項中「二

年」とあるのは、「一年」とする。 

 ３ 会社法第三百三十二条第四項（第三号を除く。）（取締役の任期）の規定は、相

互会社の取締役の任期について準用する。この場合において、同項中「前三項」と

あるのは「保険業法第五十三条の三第一項及び第二項」と読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （会計参与の資格等） 

 第五十三条の四 会社法第三百三十三条（会計参与の資格等）及び第三百三十四条

（同条第一項において準用する同法第三百三十二条第二項及び第四項第三号を除

く。）（会計参与の任期）の規定は、相互会社の会計参与について準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （監査役の資格等） 

 第五十三条の五 第五十三条の二第一項の規定は、相互会社の監査役について準用す

る。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 監査役は、相互会社若しくはその実質子会社の取締役若しくは支配人その他の使

用人又は当該実質子会社の執行役若しくは会計参与（会計参与が法人であるときは、

その職務を行うべき社員）を兼ねることができない。 

 ３ 監査役会設置会社においては、監査役は、三人以上で、そのうち半数以上は、社

外監査役（相互会社の監査役であって、過去に当該相互会社又はその実質子会社の



 

 

取締役、執行役若しくは会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行う

べき社員）又は支配人その他の使用人となったことがないものをいう。以下同

じ。）でなければならない。 

  （監査役の任期） 

 第五十三条の六 監査役の任期は、選任後四年以内に終了する事業年度のうち最終の

ものに関する定時社員総会の終結の時までとする。 

 ２ 会社法第三百三十六条第三項及び第四項（第二号に係る部分に限る。）（監査役

の任期）の規定は、相互会社の監査役について準用する。この場合において、同条

第三項中「第一項」とあるのは「保険業法第五十三条の六第一項」と読み替えるも

のとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （会計監査人の資格等） 

 第五十三条の七 会社法第三百三十七条（会計監査人の資格等）並びに第三百三十八

条第一項及び第二項（会計監査人の任期）の規定は相互会社の会計監査人について、

同条第三項の規定は第五十三条の十四第五項に規定する相互会社以外の相互会社の

会計監査人について、それぞれ準用する。この場合において、同法第三百三十七条

第三項第一号中「第四百三十五条第二項」とあるのは「保険業法第五十四条の三第

二項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （解任） 

 第五十三条の八 相互会社の役員及び会計監査人は、いつでも、社員総会の決議によ

って解任することができる。 

 ２ 前項の規定により解任された者は、その解任について正当な理由がある場合を除

き、相互会社に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することができる。 

  （監査役等による会計監査人の解任） 

 第五十三条の九 監査役は、会計監査人が次のいずれかに該当するときは、その会計

監査人を解任することができる。 

  一 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

  二 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。 

  三 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 ２ 前項の規定による解任は、監査役が二人以上ある場合には、監査役の全員の同意

によって行わなければならない。 

 ３ 第一項の規定により会計監査人を解任したときは、監査役（監査役が二人以上あ

る場合にあっては、監査役の互選によって定めた監査役）は、その旨及び解任の理

由を解任後最初に招集される社員総会に報告しなければならない。 

 ４ 監査役会設置会社における前三項の規定の適用については、第一項中「監査役」

とあるのは「監査役会」と、第二項中「監査役が二人以上ある場合には、監査役」

とあるのは「監査役」と、前項中「監査役（監査役が二人以上ある場合にあっては、



 

 

監査役の互選によって定めた監査役）」とあるのは「監査役会が選定した監査役」

とする。 

 ５ 委員会設置会社における第一項から第三項までの規定の適用については、第一項

中「監査役」とあるのは「監査委員会」と、第二項中「監査役が二人以上ある場合

には、監査役」とあるのは「監査委員」と、第三項中「監査役（監査役が二人以上

ある場合にあっては、監査役の互選によって定めた監査役）」とあるのは「監査委

員会が選定した監査委員」とする。 

  （役員の選任等のための決議の方法） 

 第五十三条の十 第三十七条の三第一項及び第四十四条第一項の規定にかかわらず、

役員を選任し、又は解任する社員総会の決議は、社員（総代会を設けているときは、

総代）の半数以上（三分の一以上の割合を定款で定めた場合にあっては、その割合

以上）が出席し、その議決権の過半数（これを上回る割合を定款で定めた場合にあ

っては、その割合以上）をもって行う。 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の十一 会社法第三百四十三条（監査役の選任に関する監査役の同意等）

の規定は相互会社の監査役の選任について、同法第三百四十四条（会計監査人の選

任に関する監査役の同意等）の規定は相互会社の会計監査人の選任について、同法

第三百四十五条（会計参与等の選任等についての意見の陳述）の規定は相互会社の

会計参与、監査役又は会計監査人の選任若しくは解任又は辞任についての意見の陳

述について、それぞれ準用する。この場合において、同法第三百四十三条第四項中

「第三百四十一条」とあるのは「保険業法第五十三条の十」と、同法第三百四十五

条第三項中「第二百九十八条第一項第一号」とあるのは「保険業法第四十一条第一

項又は第四十九条第一項において準用する第二百九十八条第一項第一号」と読み替

えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （役員等に欠員を生じた場合の措置） 

 第五十三条の十二 役員が欠けた場合又はこの法律若しくは定款で定めた役員の員数

が欠けた場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された

役員（次項の一時役員の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで、なお役員と

しての権利義務を有する。 

 ２ 前項に規定する場合において、裁判所は、必要があると認めるときは、利害関係

人の申立てにより、一時役員の職務を行うべき者を選任することができる。 

 ３ 裁判所は、前項の一時役員の職務を行うべき者を選任した場合には、相互会社が

その者に対して支払う報酬の額を定めることができる。 

 ４ 会計監査人が欠けた場合又は定款で定めた会計監査人の員数が欠けた場合におい

て、遅滞なく会計監査人が選任されないときは、監査役は、一時会計監査人の職務

を行うべき者を選任しなければならない。 



 

 

 ５ 第五十三条の七において準用する会社法第三百三十七条の規定及び第五十三条の

九の規定は、前項の一時会計監査人の職務を行うべき者について準用する。この場

合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ６ 監査役会設置会社における第四項の規定の適用については、同項中「監査役」と

あるのは、「監査役会」とする。 

 ７ 委員会設置会社における第四項の規定の適用については、同項中「監査役」とあ

るのは、「監査委員会」とする。 

 ８ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る

部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条

（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分

に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用

除外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第一項（第二号イ

に係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、第二項及び第三項の場

合について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第四目 取締役及び取締役会 

  （取締役の権限） 

 第五十三条の十三 次に掲げる取締役は、相互会社の業務を執行する。 

  一 代表取締役 

  二 代表取締役以外の取締役であって、取締役会の決議によって相互会社の業務を

執行する取締役として選定されたもの 

 ２ 前項各号に掲げる取締役は、三月に一回以上、自己の職務の執行の状況を取締役

会に報告しなければならない。 

  （取締役会の権限等） 

 第五十三条の十四 取締役会は、すべての取締役で組織する。 

 ２ 取締役会は、次に掲げる職務を行う。 

  一 相互会社の業務執行の決定 

  二 取締役の職務の執行の監督 

  三 代表取締役の選定及び解職 

 ３ 取締役会は、取締役の中から代表取締役を選定しなければならない。 

 ４ 取締役会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を取締役に委任する

ことができない。 

  一 重要な財産の処分及び譲受け 

  二 多額の借財 

  三 支配人その他の重要な使用人の選任及び解任 

  四 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

  五 第六十一条第一号に掲げる事項その他の社債（同条に規定する社債をいう。）



 

 

を引き受ける者の募集に関する重要な事項として内閣府令で定める事項 

  六 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他相互会社の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府令で定める体

制の整備 

  七 第五十三条の三十六において読み替えて準用する会社法第四百二十六条第一項

の規定による定款の定めに基づく第五十三条の三十三第一項の責任の免除 

 ５ 保険会社である相互会社及び第二百七十二条の四第一項第一号ロに掲げる相互会

社においては、取締役会は、前項第六号に掲げる事項を決定しなければならない。 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の十五 会社法第三百五十条（代表者の行為についての損害賠償責任）、

第三百五十二条（取締役の職務を代行する者の権限）、第三百五十四条から第三百

五十七条まで（表見代表取締役、忠実義務、競業及び利益相反取引の制限、取締役

の報告義務）、第三百五十八条（第一項第二号を除く。）（業務の執行に関する検

査役の選任）、第三百五十九条（裁判所による株主総会招集等の決定）、第三百六

十条第一項（株主による取締役の行為の差止め）、第三百六十一条（取締役の報酬

等）及び第三百六十五条第二項（競業及び取締役会設置会社との取引等の制限）の

規定は相互会社の取締役について、同法第三百四十九条第四項及び第五項（株式会

社の代表）並びに第三百五十一条（代表取締役に欠員を生じた場合の措置）の規定

は相互会社の代表取締役について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、

第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴

取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号及び第四号に係る部分に限る。）

（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び

第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は相互会社の取締役又は代表取締役につ

いて、同法第九百三十七条第一項（第二号イに係る部分に限る。）（裁判による登

記の嘱託）の規定は相互会社の代表取締役について、それぞれ準用する。この場合

において、同法第三百五十六条第一項中「株主総会」とあるのは「取締役会」と、

同法第三百五十八条第一項中「株主は」とあるのは「社員又は総代は」と、同項第

一号中「総株主（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決

権を行使することができない株主を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割

合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する株主」とある

のは「社員総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ

の割合）以上に相当する数の社員又は三千名（これを下回る数を定款で定めた場合

にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、保険業法第三十八条

第一項に規定する政令で定める数以上の社員）で六箇月（これを下回る期間を定款

で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者（総代会を設



 

 

けているときは、これらの者又は九名（これを下回る数を定款で定めた場合にあっ

ては、その数）以上の総代）」と、同条第七項中「株主」とあるのは「社員又は総

代」と、同法第三百五十九条第一項第二号中「株主」とあるのは「社員（総代会を

設けているときは、総代）」と、同法第三百六十条第一項中「株式を有する株主」

とあるのは「社員である者」と、「著しい損害」とあるのは「回復することができ

ない損害」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （取締役会の運営） 

 第五十三条の十六 会社法第二編第四章第五節第二款（第三百六十七条並びに第三百

七十一条第三項及び第五項を除く。）（運営）の規定は相互会社の取締役会の運営

について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎

明）、第八百七十条（第一号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一

条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗

告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続

法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定はこの条にお

いて読み替えて準用する同法第三百七十一条第二項又は第四項の規定による許可の

申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第三百七十一条第二

項（議事録等）中「株主」とあるのは「社員（総代会を設けているときは、総

代）」と、「株式会社の営業時間内は、いつでも」とあるのは「裁判所の許可を得

て」と、同条第六項中「親会社若しくは子会社」とあるのは「保険業法第三十三条

の二第一項に規定する実質子会社」と、同法第三百七十二条第二項及び第三項（取

締役会への報告の省略）中「第三百六十三条第二項」とあるのは「保険業法第五十

三条の十三第二項」と、同条第三項中「第四百十七条第四項」とあるのは「保険業

法第五十三条の三十第五項において準用する第四百十七条第四項」と、同法第三百

七十三条第一項及び第二項（特別取締役による取締役会の決議）中「第三百六十二

条第四項第一号及び第二号」とあるのは「保険業法第五十三条の十四第四項第一号

及び第二号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第五目 会計参与 

  （会計参与の権限等） 

 第五十三条の十七 会社法第二編第四章第六節（第三百七十八条第一項第二号及び第

三項を除く。）（会計参与）の規定は、相互会社の会計参与について準用する。こ

の場合において、同法第三百七十四条第一項（会計参与の権限）中「第四百三十五

条第二項」とあるのは「保険業法第五十四条の三第二項」と、「附属明細書、臨時

計算書類（第四百四十一条第一項に規定する臨時計算書類をいう。以下この章にお

いて同じ。）」とあるのは「附属明細書」と、「第四百四十四条第一項」とあるの

は「保険業法第五十四条の十第一項」と、同条第五項中「第三百三十三条第三項第

二号又は第三号」とあるのは「保険業法第五十三条の四において準用する第三百三



 

 

十三条第三項第二号又は第三号」と、同法第三百七十六条第一項（取締役会への出

席）中「第四百三十六条第三項、第四百四十一条第三項又は第四百四十四条第五

項」とあるのは「保険業法第五十四条の四第三項又は第五十四条の十第五項」と、

同条第三項中「第三百六十八条第二項」とあるのは「保険業法第五十三条の十六に

おいて準用する第三百六十八条第二項」と、同法第三百七十八条第一項第一号（会

計参与による計算書類等の備置き等）中「第三百十九条第一項」とあるのは「保険

業法第四十一条第一項において準用する第三百十九条第一項」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第六目 監査役及び監査役会 

  （監査役の権限） 

 第五十三条の十八 監査役は、取締役（会計参与設置会社（会計参与を置く株式会社

又は相互会社をいう。以下同じ。）にあっては、取締役及び会計参与）の職務の執

行を監査する。この場合において、監査役は、内閣府令で定めるところにより、監

査報告を作成しなければならない。 

 ２ 監査役は、いつでも、取締役及び会計参与並びに支配人その他の使用人に対して

事業の報告を求め、又は相互会社の業務及び財産の状況を調査することができる。 

 ３ 監査役は、その職務を行うため必要があるときは、相互会社の実質子会社に対し

て事業の報告を求め、又はその実質子会社の業務及び財産の状況を調査することが

できる。 

 ４ 前項の実質子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むこと

ができる。 

  （監査役会の権限） 

 第五十三条の十九 監査役会は、すべての監査役で組織する。 

 ２ 監査役会は、次に掲げる職務を行う。ただし、第三号の決定は、監査役の権限の

行使を妨げることはできない。 

  一 監査報告の作成 

  二 常勤の監査役の選定及び解職 

  三 監査の方針、監査役会設置会社の業務及び財産の状況の調査の方法その他の監

査役の職務の執行に関する事項の決定 

 ３ 監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定しなければならない。 

 ４ 監査役は、監査役会の求めがあるときは、いつでもその職務の執行の状況を監査

役会に報告しなければならない。 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の二十 会社法第三百八十二条から第三百八十八条まで（取締役への報告

義務、取締役会への出席義務等、株主総会に対する報告義務、監査役による取締役

の行為の差止め、監査役設置会社と取締役との間の訴えにおける会社の代表、監査



 

 

役の報酬等、費用等の請求）の規定は、相互会社の監査役について準用する。この

場合において、同法第三百八十三条第一項中「第三百七十三条第一項」とあるのは

「保険業法第五十三条の十六において準用する第三百七十三条第一項」と、同条第

二項中「第三百六十六条第一項ただし書」とあるのは「保険業法第五十三条の十六

において準用する第三百六十六条第一項ただし書」と、同条第四項中「第三百七十

三条第二項」とあるのは「保険業法第五十三条の十六において準用する第三百七十

三条第二項」と、同法第三百八十六条第一項中「第三百四十九条第四項、第三百五

十三条及び第三百六十四条」とあり、及び同条第二項中「第三百四十九条第四項」

とあるのは「保険業法第五十三条の十五において準用する第三百四十九条第四項」

と、同項第一号中「第八百四十七条第一項」とあるのは「保険業法第五十三条の三

十七において準用する第八百四十七条第一項」と、同項第二号中「第八百四十九条

第三項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十七において準用する第八百四十九

条第三項」と、「第八百五十条第二項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十七

において準用する第八百五十条第二項」と読み替えるものとするほか、必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

  （監査役会の運営） 

 第五十三条の二十一 会社法第二編第四章第八節第二款（運営）の規定は相互会社の

監査役会の運営について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百

六十九条（疎明）、第八百七十条（第一号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、

第八百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条

（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規

定はこの条において準用する同法第三百九十四条第二項（同条第三項において準用

する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による許可の申立てについて、

それぞれ準用する。この場合において、同法第三百九十四条第二項（議事録）中

「株主」とあるのは「社員（総代会を設けているときは、総代）」と、同条第三項

中「役員の責任を追及するため必要があるとき及び親会社社員がその権利を行使す

るため必要があるとき」とあるのは「役員の責任を追及するため必要があるとき」

と、同条第四項中「親会社若しくは子会社」とあるのは「保険業法第三十三条の二

第一項に規定する実質子会社」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

       第七目 会計監査人 

  （会計監査人の権限等） 

 第五十三条の二十二 会計監査人は、次款の定めるところにより、相互会社の計算書

類（第五十四条の三第二項に規定する計算書類をいう。以下この款において同

じ。）及びその附属明細書並びに連結計算書類（第五十四条の十第一項に規定する



 

 

連結計算書類をいう。）を監査する。この場合において、会計監査人は、内閣府令

で定めるところにより、会計監査報告を作成しなければならない。 

 ２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄与をし、又は取締役及び

会計参与並びに支配人その他の使用人に対し、会計に関する報告を求めることがで

きる。 

  一 会計帳簿（第五十四条の二第一項に規定する会計帳簿をいう。以下この款にお

いて同じ。）又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該

書面 

  二 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したもの 

 ３ 会計監査人は、その職務を行うため必要があるときは、会計監査人設置会社（会

計監査人を置く株式会社又は相互会社をいう。以下同じ。）の実質子会社に対して

会計に関する報告を求め、又は会計監査人設置会社若しくはその実質子会社の業務

及び財産の状況の調査をすることができる。 

 ４ 前項の実質子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むこと

ができる。 

 ５ 会計監査人は、その職務を行うに当たっては、次のいずれかに該当する者を使用

してはならない。 

  一 第五十三条の七において準用する会社法第三百三十七条第三項第一号又は第二

号に掲げる者 

  二 会計監査人設置会社又はその実質子会社の取締役、執行役、会計参与若しくは

監査役又は支配人その他の使用人である者 

  三 会計監査人設置会社又はその実質子会社から公認会計士又は監査法人の業務以

外の業務により継続的な報酬を受けている者 

 ６ 相互会社が委員会設置会社である場合における第二項の規定の適用については、

同項中「取締役」とあるのは、「取締役、執行役」とする。 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の二十三 会社法第三百九十七条から第三百九十九条まで（監査役に対す

る報告、定時株主総会における会計監査人の意見の陳述、会計監査人の報酬等の決

定に関する監査役の関与）の規定は、相互会社の会計監査人について準用する。こ

の場合において、同法第三百九十八条第一項中「第三百九十六条第一項」とあるの

は「保険業法第五十三条の二十二第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

       第八目 委員会及び執行役 

  （委員の選定等） 

 第五十三条の二十四 各委員会は、委員三人以上で組織する。 



 

 

 ２ 各委員会の委員は、取締役の中から、取締役会の決議によって選定する。 

 ３ 各委員会の委員の過半数は、社外取締役（相互会社の取締役であって、当該相互

会社又はその実質子会社の業務執行取締役（相互会社の第五十三条の十三第一項各

号に掲げる取締役及び当該相互会社の業務を執行したその他の取締役をいう。以下

同じ。）若しくは執行役又は支配人その他の使用人でなく、かつ、過去に当該相互

会社又はその実質子会社の業務執行取締役若しくは執行役又は支配人その他の使用

人となったことがないものをいう。以下同じ。）でなければならない。 

 ４ 監査委員は、委員会設置会社若しくはその実質子会社の執行役若しくは業務執行

取締役又は委員会設置会社の実質子会社の会計参与（会計参与が法人であるときは、

その職務を行うべき社員）若しくは支配人その他の使用人を兼ねることができない。 

  （委員の解職等） 

 第五十三条の二十五 各委員会の委員は、いつでも、取締役会の決議によって解職す

ることができる。 

 ２ 会社法第四百一条第二項から第四項まで（委員の解職等）、第八百六十八条第一

項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴

取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立て

の制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）、第八百七十六条

（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第一項（第二号イに係る部分に限る。）

（裁判による登記の嘱託）の規定は、委員会設置会社の委員について準用する。こ

の場合において、同法第四百一条第二項中「前条第一項」とあるのは「保険業法第

五十三条の二十四第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

  （執行役の選任等） 

 第五十三条の二十六 委員会設置会社には、一人又は二人以上の執行役を置かなけれ

ばならない。 

 ２ 執行役は、取締役会の決議によって選任する。 

 ３ 委員会設置会社と執行役との関係は、委任に関する規定に従う。 

 ４ 第五十三条の二第一項の規定は、執行役について準用する。 

 ５ 執行役は、取締役を兼ねることができる。 

 ６ 執行役の任期は、選任後一年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時社員総会の終結後最初に招集される取締役会の終結の時までとする。ただし、

定款によって、その任期を短縮することを妨げない。 

 ７ 会社法第四百二条第八項（執行役の選任等）の規定は、相互会社の執行役の任期

について準用する。この場合において、同項中「前項」とあるのは「保険業法第五

十三条の二十六第六項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政



 

 

令で定める。 

  （執行役の解任等） 

 第五十三条の二十七 執行役は、いつでも、取締役会の決議によって解任することが

できる。 

 ２ 前項の規定により解任された執行役は、その解任について正当な理由がある場合

を除き、委員会設置会社に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することが

できる。 

 ３ 第五十三条の二十五第二項において準用する会社法第四百一条第二項から第四項

までの規定並びに同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条

（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第

一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続

法の規定の適用除外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第

一項（第二号イに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、執行役

が欠けた場合又は定款で定めた執行役の員数が欠けた場合について準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （委員会の権限等） 

 第五十三条の二十八 指名委員会は、社員総会に提出する取締役（会計参与設置会社

にあっては、取締役及び会計参与）の選任及び解任に関する議案の内容を決定する。 

 ２ 監査委員会は、次に掲げる職務を行う。 

  一 執行役等（執行役及び取締役をいい、会計参与設置会社にあっては、執行役、

取締役及び会計参与をいう。以下この目において同じ。）の職務の執行の監査及

び監査報告の作成 

  二 社員総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しない

ことに関する議案の内容の決定 

 ３ 報酬委員会は、第五十三条の十五において準用する会社法第三百六十一条第一項

の規定並びに第五十三条の十七において準用する同法第三百七十九条第一項及び第

二項の規定にかかわらず、執行役等の個人別の報酬等（報酬、賞与その他の職務執

行の対価として相互会社から受ける財産上の利益をいう。以下この項において同

じ。）の内容を決定する。執行役が委員会設置会社の支配人その他の使用人を兼ね

ているときは、当該支配人その他の使用人の報酬等の内容についても、同様とする。 

 ４ 委員がその職務の執行（当該委員が所属する委員会の職務の執行に関するものに

限る。以下この項において同じ。）について委員会設置会社に対して次に掲げる請

求をしたときは、当該委員会設置会社は、当該請求に係る費用又は債務が当該委員

の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを拒むことができない。 

  一 費用の前払の請求 



 

 

  二 支出をした費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求 

  三 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、

相当の担保の提供）の請求 

 ５ 会社法第四百五条から第四百九条まで（監査委員会による調査、取締役会への報

告義務、監査委員による執行役等の行為の差止め、委員会設置会社と執行役又は取

締役との間の訴えにおける会社の代表等、報酬委員会による報酬の決定の方法等）

の規定は、委員会設置会社の委員会又は委員について準用する。この場合において、

同法第四百八条第一項中「第四百二十条第三項において準用する第三百四十九条第

四項の規定並びに第三百五十三条及び第三百六十四条」とあるのは「保険業法第五

十三条の三十二において準用する第四百二十条第三項において準用する第三百四十

九条第四項」と、同条第三項中「第四百二十条第三項において準用する第三百四十

九条第四項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十二において準用する第四百二

十条第三項において準用する第三百四十九条第四項」と、同項第一号中「第八百四

十七条第一項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十七において準用する第八百

四十七条第一項」と、同項第二号中「第八百四十九条第三項」とあるのは「保険業

法第五十三条の三十七において準用する第八百四十九条第三項」と、「第八百五十

条第二項」とあるのは「同法第五十三条の三十七において準用する第八百五十条第

二項」と、同法第四百九条第二項中「第四百四条第三項」とあるのは「保険業法第

五十三条の二十八第三項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

 ６ 会社法第二編第四章第十節第三款（委員会の運営）の規定は委員会設置会社の委

員会の運営について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十

九条（疎明）、第八百七十条（第一号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八

百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）

（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟

事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定はこ

の項において準用する同法第四百十三条第三項（同条第四項において準用する場合

を含む。以下この項において同じ。）の規定による許可の申立てについて、それぞ

れ準用する。この場合において、同条第三項（議事録）中「株主」とあるのは「社

員（総代会を設けているときは、総代）」と、同条第四項中「委員の責任を追及す

るため必要があるとき及び親会社社員がその権利を行使するため必要があるとき」

とあるのは「委員の責任を追及するため必要があるとき」と、同条第五項中「又は

その親会社若しくは子会社」とあるのは「又はその保険業法第三十三条の二第一項

に規定する実質子会社」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

  （委員会設置会社の取締役の権限） 



 

 

 第五十三条の二十九 委員会設置会社の取締役は、この法律又はこの法律に基づく命

令に別段の定めがある場合を除き、委員会設置会社の業務を執行することができな

い。 

  （委員会設置会社の取締役会の権限） 

 第五十三条の三十 委員会設置会社の取締役会は、第五十三条の十四の規定にかかわ

らず、次に掲げる職務を行う。 

  一 次に掲げる事項その他委員会設置会社の業務執行の決定 

   イ 経営の基本方針 

   ロ 監査委員会の職務の執行のため必要なものとして内閣府令で定める事項 

   ハ 執行役が二人以上ある場合における執行役の職務の分掌及び指揮命令の関係

その他の執行役相互の関係に関する事項 

   ニ 第五項において準用する会社法第四百十七条第二項の規定による取締役会の

招集の請求を受ける取締役 

   ホ 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他相互会社の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府令で定め

る体制の整備 

  二 執行役等の職務の執行の監督 

 ２ 委員会設置会社の取締役会は、前項第一号イからホまでに掲げる事項を決定しな

ければならない。 

 ３ 委員会設置会社の取締役会は、第一項各号に掲げる職務の執行を取締役に委任す

ることができない。 

 ４ 委員会設置会社の取締役会は、その決議によって、委員会設置会社の業務執行の

決定を執行役に委任することができる。ただし、次に掲げる事項については、この

限りでない。 

  一 第四十一条第一項又は第四十九条第一項において準用する会社法第二百九十八

条第一項各号に掲げる事項の決定 

  二 社員総会に提出する議案（取締役、会計参与及び会計監査人の選任及び解任並

びに会計監査人を再任しないことに関するものを除く。）の内容の決定 

  三 第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項（第五十三条

の三十二において準用する同法第四百十九条第二項前段において準用する場合を

含む。）の承認 

  四 第五十三条の十六において準用する会社法第三百六十六条第一項ただし書の規

定による取締役会を招集する取締役の決定 

  五 第五十三条の二十四第二項の規定による委員の選定及び第五十三条の二十五第

一項の規定による委員の解職 

  六 第五十三条の二十六第二項の規定による執行役の選任及び第五十三条の二十七



 

 

第一項の規定による執行役の解任 

  七 第五十三条の二十八第五項において準用する会社法第四百八条第一項第一号の

規定による委員会設置会社を代表する者の決定 

  八 第五十三条の三十二において準用する会社法第四百二十条第一項前段の規定に

よる代表執行役の選定及び第五十三条の三十二において準用する同法第四百二十

条第二項の規定による代表執行役の解職 

  九 第五十三条の三十六において読み替えて準用する会社法第四百二十六条第一項

の規定による定款の定めに基づく第五十三条の三十三第一項の責任の免除 

  十 第五十四条の四第三項及び第五十四条の十第五項の承認 

  十一 第六十二条の二第一項各号に掲げる行為に係る契約の内容の決定 

  十二 組織変更計画の内容の決定 

  十三 合併契約の内容の決定 

 ５ 会社法第四百十七条（委員会設置会社の取締役会の運営）の規定は、委員会設置

会社の取締役会の運営について準用する。この場合において、同条第二項中「前条

第一項第一号ニ」とあるのは「保険業法第五十三条の三十第一項第一号ニ」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （執行役の権限） 

 第五十三条の三十一 執行役は、次に掲げる職務を行う。 

  一 前条第四項の規定による取締役会の決議によって委任を受けた委員会設置会社

の業務の執行の決定 

  二 委員会設置会社の業務の執行 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の三十二 会社法第四百十九条（第二項後段を除く。）（執行役の監査委

員に対する報告義務等）、第四百二十一条（表見代表執行役）及び第四百二十二条

第一項（株主による執行役の行為の差止め）の規定は委員会設置会社の執行役につ

いて、同法第四百二十条（代表執行役）の規定は委員会設置会社の代表執行役につ

いて、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、

第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理

由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百

七十四条（第一号及び第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百

七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規

則）の規定は委員会設置会社の執行役又は代表執行役について、同法第九百三十七

条第一項（第二号イに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は委員

会設置会社の代表執行役について、それぞれ準用する。この場合において、同法第

四百十九条第二項前段中「第三百五十五条、第三百五十六条及び第三百六十五条第

二項」とあるのは「保険業法第五十三条の十五において準用する第三百五十五条、



 

 

第三百五十六条及び第三百六十五条第二項」と、同条第三項中「第三百五十七条」

とあるのは「保険業法第五十三条の十五において準用する第三百五十七条」と、同

法第四百二十条第三項中「第三百四十九条第四項及び第五項」とあるのは「保険業

法第五十三条の十五において準用する第三百四十九条第四項及び第五項」と、「第

三百五十二条」とあるのは「同法第五十三条の十五において準用する第三百五十二

条」と、「第四百一条第二項から第四項まで」とあるのは「保険業法第五十三条の

二十五第二項において準用する第四百一条第二項から第四項まで」と、同法第四百

二十二条第一項中「株式を有する株主」とあるのは「社員である者」と読み替える

ものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第九目 役員等の損害賠償責任 

  （役員等の相互会社に対する損害賠償責任） 

 第五十三条の三十三 取締役、執行役、会計参与、監査役又は会計監査人（以下この

目において「役員等」という。）は、その任務を怠ったときは、相互会社に対し、

これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 取締役又は執行役が第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第

一項（前条において準用する同法第四百十九条第二項前段において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）の規定に違反して同法第三百五十六条第一項第

一号（競業及び利益相反取引の制限）の取引をしたときは、当該取引によって取締

役、執行役又は第三者が得た利益の額は、前項の損害の額と推定する。 

 ３ 第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項第二号又は第三

号（これらの規定を前条において準用する同法第四百十九条第二項前段において準

用する場合を含む。）の取引によって相互会社に損害が生じたときは、次に掲げる

取締役又は執行役は、その任務を怠ったものと推定する。 

  一 第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項（前条におい

て準用する同法第四百十九条第二項前段において準用する場合を含む。）の取締

役又は執行役 

  二 相互会社が当該取引をすることを決定した取締役又は執行役 

  三 当該取引に関する取締役会の承認の決議に賛成した取締役（委員会設置会社に

おいては、当該取引が委員会設置会社と取締役との間の取引又は委員会設置会社

と取締役との利益が相反する取引である場合に限る。） 

  （相互会社に対する損害賠償責任の免除） 

 第五十三条の三十四 前条第一項の責任は、総社員の同意がなければ、免除すること

ができない。 

  （役員等の第三者に対する損害賠償責任） 

 第五十三条の三十五 役員等がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があった

ときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。 



 

 

 ２ 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。

ただし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明した

ときは、この限りでない。 

  一 取締役及び執行役 次に掲げる行為 

   イ 基金の募集若しくは社債（第六十一条に規定する社債をいう。）を引き受け

る者の募集をする際に通知しなければならない重要な事項についての虚偽の通

知又は当該募集のための当該相互会社の事業その他の事項に関する説明に用い

た資料についての虚偽の記載若しくは記録 

   ロ 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき

重要な事項についての虚偽の記載又は記録 

   ハ 虚偽の登記 

   ニ 虚偽の公告（第五十四条の七第三項に規定する措置を含む。） 

  二 会計参与 計算書類及びその附属明細書並びに会計参与報告に記載し、又は記

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録 

  三 監査役及び監査委員 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項について

の虚偽の記載又は記録 

  四 会計監査人 会計監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚

偽の記載又は記録 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の三十六 会社法第四百二十五条（第一項第二号、第四項後段及び第五項

を除く。）（責任の一部免除）、第四百二十六条（第四項を除く。）（取締役等に

よる免除に関する定款の定め）、第四百二十七条（責任限定契約）、第四百二十八

条（取締役が自己のためにした取引に関する特則）及び第四百三十条（役員等の連

帯責任）の規定は、相互会社の役員等の損害賠償責任について準用する。この場合

において、これらの規定中「第四百二十三条第一項」とあるのは「保険業法第五十

三条の三十三第一項」と、「第四百二十四条」とあるのは「保険業法第五十三条の

三十四」と、同法第四百二十五条第一項中「決議」とあるのは「保険業法第六十二

条第二項に規定する決議」と、同法第四百二十六条第二項中「についての取締役の

同意を得る場合及び当該責任の免除に関する」とあるのは「に関する」と、同条第

五項中「総株主（第三項の責任を負う役員等であるものを除く。）の議決権の百分

の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権

を有する株主」とあるのは「社員総数（第三項の責任を負う役員等である社員の数

を除く。）の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割

合）以上に相当する数の社員（特定相互会社にあっては、保険業法第三十八条第一

項に規定する政令で定める数以上の社員）」と、同法第四百二十七条第五項中「第

四百二十五条第四項及び第五項」とあるのは「第四百二十五条第四項前段」と読み



 

 

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （相互会社における責任追及等の訴え） 

 第五十三条の三十七 会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八百四

十九条第五項並びに第八百五十一条第一項第一号及び第二項を除く。）（株式会社

における責任追及等の訴え）の規定は相互会社における責任を追及する訴えについ

て、同章第三節（第八百五十四条第一項第一号イ及び第二号並びに第二項から第四

項までを除く。）（株式会社の役員の解任の訴え）及び同法第九百三十七条第一項

（第一号ヌに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は相互会社の役

員の解任の訴えについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第八百四十

七条第一項（責任追及等の訴え）中「株式を有する株主（第百八十九条第二項の定

款の定めによりその権利を行使することができない単元未満株主を除く。）」とあ

るのは「社員である者」と、「第四百二十三条第一項」とあるのは「保険業法第五

十三条の三十三第一項」と、同条第三項から第五項まで及び第七項中「株主」とあ

るのは「社員」と、同法第八百五十四条第一項第一号（株式会社の役員の解任の訴

え）中「総株主（次に掲げる株主を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割

合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を」とあるのは「社員

総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以

上に相当する数の社員又は三千名（これを下回る数を定款で定めた場合にあっては、

その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、保険業法第三十八条第一項に規定

する政令で定める数以上の社員）で」と、「有する株主」とあるのは「社員である

者（総代会を設けているときは、これらの者又は九名（これを下回る数を定款で定

めた場合にあっては、その数）以上の総代）」と読み替えるものとするほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第二節第五款の款名を次のように改める。 

      第五款 相互会社の計算等 

  第二編第二章第二節第五款中第五十四条の前に次の目名を付する。 

       第一目 会計の原則 

  第五十四条を次のように改める。 

 第五十四条 相互会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従う

ものとする。 

  第五十四条の次に次の一目及び目名を加える。 

       第二目 計算書類等 

  （会計帳簿の作成及び保存等） 

 第五十四条の二 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、適時に、正確な会計

帳簿を作成しなければならない。 

 ２ 相互会社は、会計帳簿の閉鎖の時から十年間、その会計帳簿及びその事業に関す



 

 

る重要な資料を保存しなければならない。 

 ３ 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、会計帳簿の全部又は

一部の提出を命ずることができる。 

  （計算書類等の作成及び保存） 

 第五十四条の三 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、その成立の日におけ

る貸借対照表を作成しなければならない。 

 ２ 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、各事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、剰余金の処分又は損失の処理に関する議案その他相互会社の

財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして内閣府令で定めるもの

をいう。以下この款において同じ。）及び事業報告並びにこれらの附属明細書を作

成しなければならない。 

 ３ 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって作成す

ることができる。 

 ４ 相互会社は、計算書類を作成した時から十年間、当該計算書類及びその附属明細

書を保存しなければならない。 

  （計算書類等の監査等） 

 第五十四条の四 相互会社（会計監査人設置会社を除く。）においては、前条第二項

の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、内閣府令で定めるところに

より、監査役の監査を受けなければならない。 

 ２ 会計監査人設置会社においては、次の各号に掲げるものは、内閣府令で定めると

ころにより、当該各号に定める者の監査を受けなければならない。 

  一 前条第二項の計算書類及びその附属明細書 監査役（委員会設置会社にあって

は、監査委員会）及び会計監査人 

  二 前条第二項の事業報告及びその附属明細書 監査役（委員会設置会社にあって

は、監査委員会） 

 ３ 前二項の監査を受けた計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、取締

役会の承認を受けなければならない。 

  （計算書類等の社員への提供） 

 第五十四条の五 取締役は、定時社員総会（総代会を設けているときは、定時総代会。

以下この款において同じ。）の招集の通知に際して、内閣府令で定めるところによ

り、社員（総代会を設けているときは、総代。以下この款において同じ。）に対し、

前条第三項の承認を受けた計算書類及び事業報告（監査報告又は会計監査報告を含

む。）を提供しなければならない。 

  （計算書類等の定時社員総会への提出等） 

 第五十四条の六 取締役は、第五十四条の四第三項の承認を受けた計算書類及び事業

報告を定時社員総会に提出し、又は提供しなければならない。 



 

 

 ２ 前項の規定により提出され、又は提供された計算書類は、定時社員総会の承認を

受けなければならない。 

 ３ 取締役は、第一項の規定により提出され、又は提供された事業報告の内容を定時

社員総会に報告しなければならない。 

 ４ 会計監査人設置会社において、第五十四条の四第三項の承認を受けた計算書類が

法令及び定款に従い相互会社の財産及び損益の状況を正しく表示しているものとし

て内閣府令で定める要件に該当する場合における前二項の規定の適用については、

第二項中「計算書類」とあるのは「剰余金の処分又は損失の処理に関する議案」と、

前項中「事業報告」とあるのは「計算書類（剰余金の処分又は損失の処理に関する

議案を除く。）及び事業報告」とする。 

  （計算書類の公告） 

 第五十四条の七 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、定時社員総会の終結

後遅滞なく、貸借対照表（第五十三条の十四第五項に規定する相互会社にあっては、

貸借対照表及び損益計算書）を公告しなければならない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、その公告方法が時事に関する事項を掲載する日刊新聞

紙に掲載する方法である相互会社は、同項に規定する貸借対照表の要旨を公告する

ことで足りる。 

 ３ 前項の相互会社は、内閣府令で定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞

なく、第一項に規定する貸借対照表の内容である情報を、定時社員総会の終結の日

後五年を経過する日までの間、継続して電磁的方法により不特定多数の者が提供を

受けることができる状態に置く措置をとることができる。この場合においては、前

二項の規定は、適用しない。 

 ４ 証券取引法第二十四条第一項（有価証券報告書）の規定により有価証券報告書を

内閣総理大臣に提出しなければならない相互会社については、前三項の規定は、適

用しない。 

  （計算書類等の備置き及び閲覧等） 

 第五十四条の八 相互会社は、各事業年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれら

の附属明細書（監査報告又は会計監査報告を含む。以下この条において「計算書類

等」という。）を、定時社員総会の日の二週間前の日（第四十一条第一項において

準用する会社法第三百十九条第一項の場合にあっては、同項の提案があった日）か

ら五年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。 

 ２ 相互会社は、各事業年度に係る計算書類等の写しを、定時社員総会の日の二週間

前の日（第四十一条第一項において準用する会社法第三百十九条第一項の場合にあ

っては、同項の提案があった日）から三年間、その従たる事務所に備え置かなけれ

ばならない。ただし、計算書類等が電磁的記録で作成されている場合であって、従

たる事務所における次項第三号及び第四号に掲げる請求に応じることを可能とする



 

 

ための措置として内閣府令で定めるものをとっているときは、この限りでない。 

 ３ 相互会社の保険契約者、保険金額を受け取るべき者その他の債権者及び被保険者

は、相互会社の事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。た

だし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該相互会社の定めた費用を支

払わなければならない。 

  一 計算書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写

しの閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 計算書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記

録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって相互会社の定めたも

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

  （計算書類等の提出命令） 

 第五十四条の九 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、計算書

類及びその附属明細書の全部又は一部の提出を命ずることができる。 

  （連結計算書類） 

 第五十四条の十 会計監査人設置会社は、内閣府令で定めるところにより、各事業年

度に係る連結計算書類（当該会計監査人設置会社及びその実質子会社から成る企業

集団の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして内閣府令で定め

るものをいう。以下この条において同じ。）を作成することができる。 

 ２ 連結計算書類は、電磁的記録をもって作成することができる。 

 ３ 事業年度の末日において第五十三条の十四第五項に規定する相互会社であって証

券取引法第二十四条第一項（有価証券報告書）の規定により有価証券報告書を内閣

総理大臣に提出しなければならないものは、当該事業年度に係る連結計算書類を作

成しなければならない。 

 ４ 連結計算書類は、内閣府令で定めるところにより、監査役（委員会設置会社にあ

っては、監査委員会）及び会計監査人の監査を受けなければならない。 

 ５ 前項の監査を受けた連結計算書類は、取締役会の承認を受けなければならない。 

 ６ 第五十四条の五並びに第五十四条の六第一項及び第三項の規定は、連結計算書類

について準用する。この場合において、同項中「事業報告の内容」とあるのは「連

結計算書類の内容及び第五十四条の十第四項の監査の結果」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第三目 基金利息の支払、基金の償却及び剰余金の分配 

  第五十五条第一項中「控除した額」の下に「（第五十五条の三第三項第一号におい

て「利息支払限度額」という。）」を加え、同項第二号中「次条の基金償却積立金の

額（第五十七条第二項」を「第五十六条の基金償却積立金の額（第五十九条第二項」



 

 

に改め、同条第二項中「控除した額」の下に「（第五十五条の三第三項第二号におい

て「償却等限度額」という。）」を加え、同項第二号中「次条」を「第五十六条」に

改め、同条の次に次の三条及び目名を加える。 

  （剰余金の分配） 

 第五十五条の二 剰余金の分配は、公正かつ衡平な分配をするための基準として内閣

府令で定める基準に従い、行わなければならない。 

 ２ 相互会社は、その定款において第二十三条第一項第七号に掲げる事項として、毎

決算期に剰余金の処分を行う場合には、その対象となる金額として内閣府令で定め

る金額のうち、当該金額に一定の比率を乗じた額以上の額を、社員に対する剰余金

の分配をするための準備金として内閣府令で定めるものに積み立てるべき旨を定め

なければならない。 

 ３ 前項に規定する一定の比率は、内閣府令で定める比率を下回ってはならない。 

 ４ 相互会社は、その決算の状況に照らしてやむを得ない事情がある場合には、前二

項の規定にかかわらず、定款において、当該決算期における剰余金の処分に限り、

第二項の内閣府令で定める金額に前項の内閣府令で定める比率を下回る比率を乗じ

た額を第二項の内閣府令で定める準備金に積み立てる旨を定めることができる。 

 ５ 前項の定款の定めは、内閣総理大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

  （基金利息の支払等に関する責任） 

 第五十五条の三 第五十五条第一項の規定に違反して相互会社が基金利息の支払をし

た場合又は同条第二項の規定に違反して相互会社が基金の償却若しくは剰余金の分

配をした場合には、これらの行為（以下この条及び次条において「基金利息の支払

等」という。）により金銭の交付を受けた者及び次に掲げる者は、当該相互会社に

対し、連帯して、当該金銭の交付を受けた者が交付を受けた金銭の額に相当する金

銭を支払う義務を負う。 

  一 基金利息の支払等に関する職務を行った業務執行者（業務執行取締役（委員会

設置会社にあっては、執行役）その他当該業務執行取締役の行う業務の執行に職

務上関与した者として内閣府令で定めるものをいう。） 

  二 剰余金の処分又は損失の処理に関する議案に係る定時社員総会の決議があった

場合（当該決議によって定められた議案の内容が第五十五条第一項又は第二項の

規定に違反している場合に限る。）における当該定時社員総会に議案を提案した

取締役として内閣府令で定めるもの 

 ２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる者は、その職務を行うについて注意

を怠らなかったことを証明したときは、同項の義務を負わない。 

 ３ 第一項の規定により同項各号に掲げる者の負う義務は、免除することができない。

ただし、次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める額を限度として当該義

務を免除することについて総社員の同意があるときは、この限りでない。 



 

 

  一 基金利息の支払をした場合 利息支払限度額 

  二 基金の償却又は剰余金の分配をした場合（第五十五条第二項ただし書に規定す

る場合を除く。） 償却等限度額 

  （社員に対する求償権の制限等） 

 第五十五条の四 第五十五条第一項又は第二項の規定に違反して相互会社が基金利息

の支払等をした場合において、これらの違反があることにつき善意の社員は、当該

社員が交付を受けた金銭について、前条第一項の金銭を支払った同項各号に掲げる

者からの求償の請求に応ずる義務を負わない。 

       第四目 基金償却積立金及び損失てん補準備金 

  第五十八条及び第五十九条を削る。 

  第五十七条第二項中「前条」を「第五十七条」に改め、第二編第二章第二節第五款

中同条を第五十九条とする。 

  第五十六条の二第三項中「第六十五条」を「第六十七条」に、「第十九条（申請書

の添付書面）及び第七十九条（株式会社の添付書面の通則）」を「第十九条及び第四

十六条」に改め、同項各号を次のように改める。 

  一 次項において読み替えて準用する第十七条第二項の規定による公告をしたこと

を証する書面 

  二 次項において読み替えて準用する第十七条第四項の異議を述べた保険契約者そ

の他の債権者があるときは、当該保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、相

当の担保を供し、若しくは当該保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせるこ

とを目的として信託会社等に相当の財産を信託したこと又は当該基金償却積立金

の取崩しをしても当該保険契約者その他の債権者を害するおそれがないことを証

する書面 

  三 次項において読み替えて準用する第十七条第六項の異議を述べた保険契約者の

数が同項の保険契約者の総数の五分の一を超えなかったことを証する書面又はそ

の者の同項の内閣府令で定める金額が同項の金額の総額の五分の一を超えなかっ

たことを証する書面 

  第五十六条の二第四項を次のように改める。 

 ４ 第十六条第一項（ただし書を除く。）及び第二項、第十七条（第一項ただし書を

除く。）、第十七条の二第四項並びに第十七条の四の規定は、第一項の基金償却積

立金の取崩しについて準用する。この場合において、これらの規定中「資本金等の

額の減少」とあるのは「基金償却積立金の取崩し」と、第十六条第一項中「株式会

社は、資本金又は準備金（以下この節において「資本金等」という。）の額の減少

（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）の決議に係る株主総会

（会社法第四百四十七条第三項（資本金の額の減少）又は第四百四十八条第三項

（準備金の額の減少）に規定する場合にあっては、取締役会）の会日の二週間前か



 

 

ら資本金等の額の減少の効力を生じた日後六月を経過する日まで」とあるのは「第

五十七条第一項の場合には、相互会社は、同項の決議に係る社員総会（総代会を設

けているときは、総代会）の会日の二週間前から基金償却積立金の取崩しをした日

後六月を経過する日まで」と、第十七条第一項中「株式会社が資本金等の額を減少

する場合（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）」とあるのは

「第五十七条第一項の場合」と、同条第六項中「会社法第四百四十七条第一項（資

本金の額の減少）又は第四百四十八条第一項（準備金の額の減少）」とあるのは

「第五十七条第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

  第五十六条の二に次の一項を加える。 

 ６ 会社法第八百二十八条第一項（第五号に係る部分に限る。）及び第二項（第五号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第五号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条から第八百三十九条まで（担保提供命令、弁論等の必要的併合、認

容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又は取消しの判決の効力）、第八百四十六条

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号ニに

係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、基金償却積立金の取崩し

の無効の訴えについて準用する。この場合において、同法第八百二十八条第二項第

五号中「株主等」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役若しくは清算人

（委員会設置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）」と読み替える

ものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第五十六条の二を第五十七条とし、同条の次に次の一条を加える。 

  （損失てん補準備金） 

 第五十八条 相互会社は、基金（第五十六条の基金償却積立金を含む。）の総額（定

款でこれを上回る額を定めたときは、その額）に達するまでは、毎決算期に剰余金

の処分として支出する金額（第五十五条の二第二項の準備金のうち内閣府令で定め

るものに積み立てる金額を含む。）の千分の三以上を、損失てん補準備金として積

み立てなければならない。 

  第二編第二章第二節第六款の款名を次のように改める。 

      第六款 基金の募集 

  第六十条第一項中「、総代会」の下に「。以下この項において同じ。」を加え、同

項に後段として次のように加える。 

   この場合においては、相互会社は、社員総会の決議により、新たに募集をする基

金の額を定めなければならない。 

  第六十条第三項から第五項までを削り、同条の次に次の一条を加える。 

  （基金の拠出の申込み） 



 

 

 第六十条の二 相互会社は、前条第一項の募集に応じて基金の拠出の申込みをしよう

とする者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 第二十三条第一項第二号及び第四号から第六号までに掲げる事項 

  二 新たに募集をする基金の額、当該基金の拠出者が有する権利及びその償却の方

法 

  三 払込みの期日 

  四 基金の拠出に係る銀行等の払込みの取扱いの場所 

 ２ 前条第一項の募集に応じて基金の拠出の申込みをする者は、次に掲げる事項を記

載した書面を相互会社に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 拠出しようとする基金の額 

 ３ 前条第一項の基金の募集による変更の登記の申請書には、第六十七条において準

用する商業登記法第十八条及び第四十六条に定める書類のほか、次に掲げる書類を

添付しなければならない。 

  一 基金の拠出の申込み又は次項において準用する第三十条の契約を証する書面 

  二 次項において準用する第三十条の三第一項の基金の払込みがあったことを証す

る書面 

 ４ 第二十八条第三項から第六項まで、第二十九条から第三十条の二まで、第三十条

の三（第二項及び第三項を除く。）並びに第三十条の五第二項及び第三項の規定は、

前条第一項の基金の募集について準用する。この場合において、これらの規定中

「発起人」とあるのは「相互会社」と、第二十八条第三項中「前項」とあるのは

「第六十条の二第二項」と、同条第四項中「第一項各号」とあるのは「第六十条の

二第一項各号」と、「第二項」とあるのは「同条第二項」と、同条第五項中「第二

項第一号」とあるのは「第六十条の二第二項第一号」と、第二十九条第一項中「前

条第二項第二号」とあるのは「第六十条の二第二項第二号」と、第三十条中「前二

条」とあるのは「第六十条の二第一項（第三号を除く。）及び第二項並びに同条第

四項において準用する第二十八条第三項から第六項まで及び前条」と、第三十条の

三第一項中「遅滞なく」とあるのは「第六十条の二第一項第三号の期日に」と、

「第二十八条第一項第三号」とあるのは「同項第四号」と、同条第五項中「第二項

の規定による通知を受けた設立時に募集をする基金の引受人は、同項に規定する」

とあるのは「基金の引受人は、第一項の」と、第三十条の五第三項中「相互会社の

成立後」とあるのは「第六十条第一項の基金の募集による変更の登記の日から一年

を経過した後」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

 ５ 会社法第八百二十八条第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第二項（第二号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条



 

 

（第二号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条から第八百四

十条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又は取消し

の判決の効力、新株発行の無効判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗訴した場

合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号ロに係る部分に限る。）

（裁判による登記の嘱託）の規定は前条第一項の基金の募集の無効の訴えについて、

同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条本文（理由の付

記）、第八百七十二条（第二号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三

条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条から第八百七十七条まで（非訟事件

手続法の規定の適用除外、最高裁判所規則、審問等の必要的併合）及び第八百七十

八条第一項（裁判の効力）の規定はこの項において準用する同法第八百四十条第二

項の申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第八百二十八条

第二項第二号中「株主等」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役又は清算

人（委員会設置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第六十三条第五項中「第三編第十章」を「第二編第十章」に、「第四編第六章」を

「第三編第六章」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第六十四条から第六十七条までを次のように改める。 

  （設立の登記） 

 第六十四条 相互会社の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、創立総

会終結の日（第三十条の十二第三項の規定により発起人がその職を辞した場合にあ

っては、その日）から二週間以内に行わなければならない。 

 ２ 前項の登記には、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

  一 第二十三条第一項第一号、第二号及び第四号から第七号までに掲げる事項 

  二 事務所の所在場所 

  三 取締役の氏名 

  四 代表取締役の氏名及び住所（第十一号に規定する場合を除く。） 

  五 会計参与設置会社であるときは、その旨並びに会計参与の氏名又は名称及び第

五十三条の十七において準用する会社法第三百七十八条第一項の場所 

  六 監査役設置会社であるときは、その旨及び監査役の氏名 

  七 監査役会設置会社であるときは、その旨及び監査役のうち社外監査役であるも

のについて社外監査役である旨 

  八 会計監査人設置会社であるときは、その旨及び会計監査人の氏名又は名称 

  九 第五十三条の十二第四項の規定により選任された一時会計監査人の職務を行う

べき者を置いたときは、その氏名又は名称 



 

 

  十 第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項の規定による

特別取締役（同項に規定する特別取締役をいう。以下同じ。）による議決の定め

があるときは、次に掲げる事項 

   イ 第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項の規定によ

る特別取締役による議決の定めがある旨 

   ロ 特別取締役の氏名 

   ハ 取締役のうち社外取締役であるものについて、社外取締役である旨 

  十一 委員会設置会社であるときは、その旨及び次に掲げる事項 

   イ 取締役のうち社外取締役であるものについて、社外取締役である旨 

   ロ 各委員会の委員及び執行役の氏名 

   ハ 代表執行役の氏名及び住所 

  十二 第五十三条の三十六において準用する会社法第四百二十六条第一項の規定に

よる取締役、執行役、会計参与、監査役又は会計監査人の責任の免除についての

定款の定めがあるときは、その定め 

  十三 第五十三条の三十六において準用する会社法第四百二十七条第一項の規定に

よる社外取締役、会計参与、社外監査役又は会計監査人が負う責任の限度に関す

る契約の締結についての定款の定めがあるときは、その定め 

  十四 前号の定款の定めが社外取締役に関するものであるときは、取締役のうち社

外取締役であるものについて、社外取締役である旨 

  十五 第十三号の定款の定めが社外監査役に関するものであるときは、監査役のう

ち社外監査役であるものについて、社外監査役である旨 

  十六 第五十四条の七第三項の規定による措置をとることとするときは、同条第一

項に規定する貸借対照表の内容である情報について不特定多数の者がその提供を

受けるために必要な事項であって内閣府令で定めるもの 

  十七 第二十三条第一項第八号の規定による公告方法についての定款の定め 

  十八 前号の定款の定めが電子公告を公告方法とする旨のものであるときは、次に

掲げる事項 

   イ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がその提

供を受けるために必要な事項であって会社法第九百十一条第三項第二十九号イ

（株式会社の設立の登記）に規定するもの 

   ロ 第二十三条第三項後段の規定による定款の定めがあるときは、その定め 

  十九 第百十三条後段（第二百七十二条の十八において準用する場合を含む。）の

定款の定めがあるときは、その定め 

 ３ 会社法第九百十五条第一項（変更の登記）、第九百十六条（第一号に係る部分に

限る。）（他の登記所の管轄区域内への本店の移転の登記）、第九百十八条（支配

人の登記）及び第七編第四章第二節第二款（第九百三十二条を除く。）（支店の所



 

 

在地における登記）の規定は相互会社について、同法第九百十七条（第一号に係る

部分に限る。）（職務執行停止の仮処分等の登記）の規定は相互会社の取締役、執

行役、会計参与、監査役、代表取締役、委員又は代表執行役について、それぞれ準

用する。この場合において、同法第九百十五条第一項中「第九百十一条第三項各号

又は前三条各号」とあるのは「保険業法第六十四条第二項各号」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （設立の登記の申請） 

 第六十五条 前条第一項の登記の申請書には、第六十七条において準用する商業登記

法第十八条、第四十六条及び第四十七条第三項に規定する書類のほか、次に掲げる

書類を添付しなければならない。 

  一 定款 

  二 基金の拠出の申込み又は第三十条の契約を証する書面 

  三 社員になろうとする者の名簿 

  四 社員を募集したときは、各社員の入社の申込みを証する書面 

  五 定款に第二十四条第一項各号に掲げる事項についての記載又は記録があるとき

は、次に掲げる書面 

   イ 検査役又は設立時取締役（設立しようとする相互会社が監査役設置会社であ

る場合にあっては、設立時取締役及び設立時監査役）の調査報告を記載した書

面及びその附属書類 

   ロ 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第二号に掲げる

場合には、同号に規定する有価証券の市場価格を証する書面 

   ハ 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第三号に掲げる

場合には、同号に規定する証明を記載した書面及びその附属書類 

  六 検査役の報告に関する裁判があったときは、その謄本 

  七 第三十条の四第一項の金銭の保管に関する証明書 

  八 設立時取締役による設立時代表取締役の選定に関する書面 

  九 設立しようとする相互会社が委員会設置会社であるときは、設立時執行役の選

任並びに設立時委員及び設立時代表執行役の選定に関する書面 

  十 創立総会の議事録 

  十一 この法律の規定により選任され又は選定された設立時取締役、設立時監査役

及び設立時代表取締役（設立しようとする相互会社が委員会設置会社である場合

にあっては、設立時取締役、設立時委員、設立時執行役及び設立時代表執行役）

が就任を承諾したことを証する書面 

  十二 設立時会計参与又は設立時会計監査人を選任したときは、次に掲げる書面 

   イ 就任を承諾したことを証する書面 

   ロ これらの者が法人であるときは、当該法人の登記事項証明書。ただし、当該



 

 

登記所の管轄区域内に当該法人の主たる事務所がある場合を除く。 

   ハ これらの者が法人でないときは、設立時会計参与にあっては第五十三条の四

において準用する会社法第三百三十三条第一項に規定する者であること、設立

時会計監査人にあっては第五十三条の七において準用する同法第三百三十七条

第一項に規定する者であることを証する書面 

  十三 第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項の規定によ

る特別取締役による議決の定めがあるときは、当該特別取締役の選定及びその選

定された者が就任を承諾したことを証する書面 

  （登記簿） 

 第六十六条 登記所に、相互会社登記簿を備える。 

  （相互会社の登記についての会社法及び商業登記法の準用） 

 第六十七条 会社法第七編第四章第一節（第九百七条を除く。）（総則）の規定並び

に商業登記法第一条の三から第五条まで（登記所、事務の委任、事務の停止、登記

官、登記官の除斥）、第七条から第十五条まで（登記簿等の持出禁止、登記簿の滅

失と回復、登記簿等の滅失防止、登記事項証明書の交付等、登記事項の概要を記載

した書面の交付、附属書類の閲覧、印鑑証明、電磁的記録の作成者を示す措置の確

認に必要な事項等の証明、手数料、当事者申請主義、嘱託による登記）、第十七条

から第二十七条まで（登記申請の方式、申請書の添付書面、申請書に添付すべき電

磁的記録、印鑑の提出、受付、受領証、登記の順序、登記官による本人確認、申請

の却下、提訴期間経過後の登記、行政区画等の変更、同一の所在場所における同一

の商号の登記の禁止）、第三十一条（営業又は事業の譲渡の際の免責の登記）、第

三十三条（商号の登記の抹消）、第四十四条から第四十六条まで（会社の支配人の

登記、添付書面の通則）、第四十七条第一項及び第三項（設立の登記）、第四十八

条から第五十五条まで（支店所在地における登記、本店移転の登記、取締役等の変

更の登記、一時会計監査人の職務を行うべき者の変更の登記）並びに第百三十二条

から第百四十八条まで（更正、抹消の申請、職権抹消、行政手続法の適用除外、行

政機関の保有する情報の公開に関する法律の適用除外、行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律の適用除外、審査請求、審査請求事件の処理、行政不服審査

法の適用除外、省令への委任）の規定は、相互会社に関する登記について準用する。

この場合において、同法第二十七条中「商号」とあるのは「商号又は名称」と、

「営業所（会社にあつては、本店。以下この条において同じ。）」とあるのは「主

たる事務所」と、「係る営業所」とあるのは「係る主たる事務所」と、同法第四十

六条第二項中「株主総会若しくは種類株主総会」とあるのは「社員総会（総代会を

設けているときは、総代会）」と、同条第三項中「会社法第三百十九条第一項（同

法第三百二十五条において準用する場合を含む。）又は第三百七十条（同法第四百

九十条第五項において準用する場合を含む。）」とあるのは「保険業法第四十一条



 

 

第一項において準用する会社法第三百十九条第一項又は保険業法第五十三条の十六

若しくは第百八十条の十五において準用する会社法第三百七十条」と、「株主総会

若しくは種類株主総会」とあるのは「社員総会」と、同条第四項中「会社法第四百

十六条第四項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十第四項」と、同法第四十八

条から第五十三条までの規定中「本店」とあるのは「主たる事務所」と、「支店」

とあるのは「従たる事務所」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

  第二編第二章第二節第八款中第六十七条の次に次の一条を加える。 

  （電子公告についての会社法の準用） 

 第六十七条の二 会社法第九百四十条第一項及び第三項（電子公告の公告期間等）、

第九百四十一条（電子公告調査）、第九百四十六条（調査の義務等）、第九百四十

七条（電子公告調査を行うことができない場合）、第九百五十一条第二項（財務諸

表等の備置き及び閲覧等）、第九百五十三条（改善命令）並びに第九百五十五条

（調査記録簿等の記載等）の規定は、相互会社が電子公告によりこの法律又は他の

法律の規定による公告をする場合について準用する。この場合において、同法第九

百四十条第一項第二号中「第四百四十条第一項」とあるのは「保険業法第五十四条

の七第一項」と、「定時株主総会」とあるのは「定時社員総会（総代会を設けてい

るときは、定時総代会）」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、

同法第九百四十一条中「この法律又は他の法律の規定による公告（第四百四十条第

一項の規定による公告を除く」とあるのは「保険業法の規定による公告（同法第五

十四条の七第一項の規定による公告を除く」と読み替えるものとするほか、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第二節第八款を同節第十款とする。 

  第六十二条の見出しを削り、同条第一項中「第三項」を「次条」に改め、同条第二

項中「前項」を「第三十七条の三第一項及び第四十四条第一項の規定にかかわらず、

前項」に改め、同条第三項を削る。 

  第二編第二章第二節第七款を同節第八款とし、同款の次に次の一款を加える。 

      第九款 事業の譲渡等 

 第六十二条の二 相互会社は、次に掲げる行為をする場合には、当該行為がその効力

を生ずる日の前日までに、社員総会の決議によって、当該行為に係る契約の承認を

受けなければならない。 

  一 事業の全部の譲渡 

  二 事業の重要な一部の譲渡（当該譲渡により譲り渡す資産の帳簿価額が当該相互

会社の総資産額として内閣府令で定める方法により算定される額の五分の一（こ

れを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）を超えないものを除

く。） 



 

 

  三 他の会社（相互会社、外国会社その他の法人を含む。）の事業の全部の譲受け 

  四 当該相互会社（第二款の規定により設立したものに限る。以下この号において

同じ。）の成立後二年以内におけるその成立前から存在する財産であってその事

業のために継続して使用するものの取得。ただし、イに掲げる額のロに掲げる額

に対する割合が五分の一（これを下回る割合を当該相互会社の定款で定めた場合

にあっては、その割合）を超えない場合を除く。 

   イ 当該財産の対価として交付する財産の帳簿価額の合計額 

   ロ 当該相互会社の純資産額として内閣府令で定める方法により算定される額 

 ２ 前項の場合には、前条第二項に定める決議によらなければならない。 

  第六十一条及び第六十一条の二を削る。 

  第二編第二章第二節第六款の次に次の一款を加える。 

      第七款 相互会社の社債を引き受ける者の募集 

  （募集社債に関する事項の決定） 

 第六十一条 相互会社は、その発行する社債（この法律の規定により相互会社が行う

割当てにより発生する当該相互会社を債務者とする金銭債権であって次に掲げる事

項についての定めに従い償還されるものをいう。以下この款において同じ。）を引

き受ける者の募集をしようとするときは、その都度、募集社債（当該募集に応じて

当該社債の引受けの申込みをした者に対して割り当てる社債をいう。以下この款に

おいて同じ。）について次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 募集社債の総額 

  二 各募集社債の金額 

  三 募集社債の利率 

  四 募集社債の償還の方法及び期限 

  五 利息支払の方法及び期限 

  六 社債券を発行するときは、その旨 

  七 社債権者が第六十一条の五において準用する会社法第六百九十八条の規定によ

る請求の全部又は一部をすることができないこととするときは、その旨 

  八 社債管理者が社債権者集会の決議によらずに第六十一条の七第四項第二号に掲

げる行為をすることができることとするときは、その旨 

  九 各募集社債の払込金額（各募集社債と引換えに払い込む金銭の額をいう。以下

この款において同じ。）若しくはその最低金額又はこれらの算定方法 

  十 募集社債と引換えにする金銭の払込みの期日 

  十一 一定の日までに募集社債の総額について割当てを受ける者を定めていない場

合において、募集社債の全部を発行しないこととするときは、その旨及びその一

定の日 

  十二 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 



 

 

  （募集社債の申込み） 

 第六十一条の二 相互会社は、前条の募集に応じて募集社債の引受けの申込みをしよ

うとする者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 相互会社の名称 

  二 当該募集に係る前条各号に掲げる事項 

  三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 前条の募集に応じて募集社債の引受けの申込みをする者は、次に掲げる事項を記

載した書面を相互会社に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 引き受けようとする募集社債の金額及び金額ごとの数 

  三 相互会社が前条第九号の最低金額を定めたときは、希望する払込金額 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、相互会社の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供

することができる。この場合において、当該申込みをした者は、同項の書面を交付

したものとみなす。 

 ４ 第一項の規定は、相互会社が同項各号に掲げる事項を記載した証券取引法第二条

第十項（定義）に規定する目論見書を第一項の申込みをしようとする者に対して交

付している場合その他募集社債の引受けの申込みをしようとする者の保護に欠ける

おそれがないものとして内閣府令で定める場合には、適用しない。 

 ５ 相互会社は、第一項各号に掲げる事項について変更があったときは、直ちに、そ

の旨及び当該変更があった事項を第二項の申込みをした者（以下この款において

「申込者」という。）に通知しなければならない。 

 ６ 相互会社が申込者に対してする通知又は催告は、第二項第一号の住所（当該申込

者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を当該相互会社に通知した場合にあ

っては、その場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。 

 ７ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

  （募集社債の割当て） 

 第六十一条の三 相互会社は、申込者の中から募集社債の割当てを受ける者を定め、

かつ、その者に割り当てる募集社債の金額及び金額ごとの数を定めなければならな

い。この場合において、相互会社は、当該申込者に割り当てる募集社債の金額ごと

の数を、前条第二項第二号の数よりも減少することができる。 

 ２ 相互会社は、第六十一条第十号の期日の前日までに、申込者に対し、当該申込者

に割り当てる募集社債の金額及び金額ごとの数を通知しなければならない。 

  （募集社債の申込み及び割当てに関する特則） 

 第六十一条の四 前二条の規定は、募集社債を引き受けようとする者がその総額の引



 

 

受けを行う契約を締結する場合には、適用しない。 

  （会社法の準用） 

 第六十一条の五 会社法第六百八十条から第六百八十三条まで（募集社債の社債権者、

社債原簿、社債原簿記載事項を記載した書面の交付等、社債原簿管理人）、第六百

八十四条（第四項及び第五項を除く。）（社債原簿の備置き及び閲覧等）及び第六

百八十五条から第七百一条まで（社債権者に対する通知等、共有者による権利の行

使、社債券を発行する場合の社債の譲渡、社債の譲渡の対抗要件、権利の推定等、

社債権者の請求によらない社債原簿記載事項の記載又は記録、社債権者の請求によ

る社債原簿記載事項の記載又は記録、社債券を発行する場合の社債の質入れ、社債

の質入れの対抗要件、質権に関する社債原簿の記載等、質権に関する社債原簿の記

載事項を記載した書面の交付等、社債券の発行、社債券の記載事項、記名式と無記

名式との間の転換、社債券の喪失、利札が欠けている場合における社債の償還、社

債の償還請求権等の消滅時効）の規定は、相互会社が社債を発行する場合について

準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会社」とあるのは「社債

を発行した相互会社」と、同法第六百八十条第二号中「前条」とあるのは「保険業

法第六十一条の四」と、同法第六百八十一条第一号中「第六百七十六条第三号から

第八号まで」とあるのは「保険業法第六十一条第三号から第八号まで」と、同法第

六百八十五条第五項中「第七百二十条第一項」とあるのは「保険業法第六十一条の

八第二項において準用する第七百二十条第一項」と、同法第六百九十八条中「第六

百七十六条第七号」とあるのは「保険業法第六十一条第七号」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （社債管理者の設置） 

 第六十一条の六 相互会社は、社債を発行する場合には、社債管理者を定め、社債権

者のために、弁済の受領、債権の保全その他の社債の管理を行うことを委託しなけ

ればならない。ただし、各社債の金額が一億円以上である場合その他社債権者の保

護に欠けるおそれがないものとして内閣府令で定める場合は、この限りでない。 

  （社債管理者の権限等） 

 第六十一条の七 社債管理者は、社債権者のために社債に係る債権の弁済を受け、又

は社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の裁判上又は裁判外の行為を

する権限を有する。 

 ２ 社債管理者が前項の弁済を受けた場合には、社債権者は、その社債管理者に対し、

社債の償還額及び利息の支払を請求することができる。この場合において、社債券

を発行する旨の定めがあるときは、社債権者は、社債券と引換えに当該償還額の支

払を、利札と引換えに当該利息の支払を請求しなければならない。 

 ３ 前項前段の規定による請求権は、十年間行使しないときは、時効によって消滅す

る。 



 

 

 ４ 社債管理者は、社債権者集会の決議によらなければ、次に掲げる行為をしてはな

らない。ただし、第二号に掲げる行為については、第六十一条第八号に掲げる事項

についての定めがあるときは、この限りでない。 

  一 当該社債の全部についてするその支払の猶予、その債務の不履行によって生じ

た責任の免除又は和解（次号に掲げる行為を除く。） 

  二 当該社債の全部についてする訴訟行為又は破産手続、再生手続、更生手続若し

くは特別清算に関する手続に属する行為（第一項の行為を除く。） 

 ５ 社債管理者は、前項ただし書の規定により社債権者集会の決議によらずに同項第

二号に掲げる行為をしたときは、遅滞なく、その旨を公告し、かつ、知れている社

債権者には、各別にこれを通知しなければならない。 

 ６ 前項の規定による公告は、社債を発行した相互会社における公告の方法によりし

なければならない。ただし、その方法が電子公告であるときは、その公告は、官報

に掲載する方法でしなければならない。 

 ７ 社債管理者は、その管理の委託を受けた社債につき第一項の行為又は第四項各号

に掲げる行為をするために必要があるときは、裁判所の許可を得て、社債を発行し

た相互会社の業務及び財産の状況を調査することができる。 

 ８ 会社法第七百三条（社債管理者の資格）、第七百四条（社債管理者の義務）、第

七百七条から第七百十四条まで（特別代理人の選任、社債管理者等の行為の方式、

二以上の社債管理者がある場合の特則、社債管理者の責任、社債管理者の辞任、社

債管理者が辞任した場合の責任、社債管理者の解任、社債管理者の事務の承継）、

第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十

条（第三号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第

一号及び第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非

訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、

社債管理者について準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会

社」とあるのは「社債を発行した相互会社」と、同法第七百十条第一項中「この法

律」とあるのは「保険業法」と、同法第七百十一条第二項中「第七百二条」とある

のは「保険業法第六十一条の六」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  （社債権者集会） 

 第六十一条の八 社債権者は、社債の種類（第六十一条の五において準用する会社法

第六百八十一条第一号に規定する種類をいう。）ごとに社債権者集会を組織する。 

 ２ 会社法第四編第三章（第七百十五条及び第七百四十条第三項を除く。）（社債権

者集会）、第七編第二章第七節（社債発行会社の弁済等の取消しの訴え）、第八百

六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第



 

 

十号から第十二号までに係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理

由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百

七十三条（原裁判の執行停止）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）

（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び

第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、相互会社が社債を発行する場合につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会社」とあるのは

「社債を発行した相互会社」と、同法第七百三十七条第二項（社債権者集会の決議

の執行）中「第七百五条第一項から第三項まで、第七百八条及び第七百九条」とあ

るのは「保険業法第六十一条の七第一項から第三項までの規定並びに同法第六十一

条の七第八項において準用する第七百八条及び第七百九条」と、同法第七百四十条

第一項（債権者の異議手続の特則）中「第四百四十九条、第六百二十七条、第六百

三十五条、第六百七十条、第七百七十九条（第七百八十一条第二項において準用す

る場合を含む。）、第七百八十九条（第七百九十三条第二項において準用する場合

を含む。）、第七百九十九条（第八百二条第二項において準用する場合を含む。）

又は第八百十条（第八百十三条第二項において準用する場合を含む。）」とあるの

は「保険業法第五十七条第四項において準用する同法第十七条（第一項ただし書を

除く。）の規定並びに同法第八十八条及び第百六十五条の十七（同法第百六十五条

の二十において準用する場合を含む。）」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  （担保付社債信託法等の適用関係） 

 第六十一条の九 社債は、担保付社債信託法（明治三十八年法律第五十二号）、社債

等登録法（昭和十七年法律第十一号）その他の政令で定める法令の適用については、

政令で定めるところにより、会社法第二条第二十三号（定義）に規定する社債とみ

なす。 

  （短期社債に係る特例） 

 第六十一条の十 次に掲げる要件のすべてに該当する社債（次項において「短期社

債」という。）については、社債原簿を作成することを要しない。 

  一 各社債の金額が一億円を下回らないこと。 

  二 元本の償還について、社債の総額の払込みのあった日から一年未満の日とする

確定期限の定めがあり、かつ、分割払の定めがないこと。 

  三 利息の支払期限を、前号の元本の償還期限と同じ日とする旨の定めがあること。 

  四 担保付社債信託法の規定により担保が付されるものでないこと。 

 ２ 短期社債については、第六十一条の六から第六十一条の八までの規定は、適用し

ない。 

  第六十八条第一項及び第二項中「とする」を「となる」に改める。 

  第六十九条の見出しを「（組織変更計画の承認）」に改め、同条第一項中「組織変



 

 

更計画書」を「組織変更計画」に改め、同条第二項中「商法第三百四十三条（定款変

更の決議の方法）」を「会社法第三百九条第二項（株主総会の決議）」に改め、同条

第三項中「商法第二百三十二条第一項（」を「会社法第二百九十九条第一項（株主総

会の」に改め、「規定による」を削り、「組織変更計画書」を「組織変更計画」に改

め、同条第四項中「組織変更計画書」を「組織変更計画」に改め、同項第一号中「相

互会社」の下に「（以下この款において「組織変更後相互会社」という。）」を加え、

同項第三号中「株主」の下に「及び新株予約権者」を加え、同項第五号中「をする時

期」を「がその効力を生ずる日（以下この款において「効力発生日」という。）」に

改め、同条第五項及び第六項を次のように改める。 

 ５ 株式会社が第一項の決議をしたときは、当該決議の日から二週間以内に、登録株

式質権者及び登録新株予約権質権者に対し、組織変更をする旨を各別に通知しなけ

ればならない。 

 ６ 会社法第二百十九条第一項（第五号に係る部分に限る。）、第二項及び第三項

（株券の提出に関する公告等）、第二百二十条（株券の提出をすることができない

場合）並びに第二百九十三条第一項（第二号に係る部分に限る。）（新株予約権証

券の提出に関する公告等）の規定は、組織変更をする株式会社について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第六十九条の二及び第七十条を次のように改める。 

  （組織変更計画に関する書面等の備置き及び閲覧等） 

 第六十九条の二 組織変更をする株式会社は、組織変更計画備置開始日から効力発生

日までの間、組織変更計画の内容その他内閣府令で定める事項を記載し、又は記録

した書面又は電磁的記録をその各営業所に備え置かなければならない。 

 ２ 前項に規定する「組織変更計画備置開始日」とは、次に掲げる日のいずれか早い

日をいう。 

  一 前条第一項の株主総会の日の二週間前の日（会社法第三百十九条第一項（株主

総会の決議の省略）の場合にあっては、同項の提案があった日） 

  二 組織変更をする株式会社が新株予約権を発行しているときは、第七十一条にお

いて準用する会社法第七百七十七条第三項の規定による通知の日又は第七十一条

において準用する同法第七百七十七条第四項の公告の日のいずれか早い日 

  三 次条第二項の規定による公告の日 

 ３ 組織変更をする株式会社の株主及び保険契約者その他の債権者は、当該株式会社

に対して、その営業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。た

だし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該株式会社の定めた費用を支

払わなければならない。 

  一 第一項の書面の閲覧の請求 

  二 第一項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 



 

 

  三 第一項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示した

ものの閲覧の請求 

  四 第一項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更をする株

式会社の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交

付の請求 

 ４ 組織変更後相互会社は、効力発生日から六月間、組織変更計画の内容その他内閣

府令で定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録を各事務所に備え置

かなければならない。 

 ５ 組織変更後相互会社の保険契約者その他の債権者は、組織変更後相互会社に対し

て、その事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該組織変更後相互会社の定めた費用

を支払わなければならない。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更後相互会社

の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請

求 

  （債権者の異議） 

 第七十条 組織変更をする株式会社の保険契約者その他の債権者は、当該株式会社に

対し、組織変更について異議を述べることができる。 

 ２ 組織変更をする株式会社は、次に掲げる事項を官報及び当該株式会社の定款で定

めた公告方法により公告しなければならない。ただし、第四号の期間は、一月を下

ることができない。 

  一 組織変更をする旨 

  二 組織変更後相互会社の名称及び住所 

  三 組織変更をする株式会社の計算書類に関する事項として内閣府令で定めるもの 

  四 組織変更をする株式会社の保険契約者その他の債権者が一定の期間内に異議を

述べることができる旨 

  五 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ３ 保険契約者その他の債権者が前項第四号の期間内に異議を述べなかったときは、

当該保険契約者その他の債権者は、当該組織変更について承認をしたものとみなす。 

 ４ 保険契約者その他の債権者が第二項第四号の期間内に異議を述べたときは、組織

変更をする株式会社は、当該保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、若しくは

相当の担保を提供し、又は当該保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせること



 

 

を目的として信託会社等に相当の財産を信託しなければならない。ただし、当該組

織変更をしても当該保険契約者その他の債権者を害するおそれがないときは、この

限りでない。 

 ５ 前項の規定は、保険契約者その他保険契約に係る権利を有する者の当該権利（保

険金請求権等を除く。）については、適用しない。 

 ６ 信託業法第四十条第二項（権利義務の承継）の規定は、組織変更について異議を

述べた第九十九条第三項に規定する保険金信託業務に係る金銭信託の受益者がある

場合について準用する。この場合において、同法第四十条第二項中「合併後の信託

会社」とあるのは「組織変更後相互会社（保険業法第六十九条第四項第一号に規定

する組織変更後相互会社をいう。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

 ７ 第二項第四号の期間内に異議を述べた保険契約者（同項の規定による公告の時に

おいて既に保険金請求権等が生じている保険契約（当該保険金請求権等に係る支払

により消滅することとなるものに限る。）に係る保険契約者を除く。以下この項及

び次項において同じ。）の数が保険契約者の総数の五分の一を超え、かつ、当該異

議を述べた保険契約者の保険契約に係る債権（保険金請求権等を除く。）の額に相

当する金額として内閣府令で定める金額が保険契約者の当該金額の総額の五分の一

を超えるときは、第六十九条第一項の承認の決議は、その効力を有しない。 

 ８ 前各項の規定によりされた組織変更は、前項の異議を述べた保険契約者及び保険

契約者に係る保険契約に係る権利（保険金請求権等を除く。）を有する者について

も、その効力を生ずる。 

 ９ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定

める。 

  第八十条を削る。 

  第七十九条第二項第一号中「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に

改め、同条を第八十条とする。 

  第七十八条第一項中「において、」の下に「組織変更をする」を加え、同条第二項

中「相互会社の取締役及び監査役」を「組織変更後相互会社の取締役（組織変更後相

互会社が監査役設置会社である場合にあっては、取締役及び監査役。次項において同

じ。）」に改め、同条第三項を次のように改める。 

 ３ 会社法第九十四条（設立時取締役等が発起人である場合の特則）の規定は、組織

変更後相互会社の取締役となるべき者の全部又は一部が組織変更をする株式会社の

取締役又は執行役である場合における第一項の保険契約者総会又は保険契約者総代

会について準用する。この場合において、同条第一項中「前条第一項各号に掲げる

事項」とあるのは「保険業法第七十八条第一項の募集に係る基金の総額についての

その引受け及び払込みがあったかどうか」と読み替えるものとするほか、必要な技



 

 

術的読替えは、政令で定める。 

  第七十八条を第七十九条とする。 

  第七十七条第一項中「株式会社の取締役（委員会等設置会社にあっては、執行役。

次項において同じ。）は、組織変更後の相互会社」を「組織変更をする株式会社は、

組織変更後相互会社」に、「第七十五条第三項」を「第七十六条第四項」に改め、同

条第二項及び第三項を次のように改める。 

 ２ 組織変更をする株式会社は、前項の募集に応じて基金の拠出の申込みをしようと

する者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 第二十三条第一項第二号及び第四号から第六号までに掲げる事項 

  二 新たに募集をする基金の額、当該基金の拠出者が有する権利及びその償却の方

法 

  三 払込みの期日 

  四 基金の拠出に係る銀行等の払込みの取扱いの場所 

 ３ 第二十八条第二項から第六項まで、第二十九条から第三十条の二まで、第三十条

の三（第二項及び第三項を除く。）並びに第三十条の五第二項及び第三項の規定は、

第一項の募集について準用する。この場合において、これらの規定中「発起人」と

あるのは「組織変更をする株式会社」と、「設立時に募集をする基金」とあり、及

び「相互会社の設立時の基金」とあるのは「第七十八条第一項の募集に係る基金」

と、第二十八条第四項中「第一項各号」とあるのは「第七十八条第二項各号」と、

第三十条中「前二条」とあるのは「第七十八条第二項（第三号を除く。）及び同条

第三項において準用する第二十八条第二項から第六項まで」と、第三十条の三第四

項中「成立後の相互会社」とあるのは「組織変更後相互会社」と、第三十条の五第

三項中「相互会社の成立後」とあるのは「組織変更後」と読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第七十七条を第七十八条とする。 

  第七十六条第一項中「株式会社」を「組織変更をする株式会社」に改め、同条第三

項から第五項までを次のように改める。 

 ３ 組織変更をする株式会社の保険契約者（次項の規定による公告の時に保険金請求

権等が生じている保険契約（当該保険金請求権等に係る支払により消滅することと

なるものに限る。）に係る保険契約者を除く。同項及び第五項において同じ。）は、

組織変更をする株式会社に対し、第一項の決議について異議を述べることができる。 

 ４ 組織変更をする株式会社は、第一項の決議の日から二週間以内に、次に掲げる事

項を公告しなければならない。ただし、第二号の期間は、一月を下ることができな

い。 

  一 第一項の決議の内容 

  二 組織変更をする株式会社の保険契約者が一定の期間内に異議を述べることがで



 

 

きる旨 

  三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ５ 前項第二号の期間内に異議を述べた保険契約者の数が保険契約者の総数の五分の

一を超え、かつ、当該異議を述べた保険契約者の保険契約に係る債権（保険金請求

権等を除く。）の額に相当する金額として内閣府令で定める金額が保険契約者の当

該金額の総額の五分の一を超えるときは、第一項の決議は、その効力を有しない。 

  第七十六条に次の一項を加える。 

 ６ 第四十四条の二（第三項後段を除く。）及び第七十三条から前条までの規定は、

保険契約者総代会について準用する。この場合において、第四十四条の二第三項前

段において準用する会社法第三百十条第二項中「前項」とあり、及び同条第三項中

「第一項」とあるのは「保険業法第四十四条の二第一項」と、同条第四項中「第二

百九十九条第三項」とあるのは「保険業法第七十四条第三項において準用する第六

十八条第三項」と、同条第七項中「株主（前項の株主総会において決議をした事項

の全部につき議決権を行使することができない株主を除く。次条第四項及び第三百

十二条第五項において同じ。）」とあるのは「保険契約者又は社員」と、第七十四

条第三項中「第七十四条から第七十六条まで」とあるのは「第七十五条及び第七十

六条」と、同項及び同条第四項中「保険契約者」とあるのは「総代」と、同条第三

項において準用する同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総会等

が創立総会又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時

取締役又は設立時監査役）」とあるのは「総代、取締役、監査役又は清算人（委員

会設置会社にあっては、総代、取締役、執行役又は清算人）」と、「取締役、監査

役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっては

第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用する場合を含む。）の

規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含み、当該決

議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設立時取締役又は設立

時監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算人」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第七十六条を第七十七条とする。 

  第七十五条第一項中「定款」を「組織変更後相互会社の定款」に、「相互会社」を

「組織変更後相互会社」に改め、「及び監査役」を削り、同条第五項を削り、同条第

四項を同条第五項とし、同条第三項を同条第四項とし、同条第二項中「前項」を「第

一項」に改め、同項ただし書中「ただし、」の下に「組織変更をする」を加え、同項

を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 次の各号に掲げる場合には、保険契約者総会においては、当該各号に定める者を

選任しなければならない。 

  一 組織変更後相互会社が会計参与設置会社である場合 組織変更後相互会社の会



 

 

計参与となるべき者 

  二 組織変更後相互会社が監査役設置会社である場合 組織変更後相互会社の監査

役となるべき者 

  三 組織変更後相互会社が会計監査人設置会社である場合 組織変更後相互会社の

会計監査人となるべき者 

  第七十五条に次の一項を加える。 

 ６ 保険契約者総会は、第七十四条第三項において準用する会社法第六十七条第一項

第二号に掲げる事項以外の事項については、決議をすることができない。ただし、

組織変更後相互会社の定款その他組織変更後相互会社の組織に必要な事項の決定並

びに第一項及び第二項に規定する者の選任については、この限りでない。 

  第七十五条を第七十六条とし、第七十四条を第七十五条とする。 

  第七十三条第三項及び第四項を次のように改める。 

 ３ 会社法第六十七条第一項（創立総会の招集の決定）、第六十八条（第二項各号及

び第五項から第七項までを除く。）（創立総会の招集の通知）、第七十条、第七十

一条（創立総会参考書類及び議決権行使書面の交付等）、第七十四条から第七十六

条まで（議決権の代理行使、書面による議決権の行使、電磁的方法による議決権の

行使）、第七十八条から第八十条まで（発起人の説明義務、議長の権限、延期又は

続行の決議）、第八十一条第一項から第三項まで（議事録）及び第三百十六条第一

項（株主総会に提出された資料等の調査）の規定は保険契約者総会について、同法

第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）、第八百三十一

条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三十四条（第十六号及び第十七号

に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、第八百三

十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条（弁論等の必要的併

合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）、第八百四十六条（原告

が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号トに係る部

分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は保険契約者総会の決議の不存在若

しくは無効の確認又は取消しの訴えについて、それぞれ準用する。この場合におい

て、これらの規定中「発起人」とあるのは「組織変更をする株式会社」と、「設立

時株主」とあるのは「保険契約者」と、「株式会社」とあるのは「相互会社」と、

同法第六十八条第二項中「次に掲げる場合には、前項」とあるのは「前項」と、同

法第七十四条第六項中「本店」とあるのは「主たる事務所」と、同条第七項中「株

主」とあるのは「社員」と、同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株

主総会等が創立総会又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、

設立時取締役又は設立時監査役）」とあるのは「保険契約者、取締役、監査役又は

清算人（委員会設置会社にあっては、保険契約者、取締役、執行役又は清算人）」

と、「取締役、監査役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議で



 

 

ある場合にあっては第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用す

る場合を含む。）の規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有す

る者を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設

立時取締役又は設立時監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算

人」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 組織変更をする株式会社が保険契約者に対してする通知又は催告は、当該保険契

約者が当該株式会社に通知した通知又は催告を受ける場所又は連絡先にあてて発す

れば足りる。 

  第七十三条に次の二項を加える。 

 ５ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

 ６ 前二項の規定は、第三項において準用する会社法第六十八条第一項の通知に際し

て保険契約者に書面を交付し、又は当該書面に記載すべき事項を電磁的方法により

提供する場合について準用する。この場合において、前項中「到達したもの」とあ

るのは「当該書面の交付又は当該事項の電磁的方法による提供があったもの」と読

み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第七十三条を第七十四条とする。 

  第七十二条中「第七十条第二項において準用する第十七条第二項」を「第七十条第

二項第四号」に、「第七十条第二項において準用する第十七条第四項」を「同条第七

項」に、「当該会社」を「組織変更をする株式会社」に、「第七十条第二項において

準用する商法第百条第一項から第三項まで（債権者の異議）」を「同条」に改め、同

条を第七十三条とする。 

  第七十一条第一項中「株式会社が、前条第一項の」を「組織変更をする株式会社が、

第七十条第二項の規定による」に改め、同条第二項中「第七十六条」を「第七十七

条」に改め、同条を第七十二条とする。 

  第七十条の次に次の一条を加える。 

  （新株予約権買取請求等） 

 第七十一条 会社法第七百七十七条（新株予約権買取請求）、第七百七十八条（新株

予約権の価格の決定等）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十

条（第四号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文（理由の付

記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三

条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除

外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、組織変更をする株式会社が

新株予約権を発行している場合について準用する。この場合において、同法第七百

七十八条第一項、第二項及び第四項中「組織変更後持分会社」とあるのは「組織変

更後相互会社（保険業法第六十九条第四項第一号に規定する組織変更後相互会社を



 

 

いう。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第八十二条を削る。 

  第八十一条第一項中「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に、「第

七十条第一項の公告をした」を「第七十条第二項の規定による公告をした組織変更を

する」に改め、同条第二項中「取締役（委員会等設置相互会社にあっては、執行役）

は、組織変更の日」を「組織変更後相互会社は、効力発生日」に、「第七十条第一項

及び同条第二項において準用する第十七条第二項から第四項まで」を「第七十条」に、

「記載した書類」を「記載し、又は記録した書面又は電磁的記録」に改め、同条第三

項を次のように改める。 

 ３ 組織変更後相互会社の保険契約者その他の債権者は、組織変更後相互会社に対し

て、その事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該組織変更後相互会社の定めた費用

を支払わなければならない。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更後相互会社

の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請

求 

  第八十一条を第八十二条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （組織変更の効力の発生等） 

 第八十一条 組織変更をする株式会社は、効力発生日に、相互会社となる。 

 ２ 組織変更をする株式会社の株式及び新株予約権は、効力発生日に、消滅する。 

 ３ 組織変更をする株式会社の保険契約者は、効力発生日に、組織変更後相互会社に

入社するものとする。 

 ４ 前三項の規定は、第七十条の規定による手続が終了していない場合又は組織変更

を中止した場合には、適用しない。 

  第八十四条第一項中「主たる事務所の所在地において組織変更の日」を「効力発生

日」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 組織変更の無効の訴えは、効力発生日において組織変更をする株式会社の株主等

（株主、取締役、監査役又は清算人（委員会設置会社にあっては、株主、取締役、

執行役又は清算人）をいう。以下この節において同じ。）であった者又は組織変更

後相互会社の社員等（社員、取締役、監査役又は清算人（委員会設置会社にあって

は、社員、取締役、執行役又は清算人）をいう。以下この節において同じ。）、破

産管財人若しくは組織変更について承認をしなかった債権者に限り、提起すること



 

 

ができる。 

  第八十四条に次の二項を加える。 

 ３ 組織変更の無効の訴えは、組織変更後相互会社を被告とする。 

 ４ 会社法第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、第八百三十六条から第八百三十九

条まで（担保提供命令、弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無

効又は取消しの判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責

任）及び第九百三十七条第三項（第一号に係る部分に限る。）（裁判による登記の

嘱託）の規定は組織変更の無効の訴えについて、同法第八百四十条（新株発行の無

効判決の効力）の規定は第七十八条第一項の基金の募集を伴う組織変更の無効判決

について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条本文

（理由の付記）、第八百七十二条（第二号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第

八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条から第八百七十七条まで

（非訟事件手続法の規定の適用除外、最高裁判所規則、審問等の必要的併合）及び

第八百七十八条第一項（裁判の効力）の規定はこの項において準用する同法第八百

四十条第二項の申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同条第一

項中「株主」とあるのは「株主又は社員」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第三節第一款中第八十四条を第八十四条の二とする。 

  第八十三条第一項中「を行ったとき」を「をしたとき」に改め、同条第二項を次の

ように改める。 

 ２ 前項の規定による相互会社の設立の登記の申請書には、第六十七条において準用

する商業登記法第十八条、第十九条及び第四十六条に規定する書類のほか、次に掲

げる書類を添付しなければならない。 

  一 組織変更計画書 

  二 定款 

  三 第七十条第二項の規定による公告をしたことを証する書面 

  四 株主総会及び保険契約者総会（保険契約者総代会を設けたときは、保険契約者

総代会）の議事録 

  五 第七十条第四項の異議を述べた保険契約者その他の債権者があるときは、当該

保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、相当の担保を提供し、若しくは当該

保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社等に相

当の財産を信託したこと又は当該組織変更をしても当該保険契約者その他の債権

者を害するおそれがないことを証する書面 

  六 第七十条第七項の異議を述べた保険契約者の数が同項の保険契約者の総数の五

分の一を超えなかったことを証する書面又はその者の同項の内閣府令で定める金

額が同項の金額の総額の五分の一を超えなかったことを証する書面 



 

 

  七 組織変更をする株式会社が株券発行会社であるときは、第六十九条第六項にお

いて準用する会社法第二百十九条第一項本文の規定による公告をしたことを証す

る書面又は当該株式の全部について株券を発行していないことを証する書面 

  八 組織変更をする株式会社が新株予約権を発行しているときは、第六十九条第六

項において準用する会社法第二百九十三条第一項の規定による公告をしたことを

証する書面又は同項に規定する新株予約権証券を発行していないことを証する書

面 

  九 組織変更後相互会社の取締役（組織変更後相互会社が監査役設置会社である場

合にあっては、取締及び監査役）が就任を承諾したことを証する書面 

  十 組織変更後の会計参与又は会計監査人を選任したときは、次に掲げる書面 

   イ 就任を承諾したことを証する書面 

   ロ これらの者が法人であるときは、当該法人の登記事項証明書。ただし、当該

登記所の管轄区域内に当該法人の主たる事務所がある場合を除く。 

   ハ これらの者が法人でないときは、会計参与にあっては第五十三条の四におい

て準用する会社法第三百三十三条第一項に規定する者であること、会計監査人

にあっては第五十三条の七において準用する同法第三百三十七条第一項に規定

する者であることを証する書面 

  十一 基金の募集をしたときは、基金の拠出の申込み又は第七十八条第三項におい

て準用する第三十条の契約を証する書面 

  十二 基金の募集をしたときは、第七十八条第三項において準用する第三十条の三

第一項の基金の払込みがあったことを証する書面 

  第八十三条第三項中「第七十一条及び第七十三条」を「第七十六条及び第七十八

条」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第八十三条を第八十四条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （旧株式に関する質権） 

 第八十三条 会社法第百五十一条（各号を除く。）及び第百五十四条（株式の質入れ

の効果）の規定は、株式会社が組織変更をした場合に当該組織変更によって株主が

受けることのできる金銭について準用する。この場合において、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  第八十五条中「とする」を「となる」に改める。 

  第八十六条の見出しを「（組織変更計画の承認）」に改め、同条第一項中「組織変

更計画書」を「組織変更計画」に改め、同条第二項を削り、同条第三項中「前二項」

を「前項」に改め、同項を同条第二項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ３ 相互会社は、第一項の決議をする場合には、第四十一条第一項又は第四十九条第

一項において準用する会社法第二百九十九条第一項の通知において、組織変更計画



 

 

の要領を示さなければならない。 

  第八十六条第四項を次のように改める。 

 ４ 相互会社は、組織変更計画において、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 組織変更後の株式会社（以下この款において「組織変更後株式会社」とい

う。）の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数 

  二 前号に掲げるもののほか、組織変更後株式会社の定款で定める事項 

  三 組織変更後株式会社の取締役の氏名 

  四 次に掲げる場合の区分に応じ、次に定める事項 

   イ 組織変更後株式会社が会計参与設置会社である場合 組織変更後株式会社の

会計参与の氏名又は名称 

   ロ 組織変更後株式会社が監査役設置会社である場合 組織変更後株式会社の監

査役の氏名 

   ハ 組織変更後株式会社が会計監査人設置会社である場合 組織変更後株式会社

の会計監査人の氏名又は名称 

  五 組織変更をする相互会社の社員が組織変更に際して取得する組織変更後株式会

社の株式の数（組織変更後株式会社が種類株式発行会社である場合にあっては、

株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに組織変更後株式会社

の資本金及び準備金に関する事項 

  六 組織変更をする相互会社の社員に対する前号の株式の割当てに関する事項 

  七 組織変更をする相互会社の社員に対して金銭を交付するときは、その額又はそ

の算定方法 

  八 組織変更をする相互会社の社員に対する前号の金銭の割当てに関する事項 

  九 組織変更をする相互会社の社員に対する株式の割当てにより生ずる一株に満た

ない端数に係る部分につき新たに発行する株式の売却の方法その他売却に関し内

閣府令で定める事項 

  十 前号の株式を買い受けるときは、買受けの方法その他当該買受けに関し内閣府

令で定める事項 

  十一 組織変更後における保険契約者の権利に関する事項 

  十二 組織変更がその効力を生ずる日（以下この款において「効力発生日」とい

う。）その他内閣府令で定める事項 

  第八十六条第五項及び第六項を削り、同条第七項中「第二項の定款において、組織

変更後の株式会社」を「前項第二号の定款で定める事項として、組織変更後株式会

社」に、「記載し、又は記録しなければ」を「定めなければ」に改め、同項を同条第

五項とする。 

  第八十六条の二を削る。 

  第八十七条を次のように改める。 



 

 

  （組織変更に関する書類等の備置き及び閲覧等） 

 第八十七条 組織変更をする相互会社は、組織変更計画備置開始日から効力発生日ま

での間、組織変更計画の内容その他内閣府令で定める事項を記載し、又は記録した

書面又は電磁的記録を各事務所に備え置かなければならない。 

 ２ 前項に規定する「組織変更計画備置開始日」とは、次に掲げる日のいずれか早い

日をいう。 

  一 前条第一項の社員総会の日の二週間前の日（第四十一条第一項において準用す

る会社法第三百十九条第一項の場合にあっては、同項の提案があった日） 

  二 次条第二項の規定による公告の日 

 ３ 組織変更をする相互会社の保険契約者その他の債権者は、当該相互会社に対して、

その事業時間内は、いつでも、次の各号に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該相互会社の定めた費用を支払わな

ければならない。 

  一 第一項の書面の閲覧の請求 

  二 第一項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 第一項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示した

ものの閲覧の請求 

  四 第一項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更をする相

互会社の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交

付の請求 

 ４ 取締役会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を取締役に委任する

ことができない。 

  一 重要な財産の処分及び譲受け 

  二 多額の借財 

  三 支配人その他の重要な使用人の選任及び解任 

  四 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

  五 第六十一条第一号に掲げる事項その他の社債（同条に規定する社債をいう。）

を引き受ける者の募集に関する重要な事項として内閣府令で定める事項 

  六 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他相互会社の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府令で定める体

制の整備 

  七 第五十三条の三十六において読み替えて準用する会社法第四百二十六条第一項

の規定による定款の定めに基づく第五十三条の三十三第一項の責任の免除 

 ５ 保険会社である相互会社及び第二百七十二条の四第一項第一号ロに掲げる相互会

社においては、取締役会は、前項第六号に掲げる事項を決定しなければならない。 

  （会社法の準用） 



 

 

 第五十三条の十五 会社法第三百五十条（代表者の行為についての損害賠償責任）、

第三百五十二条（取締役の職務を代行する者の権限）、第三百五十四条から第三百

五十七条まで（表見代表取締役、忠実義務、競業及び利益相反取引の制限、取締役

の報告義務）、第三百五十八条（第一項第二号を除く。）（業務の執行に関する検

査役の選任）、第三百五十九条（裁判所による株主総会招集等の決定）、第三百六

十条第一項（株主による取締役の行為の差止め）、第三百六十一条（取締役の報酬

等）及び第三百六十五条第二項（競業及び取締役会設置会社との取引等の制限）の

規定は相互会社の取締役について、同法第三百四十九条第四項及び第五項（株式会

社の代表）並びに第三百五十一条（代表取締役に欠員を生じた場合の措置）の規定

は相互会社の代表取締役について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、

第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴

取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号及び第四号に係る部分に限る。）

（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び

第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は相互会社の取締役又は代表取締役につ

いて、同法第九百三十七条第一項（第二号イに係る部分に限る。）（裁判による登

記の嘱託）の規定は相互会社の代表取締役について、それぞれ準用する。この場合

において、同法第三百五十六条第一項中「株主総会」とあるのは「取締役会」と、

同法第三百五十八条第一項中「株主は」とあるのは「社員又は総代は」と、同項第

一号中「総株主（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決

権を行使することができない株主を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割

合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する株主」とある

のは「社員総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ

の割合）以上に相当する数の社員又は三千名（これを下回る数を定款で定めた場合

にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、保険業法第三十八条

第一項に規定する政令で定める数以上の社員）で六箇月（これを下回る期間を定款

で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続いて社員である者（総代会を設

けているときは、これらの者又は九名（これを下回る数を定款で定めた場合にあっ

ては、その数）以上の総代）」と、同条第七項中「株主」とあるのは「社員又は総

代」と、同法第三百五十九条第一項第二号中「株主」とあるのは「社員（総代会を

設けているときは、総代）」と、同法第三百六十条第一項中「株式を有する株主」

とあるのは「社員である者」と、「著しい損害」とあるのは「回復することができ

ない損害」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （取締役会の運営） 

 第五十三条の十六 会社法第二編第四章第五節第二款（第三百六十七条並びに第三百

七十一条第三項及び第五項を除く。）（運営）の規定は相互会社の取締役会の運営



 

 

について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎

明）、第八百七十条（第一号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一

条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗

告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続

法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定はこの条にお

いて読み替えて準用する同法第三百七十一条第二項又は第四項の規定による許可の

申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第三百七十一条第二

項（議事録等）中「株主」とあるのは「社員（総代会を設けているときは、総

代）」と、「株式会社の営業時間内は、いつでも」とあるのは「裁判所の許可を得

て」と、同条第六項中「親会社若しくは子会社」とあるのは「保険業法第三十三条

の二第一項に規定する実質子会社」と、同法第三百七十二条第二項及び第三項（取

締役会への報告の省略）中「第三百六十三条第二項」とあるのは「保険業法第五十

三条の十三第二項」と、同条第三項中「第四百十七条第四項」とあるのは「保険業

法第五十三条の三十第五項において準用する第四百十七条第四項」と、同法第三百

七十三条第一項及び第二項（特別取締役による取締役会の決議）中「第三百六十二

条第四項第一号及び第二号」とあるのは「保険業法第五十三条の十四第四項第一号

及び第二号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第五目 会計参与 

  （会計参与の権限等） 

 第五十三条の十七 会社法第二編第四章第六節（第三百七十八条第一項第二号及び第

三項を除く。）（会計参与）の規定は、相互会社の会計参与について準用する。こ

の場合において、同法第三百七十四条第一項（会計参与の権限）中「第四百三十五

条第二項」とあるのは「保険業法第五十四条の三第二項」と、「附属明細書、臨時

計算書類（第四百四十一条第一項に規定する臨時計算書類をいう。以下この章にお

いて同じ。）」とあるのは「附属明細書」と、「第四百四十四条第一項」とあるの

は「保険業法第五十四条の十第一項」と、同条第五項中「第三百三十三条第三項第

二号又は第三号」とあるのは「保険業法第五十三条の四において準用する第三百三

十三条第三項第二号又は第三号」と、同法第三百七十六条第一項（取締役会への出

席）中「第四百三十六条第三項、第四百四十一条第三項又は第四百四十四条第五

項」とあるのは「保険業法第五十四条の四第三項又は第五十四条の十第五項」と、

同条第三項中「第三百六十八条第二項」とあるのは「保険業法第五十三条の十六に

おいて準用する第三百六十八条第二項」と、同法第三百七十八条第一項第一号（会

計参与による計算書類等の備置き等）中「第三百十九条第一項」とあるのは「保険

業法第四十一条第一項において準用する第三百十九条第一項」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第六目 監査役及び監査役会 



 

 

  （監査役の権限） 

 第五十三条の十八 監査役は、取締役（会計参与設置会社（会計参与を置く株式会社

又は相互会社をいう。以下同じ。）にあっては、取締役及び会計参与）の職務の執

行を監査する。この場合において、監査役は、内閣府令で定めるところにより、監

査報告を作成しなければならない。 

 ２ 監査役は、いつでも、取締役及び会計参与並びに支配人その他の使用人に対して

事業の報告を求め、又は相互会社の業務及び財産の状況を調査することができる。 

 ３ 監査役は、その職務を行うため必要があるときは、相互会社の実質子会社に対し

て事業の報告を求め、又はその実質子会社の業務及び財産の状況を調査することが

できる。 

 ４ 前項の実質子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むこと

ができる。 

  （監査役会の権限） 

 第五十三条の十九 監査役会は、すべての監査役で組織する。 

 ２ 監査役会は、次に掲げる職務を行う。ただし、第三号の決定は、監査役の権限の

行使を妨げることはできない。 

  一 監査報告の作成 

  二 常勤の監査役の選定及び解職 

  三 監査の方針、監査役会設置会社の業務及び財産の状況の調査の方法その他の監

査役の職務の執行に関する事項の決定 

 ３ 監査役会は、監査役の中から常勤の監査役を選定しなければならない。 

 ４ 監査役は、監査役会の求めがあるときは、いつでもその職務の執行の状況を監査

役会に報告しなければならない。 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の二十 会社法第三百八十二条から第三百八十八条まで（取締役への報告

義務、取締役会への出席義務等、株主総会に対する報告義務、監査役による取締役

の行為の差止め、監査役設置会社と取締役との間の訴えにおける会社の代表、監査

役の報酬等、費用等の請求）の規定は、相互会社の監査役について準用する。この

場合において、同法第三百八十三条第一項中「第三百七十三条第一項」とあるのは

「保険業法第五十三条の十六において準用する第三百七十三条第一項」と、同条第

二項中「第三百六十六条第一項ただし書」とあるのは「保険業法第五十三条の十六

において準用する第三百六十六条第一項ただし書」と、同条第四項中「第三百七十

三条第二項」とあるのは「保険業法第五十三条の十六において準用する第三百七十

三条第二項」と、同法第三百八十六条第一項中「第三百四十九条第四項、第三百五

十三条及び第三百六十四条」とあり、及び同条第二項中「第三百四十九条第四項」

とあるのは「保険業法第五十三条の十五において準用する第三百四十九条第四項」



 

 

と、同項第一号中「第八百四十七条第一項」とあるのは「保険業法第五十三条の三

十七において準用する第八百四十七条第一項」と、同項第二号中「第八百四十九条

第三項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十七において準用する第八百四十九

条第三項」と、「第八百五十条第二項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十七

において準用する第八百五十条第二項」と読み替えるものとするほか、必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

  （監査役会の運営） 

 第五十三条の二十一 会社法第二編第四章第八節第二款（運営）の規定は相互会社の

監査役会の運営について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百

六十九条（疎明）、第八百七十条（第一号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、

第八百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条

（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規

定はこの条において準用する同法第三百九十四条第二項（同条第三項において準用

する場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による許可の申立てについて、

それぞれ準用する。この場合において、同法第三百九十四条第二項（議事録）中

「株主」とあるのは「社員（総代会を設けているときは、総代）」と、同条第三項

中「役員の責任を追及するため必要があるとき及び親会社社員がその権利を行使す

るため必要があるとき」とあるのは「役員の責任を追及するため必要があるとき」

と、同条第四項中「親会社若しくは子会社」とあるのは「保険業法第三十三条の二

第一項に規定する実質子会社」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

       第七目 会計監査人 

  （会計監査人の権限等） 

 第五十三条の二十二 会計監査人は、次款の定めるところにより、相互会社の計算書

類（第五十四条の三第二項に規定する計算書類をいう。以下この款において同

じ。）及びその附属明細書並びに連結計算書類（第五十四条の十第一項に規定する

連結計算書類をいう。）を監査する。この場合において、会計監査人は、内閣府令

で定めるところにより、会計監査報告を作成しなければならない。 

 ２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄与をし、又は取締役及び

会計参与並びに支配人その他の使用人に対し、会計に関する報告を求めることがで

きる。 

  一 会計帳簿（第五十四条の二第一項に規定する会計帳簿をいう。以下この款にお

いて同じ。）又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該

書面 

  二 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、



 

 

当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したもの 

 ３ 会計監査人は、その職務を行うため必要があるときは、会計監査人設置会社（会

計監査人を置く株式会社又は相互会社をいう。以下同じ。）の実質子会社に対して

会計に関する報告を求め、又は会計監査人設置会社若しくはその実質子会社の業務

及び財産の状況の調査をすることができる。 

 ４ 前項の実質子会社は、正当な理由があるときは、同項の報告又は調査を拒むこと

ができる。 

 ５ 会計監査人は、その職務を行うに当たっては、次のいずれかに該当する者を使用

してはならない。 

  一 第五十三条の七において準用する会社法第三百三十七条第三項第一号又は第二

号に掲げる者 

  二 会計監査人設置会社又はその実質子会社の取締役、執行役、会計参与若しくは

監査役又は支配人その他の使用人である者 

  三 会計監査人設置会社又はその実質子会社から公認会計士又は監査法人の業務以

外の業務により継続的な報酬を受けている者 

 ６ 相互会社が委員会設置会社である場合における第二項の規定の適用については、

同項中「取締役」とあるのは、「取締役、執行役」とする。 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の二十三 会社法第三百九十七条から第三百九十九条まで（監査役に対す

る報告、定時株主総会における会計監査人の意見の陳述、会計監査人の報酬等の決

定に関する監査役の関与）の規定は、相互会社の会計監査人について準用する。こ

の場合において、同法第三百九十八条第一項中「第三百九十六条第一項」とあるの

は「保険業法第五十三条の二十二第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

       第八目 委員会及び執行役 

  （委員の選定等） 

 第五十三条の二十四 各委員会は、委員三人以上で組織する。 

 ２ 各委員会の委員は、取締役の中から、取締役会の決議によって選定する。 

 ３ 各委員会の委員の過半数は、社外取締役（相互会社の取締役であって、当該相互

会社又はその実質子会社の業務執行取締役（相互会社の第五十三条の十三第一項各

号に掲げる取締役及び当該相互会社の業務を執行したその他の取締役をいう。以下

同じ。）若しくは執行役又は支配人その他の使用人でなく、かつ、過去に当該相互

会社又はその実質子会社の業務執行取締役若しくは執行役又は支配人その他の使用

人となったことがないものをいう。以下同じ。）でなければならない。 

 ４ 監査委員は、委員会設置会社若しくはその実質子会社の執行役若しくは業務執行

取締役又は委員会設置会社の実質子会社の会計参与（会計参与が法人であるときは、



 

 

その職務を行うべき社員）若しくは支配人その他の使用人を兼ねることができない。 

  （委員の解職等） 

 第五十三条の二十五 各委員会の委員は、いつでも、取締役会の決議によって解職す

ることができる。 

 ２ 会社法第四百一条第二項から第四項まで（委員の解職等）、第八百六十八条第一

項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴

取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立て

の制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）、第八百七十六条

（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第一項（第二号イに係る部分に限る。）

（裁判による登記の嘱託）の規定は、委員会設置会社の委員について準用する。こ

の場合において、同法第四百一条第二項中「前条第一項」とあるのは「保険業法第

五十三条の二十四第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

  （執行役の選任等） 

 第五十三条の二十六 委員会設置会社には、一人又は二人以上の執行役を置かなけれ

ばならない。 

 ２ 執行役は、取締役会の決議によって選任する。 

 ３ 委員会設置会社と執行役との関係は、委任に関する規定に従う。 

 ４ 第五十三条の二第一項の規定は、執行役について準用する。 

 ５ 執行役は、取締役を兼ねることができる。 

 ６ 執行役の任期は、選任後一年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する

定時社員総会の終結後最初に招集される取締役会の終結の時までとする。ただし、

定款によって、その任期を短縮することを妨げない。 

 ７ 会社法第四百二条第八項（執行役の選任等）の規定は、相互会社の執行役の任期

について準用する。この場合において、同項中「前項」とあるのは「保険業法第五

十三条の二十六第六項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

  （執行役の解任等） 

 第五十三条の二十七 執行役は、いつでも、取締役会の決議によって解任することが

できる。 

 ２ 前項の規定により解任された執行役は、その解任について正当な理由がある場合

を除き、委員会設置会社に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することが

できる。 

 ３ 第五十三条の二十五第二項において準用する会社法第四百一条第二項から第四項

までの規定並びに同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条



 

 

（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第

一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続

法の規定の適用除外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第

一項（第二号イに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、執行役

が欠けた場合又は定款で定めた執行役の員数が欠けた場合について準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （委員会の権限等） 

 第五十三条の二十八 指名委員会は、社員総会に提出する取締役（会計参与設置会社

にあっては、取締役及び会計参与）の選任及び解任に関する議案の内容を決定する。 

 ２ 監査委員会は、次に掲げる職務を行う。 

  一 執行役等（執行役及び取締役をいい、会計参与設置会社にあっては、執行役、

取締役及び会計参与をいう。以下この目において同じ。）の職務の執行の監査及

び監査報告の作成 

  二 社員総会に提出する会計監査人の選任及び解任並びに会計監査人を再任しない

ことに関する議案の内容の決定 

 ３ 報酬委員会は、第五十三条の十五において準用する会社法第三百六十一条第一項

の規定並びに第五十三条の十七において準用する同法第三百七十九条第一項及び第

二項の規定にかかわらず、執行役等の個人別の報酬等（報酬、賞与その他の職務執

行の対価として相互会社から受ける財産上の利益をいう。以下この項において同

じ。）の内容を決定する。執行役が委員会設置会社の支配人その他の使用人を兼ね

ているときは、当該支配人その他の使用人の報酬等の内容についても、同様とする。 

 ４ 委員がその職務の執行（当該委員が所属する委員会の職務の執行に関するものに

限る。以下この項において同じ。）について委員会設置会社に対して次に掲げる請

求をしたときは、当該委員会設置会社は、当該請求に係る費用又は債務が当該委員

の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除き、これを拒むことができない。 

  一 費用の前払の請求 

  二 支出をした費用及び支出の日以後におけるその利息の償還の請求 

  三 負担した債務の債権者に対する弁済（当該債務が弁済期にない場合にあっては、

相当の担保の提供）の請求 

 ５ 会社法第四百五条から第四百九条まで（監査委員会による調査、取締役会への報

告義務、監査委員による執行役等の行為の差止め、委員会設置会社と執行役又は取

締役との間の訴えにおける会社の代表等、報酬委員会による報酬の決定の方法等）

の規定は、委員会設置会社の委員会又は委員について準用する。この場合において、

同法第四百八条第一項中「第四百二十条第三項において準用する第三百四十九条第

四項の規定並びに第三百五十三条及び第三百六十四条」とあるのは「保険業法第五



 

 

十三条の三十二において準用する第四百二十条第三項において準用する第三百四十

九条第四項」と、同条第三項中「第四百二十条第三項において準用する第三百四十

九条第四項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十二において準用する第四百二

十条第三項において準用する第三百四十九条第四項」と、同項第一号中「第八百四

十七条第一項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十七において準用する第八百

四十七条第一項」と、同項第二号中「第八百四十九条第三項」とあるのは「保険業

法第五十三条の三十七において準用する第八百四十九条第三項」と、「第八百五十

条第二項」とあるのは「同法第五十三条の三十七において準用する第八百五十条第

二項」と、同法第四百九条第二項中「第四百四条第三項」とあるのは「保険業法第

五十三条の二十八第三項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

 ６ 会社法第二編第四章第十節第三款（委員会の運営）の規定は委員会設置会社の委

員会の運営について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十

九条（疎明）、第八百七十条（第一号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八

百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）

（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟

事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定はこ

の項において準用する同法第四百十三条第三項（同条第四項において準用する場合

を含む。以下この項において同じ。）の規定による許可の申立てについて、それぞ

れ準用する。この場合において、同条第三項（議事録）中「株主」とあるのは「社

員（総代会を設けているときは、総代）」と、同条第四項中「委員の責任を追及す

るため必要があるとき及び親会社社員がその権利を行使するため必要があるとき」

とあるのは「委員の責任を追及するため必要があるとき」と、同条第五項中「又は

その親会社若しくは子会社」とあるのは「又はその保険業法第三十三条の二第一項

に規定する実質子会社」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

  （委員会設置会社の取締役の権限） 

 第五十三条の二十九 委員会設置会社の取締役は、この法律又はこの法律に基づく命

令に別段の定めがある場合を除き、委員会設置会社の業務を執行することができな

い。 

  （委員会設置会社の取締役会の権限） 

 第五十三条の三十 委員会設置会社の取締役会は、第五十三条の十四の規定にかかわ

らず、次に掲げる職務を行う。 

  一 次に掲げる事項その他委員会設置会社の業務執行の決定 

   イ 経営の基本方針 

   ロ 監査委員会の職務の執行のため必要なものとして内閣府令で定める事項 



 

 

   ハ 執行役が二人以上ある場合における執行役の職務の分掌及び指揮命令の関係

その他の執行役相互の関係に関する事項 

   ニ 第五項において準用する会社法第四百十七条第二項の規定による取締役会の

招集の請求を受ける取締役 

   ホ 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他相互会社の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府令で定め

る体制の整備 

  二 執行役等の職務の執行の監督 

 ２ 委員会設置会社の取締役会は、前項第一号イからホまでに掲げる事項を決定しな

ければならない。 

 ３ 委員会設置会社の取締役会は、第一項各号に掲げる職務の執行を取締役に委任す

ることができない。 

 ４ 委員会設置会社の取締役会は、その決議によって、委員会設置会社の業務執行の

決定を執行役に委任することができる。ただし、次に掲げる事項については、この

限りでない。 

  一 第四十一条第一項又は第四十九条第一項において準用する会社法第二百九十八

条第一項各号に掲げる事項の決定 

  二 社員総会に提出する議案（取締役、会計参与及び会計監査人の選任及び解任並

びに会計監査人を再任しないことに関するものを除く。）の内容の決定 

  三 第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項（第五十三条

の三十二において準用する同法第四百十九条第二項前段において準用する場合を

含む。）の承認 

  四 第五十三条の十六において準用する会社法第三百六十六条第一項ただし書の規

定による取締役会を招集する取締役の決定 

  五 第五十三条の二十四第二項の規定による委員の選定及び第五十三条の二十五第

一項の規定による委員の解職 

  六 第五十三条の二十六第二項の規定による執行役の選任及び第五十三条の二十七

第一項の規定による執行役の解任 

  七 第五十三条の二十八第五項において準用する会社法第四百八条第一項第一号の

規定による委員会設置会社を代表する者の決定 

  八 第五十三条の三十二において準用する会社法第四百二十条第一項前段の規定に

よる代表執行役の選定及び第五十三条の三十二において準用する同法第四百二十

条第二項の規定による代表執行役の解職 

  九 第五十三条の三十六において読み替えて準用する会社法第四百二十六条第一項

の規定による定款の定めに基づく第五十三条の三十三第一項の責任の免除 

  十 第五十四条の四第三項及び第五十四条の十第五項の承認 



 

 

  十一 第六十二条の二第一項各号に掲げる行為に係る契約の内容の決定 

  十二 組織変更計画の内容の決定 

  十三 合併契約の内容の決定 

 ５ 会社法第四百十七条（委員会設置会社の取締役会の運営）の規定は、委員会設置

会社の取締役会の運営について準用する。この場合において、同条第二項中「前条

第一項第一号ニ」とあるのは「保険業法第五十三条の三十第一項第一号ニ」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （執行役の権限） 

 第五十三条の三十一 執行役は、次に掲げる職務を行う。 

  一 前条第四項の規定による取締役会の決議によって委任を受けた委員会設置会社

の業務の執行の決定 

  二 委員会設置会社の業務の執行 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の三十二 会社法第四百十九条（第二項後段を除く。）（執行役の監査委

員に対する報告義務等）、第四百二十一条（表見代表執行役）及び第四百二十二条

第一項（株主による執行役の行為の差止め）の規定は委員会設置会社の執行役につ

いて、同法第四百二十条（代表執行役）の規定は委員会設置会社の代表執行役につ

いて、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、

第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理

由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百

七十四条（第一号及び第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百

七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規

則）の規定は委員会設置会社の執行役又は代表執行役について、同法第九百三十七

条第一項（第二号イに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は委員

会設置会社の代表執行役について、それぞれ準用する。この場合において、同法第

四百十九条第二項前段中「第三百五十五条、第三百五十六条及び第三百六十五条第

二項」とあるのは「保険業法第五十三条の十五において準用する第三百五十五条、

第三百五十六条及び第三百六十五条第二項」と、同条第三項中「第三百五十七条」

とあるのは「保険業法第五十三条の十五において準用する第三百五十七条」と、同

法第四百二十条第三項中「第三百四十九条第四項及び第五項」とあるのは「保険業

法第五十三条の十五において準用する第三百四十九条第四項及び第五項」と、「第

三百五十二条」とあるのは「同法第五十三条の十五において準用する第三百五十二

条」と、「第四百一条第二項から第四項まで」とあるのは「保険業法第五十三条の

二十五第二項において準用する第四百一条第二項から第四項まで」と、同法第四百

二十二条第一項中「株式を有する株主」とあるのは「社員である者」と読み替える

ものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

       第九目 役員等の損害賠償責任 

  （役員等の相互会社に対する損害賠償責任） 

 第五十三条の三十三 取締役、執行役、会計参与、監査役又は会計監査人（以下この

目において「役員等」という。）は、その任務を怠ったときは、相互会社に対し、

これによって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 取締役又は執行役が第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第

一項（前条において準用する同法第四百十九条第二項前段において準用する場合を

含む。以下この項において同じ。）の規定に違反して同法第三百五十六条第一項第

一号（競業及び利益相反取引の制限）の取引をしたときは、当該取引によって取締

役、執行役又は第三者が得た利益の額は、前項の損害の額と推定する。 

 ３ 第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項第二号又は第三

号（これらの規定を前条において準用する同法第四百十九条第二項前段において準

用する場合を含む。）の取引によって相互会社に損害が生じたときは、次に掲げる

取締役又は執行役は、その任務を怠ったものと推定する。 

  一 第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項（前条におい

て準用する同法第四百十九条第二項前段において準用する場合を含む。）の取締

役又は執行役 

  二 相互会社が当該取引をすることを決定した取締役又は執行役 

  三 当該取引に関する取締役会の承認の決議に賛成した取締役（委員会設置会社に

おいては、当該取引が委員会設置会社と取締役との間の取引又は委員会設置会社

と取締役との利益が相反する取引である場合に限る。） 

  （相互会社に対する損害賠償責任の免除） 

 第五十三条の三十四 前条第一項の責任は、総社員の同意がなければ、免除すること

ができない。 

  （役員等の第三者に対する損害賠償責任） 

 第五十三条の三十五 役員等がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があった

ときは、当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。

ただし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明した

ときは、この限りでない。 

  一 取締役及び執行役 次に掲げる行為 

   イ 基金の募集若しくは社債（第六十一条に規定する社債をいう。）を引き受け

る者の募集をする際に通知しなければならない重要な事項についての虚偽の通

知又は当該募集のための当該相互会社の事業その他の事項に関する説明に用い

た資料についての虚偽の記載若しくは記録 

   ロ 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき



 

 

重要な事項についての虚偽の記載又は記録 

   ハ 虚偽の登記 

   ニ 虚偽の公告（第五十四条の七第三項に規定する措置を含む。） 

  二 会計参与 計算書類及びその附属明細書並びに会計参与報告に記載し、又は記

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録 

  三 監査役及び監査委員 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項について

の虚偽の記載又は記録 

  四 会計監査人 会計監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚

偽の記載又は記録 

  （会社法の準用） 

 第五十三条の三十六 会社法第四百二十五条（第一項第二号、第四項後段及び第五項

を除く。）（責任の一部免除）、第四百二十六条（第四項を除く。）（取締役等に

よる免除に関する定款の定め）、第四百二十七条（責任限定契約）、第四百二十八

条（取締役が自己のためにした取引に関する特則）及び第四百三十条（役員等の連

帯責任）の規定は、相互会社の役員等の損害賠償責任について準用する。この場合

において、これらの規定中「第四百二十三条第一項」とあるのは「保険業法第五十

三条の三十三第一項」と、「第四百二十四条」とあるのは「保険業法第五十三条の

三十四」と、同法第四百二十五条第一項中「決議」とあるのは「保険業法第六十二

条第二項に規定する決議」と、同法第四百二十六条第二項中「についての取締役の

同意を得る場合及び当該責任の免除に関する」とあるのは「に関する」と、同条第

五項中「総株主（第三項の責任を負う役員等であるものを除く。）の議決権の百分

の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権

を有する株主」とあるのは「社員総数（第三項の責任を負う役員等である社員の数

を除く。）の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割

合）以上に相当する数の社員（特定相互会社にあっては、保険業法第三十八条第一

項に規定する政令で定める数以上の社員）」と、同法第四百二十七条第五項中「第

四百二十五条第四項及び第五項」とあるのは「第四百二十五条第四項前段」と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （相互会社における責任追及等の訴え） 

 第五十三条の三十七 会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八百四

十九条第五項並びに第八百五十一条第一項第一号及び第二項を除く。）（株式会社

における責任追及等の訴え）の規定は相互会社における責任を追及する訴えについ

て、同章第三節（第八百五十四条第一項第一号イ及び第二号並びに第二項から第四

項までを除く。）（株式会社の役員の解任の訴え）及び同法第九百三十七条第一項

（第一号ヌに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は相互会社の役

員の解任の訴えについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第八百四十



 

 

七条第一項（責任追及等の訴え）中「株式を有する株主（第百八十九条第二項の定

款の定めによりその権利を行使することができない単元未満株主を除く。）」とあ

るのは「社員である者」と、「第四百二十三条第一項」とあるのは「保険業法第五

十三条の三十三第一項」と、同条第三項から第五項まで及び第七項中「株主」とあ

るのは「社員」と、同法第八百五十四条第一項第一号（株式会社の役員の解任の訴

え）中「総株主（次に掲げる株主を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割

合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を」とあるのは「社員

総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以

上に相当する数の社員又は三千名（これを下回る数を定款で定めた場合にあっては、

その数）以上の社員（特定相互会社にあっては、保険業法第三十八条第一項に規定

する政令で定める数以上の社員）で」と、「有する株主」とあるのは「社員である

者（総代会を設けているときは、これらの者又は九名（これを下回る数を定款で定

めた場合にあっては、その数）以上の総代）」と読み替えるものとするほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第二節第五款の款名を次のように改める。 

      第五款 相互会社の計算等 

  第二編第二章第二節第五款中第五十四条の前に次の目名を付する。 

       第一目 会計の原則 

  第五十四条を次のように改める。 

 第五十四条 相互会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に従う

ものとする。 

  第五十四条の次に次の一目及び目名を加える。 

       第二目 計算書類等 

  （会計帳簿の作成及び保存等） 

 第五十四条の二 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、適時に、正確な会計

帳簿を作成しなければならない。 

 ２ 相互会社は、会計帳簿の閉鎖の時から十年間、その会計帳簿及びその事業に関す

る重要な資料を保存しなければならない。 

 ３ 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、会計帳簿の全部又は

一部の提出を命ずることができる。 

  （計算書類等の作成及び保存） 

 第五十四条の三 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、その成立の日におけ

る貸借対照表を作成しなければならない。 

 ２ 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、各事業年度に係る計算書類（貸借

対照表、損益計算書、剰余金の処分又は損失の処理に関する議案その他相互会社の

財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして内閣府令で定めるもの



 

 

をいう。以下この款において同じ。）及び事業報告並びにこれらの附属明細書を作

成しなければならない。 

 ３ 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録をもって作成す

ることができる。 

 ４ 相互会社は、計算書類を作成した時から十年間、当該計算書類及びその附属明細

書を保存しなければならない。 

  （計算書類等の監査等） 

 第五十四条の四 相互会社（会計監査人設置会社を除く。）においては、前条第二項

の計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、内閣府令で定めるところに

より、監査役の監査を受けなければならない。 

 ２ 会計監査人設置会社においては、次の各号に掲げるものは、内閣府令で定めると

ころにより、当該各号に定める者の監査を受けなければならない。 

  一 前条第二項の計算書類及びその附属明細書 監査役（委員会設置会社にあって

は、監査委員会）及び会計監査人 

  二 前条第二項の事業報告及びその附属明細書 監査役（委員会設置会社にあって

は、監査委員会） 

 ３ 前二項の監査を受けた計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書は、取締

役会の承認を受けなければならない。 

  （計算書類等の社員への提供） 

 第五十四条の五 取締役は、定時社員総会（総代会を設けているときは、定時総代会。

以下この款において同じ。）の招集の通知に際して、内閣府令で定めるところによ

り、社員（総代会を設けているときは、総代。以下この款において同じ。）に対し、

前条第三項の承認を受けた計算書類及び事業報告（監査報告又は会計監査報告を含

む。）を提供しなければならない。 

  （計算書類等の定時社員総会への提出等） 

 第五十四条の六 取締役は、第五十四条の四第三項の承認を受けた計算書類及び事業

報告を定時社員総会に提出し、又は提供しなければならない。 

 ２ 前項の規定により提出され、又は提供された計算書類は、定時社員総会の承認を

受けなければならない。 

 ３ 取締役は、第一項の規定により提出され、又は提供された事業報告の内容を定時

社員総会に報告しなければならない。 

 ４ 会計監査人設置会社において、第五十四条の四第三項の承認を受けた計算書類が

法令及び定款に従い相互会社の財産及び損益の状況を正しく表示しているものとし

て内閣府令で定める要件に該当する場合における前二項の規定の適用については、

第二項中「計算書類」とあるのは「剰余金の処分又は損失の処理に関する議案」と、

前項中「事業報告」とあるのは「計算書類（剰余金の処分又は損失の処理に関する



 

 

議案を除く。）及び事業報告」とする。 

  （計算書類の公告） 

 第五十四条の七 相互会社は、内閣府令で定めるところにより、定時社員総会の終結

後遅滞なく、貸借対照表（第五十三条の十四第五項に規定する相互会社にあっては、

貸借対照表及び損益計算書）を公告しなければならない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、その公告方法が時事に関する事項を掲載する日刊新聞

紙に掲載する方法である相互会社は、同項に規定する貸借対照表の要旨を公告する

ことで足りる。 

 ３ 前項の相互会社は、内閣府令で定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞

なく、第一項に規定する貸借対照表の内容である情報を、定時社員総会の終結の日

後五年を経過する日までの間、継続して電磁的方法により不特定多数の者が提供を

受けることができる状態に置く措置をとることができる。この場合においては、前

二項の規定は、適用しない。 

 ４ 証券取引法第二十四条第一項（有価証券報告書）の規定により有価証券報告書を

内閣総理大臣に提出しなければならない相互会社については、前三項の規定は、適

用しない。 

  （計算書類等の備置き及び閲覧等） 

 第五十四条の八 相互会社は、各事業年度に係る計算書類及び事業報告並びにこれら

の附属明細書（監査報告又は会計監査報告を含む。以下この条において「計算書類

等」という。）を、定時社員総会の日の二週間前の日（第四十一条第一項において

準用する会社法第三百十九条第一項の場合にあっては、同項の提案があった日）か

ら五年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。 

 ２ 相互会社は、各事業年度に係る計算書類等の写しを、定時社員総会の日の二週間

前の日（第四十一条第一項において準用する会社法第三百十九条第一項の場合にあ

っては、同項の提案があった日）から三年間、その従たる事務所に備え置かなけれ

ばならない。ただし、計算書類等が電磁的記録で作成されている場合であって、従

たる事務所における次項第三号及び第四号に掲げる請求に応じることを可能とする

ための措置として内閣府令で定めるものをとっているときは、この限りでない。 

 ３ 相互会社の保険契約者、保険金額を受け取るべき者その他の債権者及び被保険者

は、相互会社の事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。た

だし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該相互会社の定めた費用を支

払わなければならない。 

  一 計算書類等が書面をもって作成されているときは、当該書面又は当該書面の写

しの閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 計算書類等が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記



 

 

録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって相互会社の定めたも

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

  （計算書類等の提出命令） 

 第五十四条の九 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、計算書

類及びその附属明細書の全部又は一部の提出を命ずることができる。 

  （連結計算書類） 

 第五十四条の十 会計監査人設置会社は、内閣府令で定めるところにより、各事業年

度に係る連結計算書類（当該会計監査人設置会社及びその実質子会社から成る企業

集団の財産及び損益の状況を示すために必要かつ適当なものとして内閣府令で定め

るものをいう。以下この条において同じ。）を作成することができる。 

 ２ 連結計算書類は、電磁的記録をもって作成することができる。 

 ３ 事業年度の末日において第五十三条の十四第五項に規定する相互会社であって証

券取引法第二十四条第一項（有価証券報告書）の規定により有価証券報告書を内閣

総理大臣に提出しなければならないものは、当該事業年度に係る連結計算書類を作

成しなければならない。 

 ４ 連結計算書類は、内閣府令で定めるところにより、監査役（委員会設置会社にあ

っては、監査委員会）及び会計監査人の監査を受けなければならない。 

 ５ 前項の監査を受けた連結計算書類は、取締役会の承認を受けなければならない。 

 ６ 第五十四条の五並びに第五十四条の六第一項及び第三項の規定は、連結計算書類

について準用する。この場合において、同項中「事業報告の内容」とあるのは「連

結計算書類の内容及び第五十四条の十第四項の監査の結果」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

       第三目 基金利息の支払、基金の償却及び剰余金の分配 

  第五十五条第一項中「控除した額」の下に「（第五十五条の三第三項第一号におい

て「利息支払限度額」という。）」を加え、同項第二号中「次条の基金償却積立金の

額（第五十七条第二項」を「第五十六条の基金償却積立金の額（第五十九条第二項」

に改め、同条第二項中「控除した額」の下に「（第五十五条の三第三項第二号におい

て「償却等限度額」という。）」を加え、同項第二号中「次条」を「第五十六条」に

改め、同条の次に次の三条及び目名を加える。 

  （剰余金の分配） 

 第五十五条の二 剰余金の分配は、公正かつ衡平な分配をするための基準として内閣

府令で定める基準に従い、行わなければならない。 

 ２ 相互会社は、その定款において第二十三条第一項第七号に掲げる事項として、毎

決算期に剰余金の処分を行う場合には、その対象となる金額として内閣府令で定め

る金額のうち、当該金額に一定の比率を乗じた額以上の額を、社員に対する剰余金



 

 

の分配をするための準備金として内閣府令で定めるものに積み立てるべき旨を定め

なければならない。 

 ３ 前項に規定する一定の比率は、内閣府令で定める比率を下回ってはならない。 

 ４ 相互会社は、その決算の状況に照らしてやむを得ない事情がある場合には、前二

項の規定にかかわらず、定款において、当該決算期における剰余金の処分に限り、

第二項の内閣府令で定める金額に前項の内閣府令で定める比率を下回る比率を乗じ

た額を第二項の内閣府令で定める準備金に積み立てる旨を定めることができる。 

 ５ 前項の定款の定めは、内閣総理大臣の認可を受けなければ、その効力を生じない。 

  （基金利息の支払等に関する責任） 

 第五十五条の三 第五十五条第一項の規定に違反して相互会社が基金利息の支払をし

た場合又は同条第二項の規定に違反して相互会社が基金の償却若しくは剰余金の分

配をした場合には、これらの行為（以下この条及び次条において「基金利息の支払

等」という。）により金銭の交付を受けた者及び次に掲げる者は、当該相互会社に

対し、連帯して、当該金銭の交付を受けた者が交付を受けた金銭の額に相当する金

銭を支払う義務を負う。 

  一 基金利息の支払等に関する職務を行った業務執行者（業務執行取締役（委員会

設置会社にあっては、執行役）その他当該業務執行取締役の行う業務の執行に職

務上関与した者として内閣府令で定めるものをいう。） 

  二 剰余金の処分又は損失の処理に関する議案に係る定時社員総会の決議があった

場合（当該決議によって定められた議案の内容が第五十五条第一項又は第二項の

規定に違反している場合に限る。）における当該定時社員総会に議案を提案した

取締役として内閣府令で定めるもの 

 ２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる者は、その職務を行うについて注意

を怠らなかったことを証明したときは、同項の義務を負わない。 

 ３ 第一項の規定により同項各号に掲げる者の負う義務は、免除することができない。

ただし、次の各号に掲げる場合において、当該各号に定める額を限度として当該義

務を免除することについて総社員の同意があるときは、この限りでない。 

  一 基金利息の支払をした場合 利息支払限度額 

  二 基金の償却又は剰余金の分配をした場合（第五十五条第二項ただし書に規定す

る場合を除く。） 償却等限度額 

  （社員に対する求償権の制限等） 

 第五十五条の四 第五十五条第一項又は第二項の規定に違反して相互会社が基金利息

の支払等をした場合において、これらの違反があることにつき善意の社員は、当該

社員が交付を受けた金銭について、前条第一項の金銭を支払った同項各号に掲げる

者からの求償の請求に応ずる義務を負わない。 

       第四目 基金償却積立金及び損失てん補準備金 



 

 

  第五十八条及び第五十九条を削る。 

  第五十七条第二項中「前条」を「第五十七条」に改め、第二編第二章第二節第五款

中同条を第五十九条とする。 

  第五十六条の二第三項中「第六十五条」を「第六十七条」に、「第十九条（申請書

の添付書面）及び第七十九条（株式会社の添付書面の通則）」を「第十九条及び第四

十六条」に改め、同項各号を次のように改める。 

  一 次項において読み替えて準用する第十七条第二項の規定による公告をしたこと

を証する書面 

  二 次項において読み替えて準用する第十七条第四項の異議を述べた保険契約者そ

の他の債権者があるときは、当該保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、相

当の担保を供し、若しくは当該保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせるこ

とを目的として信託会社等に相当の財産を信託したこと又は当該基金償却積立金

の取崩しをしても当該保険契約者その他の債権者を害するおそれがないことを証

する書面 

  三 次項において読み替えて準用する第十七条第六項の異議を述べた保険契約者の

数が同項の保険契約者の総数の五分の一を超えなかったことを証する書面又はそ

の者の同項の内閣府令で定める金額が同項の金額の総額の五分の一を超えなかっ

たことを証する書面 

  第五十六条の二第四項を次のように改める。 

 ４ 第十六条第一項（ただし書を除く。）及び第二項、第十七条（第一項ただし書を

除く。）、第十七条の二第四項並びに第十七条の四の規定は、第一項の基金償却積

立金の取崩しについて準用する。この場合において、これらの規定中「資本金等の

額の減少」とあるのは「基金償却積立金の取崩し」と、第十六条第一項中「株式会

社は、資本金又は準備金（以下この節において「資本金等」という。）の額の減少

（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）の決議に係る株主総会

（会社法第四百四十七条第三項（資本金の額の減少）又は第四百四十八条第三項

（準備金の額の減少）に規定する場合にあっては、取締役会）の会日の二週間前か

ら資本金等の額の減少の効力を生じた日後六月を経過する日まで」とあるのは「第

五十七条第一項の場合には、相互会社は、同項の決議に係る社員総会（総代会を設

けているときは、総代会）の会日の二週間前から基金償却積立金の取崩しをした日

後六月を経過する日まで」と、第十七条第一項中「株式会社が資本金等の額を減少

する場合（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）」とあるのは

「第五十七条第一項の場合」と、同条第六項中「会社法第四百四十七条第一項（資

本金の額の減少）又は第四百四十八条第一項（準備金の額の減少）」とあるのは

「第五十七条第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 



 

 

  第五十六条の二に次の一項を加える。 

 ６ 会社法第八百二十八条第一項（第五号に係る部分に限る。）及び第二項（第五号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第五号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条から第八百三十九条まで（担保提供命令、弁論等の必要的併合、認

容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又は取消しの判決の効力）、第八百四十六条

（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号ニに

係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、基金償却積立金の取崩し

の無効の訴えについて準用する。この場合において、同法第八百二十八条第二項第

五号中「株主等」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役若しくは清算人

（委員会設置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）」と読み替える

ものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第五十六条の二を第五十七条とし、同条の次に次の一条を加える。 

  （損失てん補準備金） 

 第五十八条 相互会社は、基金（第五十六条の基金償却積立金を含む。）の総額（定

款でこれを上回る額を定めたときは、その額）に達するまでは、毎決算期に剰余金

の処分として支出する金額（第五十五条の二第二項の準備金のうち内閣府令で定め

るものに積み立てる金額を含む。）の千分の三以上を、損失てん補準備金として積

み立てなければならない。 

  第二編第二章第二節第六款の款名を次のように改める。 

      第六款 基金の募集 

  第六十条第一項中「、総代会」の下に「。以下この項において同じ。」を加え、同

項に後段として次のように加える。 

   この場合においては、相互会社は、社員総会の決議により、新たに募集をする基

金の額を定めなければならない。 

  第六十条第三項から第五項までを削り、同条の次に次の一条を加える。 

  （基金の拠出の申込み） 

 第六十条の二 相互会社は、前条第一項の募集に応じて基金の拠出の申込みをしよう

とする者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 第二十三条第一項第二号及び第四号から第六号までに掲げる事項 

  二 新たに募集をする基金の額、当該基金の拠出者が有する権利及びその償却の方

法 

  三 払込みの期日 

  四 基金の拠出に係る銀行等の払込みの取扱いの場所 

 ２ 前条第一項の募集に応じて基金の拠出の申込みをする者は、次に掲げる事項を記

載した書面を相互会社に交付しなければならない。 



 

 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 拠出しようとする基金の額 

 ３ 前条第一項の基金の募集による変更の登記の申請書には、第六十七条において準

用する商業登記法第十八条及び第四十六条に定める書類のほか、次に掲げる書類を

添付しなければならない。 

  一 基金の拠出の申込み又は次項において準用する第三十条の契約を証する書面 

  二 次項において準用する第三十条の三第一項の基金の払込みがあったことを証す

る書面 

 ４ 第二十八条第三項から第六項まで、第二十九条から第三十条の二まで、第三十条

の三（第二項及び第三項を除く。）並びに第三十条の五第二項及び第三項の規定は、

前条第一項の基金の募集について準用する。この場合において、これらの規定中

「発起人」とあるのは「相互会社」と、第二十八条第三項中「前項」とあるのは

「第六十条の二第二項」と、同条第四項中「第一項各号」とあるのは「第六十条の

二第一項各号」と、「第二項」とあるのは「同条第二項」と、同条第五項中「第二

項第一号」とあるのは「第六十条の二第二項第一号」と、第二十九条第一項中「前

条第二項第二号」とあるのは「第六十条の二第二項第二号」と、第三十条中「前二

条」とあるのは「第六十条の二第一項（第三号を除く。）及び第二項並びに同条第

四項において準用する第二十八条第三項から第六項まで及び前条」と、第三十条の

三第一項中「遅滞なく」とあるのは「第六十条の二第一項第三号の期日に」と、

「第二十八条第一項第三号」とあるのは「同項第四号」と、同条第五項中「第二項

の規定による通知を受けた設立時に募集をする基金の引受人は、同項に規定する」

とあるのは「基金の引受人は、第一項の」と、第三十条の五第三項中「相互会社の

成立後」とあるのは「第六十条第一項の基金の募集による変更の登記の日から一年

を経過した後」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

 ５ 会社法第八百二十八条第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第二項（第二号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第二号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、

第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条から第八百四

十条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又は取消し

の判決の効力、新株発行の無効判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗訴した場

合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号ロに係る部分に限る。）

（裁判による登記の嘱託）の規定は前条第一項の基金の募集の無効の訴えについて、

同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条本文（理由の付

記）、第八百七十二条（第二号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三

条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条から第八百七十七条まで（非訟事件



 

 

手続法の規定の適用除外、最高裁判所規則、審問等の必要的併合）及び第八百七十

八条第一項（裁判の効力）の規定はこの項において準用する同法第八百四十条第二

項の申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第八百二十八条

第二項第二号中「株主等」とあるのは「相互会社の社員、取締役、監査役又は清算

人（委員会設置会社にあっては、社員、取締役、執行役又は清算人）」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第六十三条第五項中「第三編第十章」を「第二編第十章」に、「第四編第六章」を

「第三編第六章」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第六十四条から第六十七条までを次のように改める。 

  （設立の登記） 

 第六十四条 相互会社の設立の登記は、その主たる事務所の所在地において、創立総

会終結の日（第三十条の十二第三項の規定により発起人がその職を辞した場合にあ

っては、その日）から二週間以内に行わなければならない。 

 ２ 前項の登記には、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

  一 第二十三条第一項第一号、第二号及び第四号から第七号までに掲げる事項 

  二 事務所の所在場所 

  三 取締役の氏名 

  四 代表取締役の氏名及び住所（第十一号に規定する場合を除く。） 

  五 会計参与設置会社であるときは、その旨並びに会計参与の氏名又は名称及び第

五十三条の十七において準用する会社法第三百七十八条第一項の場所 

  六 監査役設置会社であるときは、その旨及び監査役の氏名 

  七 監査役会設置会社であるときは、その旨及び監査役のうち社外監査役であるも

のについて社外監査役である旨 

  八 会計監査人設置会社であるときは、その旨及び会計監査人の氏名又は名称 

  九 第五十三条の十二第四項の規定により選任された一時会計監査人の職務を行う

べき者を置いたときは、その氏名又は名称 

  十 第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項の規定による

特別取締役（同項に規定する特別取締役をいう。以下同じ。）による議決の定め

があるときは、次に掲げる事項 

   イ 第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項の規定によ

る特別取締役による議決の定めがある旨 

   ロ 特別取締役の氏名 

   ハ 取締役のうち社外取締役であるものについて、社外取締役である旨 

  十一 委員会設置会社であるときは、その旨及び次に掲げる事項 

   イ 取締役のうち社外取締役であるものについて、社外取締役である旨 



 

 

   ロ 各委員会の委員及び執行役の氏名 

   ハ 代表執行役の氏名及び住所 

  十二 第五十三条の三十六において準用する会社法第四百二十六条第一項の規定に

よる取締役、執行役、会計参与、監査役又は会計監査人の責任の免除についての

定款の定めがあるときは、その定め 

  十三 第五十三条の三十六において準用する会社法第四百二十七条第一項の規定に

よる社外取締役、会計参与、社外監査役又は会計監査人が負う責任の限度に関す

る契約の締結についての定款の定めがあるときは、その定め 

  十四 前号の定款の定めが社外取締役に関するものであるときは、取締役のうち社

外取締役であるものについて、社外取締役である旨 

  十五 第十三号の定款の定めが社外監査役に関するものであるときは、監査役のう

ち社外監査役であるものについて、社外監査役である旨 

  十六 第五十四条の七第三項の規定による措置をとることとするときは、同条第一

項に規定する貸借対照表の内容である情報について不特定多数の者がその提供を

受けるために必要な事項であって内閣府令で定めるもの 

  十七 第二十三条第一項第八号の規定による公告方法についての定款の定め 

  十八 前号の定款の定めが電子公告を公告方法とする旨のものであるときは、次に

掲げる事項 

   イ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がその提

供を受けるために必要な事項であって会社法第九百十一条第三項第二十九号イ

（株式会社の設立の登記）に規定するもの 

   ロ 第二十三条第三項後段の規定による定款の定めがあるときは、その定め 

  十九 第百十三条後段（第二百七十二条の十八において準用する場合を含む。）の

定款の定めがあるときは、その定め 

 ３ 会社法第九百十五条第一項（変更の登記）、第九百十六条（第一号に係る部分に

限る。）（他の登記所の管轄区域内への本店の移転の登記）、第九百十八条（支配

人の登記）及び第七編第四章第二節第二款（第九百三十二条を除く。）（支店の所

在地における登記）の規定は相互会社について、同法第九百十七条（第一号に係る

部分に限る。）（職務執行停止の仮処分等の登記）の規定は相互会社の取締役、執

行役、会計参与、監査役、代表取締役、委員又は代表執行役について、それぞれ準

用する。この場合において、同法第九百十五条第一項中「第九百十一条第三項各号

又は前三条各号」とあるのは「保険業法第六十四条第二項各号」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （設立の登記の申請） 

 第六十五条 前条第一項の登記の申請書には、第六十七条において準用する商業登記

法第十八条、第四十六条及び第四十七条第三項に規定する書類のほか、次に掲げる



 

 

書類を添付しなければならない。 

  一 定款 

  二 基金の拠出の申込み又は第三十条の契約を証する書面 

  三 社員になろうとする者の名簿 

  四 社員を募集したときは、各社員の入社の申込みを証する書面 

  五 定款に第二十四条第一項各号に掲げる事項についての記載又は記録があるとき

は、次に掲げる書面 

   イ 検査役又は設立時取締役（設立しようとする相互会社が監査役設置会社であ

る場合にあっては、設立時取締役及び設立時監査役）の調査報告を記載した書

面及びその附属書類 

   ロ 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第二号に掲げる

場合には、同号に規定する有価証券の市場価格を証する書面 

   ハ 第二十四条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第三号に掲げる

場合には、同号に規定する証明を記載した書面及びその附属書類 

  六 検査役の報告に関する裁判があったときは、その謄本 

  七 第三十条の四第一項の金銭の保管に関する証明書 

  八 設立時取締役による設立時代表取締役の選定に関する書面 

  九 設立しようとする相互会社が委員会設置会社であるときは、設立時執行役の選

任並びに設立時委員及び設立時代表執行役の選定に関する書面 

  十 創立総会の議事録 

  十一 この法律の規定により選任され又は選定された設立時取締役、設立時監査役

及び設立時代表取締役（設立しようとする相互会社が委員会設置会社である場合

にあっては、設立時取締役、設立時委員、設立時執行役及び設立時代表執行役）

が就任を承諾したことを証する書面 

  十二 設立時会計参与又は設立時会計監査人を選任したときは、次に掲げる書面 

   イ 就任を承諾したことを証する書面 

   ロ これらの者が法人であるときは、当該法人の登記事項証明書。ただし、当該

登記所の管轄区域内に当該法人の主たる事務所がある場合を除く。 

   ハ これらの者が法人でないときは、設立時会計参与にあっては第五十三条の四

において準用する会社法第三百三十三条第一項に規定する者であること、設立

時会計監査人にあっては第五十三条の七において準用する同法第三百三十七条

第一項に規定する者であることを証する書面 

  十三 第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項の規定によ

る特別取締役による議決の定めがあるときは、当該特別取締役の選定及びその選

定された者が就任を承諾したことを証する書面 

  （登記簿） 



 

 

 第六十六条 登記所に、相互会社登記簿を備える。 

  （相互会社の登記についての会社法及び商業登記法の準用） 

 第六十七条 会社法第七編第四章第一節（第九百七条を除く。）（総則）の規定並び

に商業登記法第一条の三から第五条まで（登記所、事務の委任、事務の停止、登記

官、登記官の除斥）、第七条から第十五条まで（登記簿等の持出禁止、登記簿の滅

失と回復、登記簿等の滅失防止、登記事項証明書の交付等、登記事項の概要を記載

した書面の交付、附属書類の閲覧、印鑑証明、電磁的記録の作成者を示す措置の確

認に必要な事項等の証明、手数料、当事者申請主義、嘱託による登記）、第十七条

から第二十七条まで（登記申請の方式、申請書の添付書面、申請書に添付すべき電

磁的記録、印鑑の提出、受付、受領証、登記の順序、登記官による本人確認、申請

の却下、提訴期間経過後の登記、行政区画等の変更、同一の所在場所における同一

の商号の登記の禁止）、第三十一条（営業又は事業の譲渡の際の免責の登記）、第

三十三条（商号の登記の抹消）、第四十四条から第四十六条まで（会社の支配人の

登記、添付書面の通則）、第四十七条第一項及び第三項（設立の登記）、第四十八

条から第五十五条まで（支店所在地における登記、本店移転の登記、取締役等の変

更の登記、一時会計監査人の職務を行うべき者の変更の登記）並びに第百三十二条

から第百四十八条まで（更正、抹消の申請、職権抹消、行政手続法の適用除外、行

政機関の保有する情報の公開に関する法律の適用除外、行政機関の保有する個人情

報の保護に関する法律の適用除外、審査請求、審査請求事件の処理、行政不服審査

法の適用除外、省令への委任）の規定は、相互会社に関する登記について準用する。

この場合において、同法第二十七条中「商号」とあるのは「商号又は名称」と、

「営業所（会社にあつては、本店。以下この条において同じ。）」とあるのは「主

たる事務所」と、「係る営業所」とあるのは「係る主たる事務所」と、同法第四十

六条第二項中「株主総会若しくは種類株主総会」とあるのは「社員総会（総代会を

設けているときは、総代会）」と、同条第三項中「会社法第三百十九条第一項（同

法第三百二十五条において準用する場合を含む。）又は第三百七十条（同法第四百

九十条第五項において準用する場合を含む。）」とあるのは「保険業法第四十一条

第一項において準用する会社法第三百十九条第一項又は保険業法第五十三条の十六

若しくは第百八十条の十五において準用する会社法第三百七十条」と、「株主総会

若しくは種類株主総会」とあるのは「社員総会」と、同条第四項中「会社法第四百

十六条第四項」とあるのは「保険業法第五十三条の三十第四項」と、同法第四十八

条から第五十三条までの規定中「本店」とあるのは「主たる事務所」と、「支店」

とあるのは「従たる事務所」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

  第二編第二章第二節第八款中第六十七条の次に次の一条を加える。 

  （電子公告についての会社法の準用） 



 

 

 第六十七条の二 会社法第九百四十条第一項及び第三項（電子公告の公告期間等）、

第九百四十一条（電子公告調査）、第九百四十六条（調査の義務等）、第九百四十

七条（電子公告調査を行うことができない場合）、第九百五十一条第二項（財務諸

表等の備置き及び閲覧等）、第九百五十三条（改善命令）並びに第九百五十五条

（調査記録簿等の記載等）の規定は、相互会社が電子公告によりこの法律又は他の

法律の規定による公告をする場合について準用する。この場合において、同法第九

百四十条第一項第二号中「第四百四十条第一項」とあるのは「保険業法第五十四条

の七第一項」と、「定時株主総会」とあるのは「定時社員総会（総代会を設けてい

るときは、定時総代会）」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、

同法第九百四十一条中「この法律又は他の法律の規定による公告（第四百四十条第

一項の規定による公告を除く」とあるのは「保険業法の規定による公告（同法第五

十四条の七第一項の規定による公告を除く」と読み替えるものとするほか、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第二節第八款を同節第十款とする。 

  第六十二条の見出しを削り、同条第一項中「第三項」を「次条」に改め、同条第二

項中「前項」を「第三十七条の三第一項及び第四十四条第一項の規定にかかわらず、

前項」に改め、同条第三項を削る。 

  第二編第二章第二節第七款を同節第八款とし、同款の次に次の一款を加える。 

      第九款 事業の譲渡等 

 第六十二条の二 相互会社は、次に掲げる行為をする場合には、当該行為がその効力

を生ずる日の前日までに、社員総会の決議によって、当該行為に係る契約の承認を

受けなければならない。 

  一 事業の全部の譲渡 

  二 事業の重要な一部の譲渡（当該譲渡により譲り渡す資産の帳簿価額が当該相互

会社の総資産額として内閣府令で定める方法により算定される額の五分の一（こ

れを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）を超えないものを除

く。） 

  三 他の会社（相互会社、外国会社その他の法人を含む。）の事業の全部の譲受け 

  四 当該相互会社（第二款の規定により設立したものに限る。以下この号において

同じ。）の成立後二年以内におけるその成立前から存在する財産であってその事

業のために継続して使用するものの取得。ただし、イに掲げる額のロに掲げる額

に対する割合が五分の一（これを下回る割合を当該相互会社の定款で定めた場合

にあっては、その割合）を超えない場合を除く。 

   イ 当該財産の対価として交付する財産の帳簿価額の合計額 

   ロ 当該相互会社の純資産額として内閣府令で定める方法により算定される額 

 ２ 前項の場合には、前条第二項に定める決議によらなければならない。 



 

 

  第六十一条及び第六十一条の二を削る。 

  第二編第二章第二節第六款の次に次の一款を加える。 

      第七款 相互会社の社債を引き受ける者の募集 

  （募集社債に関する事項の決定） 

 第六十一条 相互会社は、その発行する社債（この法律の規定により相互会社が行う

割当てにより発生する当該相互会社を債務者とする金銭債権であって次に掲げる事

項についての定めに従い償還されるものをいう。以下この款において同じ。）を引

き受ける者の募集をしようとするときは、その都度、募集社債（当該募集に応じて

当該社債の引受けの申込みをした者に対して割り当てる社債をいう。以下この款に

おいて同じ。）について次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 募集社債の総額 

  二 各募集社債の金額 

  三 募集社債の利率 

  四 募集社債の償還の方法及び期限 

  五 利息支払の方法及び期限 

  六 社債券を発行するときは、その旨 

  七 社債権者が第六十一条の五において準用する会社法第六百九十八条の規定によ

る請求の全部又は一部をすることができないこととするときは、その旨 

  八 社債管理者が社債権者集会の決議によらずに第六十一条の七第四項第二号に掲

げる行為をすることができることとするときは、その旨 

  九 各募集社債の払込金額（各募集社債と引換えに払い込む金銭の額をいう。以下

この款において同じ。）若しくはその最低金額又はこれらの算定方法 

  十 募集社債と引換えにする金銭の払込みの期日 

  十一 一定の日までに募集社債の総額について割当てを受ける者を定めていない場

合において、募集社債の全部を発行しないこととするときは、その旨及びその一

定の日 

  十二 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

  （募集社債の申込み） 

 第六十一条の二 相互会社は、前条の募集に応じて募集社債の引受けの申込みをしよ

うとする者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 相互会社の名称 

  二 当該募集に係る前条各号に掲げる事項 

  三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 前条の募集に応じて募集社債の引受けの申込みをする者は、次に掲げる事項を記

載した書面を相互会社に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 



 

 

  二 引き受けようとする募集社債の金額及び金額ごとの数 

  三 相互会社が前条第九号の最低金額を定めたときは、希望する払込金額 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、相互会社の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法により提供

することができる。この場合において、当該申込みをした者は、同項の書面を交付

したものとみなす。 

 ４ 第一項の規定は、相互会社が同項各号に掲げる事項を記載した証券取引法第二条

第十項（定義）に規定する目論見書を第一項の申込みをしようとする者に対して交

付している場合その他募集社債の引受けの申込みをしようとする者の保護に欠ける

おそれがないものとして内閣府令で定める場合には、適用しない。 

 ５ 相互会社は、第一項各号に掲げる事項について変更があったときは、直ちに、そ

の旨及び当該変更があった事項を第二項の申込みをした者（以下この款において

「申込者」という。）に通知しなければならない。 

 ６ 相互会社が申込者に対してする通知又は催告は、第二項第一号の住所（当該申込

者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を当該相互会社に通知した場合にあ

っては、その場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。 

 ７ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

  （募集社債の割当て） 

 第六十一条の三 相互会社は、申込者の中から募集社債の割当てを受ける者を定め、

かつ、その者に割り当てる募集社債の金額及び金額ごとの数を定めなければならな

い。この場合において、相互会社は、当該申込者に割り当てる募集社債の金額ごと

の数を、前条第二項第二号の数よりも減少することができる。 

 ２ 相互会社は、第六十一条第十号の期日の前日までに、申込者に対し、当該申込者

に割り当てる募集社債の金額及び金額ごとの数を通知しなければならない。 

  （募集社債の申込み及び割当てに関する特則） 

 第六十一条の四 前二条の規定は、募集社債を引き受けようとする者がその総額の引

受けを行う契約を締結する場合には、適用しない。 

  （会社法の準用） 

 第六十一条の五 会社法第六百八十条から第六百八十三条まで（募集社債の社債権者、

社債原簿、社債原簿記載事項を記載した書面の交付等、社債原簿管理人）、第六百

八十四条（第四項及び第五項を除く。）（社債原簿の備置き及び閲覧等）及び第六

百八十五条から第七百一条まで（社債権者に対する通知等、共有者による権利の行

使、社債券を発行する場合の社債の譲渡、社債の譲渡の対抗要件、権利の推定等、

社債権者の請求によらない社債原簿記載事項の記載又は記録、社債権者の請求によ

る社債原簿記載事項の記載又は記録、社債券を発行する場合の社債の質入れ、社債



 

 

の質入れの対抗要件、質権に関する社債原簿の記載等、質権に関する社債原簿の記

載事項を記載した書面の交付等、社債券の発行、社債券の記載事項、記名式と無記

名式との間の転換、社債券の喪失、利札が欠けている場合における社債の償還、社

債の償還請求権等の消滅時効）の規定は、相互会社が社債を発行する場合について

準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会社」とあるのは「社債

を発行した相互会社」と、同法第六百八十条第二号中「前条」とあるのは「保険業

法第六十一条の四」と、同法第六百八十一条第一号中「第六百七十六条第三号から

第八号まで」とあるのは「保険業法第六十一条第三号から第八号まで」と、同法第

六百八十五条第五項中「第七百二十条第一項」とあるのは「保険業法第六十一条の

八第二項において準用する第七百二十条第一項」と、同法第六百九十八条中「第六

百七十六条第七号」とあるのは「保険業法第六十一条第七号」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （社債管理者の設置） 

 第六十一条の六 相互会社は、社債を発行する場合には、社債管理者を定め、社債権

者のために、弁済の受領、債権の保全その他の社債の管理を行うことを委託しなけ

ればならない。ただし、各社債の金額が一億円以上である場合その他社債権者の保

護に欠けるおそれがないものとして内閣府令で定める場合は、この限りでない。 

  （社債管理者の権限等） 

 第六十一条の七 社債管理者は、社債権者のために社債に係る債権の弁済を受け、又

は社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の裁判上又は裁判外の行為を

する権限を有する。 

 ２ 社債管理者が前項の弁済を受けた場合には、社債権者は、その社債管理者に対し、

社債の償還額及び利息の支払を請求することができる。この場合において、社債券

を発行する旨の定めがあるときは、社債権者は、社債券と引換えに当該償還額の支

払を、利札と引換えに当該利息の支払を請求しなければならない。 

 ３ 前項前段の規定による請求権は、十年間行使しないときは、時効によって消滅す

る。 

 ４ 社債管理者は、社債権者集会の決議によらなければ、次に掲げる行為をしてはな

らない。ただし、第二号に掲げる行為については、第六十一条第八号に掲げる事項

についての定めがあるときは、この限りでない。 

  一 当該社債の全部についてするその支払の猶予、その債務の不履行によって生じ

た責任の免除又は和解（次号に掲げる行為を除く。） 

  二 当該社債の全部についてする訴訟行為又は破産手続、再生手続、更生手続若し

くは特別清算に関する手続に属する行為（第一項の行為を除く。） 

 ５ 社債管理者は、前項ただし書の規定により社債権者集会の決議によらずに同項第

二号に掲げる行為をしたときは、遅滞なく、その旨を公告し、かつ、知れている社



 

 

債権者には、各別にこれを通知しなければならない。 

 ６ 前項の規定による公告は、社債を発行した相互会社における公告の方法によりし

なければならない。ただし、その方法が電子公告であるときは、その公告は、官報

に掲載する方法でしなければならない。 

 ７ 社債管理者は、その管理の委託を受けた社債につき第一項の行為又は第四項各号

に掲げる行為をするために必要があるときは、裁判所の許可を得て、社債を発行し

た相互会社の業務及び財産の状況を調査することができる。 

 ８ 会社法第七百三条（社債管理者の資格）、第七百四条（社債管理者の義務）、第

七百七条から第七百十四条まで（特別代理人の選任、社債管理者等の行為の方式、

二以上の社債管理者がある場合の特則、社債管理者の責任、社債管理者の辞任、社

債管理者が辞任した場合の責任、社債管理者の解任、社債管理者の事務の承継）、

第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十

条（第三号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第

一号及び第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非

訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、

社債管理者について準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会

社」とあるのは「社債を発行した相互会社」と、同法第七百十条第一項中「この法

律」とあるのは「保険業法」と、同法第七百十一条第二項中「第七百二条」とある

のは「保険業法第六十一条の六」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  （社債権者集会） 

 第六十一条の八 社債権者は、社債の種類（第六十一条の五において準用する会社法

第六百八十一条第一号に規定する種類をいう。）ごとに社債権者集会を組織する。 

 ２ 会社法第四編第三章（第七百十五条及び第七百四十条第三項を除く。）（社債権

者集会）、第七編第二章第七節（社債発行会社の弁済等の取消しの訴え）、第八百

六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第

十号から第十二号までに係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理

由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百

七十三条（原裁判の執行停止）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）

（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び

第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、相互会社が社債を発行する場合につ

いて準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会社」とあるのは

「社債を発行した相互会社」と、同法第七百三十七条第二項（社債権者集会の決議

の執行）中「第七百五条第一項から第三項まで、第七百八条及び第七百九条」とあ

るのは「保険業法第六十一条の七第一項から第三項までの規定並びに同法第六十一



 

 

条の七第八項において準用する第七百八条及び第七百九条」と、同法第七百四十条

第一項（債権者の異議手続の特則）中「第四百四十九条、第六百二十七条、第六百

三十五条、第六百七十条、第七百七十九条（第七百八十一条第二項において準用す

る場合を含む。）、第七百八十九条（第七百九十三条第二項において準用する場合

を含む。）、第七百九十九条（第八百二条第二項において準用する場合を含む。）

又は第八百十条（第八百十三条第二項において準用する場合を含む。）」とあるの

は「保険業法第五十七条第四項において準用する同法第十七条（第一項ただし書を

除く。）の規定並びに同法第八十八条及び第百六十五条の十七（同法第百六十五条

の二十において準用する場合を含む。）」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  （担保付社債信託法等の適用関係） 

 第六十一条の九 社債は、担保付社債信託法（明治三十八年法律第五十二号）、社債

等登録法（昭和十七年法律第十一号）その他の政令で定める法令の適用については、

政令で定めるところにより、会社法第二条第二十三号（定義）に規定する社債とみ

なす。 

  （短期社債に係る特例） 

 第六十一条の十 次に掲げる要件のすべてに該当する社債（次項において「短期社

債」という。）については、社債原簿を作成することを要しない。 

  一 各社債の金額が一億円を下回らないこと。 

  二 元本の償還について、社債の総額の払込みのあった日から一年未満の日とする

確定期限の定めがあり、かつ、分割払の定めがないこと。 

  三 利息の支払期限を、前号の元本の償還期限と同じ日とする旨の定めがあること。 

  四 担保付社債信託法の規定により担保が付されるものでないこと。 

 ２ 短期社債については、第六十一条の六から第六十一条の八までの規定は、適用し

ない。 

  第六十八条第一項及び第二項中「とする」を「となる」に改める。 

  第六十九条の見出しを「（組織変更計画の承認）」に改め、同条第一項中「組織変

更計画書」を「組織変更計画」に改め、同条第二項中「商法第三百四十三条（定款変

更の決議の方法）」を「会社法第三百九条第二項（株主総会の決議）」に改め、同条

第三項中「商法第二百三十二条第一項（」を「会社法第二百九十九条第一項（株主総

会の」に改め、「規定による」を削り、「組織変更計画書」を「組織変更計画」に改

め、同条第四項中「組織変更計画書」を「組織変更計画」に改め、同項第一号中「相

互会社」の下に「（以下この款において「組織変更後相互会社」という。）」を加え、

同項第三号中「株主」の下に「及び新株予約権者」を加え、同項第五号中「をする時

期」を「がその効力を生ずる日（以下この款において「効力発生日」という。）」に

改め、同条第五項及び第六項を次のように改める。 



 

 

 ５ 株式会社が第一項の決議をしたときは、当該決議の日から二週間以内に、登録株

式質権者及び登録新株予約権質権者に対し、組織変更をする旨を各別に通知しなけ

ればならない。 

 ６ 会社法第二百十九条第一項（第五号に係る部分に限る。）、第二項及び第三項

（株券の提出に関する公告等）、第二百二十条（株券の提出をすることができない

場合）並びに第二百九十三条第一項（第二号に係る部分に限る。）（新株予約権証

券の提出に関する公告等）の規定は、組織変更をする株式会社について準用する。

この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第六十九条の二及び第七十条を次のように改める。 

  （組織変更計画に関する書面等の備置き及び閲覧等） 

 第六十九条の二 組織変更をする株式会社は、組織変更計画備置開始日から効力発生

日までの間、組織変更計画の内容その他内閣府令で定める事項を記載し、又は記録

した書面又は電磁的記録をその各営業所に備え置かなければならない。 

 ２ 前項に規定する「組織変更計画備置開始日」とは、次に掲げる日のいずれか早い

日をいう。 

  一 前条第一項の株主総会の日の二週間前の日（会社法第三百十九条第一項（株主

総会の決議の省略）の場合にあっては、同項の提案があった日） 

  二 組織変更をする株式会社が新株予約権を発行しているときは、第七十一条にお

いて準用する会社法第七百七十七条第三項の規定による通知の日又は第七十一条

において準用する同法第七百七十七条第四項の公告の日のいずれか早い日 

  三 次条第二項の規定による公告の日 

 ３ 組織変更をする株式会社の株主及び保険契約者その他の債権者は、当該株式会社

に対して、その営業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。た

だし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該株式会社の定めた費用を支

払わなければならない。 

  一 第一項の書面の閲覧の請求 

  二 第一項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 第一項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示した

ものの閲覧の請求 

  四 第一項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更をする株

式会社の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交

付の請求 

 ４ 組織変更後相互会社は、効力発生日から六月間、組織変更計画の内容その他内閣

府令で定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録を各事務所に備え置

かなければならない。 

 ５ 組織変更後相互会社の保険契約者その他の債権者は、組織変更後相互会社に対し



 

 

て、その事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該組織変更後相互会社の定めた費用

を支払わなければならない。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更後相互会社

の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請

求 

  （債権者の異議） 

 第七十条 組織変更をする株式会社の保険契約者その他の債権者は、当該株式会社に

対し、組織変更について異議を述べることができる。 

 ２ 組織変更をする株式会社は、次に掲げる事項を官報及び当該株式会社の定款で定

めた公告方法により公告しなければならない。ただし、第四号の期間は、一月を下

ることができない。 

  一 組織変更をする旨 

  二 組織変更後相互会社の名称及び住所 

  三 組織変更をする株式会社の計算書類に関する事項として内閣府令で定めるもの 

  四 組織変更をする株式会社の保険契約者その他の債権者が一定の期間内に異議を

述べることができる旨 

  五 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ３ 保険契約者その他の債権者が前項第四号の期間内に異議を述べなかったときは、

当該保険契約者その他の債権者は、当該組織変更について承認をしたものとみなす。 

 ４ 保険契約者その他の債権者が第二項第四号の期間内に異議を述べたときは、組織

変更をする株式会社は、当該保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、若しくは

相当の担保を提供し、又は当該保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせること

を目的として信託会社等に相当の財産を信託しなければならない。ただし、当該組

織変更をしても当該保険契約者その他の債権者を害するおそれがないときは、この

限りでない。 

 ５ 前項の規定は、保険契約者その他保険契約に係る権利を有する者の当該権利（保

険金請求権等を除く。）については、適用しない。 

 ６ 信託業法第四十条第二項（権利義務の承継）の規定は、組織変更について異議を

述べた第九十九条第三項に規定する保険金信託業務に係る金銭信託の受益者がある

場合について準用する。この場合において、同法第四十条第二項中「合併後の信託

会社」とあるのは「組織変更後相互会社（保険業法第六十九条第四項第一号に規定



 

 

する組織変更後相互会社をいう。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

 ７ 第二項第四号の期間内に異議を述べた保険契約者（同項の規定による公告の時に

おいて既に保険金請求権等が生じている保険契約（当該保険金請求権等に係る支払

により消滅することとなるものに限る。）に係る保険契約者を除く。以下この項及

び次項において同じ。）の数が保険契約者の総数の五分の一を超え、かつ、当該異

議を述べた保険契約者の保険契約に係る債権（保険金請求権等を除く。）の額に相

当する金額として内閣府令で定める金額が保険契約者の当該金額の総額の五分の一

を超えるときは、第六十九条第一項の承認の決議は、その効力を有しない。 

 ８ 前各項の規定によりされた組織変更は、前項の異議を述べた保険契約者及び保険

契約者に係る保険契約に係る権利（保険金請求権等を除く。）を有する者について

も、その効力を生ずる。 

 ９ 前各項に定めるもののほか、これらの規定の適用に関し必要な事項は、政令で定

める。 

  第八十条を削る。 

  第七十九条第二項第一号中「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に

改め、同条を第八十条とする。 

  第七十八条第一項中「において、」の下に「組織変更をする」を加え、同条第二項

中「相互会社の取締役及び監査役」を「組織変更後相互会社の取締役（組織変更後相

互会社が監査役設置会社である場合にあっては、取締役及び監査役。次項において同

じ。）」に改め、同条第三項を次のように改める。 

 ３ 会社法第九十四条（設立時取締役等が発起人である場合の特則）の規定は、組織

変更後相互会社の取締役となるべき者の全部又は一部が組織変更をする株式会社の

取締役又は執行役である場合における第一項の保険契約者総会又は保険契約者総代

会について準用する。この場合において、同条第一項中「前条第一項各号に掲げる

事項」とあるのは「保険業法第七十八条第一項の募集に係る基金の総額についての

その引受け及び払込みがあったかどうか」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  第七十八条を第七十九条とする。 

  第七十七条第一項中「株式会社の取締役（委員会等設置会社にあっては、執行役。

次項において同じ。）は、組織変更後の相互会社」を「組織変更をする株式会社は、

組織変更後相互会社」に、「第七十五条第三項」を「第七十六条第四項」に改め、同

条第二項及び第三項を次のように改める。 

 ２ 組織変更をする株式会社は、前項の募集に応じて基金の拠出の申込みをしようと

する者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 第二十三条第一項第二号及び第四号から第六号までに掲げる事項 



 

 

  二 新たに募集をする基金の額、当該基金の拠出者が有する権利及びその償却の方

法 

  三 払込みの期日 

  四 基金の拠出に係る銀行等の払込みの取扱いの場所 

 ３ 第二十八条第二項から第六項まで、第二十九条から第三十条の二まで、第三十条

の三（第二項及び第三項を除く。）並びに第三十条の五第二項及び第三項の規定は、

第一項の募集について準用する。この場合において、これらの規定中「発起人」と

あるのは「組織変更をする株式会社」と、「設立時に募集をする基金」とあり、及

び「相互会社の設立時の基金」とあるのは「第七十八条第一項の募集に係る基金」

と、第二十八条第四項中「第一項各号」とあるのは「第七十八条第二項各号」と、

第三十条中「前二条」とあるのは「第七十八条第二項（第三号を除く。）及び同条

第三項において準用する第二十八条第二項から第六項まで」と、第三十条の三第四

項中「成立後の相互会社」とあるのは「組織変更後相互会社」と、第三十条の五第

三項中「相互会社の成立後」とあるのは「組織変更後」と読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第七十七条を第七十八条とする。 

  第七十六条第一項中「株式会社」を「組織変更をする株式会社」に改め、同条第三

項から第五項までを次のように改める。 

 ３ 組織変更をする株式会社の保険契約者（次項の規定による公告の時に保険金請求

権等が生じている保険契約（当該保険金請求権等に係る支払により消滅することと

なるものに限る。）に係る保険契約者を除く。同項及び第五項において同じ。）は、

組織変更をする株式会社に対し、第一項の決議について異議を述べることができる。 

 ４ 組織変更をする株式会社は、第一項の決議の日から二週間以内に、次に掲げる事

項を公告しなければならない。ただし、第二号の期間は、一月を下ることができな

い。 

  一 第一項の決議の内容 

  二 組織変更をする株式会社の保険契約者が一定の期間内に異議を述べることがで

きる旨 

  三 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ５ 前項第二号の期間内に異議を述べた保険契約者の数が保険契約者の総数の五分の

一を超え、かつ、当該異議を述べた保険契約者の保険契約に係る債権（保険金請求

権等を除く。）の額に相当する金額として内閣府令で定める金額が保険契約者の当

該金額の総額の五分の一を超えるときは、第一項の決議は、その効力を有しない。 

  第七十六条に次の一項を加える。 

 ６ 第四十四条の二（第三項後段を除く。）及び第七十三条から前条までの規定は、

保険契約者総代会について準用する。この場合において、第四十四条の二第三項前



 

 

段において準用する会社法第三百十条第二項中「前項」とあり、及び同条第三項中

「第一項」とあるのは「保険業法第四十四条の二第一項」と、同条第四項中「第二

百九十九条第三項」とあるのは「保険業法第七十四条第三項において準用する第六

十八条第三項」と、同条第七項中「株主（前項の株主総会において決議をした事項

の全部につき議決権を行使することができない株主を除く。次条第四項及び第三百

十二条第五項において同じ。）」とあるのは「保険契約者又は社員」と、第七十四

条第三項中「第七十四条から第七十六条まで」とあるのは「第七十五条及び第七十

六条」と、同項及び同条第四項中「保険契約者」とあるのは「総代」と、同条第三

項において準用する同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総会等

が創立総会又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時

取締役又は設立時監査役）」とあるのは「総代、取締役、監査役又は清算人（委員

会設置会社にあっては、総代、取締役、執行役又は清算人）」と、「取締役、監査

役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議である場合にあっては

第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用する場合を含む。）の

規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含み、当該決

議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設立時取締役又は設立

時監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算人」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第七十六条を第七十七条とする。 

  第七十五条第一項中「定款」を「組織変更後相互会社の定款」に、「相互会社」を

「組織変更後相互会社」に改め、「及び監査役」を削り、同条第五項を削り、同条第

四項を同条第五項とし、同条第三項を同条第四項とし、同条第二項中「前項」を「第

一項」に改め、同項ただし書中「ただし、」の下に「組織変更をする」を加え、同項

を同条第三項とし、同条第一項の次に次の一項を加える。 

 ２ 次の各号に掲げる場合には、保険契約者総会においては、当該各号に定める者を

選任しなければならない。 

  一 組織変更後相互会社が会計参与設置会社である場合 組織変更後相互会社の会

計参与となるべき者 

  二 組織変更後相互会社が監査役設置会社である場合 組織変更後相互会社の監査

役となるべき者 

  三 組織変更後相互会社が会計監査人設置会社である場合 組織変更後相互会社の

会計監査人となるべき者 

  第七十五条に次の一項を加える。 

 ６ 保険契約者総会は、第七十四条第三項において準用する会社法第六十七条第一項

第二号に掲げる事項以外の事項については、決議をすることができない。ただし、

組織変更後相互会社の定款その他組織変更後相互会社の組織に必要な事項の決定並



 

 

びに第一項及び第二項に規定する者の選任については、この限りでない。 

  第七十五条を第七十六条とし、第七十四条を第七十五条とする。 

  第七十三条第三項及び第四項を次のように改める。 

 ３ 会社法第六十七条第一項（創立総会の招集の決定）、第六十八条（第二項各号及

び第五項から第七項までを除く。）（創立総会の招集の通知）、第七十条、第七十

一条（創立総会参考書類及び議決権行使書面の交付等）、第七十四条から第七十六

条まで（議決権の代理行使、書面による議決権の行使、電磁的方法による議決権の

行使）、第七十八条から第八十条まで（発起人の説明義務、議長の権限、延期又は

続行の決議）、第八十一条第一項から第三項まで（議事録）及び第三百十六条第一

項（株主総会に提出された資料等の調査）の規定は保険契約者総会について、同法

第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）、第八百三十一

条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三十四条（第十六号及び第十七号

に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、第八百三

十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条（弁論等の必要的併

合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）、第八百四十六条（原告

が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号トに係る部

分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は保険契約者総会の決議の不存在若

しくは無効の確認又は取消しの訴えについて、それぞれ準用する。この場合におい

て、これらの規定中「発起人」とあるのは「組織変更をする株式会社」と、「設立

時株主」とあるのは「保険契約者」と、「株式会社」とあるのは「相互会社」と、

同法第六十八条第二項中「次に掲げる場合には、前項」とあるのは「前項」と、同

法第七十四条第六項中「本店」とあるのは「主たる事務所」と、同条第七項中「株

主」とあるのは「社員」と、同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株

主総会等が創立総会又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、

設立時取締役又は設立時監査役）」とあるのは「保険契約者、取締役、監査役又は

清算人（委員会設置会社にあっては、保険契約者、取締役、執行役又は清算人）」

と、「取締役、監査役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議で

ある場合にあっては第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用す

る場合を含む。）の規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有す

る者を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設

立時取締役又は設立時監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算

人」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 組織変更をする株式会社が保険契約者に対してする通知又は催告は、当該保険契

約者が当該株式会社に通知した通知又は催告を受ける場所又は連絡先にあてて発す

れば足りる。 

  第七十三条に次の二項を加える。 



 

 

 ５ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

 ６ 前二項の規定は、第三項において準用する会社法第六十八条第一項の通知に際し

て保険契約者に書面を交付し、又は当該書面に記載すべき事項を電磁的方法により

提供する場合について準用する。この場合において、前項中「到達したもの」とあ

るのは「当該書面の交付又は当該事項の電磁的方法による提供があったもの」と読

み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第七十三条を第七十四条とする。 

  第七十二条中「第七十条第二項において準用する第十七条第二項」を「第七十条第

二項第四号」に、「第七十条第二項において準用する第十七条第四項」を「同条第七

項」に、「当該会社」を「組織変更をする株式会社」に、「第七十条第二項において

準用する商法第百条第一項から第三項まで（債権者の異議）」を「同条」に改め、同

条を第七十三条とする。 

  第七十一条第一項中「株式会社が、前条第一項の」を「組織変更をする株式会社が、

第七十条第二項の規定による」に改め、同条第二項中「第七十六条」を「第七十七

条」に改め、同条を第七十二条とする。 

  第七十条の次に次の一条を加える。 

  （新株予約権買取請求等） 

 第七十一条 会社法第七百七十七条（新株予約権買取請求）、第七百七十八条（新株

予約権の価格の決定等）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十

条（第四号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文（理由の付

記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三

条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除

外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、組織変更をする株式会社が

新株予約権を発行している場合について準用する。この場合において、同法第七百

七十八条第一項、第二項及び第四項中「組織変更後持分会社」とあるのは「組織変

更後相互会社（保険業法第六十九条第四項第一号に規定する組織変更後相互会社を

いう。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第八十二条を削る。 

  第八十一条第一項中「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に、「第

七十条第一項の公告をした」を「第七十条第二項の規定による公告をした組織変更を

する」に改め、同条第二項中「取締役（委員会等設置相互会社にあっては、執行役）

は、組織変更の日」を「組織変更後相互会社は、効力発生日」に、「第七十条第一項

及び同条第二項において準用する第十七条第二項から第四項まで」を「第七十条」に、

「記載した書類」を「記載し、又は記録した書面又は電磁的記録」に改め、同条第三

項を次のように改める。 



 

 

 ３ 組織変更後相互会社の保険契約者その他の債権者は、組織変更後相互会社に対し

て、その事業時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該組織変更後相互会社の定めた費用

を支払わなければならない。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更後相互会社

の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請

求 

  第八十一条を第八十二条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （組織変更の効力の発生等） 

 第八十一条 組織変更をする株式会社は、効力発生日に、相互会社となる。 

 ２ 組織変更をする株式会社の株式及び新株予約権は、効力発生日に、消滅する。 

 ３ 組織変更をする株式会社の保険契約者は、効力発生日に、組織変更後相互会社に

入社するものとする。 

 ４ 前三項の規定は、第七十条の規定による手続が終了していない場合又は組織変更

を中止した場合には、適用しない。 

  第八十四条第一項中「主たる事務所の所在地において組織変更の日」を「効力発生

日」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 組織変更の無効の訴えは、効力発生日において組織変更をする株式会社の株主等

（株主、取締役、監査役又は清算人（委員会設置会社にあっては、株主、取締役、

執行役又は清算人）をいう。以下この節において同じ。）であった者又は組織変更

後相互会社の社員等（社員、取締役、監査役又は清算人（委員会設置会社にあって

は、社員、取締役、執行役又は清算人）をいう。以下この節において同じ。）、破

産管財人若しくは組織変更について承認をしなかった債権者に限り、提起すること

ができる。 

  第八十四条に次の二項を加える。 

 ３ 組織変更の無効の訴えは、組織変更後相互会社を被告とする。 

 ４ 会社法第八百三十五条第一項（訴えの管轄）、第八百三十六条から第八百三十九

条まで（担保提供命令、弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無

効又は取消しの判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責

任）及び第九百三十七条第三項（第一号に係る部分に限る。）（裁判による登記の

嘱託）の規定は組織変更の無効の訴えについて、同法第八百四十条（新株発行の無

効判決の効力）の規定は第七十八条第一項の基金の募集を伴う組織変更の無効判決



 

 

について、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条本文

（理由の付記）、第八百七十二条（第二号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第

八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条から第八百七十七条まで

（非訟事件手続法の規定の適用除外、最高裁判所規則、審問等の必要的併合）及び

第八百七十八条第一項（裁判の効力）の規定はこの項において準用する同法第八百

四十条第二項の申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同条第一

項中「株主」とあるのは「株主又は社員」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  第二編第二章第三節第一款中第八十四条を第八十四条の二とする。 

  第八十三条第一項中「を行ったとき」を「をしたとき」に改め、同条第二項を次の

ように改める。 

 ２ 前項の規定による相互会社の設立の登記の申請書には、第六十七条において準用

する商業登記法第十八条、第十九条及び第四十六条に規定する書類のほか、次に掲

げる書類を添付しなければならない。 

  一 組織変更計画書 

  二 定款 

  三 第七十条第二項の規定による公告をしたことを証する書面 

  四 株主総会及び保険契約者総会（保険契約者総代会を設けたときは、保険契約者

総代会）の議事録 

  五 第七十条第四項の異議を述べた保険契約者その他の債権者があるときは、当該

保険契約者その他の債権者に対し、弁済し、相当の担保を提供し、若しくは当該

保険契約者その他の債権者に弁済を受けさせることを目的として信託会社等に相

当の財産を信託したこと又は当該組織変更をしても当該保険契約者その他の債権

者を害するおそれがないことを証する書面 

  六 第七十条第七項の異議を述べた保険契約者の数が同項の保険契約者の総数の五

分の一を超えなかったことを証する書面又はその者の同項の内閣府令で定める金

額が同項の金額の総額の五分の一を超えなかったことを証する書面 

  七 組織変更をする株式会社が株券発行会社であるときは、第六十九条第六項にお

いて準用する会社法第二百十九条第一項本文の規定による公告をしたことを証す

る書面又は当該株式の全部について株券を発行していないことを証する書面 

  八 組織変更をする株式会社が新株予約権を発行しているときは、第六十九条第六

項において準用する会社法第二百九十三条第一項の規定による公告をしたことを

証する書面又は同項に規定する新株予約権証券を発行していないことを証する書

面 

  九 組織変更後相互会社の取締役（組織変更後相互会社が監査役設置会社である場

合にあっては、取締及び監査役）が就任を承諾したことを証する書面 



 

 

  十 組織変更後の会計参与又は会計監査人を選任したときは、次に掲げる書面 

   イ 就任を承諾したことを証する書面 

   ロ これらの者が法人であるときは、当該法人の登記事項証明書。ただし、当該

登記所の管轄区域内に当該法人の主たる事務所がある場合を除く。 

   ハ これらの者が法人でないときは、会計参与にあっては第五十三条の四におい

て準用する会社法第三百三十三条第一項に規定する者であること、会計監査人

にあっては第五十三条の七において準用する同法第三百三十七条第一項に規定

する者であることを証する書面 

  十一 基金の募集をしたときは、基金の拠出の申込み又は第七十八条第三項におい

て準用する第三十条の契約を証する書面 

  十二 基金の募集をしたときは、第七十八条第三項において準用する第三十条の三

第一項の基金の払込みがあったことを証する書面 

  第八十三条第三項中「第七十一条及び第七十三条」を「第七十六条及び第七十八

条」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第八十三条を第八十四条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （旧株式に関する質権） 

 第八十三条 会社法第百五十一条（各号を除く。）及び第百五十四条（株式の質入れ

の効果）の規定は、株式会社が組織変更をした場合に当該組織変更によって株主が

受けることのできる金銭について準用する。この場合において、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  第八十五条中「とする」を「となる」に改める。 

  第八十六条の見出しを「（組織変更計画の承認）」に改め、同条第一項中「組織変

更計画書」を「組織変更計画」に改め、同条第二項を削り、同条第三項中「前二項」

を「前項」に改め、同項を同条第二項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ３ 相互会社は、第一項の決議をする場合には、第四十一条第一項又は第四十九条第

一項において準用する会社法第二百九十九条第一項の通知において、組織変更計画

の要領を示さなければならない。 

  第八十六条第四項を次のように改める。 

 ４ 相互会社は、組織変更計画において、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 組織変更後の株式会社（以下この款において「組織変更後株式会社」とい

う。）の目的、商号、本店の所在地及び発行可能株式総数 

  二 前号に掲げるもののほか、組織変更後株式会社の定款で定める事項 

  三 組織変更後株式会社の取締役の氏名 

  四 次に掲げる場合の区分に応じ、次に定める事項 

   イ 組織変更後株式会社が会計参与設置会社である場合 組織変更後株式会社の



 

 

会計参与の氏名又は名称 

   ロ 組織変更後株式会社が監査役設置会社である場合 組織変更後株式会社の監

査役の氏名 

   ハ 組織変更後株式会社が会計監査人設置会社である場合 組織変更後株式会社

の会計監査人の氏名又は名称 

  五 組織変更をする相互会社の社員が組織変更に際して取得する組織変更後株式会

社の株式の数（組織変更後株式会社が種類株式発行会社である場合にあっては、

株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに組織変更後株式会社

の資本金及び準備金に関する事項 

  六 組織変更をする相互会社の社員に対する前号の株式の割当てに関する事項 

  七 組織変更をする相互会社の社員に対して金銭を交付するときは、その額又はそ

の算定方法 

  八 組織変更をする相互会社の社員に対する前号の金銭の割当てに関する事項 

  九 組織変更をする相互会社の社員に対する株式の割当てにより生ずる一株に満た

ない端数に係る部分につき新たに発行する株式の売却の方法その他売却に関し内

閣府令で定める事項 

  十 前号の株式を買い受けるときは、買受けの方法その他当該買受けに関し内閣府

令で定める事項 

  十一 組織変更後における保険契約者の権利に関する事項 

  十二 組織変更がその効力を生ずる日（以下この款において「効力発生日」とい

う。）その他内閣府令で定める事項 

  第八十六条第五項及び第六項を削り、同条第七項中「第二項の定款において、組織

変更後の株式会社」を「前項第二号の定款で定める事項として、組織変更後株式会

社」に、「記載し、又は記録しなければ」を「定めなければ」に改め、同項を同条第

五項とする。 

  第八十六条の二を削る。 

  第八十七条を次のように改める。 

  （組織変更に関する書類等の備置き及び閲覧等） 

 第八十七条 組織変更をする相互会社は、組織変更計画備置開始日から効力発生日ま

での間、組織変更計画の内容その他内閣府令で定める事項を記載し、又は記録した

書面又は電磁的記録を各事務所に備え置かなければならない。 

 ２ 前項に規定する「組織変更計画備置開始日」とは、次に掲げる日のいずれか早い

日をいう。 

  一 前条第一項の社員総会の日の二週間前の日（第四十一条第一項において準用す

る会社法第三百十九条第一項の場合にあっては、同項の提案があった日） 

  二 次条第二項の規定による公告の日 



 

 

 ３ 組織変更をする相互会社の保険契約者その他の債権者は、当該相互会社に対して、

その事業時間内は、いつでも、次の各号に掲げる請求をすることができる。ただし、

第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該相互会社の定めた費用を支払わな

ければならない。 

  一 第一項の書面の閲覧の請求 

  二 第一項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 第一項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示した

ものの閲覧の請求 

  四 第一項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって組織変更をする相

互会社の定めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交

付の請求 

 ３ 前項の場合には、清算人は、次に掲げる事項についての決定を各清算人に委任す

ることができない。 

  一 支配人の選任及び解任 

  二 従たる事務所の設置、移転及び廃止 

  三 第四十一条第一項又は第四十九条第一項において準用する会社法第二百九十八

条第一項各号に掲げる事項 

  四 清算人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他清算相互会社の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府令で定め

る体制の整備 

 ４ 会社法第三百五十三条から第三百五十七条まで（株式会社と取締役との間の訴え

における会社の代表、表見代表取締役、忠実義務、競業及び利益相反取引の制限、

取締役の報告義務）、第三百六十条第一項（株主による取締役の行為の差止め）及

び第三百六十一条（取締役の報酬等）の規定は、清算人（同条の規定については、

第百七十四条第一項、第四項又は第九項の規定により内閣総理大臣が選任したもの

を除く。）について準用する。この場合において、同法第三百五十三条中「第三百

四十九条第四項」とあるのは「保険業法第百八十条の九第五項において準用する第

三百四十九条第四項」と、同法第三百五十四条中「代表取締役」とあるのは「代表

清算人」と、同法第三百六十条第一項中「株式を有する株主」とあるのは「社員で

ある者」と、「著しい損害」とあるのは「回復することができない損害」と読み替

えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （清算相互会社の代表） 

 第百八十条の九 清算人は、清算相互会社を代表する。ただし、他に代表清算人その

他清算相互会社を代表する者を定めた場合は、この限りでない。 

 ２ 前項本文の清算人が二人以上ある場合には、清算人は、各自、清算相互会社を代

表する。 



 

 

 ３ 清算相互会社（清算人会設置相互会社を除く。）は、定款、定款の定めに基づく

清算人（第百七十四条第一項、第四項又は第九項の規定により内閣総理大臣が選任

した者を除く。以下この項において同じ。）の互選又は社員総会（総代会を設けて

いるときは、総代会）の決議によって、清算人の中から代表清算人を定めることが

できる。 

 ４ 第百八十条の四第一項第一号の規定により取締役が清算人となる場合において、

代表取締役を定めていたときは、当該代表取締役が代表清算人となる。 

 ５ 会社法第三百四十九条第四項及び第五項（株式会社の代表）並びに第三百五十一

条（代表取締役に欠員を生じた場合の措置）の規定は清算相互会社の代表清算人に

ついて、同法第三百五十二条（取締役の職務を代行する者の権限）の規定は民事保

全法（平成元年法律第九十一号）第五十六条（法人の代表者の職務執行停止の仮処

分等の登記の嘱託）に規定する仮処分命令により選任された清算相互会社の清算人

又は代表清算人の職務を代行する者について、会社法第八百六十八条第一項（非訟

事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第二号に係る部分に限

る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号

に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号及び第四号に係る部

分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適

用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は清算相互会社の清算人又

は代表清算人について、同法第九百三十七条第一項（第二号ロに係る部分に限

る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は清算相互会社の一時代表清算人の職務を

行うべき者について、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

  （清算相互会社についての破産手続の開始） 

 第百八十条の十 清算相互会社の財産がその債務を完済するのに足りないことが明ら

かになったときは、清算人は、直ちに破産手続開始の申立てをしなければならな

い。 

 ２ 清算人は、清算相互会社が破産手続開始の決定を受けた場合において、破産管財

人にその事務を引き継いだときは、その任務を終了したものとする。 

 ３ 前項に規定する場合において、清算相互会社が既に債権者に支払ったものがある

ときは、破産管財人は、これを取り戻すことができる。 

  （清算人の清算相互会社に対する損害賠償責任） 

 第百八十条の十一 清算人は、その任務を怠ったときは、清算相互会社に対し、これ

によって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 清算人が第百八十条の八第四項において準用する会社法第三百五十六条第一項の

規定に違反して同項第一号の取引をしたときは、当該取引により清算人又は第三者

が得た利益の額は、前項の損害の額と推定する。 



 

 

 ３ 第百八十条の八第四項において準用する会社法第三百五十六条第一項第二号又は

第三号の取引によって清算相互会社に損害が生じたときは、次に掲げる清算人は、

その任務を怠ったものと推定する。 

  一 第百八十条の八第四項において準用する会社法第三百五十六条第一項の清算人 

  二 清算相互会社が当該取引をすることを決定した清算人 

  三 当該取引に関する清算人会の承認の決議に賛成した清算人 

 ４ 第五十三条の三十四及び会社法第四百二十八条第一項（取締役が自己のためにし

た取引に関する特則）の規定は、清算相互会社の清算人の第一項の責任について準

用する。この場合において、同条第一項中「第三百五十六条第一項第二号（第四百

十九条第二項において準用する場合を含む。）」とあるのは「保険業法第百八十条

の八第四項において準用する第三百五十六条第一項第二号」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （清算人の第三者に対する損害賠償責任） 

 第百八十条の十二 清算相互会社の清算人がその職務を行うについて悪意又は重大な

過失があったときは、当該清算人は、これによって第三者に生じた損害を賠償する

責任を負う。 

 ２ 前項の清算人が、次に掲げる行為をしたときも、同項と同様とする。ただし、当

該清算人が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したとき

は、この限りでない。 

  一 社債（第六十一条に規定する社債をいう。）を引き受ける者の募集をする際に

通知しなければならない重要な事項についての虚偽の通知又は当該募集のための

当該清算相互会社の事業その他の事項に関する説明に用いた資料についての虚偽

の記載若しくは記録 

  二 第百八十条の十七において準用する会社法第四百九十二条第一項に規定する財

産目録等並びに第百八十条の十七において準用する同法第四百九十四条第一項の

貸借対照表及び事務報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき重

要な事項についての虚偽の記載又は記録 

  三 虚偽の登記 

  四 虚偽の公告 

  （清算人及び監査役の連帯責任） 

 第百八十条の十三 清算人又は監査役が清算相互会社又は第三者に生じた損害を賠償

する責任を負う場合において、他の清算人又は監査役も当該損害を賠償する責任を

負うときは、これらの者は、連帯債務者とする。 

 ２ 前項の場合には、第五十三条の三十六において準用する会社法第四百三十条の規

定は、適用しない。 

  （清算人会の権限等） 



 

 

 第百八十条の十四 清算相互会社の清算人会は、すべての清算人で組織する。 

 ２ 清算人会は、次に掲げる職務を行う。 

  一 清算人会設置相互会社の業務執行の決定 

  二 清算人の職務の執行の監督 

  三 代表清算人の選定及び解職 

 ３ 清算人会は、清算人の中から代表清算人を選定しなければならない。ただし、他

に代表清算人があるときは、この限りでない。 

 ４ 清算人会は、その選定した代表清算人及び第百八十条の九第四項の規定により代

表清算人となった者を解職することができる。 

 ５ 第百七十四条第七項の規定により内閣総理大臣が清算相互会社の代表清算人を定

めたときは、清算人会は、代表清算人を選定し、又は解職することができない。 

 ６ 清算人会は、次に掲げる事項その他の重要な業務執行の決定を清算人に委任する

ことができない。 

  一 重要な財産の処分及び譲受け 

  二 多額の借財 

  三 支配人その他の重要な使用人の選任及び解任 

  四 従たる事務所その他の重要な組織の設置、変更及び廃止 

  五 第六十一条第一号に掲げる事項その他の社債（同条に規定する社債をいう。）

を引き受ける者の募集に関する重要な事項として内閣府令で定める事項 

  六 清算人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他清算相互会社の業務の適正を確保するために必要なものとして内閣府令で定め

る体制の整備 

 ７ 次に掲げる清算人は、清算人会設置相互会社の業務を執行する。 

  一 清算相互会社の代表清算人 

  二 代表清算人以外の清算人であって、清算人会の決議によって清算人会設置相互

会社の業務を執行する清算人として選定されたもの 

 ８ 前項各号に掲げる清算人は、三月に一回以上、自己の職務の執行の状況を清算人

会に報告しなければならない。 

 ９ 会社法第三百六十四条（取締役会設置会社と取締役との間の訴えにおける会社の

代表）及び第三百六十五条（競業及び取締役会設置会社との取引等の制限）の規定

は、清算人会設置相互会社について準用する。この場合において、同法第三百六十

四条中「第三百五十三条」とあるのは「保険業法第百八十条の八第四項において準

用する第三百五十三条」と、同法第三百六十五条第一項中「第三百五十六条」とあ

るのは「保険業法第百八十条の八第四項において準用する第三百五十六条」と、同

条第二項中「第三百五十六条第一項各号」とあるのは「保険業法第百八十条の八第

四項において準用する第三百五十六条第一項各号」と読み替えるものとするほか、



 

 

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （清算人会の運営） 

 第百八十条の十五 会社法第二編第四章第五節第二款（第三百六十七条、第三百七十

一条第三項及び第五項、第三百七十二条第三項並びに第三百七十三条を除く。）

（運営）の規定は清算人会設置相互会社の清算人会の運営について、同法第八百六

十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第一

号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文（理由の付記）、第

八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文

（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び

第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定はこの条において準用する同法第三百七

十一条第二項又は第四項の規定による許可の申立てについて、それぞれ準用する。

この場合において、同条第二項（議事録等）中「株主」とあるのは「社員（総代会

を設けているときは、総代）」と、「株式会社の営業時間内は、いつでも」とある

のは「裁判所の許可を得て」と、同条第六項中「親会社若しくは子会社」とあるの

は「保険業法第三十三条の二第一項に規定する実質子会社」と、同法第三百七十二

条第二項（取締役会への報告の省略）中「第三百六十三条第二項」とあるのは「保

険業法第百八十条の十四第八項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  （取締役等に関する規定の適用） 

 第百八十条の十六 清算相互会社については、第二章第二節第三款、同節第四款第一

目及び第二目、第五十三条の五第二項、第五十三条の十一において準用する会社法

第三百四十三条第一項及び第二項、第五十三条の十一において準用する同法第三百

四十五条第四項において準用する同条第三項、第五十三条の十五において準用する

同法第三百五十九条、同款第六目並びに第六十二条の二の規定中取締役、代表取締

役、取締役会又は相互会社に関する規定は、それぞれ清算人、代表清算人、清算人

会又は清算人会設置相互会社に関する規定として清算人、代表清算人、清算人会又

は清算人会設置相互会社に適用があるものとする。 

  （財産目録等） 

 第百八十条の十七 会社法第二編第九章第一節第三款（第四百九十六条第三項並びに

第四百九十七条第一項第三号を除く。）（財産目録等）の規定は、清算相互会社に

ついて準用する。この場合において、同法第四百九十二条第一項（財産目録等の作

成等）中「第四百八十九条第七項各号」とあるのは「保険業法第百八十条の十四第

七項各号」と、「第四百七十五条各号」とあるのは「同法第百八十条各号」と、同

法第四百九十四条第一項（貸借対照表等の作成及び保存）中「第四百七十五条各

号」とあるのは「保険業法第百八十条各号」と読み替えるものとするほか、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

  第百八十一条第一項中「解散した相互会社」を「清算相互会社」に改め、同条に次

の一条を加える。 

  （債務の弁済等） 

 第百八十一条の二 会社法第二編第九章第一節第四款（債務の弁済等）、第八百六十

八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条

（第一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件

手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、清算

相互会社について準用する。この場合において、同法第四百九十九条第一項（債権

者に対する公告等）中「第四百七十五条各号」とあるのは「保険業法第百八十条各

号」と、同法第五百条第二項中「裁判所」とあるのは「内閣総理大臣」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百八十二条第一項中「解散した相互会社」を「清算相互会社」に改め、同条第二

項から第四項までの規定中「相互会社」を「清算相互会社」に改める。 

  第百八十三条及び第百八十四条を次のように改める。 

  （清算事務の終了等） 

 第百八十三条 会社法第五百七条（清算事務の終了等）、第五百八条（帳簿資料の保

存）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条（理由の付

記）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八

百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所

規則）の規定は、清算相互会社について準用する。この場合において、同法第五百

八条第一項中「第四百八十九条第七項各号」とあるのは「保険業法第百八十条の十

四第七項各号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

 ２ 会社法第九百二十八条（第二項を除く。）（清算人の登記）、第九百二十九条

（第一号に係る部分に限る。）（清算結了の登記）及び第九百三十二条本文（支店

における変更の登記等）並びに商業登記法第七十三条から第七十五条まで（清算人

の登記、清算人に関する変更の登記、清算結了の登記）の規定は、相互会社の清算

に関する登記について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

  （相互会社の特別清算に関する会社法の準用） 

 第百八十四条 会社法第二編第九章第二節（第五百二十二条第三項及び第五百四十一

条を除く。）（特別清算）、第七編第二章第四節（特別清算に関する訴え）、同編

第三章第一節（第八百六十八条第二項から第五項まで及び第八百七十条から第八百

七十四条までを除く。）（総則）及び第三節（第八百七十九条、第八百八十条並び

に第八百九十八条第一項第二号及び第五項を除く。）（特別清算の手続に関する特

則）並びに第九百三十八条第一項から第五項まで（特別清算に関する裁判による登



 

 

記の嘱託）の規定は、清算相互会社について準用する。この場合において、同法第

五百二十二条第一項（調査命令）中「総株主（株主総会において決議をすることが

できる事項の全部につき議決権を行使することができない株主を除く。）の議決権

の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の

議決権を六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前

から引き続き有する株主若しくは発行済株式（自己株式を除く。）の百分の三（こ

れを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の数の株式を六箇

月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き

有する株主」とあるのは「社員総数の千分の三（これを下回る割合を定款で定めた

場合にあっては、その割合）以上に相当する数の社員若しくは三千名（これを下回

る数を定款で定めた場合にあっては、その数）以上の社員（特定相互会社にあって

は、保険業法第三十八条第一項に規定する政令で定める数以上の社員）で六箇月

（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続いて

社員である者」と、同法第五百三十二条第二項（監督委員の報酬等）中「債権又は

清算株式会社の株式」とあるのは「債権」と、同法第五百三十六条第三項（事業の

譲渡の制限等）中「第七章（第四百六十七条第一項第五号を除く。）」とあるのは

「保険業法第六十二条の二」と、同法第五百六十二条（清算人の調査結果等の債権

者集会に対する報告）中「第四百九十二条第一項」とあるのは「保険業法第百八十

条の十七において準用する第四百九十二条第一項」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百九十条第九項中「第百二十九条第一項」の下に「（振替社債等の供託）」を加

える。 

  第百九十二条第一項を次のように改める。 

   外国保険会社等（会社法第二条第二号（定義）に規定する外国会社を除く。以下

この項から第三項までにおいて同じ。）の日本における代表者は、当該外国保険会

社等の日本における業務に関する一切の裁判上又は裁判外の行為をする権限を有す

る。 

  第百九十二条第四項を同条第六項とし、同条第三項を同条第五項とし、同条第二項

中「住所」の下に「その他の場所」を加え、「第四十条」を「第二十二条」に、「第

四百七十九条第三項」を「会社法第九百三十三条第二項」に改め、「営業所の」を削

り、「次条」を「第二百十五条」に改め、同項を同条第四項とし、同条第一項の次に

次の二項を加える。 

 ２ 前項の権限に加えた制限は、善意の第三者に対抗することができない。 

 ３ 外国保険会社等は、その日本における代表者がその職務を行うについて第三者に

加えた損害を賠償する責任を負う。 

  第百九十三条を次のように改める。 



 

 

  （外国相互会社） 

 第百九十三条 外国相互会社は、日本において取引を継続してしようとするときは、

日本における代表者を定めなければならない。この場合において、その日本におけ

る代表者のうち一人以上は、日本に住所を有する者でなければならない。 

 ２ 会社法第八百十八条（登記前の継続取引の禁止等）及び第八百十九条（貸借対照

表に相当するものの公告）の規定は、外国相互会社について準用する。この場合に

おいて、同条第一項中「外国会社の登記をした外国会社（日本における同種の会社

又は最も類似する会社が株式会社であるものに限る。）」とあるのは「外国相互会

社の登記をした外国相互会社」と、「第四百三十八条第二項」とあるのは「保険業

法第五十四条の六第二項」と、同条第二項中「第九百三十九条第一項第一号又は第

二号」とあるのは「保険業法第二百十七条第一項第一号」と読み替えるものとする

ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百九十五条中「事業報告書」を「事業報告」に改める。 

  第百九十六条第一項中「定款又は」を「定款若しくは」に改め、「名簿）」の下に

「又はこれらの電磁的記録」を加え、同条第二項中「書類」の下に「又は電磁的記

録」を加え、同条第三項中「代表者は」の下に「、内閣府令で定めるところにより」

を加え、同項第三号中「事業報告書」を「事業報告」に改め、同条第四項及び第五項

を次のように改める。 

 ４ 前項の書類は、電磁的記録をもって作成することができる。 

 ５ 外国保険会社等の保険契約者、保険金額を受け取るべき者その他の債権者及び被

保険者は、外国保険会社等の業務を行うべき時間内は、次に掲げる請求をすること

ができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該外国保険会社

等の定めた費用を支払わなければならない。 

  一 第一項から第三項までの書類が書面をもって作成されているときは、当該書面

の閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 第一項から第三項までの書類が電磁的記録をもって作成されているときは、当

該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲

覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって外国保険会社等の定

めたものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

  第百九十八条の見出しを「（会社法等の準用）」に改め、同条第一項を次のように

改める。 

   会社法第八条（会社と誤認させる名称等の使用の禁止）の規定は外国相互会社で

あると誤認されるおそれのある商号又は名称の使用について、同法第九条（自己の

商号の使用を他人に許諾した会社の責任）の規定は外国相互会社の名称について、



 

 

同法第一編第三章第一節（会社の使用人）の規定は外国相互会社の使用人につい

て、同章第二節（第十八条を除く。）（会社の代理商）の規定は外国相互会社のた

めに取引の代理又は媒介をする者について、同編第四章（第二十四条を除く。）

（事業の譲渡をした場合の競業の禁止等）の規定は外国相互会社が事業を譲渡し、

又は事業若しくは営業を譲り受けた場合について、第五十四条、第五十四条の二並

びに第五十四条の三第一項及び第四項の規定は外国相互会社の帳簿その他の資料に

ついて、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

  第百九十八条第二項中「第五百四条から第五百二十二条まで（商行為」を「第二編

第一章（第五百一条から第五百三条まで及び第五百二十三条を除く。）（総則」に、

「同法第五百二十四条から第五百二十八条まで」を「同編第二章」に、「同法第五百

二十九条から第五百三十四条まで」を「同編第三章」に、「同法第五百四十三条、第

五百四十四条及び第五百四十六条から第五百五十条まで」を「同編第五章（第五百四

十五条を除く。）」に、「同法第五百五十一条から第五百五十七条まで」を「同編第

六章（第五百五十八条を除く。）」に改める。 

  第百九十九条中「、第三項及び第四項」を「及び第三項から第六項まで」に改め、

「第百十一条第一項中「事業年度ごとに、業務」とあるのは「日本における事業年度

ごとに、日本における業務」と、」の下に「同項及び同条第四項中」を加え、「同条

第四項」を「同条第六項」に、「商法第二百八十五条（財産評価に関する特則）（第

五十九条第一項において準用する場合を含む。）の規定にかかわらず」を「内閣府令

で定めるところにより」に改める。 

  第二百九条第三号中「資本」を「資本金」に改め、同条第五号中「分割」を「会社

分割」に改める。 

  第二百十一条中「及び支店又は従たる事務所」を削り、「及び第七十九条（株式会

社の添付書面の通則）（これらの規定を第六十五条」を「及び第四十六条（添付書面

の通則）（これらの規定を第六十七条」に、「ニ規定スル」を「に規定する」に、

「ニ於ケル業務及財産ノ管理ノ委託ヲ為シタル」を「における業務及び財産の管理の

委託をした」に、「ニ於テ準用スル」を「において準用する」に改め、「ものとす

る」の下に「ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める」を加える。 

  第二百十二条第四項を次のように改める。 

 ４ 第百七十八条の規定により読み替えて適用する会社法第五百条（債務の弁済の制

限）の規定並びに同法第四百七十六条（清算株式会社の能力）、第二編第九章第一

節第二款（清算株式会社の機関）、第四百九十二条（財産目録等の作成等）、同節

第四款（第五百条を除く。）（債務の弁済等）、第五百八条（帳簿資料の保存）、

同章第二節（第五百十条、第五百十一条及び第五百十四条を除く。）（特別清

算）、第七編第三章第一節（総則）及び第三節（特別清算の手続に関する特則）並



 

 

びに第九百三十八条第一項から第五項まで（特別清算に関する裁判による登記の嘱

託）の規定は、その性質上許されないものを除き、第一項の規定による日本にある

外国保険会社等の財産についての清算について準用する。この場合において、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二百十二条第五項を削り、同条第六項中「第四項において準用する商法第四百三

十一条から第四百五十六条」を「前項において準用する会社法第二編第九章第二節

（第五百十条、第五百十一条及び第五百十四条を除く。）、第七編第三章第一節及び

第三節並びに第九百三十八条第一項から第五項」に、「第百七十五条中「前条第一

項、第三項又は第六項」とあるのは「第二百十二条第二項」と、「清算保険会社等」

とあるのは「清算に係る外国保険会社等」と、第百七十九条第一項中「清算保険会社

等」とあるのは「清算に係る外国保険会社等」を「第百七十五条中「前条第一項、第

四項又は第九項」とあるのは「第二百十二条第二項」と、「清算保険会社等」とある

のは「清算に係る外国保険会社等」と、第百七十九条第一項中「清算保険会社等」と

あるのは「清算に係る外国保険会社等」に改め、「ものとする」の下に「ほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める」を加え、同項を同条第五項とし、同条第七項中

「商法第四百八十三条ノ三（外国会社の代表者の退任に関する債権者の異議」を「会

社法第八百二十条（日本に住所を有する日本における代表者の退任」に改め、同項を

同条第六項とする。 

  第二百十三条を次のように改める。 

  （会社法の準用） 

 第二百十三条 会社法第八百二十二条第一項から第三項まで（日本にある外国会社の

財産についての清算）、第七編第一章第二節（外国会社の取引継続禁止又は営業所

閉鎖の命令）、同編第三章第一節（総則）、第四節（外国会社の清算の手続に関す

る特則）及び第五節（会社の解散命令等の手続に関する特則）、第九百三十七条第

二項（裁判による登記の嘱託）並びに第九百三十八条第六項（特別清算に関する裁

判による登記の嘱託）の規定は、外国相互会社が日本国内に従たる事務所その他の

事務所を設けた場合について準用する。この場合において、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

  第二百十五条から第二百十七条までを次のように改める。 

  （会社法の準用） 

 第二百十五条 会社法第七編第四章第一節（第九百七条を除く。）（総則）並びに第

九百三十三条（第一項第一号及び第二項第七号を除く。）（外国会社の登記）、第

九百三十四条第二項（日本における代表者の選任の登記等）、第九百三十五条第二

項（日本における代表者の住所の移転の登記等）及び第九百三十六条第二項（日本

における営業所の設置の登記等）の規定は、外国相互会社の登記について準用す

る。この場合において、同法第七編第四章第一節（第九百七条を除く。）中「この



 

 

法律」とあるのは「保険業法及びこの法律」と読み替えるものとするほか、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 

  （商業登記法の準用） 

 第二百十六条 商業登記法第一条の三から第五条まで（登記所、事務の委任、事務の

停止、登記官、登記官の除斥）、第七条から第十五条まで（登記簿等の持出禁止、

登記簿の滅失と回復、登記簿等の滅失防止、登記事項証明書の交付等、登記事項の

概要を記載した書面の交付、附属書類の閲覧、印鑑証明、電磁的記録の作成者を示

す措置の確認に必要な事項等の証明、手数料、当事者申請主義、嘱託による登

記）、第十七条第一項、第二項及び第四項（登記申請の方式）、第十八条から第十

九条の二まで（申請書の添付書面、申請書に添付すべき電磁的記録）、第二十条第

一項及び第二項（印鑑の提出）、第二十一条から第二十三条の二まで（受付、受領

証、登記の順序、登記官による本人確認）、第二十四条（第十一号及び第十二号を

除く。）（申請の却下）、第二十五条から第二十七条まで（提訴期間経過後の登

記、行政区画等の変更、同一の所在場所における同一の商号の登記の禁止）、第三

十三条（商号の登記の抹消）、第四十四条、第四十五条（会社の支配人の登記）、

第五十一条、第五十二条（本店移転の登記）、第百二十八条（申請人）、第百二十

九条（外国会社の登記）、第百三十条第一項及び第三項（変更の登記）並びに第百

三十二条から第百四十八条まで（更正、抹消の申請、職権抹消、行政手続法の適用

除外、行政機関の保有する情報の公開に関する法律の適用除外、行政機関の保有す

る個人情報の保護に関する法律の適用除外、審査請求、審査請求事件の処理、行政

不服審査法の適用除外、省令への委任）の規定は、外国相互会社に関する登記につ

いて準用する。この場合において、同法第十七条第四項中「事項又は前項の規定に

より申請書に記載すべき事項」とあるのは「事項」と、「前二項」とあるのは「同

項」と、同法第五十一条第一項中「本店」とあるのは「日本国内の事務所」と、同

法第百二十九条第一項中「会社法第九百三十三条第一項の規定による外国会社」と

あるのは「外国相互会社の事務所の設置」と、同条第三項中「日本における代表者

を定めた旨又は日本に営業所」とあるのは「日本国内に事務所」と、同法第百三十

条第三項中「前二項の登記の」とあるのは「第一項の登記の」と、「既に前二項」

とあるのは「既に同項」と、「、前二項」とあるのは「、同項」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （外国保険会社等の公告方法） 

 第二百十七条 外国保険会社等（外国会社及び外国相互会社に限る。次項及び第三項

において同じ。）の公告方法は、次に掲げる方法のいずれかを定めなければならな

い。 

  一 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

  二 電子公告 



 

 

 ２ 外国保険会社等が前項第二号に掲げる方法を公告方法とする旨を定める場合に

は、電子公告を公告方法とする旨を定めれば足りる。この場合においては、事故そ

の他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合の公

告方法として、同項第一号に掲げる方法を定めることができる。 

 ３ 会社法第九百四十条第一項（第一号を除く。）及び第三項（電子公告の公告期間

等）、第九百四十一条（電子公告調査）、第九百四十六条（調査の義務等）、第九

百四十七条（電子公告調査を行うことができない場合）、第九百五十一条第二項

（財務諸表等の備置き及び閲覧等）、第九百五十三条（改善命令）並びに第九百五

十五条（調査記録簿等の記載等）の規定は、外国保険会社等が電子公告によりこの

法律又は他の法律の規定による公告をする場合について準用する。この場合におい

て、同法第九百四十条第一項第二号中「第四百四十条第一項」とあるのは「保険業

法第百九十三条第二項において準用する第八百十九条第一項」と、「定時株主総

会」とあるのは「手続」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、同

法第九百四十一条中「この法律又は他の法律の規定による公告（第四百四十条第一

項の規定による公告を除く」とあるのは「保険業法の規定による公告（同法第百九

十三条第二項において準用する第八百十九条第一項の規定による公告を除く」と読

み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 外国保険会社等（外国会社及び外国相互会社を除く。）の公告方法は、時事に関

する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法とする。 

  第二百二十四条第三項を次のように改める。 

 ３ 引受社員の日本における業務に係る保険契約者、保険金額を受け取るべき者その

他の債権者及び被保険者は、総代理店に対して、その業務を行うべき時間内は、い

つでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号又は第四号に掲げる

請求をするには、当該総代理店の定めた費用を支払わなければならない。 

  一 前項の名簿が書面をもって作成されているときは、当該書面の閲覧の請求 

  二 前号の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の名簿が電磁的記録をもって作成されているときは、当該電磁的記録に記

録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの閲覧の請求 

  四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって総代理店の定めたも

のにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

  第二百三十五条第四項を次のように改める。 

 ４ 第百七十八条の規定により読み替えて適用する会社法第五百条（債務の弁済の制

限）の規定並びに同法第四百七十六条（清算株式会社の能力）、第二編第九章第一

節第二款（清算株式会社の機関）、第四百九十二条（財産目録等の作成等）、同節

第四款（第五百条を除く。）（債務の弁済等）、第五百八条（帳簿資料の保存）、

同章第二節（第五百十条、第五百十一条及び第五百十四条を除く。）（特別清



 

 

算）、第七編第三章第一節（総則）及び第三節（特別清算の手続に関する特則）並

びに第九百三十八条第一項から第五項まで（特別清算に関する裁判による登記の嘱

託）の規定は、その性質上許されないものを除き、第一項の規定による免許特定法

人及び引受社員の財産についての清算について準用する。この場合において、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二百三十五条第五項を削り、同条第六項中「第四項において準用する商法第四百

三十一条から第四百五十六条」を「前項において準用する会社法第二編第九章第二節

（第五百十条、第五百十一条及び第五百十四条を除く。）、第七編第三章第一節及び

第三節並びに第九百三十八条第一項から第五項」に、「第三項又は第六項」を「第四

項又は第九項」に改め、「ものとする」の下に「ほか、必要な技術的読替えは、政令

で定める」を加え、同項を同条第五項とする。 

  第二百四十条第一項第三号中「、第三項及び第四項」を「及び第三項から第六項ま

で」に改め、「第百十一条第一項中「日本における業務」とあるのは「免許特定法人

及び引受社員の日本における業務」と、」の下に「同項及び同条第四項中」を加え、

「同条第四項」を「同条第六項」に改め、同項第四号中「同条第四項」を「同条第五

項」に、「外国保険会社等の債権者」を「外国保険会社等の保険契約者」に、「引受

社員の債権者」を「引受社員の保険契約者」に、「外国保険会社等のその業務」を

「外国保険会社等の業務」に、「総代理店のその業務」を「総代理店の業務」に改め

る。 

  第二百四十条の五第二項中「商法第三百四十三条（定款変更の決議の方法）に定め

る」を「会社法第三百九条第二項（株主総会の決議）の」に、「に定める決議に」を

「の決議に」に改め、同条第三項中「商法第二百三十二条第一項（」を「会社法第二

百九十九条第一項（株主総会の」に、「第四十一条及び第四十九条」を「第四十一条

第一項及び第四十九条第一項」に改める。 

  第二百四十条の六第一項から第三項までを次のように改める。 

   株式会社である保険会社における前条第一項の決議又はこれとともにする会社法

第三百九条第二項第四号、第五号、第九号、第十一号若しくは第十二号（株主総会

の決議）若しくは第三百二十四条第二項第一号若しくは第四号（種類株主総会の決

議）に掲げる株主総会若しくは種類株主総会の決議若しくは第六十九条第二項、第

百三十六条第二項、第百四十四条第三項、第百六十五条の三第二項若しくは第百六

十五条の十第二項の規定による決議は、これらの規定にかかわらず、出席した株主

の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、仮にすることができる。 

 ２ 株式会社である保険会社における前条第一項の決議とともにする会社法第三百九

条第三項各号若しくは第三百二十四条第三項各号に掲げる株主総会若しくは種類株

主総会の決議又は同法第三百二十三条（種類株主総会の決議を必要とする旨の定め

がある場合）の規定若しくは第百六十五条の三第四項若しくは第六項若しくは第百



 

 

六十五条の十第六項の規定による決議は、これらの規定にかかわらず、出席した株

主の過半数であって出席した株主の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、

仮にすることができる。 

 ３ 相互会社である保険会社における前条第一項の決議又はこれとともにする第五十

七条第二項、第六十条第二項、第六十二条第二項、第六十二条の二第二項、第八十

六条第二項、第百三十六条第二項、第百四十四条第三項、第百五十六条又は第百六

十五条の十六第二項（第百六十五条の二十において準用する場合を含む。）の規定

による決議は、これらの規定にかかわらず、出席した社員（総代会を設けていると

きは、総代）の議決権の四分の三以上に当たる多数をもって、仮にすることができ

る。 

  第二百四十条の七第一項中「の取締役（委員会等設置会社等にあっては、執行

役）」を削り、「第二百四十条の十三第一項の」の下に「規定による」を加え、「を

示す書類」を削り、「定める書類」を「定める事項」に改め、「を含む。）」の下に

「を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録」を加え、同条第二項中「その営業時

間又は事業時間内に限り、前項の書類の閲覧を求め、又は保険会社の定める費用を支

払ってその謄本若しくは抄本の交付を求めることができる」を「当該保険会社に対し

て、その営業時間内又は事業時間内は、次に掲げる請求をすることができる。ただ

し、第二号又は第四号に掲げる請求をするには、当該保険会社の定めた費用を支払わ

なければならない」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも

のの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって当該保険会社の定め

たものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 

  第二百四十条の八第四項中「とあるのは、」を「とあるのは」に改め、「ものとす

る」の下に「ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める」を加える。 

  第二百四十条の九第一項中「執行役」の下に「、会計参与」を、「監査役」の下に

「、会計監査人」を加える。 

  第二百四十二条第一項後段を次のように改める。 

   会社法第八百二十八条第一項及び第二項（会社の組織に関する行為の無効の訴

え）（第三十条の十五、第五十七条第六項、第六十条の二第五項及び第百七十二条

において準用する場合を含む。）並びに第八百三十一条第一項（株主総会等の決議

の取消しの訴え）（第四十一条第二項及び第四十九条第二項において準用する場合

を含む。）の規定並びに第八十四条の二第二項及び第九十六条の十六第二項の規定

による取締役及び執行役の権利についても、同様とする。 



 

 

  第二百四十四条第一項中「及び支店又は従たる事務所の所在地」を削る。 

  第二百四十七条の二第一項中「執行役」の下に「、会計参与」を、「監査役」の下

に「、会計監査人」を加える。 

  第二百四十七条の四第一項中「若しくは監査役」を「、会計参与、監査役若しくは

会計監査人」に改める。 

  第二百四十九条を削る。 

  第二百四十九条の二第一項から第三項までを次のように改める。 

   株式会社である被管理会社（外国保険会社等を除く。以下この条及び次条におい

て同じ。）における会社法第三百九条第二項第四号、第五号、第九号、第十一号若

しくは第十二号（株主総会の決議）若しくは第三百二十四条第二項第一号若しくは

第四号（種類株主総会の決議）に掲げる株主総会若しくは種類株主総会の決議又は

第六十九条第二項、第百三十六条第二項、第百四十四条第三項、第百六十五条の三

第二項若しくは第百六十五条の十第二項の規定による決議は、これらの規定にかか

わらず、出席した株主の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、仮にするこ

とができる。 

 ２ 株式会社である被管理会社における会社法第三百九条第三項各号若しくは第三百

二十四条第三項各号に掲げる株主総会若しくは種類株主総会の決議又は同法第三百

二十三条（種類株主総会の決議を必要とする旨の定めがある場合）の規定若しくは

第百六十五条の三第四項若しくは第六項若しくは第百六十五条の十第六項の規定に

よる決議は、これらの規定にかかわらず、出席した株主の過半数であって出席した

株主の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、仮にすることができる。 

 ３ 相互会社である被管理会社における第五十七条第二項、第六十条第二項、第六十

二条第二項、第六十二条の二第二項、第八十六条第二項、第百三十六条第二項、第

百四十四条第三項、第百五十六条又は第百六十五条の十六第二項（第百六十五条の

二十において準用する場合を含む。）の規定による決議は、これらの規定にかかわ

らず、出席した社員（総代会を設けているときは、総代）の議決権の四分の三以上

に当たる多数をもって、仮にすることができる。 

  第二百四十九条の二を第二百四十九条とする。 

  第二百四十九条の三第一項中「商法第二百四十五条（営業の譲渡及び譲受け）、第

三百七十五条（資本の減少）及び第四百五条（解散の決議）」を「会社法第四百四十

七条第一項（資本金の額の減少）、第四百六十七条第一項第一号及び第二号（事業譲

渡等の承認等）並びに第四百七十一条第三号（解散の事由）の規定」に改め、同項第

一号中「営業」を「事業」に改め、同項第二号中「資本」を「資本金の額」に改め、

同条第二項中「第四十一条及び第四十九条において準用する商法第二百四十五条（営

業の譲渡及び譲受け）並びに第百三十六条及び」を「第六十二条の二第一項第一号及

び第二号、第百三十六条並びに」に改め、同条第三項及び第四項を次のように改め



 

 

る。 

 ３ 保険管理人は、会社法第三百三十九条第一項（解任）、第三百四十七条第一項

（種類株主総会における取締役又は監査役の選任等）若しくは第四百三条第一項

（執行役の解任等）の規定又は第五十三条の八第一項若しくは第五十三条の二十七

第一項の規定にかかわらず、裁判所の許可を得て、被管理会社の取締役、執行役、

会計参与、監査役又は会計監査人を解任することができる。 

 ４ 前項の規定により被管理会社の取締役、執行役、会計参与、監査役又は会計監査

人を解任しようとする場合において、解任により法律又は定款に定めた取締役、執

行役、会計参与、監査役又は会計監査人の員数を欠くこととなるときは、保険管理

人は、会社法第三百二十九条第一項（選任）、第三百四十七条第一項若しくは第四

百二条第二項（執行役の選任等）の規定又は第五十二条第一項若しくは第五十三条

の二十六第二項の規定にかかわらず、裁判所の許可を得て、被管理会社の取締役、

執行役、会計参与、監査役又は会計監査人を選任することができる。 

  第二百四十九条の三第五項中「又は監査役」を「、会計参与、監査役又は会計監査

人」に改め、同条第六項中「について株主総会等」の下に「、種類株主総会又は取締

役会」を加え、「第十六条の二第一項」を「第十六条第一項」に、「資本の減少の」

を「資本金又は準備金（以下この節において「資本金等」という。）の額の減少（減

少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）の」に改め、「係る株主総

会」の下に「（会社法第四百四十七条第三項（資本金の額の減少）又は第四百四十八

条第三項（準備金の額の減少）に規定する場合にあっては、取締役会）」を加え、

「資本の減少に係る第二百四十九条の三第一項」を「資本金又は準備金の額の減少

（減少する準備金の額の全部を資本金とする場合を除く。）に係る第二百四十九条の

二第一項」に、「第二百四十九条の三第一項又は」を「第二百四十九条の二第一項又

は」に、「第二百四十九条の三第八項」を「第二百四十九条の二第八項」に改め、同

条第十二項を次のように改める。 

 12 非訟事件手続法（明治三十一年法律第十四号）第二条から第四条まで（管轄裁判

所、優先管轄及び移送、管轄裁判所の指定）、第十五条（検察官の陳述及び立会

い）、第十六条（検察官への通知義務）、第十八条第一項及び第二項（裁判の発

効）並びに第二十条（抗告）の規定は、代替許可に係る事件については、適用しな

い。 

  第二百四十九条の三を第二百四十九条の二とする。 

  第二百四十九条の四を第二百四十九条の三とする。 

  第二百五十一条第二項中「、第一項の公告」を「、第一項の規定による公告」に改

める。 

  第二百五十四条第一項中「合併契約書」を「合併契約」に改め、同条第三項中「商

法第四百八条第一項（合併契約書の承認）（第百七十三条第一項」を「会社法第七百



 

 

八十三条第一項（吸収合併契約等の承認等）、第七百九十五条第一項（吸収合併契約

等の承認等）若しくは第八百四条第一項（新設合併契約等の承認）又は第百六十五条

の三第一項、第百六十五条の十第一項若しくは第百六十五条の十六第一項（第百六十

五条の二十」に、「含む合併契約書」を「含む合併契約」に改める。 

  第二百五十五条第一項中「第百六十六条第一項の」を「第百六十五条の七第二項

（第百六十五条の十二において準用する場合を含む。）、第百六十五条の十七第二項

（第百六十五条の二十において準用する場合を含む。）又は第百六十五条の二十四第

二項の規定による」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 前条第一項の合併をする場合における第百六十五条の七第四項（第百六十五条の

十二において準用する場合を含む。）において準用する第七十条第七項、第百六十

五条の十七第四項（第百六十五条の二十において準用する場合を含む。）において

準用する第八十八条第七項又は第百六十五条の二十四第七項の規定の適用について

は、これらの規定中「同項の規定による公告の時において既に保険金請求権等が生

じている保険契約（当該保険金請求権等に係る支払により消滅することとなるもの

に限る。）」とあるのは「第二百五十四条第二項において準用する第二百五十条第

三項に規定する特定契約」と、「五分の一」とあるのは「十分の一」と、「保険金

請求権等」とあるのは「第二百五十四条第二項において準用する第二百五十条第三

項に規定する特定契約に係る保険金請求権その他の政令で定める権利」とする。 

  第二百五十五条の二第一項中「契約条件変更書」を「契約条件変更計画」に、「記

載しなければ」を「定めなければ」に改める。 

  第二百五十五条の三第一項中「の取締役（委員会等設置会社等にあっては、執行

役）」を削り、「次条第一項の」の下に「規定による」を加え、「契約条件変更書そ

の他の内閣府令・財務省令で定める書類」を「契約条件変更計画の内容その他の内閣

府令・財務省令で定める事項を記載し、又は記録した書面又は電磁的記録」に改め、

同条第二項中「契約条件変更書」を「契約条件変更計画」に、「変更会社の営業時間

又は事業時間内に限り、前項の書類の閲覧を求め、又は変更会社の定める費用を支払

ってその謄本若しくは抄本の交付を求めることができる」を「変更会社に対して、そ

の営業時間又は事業時間内は、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号

又は第四号に掲げる請求をするには、当該変更会社の定めた費用を支払わなければな

らない」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 前項の書面の閲覧の請求 

  二 前項の書面の謄本又は抄本の交付の請求 

  三 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令・財務省令で定める方法により

表示したものの閲覧の請求 

  四 前項の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であって当該変更会社の定め

たものにより提供することの請求又はその事項を記載した書面の交付の請求 



 

 

  第二百五十五条の四第一項中「契約条件変更書」を「契約条件変更計画」に改め

る。 

  第二百六十四条第二項中「登記しなければならない」を「登記すべき」に改める。 

  第二百六十五条の十八中「この場合には」を「この場合においては」に改める。 

  第二百六十五条の十九第一項中「以下」の下に「この章において」を加える。 

  第二百六十五条の二十一中「機構の役員」の下に「（第二百六十五条の十三第一項

の役員をいう。以下同じ。）」を加える。 

  第二百六十五条の二十八第一項第八号中「（平成八年法律第九十五号）」を削る。 

  第二百七十条の三の五の見出しを「（会社法第四百六十七条の不適用）」に改め、

同条中「商法第二百四十六条（事後設立」を「会社法第四百六十七条第一項第五号

（事業譲渡等の承認等」に改める。 

  第二百七十条の四第九項中「ものとする」の下に「ほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める」を加える。 

  第二百七十条の六第二項第一号中「第九十七条、」を「第九条第一項（第一号に係

る部分に限る。）、第九十七条、」に改め、「、第二百七十四条の二」を削り、「委

員会等設置会社等」を「委員会設置会社」に改め、同条第三項中「（昭和三十年法律

第九十七号）」を削る。 

  第二百七十一条第一項中「、整理手続」を削る。 

  第二百七十一条の十第二項並びに第二百七十一条の十八第二項及び第三項中「営業

年度」を「事業年度」に改める。 

  第二百七十一条の十九第二項中「株式会社」の下に「であって次に掲げる機関を置

くもの」を加え、同項に次の各号を加える。 

  一 取締役会 

  二 監査役会又は委員会 

  三 会計監査人 

  第二百七十一条の十九の次に次の一条を加える。 

  （保険持株会社の取締役等の適格性等） 

 第二百七十一条の十九の二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の

法令上これと同様に取り扱われている者は、保険持株会社の取締役、執行役又は監

査役となることができない。 

 ２ 会社法第三百三十一条第二項ただし書（取締役の資格等）（同法第三百三十五条

第一項（監査役の資格等）において準用する場合を含む。）、第三百三十二条第二

項（取締役の任期）（同法第三百三十四条第一項（会計参与の任期）において準用

する場合を含む。）、第三百三十六条第二項（監査役の任期）及び第四百二条第五

項ただし書（執行役の選任等）の規定は、保険持株会社については、適用しない。 

 ３ 保険持株会社は、持分会社の無限責任社員又は業務を執行する社員となることが



 

 

できない。 

  第二百七十一条の二十二第二項及び第三項第二号中「資本」を「資本金」に改め

る。 

  第二百七十一条の二十三（見出しを含む。）及び第二百七十一条の二十四第一項中

「営業年度」を「事業年度」に改める。 

  第二百七十一条の二十五第一項中「営業年度」を「事業年度」に改め、同条第三項

を同条第五項とし、同条第二項中「前項」を「前三項」に、「同項に規定する書類」

を「第一項の説明書類」に、「同項の」を「これらの」に改め、同項を同条第四項と

し、同条第一項の次に次の二項を加える。 

 ２ 前項の説明書類は、電磁的記録をもって作成することができる。 

 ３ 第一項の説明書類が電磁的記録をもって作成されているときは、保険持株会社の

子会社である保険会社の本店及び支店その他これに準ずる場所として内閣府令で定

める場所において、当該電磁的記録に記録された情報を電磁的方法により不特定多

数の者が提供を受けることができる状態に置く措置として内閣府令で定めるものを

とることができる。この場合においては、同項の説明書類を同項の規定により備え

置き、公衆の縦覧に供したものとみなす。 

  第二百七十一条の二十六の見出し中「営業報告書等」を「事業報告等」に改め、同

条中「商法第二百八十一条第一項（計算書類の作成）又は商法特例法第二十一条の二

十六第一項（計算書類の作成等」を「会社法第四百三十五条第二項（計算書類等の作

成」に、「営業報告書」を「事業報告」に改める。 

  第二百七十一条の三十第一項中「執行役」の下に「、会計参与」を加える。 

  第二百七十一条の三十一の見出し中「分割又は営業」を「会社分割又は事業」に改

め、同条第二項中「分割」を「会社分割」に、「営業」を「事業」に改め、同条第三

項中「営業」を「事業」に改める。 

  第二百七十一条の三十二第二項第三号及び第四号中「分割又は営業」を「会社分割

又は事業」に改め、同項第六号中「資本」を「資本金」に改める。 

  第二百七十二条の二第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第三号中

「委員会等設置会社等」を「委員会設置会社」に改め、同項中第五号を第六号とし、

第四号を第五号とし、第三号の次に次の一号を加える。 

  四 会計参与設置会社にあっては、会計参与の氏名又は名称 

  第二百七十二条の四第一項第一号を次のように改める。 

  一 株式会社又は相互会社（次に掲げる区分に応じ、次に定めるものに限る。）で

ない者 

   イ 資本金の額又は基金（第五十六条の基金償却積立金を含む。次号において同

じ。）の総額が政令で定める額に満たない株式会社又は相互会社（以下この項

において「株式会社等」という。） 取締役会及び監査役又は委員会を置くも



 

 

の 

   ロ イに掲げる株式会社等以外の株式会社等 取締役会及び監査役会又は委員会

並びに会計監査人を置くもの 

  第二百七十二条の四第一項第二号中「資本」を「資本金」に、「株式会社又は相互

会社（以下この項において「株式会社等」という。）」を「株式会社等」に改め、同

項第十号中「執行役」の下に「、会計参与」を加え、同号イを次のように改める。 

   イ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に

取り扱われている者 

  第二百七十二条の十第一項中「委員会等設置会社等」を「委員会設置会社」に改め

る。 

  第二百七十二条の十三第二項中「第百条の二及び第百条の三」を「第百条の二から

第百条の四まで」に、「同条」を「第百条の三」に改める。 

  第二百七十二条の十四第二項中「分割」を「会社分割」に改め、同条第三項を削

る。 

  第二百七十二条の十六第二項中「資本の額又は基金（第五十六条の基金償却積立金

を含む。）の総額が第二百七十二条の四第一項第一号に規定する政令で定める額以上

の会社」を「第二百七十二条の四第一項第一号ロに掲げる株式会社等」に改める。 

  第二百七十二条の十七中「、第三項及び第四項」を「及び第三項から第六項まで」

に改める。 

  第二百七十二条の二十一第一項第二号中「分割」を「会社分割」に改め、同項第三

号中「資本」を「資本金」に改める。 

  第二百七十二条の二十六第二項中「執行役」の下に「、会計参与」を加える。 

  第二百七十二条の三十一第二項中「営業年度」を「事業年度」に改める。 

  第二百七十二条の三十二第一項第三号中「資本」を「資本金」に改める。 

  第二百七十二条の三十三第一項第一号ハ（３）中「第十二条第一項において読み替

えて適用する商法第二百五十四条ノ二各号（取締役の欠格事由）に掲げる者」を「会

社法第三百三十一条第一項第二号（取締役の資格等）若しくは第十二条第一項の規定

により読み替えて適用する同法第三百三十一条第一項第三号に掲げる者」に改め、同

項第二号ハ（１）及び（２）中「第十二条第一項において読み替えて適用する商法第

二百五十四条ノ二各号に掲げる者」を「会社法第三百三十一条第一項第二号若しくは

第十二条第一項の規定により読み替えて適用する同法第三百三十一条第一項第三号に

掲げる者」に改める。 

  第二百七十二条の三十五第二項及び第三項中「営業年度」を「事業年度」に改め

る。 

  第二百七十二条の三十六第一項第三号中「資本」を「資本金」に改め、同項第四号

中「委員会等設置会社」を「委員会設置会社」に改める。 



 

 

  第二百七十二条の三十七第二項中「株式会社」の下に「であって次に掲げる機関を

置くもの」を加え、同項に次の各号を加える。 

  一 取締役会 

  二 監査役会又は委員会 

  三 会計監査人 

  第二百七十二条の三十七の次に次の一条を加える。 

  （少額短期保険持株会社の取締役等の適格性等） 

 第二百七十二条の三十七の二 会社法第三百三十一条第二項ただし書（取締役の資格

等）（同法第三百三十五条第一項（監査役の資格等）において準用する場合を含

む。）、第三百三十二条第二項（取締役の任期）（同法第三百三十四条第一項（会

計参与の任期）において準用する場合を含む。）、第三百三十六条第二項（監査役

の任期）及び第四百二条第五項ただし書（執行役の選任等）の規定は、少額短期保

険持株会社については、適用しない。 

 ２ 少額短期保険持株会社は、持分会社の無限責任社員又は業務を執行する社員とな

ることができない。 

  第二百七十二条の三十九第二項及び第三項第二号中「資本」を「資本金」に改め

る。 

  第二百七十二条の四十第一項中「営業年度」を「事業年度」に、「第二百七十一条

の二十五第一項及び第二項」を「第二百七十一条の二十五第一項から第四項まで」

に、「同条第三項」を「同条第五項」に、「営業報告書」を「事業報告」に改める。 

  第二百七十二条の四十二第二項第六号中「資本」を「資本金」に改める。 

  第二百七十三条第一項中「第二百七十四条の二において同じ。」を削り、同項第四

号及び同条第二項中「分割」を「会社分割」に改める。 

  第二百七十四条の二を削る。 

  第二百七十五条第一項第二号中「及び監査役」を「並びに監査役及び監査委員」に

改める。 

  第三百十一条第一項中「第二百三十五条第六項」を「第二百三十五条第五項」に改

める。 

  第三百十七条第一号中「を提出せず、又はこれらの書類に記載すべき事項を記載せ

ず、若しくは虚偽の記載をしてこれらの書類」を「若しくは電磁的記録を提出せず、

又はこれらの書類若しくは電磁的記録に記載し、若しくは記録すべき事項を記載せ

ず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録をしてこれらの書類若しく

は電磁的記録」に改め、同条第一号の二中「）又は」を「）若しくは」に、「又はこ

れらの書類に記載すべき事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をして公衆の縦覧に供

した」を「若しくは第百十一条第四項（第百九十九条及び第二百七十二条の十七にお

いて準用する場合を含む。）若しくは第二百七十一条の二十五第三項（第二百七十二



 

 

条の四十第一項において準用する場合を含む。）の規定に違反して、第百十一条第三

項（第百九十九条及び第二百七十二条の十七において準用する場合を含む。）若しく

は第二百七十一条の二十五第二項（第二百七十二条の四十第一項において準用する場

合を含む。）に規定する電磁的記録に記録された情報を電磁的方法により不特定多数

の者が提供を受けることができる状態に置く措置として内閣府令で定めるものをとら

ず、又はこれらの規定に違反して、これらの書類に記載すべき事項を記載せず、若し

くは虚偽の記載をして、公衆の縦覧に供し、若しくは電磁的記録に記録すべき事項を

記録せず、若しくは虚偽の記録をして、電磁的記録に記録された情報を電磁的方法に

より不特定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとった」に改め、

同条第四号から第六号までの規定中「第二百十二条第六項」を「第二百十二条第五

項」に、「第二百三十五条第六項」を「第二百三十五条第五項」に改め、同条第七号

中「執行役」の下に「、会計参与」を加える。 

  第三百十八条の二中「執行役」の下に「、会計参与」を、「監査役」の下に「、会

計監査人」を加える。 

  第三百二十一条第一項第三号中「前三条」を「第三百十八条の二から前条まで」に

改める。 

  第三百二十二条に見出しとして「（取締役等の特別背任罪）」を付し、同条第一項

及び第二項を次のように改める。 

   次に掲げる者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は保険会社等に損害を加え

る目的で、その任務に背く行為をし、当該保険会社等に財産上の損害を加えたとき

は、十年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

  一 保険会社等の保険管理人又は保険計理人 

  二 相互会社の発起人 

  三 相互会社の設立時取締役又は設立時監査役 

  四 相互会社の取締役、執行役、会計参与又は監査役 

  五 民事保全法第五十六条に規定する仮処分命令により選任された相互会社の取締

役、執行役又は監査役の職務を代行する者 

  六 第五十三条の十二第二項、第五十三条の十五において準用する会社法第三百五

十一条第二項、第五十三条の二十五第二項において準用する同法第四百一条第三

項（第五十三条の二十七第三項において準用する場合を含む。）又は第五十三条

の三十二において準用する同法第四百二十条第三項において準用する同法第四百

一条第三項の規定により選任された一時取締役、会計参与、監査役、代表取締

役、委員、執行役又は代表執行役の職務を行うべき者 

  七 相互会社の支配人 

  八 事業に関するある種類又は特定の事項の委任を受けた相互会社の使用人 

  九 検査役（相互会社に係るものに限る。） 



 

 

 ２ 次に掲げる者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は清算相互会社に損害を加

える目的で、その任務に背く行為をし、当該清算相互会社に財産上の損害を加えた

ときも、前項と同様とする。 

  一 清算相互会社の清算人 

  二 民事保全法第五十六条に規定する仮処分命令により選任された清算相互会社の

清算人の職務を代行する者 

  三 第百八十条の五第四項において準用する第五十三条の十二第二項の規定又は第

百八十条の九第五項において準用する会社法第三百五十一条第二項の規定により

選任された清算相互会社の一時清算人又は代表清算人の職務を行うべき者 

  四 清算相互会社の清算人代理 

  五 清算相互会社の監督委員 

  六 清算相互会社の調査委員 

  第三百二十三条に見出しとして「（代表社債権者等の特別背任罪）」を付し、同条

第一項中「又は外国相互会社」を削り、「社債権者集会の代表者又はその決議を執行

する者」を「代表社債権者又は決議執行者（第六十一条の八第二項において準用する

会社法第七百三十七条第二項に規定する決議執行者をいう。以下同じ。）」に改め

る。 

  第三百二十四条に見出しとして「（会社財産を危うくする罪）」を付し、同条第一

項第一号中「商法第二百八十条ノ二第一項第三号」を「会社法第百九十九条第一項第

三号又は第二百三十六条第一項第三号」に改め、「株主総会」の下に「若しくは種類

株主総会」を加え、「申立て」を「申述」に改め、同項第三号中「利益若しくは利息

の配当又は商法第二百九十三条ノ五第一項の金銭の分配」を「剰余金の配当」に改

め、同条第二項中「、発起人、取締役、執行役、監査役、第二十七条第三項若しくは

第五十二条の三第二項において準用する商法特例法第二十一条の十四第七項第一号に

おいて準用する商法第六十七条ノ二の取締役、執行役若しくは監査役の職務代行者、

第五十一条第二項若しくは第五十三条第二項において準用する同法第二百五十八条第

二項（第五十二条の三第二項において準用する商法特例法第二十一条の十四第七項第

五号において準用する場合を含む。）の職務代行者、支配人その他事業に関するある

種類若しくは特定の事項の委任を受けた使用人又は検査役」を「、第三百二十二条第

一項第二号から第九号までに掲げる者又は第三十条の十一第二項若しくは第七十九条

第三項において準用する会社法第九十四条第一項の規定により選任された者」に改

め、同項第一号中「第二十二条第三項各号」を「第二十四条第一項各号」に、「申立

て」を「申述」に改め、同条第三項を削り、同条第四項中「に組織変更する」を「と

なる組織変更をする」に、「前項に規定する者若しくは検査役」を「相互会社の保険

管理人、第三百二十二条第一項第四号から第六号まで若しくは第九号に掲げる者」

に、「執行役若しくは監査役」を「会計参与、監査役若しくは執行役」に、「現物出



 

 

資」を「金銭以外の財産」に、「第九十二条の二第一項第四号」を「第九十二条第三

号」に、「申立て」を「申述」に、「ときも、前項と同様とする」を「ときは、三年

以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する」に改め、同項

を同条第三項とし、同条第五項中「に組織変更する」を「となる組織変更をする」

に、「執行役、商法第百八十八条第四項若しくは商法特例法第二十一条の十四第七項

第一号において準用する商法第六十七条ノ二の取締役若しくは執行役の職務代行者、

同法第二百五十八条第二項（商法特例法第二十一条の十四第七項第五号において準用

する場合を含む。）の職務代行者」を「会計参与、監査役、執行役、民事保全法第五

十六条に規定する仮処分命令により選任された株式会社の取締役、会計参与、監査役

若しくは執行役の職務を代行する者、会社法第三百四十六条第二項、第三百五十一条

第二項若しくは第四百一条第三項（同法第四百三条第三項及び第四百二十条第三項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により選任された一時取締役、会計参与、監査

役、代表取締役、委員、執行役若しくは代表執行役の職務を行うべき者」に、「執行

役若しくは監査役」を「会計参与、監査役若しくは執行役」に、「申立て」を「申

述」に、「第三項」を「前項」に改め、同項を同条第四項とする。 

  第三百二十五条に見出しとして「（虚偽文書行使等の罪）」を付し、同条第一項中

「第三百二十二条第一項に規定する者、外国相互会社の日本における代表者若しくは

外国保険会社等若しくは免許特定法人の引受社員の保険管理人又は基金若しくは相互

会社若しくは外国相互会社の社債」を「第三百二十二条第一項第一号から第八号まで

に掲げる者又は基金若しくは相互会社の社債（第六十一条に規定する社債をいう。）

を引き受ける者」に、「又は社債の募集に当たり、株式申込証、基金拠出申込証、新

株予約権申込証、社債申込証若しくは新株予約権付社債申込証の用紙、目論見書、株

式、基金、新株予約権若しくは社債の」を「、社債（第六十一条に規定する社債及び

会社法第二条第二十三号に規定する社債をいう。以下この項において同じ。）又は新

株予約権付社債を引き受ける者の募集をするに当たり、保険会社等の事業その他の事

項に関する説明を記載した資料若しくは当該」に、「その他株式、基金、新株予約権

若しくは社債の」を「その他の当該」に、「不実」を「虚偽」に改め、同条第二項中

「又は外国相互会社の社債」を「の社債（第六十一条に規定する社債をいう。）」

に、「不実」を「虚偽」に改め、同条第三項中「に組織変更する」を「となる組織変

更をする」に、「、取締役、執行役、監査役、第二十七条第三項若しくは第五十二条

の三第二項において準用する商法特例法第二十一条の十四第七項第一号において準用

する商法第六十七条ノ二の取締役、執行役若しくは監査役の職務代行者、第五十一条

第二項若しくは第五十三条第二項において準用する同法第二百五十八条第二項（第五

十二条の三第二項において準用する商法特例法第二十一条の十四第七項第五号におい

て準用する場合を含む。）の職務代行者又は支配人その他営業に関するある種類若し

くは特定の事項の委任を受けた使用人」を「又は第三百二十二条第一項第四号から第



 

 

八号までに掲げる者」に、「第九十二条の二第一項」を「第九十二条」に、「の募集

に当たり、株式申込証の用紙、目論見書、株式の」を「を引き受ける者の募集をする

に当たり、組織変更後の株式会社の事業その他の事項に関する説明を記載した資料若

しくは当該」に、「その他株式の」を「その他の当該」に、「不実」を「虚偽」に改

め、同条第四項中「に組織変更する」を「となる組織変更をする」に、「執行役、監

査役、商法第百八十八条第四項若しくは商法特例法第二十一条の十四第七項第一号に

おいて準用する商法第六十七条ノ二の職務代行者、同法第二百五十八条第二項（同法

第二百八十条第一項及び商法特例法第二十一条の十四第七項第五号において準用する

場合を含む。）の職務代行者」を「会計参与、監査役、執行役、民事保全法第五十六

条に規定する仮処分命令により選任された株式会社の取締役、監査役若しくは執行役

の職務を代行する者、会社法第三百四十六条第二項、第三百五十一条第二項若しくは

第四百一条第三項（同法第四百三条第三項及び第四百二十条第三項において準用する

場合を含む。）の規定により選任された一時取締役、会計参与、監査役、代表取締

役、委員、執行役若しくは代表執行役の職務を行うべき者」に、「第七十七条第一

項」を「第七十八条第一項」に改め、「、基金拠出申込証の用紙」を削り、「不実」

を「虚偽」に改める。 

  第三百二十六条に見出しとして「（預合いの罪）」を付し、同条第一項中「第三百

二十二条第一項に規定する者」を「第三百二十二条第一項第一号から第八号までに掲

げる者」に改め、同条第二項中「に組織変更する」を「となる組織変更をする」に、

「第九十二条の二第一項」を「第九十二条」に改め、同条第三項中「に組織変更す

る」を「となる組織変更をする」に、「第七十七条第三項」を「第七十八条第三項」

に、「第二十三条第三項」を「第三十条の三第一項」に改める。 

  第三百二十七条に見出しとして「（株式の超過発行の罪）」を付し、同条中「発行

する」の下に「ことができる」を加える。 

  第三百二十八条に見出しとして「（取締役等の贈収賄罪）」を付し、同条第一項を

次のように改める。 

   次に掲げる者が、その職務に関し、不正の請託を受けて、財産上の利益を収受

し、又はその要求若しくは約束をしたときは、五年以下の懲役又は五百万円以下の

罰金に処する。 

  一 第三百二十二条第一項各号又は第二項各号に掲げる者 

  二 第三百二十三条に規定する者 

  三 相互会社の会計監査人又は第五十三条の十二第四項の規定により選任された一

時会計監査人の職務を行うべき者 

  四 保険会社の保険調査人 

  第三百二十八条第三項を削る。 

  第三百二十九条及び第三百三十条を次のように改める。 



 

 

  （社員等の権利の行使に関する贈収賄罪） 

 第三百二十九条 次に掲げる事項に関し、不正の請託を受けて、財産上の利益を収受

し、又はその要求若しくは約束をした者は、五年以下の懲役又は五百万円以下の罰

金に処する。 

  一 相互会社の社員総会、総代会、創立総会、社債権者集会若しくは債権者集会、

株式会社が第六十八条第一項の組織変更をする場合の保険契約者総会若しくは保

険契約者総代会又は外国相互会社の債権者集会における発言又は議決権の行使 

  二 第三十八条第一項若しくは第二項、第三十九条、第四十条第一項、第四十五条

第一項若しくは第二項、第四十六条、第四十七条第一項、第五十条第一項若しく

は第二項、第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十八条第一項（第

二号を除く。）若しくは第三百六十条第一項、第五十三条の三十二において準用

する同法第四百二十二条第一項、第五十三条の三十六において準用する同法第四

百二十六条第五項、第百八十条の五第二項若しくは第百八十条の八第四項におい

て準用する同法第三百六十条第一項に規定する社員若しくは総代の権利の行使、

第百八十四条において準用する同法第五百十一条第一項若しくは第五百二十二条

第一項に規定する社員若しくは債権者の権利の行使又は第百八十四条において準

用する同法第五百四十七条第一項若しくは第三項に規定する債権者の権利の行使 

  三 社員総数の千分の五、千分の三若しくは千分の一以上に相当する数若しくは三

千名若しくは千名以上の社員（特定相互会社にあっては、第三十八条第一項、第

三十九条第一項又は第五十条第一項に規定する政令で定める数以上の社員）、九

名若しくは三名以上の総代又は相互会社における社債（第六十一条に規定する社

債をいう。以下この号において同じ。）の総額（償還済みの額を除く。）の十分

の一以上に当たる社債を有する社債権者の権利の行使 

  四 この法律又はこの法律において準用する会社法に規定する訴えの提起（相互会

社の社員又は債権者がするものに限る。） 

  五 この法律において準用する会社法第八百四十九条第一項の規定による社員の訴

訟参加 

 ２ 前項の利益を供与し、又はその申込み若しくは約束をした者も、同項と同様とす

る。 

  （没収及び追徴） 

 第三百三十条 第三百二十八条第一項又は前条第一項の場合において、犯人の収受し

た利益は、没収する。その全部又は一部を没収することができないときは、その価

額を追徴する。 

  第三百三十一条に見出しとして「（株主等の権利の行使に関する利益供与の罪）」

を付し、同条第一項中「相互会社の取締役、執行役、監査役、第二十七条第三項若し

くは第五十二条の三第二項において準用する商法特例法第二十一条の十四第七項第一



 

 

号において準用する商法第六十七条ノ二の取締役、執行役若しくは監査役の職務代行

者、第五十一条第二項若しくは第五十三条第二項において準用する同法第二百五十八

条第二項（第五十二条の三第二項において準用する商法特例法第二十一条の十四第七

項第五号において準用する場合を含む。）の職務代行者若しくは支配人その他の使用

人（第三項及び第四項において「保険管理人等」という。）」を「第三百二十二条第

一項第四号から第七号までに掲げる者若しくはその他の相互会社の使用人」に改め、

「に関し、」の下に「当該」を加え、「商法第二百十一条ノ二（保険会社等が相互会

社であるときは、第五十一条第二項において準用する同法第二百六十条ノ四第七項）

に規定する子会社」を「会社法第二条第三号に規定する子会社（保険会社等が相互会

社であるときは、その実質子会社）」に改め、同条第二項中「第三者に」の下に「こ

れを」を加え、同条第三項中「保険管理人等」を「同項に規定する者」に改め、同条

第四項中「その実行につき保険管理人等」を「その実行について第一項に規定する

者」に、「があったときは」を「をしたときは」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ６ 第一項の罪を犯した者が自首したときは、その刑を減軽し、又は免除することが

できる。 

  第三百三十一条の次に次の一条を加える。 

  （国外犯） 

 第三百三十一条の二 第三百二十二条から第三百二十四条まで、第三百二十六条、第

三百二十七条、第三百二十八条第一項、第三百二十九条第一項及び前条第一項の罪

は、日本国外においてこれらの罪を犯した者にも適用する。 

 ２ 第三百二十八条第二項、第三百二十九条第二項及び前条第二項から第四項までの

罪は、刑法第二条の例に従う。 

  第三百三十二条に見出しとして「（法人における罰則の適用）」を付し、同条中

「第三百三十条第一項又は前条第一項」を「第三百二十九条第一項又は第三百三十一

条第一項」に改め、「これらの規定」の下に「並びに第三百二十二条第三項及び第三

百二十三条第二項の規定」を、「支配人に」の下に「対してそれぞれ」を加える。 

  第三百三十二条の次に次の二条を加える。 

  （虚偽届出等の罪） 

 第三百三十二条の二 第六十七条の二又は第二百十七条第三項において準用する会社

法第九百五十五条第一項の規定に違反して、調査記録簿等（同項に規定する調査記

録簿等をいう。以下この条において同じ。）に同項に規定する電子公告調査に関し

法務省令で定めるものを記載せず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しく

は記録をし、又は同項の規定に違反して調査記録簿等を保存しなかった者は、三十

万円以下の罰金に処する。 

  （両罰規定） 

 第三百三十二条の三 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従



 

 

業者が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰

するほか、その法人又は人に対しても、同条の刑を科する。 

  第三百三十三条の前に見出しとして「（過料に処すべき行為）」を付し、同条第一

項各号列記以外の部分中「取締役、執行役、監査役、検査役」を「設立時取締役、設

立時執行役、設立時監査役、取締役、執行役、会計参与若しくはその職務を行うべき

社員、監査役」に、「商法第三百九十一条第一項（第百五十一条において準用する場

合を含む。）の整理委員、同法第三百九十七条第一項（第百五十一条において準用す

る場合を含む。）の監督員、同法第三百九十八条第一項（第百五十一条において準用

する場合を含む。）の管理人、同法第四百四十四条第一項（第百八十四条において準

用する場合を含む。）の監査委員、名義書換代理人、社債管理会社、事務を承継すべ

き社債管理会社、社債権者集会の代表者若しくはその決議を執行する者、第二十七条

第三項、同法第百八十八条第四項若しくは商法特例法第二十一条の十四第七項第一号

（第五十二条の三第二項において準用する場合を含む。）において準用する商法第六

十七条ノ二の職務代行者、同法第四百三十条第一項（第百八十三条第一項において準

用する場合を含む。）において準用する同法第百二十三条第三項において準用する同

法第六十七条ノ二の職務代行者、同法第二百五十八条第二項（第五十一条第二項、第

五十三条第二項並びに同法第二百八十条第一項及び第四百三十条第二項（第百八十三

条第一項において準用する場合を含む。）並びに商法特例法第二十一条の十四第七項

第五号（第五十二条の三第二項において準用する場合を含む。）において準用する場

合を含む。）の職務代行者」を「会社法第五百二十五条第一項（第百八十四条におい

て準用する場合を含む。）の清算人代理、同法第五百二十七条第一項（第百八十四条

において準用する場合を含む。）の監督委員、同法第五百三十三条（第百八十四条に

おいて準用する場合を含む。）の調査委員、民事保全法第五十六条に規定する仮処分

命令により選任された取締役、執行役、監査役若しくは清算人の職務を代行する者、

第三百二十二条第一項第六号若しくは会社法第九百六十条第一項第五号に規定する一

時取締役、会計参与、監査役、代表取締役、委員、執行役若しくは代表執行役の職務

を行うべき者、第三百二十二条第二項第三号若しくは同法第九百六十条第二項第三号

に規定する一時清算人若しくは代表清算人の職務を行うべき者、第三百二十八条第一

項第三号若しくは同法第九百六十七条第一項第三号に規定する一時会計監査人の職務

を行うべき者、検査役、株主名簿管理人、社債原簿管理人、社債管理者、事務を承継

する社債管理者、代表社債権者、決議執行者」に、「第五十四号及び第五十九号」を

「第六十五号及び第七十一号」に改め、「その取締役、執行役」及び「含む。）の取

締役、執行役」の下に「、会計参与若しくはその職務を行うべき社員」を加え、「、

管理人」を削り、同項第一号中「執行役」の下に「、会計参与若しくはその職務を行

うべき社員」を加え、同項第二号を削り、同項第一号の二中「第百九十二条第三項」

を「第百九十二条第五項」に改め、同号を同項第二号とし、同項第三号から第六号ま



 

 

でを次のように改める。 

  三 この法律又はこの法律において準用する会社法の規定による登記を怠ったと

き。 

  四 この法律若しくはこの法律において準用する会社法の規定による公告若しくは

通知をすることを怠ったとき、又は不正の公告若しくは通知をしたとき。 

  五 この法律又はこの法律において準用する会社法の規定による開示をすることを

怠ったとき。 

  六 この法律又はこの法律において読み替えて準用する会社法の規定に違反して、

正当な理由がないのに、書類若しくは電磁的記録に記録された事項を内閣府令で

定める方法により表示したものの閲覧若しくは謄写又は書類の謄本若しくは抄本

の交付、電磁的記録に記録された事項を電磁的方法により提供すること若しくは

その事項を記載した書面の交付を拒んだとき。 

  第三百三十三条第一項中第六号の二を削り、第七号から第十五号までを次のように

改める。 

  七 この法律又はこの法律において準用する会社法の規定による調査を拒み、妨

げ、又は忌避したとき。 

  八 この法律又はこの法律において準用する会社法に規定する事項について、官

庁、社員総会、総代会、創立総会、保険契約者総会、保険契約者総代会、社債権

者集会又は債権者集会に対し、虚偽の申述を行い、又は事実を隠ぺいしたとき。 

  九 定款、社員総会、総代会、創立総会、取締役会、重要財産委員会、委員会、監

査役会、保険契約者総会、保険契約者総代会、社債権者集会若しくは債権者集会

の議事録、社員の名簿、会計帳簿、貸借対照表、損益計算書、事業報告、第五十

四条の三第二項若しくは第百八十条の十七において準用する会社法第四百九十四

条第一項の附属明細書、会計参与報告、監査報告、会計監査報告、決算報告、社

債原簿、財産目録、事務報告又は第六十一条の五において準用する同法第六百八

十二条第一項若しくは第六百九十五条第一項、第百六十五条の二第一項、第百六

十五条の九第一項、第百六十五条の十三第一項、第百六十五条の十五第一項、第

百六十五条の十九第一項若しくは第百六十五条の二十一第一項の書面若しくは電

磁的記録に記載し、若しくは記録すべき事項を記載せず、若しくは記録せず、又

は虚偽の記載若しくは記録をしたとき。 

  十 この法律又はこの法律において準用する会社法の規定に違反して、帳簿又は書

類若しくは書面若しくは電磁的記録を備え置かなかったとき。 

  十一 正当な理由がないのに、社員総会、総代会、創立総会、保険契約者総会又は

保険契約者総代会において、社員になろうとする者、社員、総代又は保険契約者

の求めた事項について説明をしなかったとき。 

  十二 第十五条、第五十六条から第五十九条まで、第九十一条第三項、第百十二条



 

 

第二項（第百九十九条において準用する場合を含む。）又は第百十五条（第百九

十九条及び第二百七十二条の十八において準用する場合を含む。）の規定に違反

して、準備金若しくは積立金を計上せず、若しくは積み立てず、又はこれらを取

り崩したとき。 

  十三 第十七条第二項若しくは第四項（これらの規定を第五十七条第四項において

準用する場合を含む。）、第七十条第二項若しくは第四項（第百六十五条の七第

四項（第百六十五条の十二において準用する場合を含む。）において準用する場

合を含む。）、第七十七条第四項、第八十八条第二項若しくは第四項（第百六十

五条の十七第四項（第百六十五条の二十において準用する場合を含む。）におい

て準用する場合を含む。）、第百三十七条第一項から第三項まで（これらの規定

を第二百十条第一項（第二百七十条の四第九項において準用する場合を含

む。）、第二百七十条の四第九項及び第二百七十二条の二十九において準用する

場合を含む。）、第百六十五条の七第二項（第百六十五条の十二において準用す

る場合を含む。）、第百六十五条の十七第二項（第百六十五条の二十において準

用する場合を含む。）、第百六十五条の二十四第二項若しくは第四項、第百七十

三条の四第二項若しくは第四項、第二百四十条の十二第一項から第三項まで、第

二百五十一条第一項（第二百七十条の四第九項において準用する場合を含

む。）、第二百五十五条第一項又は第二百五十五条の四第一項から第三項までの

規定に違反して、資本金若しくは準備金の額の減少若しくは基金償却積立金の取

崩し、組織変更、保険契約者総代会の設置、保険契約の移転、合併、会社分割、

第二百四十条の二第一項に規定する契約条件の変更又は第二百五十条第一項に規

定する契約条件の変更をしたとき。 

  十四 第二十八条第二項（第七十八条第三項において準用する場合を含む。）、第

六十条の二第二項若しくは第九十三条第二項の規定に違反して、書面を交付せ

ず、又は当該書面若しくは第二十八条第三項（第六十条の二第四項及び第七十八

条第三項において準用する場合を含む。）若しくは第九十三条第三項の電磁的方

法において作成される電磁的記録に記載し、若しくは記録すべき事項を記載せ

ず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録をしたとき。 

  十五 第三十九条第一項又は第四十六条第一項の規定による請求があった場合にお

いて、その請求に係る事項を社員総会又は総代会の目的としなかったとき。 

  第三百三十三条第一項中第十五号の二及び第十五号の三を削り、第十六号から第十

八号までを次のように改める。 

  十六 第四十条第二項若しくは第四十七条第二項において準用する会社法第三百七

条第一項第一号の規定若しくは第五十三条の十五において準用する同法第三百五

十九条第一項第一号の規定による裁判所の命令又は第四十一条第一項若しくは第

四十九条第一項において準用する同法第二百九十六条第一項の規定に違反して、



 

 

社員総会又は総代会を招集しなかったとき。 

  十七 第四十一条第一項において準用する会社法第三百一条若しくは第三百二条の

規定、第四十八条の規定又は第五十四条の五（第五十四条の十第六項において準

用する場合を含む。）の規定に違反して、社員総会又は総代会の招集の通知に際

し、書類若しくは書面を交付せず、又は電磁的方法により情報を提供しなかった

とき。 

  十八 取締役、会計参与、監査役、執行役又は会計監査人がこの法律又は定款で定

めたその員数を欠くこととなった場合において、その選任（一時会計監査人の職

務を行うべき者の選任を含む。）の手続をすることを怠ったとき。 

  第三百三十三条第一項中第十八号の二及び第十八号の三を削り、第十九号から第二

十六号までを次のように改める。 

  十九 第五十三条の五第三項の規定に違反して、社外監査役を監査役の半数以上に

選任しなかったとき。 

  二十 第五十三条の十一において準用する会社法第三百四十三条第二項又は第三百

四十四条第二項の規定による請求があった場合において、その請求に係る事項を

社員総会若しくは総代会の目的とせず、又はその請求に係る議案を社員総会若し

くは総代会に提出しなかったとき。 

  二十一 第五十三条の十五において準用する会社法第三百六十五条第二項（第五十

三条の三十二において準用する同法第四百十九条第二項において準用する場合を

含む。）の規定又は第百八十条の十四第九項において準用する同法第三百六十五

条第二項の規定に違反して、取締役会若しくは清算人会に報告せず、又は虚偽の

報告をしたとき。 

  二十二 第五十三条の十九第三項の規定に違反して、常勤の監査役を選定しなかっ

たとき。 

  二十三 社債（第六十一条に規定する社債をいう。）の発行の日前に社債券を発行

したとき。 

  二十四 第六十一条の五において準用する会社法第六百九十六条の規定に違反し

て、遅滞なく社債券を発行しなかったとき。 

  二十五 社債券に記載すべき事項を記載せず、又は虚偽の記載をしたとき。 

  二十六 第六十一条の六の規定に違反して社債（第六十一条に規定する社債をい

う。）を発行し、又は第六十一条の七第八項において準用する会社法第七百十四

条第一項の規定に違反して事務を承継する社債管理者を定めなかったとき。 

  第三百三十三条第一項中第二十六号の二から第二十六号の五までを削り、第二十七

号から第四十八号までを次のように改める。 

  二十七 第六十七条の二又は第二百十七条第三項において準用する会社法第九百四

十一条の規定に違反して、同条の調査を求めなかったとき。 



 

 

  二十八 第六十九条、第七十八条又は第八十六条の規定に違反して組織変更をした

とき。 

  二十九 第九十八条第二項若しくは第九十九条第四項前段若しくは第五項（これら

の規定を第百九十九条において準用する場合を含む。）の規定に違反して認可を

受けないでこれらの規定に規定する業務を行ったとき、又は第二百七十二条の十

一第二項ただし書の規定に違反して承認を受けないで同項ただし書に規定する業

務を行ったとき。 

  三十 第九十九条第四項後段（第百九十九条において準用する場合を含む。以下こ

の号において同じ。）の規定に違反して、認可を受けないで同項後段に規定する

業務の内容又は方法を変更したとき。 

  三十一 第百条（第百九十九条において準用する場合を含む。）、第二百七十一条

の二十一第一項、第二百七十二条の十一第二項又は第二百七十二条の三十八第一

項の規定に違反して他の業務を行ったとき。 

  三十二 第百条の四（第二百七十二条の十三第二項において準用する場合を含

む。）、第二百七十一条の十九の二第三項又は第二百七十二条の三十七の二第二

項の規定に違反して、持分会社の無限責任社員又は業務を執行する社員となった

とき。 

  三十三 第百六条第一項の規定に違反して同項に規定する子会社対象会社以外の会

社（第百七条第一項に規定する国内の会社を除く。）を子会社としたとき、又は

第二百七十二条の十四第一項の規定に違反して同項に規定する内閣府令で定める

業務を専ら営む会社以外の会社を子会社としたとき。 

  三十四 第百六条第四項の規定による内閣総理大臣の認可を受けないで同項に規定

する子会社対象保険会社等を子会社としたとき、若しくは同条第六項において準

用する同条第四項の規定による内閣総理大臣の認可を受けないで同条第一項各号

に掲げる会社を当該各号のうち他の号に掲げる会社（同条第四項に規定する子会

社対象保険会社等に限る。）に該当する子会社としたとき又は第二百七十二条の

十四第二項の規定による内閣総理大臣の承認を受けないで同項に規定する内閣府

令で定める業務を専ら営む会社を子会社としたとき。 

  三十五 第百七条第一項又は第二項ただし書の規定に違反したとき。 

  三十六 第百七条第三項又は第五項の規定により付した条件に違反したとき。 

  三十七 第百十六条又は第百十七条（これらの規定を第百九十九条及び第二百七十

二条の十八において準用する場合を含む。）の規定に違反して、責任準備金又は

支払備金を積み立てなかったとき。 

  三十八 第百十八条第二項（第百九十九条において準用する場合を含む。）の規定

に違反して同項各号に掲げる行為をしたとき。 

  三十九 第百二十条第一項（第百九十九条及び第二百七十二条の十八において準用



 

 

する場合を含む。）の規定に違反して、保険計理人の選任手続をせず、若しくは

第百二十条第二項（第百九十九条及び第二百七十二条の十八において準用する場

合を含む。）の内閣府令で定める要件に該当する者でない者を保険計理人に選任

し、又は第百二十条第三項（第百九十九条及び第二百七十二条の十八において準

用する場合を含む。以下この号において同じ。）の規定に違反して、同項の規定

による届出をしなかったとき。 

  四十 第百二十二条（第百九十九条及び第二百七十二条の十八において準用する場

合を含む。）、第百九十条第四項、第二百二十三条第四項、第二百四十二条第三

項、第二百五十八条第一項若しくは第二百七十二条の五第四項の規定による命令

又は第百三十二条第一項、第二百四条第一項、第二百三十条第一項、第二百四十

条の三、第二百四十一条第一項若しくは第二百七十二条の二十五第一項の規定に

よる命令（業務の全部又は一部の停止の命令を除くものとし、改善計画の提出を

求めることを含む。）に違反したとき。 

  四十一 第百二十三条第一項（第二百七条において準用する場合を含む。）又は第

二百二十五条第一項の規定による認可を受けないで、これらの規定に規定する書

類に定めた事項の変更をしたとき。 

  四十二 第百二十三条第二項（第二百七条において準用する場合を含む。）若しく

は第二百二十五条第二項の規定による届出をせず、又は第百二十五条第一項（第

二百七条及び第二百二十五条第三項において準用する場合を含む。）に規定する

期間（第百二十五条第二項又は第三項（これらの規定を第二百七条及び第二百二

十五条第三項において準用する場合を含む。）の規定により当該期間が短縮さ

れ、又は延長された場合にあっては、当該短縮又は延長後の期間）内に第百二十

三条第一項（第二百七条において準用する場合を含む。）若しくは第二百二十五

条第一項の内閣府令で定める事項を変更したとき。 

  四十三 第百二十五条第四項（第二百七条及び第二百二十五条第三項において準用

する場合を含む。）又は第二百七十二条の二十第四項の規定による変更又は届出

の撤回の命令に違反したとき。 

  四十四 第百二十七条第一項、第二百九条、第二百十八条第一項、第二百三十四

条、第二百三十九条、第二百七十一条の三十二第一項若しくは第二項、第二百七

十二条の二十一第一項又は第二百七十二条の四十二第一項若しくは第二項の規定

による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき。 

  四十五 第百三十一条、第二百三条、第二百二十九条又は第二百七十二条の二十四

第一項若しくは第二項の規定による命令に違反したとき。 

  四十六 第百三十六条（第二百十条第一項（第二百七十条の四第九項において準用

する場合を含む。次号において同じ。）、第二百七十条の四第九項及び第二百七

十二条の二十九において準用する場合を含む。）の規定に違反して保険契約の移



 

 

転の手続をしたとき。 

  四十七 第百三十八条（第二百十条第一項、第二百七十条の四第九項及び第二百七

十二条の二十九において準用する場合を含む。）の規定に違反して保険契約の締

結をしたとき。 

  四十八 第百七十六条の規定に違反して、書類若しくは書面若しくは電磁的記録を

提出せず、又は当該書類若しくは書面若しくは電磁的記録に記載し、若しくは記

録すべき事項を記載せず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しくは記録

をして、これらを提出したとき。 

  第三百三十三条第一項中第六十三号を第七十五号とし、第五十七号から第六十二号

までを十二号ずつ繰り下げ、第五十六号を第六十七号とし、同号の次に次の一号を加

える。 

  六十八 第二百七十一条の十四（第二百七十二条の三十四第一項において準用する

場合を含む。）、第二百七十一条の十五、第二百七十一条の十六第一項（第二百

七十二条の三十四第一項において準用する場合を含む。）又は第二百七十一条の

二十九（第二百七十二条の四十第二項において準用する場合を含む。）の規定に

よる命令（改善計画の提出を求めることを含む。）に違反したとき。 

  第三百三十三条第一項中第五十五号を第六十六号とし、第五十二号から第五十四号

までを十一号ずつ繰り下げ、第五十一号を削り、第五十号を第六十二号とし、同号の

前に次の一号を加える。 

  六十一 第二百四十二条第二項の規定により内閣総理大臣が選任した保険管理人に

事務の引渡しをしないとき。 

  第三百三十三条第一項中第四十九号の三を第六十号とし、第四十九号の二を第五十

九号とし、第四十九号を第五十八号とし、第四十八号の次に次の九号を加える。 

  四十九 第百八十条の十第一項の規定に違反して、破産手続開始の申立てをするこ

とを怠り、又は第百八十四条において準用する会社法第五百十一条第二項の規定

に違反して、特別清算開始の申立てをすることを怠ったとき。 

  五十 第百八十一条の規定に違反して財産を処分したとき。 

  五十一 清算の結了を遅延させる目的をもって、第百八十一条の二において準用す

る会社法第四百九十九条第一項の期間を不当に定めたとき。 

  五十二 第百八十一条の二において準用する会社法第五百条第一項の規定又は第百

八十四条において準用する同法第五百三十七条第一項の規定に違反して債務の弁

済をしたとき。 

  五十三 第百八十一条の二において準用する会社法第五百二条の規定に違反して、

清算相互会社の財産を分配したとき。 

  五十四 第百八十四条において準用する会社法第五百三十五条第一項又は第五百三

十六条第一項の規定に違反したとき。 



 

 

  五十五 第百八十四条において準用する会社法第五百四十条第一項若しくは第二項

又は第五百四十二条の規定による保全処分に違反したとき。 

  五十六 第百九十七条の規定に違反して、同条に規定する合計額に相当する資産を

日本において保有しないとき。 

  五十七 第二百十三条において準用する会社法第八百二十七条第一項の規定による

裁判所の命令に違反したとき。 

  第三百三十三条第二項中「商法第四百九十八条第一項各号」を「会社法第九百七十

六条各号」に改める。 

  第三百三十三条の次に次の一条を加える。 

 第三百三十三条の二 次のいずれかに該当する者は、百万円以下の過料に処する。 

  一 第六十七条の二又は第二百十七条第三項において準用する会社法第九百四十六

条第三項の規定に違反して、報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

  二 正当な理由がないのに、第六十七条の二又は第二百十七条第三項において準用

する会社法第九百五十一条第二項各号又は第九百五十五条第二項各号に掲げる請

求を拒んだ者 

  第三百三十四条各号列記以外の部分を次のように改める。 

   保険金信託業務を行う生命保険会社の取締役、執行役、会計参与若しくはその職

務を行うべき社員、監査役若しくは清算人、第百四十四条第一項に規定する受託会

社、保険管理人、会社法第五百二十七条第一項（第百八十四条において準用する場

合を含む。）の規定により選任された清算株式会社若しくは清算相互会社の監督委

員、民事保全法第五十六条に規定する仮処分命令により選任された株式会社若しく

は相互会社の取締役、会計参与、監査役、代表取締役、委員、執行役若しくは代表

執行役の職務を代行する者、同条に規定する仮処分命令により選任された清算株式

会社若しくは清算相互会社の清算人若しくは代表清算人の職務を代行する者、会社

法第三百四十六条第二項（同法第四百七十九条第四項において準用する場合を含

む。）の規定により選任された一時役員の職務を行うべき者若しくは一時清算人の

職務を行うべき者、同法第四百一条第三項（同法第四百三条第三項において準用す

る場合を含む。）の規定により選任された一時委員の職務を行うべき者若しくは一

時執行役の職務を行うべき者、第五十三条の十二第二項（第百八十条の五第四項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により選任された一時役員の職務を行うべき

者若しくは一時清算人の職務を行うべき者、第五十三条の二十五第二項（第五十三

条の二十七第三項において準用する場合を含む。）において準用する同法第四百一

条第三項の規定により選任された一時委員の職務を行うべき者若しくは一時執行役

の職務を行うべき者若しくは支配人又は保険金信託業務を行う外国生命保険会社等

の日本における代表者、清算人、第二百十一条において準用する第百四十四条第一

項に規定する受託会社、保険管理人若しくは支配人は、次の各号のいずれかに該当



 

 

する場合には、百万円以下の過料に処する。 

  第三百三十七条の三中「二十万円」を「百万円」に改める。 

  第三百三十八条を次のように改める。 

 第三百三十八条 第二十一条において準用する会社法第八条第一項の規定に違反し

て、相互会社であると誤認されるおそれのある名称又は商号を使用した者は、百万

円以下の過料に処する。 

 （保険業法の一部改正に伴う経過措置） 

第二百十六条 施行日前に旧商法第百六十七条の認証を受けた定款に係る保険業を営む

旧株式会社（以下この条において「旧保険株式会社」という。）の設立については、

なお従前の例による。ただし、設立の登記の登記事項については、前条の規定による

改正後の保険業法（以下この条において「新保険業法」という。）及び会社法の定め

るところによる。 

２ 施行日前に旧保険株式会社において株式又は新株予約権の発行の決議があった場合

におけるその株式又は新株予約権の発行の手続については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に旧保険株式会社において旧商法第二百八十条ノ二第一項第五号に掲げる

事項の決議があった場合における当該決議に基づき付与する新株の引受権について

は、なお従前の例による。 

４ 施行日前に旧保険株式会社が有する自己の株式の処分の決議があった場合における

当該株式の処分の手続については、なお従前の例による。 

５ 施行日前に旧保険株式会社において募集の決議があった新株予約権付社債の発行の

手続については、なお従前の例による。 

６ 第百条の規定によりなお従前の例によることとされる旧保険株式会社における剰余

金の配当又は第百一条の規定によりなお従前の例によることとされる旧保険株式会社

における旧商法第二百九十三条ノ五第一項の決議による金銭の分配における利益準備

金の積立てについては、なお従前の例による。 

７ 施行日前に旧保険株式会社の株主総会の招集の手続が開始された場合におけるその

株主総会の決議を要する資本又は資本準備金若しくは利益準備金の減少については、

なお従前の例による。ただし、資本の減少に関する登記の登記事項については、会社

法の定めるところによる。 

８ この法律の施行の際現に前条の規定による改正前の保険業法（以下この条において

「旧保険業法」という。）第百十三条前段（旧保険業法第二百七十二条の十八におい

て準用する場合を含む。）の規定により貸借対照表の資産の部に計上した金額がある

旧保険株式会社に対する新保険業法第十七条の六の規定の適用については、同条第一

項中「八 剰余金の配当」とあるのは、「八 剰余金の配当、会社法の施行に伴う関

係法律の整備等に関する法律（平成十七年法律第▼▼▼号。以下この号において「会

社法整備法」という。）第百条の規定によりなお従前の例によることとされる剰余金



 

 

の配当、会社法整備法第百一条の規定によりなお従前の例によることとされる旧商法

第二百九十三条ノ五第一項の決議による金銭の分配、会社法整備法第八十一条の規定

によりなお従前の例によることとされる自己の株式の取得又は会社法整備法第八十三

条の規定によりなお従前の例によることとされる株式の消却」とする。 

９ 施行日前に旧保険業法第二十二条第四項において準用する旧商法第百六十七条の認

証を受けた定款に係る相互会社の設立については、なお従前の例による。ただし、設

立の登記の登記事項については、新保険業法の定めるところによる。 

10 相互会社は、新保険業法第二十六条第二項各号に掲げる請求に応じる場合には、当

該請求をした者に対し、定款に記載又は記録がないものであっても、この条の規定に

より定款に定めがあるものとみなされる事項を示さなければならない。 

11 施行日前に社員総会（総代会を設けているときは、総代会。以下この条において同

じ。）の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の権限及び手続について

は、なお従前の例による。 

12 施行日前に旧保険業法第四十一条又は第四十九条において準用する旧商法第二百四

十五条第一項（第二号を除く。）の決議をするための社員総会の招集の手続が開始さ

れた場合における同項各号に掲げる行為については、なお従前の例による。 

13 新保険業法第五十三条の二第一項（新保険業法第五十三条の五第一項、第五十三条

の二十六第四項及び第百八十条の四第三項において準用する場合を含む。）の規定の

適用については、旧商法、旧有限会社法及び旧商法特例法の規定（第二章第一節第二

款の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧商法、第一章第二節

の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧有限会社法及び同章第

四節の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧商法特例法の規定

を含む。）に違反し、刑に処せられた者は、会社法の規定に違反し、刑に処せられた

ものとみなす。 

14 新保険業法第五十三条の二第一項第三号（新保険業法第五十三条の五第一項、第五

十三条の二十六第四項及び第百八十条の四第三項において準用する場合を含む。）の

規定は、この法律の施行の際現に相互会社の取締役、監査役、執行役又は清算人であ

る者が施行日前に犯した同号に規定する証券取引法、金融機関等の更生手続の特例等

に関する法律、民事再生法、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律又は破産法の

罪により刑に処せられた場合におけるその者の施行日以後の相互会社の取締役、監査

役、執行役又は清算人としての継続する在任については、適用しない。 

15 この法律の施行の際現に旧保険業法の取締役、監査役又は清算人である者の任期に

ついては、なお従前の例による。 

16 相互会社の取締役、執行役、監査役、会計監査人又は清算人の施行日前の行為に基

づく損害賠償責任については、なお従前の例による。 

17 相互会社がこの法律の施行の際現に旧保険業法第五十二条の二第二項に規定する大



 

 

会社（以下この項において「旧大会社」という。）若しくは同項に規定するみなし大

会社（以下この項において「旧みなし大会社」をいう。）である場合で旧委員会等設

置相互会社（旧保険業法第五十二条の三第一項に規定する委員会等設置相互会社をい

う。以下この条において同じ。）でないとき、又は第九項の規定により従前の例によ

り施行日以後に設立された相互会社が旧保険業法の適用があるとするならば旧大会社

若しくは旧みなし大会社に該当する場合で旧委員会等設置相互会社でないときにおけ

る相互会社の定款には、監査役会及び会計監査人を置く旨の定款の定めがあるものと

みなす。 

18 この法律の施行の際現に旧保険業法第五十二条の二に規定する重要財産委員会を置

いている場合における相互会社においては、当該重要財産委員会を組織する取締役を

新保険業法第五十三条の十六において準用する会社法第三百七十三条第一項に規定す

る特別取締役に選定した新保険業法第五十三条の十六において準用する会社法第三百

七十三条第一項の規定による取締役会の定めがあるものとみなす。 

19 相互会社がこの法律の施行の際現に旧委員会等設置相互会社である場合又は第九項

の規定により従前の例により施行日以後に設立された相互会社が旧委員会等設置相互

会社である場合における相互会社の定款には、取締役会、委員会及び会計監査人を置

く旨の定めがあるものとみなす。 

20 施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の決議を

要する基金償却積立金の取崩しについては、なお従前の例による。ただし、基金償却

積立金の取崩しに関する登記の登記事項については、新保険業法の定めるところによ

る。 

21 施行日前に到来した最終の決算期（以下この条において「直前決算期」という。）

に係る旧保険業法第五十九条において準用する旧商法第二百八十一条第一項各号に掲

げるもの及びこれらの附属明細書の作成、監査及び承認の方法については、なお従前

の例による。 

22 直前決算期に係る旧保険業法第五十九条において準用する旧商法特例法第十九条の

二第一項に規定する連結計算書類の作成、承認、監査及び同条第四項の規定による報

告の方法については、なお従前の例による。 

23 施行日前に相互会社において基金の募集の決議があった場合におけるその基金の募

集の手続については、なお従前の例による。 

24 この法律の施行の際現に旧保険業法の規定により相互会社が定めている社債管理会

社は、新保険業法の規定により相互会社が定めた社債管理者とみなす。ただし、新保

険業法第六十一条の八第二項において準用する会社法第七百四十条第二項の規定は適

用せず、その社債権者に対する損害賠償責任については、なお従前の例による。 

25 この法律の施行の際現に存する社債については、新保険業法第六十一条の五におい

て準用する会社法第六百八十一条第一号の規定（新保険業法第六十一条第六号及び第



 

 

七号に掲げる事項に係る部分に限る。）は、適用しない。 

26 この法律の施行の際現に存する社債に係る債券の記載事項及び記名社債の譲渡につ

いては、なお従前の例による。 

27 施行日前に募集の決議があった社債の発行の手続については、なお従前の例によ

る。 

28 施行日前に招集の手続が開始された社債権者集会については、なお従前の例によ

る。 

29 この法律の施行の際現に相互会社であるもの又は第九項の規定により従前の例によ

り施行日以後に設立された相互会社であるものの定款に社債についての名義書換代理

人を置く旨の定めがある場合における相互会社の定款には、社債原簿管理人を置く旨

の定めがあるものとみなす。 

30 相互会社がこの法律の施行の際現に置いている社債についての名義書換代理人は、

施行日以後は、相互会社が委託した社債原簿管理人とみなす。 

31 この法律の施行の際現に係属している相互会社の整理に関する事件については、な

お従前の例による。 

32 施行日前に生じた旧保険業法第百五十二条第二項において準用する旧商法第四百四

条各号に掲げる事由により相互会社が解散した場合における相互会社の清算について

は、なお従前の例による。ただし、清算に関する登記の登記事項については、新保険

業法の定めるところによる。 

33 施行日前に組織変更計画書、合併契約書、分割契約書又は分割計画書が作成された

組織変更、旧保険業法第九十二条の五第一項の株式交換、旧保険業法第九十二条の八

第一項の株式移転、合併、吸収分割又は新設分割については、なお従前の例による。

ただし、組織変更、旧保険業法第九十二条の五第一項の株式交換、旧保険業法第九十

二条の八第一項の株式移転、合併、吸収分割及び新設分割に関する登記の登記事項に

ついては、新保険業法及び会社法の定めるところによる。 

34 施行日前に旧保険業法第二百十三条第一項において準用する旧商法第四百八十四条

第一項の規定による命令があった場合又は旧保険業法第二百十三条第一項において準

用する旧商法第四百八十五条第三項に規定する場合に該当した場合における同条第一

項（同条第三項において準用する場合を含む。）の規定による日本にある外国相互会

社の財産についての清算については、なお従前の例による。 

35 施行日前に提起された、相互会社の創立総会の決議の取消し若しくは不存在若しく

は無効の確認の訴え、社員総会若しくは総代会の決議の取消し若しくは不存在若しく

は無効確認の訴え、基金償却積立金の取崩しの無効の訴え、基金の募集の無効の訴

え、組織変更の無効の訴え、解散の訴え、合併の無効の訴え又は設立の無効の訴えに

ついては、なお従前の例による。 

36 施行日前に提起された旧保険株式会社の組織変更の無効の訴え又は合併の無効の訴



 

 

えについては、なお従前の例による。 

37 施行日前に社員が次に掲げる規定に規定する訴えの提起を請求した場合における当

該訴えについては、なお従前の例による。 

 一 旧保険業法第三十条において準用する旧商法第百九十六条において準用する旧商

法第二百六十七条第一項 

 二 旧保険業法第五十一条第二項において準用する旧商法第二百六十七条第一項 

 三 旧保険業法第五十二条の三第二項において準用する旧商法特例法第二十一条の二

十五第二項において準用する旧商法第二百六十七条第一項 

 四 旧保険業法第五十三条第二項において準用する旧商法第二百六十七条第一項 

 五 旧保険業法第五十九条第一項において準用する旧商法第二百九十五条第四項にお

いて準用する旧商法第二百六十七条第一項 

38 施行日前に提起された相互会社の設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確

定した場合における相互会社の清算については、なお従前の例による。ただし、清算

に関する登記の登記事項については、新保険業法の定めるところによる。 

39 施行日前に申立て又は裁判があった旧保険業法の規定による非訟事件（相互会社の

整理に関する事件及び清算に関する事件を除く。次項において同じ。）の手続につい

ては、なお従前の例による。 

40 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における非訟事件の手続

についても、前項と同様とする。 

41 この法律の施行の際現に係属している保険会社等の整理に関する事件に係る手続に

ついては、新保険業法第二百七十一条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

42 相互会社（旧委員会等設置相互会社である旨の登記がある場合を除く。）について

は、施行日に、その主たる事務所の所在地において、監査役設置会社である旨の登記

がされたものとみなす。 

43 相互会社についてこの法律の施行の際現に旧保険業法第二十七条第二項第三号の二

に掲げる事項の登記がある場合には、相互会社は、新保険業法第六十四条第二項第十

号、第十一号又は第十三号に規定する場合のいずれにも該当しないときも、当該登記

に係る取締役の任期中に限り、当該登記の抹消をすることを要しない。 

44 施行日前に相互会社がその従たる事務所の所在地でした支配人の選任の登記は、そ

の登記をした日に、相互会社がその主たる事務所の所在地でしたものとみなす。 

45 相互会社は、次の各号に掲げる場合には、施行日から六箇月以内に、その主たる事

務所の所在地において、当該各号に定める事項の登記をしなければならない。 

 一 監査役会設置会社である場合 監査役会設置会社である旨及び監査役のうち社外

監査役であるものについて社外監査役である旨 

 二 会計監査人設置会社である場合 会計監査人設置会社である旨及び会計監査人の

氏名又は名称 



 

 

46 相互会社は、前項の登記をするまでに他の登記をするときは、当該他の登記と同時

に、同項の登記をしなければならない。 

47 第四十五項の登記をするまでに同項に規定する事項に変更が生じたときは、遅滞な

く、当該変更に係る登記と同時に、変更前の事項の登記をしなければならない。 

48 相互会社の代表取締役、代表執行役又は清算人は、前三項の規定に違反した場合に

は、百万円以下の過料に処する。 

49 この法律の施行の際現に存する外国相互会社は、施行日から六箇月以内に、新保険

業法第二百十五条において準用する会社法第九百三十三条第二項第五号及び第六号に

掲げる事項の登記をしなければならない。 

50 外国相互会社は、前項の登記をするまでに他の登記をするときは、当該他の登記と

同時に、同項の登記をしなければならない。 

51 第四十九項の登記をするまでに同項に規定する事項に変更が生じたときは、遅滞な

く、当該変更に係る登記と同時に、変更前の事項の登記をしなければならない。 

52 外国相互会社の日本における代表者は、前三項の規定に違反した場合には、百万円

以下の過料に処する。 

53 新保険業法において準用する新商業登記法の規定は、この条に別段の定めがある場

合を除き、施行日前に生じた事項にも適用する。ただし、旧保険業法において準用す

る旧商業登記法の規定によって生じた効力を妨げない。 

54 施行日前にした旧保険業法において準用する旧商業登記法の規定による処分、手続

その他の行為は、この条に別段の定めがある場合を除き、新保険業法において準用す

る新商業登記法のこれらの規定に相当する規定によってしたものとみなす。 

55 施行日前にされた登記の申請に係る登記に関する手続については、なお従前の例に

よる。 

56 施行日前に登記すべき事項が生じた場合における登記の申請書に添付すべき資料に

ついては、なお従前の例による。 

57 施行日前にされた商号の仮登記（第五十五項の規定によりなお従前の例によること

とされる場合における商号の仮登記を含む。）についての旧保険業法第六十五条にお

いて準用する旧商業登記法第三十六条の規定による登記の申請、旧保険業法第六十五

条において準用する旧商業登記法第三十七条第一項の規定による商号の仮登記の抹消

の申請、旧保険業法第六十五条において準用する旧商業登記法第四十条の規定による

商号の仮登記の抹消並びに旧保険業法第六十五条において準用する旧商業登記法第四

十一条の規定による供託金の取戻し及び国庫への帰属については、なお従前の例によ

る。 

58 登記官は、この法律の施行の際現に従たる事務所の所在地における支配人の登記が

存するときは、職権で、当該登記を主たる事務所の所在地における登記簿に移さなけ

ればならない。 



 

 

59 この法律の施行の際現に存する旧保険業法第六十五条において準用する旧商業登記

法第五十六条の二第一項の規定による指定は、新保険業法第六十七条において準用す

る新商業登記法第四十九条第一項の規定による指定とみなす。 

60 第九項の規定によりなお従前の例によることとされる相互会社の設立の登記を申請

する場合における登記に関する手続については、なお従前の例による。 

61 登記官は、相互会社について、職権で、その主たる事務所の所在地において、監査

役設置会社である旨の登記（当該相互会社について旧委員会等設置相互会社である旨

の登記がある場合を除く。）をしなければならない。 

62 第七項、第十一項、第二十項、第二十三項、第三十二項、第三十三項又は第三十八

項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における旧保険株式会社の資本

の減少、相互会社の基金償却積立金の取崩し、基金の募集若しくは清算又は相互会社

若しくは旧保険株式会社の組織変更、旧保険業法第九十二条の五第一項の株式交換、

旧保険業法第九十二条の八第一項の株式移転、合併、吸収分割若しくは新設分割に関

する登記その他の登記の申請その他の登記に関する手続については、なお従前の例に

よる。 

63 第十七項の規定により相互会社の定款に監査役会及び会計監査人を置く旨の定めが

あるものとみなされた場合における監査役会設置会社である旨及び会計監査人設置会

社である旨の登記（設立の登記を含む。）の申請書には、同項に規定する場合に該当

することを証する書面を添付しなければならない。 

64 第五十三項から前項までに定めるもののほか、前条の規定による保険業法の一部改

正に伴う登記に関する手続について必要な経過措置は、法務省令で定める。 

65 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合において必要な技術的読

替えは、内閣府令で定める。 

 （金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の一部改正） 

第二百十七条 金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の一部を次のように改正す

る。 

  目次中「役員」を「役員等」に、「第百四十八条」を「第百四十八条の二」に、

「第三百二十一条」を「第三百二十一条の二」に、「第三百五十四条」を「第三百五

十四条の三」に、「第三百七十三条」を「第三百七十三条の二」に改める。 

  第四条第十項中「商法（明治三十二年法律第四十八号）」の下に「又は会社法（平

成十七年法律第▼▼▼号）」を加え、同条第十二項及び第十三項中「第二節第二款」

を「次節第二款」に改める。 

  第五条第一項中「第百四条第二項、第百七条」を「第七条、第百四条」に、「第百

三十四条第三項、第百三十五条第六項、第百三十七条第一項、第百三十八条第二項、

第百四十条第二項、第百四十二条第七項及び」を「第百三十八条第六項、第百四十条

第一項、第百四十一条第一項、第百四十三条第六項及び第七項並びに」に改め、「と



 

 

あり、及び「株主等」」及び「、「支店」とあるのは「従たる事務所」と」を削り、

「取締役」とあり、及び「取締役、執行役」を「取締役、会計参与」に改め、「監査

役」の下に「、執行役」を加え、「営業」とあるのは「事業」を「発起人、設立時取

締役及び設立時監査役」とあるのは「発起人」に改める。 

  第七条中「第二項第一号及び第三号から第五号まで」を「第二項、第四項及び第五

項」に改め、同条後段を次のように改める。 

   この場合において、同法第五条第一項中「株式会社の主たる営業所の所在地（外

国に主たる営業所がある場合にあっては、日本における主たる営業所の所在地）」

とあるのは「協同組織金融機関（更生特例法第二条第二項に規定する協同組織金融

機関をいう。以下この条において同じ。）の主たる事務所の所在地」と、同条第三

項中「株式会社が他の株式会社の総株主の議決権（株主総会において決議をするこ

とができる事項の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決

権を除き、会社法第八百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみなさ

れる株式についての議決権を含む。以下同じ。）の過半数を有する」とあるのは

「協同組織金融機関が株式会社を協同組合による金融事業に関する法律（昭和二十

四年法律第百八十三号）第四条第一項、信用金庫法（昭和二十六年法律第二百三十

八号）第三十二条第六項又は労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七号）第三

十二条第五項に規定する子会社とする」と、「当該他の株式会社」とあるのは「当

該株式会社」と、「当該株式会社（以下この項及び次項において「親株式会社」と

いう。）」とあるのは「当該協同組織金融機関」と、「することができ、親株式会

社について更生事件が係属しているときにおける子株式会社についての更生手続開

始の申立ては、親株式会社の更生事件が係属している地方裁判所にもすることがで

きる」とあるのは「することができる」と、同法第六条中「この法律」とあるのは

「更生特例法第二章」と読み替えるものとする。 

  第八条中「第五条第二項各号」を「第五条第二項から第六項まで」に、「第五条第

二項第二号又は第六号」を「第五条第三項又は第六項」に改める。 

  第十七条中「第四十八条」を「第四十八条の三」に改める。 

  第十八条中「商法第二百十一条ノ二第四項に規定する種類の」を「株主総会におい

て決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない」に、

「同条第五項」を「会社法第八百七十九条第三項」に改める。 

  第十九条中「整理手続」を「再生手続」に改める。 

  第二十一条中「商法」の下に「又は会社法」を加える。 

  第二十四条第一項中「（商法第二百十一条ノ二第一項に規定する子会社及び同条第

三項の規定により子会社とみなされるものをいう。）又は連結子会社（更生会社が商

法特例法第一条の二第一項に規定する大会社である場合における同条第四項に規定す

る連結子会社をいう。）」とあるのは「（」を「会社法第二条第三号」とあるのは



 

 

「」に、「第三十四条第五項に規定する子会社をいう。）」とあるのは「第三十二条

第五項」に改め、同条第四項中「及び監事」を「、監事及び清算人」に改め、同項に

後段として次のように加える。 

   この場合において、同項中「会社法第三百六十一条第一項」とあるのは、「協同

組合による金融事業に関する法律第五条の五、信用金庫法第三十五条の六又は労働

金庫法第三十七条の四において準用する会社法第三百六十一条第一項」と読み替え

るものとする。 

  第二十七条に後段として次のように加える。 

   この場合において、同条中「発起人、設立時取締役若しくは設立時監査役」とあ

るのは、「発起人」と読み替えるものとする。 

  第二十八条後段を次のように改める。 

   この場合において、同法第七十七条第二項中「会社法第二条第三号」とあるの

は、「協同組合による金融事業に関する法律第四条第一項、信用金庫法第三十二条

第六項又は労働金庫法第三十二条第五項」と読み替えるものとする。 

  第二十九条第二号中「役員責任等査定決定」を「役員等責任査定決定」に改める。 

  第三十条の見出し中「役員」を「役員等」に改める。 

  第三十一条中「整理手続」を「再生手続」に、「社債管理会社等」を「社債管理者

等」に改める。 

  第三十二条第一項中「組織変更後の協同組織金融機関」を「転換後協同組織金融機

関」に、「株式会社（」を「普通銀行（」に、「組織変更後の株式会社」を「転換後

銀行」に改め、同項第二号から第五号までを次のように改める。 

  二 出資一口の金額の減少 

  三 剰余金の配当 

  四 合併 

  五 解散 

  第三十二条第一項に次の一号を加える。 

  六 転換（金融機関の合併及び転換に関する法律（昭和四十三年法律第八十六号。

以下「合併転換法」という。）第二条第七項に規定する転換であって、更生協同

組織金融機関が他の種類の協同組織金融機関又は普通銀行となるものをいう。以

下この章において同じ。） 

  第三十二条第二項中「組織変更後の協同組織金融機関又は組織変更後の株式会社」

を「転換後協同組織金融機関又は転換後銀行」に改める。 

  第三十三条第一項及び第二項中「を譲渡する」を「の譲渡をする」に改め、同条第

四項中「を譲渡しよう」を「の譲渡をしよう」に改め、同条第五項中「第四十六条第

一項」を「第四十八条第一項」に改め、同条に次の二項を加える。 

 10 第二項の許可を得て更生協同組織金融機関の事業の全部又は一部の譲渡をする場



 

 

合には、中小企業等協同組合法第五十七条の三第一項、信用金庫法第五十八条第一

項又は労働金庫法第六十二条第一項の規定並びに協同組合による金融事業に関する

法律（昭和二十四年法律第百八十三号）第六条第一項、信用金庫法第八十九条第一

項又は労働金庫法第九十四条第一項において準用する銀行法第三十四条及び第三十

五条の規定は、適用しない。 

 11 前項に規定する場合には、中小企業等協同組合法第五十七条の三第六項において

準用する同法第五十七条、信用金庫法第五十八条第七項において準用する同法第五

十二条の二又は労働金庫法第六十二条第七項において準用する同法第五十七条の二

において準用する会社法第八百二十八条第一項（第五号に係る部分に限る。）及び

第二項（第五号に係る部分に限る。）の規定にかかわらず、更生協同組織金融機関

の組合員等、理事、監事、清算人、破産管財人又は債権者は、事業の全部の譲渡の

無効の訴えを提起することができない。 

  第三十五条中「整理開始」を「再生手続開始」に改める。 

  第三十六条中「整理開始」を「更生手続開始」に、「整理手続及び特別清算手続」

を「中止し、特別清算手続はその効力を失う」に、「整理手続」」を「中止する」」

に改める。 

  第四十三条を次のように改める。 

  （理事等の報酬等） 

 第四十三条 会社更生法第六十六条の規定は、更生協同組織金融機関の理事、監事及

び清算人について準用する。この場合において、同条第一項中「会社法第三百六十

一条第一項」とあるのは「協同組合による金融事業に関する法律第五条の五、信用

金庫法第三十五条の六又は労働金庫法第三十七条の四において準用する会社法第三

百六十一条第一項」と、「第七十二条第四項前段」とあるのは「更生特例法第四十

五条において準用する第七十二条第四項前段」と、同条第二項中「会社法第三百六

十一条第一項（同法第四百八十二条第四項において準用する場合を含む。）、第三

百七十九条第一項及び第二項、第三百八十七条第一項及び第二項並びに第四百四条

第三項」とあるのは「協同組合による金融事業に関する法律第五条の五若しくは第

六条の二第二項、信用金庫法第三十五条の六若しくは第六十四条又は労働金庫法第

三十七条の四若しくは第六十八条において準用する会社法第三百六十一条第一項の

規定並びに協同組合による金融事業に関する法律第五条の六、信用金庫法第三十五

条の七又は労働金庫法第三十七条の五において準用する会社法第三百八十七条第一

項及び第二項」と読み替えるものとする。 

  第四十九条の見出し中「調査等」を「調査」に改め、同条後段を次のように改め

る。 

   この場合において、同条第二項中「会社法第二条第三号」とあるのは、「協同組

合による金融事業に関する法律第四条第一項、信用金庫法第三十二条第六項又は労



 

 

働金庫法第三十二条第五項」と読み替えるものとする。 

  第五十一条の見出しを「（管財人の競業の制限）」に改め、同条中「をする」を

「をしようとする」に改める。 

  第五十三条第二項中「組織変更後の協同組織金融機関」を「転換後協同組織金融機

関」に、「組織変更後の株式会社」を「転換後銀行」に、「が発行した株式」を「の

株式」に改める。 

  第五十七条第一項第二号中「、再生手続開始若しくは整理開始」を「若しくは再生

手続開始」に改める。 

  第五十七条の二第二項中「監事」の下に「、会計監査人（会計監査人が法人である

ときは、その職務を行うべき社員を含む。）」を加える。 

  第五十七条の三第一項第一号中「、再生手続開始若しくは整理開始」を「若しくは

再生手続開始」に改め、同条第二項第一号中「監事」の下に「、会計監査人（会計監

査人が法人であるときは、その職務を行うべき社員を含む。）」を加える。 

  第六十条中「監事」の下に「、会計監査人（会計監査人が法人であるときは、その

職務を行うべき社員を含む。）」を加える。 

  第二章第三節第五款の款名中「役員」を「役員等」に改める。 

  第六十二条の見出し中「役員」を「役員等」に改め、同条中「場合において」の下

に「、同項第一号中「発起人、設立時取締役、設立時監査役」とあるのは「発起人」

と」を加え、「あるのは、」を「あるのは」に改める。 

  第六十三条の見出し中「役員の責任等」を「役員等の責任」に改め、同条中「協同

組織金融機関の更生手続における理事、監事、発起人又は清算人の責任に基づく損害

賠償請求権」を「前条において準用する同法第九十九条第一項第一号に規定する請求

権」に改める。 

  第六十六条中「株主等委員会」を「株主委員会」に改める。 

  第七十二条第一項第一号中「役員責任等査定決定」を「役員等責任査定決定」に改

める。 

  第七十三条後段を次のように改める。 

   この場合において、同法第七十七条第二項中「会社法第二条第三号」とあるの

は、「協同組合による金融事業に関する法律第四条第一項、信用金庫法第三十二条

第六項又は労働金庫法第三十二条第五項」と読み替えるものとする。 

  第七十四条第四号中「同法第百十七条第四項」を「会社更生法第百十七条第四項」

に改める。 

  第八十二条中「代表理事、監事」を「監事、代表理事、清算人、代表清算人」に改

める。 

  第八十八条中「第五条第二項第六号」を「第五条第六項」に改める。 

  第九十条第二項中「記載」の下に「又は記録」を加え、同条第三項中「記載の」を



 

 

「記載又は記録の」に、「記載されている」を「記載され、又は記録されている」に

改める。 

  第九十二条第一項第二号中「及び監事」を「、監事、会計監査人及び清算人」に改

め、同条第二項中「掲げる行為」の下に「、定款の変更」を加え、「（合併を除

く。）、定款の変更」を削る。 

  第九十四条を次のように改める。 

  （更生協同組織金融機関の理事等） 

 第九十四条 次の各号に掲げる条項においては、当該各号に定める事項を定めなけれ

ばならない。 

  一 更生協同組織金融機関の理事に関する条項 理事及び代表理事の氏名又はその

選任若しくは選定の方法及び任期 

  二 更生協同組織金融機関の監事に関する条項 監事の氏名又はその選任の方法及

び任期 

  三 更生協同組織金融機関が更生計画認可の決定の時において特定信用協同組合等

（協同組合による金融事業に関する法律第五条の八第三項に規定する特定信用協

同組合等をいう。以下この章において同じ。）又は特定金庫（信用金庫法第三十

八条の二第三項又は労働金庫法第四十一条の二第三項に規定する特定金庫をいう。

以下この章において同じ。）となる場合における更生協同組織金融機関の会計監

査人に関する条項 会計監査人の氏名若しくは名称又はその選任の方法及び任期 

 ２ 更生協同組織金融機関が更生計画認可の決定の時において中小企業等協同組合法

第六十九条第一項、信用金庫法第六十三条又は労働金庫法第六十七条において準用

する会社法第四百七十五条の規定により清算をする協同組織金融機関となる場合に

は、次の各号に掲げる条項において、当該各号に定める事項を定めなければならな

い。 

  一 更生協同組織金融機関の清算人に関する条項 清算人及び代表清算人の氏名又

はその選任若しくは選定の方法及び任期 

  二 更生協同組織金融機関の監事に関する条項 監事の氏名又はその選任の方法及

び任期 

 ３ 第一項第一号及び第二号並びに前項第二号の任期は、一年を超えることができな

い。 

  第九十五条の見出しを「（出資一口の金額の減少等）」に改め、同条各号を次のよ

うに改める。 

  一 出資一口の金額の減少 

  二 定款の変更 

  三 中小企業等協同組合法第五十七条の三第一項若しくは第二項、信用金庫法第五

十八条第一項若しくは第二項又は労働金庫法第六十二条第一項若しくは第二項に



 

 

規定する行為 

  第九十五条に次の一号を加える。 

  四 剰余金の配当 

  第九十六条第二号及び第三号を次のように改める。 

  二 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び

価額 

  三 出資の払込み又は前号の財産の給付の期日又はその期間 

  第九十六条第四号中「、更生計画の定めに従い、」を「更生計画の定めに従い」に

改め、「次号」の下に「及び第六号並びに第百三十三条」を、「者が」の下に「出資

の申込みをしたときは」を、「みなす」の下に「こととする」を加え、同条第五号を

次のように改める。 

  五 更生債権者等又は組合員等に対して出資の申込みをすることにより更生協同組

織金融機関の出資の割当てを受ける権利を与えるときは、その旨及び当該出資の

申込みの期日 

  第九十六条に次の一号を加える。 

  六 前号に規定する場合には、更生債権者等又は組合員等に対する出資の割当てに

関する事項 

  第九十七条の前の見出しを削り、同条から第百七条までを次のように改める。 

  （更生債権者等又は組合員等の権利の消滅と引換えにする出資の受入れ） 

 第九十七条 更生債権者等（組合員等となる資格を有する者に限る。第二号及び第百

三十四条において同じ。）又は組合員等の権利の全部又は一部の消滅と引換えにす

る出資の受入れに関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 受け入れる出資の口数 

  二 更生債権者等又は組合員等に対する出資の割当てに関する事項 

  （吸収合併） 

 第九十八条 吸収合併（更生協同組織金融機関が消滅する吸収合併（中小企業等協同

組合法第六十三条の二、信用金庫法第六十条、労働金庫法第六十二条の三又は合併

転換法第二条第四項に規定する吸収合併をいう。以下この章において同じ。）であ

って、吸収合併後存続する金融機関（以下この章において「吸収合併存続金融機

関」という。）が協同組織金融機関であるものに限る。以下この項において同

じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 吸収合併存続金融機関が吸収合併に際して更生債権者等に対して出資等（協同

組織金融機関の出資又は金銭をいう。以下この章において同じ。）を交付すると

きは、当該出資等についての次に掲げる事項 

   イ 当該出資等が吸収合併存続金融機関の出資であるときは、当該出資の口数又



 

 

はその算定方法（吸収合併存続金融機関の組合員等となることができない更生

債権者等がある場合にあっては、当該更生債権者等に対して交付する金銭の額

又はその算定方法を含む。）並びに当該吸収合併存続金融機関の資本金及び準

備金の額に関する事項 

   ロ 当該出資等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の出資等の割当てに関す

る事項 

 ２ 吸収合併（更生協同組織金融機関が消滅する吸収合併であって、吸収合併存続金

融機関が銀行であるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項におい

ては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 吸収合併存続金融機関が吸収合併に際して更生債権者等に対して株式等（株式

又は金銭をいう。以下この章において同じ。）を交付するときは、当該株式等に

ついての次に掲げる事項 

   イ 当該株式等が吸収合併存続金融機関の株式であるときは、当該株式の数（種

類株式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定

方法並びに当該吸収合併存続金融機関の資本金及び準備金の額に関する事項 

   ロ 当該株式等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式等の割当てに関す

る事項 

  四 吸収合併存続金融機関が吸収合併に際して更生協同組織金融機関の組合員等に

対して当該吸収合併存続金融機関の社債等（社債又は新株予約権をいう。以下こ

の章において同じ。）を交付するときは、当該社債等についての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が吸収合併存続金融機関の社債（新株予約権付社債についてのも

のを除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合

計額又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が吸収合併存続金融機関の新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定

方法 

   ハ 当該社債等が吸収合併存続金融機関の新株予約権付社債であるときは、当該

新株予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、更生協同組織金融機関の組合員等に対する同号の社

債等の割当てに関する事項 

 ３ 吸収合併（更生協同組織金融機関が吸収合併存続金融機関となるものに限る。）

に関する条項においては、吸収合併契約において定めるべき事項を定めなければな



 

 

らない。 

  （新設合併） 

 第九十九条 新設合併（更生協同組織金融機関が消滅する新設合併（中小企業等協同

組合法第六十三条の三、信用金庫法第六十一条、労働金庫法第六十二条の四又は合

併転換法第二条第五項に規定する新設合併をいう。以下この章において同じ。）で

あって、新設合併により設立する金融機関（以下この章において「新設合併設立金

融機関」という。）が協同組織金融機関であるものに限る。以下この項において同

じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立金融機関が新設合併に際して更生債権者等に対して当該新設合併

設立金融機関の出資を交付するときは、当該出資の口数又はその算定方法（新設

合併設立金融機関の組合員等となることができない更生債権者等がある場合にあ

っては、当該更生債権者等に対して交付する金銭の額又はその算定方法を含

む。）並びに当該新設合併設立金融機関の資本金及び準備金の額に関する事項 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の出資の割当てに関する

事項 

 ２ 新設合併（更生協同組織金融機関が消滅する新設合併であって、新設合併設立金

融機関が銀行であるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項におい

ては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立金融機関が新設合併に際して更生債権者等に対して当該新設合併

設立金融機関の株式を交付するときは、当該株式の数（種類株式発行会社にあっ

ては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに当該新設合併

設立金融機関の資本金及び準備金の額に関する事項 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式の割当てに関する

事項 

  四 新設合併設立金融機関が新設合併に際して新設合併により消滅する金融機関

（以下この章において「新設合併消滅金融機関」という。）の組合員等又は株主

に対して当該新設合併設立金融機関の社債等を交付するときは、当該社債等につ

いての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が新設合併設立金融機関の社債（新株予約権付社債についてのも

のを除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合

計額又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が新設合併設立金融機関の新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定

方法 



 

 

   ハ 当該社債等が新設合併設立金融機関の新株予約権付社債であるときは、当該

新株予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、新設合併消滅金融機関の組合員等又は株主に対する

同号の社債等の割当てに関する事項 

  （解散） 

 第百条 会社更生法第百七十八条の規定は、更生協同組織金融機関の解散に関する条

項について準用する。 

  （転換） 

 第百一条 転換（更生協同組織金融機関が他の種類の協同組織金融機関となるものに

限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定

めなければならない。 

  一 転換計画において定めるべき事項（合併転換法第六十一条第一項第三号及び第

四号に掲げる事項を除く。） 

  二 転換後協同組織金融機関の理事、監事及び会計監査人についての次に定める事

項 

   イ 転換後協同組織金融機関の理事及び代表理事の氏名又はその選任若しくは選

定の方法及び任期 

   ロ 転換後協同組織金融機関の監事の氏名又はその選任の方法及び任期 

   ハ 転換後協同組織金融機関が特定信用協同組合等又は特定金庫である場合には、

転換後協同組織金融機関の会計監査人の氏名若しくは名称又はその選任の方法

及び任期 

  三 転換後協同組織金融機関が転換に際して更生債権者等に対して出資等を交付す

るときは、当該出資等についての次に掲げる事項 

   イ 当該出資等が転換後協同組織金融機関の出資であるときは、当該出資の口数

又はその算定方法（転換後協同組織金融機関の組合員等となることができない

更生債権者等がある場合にあっては、当該更生債権者等に対して交付する金銭

の額又はその算定方法を含む。）並びに当該転換後協同組織金融機関の資本金

及び準備金の額に関する事項 

   ロ 当該出資等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  四 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の出資等の割当てに関す

る事項 

 ２ 第九十六条の規定は、転換後協同組織金融機関の出資の受入れに関する条項につ

いて、準用する。 

 ３ 第一項第二号イ及びロの任期は、一年を超えることができない。 

 第百二条 転換（更生協同組織金融機関が普通銀行となるものに限る。以下この項に



 

 

おいて同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 転換計画において定めるべき事項（合併転換法第五十九条第一項第四号及び第

五号に掲げる事項を除く。） 

  二 転換後銀行の取締役及び会計監査人の氏名若しくは名称又はその選任の方法及

び任期 

  三 次のイからハまでに掲げる場合の区分に応じ、当該イからハまでに定める事項 

   イ 転換後銀行が会計参与設置会社（会社法第二条第八号に規定する会計参与設

置会社をいう。）である場合 会計参与の氏名若しくは名称又はその選任の方

法及び任期 

   ロ 転換後銀行が監査役設置会社（会社法第二条第九号に規定する監査役設置会

社をいう。）である場合 代表取締役及び監査役の氏名又はその選任若しくは

選定の方法及び任期 

   ハ 転換後銀行が委員会設置会社（会社法第二条第十二号に規定する委員会設置

会社をいう。）である場合 各委員会（同号に規定する委員会をいう。）の委

員、執行役及び代表執行役の氏名又はその選任若しくは選定の方法及び任期 

  四 転換後銀行が転換に際して更生債権者等に対して株式等を交付するときは、当

該株式等についての次に掲げる事項 

   イ 当該株式等が転換後銀行の株式であるときは、当該株式の数（種類株式発行

会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに

当該転換後銀行の資本金及び準備金の額に関する事項 

   ロ 当該株式等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  五 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式等の割当てに関す

る事項 

 ２ 会社更生法第百七十五条から第百七十七条までの規定は、前項の転換後銀行の募

集株式（会社法第百九十九条第一項に規定する募集株式をいう。以下この章におい

て同じ。）、募集新株予約権（会社法第二百三十八条第一項に規定する募集新株予

約権をいい、当該募集新株予約権が新株予約権付社債に付されたものである場合に

あっては、当該新株予約権付社債についての社債を含む。以下この章において同

じ。）又は募集社債（会社法第六百七十六条に規定する募集社債をいい、新株予約

権付社債についてのものを除く。以下この章において同じ。）を引き受ける者の募

集に関する条項について準用する。この場合において、会社更生法第百七十五条第

二号、第百七十六条第二号及び第百七十七条第三号中「第二百五条第一項」とある

のは、「更生特例法第百二十六条において準用する第二百五条第一項」と読み替え

るものとする。 

  （新協同組織金融機関の設立） 

 第百三条 協同組織金融機関の設立に関する条項においては、次に掲げる事項を定め



 

 

なければならない。ただし、新設合併により協同組織金融機関を設立する場合は、

この限りでない。 

  一 設立する協同組織金融機関（以下この条において「新協同組織金融機関」とい

う。）についての中小企業等協同組合法第三十三条第一項各号、信用金庫法第二

十三条第三項各号又は労働金庫法第二十三条の二第一項各号に掲げる事項 

  二 新協同組織金融機関の定款で定める事項（前号に掲げる事項に係るものを除

く。） 

  三 第百二十六条において準用する会社更生法第二百五条第一項の規定により更生

計画の定めに従い更生債権者等又は組合員等（新協同組織金融機関の組合員等と

なる資格を有する者に限る。以下この項において同じ。）の権利の全部又は一部

が消滅した場合において、これらの者が出資の申込みをしたときは新協同組織金

融機関に対する出資額の全部又は一部の払込みをしたものとみなすこととすると

きは、その旨 

  四 更生計画により、更生債権者等又は組合員等に対して出資の申込みをすること

により新協同組織金融機関に対する出資の割当てを受ける権利を与えるときは、

その旨及び当該出資の申込みの期日 

  五 前号に規定する場合には、更生債権者等又は組合員等に対する出資の割当てに

関する事項 

  六 更生協同組織金融機関から新協同組織金融機関に移転すべき財産及びその額 

  七 新協同組織金融機関の理事、監事及び代表理事の氏名又はその選任若しくは選

定の方法及び任期 

  八 新協同組織金融機関が特定信用協同組合等又は特定金庫である場合には、新協

同組織金融機関の会計監査人の氏名若しくは名称又はその選任の方法及び任期 

  九 新協同組織金融機関が更生債権者等又は組合員等の権利の全部又は一部の消滅

と引換えに新協同組織金融機関の出資の受入れをするときは、第九十七条各号に

掲げる事項 

 ２ 前項第七号の任期は、一年を超えることができない。 

  （新株式会社の設立） 

 第百四条 会社更生法第百八十三条の規定は、協同組織金融機関の更生手続における

株式会社の設立に関する条項について準用する。この場合において、同条中「新設

合併、新設分割又は株式移転」とあるのは「新設合併（中小企業等協同組合法第六

十三条の三、信用金庫法第六十一条、労働金庫法第六十二条の四又は合併転換法第

二条第五項に規定する新設合併をいう。）」と、同条第四号中「第二百五条第一

項」とあるのは「更生特例法第百二十六条において準用する第二百五条第一項」と、

同号から同条第六号まで及び同条第十三号中「株主」とあるのは「組合員等（更生

特例法第二条第十項に規定する組合員等をいう。）」と、同条第七号中「更生会



 

 

社」とあるのは「更生協同組織金融機関（更生特例法第四条第七項に規定する更生

協同組織金融機関をいう。）」と読み替えるものとする。 

 第百五条から第百七条まで 削除 

  第百九条第一項中「合併、協同組織金融機関若しくは株式会社の設立若しくは事業

の譲渡」を「事業の譲渡、合併若しくは協同組織金融機関若しくは株式会社の設立」

に改める。 

  第百二十条第二項中「他の株式会社と共に第四十五条第一項第四号」を「他の会社

と共に第四十五条第一項第七号」に、「当該他の株式会社」を「当該他の会社」に改

める。 

  第百二十四条第一項第五号中「組織変更後の株式会社又は」を削り、「第百七条」

を「第百四条」に、「第百八十三条第一項」を「第百八十三条」に改め、同号を同項

第六号とし、同項第四号中「組織変更後の協同組織金融機関又は」を削り、「第百六

条第一項」を「第百三条第一項」に改め、同号を同項第五号とし、同項第三号の次に

次の一号を加える。 

  四 転換後協同組織金融機関又は転換後銀行 

  第百二十五条第一項第二号中「代表理事又は監事」を「監事、代表理事、清算人又

は代表清算人」に改める。 

  第百二十六条中「第二百八条並びに第二百九条第三項及び第四項」を「第百五十一

条から第百五十三条まで」に、「「第二百八条の規定」と、「、株式、債権その他の

権利及び株券」とあるのは「及び持分、株式、債権その他の権利」を「「第百五十一

条の規定」に改め、「第二百三条第一項第四号」の下に「に掲げる持分会社、同項第

五号に掲げる会社」を加え、「協同組織金融機関、同項第五号」」を「転換後協同組

織金融機関及び転換後銀行、同項第五号に規定する新協同組織金融機関、同項第六号

に規定する新株式会社」と、「及び」とあるのは「並びに」」に改める。 

  第百二十七条第一項中「組織変更後の協同組織金融機関及び組織変更後の株式会

社」を「転換後協同組織金融機関及び転換後銀行」に、「第二百三条第一項第四号に

掲げる株式会社」を「第二百三条第一項第五号に掲げる会社」に、「第百二十四条第

一項第四号」を「第百二十四条第一項第五号」に、「同項第五号」を「同項第六号」

に改め、同条第二項中「第七十七条第一項」を「第二百九条第三項」に、「組織変更

後の協同組織金融機関」を「転換後協同組織金融機関」に改め、同項に後段として次

のように加える。 

   この場合において、同項中「設立時取締役、設立時監査役、取締役、会計参与、

監査役、執行役、会計監査人、業務を執行する社員」とあるのは、「理事、監事、

会計監査人」と読み替えるものとする。 

  第百二十七条第三項中「第七十七条第一項」を「第二百九条第三項」に、「組織変

更後の株式会社」を「転換後銀行」に改め、同項に後段として次のように加える。 



 

 

   この場合において、同項中「会計監査人、業務を執行する社員」とあるのは、

「会計監査人」と読み替えるものとする。 

  第百二十八条中「ついては、」の下に「中小企業等協同組合法、信用金庫法、労働

金庫法その他の」を加え、「の総会若しくは理事会又は新協同組織金融機関若しくは

新株式会社の創立総会の決議」を「、転換後協同組織金融機関、転換後銀行、新協同

組織金融機関又は新株式会社の総会の決議、株主総会の決議その他の機関の決定」に

改め、同条に次の二項を加える。 

 ２ 更生計画の遂行については、会社法その他の法令の規定にかかわらず、転換後銀

行又は新株式会社の株主は、転換後銀行又は新株式会社に対し、自己の有する株式

を買い取ることを請求することができない。 

 ３ 更生計画の遂行については、会社法第八百二十八条第一項各号（中小企業等協同

組合法第三十二条、第五十七条（同法第五十七条の三第六項において準用する場合

を含む。）及び第六十七条の規定、信用金庫法第二十八条、第五十二条の二（同法

第五十八条第七項において準用する場合を含む。）及び第六十一条の七の規定、労

働金庫法第二十八条、第五十七条の二（同法第六十二条第七項において準用する場

合を含む。）及び第六十五条の規定、合併転換法第五十三条第一項及び第六十五条

第一項の規定並びに協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成五年法律第四

十四号）第十四条第三項の規定において準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）及び第二項各号並びに第八百二十九条各号（協同組織金融機関の優先出資

に関する法律第十四条第四項において準用する場合を含む。以下この項において同

じ。）並びに協同組織金融機関の優先出資に関する法律第二十二条第五項第一号及

び第二号の規定にかかわらず、更生協同組織金融機関、転換後協同組織金融機関、

転換後銀行、新協同組織金融機関又は新株式会社の組合員等、理事、監事、清算人、

株主等（会社法第八百二十八条第二項第一号に規定する株主等をいう。）、新株予

約権者、優先出資者（協同組織金融機関の優先出資に関する法律第十三条の優先出

資者をいう。）、破産管財人又は債権者は、会社法第八百二十八条第一項各号に掲

げる行為の無効の訴え又は同法第八百二十九条各号に掲げる行為が存在しないこと

の確認の訴えを提起することができない。 

  第百二十九条第一項から第三項までを次のように改める。 

   第九十四条の規定により更生計画において理事、監事、代表理事、会計監査人、

清算人又は代表清算人の氏名又は名称を定めたときは、これらの者は、更生計画認

可の決定の時に、それぞれ、理事、監事、代表理事、会計監査人、清算人又は代表

清算人となる。 

 ２ 第九十四条の規定により更生計画において理事、監事、会計監査人又は清算人の

選任の方法を定めたときは、これらの者の選任は、更生計画に定める方法による。 

 ３ 第九十四条第一項第一号又は第二項第一号の規定により更生計画において代表理



 

 

事又は代表清算人の選定の方法を定めたときは、これらの者の選定は、更生計画に

定める方法による。 

  第百二十九条第四項中「又は監事」を「、監事、会計監査人又は清算人」に改め、

同条第五項中「代表理事」の下に「又は代表清算人」を加え、同条第六項中「又は第

二項」を「から第三項まで」に、「又は監事」を「、監事、会計監査人又は清算人」

に、「並びに」を「及び」に改め、「代表理事」の下に「又は代表清算人」を加え、

「及び代表の方法」を削る。 

  第百三十条から第百四十一条までを次のように改める。 

  （出資一口の金額の減少に関する特例） 

 第百三十条 第九十五条第一号の規定により更生計画において更生協同組織金融機関

が出資一口の金額の減少をすることを定めた場合には、中小企業等協同組合法第五

十六条及び第五十六条の二、信用金庫法第五十一条及び第五十二条又は労働金庫法

第五十六条及び第五十七条の規定は、適用しない。 

  （定款の変更に関する特例） 

 第百三十一条 会社更生法第二百十三条の規定は、第九十五条第二号の規定により協

同組織金融機関の更生手続における更生計画において更生協同組織金融機関が定款

の変更をすることを定めた場合について準用する。 

  （事業の譲渡等に関する特例） 

 第百三十二条 更生計画において更生協同組織金融機関が第九十五条第三号に掲げる

行為をすることを定めた場合には、協同組合による金融事業に関する法律第六条第

一項、信用金庫法第八十九条第一項又は労働金庫法第九十四条第一項において準用

する銀行法第三十四条及び第三十五条の規定は、適用しない。 

  （出資の受入れに関する特例） 

 第百三十三条 第九十六条第五号の規定により更生計画において更生債権者等又は組

合員等に対して同号の出資の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合には、更

生協同組織金融機関は、これらの者に対し、次に掲げる事項を通知しなければなら

ない。 

  一 当該更生債権者等又は組合員等が割当てを受ける出資の一口の金額及び口数 

  二 第九十六条第五号の期日 

  三 更生協同組織金融機関の承諾を得て組合員等又はその資格を有する者に第九十

六条第五号の出資の割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 

 ２ 前項の規定による通知は、同項第二号の期日の二週間前にしなければならない。 

 ３ 第九十六条第五号の出資の割当てを受ける権利を有する者は、更生協同組織金融

機関が第一項の規定による通知をしたにもかかわらず、同項第二号の期日までに出

資の申込みをしないときは、当該権利を失う。 

 ４ 第一項に規定する場合において、第九十六条第五号の出資の割当てを受ける権利



 

 

を有する更生債権者等又は組合員等がその割当てを受ける出資の口数に一に満たな

い端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

  （更生債権者等又は組合員等の権利の消滅と引換えにする出資の受入れに関する特

例） 

 第百三十四条 第九十七条の規定により更生計画において更生債権者等又は組合員等

の権利の全部又は一部の消滅と引換えに出資の受入れをすることを定めた場合には、

更生債権者等又は組合員等は、更生計画認可の決定の時に、同条第二号に掲げる事

項についての定めに従い、組合員等となる。 

  （吸収合併に関する特例） 

 第百三十五条 第九十八条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機

関が同項に規定する吸収合併をすることを定めた場合において、同項第二号イに掲

げる事項についての定めがあるときは、更生債権者等は、吸収合併がその効力を生

ずる日（以下この条において「効力発生日」という。）に、同項第三号に掲げる事

項についての定めに従い、吸収合併存続金融機関の組合員等となる。 

 ２ 第九十八条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する吸収合併をすることを定めた場合には、中小企業等協同組合法第六十三条

の四第一項、第二項及び第四項、信用金庫法第六十一条の二第一項、第二項及び第

四項又は労働金庫法第六十二条の五第一項、第二項及び第四項並びに合併転換法第

三十四条第一項及び第二項、第三十六条（質権者に対する通知に係る部分を除

く。）、第三十七条並びに第三十八条の規定は、更生協同組織金融機関については、

適用しない。 

 ３ 第九十八条第二項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する吸収合併をすることを定めた場合において、同項第二号イに掲げる事項に

ついての定めがあるときは、更生債権者等は、効力発生日に、同項第三号に掲げる

事項についての定めに従い、同項第二号イの株式の株主となる。 

 ４ 第九十八条第二項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する吸収合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、

更生協同組織金融機関の組合員等は、効力発生日に、同項第五号に掲げる事項につ

いての定めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第九十八条第二項第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号イの

社債の社債権者 

  二 第九十八条第二項第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号ロの

新株予約権の新株予約権者 

  三 第九十八条第二項第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号ハの

新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付され

た新株予約権の新株予約権者 



 

 

 ５ 前項に規定する場合には、合併転換法第三十四条第一項及び第二項、第三十六条

（質権者に対する通知に係る部分を除く。）、第三十七条並びに第三十八条の規定

は、更生協同組織金融機関については、適用しない。 

 ６ 第九十八条第三項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する吸収合併をすることを定めた場合には、中小企業等協同組合法第六十三条

の五第一項、第二項及び第六項、信用金庫法第六十一条の三第一項、第二項及び第

六項又は労働金庫法第六十二条の六第一項、第二項及び第六項並びに合併転換法第

四十条並びに第四十三条において準用する合併転換法第三十六条（質権者に対する

通知に係る部分を除く。）、第三十七条及び第三十八条の規定は、更生協同組織金

融機関については、適用しない。 

  （新設合併に関する特例） 

 第百三十六条 第九十九条の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が新

設合併をすることを定めた場合には、更生協同組織金融機関についての設立委員の

職務は、管財人が行う。 

 ２ 第九十九条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項につ

いての定めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立金融機関の成立の日に、

同項第三号に掲げる事項についての定めに従い、新設合併設立金融機関の組合員等

となる。 

 ３ 第九十九条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する新設合併をすることを定めた場合には、中小企業等協同組合法第六十三条

の六第一項、第二項及び第四項、信用金庫法第六十一条の四第一項、第二項及び第

四項又は労働金庫法第六十二条の七第一項、第二項及び第四項並びに合併転換法第

三十四条第一項及び第二項、第三十六条（質権者に対する通知に係る部分を除

く。）、第三十七条並びに第三十八条の規定は、更生協同組織金融機関については、

適用しない。 

 ４ 第九十九条第二項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項につ

いての定めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立金融機関の成立の日に、

同項第三号に掲げる事項についての定めに従い、同項第二号の株式の株主となる。 

 ５ 第九十九条第二項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に

規定する新設合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、

新設合併消滅金融機関の組合員等又は株主は、新設合併設立金融機関の成立の日に、

同項第五号に掲げる事項についての定めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第九十九条第二項第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号イの

社債の社債権者 



 

 

  二 第九十九条第二項第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号ロの

新株予約権の新株予約権者 

  三 第九十九条第二項第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号ハの

新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付され

た新株予約権の新株予約権者 

 ６ 前項に規定する場合には、合併転換法第三十四条第一項及び第二項、第三十六条

（質権者に対する通知に係る部分を除く。）、第三十七条並びに第三十八条の規定

は、更生協同組織金融機関については、適用しない。 

  （解散に関する特例） 

 第百三十七条 第百条において準用する会社更生法第百七十八条本文の規定により更

生計画において更生協同組織金融機関が解散することを定めた場合には、更生協同

組織金融機関は、更生計画に定める時期に解散する。 

  （転換に関する特例） 

 第百三十八条 第百一条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関

が同項に規定する転換をすることを定めた場合において、同項第三号イに掲げる事

項についての定めがあるときは、更生債権者等は、転換がその効力を生ずる日（以

下この条において「効力発生日」という。）に、同項第四号に掲げる事項について

の定めに従い、転換後協同組織金融機関の組合員等となる。 

 ２ 第百二十九条第一項から第三項まで及び第六項の規定は、第百一条第一項の規定

により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に規定する転換をすることを

定めた場合について準用する。この場合において、第百二十九条第一項及び第二項

中「第九十四条」とあるのは「第百一条第一項第二号」と、同条第一項中「、会計

監査人、清算人又は代表清算人」とあり、並びに同条第二項及び第六項中「、会計

監査人又は清算人」とあるのは「又は会計監査人」と、同条第一項中「更生計画認

可の決定の」とあるのは「転換の効力が生じた」と、同条第三項中「第九十四条第

一項第一号又は第二項第一号」とあるのは「第百一条第一項第二号イ」と、同項及

び同条第六項中「代表理事又は代表清算人」とあるのは「代表理事」と読み替える

ものとする。 

 ３ 第百一条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に規

定する転換をすることを定めた場合には、合併転換法第六十三条において準用する

合併転換法第三十四条第一項及び第二項、第三十六条（質権者に対する通知に係る

部分を除く。）、第三十七条並びに第三十八条の規定は、適用しない。 

 ４ 第二項の規定により選任された転換後協同組織金融機関の理事及び監事の任期に

ついては、合併転換法第六十一条第四項の規定は、適用しない。 

 ５ 第百二条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に規

定する転換をすることを定めた場合において、同項第四号イに掲げる事項について



 

 

の定めがあるときは、更生債権者等は、効力発生日に、同項第五号に掲げる事項に

ついての定めに従い、同項第四号イの株式の株主となる。 

 ６ 会社更生法第二百十一条第一項から第三項まで及び第六項の規定は、第百二条第

一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に規定する転換を

することを定めた場合について準用する。この場合において、同法第二百十一条第

一項及び第二項中「第百七十三条」とあるのは「更生特例法第百二条第一項第二号

又は第三号」と、同条第一項中「、会計監査人、清算人又は代表清算人」とあり、

並びに同条第二項及び第六項中「、会計監査人又は清算人」とあるのは「又は会計

監査人」と、同条第一項中「更生計画認可の決定の」とあるのは「転換（更生特例

法第三十二条第一項第六号に規定する転換をいう。）の効力が生じた」と、同条第

三項中「第百七十三条第一項第二号、第三号若しくは第七号又は第二項第二号」と

あるのは「更生特例法第百二条第一項第三号ロ又はハ」と、同項及び同条第六項中

「、代表執行役又は代表清算人」とあるのは「又は代表執行役」と読み替えるもの

とする。 

 ７ 第百二条第一項の規定により更生計画において更生協同組織金融機関が同項に規

定する転換をすることを定めた場合には、合併転換法第六十三条において準用する

合併転換法第三十四条第一項及び第二項、第三十六条（質権者に対する通知に係る

部分を除く。）、第三十七条並びに第三十八条の規定は、適用しない。 

  （転換後協同組織金融機関の出資の受入れに関する特例） 

 第百三十九条 第百三十三条の規定は、第百一条第二項において準用する第九十六条

第五号の規定により更生計画において更生債権者等又は組合員等に対して同号の出

資の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合について準用する。この場合にお

いて、第百三十三条第一項及び第三項中「更生協同組織金融機関」とあるのは「転

換後協同組織金融機関」と、同条第一項第二号及び第三号、第三項並びに第四項中

「第九十六条第五号」とあるのは「第百一条第二項において準用する第九十六条第

五号」と読み替えるものとする。 

  （転換後銀行の募集株式を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第百四十条 会社更生法第二百十五条第一項の規定は、第百二条第二項において準用

する同法第百七十五条の規定により更生計画において転換後銀行が募集株式を引き

受ける者の募集をすることを定めた場合において、株主に対して会社法第二百二条

第一項第一号の募集株式の割当てを受ける権利を与える旨の定款の定めがあるとき

について準用する。 

 ２ 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の規定により更

生計画において更生債権者等又は組合員等に対して同号の募集株式の割当てを受け

る権利を与える旨を定めた場合には、転換後銀行は、これらの者に対し、次に掲げ

る事項を通知しなければならない。 



 

 

  一 当該更生債権者等又は組合員等が割当てを受ける募集株式の数（種類株式発行

会社にあっては、募集株式の種類及び数） 

  二 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の期日 

  三 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の募集株式の

割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 

 ３ 前項の規定による通知は、同項第二号の期日の二週間前にしなければならない。 

 ４ 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の募集株式の割

当てを受ける権利を有する者は、転換後銀行が第二項の規定による通知をしたにも

かかわらず、同項第二号の期日までに募集株式の引受けの申込みをしないときは、

当該権利を失う。 

 ５ 第二項に規定する場合において、第百二条第二項において準用する会社更生法第

百七十五条第三号の募集株式の割当てを受ける権利を有する更生債権者等又は組合

員等がその割当てを受ける募集株式の数に一株に満たない端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

 ６ 第一項に規定する場合には、会社法第百九十九条第五項、第二百七条、第二百十

条及び第二編第二章第八節第六款の規定は、適用しない。 

  （転換後銀行の募集新株予約権を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第百四十一条 会社更生法第二百十五条第一項の規定は、第百二条第二項において準

用する同法第百七十六条の規定により更生計画において転換後銀行が募集新株予約

権を引き受ける者の募集をすることを定めた場合において、株主に対して会社法第

二百四十一条第一項第一号の募集新株予約権の割当てを受ける権利を与える旨の定

款の定めがあるときについて準用する。 

 ２ 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の規定により更

生計画において更生債権者等又は組合員等に対して同号の募集新株予約権の割当て

を受ける権利を与える旨を定めた場合には、転換後銀行は、これらの者に対し、次

に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 当該更生債権者等又は組合員等が割当てを受ける募集新株予約権の内容及び数 

  二 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の期日 

  三 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の募集新株予

約権の割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 

 ３ 前項の規定による通知は、同項第二号の期日の二週間前にしなければならない。 

 ４ 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の募集新株予約

権の割当てを受ける権利を有する者は、転換後銀行が第二項の規定による通知をし

たにもかかわらず、同項第二号の期日までに募集新株予約権の引受けの申込みをし

ないときは、当該権利を失う。 

 ５ 第二項に規定する場合において、第百二条第二項において準用する会社更生法第



 

 

百七十六条第三号の募集新株予約権の割当てを受ける権利を有する更生債権者等又

は組合員等がその割当てを受ける募集新株予約権の数に一に満たない端数があると

きは、これを切り捨てるものとする。 

 ６ 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十六条の規定により更生計画

において転換後銀行が募集新株予約権を引き受ける者の募集をすることを定めた場

合には、会社法第二百三十八条第五項、第二百四十七条、第二百八十五条第一項第

一号及び第二号並びに第二百八十六条の規定は、適用しない。 

 ７ 前項に規定する場合において、更生手続終了前に会社法第二百三十六条第一項第

三号に掲げる事項についての定めのある新株予約権が行使されたときは、同法第二

百八十四条の規定は、適用しない。 

  第二章第八節第二款中第百四十八条を第百四十八条の二とする。 

  第百四十七条を第百四十八条とする。 

  第百四十六条中「組織変更後の株式会社」を「転換後銀行」に改め、同条を第百四

十七条とする。 

  第百四十五条の見出しを「（出資等の割当てを受ける権利の譲渡）」に改め、同条

第一項中「組織変更後の協同組織金融機関」を「転換後協同組織金融機関」に、「に

ついての引受権」を「の割当てを受ける権利」に、「においては、当該引受権」を

「には、当該権利」に改め、同条第二項中「組織変更後の株式会社」を「転換後銀

行」に、「株式、新株予約権又は社債についての引受権」を「募集株式、設立時募集

株式、募集新株予約権又は募集社債の割当てを受ける権利」に、「においては、当該

引受権」を「には、当該権利」に改め、同条を第百四十六条とし、同条の前に次の一

条を加える。 

  （管轄の特例） 

 第百四十五条 更生計画において更生協同組織金融機関が転換をすることを定めた場

合における合併転換法第六十七条において準用する合併転換法第五十一条において

準用する会社法第二百三十四条第二項の規定による許可の申立てに係る事件は、合

併転換法第六十七条において準用する合併転換法第五十一条において準用する会社

法第八百六十八条第一項の規定にかかわらず、更生手続が終了するまでの間は、更

生裁判所が管轄する。 

  第百四十四条を削る。 

  第百四十三条の見出し中「新法人」を「転換後協同組織金融機関等」に改め、同条

第一項中「組織変更後の協同組織金融機関」を「転換後協同組織金融機関」に、「組

織変更後の株式会社」を「転換後銀行」に、「代表取締役、執行役、代表執行役、監

査役」を「会計参与、監査役、代表取締役、執行役、代表執行役」に改め、同条第二

項中「組織変更後の協同組織金融機関、組織変更後の株式会社」を「転換後協同組織

金融機関、転換後銀行」に改め、同条を第百四十四条とする。 



 

 

  第百四十二条第一項中「第百六条第一項」を「第百三条第一項」に、「第百七条」

を「第百四条」に、「第百八十三条第一項」を「第百八十三条本文」に、「場合にお

いては」を「場合には」に改め、同条第三項を削り、同条第四項中「場合において

は」を「場合には」に改め、「定款の修正又は変更の」を削り、同項を同条第三項と

し、同条第五項中「責めに任じ」を「責任を負い」に改め、同項を同条第四項とし、

同条第六項中「及び代表理事」を「、代表理事及び会計監査人」に改め、「選定」の

下に「及び任期」を加え、「出資についての引受権」を「新協同組織金融機関の出資

の割当てを受ける権利」に改め、「場合について」の下に「、第百三十四条の規定は

更生債権者等又は組合員等の権利の消滅と引換えにする新協同組織金融機関の出資の

受入れについて」を加え、同項後段を次のように改める。 

   この場合において、第百二十九条第一項及び第二項中「第九十四条」とあるのは

「第百三条第一項第七号又は第八号」と、同条第一項中「、会計監査人、清算人又

は代表清算人」とあり、並びに同条第二項及び第六項中「、会計監査人又は清算

人」とあるのは「又は会計監査人」と、同条第一項及び第百三十四条中「更生計画

認可の決定の」とあるのは「新協同組織金融機関が成立した」と、第百二十九条第

三項中「第九十四条第一項第一号又は第二項第一号」とあるのは「第百三条第一項

第七号」と、同項及び同条第六項中「代表理事又は代表清算人」とあるのは「代表

理事」と、第百三十三条第一項、第三項及び第四項中「第九十六条第五号」とある

のは「第百三条第一項第四号」と、同条第一項及び第三項中「更生協同組織金融機

関」とあるのは「新協同組織金融機関」と、第百三十四条中「第九十七条」とある

のは「第百三条第一項第九号」と、「同条第二号」とあるのは「同号」と読み替え

るものとする。 

  第百四十二条第六項を同条第五項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ６ 会社更生法第二百十一条第一項から第三項までの規定は第一項に規定する場合に

おいて新株式会社を設立するときにおける設立時取締役等（第百四条において準用

する同法第百八十三条第十号に規定する設立時取締役等をいう。以下この項におい

て同じ。）の選任又は選定について、同法第二百十一条第六項の規定は新株式会社

の設立時取締役等が新株式会社の成立後において新会社取締役等（同号に規定する

新会社取締役等をいう。以下この項において同じ。）となった場合における当該新

会社取締役等の任期について、それぞれ準用する。この場合において、同法第二百

十一条第一項及び第二項中「第百七十三条」とあるのは「更生特例法第百四条にお

いて準用する第百八十三条第八号又は第九号」と、同条第一項中「、会計監査人、

清算人又は代表清算人」とあり、及び同条第二項中「、会計監査人又は清算人」と

あるのは「又は会計監査人」と、同条第一項中「更生計画認可の決定の」とあるの

は「新株式会社（更生特例法第百二十四条第一項第六号に規定する新株式会社をい

う。）が成立した」と、同条第三項中「第百七十三条第一項第二号、第三号若しく



 

 

は第七号又は第二項第二号」とあるのは「更生特例法第百四条において準用する第

百八十三条第九号イ又はホ」と、「、代表執行役又は代表清算人」とあるのは「又

は代表執行役」と読み替えるものとする。 

  第百四十二条第七項から第九項までを次のように改める。 

 ７ 第百四十条第二項から第五項までの規定は更生債権者等又は組合員等に対して第

百四条において準用する会社更生法第百八十三条第五号の新株式会社の設立時募集

株式（会社法第五十八条第一項に規定する設立時募集株式をいう。以下この章にお

いて同じ。）の割当てを受ける権利を与える場合について、前二条の規定は新株式

会社の募集新株予約権又は募集社債を引き受ける者の募集について、会社更生法第

二百十七条の二の規定は更生債権者等又は組合員等の権利の消滅と引換えにする新

株式会社の設立時発行株式、新株予約権又は社債の発行について、それぞれ準用す

る。この場合において、第百四十条第二項及び第四項、第百四十一条第二項及び第

四項並びに前条第一項及び第三項中「転換後銀行」とあるのは「新株式会社」と、

第百四十条第二項第二号及び第三号、第四項並びに第五項中「第百二条第二項にお

いて準用する会社更生法第百七十五条第三号」とあるのは「第百四条において準用

する会社更生法第百八十三条第五号」と、第百四十一条第一項中「第百二条第二項

において準用する同法第百七十六条」とあるのは「第百四条において準用する同法

第百八十三条第十一号」と、同条第二項、第四項及び第五項中「第百二条第二項に

おいて準用する会社更生法第百七十六条第三号」とあり、並びに同条第六項中「第

百二条第二項において準用する会社更生法第百七十六条」とあるのは「第百四条に

おいて準用する会社更生法第百八十三条第十一号」と、前条第一項、第三項及び第

四項中「第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号」とある

のは「第百四条において準用する会社更生法第百八十三条第十二号」と、同法第二

百十七条の二第一項中「第百七十七条の二第一項」及び「同項第三号」とあり、同

条第二項中「第百七十七条の二第二項」及び「同項第六号」とあり、並びに同条第

三項中「第百七十七条の二第三項」及び「同項第七号」とあるのは「更生特例法第

百四条において準用する第百八十三条第十三号」と、同条中「又は株主」とあるの

は「又は組合員等（更生特例法第二条第十項に規定する組合員等をいう。）」と、

「更生計画認可の決定の」とあるのは「新株式会社（更生特例法第百二十四条第一

項第六号に規定する新株式会社をいう。）が成立した」と読み替えるものとする。 

 ８ 第一項に規定する場合において新協同組織金融機関を設立することを定めたとき

は、中小企業等協同組合法第二十四条第一項、信用金庫法第二十二条第一項並びに

第二十三条第二項及び第五項又は労働金庫法第二十二条第一項及び第二十三条第二

項の規定は、適用しない。 

 ９ 第一項に規定する場合において新株式会社を設立することを定めたときは、会社

法第二十五条第一項第一号及び第二項、第二十六条第二項、第二十七条第五号、第



 

 

三十条、第二編第一章第三節（第三十七条第三項を除く。）、第四節（第三十九条

を除く。）、第五節及び第六節、第五十条、第五十一条、同章第八節、第五十八条、

第五十九条第一項第一号（公証人の氏名に係る部分に限る。）、第二号（同法第二

十七条第五号及び第三十二条第一項各号に掲げる事項に係る部分に限る。）及び第

三号、第六十五条第一項、第八十八条から第九十条まで、第九十三条及び第九十四

条（これらの規定中同法第九十三条第一項第一号及び第二号に掲げる事項に係る部

分に限る。）並びに第百三条の規定は、適用しない。 

  第百四十二条を第百四十三条とし、第百四十一条の次に次の一条を加える。 

  （転換後銀行の募集社債を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第百四十二条 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の規

定により更生計画において更生債権者等又は組合員等に対して同号の募集社債の割

当てを受ける権利を与える旨を定めた場合には、転換後銀行は、これらの者に対し、

次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 当該更生債権者等又は組合員等が割当てを受ける募集社債の種類及び種類ごと

の各社債の金額の合計額 

  二 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の期日 

  三 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の募集社債の

割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 

 ２ 前項の規定による通知は、同項第二号の期日の二週間前にしなければならない。 

 ３ 第百二条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の募集社債の割

当てを受ける権利を有する者は、転換後銀行が第一項の規定による通知をしたにも

かかわらず、同項第二号の期日までに募集社債の引受けの申込みをしないときは、

当該権利を失う。 

 ４ 第一項に規定する場合において、第百二条第二項において準用する会社更生法第

百七十七条第四号の募集社債の割当てを受ける権利を有する更生債権者等又は組合

員等がその割当てを受ける募集社債の数に一に満たない端数があるときは、これを

切り捨てるものとする。 

  第百五十八条の十第一項中「、更生手続開始によって効力を失った整理手続におけ

る整理開始の申立て」を削る。 

  第百五十九条第一項及び第四項中「及び従たる事務所」を削り、同条第八項中「第

一項」を「前項」に、「更生手続開始」を「更生計画認可」に、「整理開始」を「破

産手続開始又は再生手続開始」に改め、同条第九項中「更生手続開始の決定の取消

し」を「更生計画不認可」に改め、同条第十項を削る。 

  第百六十条第一項中「及び従たる事務所」を削る。 

  第百六十一条第三項を削り、同条第四項を同条第三項とする。 

  第百六十二条第一項中「組織変更後の協同組織金融機関」を「転換後協同組織金融



 

 

機関」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、中小企業等協同組合法第九十三条第二項各号、信用金庫法第

七十四条第二項各号又は労働金庫法第七十八条第二項各号に掲げる事項について登

記すべき事項が生じたときは、第百五十九条第一項中「主たる事務所」とあるのは、

「主たる事務所及び従たる事務所」と読み替えるものとする。 

  第百六十二条第二項中「組織変更後の株式会社」を「転換後銀行」に改め、同条第

三項中「合併による解散」を「解散」に改め、同項第一号中「合併」を「吸収合併」

に改め、同項第二号中「合併」を「新設合併」に改め、同条第五項中「組織変更後の

協同組織金融機関、組織変更後の株式会社」を「転換後協同組織金融機関、転換後銀

行」に改める。 

  第百六十九条第十項中「商法」の下に「又は会社法」を加え、同条第十二項及び第

十三項中「第二節第二款」を「次節第二款」に改める。 

  第百七十条第一項中「第二百七十一条第二項、第二百七十六条、第二百九十七条第

三項、第三百五条第二項、第三百七条第一項、第三百八条第二項、第三百十条第二項、

第三百十二条第一項、第三百十三条第一項」を「第百七十二条、第二百七十三条、第

三百八条第一項、第三百九条第一項、第三百十六条第七項」に改め、「とあり、及び

「株主等」」、「、「支店」とあるのは「従たる事務所」と」及び「、「営業」とあ

るのは「事業」と」を削る。 

  第百七十二条中「第二項第一号、第三号及び第五号」を「第二項及び第四項」に改

め、同条後段を次のように改める。 

   この場合において、同法第五条第一項中「株式会社の主たる営業所の所在地（外

国に主たる営業所がある場合にあっては、日本における主たる営業所の所在地）」

とあるのは「相互会社（更生特例法第二条第六項に規定する相互会社をいう。以下

この条において同じ。）の主たる事務所の所在地」と、同条第三項中「株式会社が

他の株式会社の総株主の議決権（株主総会において決議をすることができる事項の

全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法

第八百七十九条第三項の規定により議決権を有するものとみなされる株式について

の議決権を含む。以下同じ。）の過半数を有する」とあるのは「相互会社が株式会

社を保険業法（平成七年法律第百五号）第二条第十二項に規定する子会社とする」

と、「当該他の株式会社」とあるのは「当該株式会社」と、「当該株式会社（以下

この項及び次項において「親株式会社」という。）」とあるのは「当該相互会社」

と、「することができ、親株式会社について更生事件が係属しているときにおける

子株式会社についての更生手続開始の申立ては、親株式会社の更生事件が係属して

いる地方裁判所にもすることができる」とあるのは「することができる」と、同条

第五項中「株式会社が」とあるのは「相互会社が」と、「会社法第四百四十四条」

とあるのは「保険業法第五十四条の十」と、「当該株式会社」とあるのは「当該相



 

 

互会社」と、「他の株式会社」とあるのは「株式会社」と、「定時株主総会」とあ

るのは「定時社員総会（総代会を設けているときは、定時総代会）」と、「するこ

とができ、当該株式会社について更生事件が係属しているときにおける当該他の株

式会社についての更生手続開始の申立ては、当該株式会社の更生事件が係属してい

る地方裁判所にもすることができる」とあるのは「することができる」と、同法第

六条中「この法律」とあるのは「更生特例法第三章」と読み替えるものとする。 

  第百七十三条中「第五条第二項各号」を「第五条第二項から第六項まで」に、「第

五条第二項第二号又は第六号」を「第五条第三項、第五項又は第六項」に改める。 

  第百八十三条中「商法第二百十一条ノ二第四項に規定する種類の」を「株主総会に

おいて決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することができない」

に、「同条第五項」を「会社法第八百七十九条第三項」に改める。 

  第百八十六条中「商法」の下に「又は会社法」を加える。 

  第百八十九条第一項中「商法第二百十一条ノ二第一項に規定する子会社及び同条第

三項の規定により子会社とみなされるもの」を「子会社（会社法第二条第三号に規定

する子会社」に、「保険業法第二条第十二項に規定する子会社」を「実質子会社（保

険業法第三十三条の二第一項に規定する実質子会社」に改め、「、「更生会社が商法

特例法第一条の二第一項に規定する大会社である場合における同条第四項」とあるの

は「同法第五十九条第一項において準用する商法特例法第一条の二第四項」と」を削

り、同条第四項中「又は執行役」を「、執行役又は清算人」に、「をする」を「をし

ようとする」に改め、同項後段を次のように改める。 

   この場合において、同条第一項中「会社法第三百五十六条第一項（同法第四百十

九条第二項又は第四百八十二条第四項において準用する場合を含む。）」とあるの

は、「保険業法第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項

（保険業法第五十三条の三十二において準用する会社法第四百十九条第二項におい

て準用する場合を含む。）又は保険業法第百八十条の八第四項において準用する会

社法第三百五十六条第一項」と読み替えるものとする。 

  第百八十九条第五項中「執行役及び監査役」を「会計参与、監査役、執行役及び清

算人」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、同項中「会社法第三百六十一条第一項」とあるのは、「保険

業法第五十三条の二十八第三項」と読み替えるものとする。 

  第百九十三条後段を次のように改める。 

   この場合において、同法第七十七条第二項中「子会社（会社法第二条第三号に規

定する子会社」とあるのは、「実質子会社（保険業法第三十三条の二第一項に規定

する実質子会社」と読み替えるものとする。 

  第百九十四条第二号中「役員責任等査定決定」を「役員等責任査定決定」に改める。 

  第百九十五条の見出し中「役員」を「役員等」に改める。 



 

 

  第百九十六条中「株主等」を「株主」に改める。 

  第百九十七条第一項中「組織変更後の株式会社」を「組織変更後株式会社」に改め、

同項第二号から第七号までを次のように改める。 

  二 剰余金の分配 

  三 基金償却積立金の取崩し 

  四 基金の募集 

  五 募集社債（相互会社にあっては保険業法第六十一条に規定する募集社債をいい、

保険業（同法第二条第一項に規定する保険業をいう。以下同じ。）を営む株式会

社にあっては会社法第六百七十六条に規定する募集社債をいう。以下この章及び

次章第二節において同じ。）を引き受ける者の募集 

  六 組織変更（保険業法第八十六条第一項に規定する組織変更をいう。以下この章

において同じ。） 

  七 組織変更株式交換（保険業法第九十六条の五第一項に規定する組織変更株式交

換をいう。以下この章において同じ。）又は組織変更株式移転（同法第九十六条

の八第一項に規定する組織変更株式移転をいう。以下この章において同じ。） 

  第百九十七条第一項に次の三号を加える。 

  八 保険契約の移転（保険業法第百三十五条第一項（同法第二百七十二条の二十九

において準用する場合を含む。）の保険契約の移転をいう。以下同じ。）をし、

又は保険契約の移転を受けること。 

  九 解散 

  十 合併 

  第百九十七条第二項中「組織変更後の株式会社」を「組織変更後株式会社」に改め

る。 

  第百九十八条第一項中「又は重要な一部を譲渡すること」を「の譲渡又は事業の重

要な一部の譲渡（保険業法第六十二条の二第一項第二号に規定する事業の重要な一部

の譲渡をいう。以下この条において同じ。）をすること」に、「又は重要な一部を譲

渡する場合」を「の譲渡又は事業の重要な一部の譲渡をする場合」に改め、同条第二

項中「又は重要な一部を譲渡する」を「の譲渡又は事業の重要な一部の譲渡をする」

に改め、同条第四項中「又は重要な一部を譲渡しよう」を「の譲渡又は事業の重要な

一部の譲渡をしよう」に改め、同条第五項中「住所」を「場所又は連絡先」に改め、

同条に次の一項を加える。 

 10 第二項の許可を得て更生会社の事業の全部の譲渡又は事業の重要な一部の譲渡を

する場合には、保険業法第六十二条の二の規定は、適用しない。 

  第二百八条を次のように改める。 

  （取締役等の競業の制限） 

 第二百八条 会社更生法第六十五条の規定は、相互会社についての更生手続開始後そ



 

 

の終了までの間において更生会社の取締役、執行役又は清算人が自己又は第三者の

ために更生会社の事業の部類に属する取引をしようとする場合について準用する。

この場合において、同条第一項中「会社法第三百五十六条第一項（同法第四百十九

条第二項又は第四百八十二条第四項において準用する場合を含む。）」とあるのは

「保険業法第五十三条の十五において準用する会社法第三百五十六条第一項（保険

業法第五十三条の三十二において準用する会社法第四百十九条第二項において準用

する場合を含む。）又は保険業法第百八十条の八第四項において準用する会社法第

三百五十六条第一項」と、「第七十二条第四項前段」とあるのは「更生特例法第二

百十一条において準用する第七十二条第四項前段」と読み替えるものとする。 

  第二百九条の見出し中「報酬」を「報酬等」に改め、同条中「執行役及び監査役」

を「会計参与、監査役、執行役及び清算人」に改め、同条後段を次のように改める。 

   この場合において、同条第一項中「会社法第三百六十一条第一項」とあるのは

「保険業法第五十三条の二十八第三項」と、「第七十二条第四項前段」とあるのは

「更生特例法第二百十一条において準用する第七十二条第四項前段」と、同条第二

項中「会社法第三百六十一条第一項（同法第四百八十二条第四項において準用する

場合を含む。）、第三百七十九条第一項及び第二項、第三百八十七条第一項及び第

二項並びに第四百四条第三項」とあるのは「保険業法第五十三条の十五及び第百八

十条の八第四項において準用する会社法第三百六十一条第一項、保険業法第五十三

条の十七において準用する会社法第三百七十九条第一項及び第二項、保険業法第五

十三条の二十において準用する会社法第三百八十七条第一項及び第二項並びに保険

業法第五十三条の二十八第三項」と読み替えるものとする。 

  第二百十五条の見出し中「子会社に対する調査等」を「実質子会社に対する調査」

に改め、同条後段を次のように改める。 

   この場合において、同条第二項中「子会社（会社法第二条第三号に規定する子会

社」とあるのは、「実質子会社（保険業法第三十三条の二第一項に規定する実質子

会社」と読み替えるものとする。 

  第二百十七条の見出しを「（管財人の競業の制限）」に改め、同条中「をする」を

「をしようとする」に改める。 

  第二百十九条第二項中「組織変更後の株式会社」を「組織変更後株式会社」に改め

る。 

  第二百二十三条第一項第二号中「、整理開始」を削る。 

  第二百二十三条の二第二項中「執行役、監査役」を「会計参与（会計参与が法人で

あるときは、その職務を行うべき社員を含む。）、監査役、執行役、会計監査人（会

計監査人が法人であるときは、その職務を行うべき社員を含む。）」に改める。 

  第二百二十三条の三第一項第一号中「、整理開始」を削り、同条第二項第一号中

「執行役、監査役」を「会計参与（会計参与が法人であるときは、その職務を行うべ



 

 

き社員を含む。）、監査役、執行役、会計監査人（会計監査人が法人であるときは、

その職務を行うべき社員を含む。）」に改める。 

  第二百二十六条中「執行役、監査役」を「会計参与（会計参与が法人であるときは、

その職務を行うべき社員を含む。）、監査役、執行役、会計監査人（会計監査人が法

人であるときは、その職務を行うべき社員を含む。）」に改める。 

  第三章第三節第五款の款名中「役員」を「役員等」に改める。 

  第二百二十八条の見出し中「役員」を「役員等」に改め、同条中「株金払込請求権

又は現物出資の目的である財産若しくは会社」を「会社法第五十二条第一項、第二百

十三条第一項又は第二百八十六条第一項」に、「基金の拠出に係る払込請求権又は相

互会社」を「保険業法第三十条の十四において準用する会社法第五十二条第一項」に

改める。 

  第二百二十九条の見出し中「役員の責任等」を「役員等の責任」に改める。 

  第二百三十二条中「株主等委員会」を「株主委員会」に改める。 

  第二百三十八条第一項第一号中「役員責任等査定決定」を「役員等責任査定決定」

に改める。 

  第二百三十九条後段を次のように改める。 

   この場合において、同法第七十七条第二項中「子会社（会社法第二条第三号に規

定する子会社」とあるのは、「実質子会社（保険業法第三十三条の二第一項に規定

する実質子会社」と読み替えるものとする。 

  第二百四十条第四号中「同法第百十七条第四項」を「会社更生法第百十七条第四

項」に改める。 

  第二百四十四条（見出しを含む。）中「社債管理会社等」を「社債管理者等」に改

める。 

  第二百四十九条中「代表取締役、執行役、代表執行役、監査役」を「会計参与、監

査役、代表取締役、執行役、代表執行役、清算人、代表清算人」に改める。 

  第二百五十五条中「第五条第二項第六号」を「第五条第六項」に改める。 

  第二百五十九条第一項第二号中「執行役及び監査役」を「会計参与、監査役、執行

役、会計監査人及び清算人」に改め、同条第二項中「保険業法第四十一条又は第四十

九条において準用する商法第二百四十五条第一項第一号又は第三号に掲げる行為」を

「定款の変更、事業譲渡等（保険業法第六十二条の二第一項第一号から第三号までに

掲げる行為をいう。第二百六十二条第四号において同じ。）」に、「第四章第二節」

を「次章第二節」に改め、「、定款の変更」を削る。 

  第二百六十一条を次のように改める。 

  （更生会社の取締役等） 

 第二百六十一条 次の各号に掲げる条項においては、当該各号に定める事項を定めな

ければならない。 



 

 

  一 更生会社の取締役に関する条項（次号に掲げるものを除く。） 取締役及び代

表取締役の氏名又はその選任若しくは選定の方法及び任期 

  二 更生会社が更生計画認可の決定の時において委員会設置会社（保険業法第四条

第一項第三号に規定する委員会設置会社をいう。以下この章において同じ。）と

なる場合における更生会社の取締役に関する条項 取締役及び各委員会（同号に

規定する委員会をいう。以下この章において同じ。）の委員の氏名又はその選任

若しくは選定の方法及び任期 

  三 更生会社が更生計画認可の決定の時において会計参与設置会社（保険業法第五

十三条の十八第一項に規定する会計参与設置会社をいう。以下この章において同

じ。）となる場合における更生会社の会計参与に関する条項 会計参与の氏名若

しくは名称又はその選任の方法及び任期 

  四 更生会社が更生計画認可の決定の時において監査役設置会社（保険業法第三十

条の十一第一項に規定する監査役設置会社をいう。以下この章において同じ。）

となる場合における更生会社の監査役に関する条項 監査役の氏名又はその選任

の方法及び任期 

  五 更生会社が更生計画認可の決定の時において会計監査人設置会社（保険業法第

五十三条の二十二第三項に規定する会計監査人設置会社をいう。以下この章にお

いて同じ。）となる場合における更生会社の会計監査人に関する条項 会計監査

人の氏名若しくは名称又はその選任の方法及び任期 

  六 更生会社が更生計画認可の決定の時において委員会設置会社となる場合におけ

る更生会社の執行役に関する条項 執行役及び代表執行役の氏名又はその選任若

しくは選定の方法及び任期 

 ２ 更生会社が更生計画認可の決定の時において清算相互会社（保険業法第百八十条

の二に規定する清算相互会社をいう。）となる場合には、次の各号に掲げる条項に

おいて、当該各号に定める事項を定めなければならない。 

  一 更生会社の清算人に関する条項（次号に掲げるものを除く。） 清算人の氏名

又はその選任の方法及び任期 

  二 更生会社が更生計画認可の決定の時において代表清算人を定める場合における

更生会社の清算人に関する条項 清算人及び代表清算人の氏名又はその選任若し

くは選定の方法及び任期 

  三 更生会社の監査役に関する条項 監査役の氏名又はその選任の方法及び任期 

  第二百六十二条の見出しを「（剰余金の分配等）」に改め、同条中「決議」の下に

「その他の相互会社の機関の決定」を加え、同条各号を次のように改める。 

  一 剰余金の分配 

  二 基金償却積立金の取崩し 

  三 定款の変更 



 

 

  四 事業譲渡等 

  五 保険契約の移転をし、又は保険契約の移転を受けること。 

  第二百六十二条に次の一号を加える。 

  六 業務及び財産の管理の委託 

  第二百六十三条第一号中「第六十条第三項第二号」を「第六十条の二第一項第二号

及び第三号」に改め、同条第二号中「、更生計画の定めに従い、」を「更生計画の定

めに従い」に改め、「者が」の下に「保険業法第六十条の二第二項の申込みをしたと

きは」を、「みなす」の下に「こととする」を加え、同条第三号を次のように改める。 

  三 更生債権者等又は社員に対して保険業法第六十条の二第二項の申込みをするこ

とにより更生会社の基金の拠出の割当てを受ける権利を与えるときは、その旨及

び当該基金の拠出の申込みの期日 

  第二百六十三条に次の一号を加える。 

  四 前号に規定する場合には、更生債権者等又は社員に対する基金の拠出の割当て

に関する事項 

  第二百六十四条から第二百七十六条までを次のように改める。 

  （募集社債を引き受ける者の募集） 

 第二百六十四条 募集社債を引き受ける者の募集に関する条項においては、次に掲げ

る事項を定めなければならない。 

  一 保険業法第六十一条各号に掲げる事項 

  二 募集社債が担保付社債であるときは、その担保権の内容及び担保付社債信託法

（明治三十八年法律第五十二号）第二条第一項に規定する信託契約の受託会社の

商号 

  三 第二百九十六条において準用する会社更生法第二百五条第一項の規定により更

生計画の定めに従い更生債権者等又は社員の権利の全部又は一部が消滅した場合

において、これらの者が保険業法第六十一条の二第二項の申込みをしたときは募

集社債の払込金額の全部又は一部の払込みをしたものとみなすこととするときは、

その旨 

  四 更生債権者等又は社員に対して保険業法第六十一条の二第二項の申込みをする

ことにより更生会社の募集社債の割当てを受ける権利を与えるときは、その旨及

び当該募集社債の引受けの申込みの期日 

  五 前号に規定する場合には、更生債権者等又は社員に対する募集社債の割当てに

関する事項 

  （更生債権者等又は社員の権利の消滅と引換えにする基金の拠出の割当て等） 

 第二百六十五条 更生債権者等又は社員の権利の全部又は一部の消滅と引換えにする

基金の拠出の割当てに関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければなら

ない。 



 

 

  一 新たに募集する基金の額 

  二 更生債権者等又は社員が有する権利及びその償却の方法 

  三 更生債権者等又は社員に対する基金の割当てに関する事項 

 ２ 更生債権者等又は社員の権利の全部又は一部の消滅と引換えにする社債の発行に

関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 発行する社債の総額 

  二 発行する各社債の金額 

  三 発行する社債の利率 

  四 発行する社債の償還の方法及び期限 

  五 保険業法第六十一条第五号から第八号まで及び第十二号に掲げる事項 

  六 発行する社債が担保付社債であるときは、その担保権の内容及び担保付社債信

託法第二条第一項に規定する信託契約の受託会社の商号 

  七 更生債権者等又は社員に対する発行する社債の割当てに関する事項 

  （組織変更） 

 第二百六十六条 組織変更に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければ

ならない。 

  一 組織変更計画において定めるべき事項（保険業法第八十六条第四項第三号及び

第四号に掲げる事項並びに次条第一号及び第二百六十八条第一号に掲げる事項を

除く。） 

  二 組織変更後株式会社の取締役の氏名又はその選任の方法及び任期 

  三 次のイからニまでに掲げる場合の区分に応じ、当該イからニまでに定める事項 

   イ 組織変更後株式会社が会計参与設置会社である場合 会計参与の氏名若しく

は名称又はその選任の方法及び任期 

   ロ 組織変更後株式会社が監査役設置会社である場合 代表取締役及び監査役の

氏名又はその選任若しくは選定の方法及び任期 

   ハ 組織変更後株式会社が会計監査人設置会社である場合 会計監査人の氏名若

しくは名称又はその選任の方法及び任期 

   ニ 組織変更後株式会社が委員会設置会社である場合 各委員会の委員、執行役

及び代表執行役の氏名又はその選任若しくは選定の方法及び任期 

  四 組織変更後株式会社が組織変更に際して更生債権者等に対して株式等（株式又

は金銭をいう。以下この章において同じ。）を交付するときは、当該株式等につ

いての次に掲げる事項 

   イ 当該株式等が組織変更後株式会社の株式であるときは、当該株式の数（種類

株式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方

法並びに当該組織変更後株式会社の資本金及び準備金の額に関する事項 

   ロ 当該株式等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 



 

 

  五 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式等の割当てに関す

る事項 

  六 第二百九十六条において準用する会社更生法第二百五条第一項の規定により更

生計画の定めに従い更生債権者等又は社員の権利の全部又は一部が消滅した場合

において、これらの者が保険業法第九十三条第二項の申込みをしたときは組織変

更後株式会社の組織変更時発行株式（同法第九十二条第一号に規定する組織変更

時発行株式をいう。以下この章において同じ。）の払込金額の全部又は一部の払

込みをしたものとみなすこととするときは、その旨 

  七 更生債権者等又は社員に対して保険業法第九十三条第二項の申込みをすること

により組織変更後株式会社の組織変更時発行株式の割当てを受ける権利を与える

ときは、その旨及び当該組織変更時発行株式の引受けの申込みの期日 

  八 前号に規定する場合には、更生債権者等又は社員に対する組織変更時発行株式

の割当てに関する事項 

  九 第三百七条第三項の規定により組織変更時発行株式の一部を発行しないで組織

変更をする場合における組織変更に際して発行すべき組織変更時発行株式の下限

の数 

 ２ 会社更生法第百七十五条から第百七十七条までの規定は、組織変更後株式会社の

募集株式（会社法第百九十九条第一項に規定する募集株式をいう。以下この章にお

いて同じ。）、募集新株予約権（会社法第二百三十八条第一項に規定する募集新株

予約権をいい、当該募集新株予約権が新株予約権付社債に付されたものである場合

にあっては、当該新株予約権付社債についての社債を含む。以下この章において同

じ。）又は募集社債（新株予約権付社債についてのものを除く。以下この章におい

て同じ。）を引き受ける者の募集に関する条項について準用する。この場合におい

て、会社更生法第百七十五条第二号、第百七十六条第二号及び第百七十七条第三号

中「第二百五条第一項」とあるのは、「更生特例法第二百九十六条において準用す

る第二百五条第一項」と読み替えるものとする。 

  （組織変更株式交換） 

 第二百六十七条 組織変更株式交換に関する条項においては、次に掲げる事項を定め

なければならない。 

  一 組織変更株式交換契約において定めるべき事項 

  二 組織変更株式交換完全親会社（保険業法第九十六条の五第一項に規定する組織

変更株式交換完全親会社をいう。以下この条において同じ。）が組織変更株式交

換に際して更生債権者等に対して株式等を交付するときは、当該株式等について

の次に掲げる事項 

   イ 当該株式等が組織変更株式交換完全親会社の株式であるときは、当該株式の

数（種類株式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数



 

 

の算定方法並びに当該組織変更株式交換完全親会社の資本金及び準備金の額に

関する事項 

   ロ 当該株式等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式等の割当てに関す

る事項 

  四 組織変更株式交換完全親会社が組織変更株式交換に際して更生会社の社員に対

して当該組織変更株式交換完全親会社の社債等（社債又は新株予約権をいう。以

下この章において同じ。）を交付するときは、当該社債等についての次に掲げる

事項 

   イ 当該社債等が組織変更株式交換完全親会社の社債（新株予約権付社債につい

てのものを除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金

額の合計額又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が組織変更株式交換完全親会社の新株予約権（新株予約権付社債

に付されたものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はそ

の算定方法 

   ハ 当該社債等が組織変更株式交換完全親会社の新株予約権付社債であるときは、

当該新株予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債

に付された新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、更生会社の社員に対する同号の社債等の割当てに関

する事項 

  （組織変更株式移転） 

 第二百六十八条 組織変更株式移転に関する条項においては、次に掲げる事項を定め

なければならない。 

  一 組織変更計画において定めるべき事項（組織変更株式移転に関するものに限

る。） 

  二 組織変更株式移転設立完全親会社（保険業法第九十六条の八第一項に規定する

組織変更株式移転設立完全親会社をいう。以下この章において同じ。）が組織変

更株式移転に際して更生債権者等に対して株式等を交付するときは、当該株式等

についての次に掲げる事項 

   イ 当該株式等が組織変更株式移転設立完全親会社の株式であるときは、当該株

式の数（種類株式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）又はそ

の数の算定方法並びに当該組織変更株式移転設立完全親会社の資本金及び準備

金の額に関する事項 

   ロ 当該株式等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式等の割当てに関す

る事項 



 

 

  四 組織変更株式移転設立完全親会社が組織変更株式移転に際して更生会社の社員

に対して当該組織変更株式移転設立完全親会社の社債等を交付するときは、当該

社債等についての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が組織変更株式移転設立完全親会社の社債（新株予約権付社債に

ついてのものを除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債

の金額の合計額又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が組織変更株式移転設立完全親会社の新株予約権（新株予約権付

社債に付されたものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又

はその算定方法 

   ハ 当該社債等が組織変更株式移転設立完全親会社の新株予約権付社債であると

きは、当該新株予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権

付社債に付された新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、更生会社の社員に対する同号の社債等の割当てに関

する事項 

  （解散） 

 第二百六十九条 会社更生法第百七十八条の規定は、相互会社の更生手続における更

生会社の解散に関する条項について準用する。 

  （吸収合併） 

 第二百七十条 吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併（保険業法第百六十条に規定

する吸収合併をいう。以下この章において同じ。）であって、吸収合併後存続する

会社（以下この条において「吸収合併存続会社」という。）が相互会社であるもの

に限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を

定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 吸収合併存続会社が吸収合併に際して更生債権者等を当該吸収合併存続会社の

基金の拠出者とするときは、基金の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の基金の割当てに関する

事項 

  四 吸収合併存続会社が吸収合併に際して更生会社の社員に対して当該吸収合併存

続会社の社債を交付するときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の

合計額又はその算定方法 

  五 前号に規定する場合には、更生会社の社員に対する同号の社債の割当てに関す

る事項 

 ２ 吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併であって、吸収合併存続会社が株式会社

であるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲

げる事項を定めなければならない。 



 

 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 吸収合併存続会社が吸収合併に際して更生債権者等に対して株式等を交付する

ときは、当該株式等についての次に掲げる事項 

   イ 当該株式等が吸収合併存続会社の株式であるときは、当該株式の数（種類株

式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法

並びに当該吸収合併存続会社の資本金及び準備金の額に関する事項 

   ロ 当該株式等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式等の割当てに関す

る事項 

  四 吸収合併存続会社が吸収合併に際して更生会社の基金の拠出者又は社員に対し

て当該吸収合併存続会社の社債等を交付するときは、当該社債等についての次に

掲げる事項 

   イ 当該社債等が吸収合併存続会社の社債（新株予約権付社債についてのものを

除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額

又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が吸収合併存続会社の新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定方法 

   ハ 当該社債等が吸収合併存続会社の新株予約権付社債であるときは、当該新株

予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付され

た新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、更生会社の基金の拠出者又は社員に対する同号の社

債等の割当てに関する事項 

 ３ 吸収合併（更生会社が吸収合併存続会社となるものに限る。以下この項において

同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 更生会社が吸収合併に際して吸収合併により消滅する会社（以下この章におい

て「吸収合併消滅会社」という。）の社員に対して当該更生会社の社債を交付す

るときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその算定方

法 

  三 前号に規定する場合には、吸収合併消滅会社の社員に対する同号の社債の割当

てに関する事項 

  （新設合併） 

 第二百七十一条 新設合併（更生会社が消滅する新設合併（保険業法第百六十一条に

規定する新設合併をいう。以下この章において同じ。）であって、新設合併により

設立する会社（以下この章において「新設合併設立会社」という。）が相互会社で

あるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲げ



 

 

る事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立会社が新設合併に際して更生債権者等を当該新設合併設立会社の

基金の拠出者とするときは、基金の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の基金の割当てに関する

事項 

  四 新設合併設立会社が新設合併に際して新設合併により消滅する会社（以下この

章において「新設合併消滅会社」という。）の社員に対して当該新設合併設立会

社の社債を交付するときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計

額又はその算定方法 

  五 前号に規定する場合には、新設合併消滅会社の社員に対する同号の社債の割当

てに関する事項 

 ２ 新設合併（更生会社が消滅する新設合併であって、新設合併設立会社が株式会社

であるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲

げる事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立会社が新設合併に際して更生債権者等に対して当該新設合併設立

会社の株式を交付するときは、当該株式の数（種類株式発行会社にあっては、株

式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに当該新設合併設立会社

の資本金及び準備金の額に関する事項 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式の割当てに関する

事項 

  四 新設合併設立会社が新設合併に際して新設合併消滅会社の基金の拠出者若しく

は社員又は株主に対して当該新設合併設立会社の社債等を交付するときは、当該

社債等についての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が新設合併設立会社の社債（新株予約権付社債についてのものを

除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額

又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が新設合併設立会社の新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定方法 

   ハ 当該社債等が新設合併設立会社の新株予約権付社債であるときは、当該新株

予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付され

た新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、新設合併消滅会社の基金の拠出者若しくは社員又は

株主に対する同号の社債等の割当てに関する事項 

  （新相互会社の設立） 



 

 

 第二百七十二条 相互会社の設立に関する条項においては、次に掲げる事項を定めな

ければならない。ただし、新設合併により相互会社を設立する場合は、この限りで

ない。 

  一 設立する相互会社（以下この条において「新相互会社」という。）についての

保険業法第二十三条第一項第一号から第四号まで及び第八号に掲げる事項 

  二 新相互会社の定款で定める事項（前号に掲げる事項に係るものを除く。） 

  三 第二百九十六条において準用する会社更生法第二百五条第一項の規定により更

生計画の定めに従い更生債権者等又は社員の権利の全部又は一部が消滅した場合

において、これらの者が保険業法第二十八条第二項の申込みをしたときは新相互

会社の拠出すべき基金の額の全部又は一部の払込みをしたものとみなすこととす

るときは、その旨 

  四 更生計画により、更生債権者等又は社員に対して保険業法第二十八条第二項の

申込みをすることにより新相互会社の基金の拠出の割当てを受ける権利を与える

ときは、その旨及び当該基金の拠出の申込みの期日 

  五 前号に規定する場合には、更生債権者等又は社員に対する基金の拠出の割当て

に関する事項 

  六 更生会社から新相互会社に移転すべき財産及びその額 

  七 新相互会社の設立時取締役の氏名又はその選任の方法 

  八 次のイからニまでに掲げる場合の区分に応じ、当該イからニまでに定める事項 

   イ 新相互会社が会計参与設置会社である場合 設立時会計参与の氏名若しくは

名称又はその選任の方法 

   ロ 新相互会社が監査役設置会社である場合 設立時代表取締役及び設立時監査

役の氏名又はその選任若しくは選定の方法 

   ハ 新相互会社が会計監査人設置会社である場合 設立時会計監査人の氏名若し

くは名称又はその選任の方法 

   ニ 新相互会社が委員会設置会社である場合 設立時委員、設立時執行役及び設

立時代表執行役の氏名又はその選任若しくは選定の方法 

  九 新相互会社の設立時取締役、設立時会計参与、設立時監査役、設立時代表取締

役、設立時委員、設立時執行役、設立時代表執行役又は設立時会計監査人（第三

百十六条第五項において「設立時取締役等」という。）が新相互会社の成立後に

おいて取締役、会計参与、監査役、代表取締役、各委員会の委員、執行役、代表

執行役又は会計監査人（同項において「新相互会社取締役等」という。）となっ

た場合における当該新相互会社取締役等の任期 

  十 新相互会社が募集社債を引き受ける者の募集をするときは、第二百六十四条各

号に掲げる事項 

  十一 新相互会社が更生債権者等又は社員の権利の全部又は一部の消滅と引換えに



 

 

新相互会社の設立時の基金の拠出の割当て又は新相互会社の社債の発行をすると

きは、第二百六十五条第一項各号又は第二項各号に掲げる事項 

  （新株式会社の設立） 

 第二百七十三条 会社更生法第百八十三条の規定は、相互会社の更生手続における株

式会社の設立に関する条項について準用する。この場合において、同条中「新設合

併、新設分割又は株式移転」とあるのは「新設合併（保険業法第百六十一条に規定

する新設合併をいう。）又は組織変更株式移転（同法第九十六条の八第一項に規定

する組織変更株式移転をいう。）」と、同条第四号中「第二百五条第一項」とある

のは「更生特例法第二百九十六条において準用する第二百五条第一項」と、同号か

ら同条第六号まで及び同条第十三号中「株主」とあるのは「社員」と読み替えるも

のとする。 

 第二百七十四条から第二百七十六条まで 削除 

  第二百七十八条第一項中「合併、相互会社若しくは株式会社の設立、事業の譲渡若

しくは保険契約の移転」を「事業の譲渡、保険契約の移転、合併若しくは相互会社若

しくは株式会社の設立」に改める。 

  第二百八十三条中「あるのは、」を「あるのは」に、「読み替える」を「、同条第

三項中「会社法第七百六条第一項」とあるのは「保険業法第六十一条の七第四項」と

読み替える」に改める。 

  第二百八十六条中「記録」を「記載され、又は記録されている」に、「記載」を

「記載されている」に改める。 

  第二百九十条第二項中「株式会社と共に第四十五条第一項第四号」を「会社と共に

第四十五条第一項第七号」に、「第百九十七条第一項第三号又は第五号」を「第百九

十七条第一項第七号、第八号又は第十号」に、「「株式会社が」を「「会社が」に改

める。 

  第二百九十四条第一項第四号及び第五号を次のように改める。 

  四 組織変更後株式会社 

  五 更生計画の定めるところにより組織変更株式移転（共同してするものを除

く。）により設立される株式会社又は新株式会社（更生計画の定めるところによ

り第二百七十三条において準用する会社更生法第百八十三条に規定する条項によ

り設立される株式会社をいう。以下この章において同じ。） 

  第二百九十四条第一項に次の一号を加える。 

  六 新相互会社（更生計画の定めるところにより第二百七十二条に規定する条項に

より設立される相互会社をいう。以下この章において同じ。） 

  第二百九十五条第一項第二号中「代表取締役、執行役、代表執行役又は監査役」を

「会計参与、監査役、代表取締役、執行役、代表執行役、清算人又は代表清算人」に

改める。 



 

 

  第二百九十六条中「「第二百三条第一項第四号」を「同項中「第二百三条第一項第

四号に掲げる持分会社、同項第五号に掲げる会社」に、「に規定する新相互会社、同

項第五号」」を「及び第五号に掲げる株式会社、同項第六号に規定する新相互会社」

と、「及び」とあるのは「並びに」」に改める。 

  第二百九十七条第一項中「組織変更後の株式会社を含む」を「組織変更後株式会社

を含む」に、「第二百三条第一項第四号に掲げる株式会社」を「第二百三条第一項第

五号に掲げる会社」に、「第二百九十四条第一項第四号に規定する新相互会社及び同

項第五号に掲げる株式会社（組織変更後の株式会社を除く。）」を「第二百九十四条

第一項第五号に掲げる株式会社及び同項第六号に規定する新相互会社」に改め、同条

第二項中「第七十七条第一項」を「第二百九条第三項」に改め、同項に後段として次

のように加える。 

   この場合において、同項中「会計監査人、業務を執行する社員」とあるのは、

「会計監査人」と読み替えるものとする。 

  第二百九十七条第三項中「第七十七条第一項」を「第二百九条第三項」に、「組織

変更後の株式会社に」を「組織変更後株式会社に」に改め、「（組織変更後の株式会

社を除く。）」を削り、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、同法第二百九条第三項中「会計監査人、業務を執行する社

員」とあるのは、「会計監査人」と読み替えるものとする。 

  第二百九十八条を次のように改める。 

  （社員総会の決議等に関する法令の規定等の排除） 

 第二百九十八条 更生計画の遂行については、保険業法その他の法令又は定款の規定

にかかわらず、更生会社、組織変更後株式会社、新相互会社又は新株式会社の社員

総会（総代会を設けているときは、総代会）の決議、株主総会の決議その他の機関

の決定を要しない。 

 ２ 更生計画の遂行については、会社法その他の法令の規定にかかわらず、組織変更

後株式会社又は新株式会社の株主は、組織変更後株式会社又は新株式会社に対し、

自己の有する株式を買い取ることを請求することができない。 

 ３ 更生計画の遂行については、会社法第八百二十八条第一項各号（保険業法第三十

条の十五、第五十七条第六項、第六十条の二第五項及び第百七十二条において準用

する場合を含む。以下この項において同じ。）及び第二項各号並びに第八百二十九

条並びに保険業法第九十六条の十六第一項及び第二項の規定にかかわらず、更生会

社、組織変更後株式会社、新相互会社又は新株式会社の社員等（保険業法第八十四

条の二第二項に規定する社員等をいう。）、株主等（会社法第八百二十八条第二項

第一号に規定する株主等をいう。）、新株予約権者、破産管財人又は債権者は、会

社法第八百二十八条第一項各号に掲げる行為の無効の訴え若しくは保険業法第九十

六条の十六第一項の組織変更の無効の訴え又は会社法第八百二十九条各号に掲げる



 

 

行為が存在しないことの確認の訴えを提起することができない。 

  第二百九十九条第一項から第三項までを次のように改める。 

   第二百六十一条の規定により更生計画において取締役、会計参与、監査役、代表

取締役、各委員会の委員、執行役、代表執行役、会計監査人、清算人又は代表清算

人の氏名又は名称を定めたときは、これらの者は、更生計画認可の決定の時に、そ

れぞれ、取締役、会計参与、監査役、代表取締役、各委員会の委員、執行役、代表

執行役、会計監査人、清算人又は代表清算人となる。 

 ２ 第二百六十一条の規定により更生計画において取締役、会計参与、監査役、執行

役、会計監査人又は清算人の選任の方法を定めたときは、これらの者の選任は、更

生計画に定める方法による。 

 ３ 第二百六十一条第一項第一号、第二号若しくは第六号又は第二項第二号の規定に

より更生計画において代表取締役、各委員会の委員、代表執行役又は代表清算人の

選定の方法を定めたときは、これらの者の選定は、更生計画に定める方法による。 

  第二百九十九条第四項中「又は監査役」を「、会計参与、監査役、執行役、会計監

査人又は清算人」に改め、同条第五項中「代表取締役」の下に「、各委員会の委員、

代表執行役又は代表清算人」を加え、同条第六項中「又は第二項」を「から第三項ま

で」に、「又は監査役」を「、会計参与、監査役、執行役、会計監査人又は清算人」

に、「並びに」を「及び」に改め、「代表取締役」の下に「、各委員会の委員、代表

執行役又は代表清算人」を加え、「及び代表の方法」を削る。 

  第三百条から第三百二条までを次のように改める。 

  （基金償却積立金の取崩しに関する特例） 

 第三百条 第二百六十二条第二号の規定により更生計画において更生会社の基金償却

積立金の取崩しをすることを定めた場合には、保険業法第五十七条第四項の規定は、

適用しない。 

  （定款の変更に関する特例） 

 第三百一条 会社更生法第二百十三条の規定は、第二百六十二条第三号の規定により

相互会社の更生手続における更生計画において更生会社の定款を変更することを定

めた場合について準用する。 

  （保険契約の移転等に関する特例） 

 第三百二条 第二百六十二条第五号の規定により更生計画において更生会社が同号に

掲げる行為をすることを定めた場合には、保険業法第百三十六条の二及び第百三十

七条（これらの規定を同法第二百七十二条の二十九において準用する場合を含

む。）の規定は、適用しない。 

 ２ 前項に規定する場合における更生会社に対する保険業法第百三十八条（同法第二

百七十二条の二十九において準用する場合を含む。以下この条において同じ。）の

規定の適用については、同法第百三十八条中「第百三十六条第一項の決議」とある



 

 

のは、「保険契約の移転を内容とする更生計画認可の決定」とする。 

 ３ 第一項に規定する場合において、第二百六十二条第四号の規定により更生計画に

おいて更生会社が事業の譲渡をすることを定めたときにおける当該更生会社に対す

る保険業法第百四十三条第一項の規定の適用については、同項中「保険金信託業務

を行う相互会社が保険契約の全部に係る保険契約の移転の決議をした場合で、当該

保険金信託業務に係る事業の譲渡について社員総会（総代会を設けているときは、

総代会）又は取締役会の決議をした」とあるのは「保険金信託業務を行う相互会社

について保険契約の全部に係る保険契約の移転及び当該保険金信託業務に係る事業

の譲渡を内容とする更生計画認可の決定があった」と、「当該決議をした」とある

のは「当該決定のあった」と、「当該決議の」とあるのは「当該決定の」とする。 

  第三百二条の二を削る。 

  第三百三条第一項中「基金の拠出についての引受権を与える」を「同号の基金の拠

出の割当てを受ける権利を与える」に、「定めたときは」を「定めた場合には」に、

「基金の拠出についての引受権を有する」を「当該権利を有する」に、「ついて無記

名式」を「つき無記名式」に、「場合又は」を「とき、又は」に、「場合においては、

当該」を「ときは、次に掲げる」に改め、同項各号を次のように改める。 

  一 当該更生債権者等又は社員が割当てを受ける権利を有する基金の拠出の内容 

  二 第二百六十三条第三号の期日 

  三 第二百六十三条第三号の基金の拠出の割当てを受ける権利を譲り渡すことがで

きる旨 

  第三百三条第二項中「前項の」の下に「規定による」を加え、同条第三項中「基金

の拠出についての引受権」を「第二百六十三条第三号の基金の拠出の割当てを受ける

権利」に改め、「第一項の」の下に「規定による」を加え、「当該引受権」を「当該

権利」に改め、同条第四項を次のように改める。 

 ４ 第一項に規定する場合において、第二百六十三条第三号の基金の拠出の割当てを

受ける権利を有する更生債権者等又は社員がその割当てを受ける基金の額に一円に

満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

  第三百四条から第三百十四条までを次のように改める。 

  （募集社債を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第三百四条 第二百六十四条第四号の規定により更生計画において更生債権者等又は

社員に対して同号の募集社債の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合には、

更生会社は、これらの者に対し、次に掲げる事項を通知し、かつ、当該権利を有す

る更生債権者等の更生債権等につき無記名式の社債券が発行されているとき、又は

社債等の振替に関する法律第百十七条において準用する同法第四章の規定（同法そ

の他の法令において準用する場合を含む。）の適用があるときは、当該事項を公告

しなければならない。 



 

 

  一 当該更生債権者等又は社員が割当てを受ける募集社債の種類及び種類ごとの各

社債の金額の合計額 

  二 第二百六十四条第四号の期日 

  三 第二百六十四条第四号の募集社債の割当てを受ける権利を譲り渡すことができ

る旨 

 ２ 前項の規定による通知又は公告は、同項第二号の期日の二週間前にしなければな

らない。 

 ３ 第二百六十四条第四号の募集社債の割当てを受ける権利を有する者は、更生会社

が第一項の規定による通知又は公告をしたにもかかわらず、同項第二号の期日まで

に募集社債の引受けの申込みをしないときは、当該権利を失う。 

 ４ 第一項に規定する場合において、第二百六十四条第四号の募集社債の割当てを受

ける権利を有する更生債権者等又は社員がその割当てを受ける募集社債の数に一に

満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとする。 

  （更生債権者等又は社員の権利の消滅と引換えにする基金の拠出の割当て等に関す

る特例） 

 第三百五条 第二百六十五条第一項の規定により更生計画において更生債権者等又は

社員の権利の全部又は一部の消滅と引換えに基金の拠出の割当てをすることを定め

た場合には、更生債権者等又は社員は、更生計画認可の決定の時に、同項第三号に

掲げる事項についての定めに従い、同号の基金の拠出者となる。 

 ２ 第二百六十五条第二項の規定により更生計画において更生債権者等又は社員の権

利の全部又は一部の消滅と引換えに社債を発行することを定めた場合には、更生債

権者等又は社員は、更生計画認可の決定の時に、同項第七号に掲げる事項について

の定めに従い、同号の社債の社債権者となる。 

  （組織変更に関する特例） 

 第三百六条 第二百六十六条第一項の規定により更生計画において更生会社が組織変

更をすることを定めた場合において、同項第四号イに掲げる事項についての定めが

あるときは、更生債権者等は、組織変更がその効力を生ずる日に、同項第五号に掲

げる事項についての定めに従い、同項第四号イの株式の株主となる。 

 ２ 会社更生法第二百十一条第一項から第三項まで及び第六項の規定は、第二百六十

六条第一項の規定により更生計画において更生会社が組織変更をすることを定めた

場合について準用する。この場合において、同法第二百十一条第一項及び第二項中

「第百七十三条」とあるのは「更生特例法第二百六十六条第一項第二号又は第三

号」と、同条第一項、第三項及び第六項中「委員会」とあるのは「委員会（保険業

法第四条第一項第三号に規定する委員会をいう。）」と、同条第一項中「、会計監

査人、清算人又は代表清算人」とあり、並びに同条第二項及び第六項中「、会計監

査人又は清算人」とあるのは「又は会計監査人」と、同条第一項中「更生計画認可



 

 

の決定の」とあるのは「組織変更の効力が生じた」と、同条第三項中「第百七十三

条第一項第二号、第三号若しくは第七号又は第二項第二号」とあるのは「更生特例

法第二百六十六条第一項第三号ロ又はニ」と、同項及び同条第六項中「、代表執行

役又は代表清算人」とあるのは「又は代表執行役」と読み替えるものとする。 

 ３ 第二百六十六条第一項の規定により更生計画において更生会社が組織変更をする

ことを定めた場合には、保険業法第八十七条及び第八十八条の規定は、適用しない。 

  （組織変更時発行株式の発行に関する特例） 

 第三百七条 会社更生法第二百十五条第二項から第五項までの規定は、第二百六十六

条第一項第七号の規定により更生計画において更生債権者等又は社員に対して同号

の組織変更時発行株式の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合について準用

する。この場合において、同法第二百十五条第二項中「無記名式の新株予約権証券

若しくは無記名式の」とあるのは「無記名式の」と、「第四章」とあるのは「第百

十七条において準用する同法第四章」と、同項第二号及び第三号並びに同条第四項

及び第五項中「第百七十五条第三号」とあるのは「更生特例法第二百六十六条第一

項第七号」と読み替えるものとする。 

 ２ 更生計画において更生会社が組織変更時発行株式を発行することを定めた場合に

は、保険業法第九十六条の四において準用する会社法第二百七条、第二百十二条

（第一項第一号を除く。）及び第二百十三条（第一項第一号及び第三号を除く。）

の規定は、適用しない。 

 ３ 第一項に規定する場合において、組織変更時発行株式のうち割当てをすることが

できなかったものがあるときは、第二百六十六条第一項第九号の規定により更生計

画に定められた組織変更に関する条件に反しない限り、当該組織変更時発行株式を

発行しないで組織変更をすることができる。ただし、会社法第三十七条第三項の規

定に反しない場合に限る。 

  （組織変更後株式会社の募集株式を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第三百八条 会社更生法第二百十五条第一項の規定は、第二百六十六条第二項におい

て準用する同法第百七十五条の規定により更生計画において組織変更後株式会社が

募集株式を引き受ける者の募集をすることを定めた場合において、株主に対して会

社法第二百二条第一項第一号の募集株式の割当てを受ける権利を与える旨の定款の

定めがあるときについて準用する。 

 ２ 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の規定に

より更生計画において更生債権者等又は社員に対して同号の募集株式の割当てを受

ける権利を与える旨を定めた場合には、組織変更後株式会社は、これらの者に対し、

次に掲げる事項を通知し、かつ、当該権利を有する更生債権者等の更生債権等につ

き無記名式の社債券が発行されているとき、又は社債等の振替に関する法律第百十

七条において準用する同法第四章の規定（同法その他の法令において準用する場合



 

 

を含む。）の適用があるときは、次に掲げる事項を公告しなければならない。 

  一 当該更生債権者等又は社員が割当てを受ける募集株式の数（種類株式発行会社

にあっては、募集株式の種類及び数） 

  二 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の期日 

  三 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の募集

株式の割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 

 ３ 前項の規定による通知又は公告は、同項第二号の期日の二週間前にしなければな

らない。 

 ４ 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号の募集株

式の割当てを受ける権利を有する者は、組織変更後株式会社が第二項の規定による

通知又は公告をしたにもかかわらず、同項第二号の期日までに募集株式の引受けの

申込みをしないときは、当該権利を失う。 

 ５ 第二項に規定する場合において、第二百六十六条第二項において準用する会社更

生法第百七十五条第三号の募集株式の割当てを受ける権利を有する更生債権者等又

は社員がその割当てを受ける募集株式の数に一株に満たない端数があるときは、こ

れを切り捨てるものとする。 

 ６ 第一項に規定する場合には、会社法第百九十九条第五項、第二百七条、第二百十

条及び第二編第二章第八節第六款の規定は、適用しない。 

  （組織変更後株式会社の募集新株予約権を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第三百九条 会社更生法第二百十五条第一項の規定は、第二百六十六条第二項におい

て準用する同法第百七十六条の規定により更生計画において組織変更後株式会社が

募集新株予約権を引き受ける者の募集をすることを定めた場合において、株主に対

して会社法第二百四十一条第一項第一号の募集新株予約権の割当てを受ける権利を

与える旨の定款の定めがあるときについて準用する。 

 ２ 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の規定に

より更生計画において更生債権者等又は社員に対して同号の募集新株予約権の割当

てを受ける権利を与える旨を定めた場合には、組織変更後株式会社は、これらの者

に対し、次に掲げる事項を通知し、かつ、当該権利を有する更生債権者等の更生債

権等につき無記名式の社債券が発行されているとき、又は社債等の振替に関する法

律第百十七条において準用する同法第四章の規定（同法その他の法令において準用

する場合を含む。）の適用があるときは、次に掲げる事項を公告しなければならな

い。 

  一 当該更生債権者等又は社員が割当てを受ける募集新株予約権の内容及び数 

  二 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の期日 

  三 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の募集

新株予約権の割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 



 

 

 ３ 前項の規定による通知又は公告は、同項第二号の期日の二週間前にしなければな

らない。 

 ４ 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十六条第三号の募集新

株予約権の割当てを受ける権利を有する者は、組織変更後株式会社が第二項の規定

による通知又は公告をしたにもかかわらず、同項第二号の期日までに募集新株予約

権の引受けの申込みをしないときは、当該権利を失う。 

 ５ 第二項に規定する場合において、第二百六十六条第二項において準用する会社更

生法第百七十六条第三号の募集新株予約権の割当てを受ける権利を有する更生債権

者等又は社員がその割当てを受ける募集新株予約権の数に一に満たない端数がある

ときは、これを切り捨てるものとする。 

 ６ 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十六条の規定により更

生計画において組織変更後株式会社が募集新株予約権を引き受ける者の募集をする

ことを定めた場合には、会社法第二百三十八条第五項、第二百四十七条、第二百八

十五条第一項第一号及び第二号並びに第二百八十六条の規定は、適用しない。 

 ７ 前項に規定する場合において、更生手続終了前に会社法第二百三十六条第一項第

三号に掲げる事項についての定めのある新株予約権が行使されたときは、同法第二

百八十四条の規定は、適用しない。 

  （組織変更後株式会社の募集社債を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第三百十条 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号

の規定により更生計画において更生債権者等又は社員に対して同号の募集社債の割

当てを受ける権利を与える旨を定めた場合には、組織変更後株式会社は、これらの

者に対し、次に掲げる事項を通知し、かつ、当該権利を有する更生債権者等の更生

債権等につき無記名式の社債券が発行されているとき、又は社債等の振替に関する

法律第百十七条において準用する同法第四章の規定（同法その他の法令において準

用する場合を含む。）の適用があるときは、当該事項を公告しなければならない。 

  一 当該更生債権者等又は社員が割当てを受ける募集社債の種類及び種類ごとの各

社債の金額の合計額 

  二 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の期日 

  三 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の募集

社債の割当てを受ける権利を譲り渡すことができる旨 

 ２ 前項の規定による通知又は公告は、同項第二号の期日の二週間前にしなければな

らない。 

 ３ 第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号の募集社

債の割当てを受ける権利を有する者は、組織変更後株式会社が第一項の規定による

通知又は公告をしたにもかかわらず、同項第二号の期日までに募集社債の引受けの

申込みをしないときは、当該権利を失う。 



 

 

 ４ 第一項に規定する場合において、第二百六十六条第二項において準用する会社更

生法第百七十七条第四号の募集社債の割当てを受ける権利を有する更生債権者等又

は社員がその割当てを受ける募集社債の数に一に満たない端数があるときは、これ

を切り捨てるものとする。 

  （組織変更株式交換に関する特例） 

 第三百十一条 第二百六十七条の規定により更生計画において更生会社が組織変更株

式交換をすることを定めた場合において、同条第二号イに掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、組織変更がその効力を生ずる日（次項において

「効力発生日」という。）に、同条第三号に掲げる事項についての定めに従い、同

条第二号イの株式の株主となる。 

 ２ 第二百六十七条の規定により更生計画において組織変更株式交換をすることを定

めた場合において、次の各号に掲げる場合には、更生会社の社員は、効力発生日に、

同条第五号に掲げる事項についての定めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第二百六十七条第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号イの社

債の社債権者 

  二 第二百六十七条第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号ロの新

株予約権の新株予約権者 

  三 第二百六十七条第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号ハの新

株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付された

新株予約権の新株予約権者 

  （組織変更株式移転に関する特例） 

 第三百十二条 第二百六十八条の規定により更生計画において更生会社が組織変更株

式移転をすることを定めた場合において、同条第二号イに掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、組織変更株式移転設立完全親会社の成立の日に、

同条第三号に掲げる事項についての定めに従い、同条第二号イの株式の株主となる。 

 ２ 第二百六十八条の規定により更生計画において組織変更株式移転をすることを定

めた場合において、次の各号に掲げる場合には、更生会社の社員は、組織変更株式

移転設立完全親会社の成立の日に、同条第五号に掲げる事項についての定めに従い、

当該各号に定める者となる。 

  一 第二百六十八条第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号イの社

債の社債権者 

  二 第二百六十八条第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号ロの新

株予約権の新株予約権者 

  三 第二百六十八条第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号ハの新

株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付された

新株予約権の新株予約権者 



 

 

  （解散に関する特例） 

 第三百十三条 第二百六十九条において準用する会社更生法第百七十八条本文の規定

により更生計画において更生会社が解散することを定めた場合には、更生会社は、

更生計画に定める時期に解散する。 

 ２ 前項の場合には、保険業法第百五十六条の二及び第百五十七条の規定は、適用し

ない。 

  （吸収合併に関する特例） 

 第三百十四条 第二百七十条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に

規定する吸収合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項につ

いての定めがあるときは、更生債権者等は、吸収合併がその効力を生ずる日（以下

この条において「効力発生日」という。）に、同項第三号に掲げる事項についての

定めに従い、同項第二号の基金の拠出者となる。 

 ２ 第二百七十条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する吸

収合併をすることを定めた場合において、同項第四号に掲げる事項についての定め

があるときは、更生会社の社員は、効力発生日に、同項第五号に掲げる事項につい

ての定めに従い、同項第四号の社債の社債権者となる。 

 ３ 第二百七十条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する吸

収合併をすることを定めた場合には、保険業法第六十一条の八第二項において準用

する会社法第七百四十条の規定並びに保険業法第百六十五条の十五及び第百六十五

条の十七の規定は、更生会社については、適用しない。 

 ４ 第二百七十条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する吸

収合併をすることを定めた場合において、同項第二号イに掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、効力発生日に、同項第三号に掲げる事項につい

ての定めに従い、同項第二号イの株式の株主となる。 

 ５ 第二百七十条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する吸

収合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、更生会社の

基金の拠出者又は社員は、効力発生日に、同項第五号に掲げる事項についての定め

に従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第二百七十条第二項第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号イ

の社債の社債権者 

  二 第二百七十条第二項第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号ロ

の新株予約権の新株予約権者 

  三 第二百七十条第二項第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号ハ

の新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付さ

れた新株予約権の新株予約権者 

 ６ 前項に規定する場合には、保険業法第六十一条の八第二項において準用する会社



 

 

法第七百四十条の規定並びに保険業法第百六十五条の十五及び第百六十五条の十七

の規定は、更生会社については、適用しない。 

 ７ 第二百七十条第三項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する吸

収合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項についての定め

があるときは、吸収合併消滅会社の社員は、効力発生日に、同項第三号に掲げる事

項についての定めに従い、同項第二号の社債の社債権者となる。 

 ８ 第二百七十条第三項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する吸

収合併をすることを定めた場合には、保険業法第六十一条の八第二項において準用

する会社法第七百四十条の規定、保険業法第百六十五条の十九の規定及び同法第百

六十五条の二十において準用する同法第百六十五条の十七の規定は、更生会社につ

いては、適用しない。 

  第三章第八節第二款中第三百二十一条を第三百二十一条の二とする。 

  第三百二十条を第三百二十一条とする。 

  第三百十九条中「組織変更後の株式会社」を「組織変更後株式会社」に改め、同条

を第三百二十条とする。 

  第三百十八条の見出しを「（基金の拠出等の割当てを受ける権利の譲渡）」に改め、

同条第一項中「社債についての引受権」を「募集社債の割当てを受ける権利」に、

「においては、当該引受権」を「には、当該権利」に改め、同条第二項を次のように

改める。 

 ２ 更生計画の定めによって更生債権者等又は社員に対して組織変更後株式会社又は

新株式会社の募集株式、組織変更時発行株式若しくは設立時募集株式、募集新株予

約権又は募集社債の割当てを受ける権利が与えられた場合には、当該権利は、これ

を他に譲渡することができる。 

  第三百十八条を第三百十九条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （管轄の特例） 

 第三百十八条 更生計画において更生会社が組織変更をすることを定めた場合におけ

る保険業法第九十条第三項において準用する会社法第二百三十四条第二項の規定に

よる許可の申立てに係る事件は、保険業法第九十条第三項において準用する会社法

第八百六十八条第一項の規定にかかわらず、更生手続が終了するまでの間は、更生

裁判所が管轄する。 

  第三百十七条を削る。 

  第三百十六条の見出しを「（組織変更後相互会社等に異動した者の退職手当の取扱

い）」に改め、同条第一項中「新相互会社の」を「組織変更後株式会社の」に、「組

織変更後の株式会社」を「新相互会社」に改め、同条第二項中「組織変更後の株式会

社」を「組織変更後株式会社」に改め、同条を第三百十七条とする。 

  第三百十五条第一項中「第二百七十五条第一項の規定又は第二百七十六条」を「第



 

 

二百七十二条本文の規定又は第二百七十三条」に、「第百八十三条第一項」を「第百

八十三条本文」に、「場合においては」を「場合には」に改め、同条第三項を削り、

同条第四項中「場合においては」を「場合には」に改め、「定款の変更の」を削り、

同項を同条第三項とし、同条第五項中「責めに任じ」を「責任を負い」に改め、同項

を同条第四項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ５ 第二百九十九条第一項から第三項までの規定は第一項に規定する場合において新

相互会社を設立するときにおける設立時取締役等の選任又は選定について、同条第

六項の規定は新相互会社の設立時取締役等が新相互会社の成立後において新相互会

社取締役等となった場合における当該新相互会社取締役等の任期について、第三百

三条の規定は更生債権者等又は社員に対して新相互会社の基金の拠出の割当てを受

ける権利を与える場合について、第三百四条の規定は新相互会社の募集社債を引き

受ける者の募集について、第三百五条の規定は更生債権者等又は社員の権利の消滅

と引換えにする新相互会社の設立時の基金の拠出の割当て又は社債の発行について、

それぞれ準用する。この場合において、第二百九十九条第一項及び第二項中「第二

百六十一条」とあるのは「第二百七十二条第七号又は第八号」と、同条第一項中「、

会計監査人、清算人又は代表清算人」とあり、及び同条第二項中「、会計監査人又

は清算人」とあるのは「又は会計監査人」と、同条第一項及び第三百五条中「更生

計画認可の決定の」とあるのは「新相互会社が成立した」と、第二百九十九条第三

項中「第二百六十一条第一項第一号、第二号若しくは第六号又は第二項第二号」と

あるのは「第二百七十二条第八号ロ又はニ」と、「、代表執行役又は代表清算人」

とあるのは「又は代表執行役」と、第三百三条第一項、第三項及び第四項中「第二

百六十三条第三号」とあるのは「第二百七十二条第四号」と、同条第一項及び第三

項並びに第三百四条第一項及び第三項中「更生会社」とあるのは「新相互会社」と、

同条第一項、第三項及び第四項中「第二百六十四条第四号」とあるのは「第二百七

十二条第十号」と、第三百五条第一項中「第二百六十五条第一項」とあり、及び同

条第二項中「第二百六十五条第二項」とあるのは「第二百七十二条第十一号」と、

同条第一項中「同項第三号」とあり、及び同条第二項中「同項第七号」とあるのは

「同号」と読み替えるものとする。 

  第三百十五条第六項から第九項までを次のように改める。 

 ６ 会社更生法第二百十一条第一項から第三項までの規定は第一項に規定する場合に

おいて新株式会社を設立するときにおける設立時取締役等（第二百七十三条におい

て準用する同法第百八十三条第十号に規定する設立時取締役等をいう。以下この項

において同じ。）の選任又は選定について、同法第二百十一条第六項の規定は新株

式会社の設立時取締役等が新株式会社の成立後において新会社取締役等（同号に規

定する新会社取締役等をいう。以下この項において同じ。）となった場合における

当該新会社取締役等の任期について、それぞれ準用する。この場合において、同法



 

 

第二百十一条第一項及び第二項中「第百七十三条」とあるのは「更生特例法第二百

七十三条において準用する第百八十三条第八号又は第九号」と、同条第一項及び第

三項中「委員会」とあるのは「委員会（保険業法第四条第一項第三号に規定する委

員会をいう。）」と、同条第一項中「、会計監査人、清算人又は代表清算人」とあ

り、及び同条第二項中「、会計監査人又は清算人」とあるのは「又は会計監査人」

と、同条第一項中「更生計画認可の決定の」とあるのは「新株式会社（更生特例法

第二百九十四条第一項第五号に規定する新株式会社をいう。）が成立した」と、同

条第三項中「第百七十三条第一項第二号、第三号若しくは第七号又は第二項第二

号」とあるのは「更生特例法第二百七十三条において準用する第百八十三条第九号

イ又はホ」と、「、代表執行役又は代表清算人」とあるのは「又は代表執行役」と

読み替えるものとする。 

 ７ 第三百八条第二項から第五項までの規定は更生債権者等又は社員に対して第二百

七十三条において準用する会社更生法第百八十三条第五号の新株式会社の設立時募

集株式（会社法第五十八条第一項に規定する設立時募集株式をいう。以下この章に

おいて同じ。）の割当てを受ける権利を与える場合について、第三百九条及び第三

百十条の規定は新株式会社の募集新株予約権又は募集社債を引き受ける者の募集に

ついて、会社更生法第二百十七条の二の規定は更生債権者等又は社員の権利の消滅

と引換えにする新株式会社の設立時発行株式、新株予約権又は社債の発行について、

それぞれ準用する。この場合において、第三百八条第二項及び第四項、第三百九条

第二項及び第四項並びに第三百十条第一項及び第三項中「組織変更後株式会社」と

あるのは「新株式会社」と、第三百八条第二項第二号及び第三号、第四項並びに第

五項中「第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十五条第三号」

とあるのは「第二百七十三条において準用する会社更生法第百八十三条第五号」と、

第三百九条第一項中「第二百六十六条第二項において準用する同法第百七十六条」

とあるのは「第二百七十三条において準用する同法第百八十三条第十一号」と、同

条第二項、第四項及び第五項中「第二百六十六条第二項において準用する会社更生

法第百七十六条第三号」とあり、並びに同条第六項中「第二百六十六条第二項にお

いて準用する会社更生法第百七十六条」とあるのは「第二百七十三条において準用

する会社更生法第百八十三条第十一号」と、第三百十条第一項、第三項及び第四項

中「第二百六十六条第二項において準用する会社更生法第百七十七条第四号」とあ

るのは「第二百七十三条において準用する会社更生法第百八十三条第十二号」と、

同法第二百十七条の二第一項中「第百七十七条の二第一項」及び「同項第三号」と

あり、同条第二項中「第百七十七条の二第二項」及び「同項第六号」とあり、並び

に同条第三項中「第百七十七条の二第三項」及び「同項第七号」とあるのは「更生

特例法第二百七十三条において準用する第百八十三条第十三号」と、同条中「又は

株主」とあるのは「又は社員」と、「更生計画認可の決定の」とあるのは「新株式



 

 

会社（更生特例法第二百九十四条第一項第五号に規定する新株式会社をいう。）が

成立した」と読み替えるものとする。 

 ８ 第一項に規定する場合において新相互会社を設立することを定めたときは、保険

業法第二十二条第二項、第二十三条第一項第九号及び第四項、第二十四条第二項、

第二十八条第一項第一号（公証人の氏名に係る部分に限る。）及び第二号（同法第

二十三条第一項第九号に係る部分に限る。）、第三十条の七第一項第一号（公証人

の氏名に係る部分に限る。）及び第二号（同法第二十三条第一項第九号に係る部分

に限る。）、第三十条の八第一項、第三十条の十第一項及び第六項、第三十条の十

一（同条第一項第一号及び第二号に掲げる事項に係る部分に限る。）並びに第三十

条の十四の規定は、適用しない。 

 ９ 第一項に規定する場合において新株式会社を設立することを定めたときは、会社

法第二十五条第一項第一号及び第二項、第二十六条第二項、第二十七条第五号、第

三十条、第二編第一章第三節（第三十七条第三項を除く。）、第四節（第三十九条

を除く。）、第五節及び第六節、第五十条、第五十一条、同章第八節、第五十八条、

第五十九条第一項第一号（公証人の氏名に係る部分に限る。）、第二号（同法第二

十七条第五号及び第三十二条第一項各号に掲げる事項に係る部分に限る。）及び第

三号、第六十五条第一項、第八十八条から第九十条まで、第九十三条及び第九十四

条（これらの規定中同法第九十三条第一項第一号及び第二号に掲げる事項に係る部

分に限る。）並びに第百三条の規定は、適用しない。 

  第三百十五条を第三百十六条とし、第三百十四条の次に次の一条を加える。 

  （新設合併に関する特例） 

 第三百十五条 第二百七十一条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項

に規定する新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項に

ついての定めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立会社の成立の日に、同

項第三号に掲げる事項についての定めに従い、同項第二号の基金の拠出者となる。 

 ２ 第二百七十一条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、同項第四号に掲げる事項についての定

めがあるときは、新設合併消滅会社の社員は、新設合併設立会社の成立の日に、同

項第五号に掲げる事項についての定めに従い、同項第四号の社債の社債権者となる。 

 ３ 第二百七十一条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合には、保険業法第六十一条の八第二項において準

用する会社法第七百四十条の規定並びに保険業法第百六十五条の十五及び第百六十

五条の十七の規定は、更生会社については、適用しない。 

 ４ 第二百七十一条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立会社の成立の日に、同項第三号に



 

 

掲げる事項についての定めに従い、同項第二号の株式の株主となる。 

 ５ 第二百七十一条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、新設合併

消滅会社の基金の拠出者若しくは社員又は株主は、新設合併設立会社の成立の日に、

同項第五号に掲げる事項についての定めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第二百七十一条第二項第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号

イの社債の社債権者 

  二 第二百七十一条第二項第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ロの新株予約権の新株予約権者 

  三 第二百七十一条第二項第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ハの新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権の新株予約権者 

 ６ 前項に規定する場合には、保険業法第六十一条の八第二項において準用する会社

法第七百四十条の規定並びに保険業法第百六十五条の十五及び第百六十五条の十七

の規定は、更生会社については、適用しない。 

  第三百三十一条の十第一項中「整理若しくは」を削り、「その手続開始」を「特別

清算開始」に改める。 

  第三百三十二条第一項及び第四項中「及び従たる事務所」を削り、同条第八項中

「整理開始又は」を削る。 

  第三百三十三条第一項中「及び従たる事務所」を削る。 

  第三百三十四条第三項中「第百五十一条」を「第百八十四条」に、「商法第三百八

十七条第二項」を「会社法第九百三十八条第三項」に、「商法第四百五十四条第二

項」を「会社法第九百三十八条第四項」に改める。 

  第三百三十五条第一項に後段として次のように加える。 

   この場合において、保険業法第六十四条第三項において準用する会社法第九百三

十条第二項各号に掲げる事項について登記すべき事項が生じたときは、第三百三十

二条第一項中「主たる事務所」とあるのは、「主たる事務所及び従たる事務所」と

読み替えるものとする。 

  第三百三十五条第二項中「組織変更後の株式会社」を「組織変更後株式会社」に改

め、同条第三項中「合併による解散」を「解散」に改め、同項第一号中「合併」を

「吸収合併」に改め、同項第二号中「合併」を「新設合併」に改め、同条第五項ただ

し書中「組織変更後の株式会社」を「組織変更後株式会社」に改める。 

  第三百四十二条の表第四十五条第一項の項中「組織変更後の信用金庫」を「転換後

信用金庫」に改め、同表第四十五条第一項第六号の項を次のように改める。 

第四十五条第一項

第七号 

持分会社 持分会社若しくは信用金庫 



 

 

  第三百四十二条の表第四十五条第二項の項中「組織変更後の信用金庫」を「転換後

信用金庫」に改め、同表第七十七条第二項の項中「商法第二百十一条ノ二第一項に規

定する子会社及び同条第三項の規定により子会社とみなされるもの」を「会社法第二

条第三号」に、「第十三条の二第二項に規定する子会社」を「第十三条の二第二項」

に改め、同表第八十一条第二項の項中「組織変更後の信用金庫」を「転換後信用金

庫」に、「株式会社」を「会社」に、「株式を」を「持分を」に、「株式若しくは」

を「持分若しくは」に改め、同表第百六十七条第二項の項を次のように改める。 

第百六十七条第二

項 

設立 設立、協同組織金融機関の設

立 

  第三百四十二条の表第百九十九条第二項第五号の項中「株式会社」を「会社」に改

め、同表第二百三条第一項第四号の項を次のように改める。 

第二百三条第一項

第四号 

持分会社 持分会社又は転換後信用金庫 

  第三百四十二条の表第二百三条第一項第四号の項の次に次のように加える。 

第二百三条第一項

第五号 

又は第百八十三条 若しくは第百八十三条 

 設立される会社 設立される会社又は更生計画

の定めるところにより更生特

例法第三百四十六条において

準用する更生特例法第百三条

第一項に規定する条項により

設立される協同組織金融機関

（以下「新協同組織金融機

関」という。） 

  第三百四十二条の表第二百五条第四項の項を削り、同表第二百六条第二項の項を次

のように改める。 

第二百六条第二項 持分会社、同項第五号

に掲げる会社 

持分会社又は転換後信用金

庫、同項第五号に掲げる会社

又は新協同組織金融機関 

  第三百四十二条の表第二百九条第一項の項中「組織変更後の信用金庫」を「転換後

信用金庫」に改め、同表第二百九条第二項の項中「株式会社」を「会社」に、「協同

組織金融機関（組織変更後の信用金庫を除く。）」を「新協同組織金融機関」に改

め、同項の次に次のように加える。 

第二百九条第三項 会社 会社又は新協同組織金融機関 

 執行役 執行役、理事、監事 

  第三百四十二条の表第二百十条の項中「第二百十条」を「第二百十条第一項」に、

「更生特例法第三百四十八条において準用する更生特例法第百六条第一項に規定する

条項により設立される協同組織金融機関」を「新協同組織金融機関」に改め、同表第

二百十二条の項を次のように改める。 

第二百十条第三項 第八百二十八条及び 第八百二十八条第一項各号



 

 

（中小企業等協同組合法（昭

和二十四年法律第百八十一

号）第三十二条、信用金庫法

（昭和二十六年法律第二百三

十八号）第二十八条、労働金

庫法（昭和二十八年法律第二

百二十七号）第二十八条並び

に金融機関の合併及び転換に

関する法律（昭和四十三年法

律第八十六号）第五十三条第

一項及び第六十五条第一項に

おいて準用する場合を含む。

以下この項において同じ。）

及び第二項各号並びに 

 株式会社 株式会社、転換後信用金庫若

しくは新協同組織金融機関 

 同法第八百二十八条第

二項第一号 

会社法第八百二十八条第二項

第一号 

 新株予約権者 新株予約権者、組合員等（更

生特例法第二条第十項に規定

する組合員等をいう。）、理

事、監事 

  第三百四十二条の表第二百二十七条第一号の項を削り、同表第二百三十二条第一項

の項中「第三百五十二条第一項」を「第三百五十四条第一項」に改め、同表第二百六

十一条第四項の項中「第二百六十一条第四項」を「第二百六十一条第二項」に、「株

式会社」を「会社」に改め、同表第二百六十一条第四項第二号の項中「第二百六十一

条第四項第二号」を「第二百六十一条第二項第二号」に、「株式会社」を「会社」に

改め、同表第二百六十一条第五項の項中「第二百六十一条第五項」を「第二百六十一

条第三項」に、「株式会社」を「会社」に改め、同表第二百六十一条第六項の項中

「組織変更後の信用金庫」を「転換後信用金庫」に、「株式会社」を「会社」に改め

る。 

  第三百四十三条の前の見出しを削り、同条から第三百五十四条までを次のように改

める。 

  （吸収合併） 

 第三百四十三条 吸収合併（更生会社（普通銀行であるものに限る。）が消滅する吸

収合併（合併転換法第二条第四項に規定する吸収合併をいう。以下この節において

同じ。）であって、吸収合併後存続する金融機関（以下この節において「吸収合併

存続金融機関」という。）が信用金庫であるものに限る。以下この項において同

じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 吸収合併存続金融機関が吸収合併に際して更生債権者等に対して出資等（協同



 

 

組織金融機関の出資又は金銭をいう。以下この節において同じ。）を交付すると

きは、当該出資等についての次に掲げる事項 

   イ 当該出資等が吸収合併存続金融機関の出資であるときは、当該出資の口数又

はその算定方法（吸収合併存続金融機関の会員となることができない更生債権

者等がある場合にあっては、当該更生債権者等に対して交付する金銭の額又は

その算定方法を含む。）並びに当該吸収合併存続金融機関の資本金及び準備金

の額に関する事項 

   ロ 当該出資等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の出資等の割当てに関す

る事項 

 ２ 吸収合併（更生会社が吸収合併存続金融機関となるものに限る。以下この項にお

いて同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 更生会社が吸収合併に際して吸収合併により消滅する金融機関（以下この節に

おいて「吸収合併消滅金融機関」という。）の組合員等に対して当該更生会社の

社債等（社債又は新株予約権をいう。以下この節において同じ。）を交付すると

きは、当該社債等についての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が更生会社の社債（新株予約権付社債についてのものを除く。）

であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその

算定方法 

   ロ 当該社債等が更生会社の新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを除

く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定方法 

   ハ 当該社債等が更生会社の新株予約権付社債であるときは、当該新株予約権付

社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付された新株予

約権についてのロに規定する事項 

  三 前号に規定する場合には、吸収合併消滅金融機関の組合員等に対する同号の社

債等の割当てに関する事項 

  （新設合併） 

 第三百四十四条 新設合併（更生会社が消滅する新設合併（合併転換法第二条第五項

に規定する新設合併をいう。以下この節において同じ。）であって、新設合併によ

り設立する金融機関（以下この節において「新設合併設立金融機関」という。）が

株式会社であるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項において

は、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立金融機関が新設合併に際して更生債権者等に対して当該新設合併

設立金融機関の株式を交付するときは、当該株式の数（種類株式発行会社にあっ



 

 

ては、株式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに当該新設合併

設立金融機関の資本金及び準備金の額に関する事項 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式の割当てに関する

事項 

  四 新設合併設立金融機関が新設合併に際して新設合併により消滅する金融機関

（以下この節において「新設合併消滅金融機関」という。）の株主又は組合員等

に対して当該新設合併設立金融機関の社債等を交付するときは、当該社債等につ

いての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が新設合併設立金融機関の社債（新株予約権付社債についてのも

のを除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合

計額又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が新設合併設立金融機関の新株予約権（新株予約権付社債に付さ

れたものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定

方法 

   ハ 当該社債等が新設合併設立金融機関の新株予約権付社債であるときは、当該

新株予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、新設合併消滅金融機関の株主又は組合員等に対する

同号の社債等の割当てに関する事項 

 ２ 新設合併（更生会社（普通銀行であるものに限る。）が消滅する新設合併であっ

て、新設合併設立金融機関が信用金庫であるものに限る。以下この項において同

じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立金融機関が新設合併に際して更生債権者等に対して当該新設合併

設立金融機関の出資を交付するときは、当該出資の口数又はその算定方法（新設

合併設立金融機関の会員となることができない更生債権者等がある場合にあって

は、当該更生債権者等に対して交付する金銭の額又はその算定方法を含む。）並

びに当該新設合併設立金融機関の資本金及び準備金の額に関する事項 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の出資の割当てに関する

事項 

  （転換） 

 第三百四十五条 転換（合併転換法第二条第七項に規定する転換であって、更生会社

（普通銀行であるものに限る。）が信用金庫となるものに限る。以下この項におい

て同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 転換計画において定めるべき事項（合併転換法第五十六条第一項第三号及び第

四号に掲げる事項を除く。） 



 

 

  二 転換後信用金庫（合併転換法第五十六条第一項第一号に規定する転換後信用金

庫をいう。以下この節において同じ。）の理事、監事及び会計監査人についての

次に定める事項 

   イ 転換後信用金庫の理事及び代表理事の氏名又はその選任若しくは選定の方法

及び任期 

   ロ 転換後信用金庫の監事の氏名又はその選任の方法及び任期 

   ハ 転換後信用金庫が特定金庫（信用金庫法第三十八条の二第三項に規定する特

定金庫をいう。）である場合には、転換後信用金庫の会計監査人の氏名若しく

は名称又はその選任の方法及び任期 

  三 転換後信用金庫が転換に際して更生債権者等に対して出資等を交付するとき

は、当該出資等についての次に掲げる事項 

   イ 当該出資等が転換後信用金庫の出資であるときは、当該出資の口数又はその

算定方法（転換後信用金庫の会員となることができない更生債権者等がある場

合にあっては、当該更生債権者等に対して交付する金銭の額又はその算定方法

を含む。）並びに当該転換後信用金庫の資本金及び準備金の額に関する事項 

   ロ 当該出資等が金銭であるときは、当該金銭の額又はその算定方法 

  四 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の出資等の割当てに関す

る事項 

 ２ 第九十六条（第二号及び第三号（第二号に係る部分に限る。）を除く。）の規定

は、転換後信用金庫の出資の受入れに関する条項について準用する。この場合にお

いて、同条第四号中「第百二十六条において準用する会社更生法」とあるのは「会

社更生法」と、「組合員等と」とあるのは「会員と」と、「組合員等の」とあるの

は「株主の」と、同条第五号及び第六号中「組合員等」とあるのは「株主」と読み

替えるものとする。 

 ３ 第一項第二号イ及びロの任期は、一年を超えることができない。 

  （新協同組織金融機関の設立） 

 第三百四十六条 第百三条の規定は、銀行の更生手続における協同組織金融機関の設

立に関する条項について準用する。この場合において、同条第一項第三号中「第百

二十六条において準用する会社更生法」とあるのは「会社更生法」と、「又は組合

員等」とあるのは「又は株主」と、同項第四号、第五号及び第九号中「組合員等」

とあるのは「株主」と、同項第六号中「更生協同組織金融機関」とあるのは「更生

会社（第三百四十一条第一項に規定する更生会社をいう。）」と読み替えるものと

する。 

 第三百四十七条及び第三百四十八条 削除 

  （事業の譲渡等に関する特例） 

 第三百四十九条 会社更生法第百七十四条第六号の規定により更生計画において更生



 

 

会社が事業の全部の譲渡若しくは譲受け又は事業の一部の譲渡若しくは譲受けをす

ることを定めた場合には、銀行法第三十四条及び第三十五条の規定は、更生会社に

ついては、適用しない。 

  （吸収合併に関する特例） 

 第三百五十条 第三百四十三条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項

に規定する吸収合併をすることを定めた場合において、同項第二号イに掲げる事項

についての定めがあるときは、更生債権者等は、吸収合併がその効力を生ずる日

（以下この条において「効力発生日」という。）に、同項第三号に掲げる事項につ

いての定めに従い、吸収合併存続金融機関の会員となる。 

 ２ 第三百四十三条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

吸収合併をすることを定めた場合には、合併転換法第二十一条、第二十三条（登録

株式質権者及び登録新株予約権質権者に対する通知に係る部分を除く。）及び第二

十六条の規定は、更生会社については、適用しない。 

 ３ 第三百四十三条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

吸収合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、吸収合併

消滅金融機関の組合員等は、効力発生日に、同項第三号に掲げる事項についての定

めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第三百四十三条第二項第二号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号

イの社債の社債権者 

  二 第三百四十三条第二項第二号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ロの新株予約権の新株予約権者 

  三 第三百四十三条第二項第二号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ハの新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権の新株予約権者 

 ４ 前項に規定する場合には、合併転換法第二十八条の規定並びに合併転換法第三十

一条において準用する合併転換法第二十三条（登録株式質権者及び登録新株予約権

質権者に対する通知に係る部分を除く。）及び第二十六条の規定は、更生会社につ

いては、適用しない。 

  （新設合併に関する特例） 

 第三百五十一条 第三百四十四条の規定により更生計画において更生会社が新設合併

をすることを定めた場合には、更生会社についての設立委員の職務は、管財人が行

う。 

 ２ 第三百四十四条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立金融機関の成立の日に、同項第三

号に掲げる事項についての定めに従い、同項第二号の株式の株主となる。 



 

 

 ３ 第三百四十四条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、新設合併

消滅金融機関の株主又は組合員等は、新設合併設立金融機関の成立の日に、同項第

五号に掲げる事項についての定めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第三百四十四条第一項第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号

イの社債の社債権者 

  二 第三百四十四条第一項第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ロの新株予約権の新株予約権者 

  三 第三百四十四条第一項第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ハの新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権の新株予約権者 

 ４ 前項に規定する場合には、合併転換法第二十一条、第二十三条（登録株式質権者

及び登録新株予約権質権者に対する通知に係る部分を除く。）及び第二十六条の規

定は、更生会社については、適用しない。 

 ５ 第三百四十四条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立金融機関の成立の日に、同項第三

号に掲げる事項についての定めに従い、新設合併設立金融機関の会員となる。 

 ６ 第三百四十四条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合には、合併転換法第二十一条、第二十三条（登録

株式質権者及び登録新株予約権質権者に対する通知に係る部分を除く。）及び第二

十六条の規定は、更生会社については、適用しない。 

  （転換に関する特例） 

 第三百五十二条 第三百四十五条第一項の規定により更生計画において更生会社が同

項に規定する転換をすることを定めた場合において、同項第三号イに掲げる事項に

ついての定めがあるときは、更生債権者等は、転換がその効力を生ずる日に、同項

第四号に掲げる事項についての定めに従い、転換後信用金庫の会員となる。 

 ２ 第百二十九条第一項から第三項まで及び第六項の規定は、第三百四十五条第一項

の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する転換をすることを定めた

場合について準用する。この場合において、第百二十九条第一項及び第二項中「第

九十四条」とあるのは「第三百四十五条第一項第二号」と、同条第一項中「、会計

監査人、清算人又は代表清算人」とあり、並びに同条第二項及び第六項中「、会計

監査人又は清算人」とあるのは「又は会計監査人」と、同条第一項中「更生計画認

可の決定の」とあるのは「転換の効力が生じた」と、同条第三項中「第九十四条第

一項第一号又は第二項第一号」とあるのは「第三百四十五条第一項第二号イ」と、

同項及び同条第六項中「代表理事又は代表清算人」とあるのは「代表理事」と読み



 

 

替えるものとする。 

 ３ 第三百四十五条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

転換をすることを定めた場合には、合併転換法第五十八条において準用する合併転

換法第二十一条、第二十三条（登録株式質権者及び登録新株予約権質権者に対する

通知に係る部分を除く。）及び第二十六条の規定は、適用しない。 

 ４ 第二項の規定により選任された転換後信用金庫の理事及び監事の任期について

は、合併転換法第五十六条第六項の規定は、適用しない。 

 ５ 会社更生法第二百九条第三項の規定は、転換後信用金庫に対する管財人及び調査

委員の報告徴収及び検査について準用する。この場合において、同項中「設立時取

締役、設立時監査役、取締役、会計参与、監査役、執行役、会計監査人、業務を執

行する社員」とあるのは、「理事、監事、会計監査人」と読み替えるものとする。 

  （転換後信用金庫の出資の受入れに関する特例） 

 第三百五十三条 第百三十三条の規定は、第三百四十五条第二項において準用する第

九十六条第五号の規定により更生計画において更生債権者等又は株主に対して同号

の出資の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合について準用する。この場合

において、第百三十三条第一項及び第三項中「更生協同組織金融機関」とあるのは

「転換後信用金庫」と、同条第一項中「通知しなければ」とあるのは「通知し、か

つ、当該権利を有する更生債権者等の更生債権等につき無記名式の新株予約権証券

若しくは無記名式の社債券が発行されているとき、又は社債等の振替に関する法律

第四章の規定（同法その他の法令において準用する場合を含む。）の適用があると

きは、次に掲げる事項を公告しなければ」と、同項第一号及び第三号並びに同条第

四項中「組合員等」とあるのは「株主」と、同条第一項第二号及び第三号、第三項

並びに第四項中「第九十六条第五号」とあるのは「第三百四十五条第二項において

準用する第九十六条第五号」と、同条第二項及び第三項中「通知」とあるのは「通

知又は公告」と読み替えるものとする。 

  （新協同組織金融機関の設立に関する特例） 

 第三百五十四条 第三百四十六条において準用する第百三条第一項の規定により更生

計画において協同組織金融機関を設立することを定めた場合には、当該協同組織金

融機関（以下この条において「新協同組織金融機関」という。）についての発起人

の職務は、管財人が行う。 

 ２ 前項に規定する場合には、新協同組織金融機関の定款は、裁判所の認証を受けな

ければ、その効力を生じない。 

 ３ 第一項に規定する場合には、新協同組織金融機関の創立総会における決議は、そ

の内容が更生計画の趣旨に反しない限り、することができる。 

 ４ 第一項に規定する場合において、新協同組織金融機関が成立しなかったときは、

更生会社は、管財人が同項の規定により新協同組織金融機関の設立に関してした行



 

 

為についてその責任を負い、新協同組織金融機関の設立に関して支出した費用を負

担する。 

 ５ 第百二十九条第一項から第三項まで及び第六項の規定は第一項に規定する場合に

おける理事、監事、代表理事及び会計監査人の選任又は選定及び任期について、第

百三十三条の規定は更生債権者等又は株主に対して新協同組織金融機関の出資の割

当てを受ける権利を与える場合について、第百三十四条の規定は更生債権者等又は

株主の権利の消滅と引換えにする新協同組織金融機関の出資の受入れについて、そ

れぞれ準用する。この場合において、第百二十九条第一項及び第二項中「第九十四

条」とあるのは「第三百四十六条において準用する第百三条第一項第七号又は第八

号」と、同条第一項中「、会計監査人、清算人又は代表清算人」とあり、並びに同

条第二項及び第六項中「、会計監査人又は清算人」とあるのは「又は会計監査人」

と、同条第一項及び第百三十四条中「更生計画認可の決定の」とあるのは「新協同

組織金融機関が成立した」と、第百二十九条第三項中「第九十四条第一項第一号又

は第二項第一号」とあるのは「第三百四十六条において準用する第百三条第一項第

七号」と、同項及び同条第六項中「代表理事又は代表清算人」とあるのは「代表理

事」と、第百三十三条第一項、第三項及び第四項中「第九十六条第五号」とあるの

は「第三百四十六条において準用する第百三条第一項第四号」と、同条第一項及び

第三項中「更生協同組織金融機関」とあるのは「新協同組織金融機関」と、同条第

一項中「通知しなければ」とあるのは「通知し、かつ、当該権利を有する更生債権

者等の更生債権等につき無記名式の新株予約権証券若しくは無記名式の社債券が発

行されているとき、又は社債等の振替に関する法律第四章の規定（同法その他の法

令において準用する場合を含む。）の適用があるときは、次に掲げる事項を公告し

なければ」と、同項第一号及び第三号並びに同条第四項中「組合員等」とあるのは

「株主」と、同条第二項及び第三項中「通知」とあるのは「通知又は公告」と、第

百三十四条中「第九十七条」とあるのは「第三百四十六条において準用する第百三

条第一項第九号」と、「又は組合員等」とあるのは「又は株主」と、「同条第二

号」とあるのは「同号」と読み替えるものとする。 

 ６ 第一項に規定する場合には、中小企業等協同組合法第二十四条第一項、信用金庫

法第二十二条第一項並びに第二十三条第二項及び第五項又は労働金庫法第二十二条

第一項及び第二十三条第二項の規定は、適用しない。 

 ７ 会社更生法第二百九条第三項の規定は、新協同組織金融機関に対する管財人の報

告徴収及び検査について準用する。この場合において、同項中「設立時取締役、設

立時監査役、取締役、会計参与、監査役、執行役、会計監査人、業務を執行する社

員」とあるのは、「理事、監事、会計監査人」と読み替えるものとする。 

  第四章第一節第三款中第三百五十四条の次に次の二条を加える。 

  （転換後信用金庫等に異動した者の退職手当の取扱い） 



 

 

 第三百五十四条の二 更生手続開始後に更生会社の取締役、会計参与、監査役、代表

取締役、執行役、代表執行役又は使用人であった者で、更生計画の定めにより更生

会社の組織が変更された際又は前条第一項に規定する新協同組織金融機関が設立さ

れた際に更生会社を退職し、かつ、引き続き転換後信用金庫又は当該新協同組織金

融機関の理事、監事、代表理事又は使用人となったものは、更生会社から退職手当

の支給を受けることができない。 

 ２ 前項に規定する者の更生会社における在職期間は、退職手当の計算については、

転換後信用金庫又は前条第一項に規定する新協同組織金融機関における在職期間と

みなす。 

  （出資等の割当てを受ける権利の譲渡） 

 第三百五十四条の三 更生計画の定めによって更生債権者等又は株主に対して転換後

信用金庫又は第三百五十四条第一項に規定する新協同組織金融機関の出資の割当て

を受ける権利が与えられた場合には、当該権利は、転換後信用金庫又は当該新協同

組織金融機関の承諾を得て、これを組合員等又はその資格を有する者に譲渡するこ

とができる。 

  第三百五十五条第一項中「組織変更後の信用金庫」を「転換後信用金庫」に改め、

同項後段を次のように改める。 

   この場合において、中小企業等協同組合法第九十三条第二項各号、信用金庫法第

七十四条第二項各号又は労働金庫法第七十八条第二項各号に掲げる事項について登

記すべき事項が生じたときは、会社更生法第二百五十八条第一項中「本店（外国に

本店があるときは、日本における営業所。第四項及び次条第一項において同

じ。）」とあるのは、「主たる事務所及び従たる事務所」と読み替えるものとす

る。 

  第三百五十五条第二項中「組織変更後の信用金庫」を「転換後信用金庫」に改め

る。 

  第三百五十八条の表第四十五条第一項の項中「組織変更後の相互会社」を「組織変

更後相互会社」に改め、同表第四十五条第一項第四号の項を次のように改める。 

第四十五条第一項

第七号 

持分会社 持分会社若しくは相互会社 

 株式交換若しくは株式

移転 

株式交換（保険業法（平成七

年法律第百五号）第九十六条

の五第一項に規定する組織変

更株式交換を含む。）、株式

移転（相互会社と共にする同

法第九十六条の八第一項に規

定する組織変更株式移転を含

む。）若しくは保険契約の移

転（同法第百三十五条第一項



 

 

（同法第二百七十二条の二十

九において準用する場合を含

む。）の保険契約の移転をい

う。以下同じ。） 

  第三百五十八条の表第四十五条第一項第六号の項を削り、同表第四十五条第二項の

項中「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に改め、同表第七十七条第

二項の項中「（商法第二百十一条ノ二第一項に規定する子会社及び同条第三項の規定

により子会社とみなされるもの」を「子会社（会社法第二条第三号に規定する子会

社」に、「（保険業法第二条第十二項に規定する子会社」を「実質子会社（保険業法

第三十三条の二第一項に規定する実質子会社」に改め、同表第八十一条第二項の項中

「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に、「株式会社」を「会社」

に、「株式を」を「持分を」に、「株式若しくは」を「持分若しくは」に改め、同表

第百八十五条第一項の項中「株式会社の設立若しくは営業の譲渡」を「若しくは株式

会社の設立」に、「株式会社若しくは相互会社の設立、営業の譲渡若しくは保険契約

の移転」を「、株式会社若しくは相互会社の設立若しくは保険契約の移転」に改め、

同表第百九十九条第二項第五号の項中「株式会社」を「会社」に改める。 

  第三百五十八条の表第二百三条第一項第四号の項を次のように改める。 

第二百三条第一項

第四号 

持分会社 持分会社又は相互会社 

  第三百五十八条の表第二百三条第一項第四号の項の次に次のように加える。 

第二百三条第一項

第五号 

又は第百八十三条 若しくは第百八十三条 

 設立される会社 設立される会社又は更生計画

の定めるところにより更生特

例法第三百六十三条において

準用する更生特例法第二百七

十二条に規定する条項により

設立される相互会社（以下

「新相互会社」という。） 

  第三百五十八条の表第二百六条第二項の項を次のように改める。 

第二百六条第二項 持分会社、同項第五号

に掲げる会社 

持分会社又は相互会社、同項

第五号に掲げる会社又は新相

互会社 

  第三百五十八条の表第二百九条第一項の項中「組織変更後の相互会社」を「組織変

更後相互会社」に改め、同表第二百九条第二項の項中「株式会社」を「会社」に、

「相互会社（組織変更後の相互会社を除く。）」を「新相互会社」に改め、同項の次

に次のように加える。 

第二百九条第三項 会社 会社又は新相互会社 

  第三百五十八条の表第二百十条の項、第二百十四条の項、第二百二十一条第三項の

項、第二百二十二条第三項の項、第二百二十三条第三項の項及び第二百二十七条第一



 

 

号の項を削り、同表第二百九条第四項第一号の項の次に次のように加える。 

第二百十条第一項 株式会社 株式会社若しくは新相互会社 

第二百十条第三項 第八百二十八条及び第

八百二十九条 

第八百二十八条第一項各号

（保険業法第三十条の十五及

び第百七十二条において準用

する場合を含む。以下この項

において同じ。）及び第二項

各号並びに第八百二十九条並

びに保険業法第八十四条の二 

 株式会社 株式会社、組織変更後相互会

社若しくは新相互会社 

 同法 会社法 

 新株予約権者 新株予約権者、社員等（保険

業法第八十四条の二第二項に

規定する社員等をいう。） 

 訴え又は 訴え若しくは保険業法第八十

四条の二第一項の組織変更の

無効の訴え又は 

第二百十二条 の規定は の規定並びに保険業法第十六

条及び第十七条の規定は 

第二百二十条第二

項 

の規定 の規定並びに保険業法第百六

十五条の二十四（第十項を除

く。）の規定 

第二百二十条第六

項 

の規定は の規定並びに保険業法第百六

十五条の二十四（第十項を除

く。）の規定は 

第二百二十一条第

二項 

の規定 の規定並びに保険業法第百六

十五条の二十四（第十項を除

く。）の規定 

第二百二十二条第

一項 

の規定は の規定並びに保険業法第百七

十三条の四（第九項及び第十

一項を除く。）の規定は 

第二百二十二条第

二項 

の規定は の規定並びに保険業法第百七

十三条の四（第九項及び第十

一項を除く。）の規定は 

第二百二十三条第

一項 

の規定は の規定並びに保険業法第百七

十三条の四（第九項及び第十

一項を除く。）の規定は 

  第三百五十八条の表第二百三十二条第一項の項中「第三百七十一条第一項」を「第

三百七十二条第一項」に改め、同表第二百六十一条第四項の項中「第二百六十一条第

四項」を「第二百六十一条第二項」に、「株式会社」を「他の会社」に改め、同項の

次に次のように加える。 

第二百六十一条第

二項第二号 

設立する会社 設立する会社又は相互会社 

  第三百五十八条の表第二百六十一条第五項の項を次のように改める。 



 

 

第二百六十一条第

三項 

他の会社 他の会社又は相互会社 

  第三百五十八条の表第二百六十一条第六項の項中「組織変更後の相互会社」を「組

織変更後相互会社」に、「株式会社」を「設立される会社」に改める。 

  第三百五十九条第一号中「移転を受けること」を「保険契約の移転を受けるこ

と。」に改める。 

  第三百六十条の前の見出しを削り、同条から第三百六十五条までを次のように改め

る。 

  （組織変更） 

 第三百六十条 組織変更（保険業法第六十八条第三項に規定する組織変更をいう。以

下この節において同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなけれ

ばならない。 

  一 組織変更計画において定めるべき事項 

  二 組織変更後の相互会社（以下この節において「組織変更後相互会社」とい

う。）の取締役の氏名又はその選任の方法及び任期 

  三 次のイからニまでに掲げる場合の区分に応じ、当該イからニまでに定める事項 

   イ 組織変更後相互会社が会計参与設置会社（保険業法第五十三条の十八第一項

に規定する会計参与設置会社をいう。）である場合 会計参与の氏名若しくは

名称又はその選任の方法及び任期 

   ロ 組織変更後相互会社が監査役設置会社（保険業法第三十条の十一第一項に規

定する監査役設置会社をいう。）である場合 代表取締役及び監査役の氏名又

はその選任若しくは選定の方法及び任期 

   ハ 組織変更後相互会社が会計監査人設置会社（保険業法第五十三条の二十二第

三項に規定する会計監査人設置会社をいう。）である場合 会計監査人の氏名

若しくは名称又はその選任の方法及び任期 

   ニ 組織変更後相互会社が委員会設置会社（保険業法第四条第一項第三号に規定

する委員会設置会社をいう。）である場合 各委員会（同号に規定する委員会

をいう。）の委員、執行役及び代表執行役の氏名又はその選任若しくは選定の

方法及び任期 

  四 組織変更後相互会社が組織変更に際して更生債権者等を当該組織変更後相互会

社の基金の拠出者とするときは、基金の額又はその算定方法 

  五 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の基金の割当てに関する

事項 

 ２ 第二百六十三条の規定は組織変更後相互会社の基金の募集に関する条項につい

て、第二百六十四条の規定は組織変更後相互会社の募集社債を引き受ける者の募集

に関する条項について、それぞれ準用する。この場合において、第二百六十三条第



 

 

二号及び第二百六十四条第三号中「第二百九十六条において準用する会社更生法」

とあるのは「会社更生法」と、第二百六十三条第二号から第四号まで及び第二百六

十四条第三号から第五号までの規定中「社員」とあるのは「株主」と、第二百六十

三条第三号及び第二百六十四条第四号中「更生会社」とあるのは「組織変更後相互

会社」と読み替えるものとする。 

  （吸収合併） 

 第三百六十一条 吸収合併（更生会社が消滅する吸収合併（保険業法第百六十条に規

定する吸収合併をいう。以下この節において同じ。）であって、吸収合併後存続す

る会社（以下この条において「吸収合併存続会社」という。）が相互会社であるも

のに限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項

を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 吸収合併存続会社が吸収合併に際して更生債権者等を当該吸収合併存続会社の

基金の拠出者とするときは、基金の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の基金の割当てに関する

事項 

 ２ 吸収合併（更生会社が吸収合併存続会社となるものに限る。以下この項において

同じ。）に関する条項においては、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 吸収合併契約において定めるべき事項 

  二 更生会社が吸収合併に際して吸収合併により消滅する会社（以下この節におい

て「吸収合併消滅会社」という。）の基金の拠出者又は社員に対して当該更生会

社の社債等（社債又は新株予約権をいう。以下この節において同じ。）を交付す

るときは、当該社債等についての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が更生会社の社債（新株予約権付社債についてのものを除く。）

であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額又はその

算定方法 

   ロ 当該社債等が更生会社の新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを除

く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定方法 

   ハ 当該社債等が更生会社の新株予約権付社債であるときは、当該新株予約権付

社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付された新株予

約権についてのロに規定する事項 

  三 前号に規定する場合には、吸収合併消滅会社の基金の拠出者又は社員に対する

同号の社債等の割当てに関する事項 

  （新設合併） 

 第三百六十二条 新設合併（更生会社が消滅する新設合併（保険業法第百六十一条に

規定する新設合併をいう。以下この節において同じ。）であって、新設合併により



 

 

設立する会社（以下この節において「新設合併設立会社」という。）が株式会社で

あるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲げ

る事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立会社が新設合併に際して更生債権者等に対して当該新設合併設立

会社の株式を交付するときは、当該株式の数（種類株式発行会社にあっては、株

式の種類及び種類ごとの数）又はその数の算定方法並びに当該新設合併設立会社

の資本金及び準備金の額に関する事項 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の株式の割当てに関する

事項 

  四 新設合併設立会社が新設合併に際して新設合併により消滅する会社（以下この

節において「新設合併消滅会社」という。）の株主又は基金の拠出者若しくは社

員に対して当該新設合併設立会社の社債等を交付するときは、当該社債等につい

ての次に掲げる事項 

   イ 当該社債等が新設合併設立会社の社債（新株予約権付社債についてのものを

除く。）であるときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債の金額の合計額

又はその算定方法 

   ロ 当該社債等が新設合併設立会社の新株予約権（新株予約権付社債に付された

ものを除く。）であるときは、当該新株予約権の内容及び数又はその算定方法 

   ハ 当該社債等が新設合併設立会社の新株予約権付社債であるときは、当該新株

予約権付社債についてのイに規定する事項及び当該新株予約権付社債に付され

た新株予約権についてのロに規定する事項 

  五 前号に規定する場合には、新設合併消滅会社の株主又は基金の拠出者若しくは

社員に対する同号の社債等の割当てに関する事項 

 ２ 新設合併（更生会社が消滅する新設合併であって、新設合併設立会社が相互会社

であるものに限る。以下この項において同じ。）に関する条項においては、次に掲

げる事項を定めなければならない。 

  一 新設合併契約において定めるべき事項 

  二 新設合併設立会社が新設合併に際して更生債権者等を当該新設合併設立会社の

基金の拠出者とするときは、基金の額又はその算定方法 

  三 前号に規定する場合には、更生債権者等に対する同号の基金の割当てに関する

事項 

  四 新設合併設立会社が新設合併に際して新設合併消滅会社の社員に対して当該新

設合併設立会社の社債を交付するときは、当該社債の種類及び種類ごとの各社債

の金額の合計額又はその算定方法 

  五 前号に規定する場合には、新設合併消滅会社の社員に対する同号の社債の割当



 

 

てに関する事項 

  （新相互会社の設立） 

 第三百六十三条 第二百七十二条の規定は、保険業を営む株式会社の更生手続におけ

る相互会社の設立に関する条項について準用する。この場合において、同条第三号

中「第二百九十六条において準用する会社更生法」とあるのは「会社更生法」と、

同号から同条第五号まで及び同条第十一号中「社員」とあるのは「株主」と読み替

えるものとする。 

 第三百六十四条及び第三百六十五条 削除 

  第三百六十六条中「第三百一条」を「第三百二条第一項及び第二項」に改める。 

  第三百六十七条から第三百七十条までを次のように改める。 

  （組織変更に関する特例） 

 第三百六十七条 第三百六十条第一項の規定により更生計画において更生会社が組織

変更をすることを定めた場合において、同項第四号に掲げる事項についての定めが

あるときは、更生債権者等は、組織変更がその効力を生ずる日に、同項第五号に掲

げる事項についての定めに従い、同項第四号の基金の拠出者となる。 

 ２ 第二百九十九条第一項から第三項まで及び第六項の規定は、第三百六十条第一項

の規定により更生計画において更生会社が組織変更をすることを定めた場合につい

て準用する。この場合において、第二百九十九条第一項及び第二項中「第二百六十

一条」とあるのは「第三百六十条第一項第二号又は第三号」と、同条第一項中「、

会計監査人、清算人又は代表清算人」とあり、並びに同条第二項及び第六項中「、

会計監査人又は清算人」とあるのは「又は会計監査人」と、同条第一項中「更生計

画認可の決定の」とあるのは「組織変更の効力が生じた」と、同条第三項中「第二

百六十一条第一項第一号、第二号若しくは第六号又は第二項第二号」とあるのは

「第三百六十条第一項第三号ロ又はニ」と、同項及び同条第六項中「、代表執行役

又は代表清算人」とあるのは「又は代表執行役」と読み替えるものとする。 

 ３ 第三百六十条第一項の規定により更生計画において更生会社が組織変更をするこ

とを定めた場合には、会社法第七百四十条の規定並びに保険業法第六十九条の二、

第七十条及び第七十二条から第七十九条までの規定は、適用しない。 

 ４ 会社更生法第二百九条第三項の規定は、組織変更後相互会社に対する管財人及び

調査委員の報告徴収及び検査について準用する。この場合において、同項中「設立

時取締役、設立時監査役、取締役」とあるのは「取締役」と、「会計監査人、業務

を執行する社員」とあるのは「会計監査人」と読み替えるものとする。 

  （組織変更後相互会社の基金の募集に関する特例） 

 第三百六十八条 第三百三条の規定は、第三百六十条第二項において準用する第二百

六十三条第三号の規定により更生計画において更生債権者等又は株主に対して組織

変更後相互会社の基金の拠出の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合につい



 

 

て準用する。この場合において、第三百三条第一項及び第三項中「更生会社」とあ

るのは「組織変更後相互会社」と、同条第一項中「無記名式の」とあるのは「無記

名式の新株予約権証券若しくは無記名式の」と、「第百十七条において準用する同

法第四章」とあるのは「第四章」と、同項第一号及び同条第四項中「社員」とある

のは「株主」と、同条第一項第二号及び第三号、第三項並びに第四項中「第二百六

十三条第三号」とあるのは「第三百六十条第二項において準用する第二百六十三条

第三号」と読み替えるものとする。 

  （組織変更後相互会社の募集社債を引き受ける者の募集に関する特例） 

 第三百六十九条 会社更生法第二百十七条の規定は、第三百六十条第二項において準

用する第二百六十四条第四号の規定により更生計画において更生債権者等又は株主

に対して募集社債の割当てを受ける権利を与える旨を定めた場合について準用す

る。この場合において、同法第二百十七条第一項及び第三項中「更生会社」とある

のは「組織変更後相互会社」と、同条第一項第二号及び第三号、第三項並びに第四

項中「第百七十七条第四号」とあるのは「更生特例法第三百六十条第二項において

準用する更生特例法第二百六十四条第四号」と読み替えるものとする。 

  （吸収合併に関する特例） 

 第三百七十条 第三百六十一条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項

に規定する吸収合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項に

ついての定めがあるときは、更生債権者等は、吸収合併がその効力を生ずる日（以

下この条において「効力発生日」という。）に、同項第三号に掲げる事項について

の定めに従い、同項第二号の基金の拠出者となる。 

 ２ 第三百六十一条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

吸収合併をすることを定めた場合には、会社法第七百四十条の規定並びに保険業法

第百六十五条の二、第百六十五条の四（登録株式質権者及び登録新株予約権質権者

に対する通知に係る部分を除く。）及び第百六十五条の七の規定は、更生会社につ

いては、適用しない。 

 ３ 第三百六十一条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

吸収合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、吸収合併

消滅会社の基金の拠出者又は社員は、効力発生日に、同項第三号に掲げる事項につ

いての定めに従い、当該各号に定める者となる。 

  一 第三百六十一条第二項第二号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号

イの社債の社債権者 

  二 第三百六十一条第二項第二号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ロの新株予約権の新株予約権者 

  三 第三百六十一条第二項第二号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ハの新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付



 

 

された新株予約権の新株予約権者 

 ４ 前項に規定する場合には、会社法第七百四十条の規定、保険業法第百六十五条の

九の規定並びに同法第百六十五条の十二において準用する同法第百六十五条の四

（登録株式質権者及び登録新株予約権質権者に対する通知に係る部分を除く。）及

び第百六十五条の七の規定は、更生会社については、適用しない。 

  第三百七十三条の見出しを「（基金の拠出等の割当てを受ける権利の譲渡）」に改

め、同条中「株主等」を「株主」に、「組織変更後の相互会社又は第三百七十一条第

一項」を「組織変更後相互会社又は第三百七十二条第一項」に、「社債についての引

受権」を「募集社債の割当てを受ける権利」に、「においては、当該引受権」を「に

は、当該権利」に改め、第四章第二節第三款中同条を第三百七十三条の二とする。 

  第三百七十二条の見出しを「（組織変更後相互会社等に異動した者の退職手当の取

扱い）」に改め、同条第一項中「代表取締役、執行役、代表執行役、監査役」を「会

計参与、監査役、代表取締役、執行役、代表執行役」に、「組織変更後の相互会社」

を「組織変更後相互会社」に改め、同条第二項中「組織変更後の相互会社又は」を

「組織変更後相互会社又は前条第一項に規定する」に改め、同条を第三百七十三条と

する。 

  第三百七十一条第一項中「第三百六十五条」を「第三百六十三条」に、「第二百七

十五条第一項」を「第二百七十二条本文」に、「場合においては」を「場合には」に

改め、同条第三項中「場合においては」を「場合には」に改め、「定款の変更の」を

削り、同条第四項中「責めに任じ」を「責任を負い」に改め、同条第五項から第七項

までを次のように改める。 

 ５ 第二百九十九条第一項から第三項までの規定は第一項に規定する場合における新

相互会社の設立時取締役等（第三百六十三条において準用する第二百七十二条第九

号に規定する設立時取締役等をいう。以下この項において同じ。）の選任又は選定

について、第二百九十九条第六項の規定は新相互会社の設立時取締役等が新相互会

社の成立後において新相互会社取締役等（同号に規定する新相互会社取締役等をい

う。以下この項において同じ。）となった場合における当該新相互会社取締役等の

任期について、第三百三条の規定は更生債権者等又は株主に対して新相互会社の基

金の拠出の割当てを受ける権利を与える場合について、第三百四条の規定は新相互

会社の募集社債を引き受ける者の募集について、第三百五条の規定は更生債権者等

又は株主の権利の消滅と引換えにする新相互会社の設立時の基金の拠出の割当て又

は社債の発行について、それぞれ準用する。この場合において、第二百九十九条第

一項及び第二項中「第二百六十一条」とあるのは「第三百六十三条において準用す

る第二百七十二条第七号又は第八号」と、同条第一項中「、会計監査人、清算人又

は代表清算人」とあり、及び同条第二項中「、会計監査人又は清算人」とあるのは

「又は会計監査人」と、同条第一項及び第三百五条中「更生計画認可の決定の」と



 

 

あるのは「新相互会社が成立した」と、第二百九十九条第三項中「第二百六十一条

第一項第一号、第二号若しくは第六号又は第二項第二号」とあるのは「第三百六十

三条において準用する第二百七十二条第八号ロ又はニ」と、「、代表執行役又は代

表清算人」とあるのは「又は代表執行役」と、第三百三条第一項、第三項及び第四

項中「第二百六十三条第三号」とあるのは「第三百六十三条において準用する第二

百七十二条第四号」と、同条第一項及び第三項並びに第三百四条第一項及び第三項

中「更生会社」とあるのは「新相互会社」と、第三百三条第一項及び第三百四条第

一項中「無記名式の」とあるのは「無記名式の新株予約権証券若しくは無記名式

の」と、「第百十七条において準用する同法第四章」とあるのは「第四章」と、第

三百三条第一項第一号及び第四項、第三百四条第一項及び第四項並びに第三百五条

中「社員」とあるのは「株主」と、第三百四条第一項、第三項及び第四項中「第二

百六十四条第四号」とあるのは「第三百六十三条において準用する第二百七十二条

第十号」と、第三百五条第一項中「第二百六十五条第一項」とあり、及び同条第二

項中「第二百六十五条第二項」とあるのは「第三百六十三条において準用する第二

百七十二条第十一号」と、同条第一項中「同項第三号」とあり、及び同条第二項中

「同項第七号」とあるのは「同号」と読み替えるものとする。 

 ６ 第一項に規定する場合には、保険業法第二十二条第二項、第二十三条第一項第九

号及び第四項、第二十四条第二項、第二十八条第一項第一号（公証人の氏名に係る

部分に限る。）及び第二号（同法第二十三条第一項第九号に係る部分に限る。）、

第三十条の七第一項第一号（公証人の氏名に係る部分に限る。）及び第二号（同法

第二十三条第一項第九号に係る部分に限る。）、第三十条の八第一項、第三十条の

十第一項及び第六項、第三十条の十一（同条第一項第一号及び第二号に掲げる事項

に係る部分に限る。）並びに第三十条の十四の規定は、適用しない。 

 ７ 会社更生法第二百九条第三項の規定は、新相互会社に対する管財人の報告徴収及

び検査について準用する。この場合において、同項中「会計監査人、業務を執行す

る社員」とあるのは、「会計監査人」と読み替えるものとする。 

  第三百七十一条を第三百七十二条とし、第三百七十条の次に次の一条を加える。 

  （新設合併に関する特例） 

 第三百七十一条 第三百六十二条第一項の規定により更生計画において更生会社が同

項に規定する新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項

についての定めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立会社の成立の日に、

同項第三号に掲げる事項についての定めに従い、同項第二号の株式の株主となる。 

 ２ 第三百六十二条第一項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、次の各号に掲げる場合には、新設合併

消滅会社の株主又は基金の拠出者若しくは社員は、新設合併設立会社の成立の日

に、同項第五号に掲げる事項についての定めに従い、当該各号に定める者となる。 



 

 

  一 第三百六十二条第一項第四号イに掲げる事項についての定めがある場合 同号

イの社債の社債権者 

  二 第三百六十二条第一項第四号ロに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ロの新株予約権の新株予約権者 

  三 第三百六十二条第一項第四号ハに掲げる事項についての定めがある場合 同号

ハの新株予約権付社債についての社債の社債権者及び当該新株予約権付社債に付

された新株予約権の新株予約権者 

 ３ 前項に規定する場合には、会社法第七百四十条の規定並びに保険業法第百六十五

条の二、第百六十五条の四（登録株式質権者及び登録新株予約権質権者に対する通

知に係る部分を除く。）及び第百六十五条の七の規定は、更生会社については、適

用しない。 

 ４ 第三百六十二条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、同項第二号に掲げる事項についての定

めがあるときは、更生債権者等は、新設合併設立会社の成立の日に、同項第三号に

掲げる事項についての定めに従い、同項第二号の基金の拠出者となる。 

 ５ 第三百六十二条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合において、同項第四号に掲げる事項についての定

めがあるときは、新設合併消滅会社の社員は、新設合併設立会社の成立の日に、同

項第五号に掲げる事項についての定めに従い、同項第四号の社債の社債権者とな

る。 

 ６ 第三百六十二条第二項の規定により更生計画において更生会社が同項に規定する

新設合併をすることを定めた場合には、会社法第七百四十条の規定並びに保険業法

第百六十五条の二、第百六十五条の四（登録株式質権者及び登録新株予約権質権者

に対する通知に係る部分を除く。）及び第百六十五条の七の規定は、更生会社につ

いては、適用しない。 

  第三百七十四条中「組織変更後の相互会社」を「組織変更後相互会社」に改め、同

条後段を次のように改める。 

   この場合において、保険業法第六十四条第三項において準用する会社法第九百三

十条第二項各号に掲げる事項について登記すべき事項が生じたときは、会社更生法

第二百五十八条第一項中「本店（外国に本店があるときは、日本における営業所。

第四項及び次条第一項において同じ。）」とあるのは、「主たる事務所及び従たる

事務所」と読み替えるものとする。 

  第三百八十七条の見出しを「（事業の譲渡）」に改める。 

  第三百九十九条第一項中「株主等」を「株主」に改める。 

  第四百六条の見出しを「（事業の譲渡）」に改める。 

  第四百十八条第一項中「株主等」を「株主」に改める。 



 

 

  第四百二十四条の見出しを「（事業の譲渡）」に改める。 

  第四百三十六条第一項中「株主等」を「株主」に改める。 

  第四百五十四条中「第四十三条」の下に「（第八項を除く。）」を加え、「営業の

全部又は」を「事業の全部の譲渡又は会社法第四百六十七条第一項第二号に規定する

事業の重要な一部の譲渡」とあり、及び「事業の全部の譲渡又は事業の」に、「商法

第二百四十五条第一項」を「同項」に、「第四十八条」を「第四十八条の三」に改

め、「決議」の下に「による承認」を加え、「同条第四項中「株主」を「同条第四項

中「株主に」に、「会員若しくは組合員」を「会員若しくは組合員に」に改め、「組

合員名簿」と」の下に「、「株主が」とあるのは「会員若しくは組合員が」と」を加

える。 

  第五百四十九条第一項及び第三項中「商法」の下に「若しくは会社法」を加える。 

  第五百五十二条第一項中「協同組織金融機関又は同項第五号に掲げる株式会社」を

「転換後協同組織金融機関若しくは転換後銀行、同項第五号に規定する新協同組織金

融機関又は同項第六号に規定する新株式会社」に、「理事、取締役、執行役、監事、

監査役」を「設立時取締役、設立時監査役、理事、取締役、会計参与、監事、監査

役、執行役、会計監査人」に、「又はこれらの者であった者」を「若しくはこれらの

者であった者又は発起人であった者」に、「、第七十三条又は第百二十七条第二項若

しくは第三項において準用する会社更生法第七十七条第一項」を「若しくは第七十三

条において準用する会社更生法第七十七条第一項の規定又は第百二十七条第二項若し

くは第三項において準用する同法第二百九条第三項」に改め、同条第二項及び第三項

中「、第七十三条又は第百二十七条第二項若しくは第三項において準用する会社更生

法第七十七条第一項」を「若しくは第七十三条において準用する会社更生法第七十七

条第一項の規定又は第百二十七条第二項若しくは第三項において準用する同法第二百

九条第三項」に改め、同条第四項中「第三十四条第五項」を「第三十二条第五項」に

改め、同条第五項中「第三百四十七条第二項に規定する組織変更後の信用金庫又は第

三百五十二条第一項」を「第三百四十五条第一項第二号に規定する転換後信用金庫又

は第三百五十四条第一項」に、「組織変更後の信用金庫等」を「転換後信用金庫等」

に改め、「監事」の下に「、会計監査人」を加え、「第三百五十条第六項又は第三百

五十二条第七項」を「第三百五十二条第五項又は第三百五十四条第七項」に、「第七

十七条第一項」を「第二百九条第三項」に改め、同条第六項中「第三百五十条第六項

又は第三百五十二条第七項」を「第三百五十二条第五項又は第三百五十四条第七項」

に、「第七十七条第一項」を「第二百九条第三項」に改め、同条第七項中「組織変更

後の信用金庫等」を「転換後信用金庫等」に、「第三百五十条第六項又は第三百五十

二条第七項」を「第三百五十二条第五項又は第三百五十四条第七項」に、「第七十七

条第一項」を「第二百九条第三項」に改める。 

  第五百五十三条第一項中「規定する新相互会社又は同項第五号に掲げる株式会社」



 

 

を「掲げる組織変更後株式会社、同項第五号に規定する株式会社若しくは新株式会社

又は同項第六号に規定する新相互会社」に、「取締役、執行役、監査役」を「設立時

取締役、設立時監査役、取締役、会計参与、監査役、執行役、会計監査人」に、「又

はこれらの者であった者」を「若しくはこれらの者であった者又は発起人であった

者」に、「、第二百三十九条又は第二百九十七条第二項若しくは第三項において準用

する会社更生法第七十七条第一項」を「若しくは第二百三十九条において準用する会

社更生法第七十七条第一項の規定又は第二百九十七条第二項若しくは第三項において

準用する同法第二百九条第三項」に改め、同条第二項及び第三項中「、第二百三十九

条又は第二百九十七条第二項若しくは第三項において準用する会社更生法第七十七条

第一項」を「若しくは第二百三十九条において準用する会社更生法第七十七条第一項

の規定又は第二百九十七条第二項若しくは第三項において準用する同法第二百九条第

三項」に改め、同条第四項中「子会社（保険業法第二条第十二項に規定する子会社」

を「実質子会社（保険業法第三十三条の二第一項に規定する実質子会社」に改め、

「又は連結子会社（同法第五十九条第一項において準用する商法特例法第一条の二第

四項に規定する連結子会社をいう。以下この項において同じ。）」を削り、「子会社

又は連結子会社」を「実質子会社」に改め、同条第五項中「第三百六十四条第二項に

規定する組織変更後の相互会社又は第三百七十一条第一項」を「第三百六十条第一項

第二号に規定する組織変更後相互会社又は第三百七十二条第一項」に、「組織変更後

の相互会社等」を「組織変更後相互会社等」に、「執行役、監査役」を「会計参与、

監査役、執行役、会計監査人」に、「第三百六十八条第五項又は第三百七十一条第七

項」を「第三百六十七条第四項又は第三百七十二条第七項」に、「第七十七条第一

項」を「第二百九条第三項」に改め、同条第六項中「第三百六十八条第五項又は第三

百七十一条第七項」を「第三百六十七条第四項又は第三百七十二条第七項」に、「第

七十七条第一項」を「第二百九条第三項」に改め、同条第七項中「組織変更後の相互

会社等」を「組織変更後相互会社等」に、「第三百六十八条第五項又は第三百七十一

条第七項」を「第三百六十七条第四項又は第三百七十二条第七項」に、「第七十七条

第一項」を「第二百九条第三項」に改める。 

 （金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第二百十八条 施行日前にされた行為の協同組織金融機関の更生事件における否認につ

いては、前条の規定による改正後の金融機関等の更生手続の特例等に関する法律（以

下この条において「新更生特例法」という。）第五十七条の二第二項及び第五十七条

の三第二項第一号の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

２ 施行日前に決議に付する旨の決定がされた協同組織金融機関の更生計画の条項、認

可及び遂行については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に整理開始の申立てがされた場合における協同組織金融機関の更生事件に

おける相殺の禁止及び否認並びに更生手続の終了に伴う破産手続については、新更生



 

 

特例法第三十五条において準用する新会社更生法第四十九条第一項第四号の規定並び

に新更生特例法第五十七条第一項第二号、第五十七条の三第一項第一号及び第百五十

八条の十第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ この法律の施行の際現に係属している協同組織金融機関の整理に関する事件に係る

整理手続については、新更生特例法第十九条において準用する新会社更生法第二十四

条第一項第一号（新更生特例法第三十一条において準用する新会社更生法第四十四条

第二項において準用する場合を含む。）の規定、新更生特例法第三十一条において準

用する新会社更生法第四十一条第一項第二号の規定及び新更生特例法第三十六条にお

いて準用する新会社更生法第五十条第一項の規定にかかわらず、なお従前の例によ

る。 

５ 施行日前に前条の規定による改正前の金融機関等の更生手続の特例等に関する法律

（第十項において「旧更生特例法」という。）第百九十八条第二項の許可の申立てが

された場合におけるその申立てに係る事業の全部又は重要な一部の譲渡については、

なお従前の例による。 

６ 施行日前にされた行為の相互会社の更生事件における否認については、新更生特例

法第二百二十三条の二第二項及び第二百二十三条の三第二項第一号の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

７ 施行日前に決議に付する旨の決定がされた相互会社の更生計画の条項、認可及び遂

行については、なお従前の例による。 

８ 施行日前に整理開始の申立てがされた場合における相互会社の更生事件における相

殺の禁止及び否認並びに更生手続の終了に伴う破産手続については、新更生特例法第

二百条において準用する新会社更生法第四十九条第一項第四号の規定並びに新更生特

例法第二百二十三条第一項第二号、第二百二十三条の三第一項第一号及び第三百三十

一条の十第一項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

９ この法律の施行の際現に係属している相互会社の整理に関する事件に係る整理手続

については、新更生特例法第百八十四条において準用する新会社更生法第二十四条第

一項第一号（新更生特例法第百九十六条において準用する新会社更生法第四十四条第

二項において準用する場合を含む。）の規定、新更生特例法第百九十六条において準

用する新会社更生法第四十一条第一項第二号の規定、新更生特例法第二百一条におい

て準用する新会社更生法第五十条第一項の規定及び新更生特例法第三百三十二条第八

項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

10 この法律の施行の際現に係属している金融機関等（旧更生特例法第三百七十七条第

一項に規定する金融機関等をいう。）の整理に関する事件に係る整理手続の中止命令

については、新更生特例法第三百八十条第一項及び第二項の規定にかかわらず、なお

従前の例による。 

11 この法律の施行の際現に係属している金融機関の整理に関する事件に係る整理手続



 

 

については、新更生特例法第四百四十九条第一項及び第二項の規定にかかわらず、な

お従前の例による。 

 （土地の再評価に関する法律の一部改正） 

第二百十九条 土地の再評価に関する法律（平成十年法律第三十四号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第七条の二を削る。 

  第九条を次のように改める。 

 第九条 削除 

  第十一条第二項中「第九条第一項の規定により被合併法人から再評価差額金を承継

した合併法人は、」を「再評価差額金を貸借対照表に計上している法人が合併により

消滅した場合において、当該合併に係る合併法人が当該合併に係る被合併法人から再

評価差額金を承継したときは、当該合併法人は、当該」に改める。 

 （資産の流動化に関する法律の一部改正） 

第二百二十条 資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）の一部を次のよう

に改正する。 

  目次を次のように改める。 

 目次 

  第一編 総則（第一条―第三条） 

  第二編 特定目的会社制度 

   第一章 届出（第四条―第十二条） 

   第二章 特定目的会社 

    第一節 総則（第十三条―第十五条） 

    第二節 設立（第十六条―第二十五条） 

    第三節 社員の権利義務等 

     第一款 総則（第二十六条・第二十七条） 

     第二款 特定社員（第二十八条―第三十八条） 

     第三款 優先出資社員（第三十九条―第五十条） 

    第四節 特定目的会社の機関 

     第一款 社員総会（第五十一条―第六十六条） 

     第二款 社員総会以外の機関の設置（第六十七条） 

     第三款 役員及び会計監査人の選任及び解任（第六十八条―第七十七条） 

     第四款 取締役（第七十八条―第八十五条） 

     第五款 会計参与（第八十六条） 

     第六款 監査役（第八十七条―第九十条） 

     第七款 会計監査人（第九十一条―第九十三条） 

     第八款 役員等の損害賠償責任（第九十四条―第九十七条） 



 

 

    第五節 計算等 

     第一款 会計の原則（第九十八条） 

     第二款 会計帳簿（第九十九条―第百一条） 

     第三款 計算書類等（第百二条―第百六条） 

     第四款 資本金の額等（第百七条―第百十三条） 

     第五款 利益の配当（第百十四条―第百二十条） 

    第六節 特定社債 

     第一款 通則（第百二十一条―第百三十条） 

     第二款 転換特定社債（第百三十一条―第百三十八条） 

     第三款 新優先出資引受権付特定社債（第百三十九条―第百四十七条） 

     第四款 特定短期社債（第百四十八条・第百四十九条） 

    第七節 定款の変更（第百五十条） 

    第八節 資産流動化計画の変更（第百五十一条―第百五十七条） 

    第九節 事後設立（第百五十八条） 

    第十節 資産流動化計画に基づく業務の終了に伴う仮清算（第百五十九条） 

    第十一節 解散（第百六十条―第百六十三条） 

    第十二節 清算 

     第一款 通則（第百六十四条―第百七十九条） 

     第二款 特別清算（第百八十条） 

    第十三節 雑則（第百八十一条―第百九十四条） 

   第三章 業務（第百九十五条―第二百十四条） 

   第四章 監督（第二百十五条―第二百二十一条） 

  第三編 特定目的信託制度 

   第一章 総則（第二百二十二条―第二百二十四条） 

   第二章 届出（第二百二十五条―第二百二十八条） 

   第三章 特定目的信託 

    第一節 特定目的信託契約（第二百二十九条―第二百三十二条） 

    第二節 受益権の譲渡等（第二百三十三条―第二百三十九条） 

    第三節 受益証券の権利者の権利 

     第一款 権利者集会（第二百四十条―第二百五十三条） 

     第二款 代表権利者等（第二百五十四条―第二百六十三条） 

    第四節 計算等（第二百六十四条―第二百六十八条） 

    第五節 信託契約の変更等（第二百六十九条―第二百七十九条） 

    第六節 受託信託会社等の権利義務等（第二百八十条―第二百八十六条） 

    第七節 雑則（第二百八十七条・第二百八十八条） 

  第四編 雑則（第二百八十九条―第二百九十三条） 



 

 

  第五編 罰則（第二百九十四条―第三百十八条） 

  附則 

  第二条第二項中「信託会社」の下に「（信託業法（平成十六年法律第百五十四号）

第二条第二項に規定する信託会社をいう。以下同じ。）」を、「銀行」の下に「（銀

行法（昭和五十六年法律第五十九号）第二条第一項に規定する銀行をいう。以下同

じ。）」を加え、同条第五項中「特定目的会社に対する出資であって、当該出資をし

た者が、当該特定目的会社の利益の配当又は残余財産の分配を、当該特定目的会社に

対して特定出資をした者」を「均等の割合的単位に細分化された特定目的会社の社員

の地位であって、当該社員が、特定目的会社の利益の配当又は残余財産の分配を特定

出資を有する者（以下「特定社員」という。）」に改め、同条第六項及び第七項を次

のように改める。 

 ６ この法律において「特定出資」とは、均等の割合的単位に細分化された特定目的

会社の社員の地位であって、特定目的会社の設立に際して発行されたもの（第三十

六条の規定により発行されたものを含む。）をいう。 

 ７ この法律において「特定社債」とは、この法律の規定により特定目的会社が行う

割当てにより発生する当該特定目的会社を債務者とする金銭債権であって、第百二

十二条第一項各号に掲げる事項に従い償還されるものをいう。 

  第二条第八項第一号を削り、同項第二号を同項第一号とし、同項第三号中「特定社

債」を「募集特定社債（第百二十二条第一項に規定する募集特定社債をいう。）」に

改め、同号を同項第二号とし、同項第四号を同項第三号とし、同項第五号中「担保附

社債信託法」を「担保付社債信託法」に、「第百十三条第三項」を「第百三十条第二

項」に改め、同号を同項第四号とし、同条第九項中「又は「特定社債券」」を削り、

「第四十六条」を「第四十八条第一項及び同条第三項において準用する会社法（平成

十七年法律第▼▼▼号）第二百十五条第二項」に、「出資証券又は」を「出資証券を

いい、「特定社債券」とは、」に、「第百十三条第一項」を「第百二十五条」に、

「商法（明治三十二年法律第四十八号）第三百六条」を「同法第六百九十六条」に改

め、同条第十項中「第百四十九条」を「第二百五条」に改め、同条第十二項中「第百

五十条の六」を「第二百十条」に改め、同条第十七項中「第百九十三条第一項」を

「第二百五十四条第一項」に改め、同条第十八項中「第百九十九条第一項」を「第二

百六十条第一項」に改める。 

  第四条を削る。 

  第三条第二項第三号中「役員」を「取締役及び監査役」に改め、同項中第五号を第

六号とし、第四号を第五号とし、第三号の次に次の一号を加える。 

  四 会計参与設置会社（会計参与を置く特定目的会社をいう。以下同じ。）である

ときは、その旨並びに会計参与の氏名又は名称及び住所 

  第三条第四項中「をいう。以下この項において」を「として内閣府令で定めるもの



 

 

をいう。以下」に改め、「（内閣府令で定めるものに限る。）」を削り、同条を第四

条とし、第一編中第二条の次に次の一条を加える。 

  （会社法の規定を準用する場合の読替え） 

 第三条 この法律（第百九十四条第四項及び第二百八十八条第三項を除く。）の規定

において会社法の規定を準用する場合には、同法の規定中「電磁的記録」とあるの

は「電磁的記録（資産流動化法第四条第四項に規定する電磁的記録をいう。）」

と、「電磁的方法」とあるのは「電磁的方法（資産流動化法第四十条第三項に規定

する電磁的方法をいう。）」と、「法務省令」とあるのは「内閣府令」と読み替え

るものとする。 

  第五条第一項第二号イ中「この号、第三十八条第二項第三号、第四十五条第四号及

び第百十三条の二第二項において」を削り、同号ロ中「第三十八条第二項第六号、第

八十五条第四項、第百十条第二項第十六号、第百十八条の三第一項第一号及び第百十

八条の四第二項」を「第四十条第一項第五号、第六十七条第一項、第百二十二条第一

項第十九号、第百五十二条第一項第一号及び第百五十三条第二項」に改め、同号ニ

（５）中「発行価額」を「払込金額（第百二十二条第一項第十四号に規定する払込金

額をいう。）」に、「第百十三条の四の七第一項」を「第百四十五条第二項」に改

め、同号ニ（６）中「第百十三条の四の七第一項」を「第百四十五条第二項」に、

「を行った」を「をした」に、「営業年度」を「事業年度」に改め、同条第三項を次

のように改める。 

 ３ 資産流動化計画は、電磁的記録をもって作成することができる。 

  第五条に次の一項を加える。 

 ４ 会社法第三十一条（第三項を除く。）（定款の備置き及び閲覧等）の規定は、第

一項の資産流動化計画について準用する。この場合において、同条第一項及び第二

項中「発起人（株式会社の成立後にあっては、当該株式会社）」とあるのは「特定

目的会社」と、同条第一項中「発起人が定めた場所（株式会社の成立後にあって

は、その本店及び支店）」とあるのは「その本店及び支店」と、同条第二項中「発

起人（株式会社の成立後にあっては、その株主及び債権者）」とあるのは「社員

（資産流動化法第二十六条に規定する社員をいう。）及び債権者」と、「発起人が

定めた時間（株式会社の成立後にあっては、その営業時間）」とあるのは「特定目

的会社の営業時間」と、同条第四項中「株式会社」とあるのは「特定目的会社」と

読み替えるものとする。 

  第六条中「（特定出資に係る持分（以下「特定持分」という。）を有する者をい

う。以下同じ。）」を削る。 

  第七条第一項中「第三条第三項第三号」を「第四条第三項第三号」に改める。 

  第八条第二項中「第三条第二項第一号」を「第四条第二項第一号」に、「第百五十

七条又は第百五十八条」を「第二百十八条又は第二百十九条」に改める。 



 

 

  第九条第一項中「第三条第二項各号（第四号」を「第四条第二項各号（第五号」に

改め、同条第四項中「第三条第四項」を「第四条第四項」に改め、同条第五項第二号

中「第三条第二項各号（第四号」を「第四条第二項各号（第五号」に改める。 

  第十一条第三項中「第百十九条第一項」を「第百五十九条第一項」に改め、同条第

五項中「第三条第二項」を「第四条第二項」に改める。 

  第十三条を削る。 

  第二百五十四条を削る。 

  第二百五十三条中「二十万円」を「百万円」に改め、同条第二号を次のように改め

る。 

  二 第十五条第三項の規定に違反して、特定目的会社であると誤認されるおそれの

ある文字をその名称又は商号中に使用した者 

  第二百五十三条に次の一号を加える。 

  三 第十五条第四項の規定に違反して、他の特定目的会社であると誤認されるおそ

れのある名称又は商号を用いた者 

  第二百五十三条を第三百十八条とし、同条の前に次の二条を加える。 

  （過料に処すべき行為） 

 第三百十六条 特定目的会社の発起人、設立時取締役、設立時監査役、取締役、会計

参与若しくはその職務を行うべき社員、監査役、会計監査人若しくはその職務を行

うべき社員、清算人、清算人代理、民事保全法第五十六条に規定する仮処分命令に

より選任された取締役、監査役若しくは清算人の職務を代行する者、第三百二条第

一項第五号に規定する一時取締役、会計参与、監査役若しくは代表取締役の職務を

行うべき者、同条第二項第三号に規定する一時清算人若しくは代表清算人の職務を

行うべき者、第三百八条第一項第三号に規定する一時会計監査人の職務を行うべき

者、検査役、監督委員、調査委員、特定社員名簿管理人若しくは優先出資社員名簿

管理人、特定社債原簿管理人、特定社債管理者、事務を承継する特定社債管理者、

代表特定社債権者若しくは決議執行者、特定目的信託の受託者、権利者集会の代表

権利者若しくは特定信託管理者又は第二百四十六条第一項の規定に基づき権利者集

会の決議により定められた者は、次の各号のいずれかに該当する場合には、百万円

以下の過料に処する。ただし、その行為について刑を科すべきときは、この限りで

ない。 

  一 第二編第二章（同章において準用する会社法の規定を含む。以下この条におい

て同じ。）の規定による登記をすることを怠ったとき。 

  二 第二編第二章若しくは第三編第三章（同章において準用する会社法の規定を含

む。以下この条において同じ。）の規定による公告若しくは通知をすることを怠

ったとき、又は不正の公告若しくは通知をしたとき。 

  三 第二編第二章の規定による開示をすることを怠ったとき。 



 

 

  四 第二編第二章又は第三編第三章の規定に違反して、正当な理由がないのに、書

類若しくは電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示した

ものの閲覧若しくは謄写又は書類の謄本若しくは抄本の交付、電磁的記録に記録

された事項を電磁的方法により提供すること若しくはその事項を記載した書面の

交付を拒んだとき。 

  五 第二編第二章の規定による調査を妨げたとき。 

  六 第二編第二章若しくは第四章又は第三編第三章に定める事項について、官庁、

社員総会若しくは第六十六条第一項の総会、特定社債権者集会、債権者集会又は

権利者集会若しくは種類権利者集会に対し、虚偽の申述を行い、又は事実を隠ぺ

いしたとき。 

  七 定款、特定社員名簿、優先出資社員名簿、特定社債原簿、権利者名簿、議事

録、財産目録、会計帳簿、貸借対照表、損益計算書、事業報告、事務報告、第百

二条第二項若しくは第百七十七条第一項の附属明細書、会計参与報告、監査報

告、会計監査報告、決算報告、利益の処分若しくは損失の処理に関する議案、第

二百六十四条第一項の附属明細書若しくは同項第三号の報告書又は第二十八条第

三項において準用する会社法第百二十二条第一項、第三十二条第六項において準

用する同法第百四十九条第一項、第百二十五条において準用する同法第六百八十

二条第一項若しくは第六百九十五条第一項の書面若しくは電磁的記録に記載し、

若しくは記録すべき事項を記載せず、若しくは記録せず、又は虚偽の記載若しく

は記録をしたとき。 

  八 第六十三条第二項、第百五条第一項若しくは第二項（同条第三項において準用

する場合を含む。）、第二百六十四条第二項若しくは第三項、第二百七十五条第

三項（第二百七十九条第三項において準用する場合を含む。）若しくは第二百八

十三条第一項若しくは第二項又は第十六条第六項において準用する会社法第三十

一条第一項、第二十八条第三項若しくは第四十三条第三項において準用する同法

第百二十五条第一項、第六十一条、第六十五条第二項若しくは第二百四十五条第

二項（第二百五十三条において準用する場合を含む。）において準用する同法第

三百十一条第三項、第六十五条第一項において準用する同法第三百十条第六項、

第六十五条第二項において準用する同法第三百十二条第四項、第六十五条第三項

において準用する同法第三百十八条第二項若しくは第三項、第八十六条第二項に

おいて準用する同法第三百七十八条第一項、第百二十九条第二項若しくは第二百

四十九条（第二百五十三条において準用する場合を含む。）において準用する同

法第七百三十一条第二項、第百七十七条第三項において準用する同法第四百九十

六条第一項若しくは第百二十五条において準用する同法第六百八十四条第一項の

規定に違反して、帳簿又は書類若しくは書面若しくは電磁的記録を備え置かなか

ったとき。 



 

 

  九 第二十条の規定に違反して設立時発行特定出資の特定社員となる権利を譲渡し

たとき。 

  十 第三十四条第六項又は第四十六条第二項の規定に違反して、特定出資若しくは

その質権の処分又は優先出資の失効の手続若しくは優先出資若しくはその質権の

処分をすることを怠ったとき。 

  十一 第三十七条の規定に違反して特定出資について指図式又は無記名式の証券を

発行したとき。 

  十二 第四十条第一項、第百二十二条第一項、第百三十三条第一項又は第百四十一

条第一項の規定に違反して、募集優先出資又は募集特定社債の引受けの申込みを

しようとする者に対し、これらの規定に規定する事項を通知せず、又は虚偽の通

知をしたとき。 

  十三 第四十八条第一項若しくは同条第三項において準用する会社法第二百十五条

第二項又は第百二十五条において準用する同法第六百九十六条の規定に違反し

て、遅滞なく、優先出資証券又は特定社債券を発行しなかったとき。 

  十四 第四十八条第二項の規定に違反して優先出資証券を発行したとき。 

  十五 優先出資証券、特定社債券、新優先出資引受権証券又は受益証券に記載すべ

き事項を記載せず、又は虚偽の記載をしたとき。 

  十六 第五十二条第一項の規定、第五十八条第二項において準用する会社法第三百

七条第一項第一号の規定又は第八十一条第二項において準用する同法第三百五十

九条第一項第一号の規定による裁判所の命令に違反して、社員総会を招集しなか

ったとき。 

  十七 第五十七条第一項（第六十六条第三項において準用する場合を含む。）の規

定による請求があった場合において、その請求に係る事項を社員総会又は第六十

六条第一項の総会の会議の目的としなかったとき。 

  十八 正当な理由がないのに、社員総会若しくは第六十六条第一項の総会、権利者

集会又は種類権利者集会において、社員又は受益証券の権利者の求めた事項につ

いて説明をしなかったとき。 

  十九 取締役、会計参与、監査役又は会計監査人がこの法律又は定款で定めたその

員数を欠くこととなった場合において、その選任（一時会計監査人の職務を行う

べき者の選任を含む。）の手続をすることを怠ったとき。 

  二十 第七十七条第二項において準用する会社法第三百四十四条第二項の規定によ

る請求があった場合において、その請求に係る事項を社員総会の目的とせず、又

はその請求に係る議案を社員総会に提出しなかったとき。 

  二十一 第百十一条第二項又は第四項の規定に違反して特定資本金又は優先資本金

の額の減少をしたとき。 

  二十二 第百十三条の規定に違反して同条に規定する減資剰余金を優先資本金に組



 

 

み入れなかったとき。 

  二十三 第百二十六条の規定に違反して特定社債を発行し、又は第百二十七条第八

項において準用する会社法第七百十一条第一項の規定に違反して事務を承継する

特定社債管理者を定めなかったとき。 

  二十四 第百七十条第三項において準用する会社法第四百八十四条第一項の規定に

違反して破産手続開始の申立てを怠ったとき、又は第百八十条第三項の規定に違

反して特別清算開始の申立てをすることを怠ったとき。 

  二十五 清算の結了を遅延させる目的で、第百七十九条第一項において準用する会

社法第四百九十九条第一項の期間を不当に定めたとき。 

  二十六 第百七十九条第一項において準用する会社法第五百条第一項の規定又は第

百八十条第四項において準用する同法第五百三十七条第一項の規定に違反して債

務の弁済をしたとき。 

  二十七 第百七十九条第一項において準用する会社法第五百二条第一項の規定に違

反して清算特定目的会社の財産を分配したとき。 

  二十八 第百八十条第四項において準用する会社法第五百三十五条第一項又は第五

百三十六条第一項の規定に違反したとき。 

  二十九 第百八十条第四項において準用する会社法第五百四十条第一項若しくは第

二項又は第五百四十二条の規定による保全処分に違反したとき。 

  三十 第百九十四条第四項又は第二百八十八条第三項において準用する会社法第九

百四十一条の規定に違反して同条の調査を求めなかったとき。 

  三十一 第二百六十五条又は第二百七十九条の規定に違反して金銭の分配をしたと

き。 

 ２ 第七十条第一項（第七十二条第二項において準用する場合を含む。以下この項に

おいて同じ。）の規定に違反して特定目的会社の取締役又は監査役となった者及び

第七十条第一項第七号から第十号までに掲げる者となった特定目的会社の取締役又

は監査役も、前項と同様とする。 

 第三百十七条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の過料に処する。 

  一 第百九十四条第四項又は第二百八十八条第三項において準用する会社法第九百

四十六条第三項の規定に違反して、報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

  二 正当な理由がないのに、第百九十四条第四項又は第二百八十八条第三項におい

て準用する会社法第九百五十一条第二項各号又は第九百五十五条第二項各号に掲

げる請求を拒んだ者 

  第二百五十二条を削る。 

  第二百五十一条第一項を次のように改める。 

   第三百二条第一項第三号から第六号までに掲げる者又はその他の特定目的会社の

使用人が、特定目的会社の社員の権利の行使又は特定社債権者、特定約束手形の所



 

 

持人若しくは特定目的借入れに係る債権者の権利の行使（第六十四条第一項、第八

十二条又は第百十二条において準用する会社法第八百二十八条第一項（第五号に係

る部分に限る。）及び第二項（第五号に係る部分に限る。）に規定する権利の行使

に限る。第四項において「社員等の権利の行使」という。）に関し、当該特定目的

会社の計算において財産上の利益を供与したときは、三年以下の懲役又は三百万円

以下の罰金に処する。 

  第二百五十一条第二項中「受託信託会社等の取締役、執行役又は支配人」を「第三

百二条第三項第一号若しくは第二号に掲げる者又は」に改め、「その他の」の下に

「受託信託会社等の」を加え、同条第六項中「につき」を「について」に、「があっ

た」を「をした」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ８ 第一項及び第二項の罪を犯した者が自首したときは、その刑を減軽し、又は免除

することができる。 

  第二百五十一条を第三百十一条とし、同条の次に次の四条を加える。 

  （国外犯） 

 第三百十二条 第三百二条から第三百四条まで、第三百六条、第三百七条、第三百八

条第一項、第三百九条第一項並びに前条第一項及び第二項の罪は、日本国外におい

てこれらの罪を犯した者にも適用する。 

 ２ 第三百八条第二項、第三百九条第二項及び前条第三項から第六項までの罪は、刑

法第二条の例に従う。 

  （法人における罰則の適用） 

 第三百十三条 第三百二条第一項若しくは第二項、第三百三条第一項、第三百四条第

一項から第四項まで、第三百五条から第三百七条まで又は第三百八条第一項に規定

する者が法人であるときは、これらの規定並びに第三百二条第四項及び第三百三条

第三項の規定は、その行為をした取締役、執行役その他業務を執行する役員又は支

配人に対してそれぞれ適用する。 

  （虚偽記載等の罪） 

 第三百十四条 第百九十四条第四項又は第二百八十八条第三項において準用する会社

法第九百五十五条第一項の規定に違反して、調査記録簿等（同項に規定する調査記

録簿等をいう。以下この条において同じ。）に同項に規定する電子公告調査に関し

法務省令で定めるものを記載せず、若しくは記録せず、若しくは虚偽の記載若しく

は記録をし、又は同項の規定に違反して調査記録簿等を保存しなかった者は、三十

万円以下の罰金に処する。 

  （両罰規定） 

 第三百十五条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者

が、その法人又は人の業務に関し、前条の違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対しても、同条の刑を科する。 



 

 

  第二百五十条を削る。 

  第二百四十九条の見出し中「利益等の」を削り、同条中「第二百四十六条第一項、

第二百四十七条第一項若しくは第二項」を「第三百八条第一項」に改め、「又は賄
ろ

賂」を削り、同条を第三百十条とする。 

  第二百四十八条の見出し中「特定目的会社荒し等」を「社員等の権利の行使」に改

め、同条第一項中「次の各号に」を「次に」に改め、同項第二号及び第三号を次のよ

うに改める。 

  二 第三十六条第五項、第四十二条第五項、第百三十八条第一項若しくは第百四十

七条第一項において準用する会社法第二百十条、第五十三条第一項若しくは第二

項、同条第五項において準用する同法第二百九十七条第四項、第五十七条第一項

から第三項まで、第五十八条第一項、第八十一条第一項、第八十二条（第百七十

条第三項において準用する場合を含む。）、第八十三条（第百七十条第三項にお

いて準用する場合を含む。）、第百条第一項若しくは第百六十八条第四項に規定

する社員の権利の行使、第百八十条第二項若しくは同条第四項において準用する

同法第五百二十二条第一項に規定する社員若しくは債権者の権利の行使又は第百

八十条第四項において準用する同法第五百四十七条第一項若しくは第三項に規定

する債権者の権利の行使 

  三 特定社債の総額（償還済みの額を除く。）の十分の一以上に当たる特定社債を

有する特定社債権者の権利の行使 

  第二百四十八条第一項第七号中「第二百一条」を「第二百六十二条」に改め、同号

を同項第九号とし、同項第六号中「第百九十九条第五項」を「第二百六十条第五項」

に、「商法第二百七十五条ノ二」を「会社法第三百八十五条」に改め、同項中同号を

第八号とし、第五号を第七号とし、第四号を第六号とし、同項第三号の次に次の二号

を加える。 

  四 この法律又はこの法律において準用する会社法に規定する訴えの提起（特定目

的会社の社員、債権者又は転換特定社債若しくは新優先出資引受権付特定社債を

有する者がするものに限る。） 

  五 この法律において準用する会社法第八百四十九条第一項の規定による社員の訴

訟参加 

  第二百四十八条第二項中「者は、一年以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処す

る」を「者も、同項と同様とする」に改め、同条を第三百九条とする。 

  第二百四十七条を削る。 

  第二百四十六条の見出しを「（取締役等の贈収賄罪）」に改め、同条第一項を次の

ように改める。 

   次に掲げる者が、その職務に関し、不正の請託を受けて、財産上の利益を収受し、

又はその要求若しくは約束をしたときは、五年以下の懲役又は五百万円以下の罰金



 

 

に処する。 

  一 第三百二条第一項各号又は第二項各号に掲げる者 

  二 第三百三条第一項に規定する者 

  三 特定目的会社の会計監査人又は第七十六条第四項の規定により選任された一時

会計監査人の職務を行うべき者 

  第二百四十六条を第三百八条とする。 

  第二百四十五条中「特定目的会社の取締役又は第二十四条第三項において準用する

商法第六十七条ノ二の取締役の職務代行者若しくは第七十八条において準用する商法

第二百五十八条第二項の職務代行者が、第三条第一項」を「次に掲げる者が、第四条

第一項」に改め、同項に次の各号を加える。 

  一 特定目的会社の取締役又は清算特定目的会社の清算人 

  二 民事保全法第五十六条に規定する仮処分命令により選任された特定目的会社の

取締役又は清算特定目的会社の清算人の職務を代行する者 

  三 第七十六条第二項（第百六十八条第五項において準用する場合を含む。）の規

定により選任された特定目的会社の一時役員の職務を行うべき者又は清算特定目

的会社の清算人の職務を行うべき者 

  第二百四十五条を第三百七条とする。 

  第二百四十四条中「第二百四十条第一項に規定する」を「第三百二条第一項第一号

から第七号までに掲げる」に改め、「優先出資の」の下に「発行に係る」を加え、同

条を第三百六条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （虚偽文書行使等の罪） 

 第三百五条 次に掲げる者が、資産対応証券を引き受ける者の募集をするに当たり、

特定目的会社の事業その他の事項に関する説明を記載した資料若しくは当該募集の

広告その他の当該募集に関する文書であって重要な事項について虚偽の記載のある

ものを行使し、又はこれらの書類の作成に代えて電磁的記録の作成がされている場

合における当該電磁的記録であって重要な事項について虚偽の記録のあるものをそ

の募集の事務の用に供したときは、五年以下の懲役若しくは五百万円以下の罰金に

処し、又はこれを併科する。 

  一 第三百二条第一項第三号から第七号までに掲げる者 

  二 資産対応証券を引き受ける者の募集の委託を受けた者 

 ２ 資産対応証券の売出しを行う者が、その売出しに関する文書であって重要な事項

について虚偽の記載のあるものを行使し、又は当該文書の作成に代えて電磁的記録

の作成がされている場合における当該電磁的記録であって重要な事項について虚偽

の記録のあるものをその売出しの事務の用に供したときも、前項と同様とする。 

  第二百四十三条を削る。 

  第二百四十二条第一項を次のように改める。 



 

 

   第三百二条第一項第一号又は第二号に掲げる者が、第十六条第三項各号に掲げる

事項について、又は第十九条第一項の規定による払込み若しくは給付について、裁

判所に対し、虚偽の申述を行い、又は事実を隠ぺいしたときは、五年以下の懲役若

しくは五百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

  第二百四十二条第二項中「営業」を「事業」に、「前項」を「第一項」に改め、同

項を同条第五項とし、同条第一項の次に次の三項を加える。 

 ２ 第三百二条第一項第三号から第五号までに掲げる者が、第三十六条第一項第三号

に掲げる事項について、裁判所又は社員総会に対し、虚偽の申述を行い、又は事実

を隠ぺいしたときも、前項と同様とする。 

 ３ 検査役が、第十六条第三項各号又は第三十六条第一項第三号に掲げる事項につい

て、裁判所に対し、虚偽の申述を行い、又は事実を隠ぺいしたときも、第一項と同

様とする。 

 ４ 第三百二条第一項第三号から第七号までに掲げる者が、次のいずれかに該当する

場合にも、第一項と同様とする。 

  一 第百五十九条の規定による社員総会の承認により優先資本金の減少又は優先出

資の消却を行う場合において、同条第一項の貸借対照表上の純資産の額につい

て、特定目的会社の社員総会に対し、虚偽の申述を行い、又は事実を隠ぺいした

とき。 

  二 何人の名義をもってするかを問わず、特定目的会社の計算において不正にその

特定出資若しくは優先出資を取得し、又は質権の目的としてその特定出資若しく

は優先出資を受けたとき。 

  三 法令若しくは定款の規定又は資産流動化計画の定めに違反して、利益の配当、

第百十五条第一項の金銭の分配又は特定出資若しくは優先出資の消却を行ったと

き。 

  四 特定目的会社の目的の範囲外において、投機取引のために当該特定目的会社の

財産を処分したとき。 

  第二百四十二条を第三百四条とする。 

  第二百四十一条の見出し中「特定社債権者集会の代表者等」を「代表特定社債権者

等」に改め、同条第一項中「特定社債権者集会の代表者又はその決議を執行する者」

を「代表特定社債権者又は決議執行者（第百二十九条第二項において準用する会社法

第七百三十七条第二項に規定する決議執行者をいう。以下同じ。）」に、「図り、」

を「図り」に改め、同条第二項中「第百八十五条第一項」を「第二百四十六条第一

項」に改め、同条を第三百三条とする。 

  第二百四十条の見出しを「（取締役等の特別背任罪）」に改め、同条第一項から第

三項までを次のように改める。 

   次に掲げる者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は特定目的会社に損害を加



 

 

える目的で、その任務に背く行為をし、当該特定目的会社に財産上の損害を加えた

ときは、十年以下の懲役若しくは千万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

  一 特定目的会社の発起人 

  二 特定目的会社の設立時取締役又は設立時監査役 

  三 特定目的会社の取締役、会計参与又は監査役 

  四 民事保全法（平成元年法律第九十一号）第五十六条に規定する仮処分命令によ

り選任された特定目的会社の取締役又は監査役の職務を代行する者 

  五 第七十六条第二項の規定により選任された特定目的会社の一時役員（第六十八

条第一項に規定する役員をいう。）の職務を行うべき者又は第八十五条において

準用する会社法第三百五十一条第二項の規定により選任された特定目的会社の一

時代表取締役の職務を行うべき者 

  六 特定目的会社の支配人 

  七 特定目的会社の事業に関するある種類又は特定の事項の委任を受けた使用人 

  八 特定目的会社の検査役 

 ２ 次に掲げる者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は清算特定目的会社に損害

を与える目的で、その任務に背く行為をし、当該清算特定目的会社に財産上の損害

を加えたときも、前項と同様とする。 

  一 清算特定目的会社の清算人 

  二 民事保全法第五十六条に規定する仮処分命令により選任された清算特定目的会

社の清算人の職務を代行する者 

  三 第百六十八条第五項において準用する第七十六条第二項の規定又は第百七十一

条第六項において準用する会社法第三百五十一条第二項の規定により選任された

清算特定目的会社の一時清算人又は代表清算人の職務を行うべき者 

  四 清算特定目的会社の清算人代理 

  五 清算特定目的会社の監督委員 

  六 清算特定目的会社の調査委員 

 ３ 次に掲げる者が、自己若しくは第三者の利益を図り又は特定目的信託の受益証券

の権利者に損害を与える目的で、その任務に背く行為をし、当該受益証券の権利者

に財産上の損害を加えたときも、第一項と同様とする。 

  一 受託信託会社等の取締役又は執行役 

  二 受託信託会社等の支配人 

  三 受託信託会社等の事業に関するある種類又は特定の事項の委任を受けた使用人 

  四 第二百八十四条の規定により業務の委託を受けた者（法人である場合にあって

は、その取締役、執行役又は支配人その他事業に関するある種類又は特定の事項

の委託を受けた使用人） 

  第二百四十条を第三百二条とする。 



 

 

  第二百三十九条中「第二百三十二条」を「第二百九十四条」に、「その行為者」を

「行為者」に、「対して」を「対しても、」に改め、同条を第三百一条とする。 

  第二百三十八条中「第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を「第二百九条（第

二百八十六条第一項」に改め、同条を第三百条とする。 

  第二百三十七条第一号中「第百六十七条」を「第二百二十八条」に改め、同条第二

号中「第百五十条の七又は第百五十三条」を「第二百十一条又は第二百十四条」に改

め、同条第三号中「第百七十条又は第百七十一条」を「第二百三十一条又は第二百三

十二条」に改め、同条を第二百九十九条とする。 

  第二百三十六条中「第百五十七条（第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を

「第二百十八条（第二百九条（第二百八十六条第一項」に改め、同条を第二百九十八

条とする。 

  第二百三十五条第一号中「第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を「第二百九

条（第二百八十六条第一項」に改め、同条第二号中「第百五十条の四」を「第二百九

条」に改め、同条を第二百九十七条とする。 

  第二百三十四条第一号中「第百五十四条」を「第二百十五条」に改め、同条第二号

中「第百五十五条」を「第二百十六条」に改め、同条第三号中「第百五十六条第一項

（第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を「第二百十七条第一項（第二百九条

（第二百八十六条第一項」に、「、第百五十六条第一項」を「、第二百十七条第一

項」に、「又は第百五十六条第一項」を「又は同項」に改め、同条を第二百九十六条

とする。 

  第二百三十三条第一号中「第百五十二条」を「第二百十三条」に改め、同条第二号

中「第百五十八条（第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を「第二百十九条（第

二百九条（第二百八十六条第一項」に改め、同条を第二百九十五条とする。 

  第二百三十二条第一号中「第三条第一項」を「第四条第一項」に改め、同条第四号

中「第百四十二条」を「第百九十五条第一項」に改め、同条第五号中「第百四十二条

の二」を「第百九十六条」に改め、同条第六号中「第百四十七条」を「第二百三条」

に改め、同条第七号中「第百五十条の二」を「第二百七条」に改め、同条第八号中

「第百五十条の三第二項（第二百二十五条第一項」を「第二百八条第二項（第二百八

十六条第一項」に改め、同条第九号中「第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を

「第二百九条（第二百八十六条第一項」に改め、同条第十号中「第百六十四条第一

項」を「第二百二十五条第一項」に改め、同条第十一号中「第百六十六条第一項」を

「第二百二十七条第一項」に改め、同条第十二号中「第三条第二項」を「第四条第二

項」に、「第三条第三項各号」を「第四条第三項各号」に、「第三条第四項」を「第

四条第四項」に、「第百六十六条第二項」を「第二百二十七条第二項」に、「第百六

十四条第二項各号」を「第二百二十五条第二項各号」に改め、同条を第二百九十四条

とする。 



 

 

  第四編中第二百三十一条を第二百九十三条とし、第二百三十条を第二百九十二条と

し、第二百二十九条の二を第二百九十一条とする。 

  第二百二十九条第二項第一号中「第百五十条の四」を「第二百九条」に、「第百五

十六条第一項」を「第二百十七条第一項」に改め、同項第二号中「第二百二十五条第

一項」を「第二百八十六条第一項」に、「第百五十条の四」を「第二百九条」に、

「第百五十六条第一項」を「第二百十七条第一項」に改め、同条第三項中「第百五十

六条第一項（第百五十条の四（第二百二十五条第一項」を「第二百十七条第一項（第

二百九条（第二百八十六条第一項」に改め、同条を第二百九十条とする。 

  第二百二十八条を第二百八十九条とする。 

  第二百二十七条第四項中「第百八十三条第三項」を「第二百四十四条第三項」に改

め、第三編第三章第七節中同条を第二百八十七条とし、同条の次に次の一条を加える。 

  （公告方法） 

 第二百八十八条 特定目的信託の受託者となる信託会社等（会社を除く。）は、公告

方法として、次に掲げる方法のいずれかを特定目的信託契約で定めなければならな

い。 

  一 官報に掲載する方法 

  二 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

  三 電子公告（公告方法のうち、電磁的方法（会社法第二条第三十四号に規定する

電磁的方法をいう。）により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供

を受けることができる状態に置く措置であって同号に規定するものをとる方法を

いう。次項及び第三項において同じ。） 

 ２ 前項第三号に掲げる方法を公告方法とする旨を特定目的信託契約で定める場合に

は、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合の公告方法として、同項第一号又は第二号に掲げる方法のいずれかを特定目

的信託契約で定めることができる。 

 ３ 会社法第九百四十条第一項（第二号及び第三号を除く。）及び第三項（電子公告

の公告期間等）、第九百四十一条（電子公告調査）、第九百四十六条（調査の義務

等）、第九百四十七条（電子公告調査を行うことができない場合）、第九百五十一

条第二項（財務諸表等の備置き及び閲覧等）、第九百五十三条（改善命令）並びに

第九百五十五条（調査記録簿等の記載等）の規定は、受託信託会社等（会社を除

く。）が電子公告によりこの法律の規定による特定目的信託に係る公告をする場合

について準用する。この場合において、同法第九百四十条第一項中「この法律」と

あるのは「資産流動化法第三編」と、同項第四号中「前三号」とあるのは「第一

号」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、同法第九百四十一条中

「この法律又は他の法律の規定による公告（第四百四十条第一項の規定による公告

を除く。以下この節において同じ。）」とあるのは「資産流動化法第三編の規定に



 

 

よる特定目的信託に係る公告」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

 ４ 第一項及び第二項の規定は、特定目的信託の受託者となる信託会社等（会社に限

る。）について準用する。この場合において、第一項第三号中「公告方法のうち、

電磁的方法（会社法第二条第三十四号に規定する電磁的方法をいう。）により不特

定多数の者が公告すべき内容である情報の提供を受けることができる状態に置く措

置であって同号に規定するものをとる方法をいう。次項及び第三項において同

じ。」とあるのは「会社法第二条第三十四号に規定する電子公告をいう。次項にお

いて同じ。」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ５ 会社法第九百四十条第一項（第二号及び第三号を除く。）及び第三項（電子公告

の公告期間等）の規定は、受託信託会社等（会社に限る。）が電子公告によりこの

法律の規定による特定目的信託に係る公告をする場合について準用する。この場合

において、同条第一項第一号中「この法律」とあるのは「資産流動化法第三編」と、

同項第四号中「前三号」とあるのは「第一号」と読み替えるものとするほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二百二十六条を削る。 

  第二百二十五条第一項中「第百五十条の三第二項及び第百五十条の四」を「第二百

八条第二項及び第二百九条」に改め、同条第四項中「第三十八条第九項」を「第四十

条第九項」に、「第二百二十五条第二項」を「第二百八十六条第二項」に改め、「優

先出資の」を削り、第三編第三章第六節中同条を第二百八十六条とする。 

  第二百二十四条を第二百八十五条とする。 

  第二百二十三条第二項中「不動産（宅地建物取引業法の宅地又は建物をいう。）」

を「不動産（建物又は宅地建物取引業法第二条第一号に規定する宅地をいう。）」に

改め、同条第三項中「第百四十四条第四項及び第百四十六条」を「第二百条第四項及

び第二百二条」に改め、同条を第二百八十四条とする。 

  第二百二十二条第一項ただし書を削り、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、権利者名簿管理人を置いた場合には、権利者名簿をそ

の営業所に備え置かなければならない。 

  第二百二十二条第三項中「名義書替代理人」を「権利者名簿管理人」に改め、同条

を第二百八十三条とする。 

  第二百二十一条を第二百八十二条とする。 

  第二百二十条第一項中「第百七十条」を「第二百三十一条」に改め、同条を第二百

八十一条とする。 

  第二百十九条を第二百八十条とする。 

  第二百十八条第三項中「第二百十四条第一項」を「第二百七十五条第一項」に、

「商法第二百八十二条第二項（第三号及び第四号を除く」を「会社法第四百四十二条



 

 

第三項（第一号及び第二号に係る部分に限る」に、「公示」を「備置き及び閲覧等」

に、「第二百八十二条第二項中」を「第四百四十二条第三項中」に、「及会社ノ」を

「及び」に、「ノ権利者」を「の権利者」に、「又ハ」を「又は」に改め、第三編第

三章第五節中同条を第二百七十九条とする。 

  第二百十七条第二号中「第二百十五条」を「第二百七十六条」に改め、同条を第二

百七十八条とする。 

  第二百十六条第二項中「商法第八十八条（管轄裁判所）及び第百九条第二項（敗訴

原告の賠償責任）」を「会社法第八百三十五条第一項（訴えの管轄及び移送）及び第

八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）」に改め、同条を第二百七十七

条とする。 

  第二百十五条第二項中「第二百八条第四項」を「第二百六十九条第四項」に改め、

同条を第二百七十六条とする。 

  第二百十四条第四項中「第百八十三条第三項」を「第二百四十四条第三項」に改め、

同条第五項を次のように改める。 

 ５ 会社法第四百四十二条第三項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）（計算書

類等の備置き及び閲覧等）の規定は、第一項の財産目録及び貸借対照表について準

用する。この場合において、同条第三項中「株主及び債権者」とあるのは「各受益

証券の権利者及び受託信託会社等であった信託会社等が当該特定目的信託の事務を

処理するために行った資金の借入れに係る債権者」と、同項ただし書中「第二号又

は第四号」とあるのは「第二号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  第二百十四条を第二百七十五条とする。 

  第二百十三条の前の見出しを削り、同条第五項中「第二百八条第四項」を「第二百

六十九条第四項」に、「商法第八十八条（管轄裁判所」を「会社法第八百六十八条第

一項（非訟事件の管轄」に改め、「含む。）の」の下に「規定により解任する」を加

え、同条を第二百七十四条とし、同条の前に見出しとして「（受託信託会社等の辞任

及び解任）」を付する。 

  第二百十二条第二項中「第百八十三条第三項」を「第二百四十四条第三項」に改め、

同条を第二百七十三条とする。 

  第二百十一条第一項中「第二百八条第一項」を「第二百六十九条第一項」に改め、

同条第二項中「第二百八条第三項」を「第二百六十九条第三項」に、「第二百八条第

四項」を「第二百六十九条第四項」に改め、同条を第二百七十二条とする。 

  第二百十条第一項中「第二百八条第一項」を「第二百六十九条第一項」に改め、同

条第四項を次のように改める。 

 ４ 会社法第百十六条第三項から第七項まで（反対株主の株式買取請求）、第百十七

条（株式の価格の決定等）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七



 

 

十条（第四号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文（理由の

付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十

三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除

外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、第一項の受益権の買取りの

請求について準用する。この場合において、同法第百十六条第三項中「第一項各号

の行為」とあるのは「資産流動化法第二百六十九条第一項（第一号の場合に限

る。）の規定により資産流動化計画に記載する事項に係る特定目的信託契約の変

更」と、「当該行為」とあるのは「当該契約の変更」と、「同項各号に定める」と

あるのは「資産流動化法第二百七十一条第一項に規定する」と、同条第五項中「第

一項」とあるのは「資産流動化法第二百七十一条第一項」と、「株式の数（種類株

式発行会社にあっては、株式の種類及び種類ごとの数）」とあるのは「元本持分

（種類の異なる受益権を定めた場合にあっては、受益権の種類及び種類ごとの元本

持分）」と、同条第七項中「第一項各号の行為」とあるのは「資産流動化法第二百

六十九条第一項（第一号の場合に限る。）の規定により資産流動化計画に記載する

事項に係る特定目的信託契約の変更」と、同法第百十七条第六項中「株券発行会社

（その株式（種類株式発行会社にあっては、全部の種類の株式）に係る株券を発行

する旨の定款の定めがある株式会社をいう。以下同じ。）」とあるのは「受託信託

会社等」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第二百十条を第二百七十一条とする。 

  第二百九条中「又は」の下に「内閣府令で定めるところにより、」を加え、同条を

第二百七十条とする。 

  第二百八条第二項第一号中「第百六十五条第一項第二号」を「第二百二十六条第一

項第二号」に改め、同項第二号中「第百六十五条第一項第三号」を「第二百二十六条

第一項第三号」に改め、同項第三号中「第百六十四条第一項」を「第二百二十五条第

一項」に改め、同条第三項中「第百八十一条第二項」を「第二百四十二条第二項」に

改め、同条第四項中「二分の一」の下に「（三分の一以上の割合を特定目的信託契約

で定めた場合にあっては、その割合）」を、「三分の二」の下に「（これを上回る割

合を特定目的信託契約で定めた場合にあっては、その割合）」を加え、「第百八十三

条第三項」を「第二百四十四条第三項」に改め、同条を第二百六十九条とする。 

  第二百七条第三項中「商法第二百九十五条第二項」を「会社法第百二十条第二項」

に、「権利行使」を「権利の行使」に、「利益供与」を「利益の供与」に改め、第三

編第三章第四節中同条を第二百六十八条とする。 

  第二百六条第一項中「百分の三」の下に「（これを下回る割合を特定目的信託契約

で定めた場合にあっては、その割合）」を加え、「第百七十九条第一項」を「第二百

四十条第一項」に改め、同条を第二百六十七条とする。 

  第二百五条を第二百六十六条とし、第二百四条を第二百六十五条とする。 



 

 

  第二百三条第一項中「書類」を「資料」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 受託信託会社等は、前項の資料を、同項の規定により作成した日から五年間、そ

の本店に備え置かなければならない。 

  第二百三条中第三項を第五項とし、第二項の次に次の二項を加える。 

 ３ 受託信託会社等は、第一項の資料の写しを、前項に規定する日から三年間、その

支店に備え置かなければならない。 

 ４ 会社法第四百四十二条第三項（第一号及び第二号に係る部分に限る。）（計算書

類等の備置き及び閲覧等）の規定は、第一項の資料について準用する。この場合に

おいて、同条第三項中「債権者」とあるのは「特定目的信託の受託信託会社等が信

託事務を処理するために行った資金の借入れに係る債権者」と、「第二号又は第四

号」とあるのは「第二号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

  第二百三条を第二百六十四条とする。 

  第二百二条中「第百七十九条第一項」を「第二百四十条第一項」に改め、第三編第

三章第三節第二款中同条を第二百六十三条とする。 

  第二百一条中「第百七十九条第一項」を「第二百四十条第一項」に改め、同条を第

二百六十二条とする。 

  第二百条中「第百七十九条第一項」を「第二百四十条第一項」に改め、同条を第二

百六十一条とする。 

  第百九十九条第三項中「第百七十九条第一項」を「第二百四十条第一項」に、「第

百九十三条第一項各号」を「第二百五十四条第一項各号」に改め、同条第五項を次の

ように改める。 

 ５ 第二百五十五条、第二百五十六条及び第二百五十八条並びに会社法第三百八十五

条（監査役による取締役の行為の差止め）、第七百四条（社債管理者の義務）、第

七百七条（特別代理人の選任）、第七百九条（二以上の社債管理者がある場合の特

則）、第七百十条第一項（社債管理者の責任）、第七百十一条第一項前段及び第三

項（社債管理者の辞任）並びに第七百十三条（社債管理者の解任）の規定は、特定

信託管理者について準用する。この場合において、第二百五十六条第一項中「権利

者集会において代表権利者を選任した場合は」とあるのは「受託信託会社等が特定

信託管理者を定めたときは」と、第二百五十八条中「信託財産に関して負担する費

用として」とあるのは「これについてあらかじめ特定目的信託契約に信託財産に関

して負担する費用とする旨の定めがある場合を除き、」と、同法第三百八十五条第

一項中「監査役設置会社の目的」とあるのは「特定目的信託の目的」と、「定款」

とあるのは「特定目的信託契約」と、「監査役設置会社に著しい損害」とあるのは

「信託財産に著しい損害」と、同法第七百十条第一項中「この法律」とあるのは

「この法律、特定目的信託契約」と、同法第七百十一条第一項前段及び第七百十三



 

 

条中「社債発行会社」とあるのは「受託信託会社等」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百九十九条中第七項を第八項とし、第六項を第七項とし、第五項の次に次の一項

を加える。 

 ６ 会社法第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条（理由の付

記）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八

百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所

規則）の規定は前項において準用する同法第七百七条の特別代理人の選任について、

同法第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百

七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不服申

立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七

十六条（最高裁判所規則）の規定は前項において準用する同法第七百十一条第三項

の特定信託管理者の辞任について、同法第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、

第八百七十条（第三号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文

（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第

八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判

所規則）の規定は前項において準用する同法第七百十三条の特定信託管理者の解任

について、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

  第百九十九条を第二百六十条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （代表権利者に関する会社法の準用） 

 第二百五十九条 会社法第三百八十五条（監査役による取締役の行為の差止め）の規

定は代表権利者の受託信託会社等に対する差止請求について、同法第七百七条（特

別代理人の選任）、第七百八条（社債管理者等の行為の方式）及び第七百十条第一

項（社債管理者の責任）の規定は代表権利者について、同法第七百三十八条（代表

社債権者等の解任等）の規定は代表権利者の解任について、それぞれ準用する。こ

の場合において、同法第三百八十五条第一項中「監査役設置会社の目的」とあるの

は「特定目的信託の目的」と、「定款」とあるのは「特定目的信託契約」と、「監

査役設置会社に著しい損害」とあるのは「信託財産に著しい損害」と、同法第七百

十条第一項中「この法律」とあるのは「この法律、特定目的信託契約」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条（理由の付

記）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八

百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所

規則）の規定は、前項において準用する同法第七百七条の特別代理人の選任につい

て準用する。 



 

 

  第百九十八条を削り、第百九十七条を第二百五十八条とする。 

  第百九十六条第二項を次のように改める。 

 ２ 会社法第七百十一条第三項（社債管理者の辞任）、第八百六十八条第三項（非訟

事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百

七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条

（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規

定は、前項の代表権利者の辞任について準用する。この場合において、同法第七百

十一条第三項中「第一項」とあるのは、「資産流動化法第二百五十七条第一項」と

読み替えるものとする。 

  第百九十六条を第二百五十七条とし、第百九十三条から第百九十五条までを六十一

条ずつ繰り下げる。 

  第百九十二条中「第百八十一条から第百八十四条まで、第百八十七条及び第百八十

八条」を「第二百四十二条から第二百四十五条まで、第二百四十八条及び第二百四十

九条」に改め、第三編第三章第三節第一款中同条を第二百五十三条とする。 

  第百九十一条第二項を次のように改める。 

 ２ 会社法第七百二十条第一項及び第三項（社債権者集会の招集の通知）の規定は、

種類権利者集会について準用する。この場合において、同条第一項中「社債権者及

び社債発行会社並びに社債管理者がある場合にあっては社債管理者」とあるのは

「代表権利者又は特定信託管理者」と、同条第三項中「記載し、又は記録しなけれ

ば」とあるのは「記載しなければ」と読み替えるものとする。 

  第百九十一条を第二百五十二条とする。 

  第百九十条第一項中「第二百八条第一項第一号」を「第二百六十九条第一項第一

号」に、「第二百十二条第一項、第二百十三条第一項及び第二百十五条第一項」を

「第二百七十三条第一項、第二百七十四条第一項及び第二百七十六条第一項」に、

「第二百十四条第一項」を「第二百七十五条第一項」に改め、同条第二項中「二分の

一」の下に「（三分の一以上の割合を特定目的信託契約で定めた場合にあっては、そ

の割合）」を、「三分の二」の下に「（これを上回る割合を特定目的信託契約で定め

た場合にあっては、その割合）」を加え、同条を第二百五十一条とする。 

  第百八十九条第三項を次のように改める。 

 ３ 第六十三条第一項から第三項（第二号を除く。）までの規定及び権利者集会に関

する規定（第二百四十三条第三項及び第二百四十五条を除く。）は、書面による決

議を行う場合について準用する。この場合において、第六十三条第一項中「取締役

又は特定社員が社員総会の目的である事項のうち無議決権事項について提案をした

場合において、当該提案」とあるのは「決議の目的たる事項」と、「当該提案を」

とあるのは「当該事項を」と、同項及び同条第二項中「書面又は電磁的記録」とあ

るのは「書面」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め



 

 

る。 

  第百八十九条を第二百五十条とし、同条の前に次の一条を加える。 

  （権利者集会に関する会社法の準用） 

 第二百四十九条 会社法第三百十四条（取締役等の説明義務）、第三百十五条（議長

の権限）、第七百二十五条第一項及び第二項（議決権の代理行使）、第七百二十八

条（議決権の不統一行使）、第七百二十九条第二項（社債発行会社の代表者の出席

等）、第七百三十条（延期又は続行の決議）、第七百三十一条（第三項第二号を除

く。）（議事録）、第七百三十二条から第七百三十五条まで（社債権者集会の決議

の認可の申立て、社債権者集会の決議の不認可、社債権者集会の決議の効力、社債

権者集会の決議の認可又は不認可の決定の公告）並びに第七百三十八条（代表社債

権者等の解任等）の規定は、権利者集会について準用する。この場合において、同

法第三百十四条中「取締役、会計参与、監査役及び執行役」とあるのは「受託信託

会社等」と、同法第七百二十九条第二項中「社債発行会社」とあるのは「受託信託

会社等」と、同法第七百三十条中「第七百十九条及び第七百二十条」とあるのは

「資産流動化法第二百四十二条」と、同法第七百三十一条第二項中「社債発行会

社」とあるのは「受託信託会社等」と、同条第三項中「社債管理者及び社債権者」

とあるのは「代表権利者、特定信託管理者及び各受益証券の権利者」と、「社債発

行会社」とあるのは「受託信託会社等」と、同法第七百三十三条第一号中「第六百

七十六条の募集」とあるのは「受益証券の募集」と、「当該社債発行会社」とある

のは「受託信託会社等」と、同法第七百三十五条中「社債発行会社」とあるのは

「受託信託会社等」と、同法第七百三十八条中「代表社債権者若しくは決議執行

者」とあるのは「資産流動化法第二百四十六条第一項の決議により定めた者」と読

み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第十号に係る

部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十

二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の

執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十

六条（最高裁判所規則）の規定は、前項において準用する同法第七百三十二条の決

議の認可の申立てについて準用する。 

  第百八十八条を削る。 

  第百八十七条第二項中「商法第三百二十五条の請求」を「会社法第七百三十二条の

申立て」に、「、又は職権をもって」を「又は職権で」に改め、同条を第二百四十八

条とし、第百八十六条を第二百四十七条とする。 

  第百八十五条第二項を次のように改める。 

 ２ 会社法第七百八条（社債管理者等の行為の方式）及び第七百三十六条第三項（代

表社債権者の選任等）の規定は、前項の権利者集会の決議により定められた者につ



 

 

いて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百八十五条を第二百四十六条とする。 

  第百八十四条第二項を次のように改める。 

 ２ 会社法第三百一条第一項（株主総会参考書類及び議決権行使書面の交付等）及び

第三百十一条（書面による議決権の行使）の規定は、前項の書面による議決権の行

使について準用する。この場合において、同法第三百一条第一項中「取締役は、第

二百九十八条第一項第三号に掲げる事項を定めた場合には、第二百九十九条第一

項」とあるのは「特定目的信託にあっては、権利者集会の招集」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百八十四条を第二百四十五条とし、第百八十三条を第二百四十四条とする。 

  第百八十二条第三項中「第六十条」を「第六十二条」に、「第五十三条第一項」を

「第五十六条第一項」に、「第百八十一条第二項」を「第二百四十二条第二項」に改

め、同条を第二百四十三条とする。 

  第百八十一条第四項を次のように改める。 

 ４ 会社法第七百十八条第一項及び第三項（社債権者による招集の請求）並びに第七

百十九条（第三号を除く。）（社債権者集会の招集の決定）の規定は、権利者集会

の招集について準用する。この場合において、同法第七百十八条第一項中「ある種

類の社債の総額（償還済みの金額を除く。）」とあるのは「総元本持分」と、「社

債発行会社又は社債管理者」とあるのは「受託信託会社等、代表権利者又は特定信

託管理者」と、同法第七百十九条第四号中「前三号」とあるのは「第一号及び第二

号」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百八十一条に次の一項を加える。 

 ５ 会社法第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第

八百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不

服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八

百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前項において準用する同法第七百十八条

第三項の規定による権利者集会の招集について準用する。この場合において、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百八十一条を第二百四十二条とし、第百八十条を第二百四十一条とする。 

  第百七十九条の前の見出しを削り、同条を第二百四十条とし、同条の前に見出しと

して「（権利者集会）」を付する。 

  第百七十八条の見出し中「商法等」を「会社法等」に改め、同条第一項を次のよう

に改める。 

   会社法第百六条（共有者による権利の行使）、第百四十六条（株式の質入れ）、

第百四十七条第二項及び第三項（株式の質入れの対抗要件）、第百四十八条（株主

名簿の記載等）、第百五十一条（第四号、第五号及び第十四号に係る部分に限



 

 

る。）、第百五十三条第二項及び第三項、第百五十四条（株式の質入れの効果）及

び第二百十七条（株券不所持の申出）の規定は特定目的信託の受益権について、小

切手法（昭和八年法律第五十七号）第二十一条（善意取得）の規定は受益証券につ

いて、それぞれ準用する。この場合において、会社法第百四十六条第二項及び第百

四十七条第二項中「株券発行会社の株式」とあるのは「特定目的信託の受益権」と、

同項中「株券発行会社その他」とあるのは「受託信託会社等その他」と、同法第百

五十一条第十四号中「取得（第一号から第三号までに掲げる行為を除く。）」とあ

るのは「買取り又は消却」と、同法第百五十四条中「登録株式質権者」とあるのは

「資産流動化法第二百三十九条第一項において準用する第百四十八条各号に掲げる

事項が権利者名簿に記載され、又は記録された質権者」と、同法第二百十七条第一

項中「株券発行会社の株主」とあるのは「受益証券の権利者」と、「当該株券発行

会社」とあるのは「受託信託会社等」と、同条第二項から第四項まで及び第六項中

「株券発行会社」とあるのは「受託信託会社等」と、同条第二項中「種類株式発行

会社」とあるのは「種類の異なる受益権を定めた場合」と、「株式の種類及び種類

ごとの数」とあるのは「受益権の種類及び種類ごとの元本持分又は利益持分」と、

小切手法第二十一条中「小切手ガ持参人払式」とあるのは「受益証券ガ無記名式」

と、「裏書シ得ベキモノニシテ其ノ所持人ガ第十九条ノ規定ニ依リ権利ヲ証明スル

トキ」とあるのは「記名式ノモノニシテ其ノ所持人ノ氏名又ハ名称ノ記載アリタル

トキ」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  第百七十八条第二項中「商法第二百二十六条ノ二第一項から第三項まで」を「会社

法第二百十七条第一項から第五項まで」に、「第二百二十五条」を「第二百八十六

条」に改め、第三編第三章第二節中同条を第二百三十九条とする。 

  第百七十七条を第二百三十八条とし、第百七十六条を第二百三十七条とする。 

  第百七十五条第二項を次のように改める。 

 ２ 会社法第百二十四条（第五項を除く。）（基準日）、第百二十六条（株主に対す

る通知等）及び第百五十条（登録株式質権者に対する通知等）の規定は、受益証券

の権利者について準用する。この場合において、同法第百二十四条第一項、第二項

及び第四項中「基準日株主」とあるのは「基準日権利者」と、同条第三項中「定

款」とあるのは「特定目的信託契約」と、同条第四項中「株主総会又は種類株主総

会」とあるのは「権利者集会又は種類権利者集会」と、同法第百二十六条第五項中

「第二百九十九条第一項（第三百二十五条において準用する場合を含む。）」とあ

るのは「資産流動化法第二百四十二条第二項」と、同法第百五十条第一項中「登録

株式質権者に」とあるのは「資産流動化法第二百三十九条第一項において準用する

第百四十八条各号に掲げる事項が権利者名簿に記載され、又は記録された質権者

に」と、「当該登録株式質権者」とあるのは「当該質権者」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

  第百七十五条に次の一項を加える。 

 ３ 前項において準用する会社法第百二十四条第一項から第三項までの規定は、第二

百三十九条第一項において準用する同法第百四十八条各号に掲げる事項が権利者名

簿に記載され、又は記録された質権者について準用する。 

  第百七十五条を第二百三十六条とする。 

  第百七十六条第三項を次のように改める。 

 ３ 受託信託会社等は、権利者名簿管理人（受託信託会社等に代わって権利者名簿の

作成及び備置きその他の権利者名簿に関する事務を行う者をいう。以下同じ。）を

置く旨を特定目的信託契約で定め、当該事務を行うことを委託することができる。 

  第百七十四条を第二百三十五条とする。 

  第百七十三条第五項中「署名しなければ」を「署名し、又は記名押印しなければ」

に改め、同項第十一号を削り、同項第十二号を同項第十一号とし、同条を第二百三十

四条とする。 

  第百七十二条を第二百三十三条とする。 

  第三編第三章第一節中第百七十一条を第二百三十二条とする。 

  第百七十条中「第百八十六条、第百八十七条（第百九十二条」を「第二百四十七条、

第二百四十八条（第二百五十三条」に、「第百九十七条（第百九十九条第五項」を

「第二百五十八条（第二百六十条第五項」に、「第二百十条第二項」を「第二百七十

一条第二項」に改め、同条を第二百三十一条とする。 

  第百六十九条を第二百三十条とする。 

  第百六十八条の前の見出しを削り、同条第六号を次のように改める。 

  六 公告方法（特定目的信託に係る公告（この編又は他の法律の規定により官報に

掲載する方法によりしなければならないものとされているものを除く。）をする

方法をいう。以下この編において同じ。） 

  第百六十八条を第二百二十九条とし、同条の前に見出しとして「（特定目的信託契

約）」を付する。 

  第三編第二章中第百六十七条を第二百二十八条とし、第百六十四条から第百六十六

条までを六十一条ずつ繰り下げる。 

  第百六十三条中「第百五十一条」を「第二百十二条」に改め、第三編第一章中同条

を第二百二十四条とする。 

  第百六十二条を第二百二十三条とし、第百六十一条を第二百二十二条とする。 

  第百六十条中「第百五十七条又は第百五十八条」を「第二百十八条又は第二百十九

条」に改め、第二編第四章中同条を第二百二十一条とする。 

  第百五十九条を第二百二十条とする。 

  第百五十八条中「六月」を「六箇月」に改め、同条を第二百十九条とする。 

  第百五十七条を第二百十八条とし、第百五十六条を第二百十七条とする。 



 

 

  第百五十五条中「営業年度」を「事業年度」に、「三月」を「三箇月」に改め、同

条を第二百十六条とする。 

  第百五十四条を第二百十五条とする。 

  第二編第三章中第百五十三条を第二百十四条とし、第百五十二条を第二百十三条と

する。 

  第百五十一条第二項中「商法第二百十一条ノ二第四項に規定する種類の株式又は持

分に係る議決権を除き、同条第五項の規定により議決権を有するものとみなされる株

式又は持分に係る」を「株主総会において決議をすることができる事項の全部につき

議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法第八百七十九

条第三項の規定により議決権を有するとみなされる株式についての」に改め、同条第

四項中「出資の過半数の持分」を「特定出資又は優先出資の過半数の口数」に改め、

「又は出資の持分」を削り、同条を第二百十二条とする。 

  第百五十条の七を第二百十一条とし、第百五十条の六の前の見出しを削り、同条を

第二百十条とし、同条の前に見出しとして「（資金の借入れ）」を付し、第百五十条

の五を削る。 

  第百五十条の四中「第百五十六条から第百五十八条まで」を「第二百十七条から第

二百十九条まで」に、「第百五十六条第一項」を「第二百十七条第一項」に、「又は

第百五十条の四」を「又は第二百九条」に改め、「、「前項」とあるのは「資産の流

動化に関する法律第百五十条の四において準用する証券取引法第四十一条第一項」

と」を削り、同条を第二百九条とする。 

  第百五十条の三を第二百八条とし、第百五十条の二の前の見出しを削り、同条を第

二百七条とし、同条の前に見出しとして「（資産対応証券の募集等の制限）」を付し、

第百五十条を第二百六条とし、第百四十九条を第二百五条とし、第百四十八条を第二

百四条とする。 

  第百四十七条中「不動産（宅地建物取引業法の宅地又は建物をいう。）」を「不動

産（建物又は宅地建物取引業法第二条第一号に規定する宅地をいう。）」に、「第百

四十四条第三項」を「第二百条第三項」に改め、同条を第二百三条とする。 

  第百四十六条中「第百四十四条第三項」を「第二百条第三項」に改め、同条を第二

百二条とする。 

  第百四十五条を第二百一条とし、第百四十四条を第二百条とし、第百四十三条を第

百九十九条とする。 

  第百四十二条の三中「第六十六条各号」を「第七十条第一項各号」に改め、同条を

第百九十八条とする。 

  第百四十二条の二を第百九十六条とし、同条の次に次の一条を加える。 

  （自己の商号の使用を他人に許諾した特定目的会社の責任） 

 第百九十七条 自己の商号を使用して事業又は営業を行うことを他人に許諾した特定



 

 

目的会社は、当該特定目的会社が当該事業を行うものと誤認して当該他人と取引を

した者に対し、当該他人と連帯して、当該取引によって生じた債務を弁済する責任

を負う。 

  第百四十二条の見出しを「（他業禁止等）」に改め、同条に次の一項を加える。 

 ２ 特定目的会社は、合名会社又は合資会社の無限責任社員となることができない。 

  第百四十二条を第百九十五条とする。 

  第二編第二章を次のように改める。 

    第二章 特定目的会社 

     第一節 総則 

  （法人格及び住所） 

 第十三条 特定目的会社は、法人とする。 

 ２ 特定目的会社の住所は、本店の所在地にあるものとする。 

  （商行為等） 

 第十四条 特定目的会社がその事業としてする行為及びその事業のためにする行為は、

商行為とする。 

 ２ 商法（明治三十二年法律第四十八号）第十一条から第十五条まで及び第十九条の

規定は、特定目的会社については、適用しない。 

  （商号等） 

 第十五条 特定目的会社は、その名称を商号とする。 

 ２ 特定目的会社は、その商号中に特定目的会社という文字を用いなければならない。 

 ３ 特定目的会社でない者は、その名称又は商号中に、特定目的会社であると誤認さ

れるおそれのある文字を用いてはならない。 

 ４ 何人も、不正の目的をもって、他の特定目的会社であると誤認されるおそれのあ

る名称又は商号を使用してはならない。 

 ５ 前項の規定に違反する名称又は商号の使用によって営業上の利益を侵害され、又

は侵害されるおそれがある特定目的会社は、その営業上の利益を侵害する者又は侵

害するおそれがある者に対し、その侵害の停止又は予防を請求することができる。 

     第二節 設立 

  （定款） 

 第十六条 特定目的会社を設立するには、発起人が定款を作成し、その全員がこれに

署名し、又は記名押印しなければならない。 

 ２ 特定目的会社の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は記録しなければならな

い。 

  一 目的 

  二 商号 

  三 本店の所在地 



 

 

  四 特定資本金の額（この法律に別段の定めがある場合を除き、特定出資の発行に

際して特定社員となる者が特定目的会社に対して払込み又は給付をした財産の額

をいう。以下同じ。） 

  五 発起人の氏名又は名称及び住所 

  六 存続期間又は解散の事由 

 ３ 特定目的会社を設立する場合には、次に掲げる事項は、第一項の定款に記載し、

又は記録しなければ、その効力を生じない。 

  一 金銭以外の財産の出資をする者の氏名又は名称、当該財産及びその価額並びに

その者に対して割り当てる設立時発行特定出資（特定目的会社の設立に際して発

行する特定出資をいう。以下この節において同じ。）の口数 

  二 資産流動化計画に従って譲り受ける特定資産以外の財産で特定目的会社の成立

後に譲り受けることを約したもの及びその価額並びにその譲渡人の氏名又は名称 

  三 特定目的会社の成立により発起人が受ける報酬その他の特別の利益及びその発

起人の氏名又は名称 

  四 特定目的会社の負担する設立に関する費用（定款の認証の手数料その他特定目

的会社に損害を与えるおそれがないものとして内閣府令で定めるものを除く。） 

 ４ 第二項各号及び前項各号に掲げる事項のほか、特定目的会社の定款には、この法

律の規定により定款の定めがなければその効力を生じない事項及びその他の事項で

この法律の規定に違反しないものを記載し、又は記録することができる。 

 ５ 定款は、電磁的記録をもって作成することができる。この場合において、当該電

磁的記録に記録された情報については、内閣府令で定める署名又は記名押印に代わ

る措置をとらなければならない。 

 ６ 会社法第三十条（定款の認証）及び第三十一条（第三項を除く。）（定款の備置

き及び閲覧等）の規定は、特定目的会社の定款について準用する。この場合におい

て、同法第三十条第二項中「第三十三条第七項若しくは第九項又は第三十七条第一

項若しくは第二項」とあるのは「資産の流動化に関する法律（以下「資産流動化

法」という。）第十八条第二項において準用する第三十三条第七項又は第九項」と、

同法第三十一条第二項中「株主」とあるのは「社員（資産流動化法第二十六条に規

定する社員をいう。）」と読み替えるものとする。 

  （設立時発行特定出資に関する事項の決定等） 

 第十七条 発起人は、特定目的会社の設立に際して次に掲げる事項（定款に定めがあ

る事項を除く。）を定めようとするときは、その全員の同意を得なければならない。 

  一 発起人が割当てを受ける設立時発行特定出資の口数 

  二 前号の設立時発行特定出資と引換えに払い込む金銭の額 

 ２ 発起人は、設立時発行特定出資の全部を引き受けなければならない。 

 ３ 各発起人は、特定目的会社の設立に際し、設立時発行特定出資を一口以上引き受



 

 

けなければならない。 

  （定款の記載又は記録事項に関する検査役の選任） 

 第十八条 発起人は、定款に第十六条第三項各号に掲げる事項についての記載又は記

録があるときは、同条第六項において準用する会社法第三十条第一項の公証人の認

証の後遅滞なく、当該事項を調査させるため、裁判所に対し、検査役の選任の申立

てをしなければならない。 

 ２ 会社法第三十三条第二項から第十一項まで（第十項第二号を除く。）（定款の記

載又は記録事項に関する検査役の選任）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管

轄）、第八百七十条（第二号及び第五号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第

八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即

時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、

第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁

判所規則）の規定は、前項の場合について準用する。この場合において、同法第三

十三条第七項及び第八項中「第二十八条各号」とあるのは「資産流動化法第十六条

第三項各号」と、同項中「設立時発行株式」とあるのは「設立時発行特定出資」と、

同条第十項中「前各項」とあるのは「資産流動化法第十八条第一項及び同条第二項

において準用する第三十三条第二項から第九項まで」と、同項第一号中「第二十八

条第一号及び第二号」とあるのは「資産流動化法第十六条第三項第一号及び第二

号」と、同項第三号中「第二十八条第一号又は第二号」とあるのは「資産流動化法

第十六条第三項第一号又は第二号」と、同条第十一項第二号中「第二十八条第二

号」とあるのは「資産流動化法第十六条第三項第二号」と、同項第三号中「第三十

八条第一項」とあるのは「資産流動化法第二十一条第一項」と、「同条第二項第二

号」とあるのは「同項」と読み替えるものとする。 

  （出資の履行） 

 第十九条 発起人は、設立時発行特定出資の引受け後遅滞なく、その引き受けた設立

時発行特定出資につき、その出資に係る金銭の全額を払い込み、又はその出資に係

る金銭以外の財産の全部を給付しなければならない。ただし、発起人全員の同意が

あるときは、登記、登録その他権利の設定又は移転を第三者に対抗するために必要

な行為は、特定目的会社の成立後にすることを妨げない。 

 ２ 前項の規定による払込みは、発起人が定めた銀行等（銀行、信託会社その他これ

に準ずるものとして内閣府令で定めるものをいう。以下同じ。）の払込みの取扱い

の場所においてしなければならない。 

  （設立時発行特定出資の特定社員となる権利の譲渡） 

 第二十条 発起人は、前条第一項の規定による払込み又は給付（以下この節において

「出資の履行」という。）をすることにより設立時発行特定出資の特定社員となる

権利を譲渡してはならない。 



 

 

  （設立時役員等の選任等） 

 第二十一条 発起人は、出資の履行が完了した後、遅滞なく、設立時取締役（特定目

的会社の設立に際して取締役となる者をいう。以下同じ。）及び設立時監査役（特

定目的会社の設立に際して監査役となる者をいう。以下同じ。）を選任しなければ

ならない。 

 ２ 次の各号に掲げる場合には、発起人は、出資の履行が完了した後、遅滞なく、当

該各号に定める者を選任しなければならない。 

  一 設立しようとする特定目的会社が会計参与設置会社である場合 設立時会計参

与（特定目的会社の設立に際して会計参与となる者をいう。以下同じ。） 

  二 設立しようとする特定目的会社が会計監査人設置会社（会計監査人を置く特定

目的会社又はこの法律の規定により会計監査人を置かなければならない特定目的

会社をいう。以下同じ。）である場合 設立時会計監査人（特定目的会社の設立

に際して会計監査人となる者をいう。以下同じ。） 

 ３ 会社法第三十八条第三項及び第三十九条第三項（設立時役員等の選任）、第四十

条第一項及び第二項本文（設立時役員等の選任の方法）、第四十二条（設立時役員

等の解任）並びに第四十三条第一項及び第二項本文（設立時役員等の解任の方法）

の規定は、特定目的会社の設立時取締役、設立時会計参与、設立時監査役又は設立

時会計監査人について準用する。この場合において、同法第三十九条第三項中「第

三百三十一条第一項（第三百三十五条第一項において準用する場合を含む。）、第

三百三十三条第一項若しくは第三項又は第三百三十七条第一項若しくは第三項」と

あるのは「資産流動化法第七十条第一項（資産流動化法第七十二条第二項において

準用する場合を含む。）、資産流動化法第七十一条第一項、同条第二項において準

用する第三百三十三条第三項又は資産流動化法第七十三条第一項若しくは第三項」

と、同法第四十条第二項本文及び第四十三条第二項本文中「設立時発行株式一株」

とあるのは「設立時発行特定出資一口」と読み替えるものとする。 

 ４ 会社法第四十六条第一項及び第二項（設立時取締役等による調査）の規定は、特

定目的会社の設立時取締役及び設立時監査役について準用する。この場合において、

同条第一項第一号中「第三十三条第十項第一号又は第二号」とあるのは「資産流動

化法第十八条第二項において準用する第三十三条第十項第一号」と、「現物出資財

産等（同号に掲げる場合にあっては、同号の有価証券に限る。）」とあるのは「現

物出資財産等」と、同項第二号中「第三十三条第十項第三号」とあるのは「資産流

動化法第十八条第二項において準用する第三十三条第十項第三号」と読み替えるも

のとする。 

  （設立の登記等） 

 第二十二条 特定目的会社の設立の登記は、その本店の所在地において、次に掲げる

日のいずれか遅い日から二週間以内にしなければならない。 



 

 

  一 前条第四項において準用する会社法第四十六条第一項の規定による調査が終了

した日 

  二 発起人が定めた日 

 ２ 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

  一 目的 

  二 商号 

  三 本店及び支店の所在場所 

  四 特定目的会社の存続期間又は解散の事由 

  五 特定資本金の額 

  六 発行した特定出資の総口数 

  七 特定社員名簿管理人（特定目的会社に代わって特定社員名簿の作成及び備置き

その他の特定社員名簿に関する事務を行う者をいう。以下同じ。）を置いたとき

は、その氏名又は名称及び住所並びに営業所 

  八 取締役及び監査役の氏名及び住所 

  九 取締役のうち特定目的会社を代表しない者があるときは、代表取締役（特定目

的会社を代表する取締役をいう。以下同じ。）の氏名 

  十 特定目的会社が会計参与設置会社であるときは、その旨並びに会計参与の氏名

又は名称及び第八十六条第二項において準用する会社法第三百七十八条第一項の

場所 

  十一 特定目的会社が会計監査人設置会社であるときは、その旨及び会計監査人の

氏名又は名称 

  十二 第七十六条第四項の規定により選任された一時会計監査人の職務を行うべき

者を置いたときは、その氏名又は名称 

  十三 第百四条第七項に規定する措置をとることとするときは、同条第五項に規定

する貸借対照表及び損益計算書の内容である情報について不特定多数の者がその

提供を受けるために必要な事項であって内閣府令で定めるもの 

  十四 第百九十四条第一項の規定による公告方法（特定目的会社が公告（この編又

は他の法律の規定により官報に掲載する方法によりしなければならないものとさ

れているものを除く。）をする方法をいう。以下この編において同じ。）につい

ての定款の定めがあるときは、その定め 

  十五 前号の定款の定めが電子公告（第百九十四条第一項第三号に規定する電子公

告をいう。イにおいて同じ。）を公告方法とする旨のものであるときは、次に掲

げる事項 

   イ 電子公告により公告すべき内容である情報について不特定多数の者がその提

供を受けるために必要な事項であって会社法第九百十一条第三項第二十九号イ

に規定するもの 



 

 

   ロ 第百九十四条第二項後段の規定による定款の定めがあるときは、その定め 

  十六 第十四号の定款の定めがないときは、第百九十四条第三項の規定により同条

第一項第一号に掲げる方法を公告方法とする旨 

 ３ 会社法第九百十五条第一項及び第二項（変更の登記）、第九百十六条（第一号に

係る部分に限る。）（他の登記所の管轄区域内への本店の移転の登記）、第九百十

七条（第一号に係る部分に限る。）（職務執行停止の仮処分等の登記）並びに第九

百十八条（支配人の登記）の規定は、特定目的会社の本店の所在地における登記に

ついて準用する。この場合において、同法第九百十五条第一項中「第九百十一条第

三項各号又は前三条各号」とあるのは「資産流動化法第二十二条第二項各号」と、

同条第二項中「第百九十九条第一項第四号」とあるのは「資産流動化法第三十六条

第一項第四号」と、「株式」とあるのは「特定出資」と、同法第九百十六条第一号

中「第九百十一条第三項各号」とあるのは「資産流動化法第二十二条第二項各号」

と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 会社法第九百三十条第一項（第一号及び第五号に係る部分に限る。）、第二項及

び第三項（支店の所在地における登記）、第九百三十一条（他の登記所の管轄区域

内への支店の移転の登記）並びに第九百三十二条本文（支店における変更の登記

等）の規定は、特定目的会社の支店の所在地における登記について準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （特定目的会社の成立） 

 第二十三条 特定目的会社は、その本店の所在地において設立の登記をすることによ

って成立する。 

  （設立時発行特定出資の引受けに関する担保責任） 

 第二十四条 特定目的会社の成立の時に設立時発行特定出資のうち引受けのない部分

があるときは、当該特定目的会社の発起人及び設立時取締役は、共同して、当該部

分について引き受けたものとみなす。特定目的会社の成立後に特定出資の引受人の

設立時発行特定出資の引受けに係る意思表示が取り消されたときも、同様とする。 

 ２ 特定目的会社の成立の時に設立時特定出資のうち出資の履行がされていないもの

があるときは、当該特定目的会社の発起人及び設立時取締役は、連帯して、当該払

込みがされていない額又は当該給付がされていない金銭以外の財産の価額を支払う

義務を負う。 

 ３ 会社法第六十四条（払込金の保管証明）の規定は、第十九条第一項の規定による

払込みの取扱いをした銀行等について準用する。この場合において、同法第六十四

条第一項中「第五十七条第一項の募集をした場合には、発起人」とあるのは「発起

人」と、同条第二項中「株式会社」とあるのは「特定目的会社」と読み替えるもの

とする。 

  （会社法等の準用） 



 

 

 第二十五条 会社法第五十条（株式の引受人の権利）の規定は特定目的会社の設立時

発行特定出資の引受人の権利について、同法第五十一条（引受けの無効又は取消し

の制限）の規定は設立時発行特定出資の引受けの無効又は取消しについて、それぞ

れ準用する。この場合において、同法第五十条中「株主」とあるのは、「特定社

員」と読み替えるものとする。 

 ２ 会社法第二編第一章第八節（発起人等の責任）の規定は、特定目的会社について

準用する。この場合において、同法第五十二条第二項中「第二十八条第一号」とあ

るのは「資産流動化法第十六条第三項第一号」と、「第三十三条第二項」とあるの

は「資産流動化法第十八条第二項において準用する第三十三条第二項」と、同条第

三項中「第三十三条第十項第三号」とあるのは「資産流動化法第十八条第二項にお

いて準用する第三十三条第十項第三号」と、同法第五十五条中「総株主」とあるの

は「総社員」と読み替えるものとする。 

 ３ 会社法第八百二十八条第一項（第一号に係る部分に限る。）及び第二項（第一号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第一号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄及び

移送）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条から

第八百三十九条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効

又は取消しの判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責

任）並びに第九百三十七条第一項（第一号イに係る部分に限る。）（裁判による登

記の嘱託）の規定は、特定目的会社の設立の無効の訴えについて準用する。この場

合において、同法第八百二十八条第二項第一号中「株主等（株主、取締役又は清算

人（監査役設置会社にあっては株主、取締役、監査役又は清算人、委員会設置会社

にあっては株主、取締役、執行役又は清算人）をいう。以下この節において同

じ。）」とあるのは「社員、取締役、監査役又は清算人」と読み替えるものとする

ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、発起人、設立時取締役又は設立時監査役の責任を追

及する訴えについて準用する。この場合において、同法第八百四十七条第一項中

「六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引

き続き株式を有する株主（第百八十九条第二項の定款の定めによりその権利を行使

することができない単元未満株主を除く。）」とあるのは「特定社員又は六箇月

（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き優

先出資を有する優先出資社員（資産流動化法第二十六条に規定する優先出資社員を

いう。）」と、同条第三項から第五項まで及び第七項中「株主」とあるのは「特定

社員又は優先出資社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政



 

 

令で定める。 

     第三節 社員の権利義務等 

      第一款 総則 

  （社員） 

 第二十六条 特定目的会社（優先出資を発行しない特定目的会社に限る。）の社員は、

特定社員とし、優先出資を発行する特定目的会社の社員は、特定社員及び優先出資

社員（優先出資を有する者をいう。以下同じ。）とする。 

  （社員の責任及び権利等） 

 第二十七条 社員の責任は、その有する特定出資又は優先出資の引受価額を限度とす

る。 

 ２ 社員は、その有する特定出資又は優先出資につき次に掲げる権利その他この法律

の規定により認められた権利を有する。 

  一 利益の配当を受ける権利 

  二 残余財産の分配を受ける権利 

 ３ 特定社員は、その有する特定出資につき社員総会における議決権を有する。 

 ４ 優先出資社員は、この法律に別段の定めがある場合を除き、その有する優先出資

につき社員総会における議決権を有しない。ただし、定款に別段の定めがあるとき

は、この限りでない。 

 ５ 社員に第二項第一号及び第二号に掲げる権利の全部を与えない旨の定款の定めは、

その効力を有しない。 

 ６ 会社法第百六条（共有者による権利の行使）及び第百九条第一項（株主の平等）

の規定は、特定目的会社の特定出資又は優先出資について準用する。この場合にお

いて、同項中「株主」とあるのは「社員」と、「数」とあるのは「口数」と読み替

えるものとする。 

      第二款 特定社員 

  （特定社員名簿） 

 第二十八条 特定目的会社は、特定社員名簿を作成し、これに次に掲げる事項を記載

し、又は記録しなければならない。 

  一 特定社員の氏名又は名称及び住所 

  二 前号の特定社員の有する特定出資の口数 

  三 第一号の特定社員が特定出資を取得した日 

  四 特定出資信託を設定した場合には、その旨並びに受託者及び受益者の氏名又は

名称及び住所その他の特定出資信託に係る内閣府令で定める事項 

 ２ 特定目的会社は、一定の日（以下この款において「基準日」という。）を定めて、

基準日において特定社員名簿に記載され、又は記録されている特定社員をその権利

を行使することができる者と定めることができる。 



 

 

 ３ 会社法第百二十二条（第四項を除く。）（株主名簿記載事項を記載した書面の交

付等）、第百二十四条第二項及び第三項（基準日）、第百二十五条第一項から第三

項まで（株主名簿の備置き及び閲覧等）並びに第百二十六条（株主に対する通知

等）の規定は特定目的会社の特定社員に係る特定社員名簿について、同法第百二十

三条（株主名簿管理人）の規定は特定目的会社の特定社員名簿管理人について、同

法第百九十六条第一項及び第二項（株主に対する通知の省略）の規定は特定目的会

社の特定社員に対する通知について、それぞれ準用する。この場合において、同法

第百二十二条第一項中「前条第一号」とあるのは「資産流動化法第二十八条第一項

第一号」と、「株主名簿記載事項」とあるのは「資産流動化法第二十八条第一項各

号に掲げる事項」と、同法第百二十四条第二項中「基準日株主」とあるのは「基準

日において特定社員名簿に記載され、又は記録されている特定社員」と、同法第百

二十五条第一項中「株主名簿管理人」とあるのは「特定社員名簿管理人」と、同項

並びに同条第三項第一号及び第二号中「株主」とあるのは「社員」と、同法第百二

十六条第三項中「株式が」とあるのは「特定出資が」と、同条第四項中「株式の」

とあるのは「特定出資の」と、同条第五項中「第二百九十九条第一項（第三百二十

五条において準用する場合を含む。）」とあるのは「資産流動化法第五十五条第一

項又は第五十六条第一項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

 ４ 第二項、前項において準用する会社法第百二十四条第二項及び第三項並びに同法

第百九十六条第三項の規定は、第三十二条第三項各号に掲げる事項が特定社員名簿

に記載され、又は記録された質権者（以下「登録特定出資質権者」という。）につ

いて準用する。 

  （特定出資の譲渡） 

 第二十九条 特定社員は、特定出資の全部又は一部を他の特定社員に譲渡することが

できる。 

 ２ 特定社員以外の者が譲渡により特定出資を取得するには、特定目的会社の承認が

なければならない。 

  （特定出資の譲渡の対抗要件等） 

 第三十条 特定出資の譲渡は、その特定出資を取得した者の氏名又は名称及び住所を

特定社員名簿に記載し、又は記録しなければ、特定目的会社その他の第三者に対抗

することができない。 

 ２ 会社法第百三十二条から第百三十四条まで（株主の請求によらない株主名簿記載

事項の記載又は記録、株主の請求による株主名簿記載事項の記載又は記録）の規定

は、特定目的会社の特定出資について準用する。この場合において、これらの規定

中「株主」とあるのは「特定社員」と、「株主名簿記載事項」とあるのは「資産流

動化法第二十八条第一項各号に掲げる事項」と、「株主名簿」とあるのは「特定社



 

 

員名簿」と、「株式取得者」とあるのは「特定出資取得者」と、同法第百三十二条

第三号中「自己株式」とあるのは「自己特定出資（資産流動化法第五十九条第二項

に規定する自己特定出資をいう。）」と、同法第百三十四条第一号中「第百三十六

条」とあるのは「資産流動化法第三十一条第一項」と、同条第二号中「第百三十七

条第一項」とあるのは「資産流動化法第三十一条第二項」と、同条第三号中「第百

四十条第四項」とあるのは「資産流動化法第三十一条第七項」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （特定出資の譲渡に係る承認手続） 

 第三十一条 特定社員は、その有する特定出資を特定社員以外の者（当該特定出資を

発行した特定目的会社を除く。）に譲り渡そうとするときは、当該特定目的会社に

対し、当該者が当該特定出資を取得することについて承認をするか否かの決定をす

ることを請求することができる。 

 ２ 特定出資を当該特定出資を発行した特定目的会社以外の者から取得した者（特定

社員以外の者に限り、当該特定目的会社を除く。以下この条において「特定出資取

得者」という。）は、特定目的会社に対し、当該特定出資を取得したことについて

承認をするか否かの決定をすることを請求することができる。 

 ３ 前項の規定による請求は、利害関係人の利益を害するおそれがないものとして内

閣府令で定める場合を除き、その取得した特定出資の特定社員として特定社員名簿

に記載され、若しくは記録された者又はその相続人その他の一般承継人と共同して

しなければならない。 

 ４ 次の各号に掲げる請求（以下この条において「譲渡等承認請求」という。）は、

当該各号に定める事項を明らかにしてしなければならない。 

  一 第一項の規定による請求 次に掲げる事項 

   イ 当該請求をする特定社員が譲り渡そうとする特定出資の口数 

   ロ イの特定出資を譲り受ける者の氏名又は名称 

   ハ 特定目的会社が第一項の承認をしない旨の決定をする場合において、第七項

に規定する指定買取人がイの特定出資を買い取ることを請求するときは、その

旨 

  二 第二項の規定による請求 次に掲げる事項 

   イ 当該請求をする特定出資取得者の取得した特定出資の口数 

   ロ イの特定出資取得者の氏名又は名称 

   ハ 特定目的会社が第二項の承認をしない旨の決定をする場合において、第七項

に規定する指定買取人がイの特定出資を買い取ることを請求するときは、その

旨 

 ５ 特定目的会社が第一項又は第二項の承認をするか否かの決定をするには、社員総

会の決議によらなければならない。 



 

 

 ６ 特定目的会社は、前項の決定をしたときは、譲渡等承認請求をした者（以下この

条において「譲渡等承認請求者」という。）に対し、当該決定の内容を通知しなけ

ればならない。 

 ７ 特定目的会社は、第四項第一号ハ又は第二号ハの請求を受けた場合において、第

一項又は第二項の承認をしない旨の決定をしたときは、社員総会の決議によって、

当該譲渡等承認請求に係る特定出資を買い取る者（当該特定目的会社を除く。以下

この条において「指定買取人」という。）を指定しなければならない。 

 ８ 会社法第百四十二条第一項及び第二項（指定買取人による買取りの通知）の規定

は指定買取人について、同法第百四十三条第二項（譲渡等承認請求の撤回）の規定

は第四項第一号ハ又は第二号ハの請求をした譲渡等承認請求者について、同法第百

四十四条第一項から第六項まで（売買価格の決定）、第八百六十八条第一項（非訟

事件の管轄）、第八百七十条（第六号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八

百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）

（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟

事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定はこ

の項において準用する同法第百四十二条第一項の規定による通知があった場合につ

いて、それぞれ準用する。この場合において、同法第百四十二条第一項中「第百四

十条第四項」とあるのは「資産流動化法第三十一条第七項」と、同条第二項中「一

株」とあるのは「一口」と、「株式会社」とあるのは「特定目的会社」と、同法第

百四十四条第一項及び第四項から第六項までの規定中「対象株式」とあるのは「資

産流動化法第三十一条第七項に規定する特定出資」と、「第百四十条第一項第二

号」とあるのは「第百四十二条第一項第二号」と、同条第一項、第二項及び第六項

中「株式会社」とあるのは「指定買取人」と、同条第五項中「一株」とあるのは

「一口」と、同条第六項中「第百四十一条第二項」とあるのは「第百四十二条第二

項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ９ 会社法第百四十五条（第二号を除く。）（株式会社が承認をしたとみなされる場

合）の規定は、特定目的会社の第一項又は第二項の承認について準用する。この場

合において、同条第一号中「第百三十九条第二項」とあるのは、「資産流動化法第

三十一条第六項」と読み替えるものとする。 

  （特定出資の質入れ） 

 第三十二条 特定社員は、その有する特定出資に質権を設定することができる。 

 ２ 特定出資の質入れは、その質権者の氏名又は名称及び住所を特定社員名簿に記載

し、又は記録しなければ、特定目的会社その他の第三者に対抗することができない。 

 ３ 特定出資に質権を設定した者は、特定目的会社に対し、次に掲げる事項を特定社

員名簿に記載し、又は記録することを請求することができる。 

  一 質権者の氏名又は名称及び住所 



 

 

  二 質権の目的である特定出資 

 ４ 特定目的会社が次に掲げる行為をした場合には、特定出資を目的とする質権は、

当該行為によって当該特定出資の特定社員が受けることのできる金銭等（金銭その

他の財産をいう。以下同じ。）について存在する。 

  一 特定出資の併合 

  二 利益の配当 

  三 残余財産の分配 

  四 特定出資の取得 

 ５ 登録特定出資質権者は、前項の金銭等（金銭に限る。）を受領し、他の債権者に

先立って自己の債権の弁済に充てることができる。 

 ６ 会社法第百四十七条第三項（株式の質入れの対抗要件）の規定は特定出資につい

て、同法第百四十九条第一項から第三項まで（株主名簿の記載事項を記載した書面

の交付等）、第百五十条（登録株式質権者に対する通知等）、第百五十二条第二項

及び第百五十四条第二項（株式の質入れの効果）の規定は特定目的会社の特定出資

に係る登録特定出資質権者について、それぞれ準用する。この場合において、これ

らの規定中「株主名簿」とあるのは「特定社員名簿」と、同法第百四十九条第一項

中「前条各号」とあるのは「資産流動化法第三十二条第三項各号」と、「同条各

号」とあるのは「同項各号」と、同法第百五十二条第二項中「前条」とあるのは

「資産流動化法第三十二条第四項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

  （特定出資の信託） 

 第三十三条 特定出資は、第二十九条第二項の規定にかかわらず、社員総会の承認を

受けないで信託会社等（信託会社及び信託業務を営む銀行その他の金融機関をいう。

以下同じ。）に信託することができる。 

 ２ 特定出資の信託（以下「特定出資信託」という。）に係る契約には、次に掲げる

条件を付さなければならない。 

  一 信託の目的が、特定目的会社の資産流動化計画に基づく資産の流動化に係る業

務が円滑に行われるよう特定出資を管理するものであること。 

  二 資産流動化計画の計画期間を信託期間とすること。 

  三 信託財産の管理について受託者に対して指図を行うことができないこと。 

  四 委託者又は受益者が、信託期間中に信託の解除を行わないこと。 

  五 委託者又は受益者が、信託期間中に信託法（大正十一年法律第六十二号）第二

十三条の規定による場合を除き、信託財産の管理方法を変更しないこと。 

 ３ 第三十条第一項及び前条並びに会社法第百三十三条（株主の請求による株主名簿

記載事項の記載又は記録）の規定は、第一項の規定に基づき特定出資を信託する場

合について準用する。この場合において、第三十条第一項中「取得した者の氏名又



 

 

は名称及び住所」とあるのは「受託者及び受益者の氏名又は名称及び住所その他の

特定出資信託に係る内閣府令で定める事項並びに特定出資信託の設定」と、前条第

一項から第三項までの規定中「特定出資」とあるのは「特定出資信託の受益権」と、

同条第四項中「特定出資を」とあるのは「特定出資信託の受益権を」と、「当該特

定出資」とあるのは「当該特定出資信託の受益権」と、同法第百三十三条第一項中

「株式会社」とあるのは「特定目的会社」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

  （自己の特定出資の取得及び質受けの禁止等） 

 第三十四条 特定目的会社は、権利の実行に当たりその目的を達成するために必要な

場合を除き、自己の特定出資を取得し、又は質権の目的としてこれを受けてはなら

ない。 

 ２ 前項の規定は、特定目的会社が、特定社員の相続人からその相続により取得した

当該特定目的会社の特定出資を当該相続の開始後一年以内に買い受けるために取得

する場合には、適用しない。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、この

限りでない。 

  一 自己特定出資（特定目的会社が有する自己の特定出資をいい、権利の実行に当

たりその目的を達成するために取得したものを除く。）の口数が、特定出資の総

口数の五分の一を超えることとなるとき。 

  二 当該特定目的会社の特定出資の買受価格が、第百十五条第三項第一号に掲げる

額から同項第二号から第五号までに掲げる額の合計額及び同条第一項の規定によ

り分配した金銭の額の合計額を控除して得た額を超えるとき。 

  三 当該特定目的会社の事業年度の末日において、第百十四条第一項第二号から第

四号までに掲げる額の合計額が同項第一号に掲げる額を超えるおそれがあると認

められるとき。 

 ３ 特定目的会社が前項の特定出資を買い受けるには、社員総会の決議によらなけれ

ばならない。この場合においては、当該特定出資の売主たる特定社員は、議決権を

行使することができない。 

 ４ 特定目的会社が第二項の特定出資の取得をした場合において、当該取得をした日

の属する事業年度（その事業年度の直前の事業年度が最終事業年度（各事業年度に

係る第百二条第二項に規定する計算書類につき第百四条第二項の承認を受けた場合

（同条第四項前段に規定する場合にあっては、同項後段の報告をした場合）におけ

る当該各事業年度のうち最も遅いものをいう。以下同じ。）でないときは、その事

業年度の直前の事業年度）に係る第百二条第二項に規定する計算書類につき第百四

条第二項の承認を受けた時（同条第四項前段に規定する場合にあっては、同項後段

の報告をした時）における第百十四条第一項第二号から第四号までに掲げる額の合

計額が同項第一号に掲げる額を超えるときは、当該取得に関する職務を行った取締



 

 

役は、当該特定目的会社に対し、連帯して、その超過額（当該超過額が当該特定出

資の取得により特定社員に対して交付した金銭の総額を超える場合にあっては、当

該金銭の総額）を支払う義務を負う。ただし、当該取締役がその職務を行うについ

て注意を怠らなかったことを証明した場合は、この限りでない。 

 ５ 第九十四条第四項の規定は、前項の取締役の責任について準用する。 

 ６ 特定目的会社は、第一項又は第二項本文に規定する場合において取得した特定出

資又は質権を相当の時期に処分しなければならない。 

  （特定出資の消却の禁止） 

 第三十五条 特定出資は、第百八条の規定により特定資本金の額の減少をする場合を

除き、消却することができない。 

  （募集特定出資の発行等） 

 第三十六条 特定目的会社は、その発行する特定出資を引き受ける者の募集をしよう

とするときは、その都度、募集特定出資（当該募集に応じて特定出資の引受けの申

込みをした者に対して割り当てる特定出資をいう。以下この条において同じ。）に

ついて次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 募集特定出資の口数 

  二 募集特定出資の払込金額（募集特定出資一口と引換えに払い込む金銭又は給付

する金銭以外の財産の額をいう。以下この条において同じ。）又はその算定方法 

  三 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、その旨並びに当該財産の内容及び

その価額 

  四 募集特定出資と引換えにする金銭の払込み又は前号の財産の給付の期日又はそ

の期間 

 ２ 前項各号に掲げる事項（以下この条において「募集事項」という。）は、社員総

会の決議によって定めなければならない。 

 ３ 第一項第二号の払込金額が募集特定出資を引き受ける者に特に有利な金額である

場合には、取締役は、前項の社員総会において、当該払込金額でその者の募集をす

ることを必要とする理由を開示しなければならない。 

 ４ 募集事項は、第一項の募集ごとに、均等に定めなければならない。 

 ５ 会社法第二百二条から第二百十三条まで（第二百二条第三項、第二百七条第九項

第三号及び第五号並びに第二百十三条第一項第三号を除く。）（株主に株式の割当

てを受ける権利を与える場合、募集株式の申込み、募集株式の割当て、募集株式の

申込み及び割当てに関する特則、募集株式の引受け、金銭以外の財産の出資、出資

の履行、株主となる時期、募集株式の発行等をやめることの請求、引受けの無効又

は取消しの制限、不公正な払込金額で株式を引き受けた者等の責任、出資された財

産等の価額が不足する場合の取締役等の責任）、第八百六十八条第一項（非訟事件

の管轄）、第八百七十条（第二号及び第七号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、



 

 

第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）

（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立ての制

限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条

（最高裁判所規則）の規定は、第一項の特定目的会社の募集特定出資について準用

する。この場合において、これらの規定中「株主」とあるのは「特定社員」と、

「株式」とあるのは「特定出資」と、「数」とあるのは「口数」と、「第百九十九

条第一項第三号」とあるのは「資産流動化法第三十六条第一項第三号」と、「第百

九十九条第一項第四号」とあるのは「資産流動化法第三十六条第一項第四号」と、

同法第二百二条第一項中「募集事項」とあるのは「社員総会の決議により、募集事

項」と、同条第二項中「一株」とあるのは「一口」と、同条第五項中「第百九十九

条第二項から第四項まで及び前二条」とあるのは「資産流動化法第三十六条第二項

及び第三項」と、同法第二百四条第二項中「株主総会」とあるのは「社員総会」と、

同法第二百七条第九項第一号中「発行済株式の総数」とあるのは「特定出資の総口

数」と、同法第二百十条中「自己株式」とあるのは「自己特定出資（資産流動化法

第五十九条第二項に規定する自己特定出資をいう。）」と、同条第一号中「法令又

は定款」とあるのは「法令、資産流動化計画又は定款」と、同法第二百十三条第一

項第一号中「業務執行取締役（委員会設置会社にあっては、執行役。以下この号に

おいて同じ。）その他当該業務執行取締役」とあるのは「取締役その他当該取締

役」と、同項第二号中「株主総会」とあるのは、「社員総会」と読み替えるものと

するほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ６ 特定目的会社は、第一項第四号の期日（同号の期間を定めた場合にあっては、そ

の期間の末日）に、払込み又は給付がされた財産の額に相当する額の特定資本金の

額を増加する定款の変更をしたものとみなす。 

 ７ 会社法第六十四条（払込金の保管証明）の規定は、第五項において準用する同法

第二百八条第一項の払込みの取扱いをした銀行等について準用する。この場合にお

いて、同法第六十四条第一項中「第五十七条第一項」とあるのは「資産流動化法第

三十六条第一項」と、「発起人」とあるのは「取締役」と、同条第二項中「成立後

の株式会社」とあるのは「特定目的会社」と読み替えるものとする。 

 ８ 会社法第八百二十八条第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第二項（第二号

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第二号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄及び

移送）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条から

第八百四十条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又

は取消しの判決の効力、新株発行の無効判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗

訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号ロに係る部分に

限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は特定目的会社の成立後における特定出



 

 

資の発行の無効の訴えについて、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、

第八百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第二号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条

から第八百七十七条まで（非訟事件手続法の規定の適用除外、最高裁判所規則、審

問等の必要的併合）及び第八百七十八条第一項（裁判の効力）の規定はこの項にお

いて準用する同法第八百四十条第二項の申立てについて、それぞれ準用する。この

場合において、同法第八百二十八条第一項第二号中「六箇月以内（公開会社でない

株式会社にあっては、株式の発行の効力が生じた日から一年以内）」とあるのは

「一年以内」と、同条第二項第二号中「株主等」とあるのは「社員、取締役、監査

役又は清算人」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

 ９ 会社法第八百二十九条（第一号に係る部分に限る。）（新株発行等の不存在の確

認の訴え）、第八百三十四条（第十三号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三

十五条第一項（訴えの管轄及び移送）、第八百三十六条から第八百三十八条まで

（担保提供命令、弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲）及び第八

百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項

（第一号ホに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、特定目的会

社の成立後における特定出資の発行の不存在の確認の訴えについて準用する。この

場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 10 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、第五項において準用する同法第二百十二条第一項の

規定による支払を求める訴え及び第五項において準用する同法第二百十三条第一項

の規定による同項に規定する取締役等の責任を追及する訴えについて準用する。こ

の場合において、同法第八百四十七条第一項中「六箇月（これを下回る期間を定款

で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き株式を有する株主（第百八十

九条第二項の定款の定めによりその権利を行使することができない単元未満株主を

除く。）」とあるのは「特定社員又は六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場

合にあっては、その期間）前から引き続き優先出資を有する優先出資社員」と、同

条第三項から第五項まで及び第七項中「株主」とあるのは「特定社員又は優先出資

社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （特定出資に係る証券の発行禁止） 

 第三十七条 特定目的会社は、特定出資については、指図式又は無記名式のいずれの

証券も発行してはならない。 

  （特定出資についての会社法の準用） 

 第三十八条 会社法第百八十条（第二項第三号及び第三項を除く。）（株式の併合）、



 

 

第百八十一条（株主に対する通知等）、第百八十二条（効力の発生）、第二百三十

四条第二項及び第二百三十五条第一項（一に満たない端数の処理）、第八百六十八

条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十一条（理由の

付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第

八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）並びに第八百七十六条（最高裁

判所規則）の規定は、特定目的会社の特定出資の併合について準用する。この場合

において、同法第百八十条第二項中「株主総会」とあるのは「社員総会」と、同法

第百八十一条中「登録株式質権者」とあるのは「登録特定出資質権者」と、同法第

百八十二条及び第二百三十五条第一項中「株主」とあるのは「特定社員」と、

「数」とあるのは「口数」と、同法第二百三十四条第二項中「前項」とあるのは

「資産流動化法第三十八条において準用する第二百三十五条第一項」と読み替える

ものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

      第三款 優先出資社員 

  （優先出資の発行） 

 第三十九条 特定目的会社は、資産流動化計画の定めるところに従い、取締役の決定

（取締役が数人あるときは、その過半数をもってする決定）により、優先出資を引

き受ける者の募集をすることができる。 

 ２ 第五十一条第一項第二号に掲げる第二種特定目的会社において、募集優先出資

（前項の募集に応じて優先出資の引受けの申込みをした者に対して割り当てる優先

出資をいう。以下この款において同じ。）の払込金額（募集優先出資一口と引換え

に払い込む金銭をいう。以下この款において同じ。）が当該募集優先出資を引き受

ける者に特に有利な金額である場合には、取締役は、社員総会において、当該払込

金額でその者の募集をすることを必要とする理由を説明し、当該社員総会の決議に

よって、当該募集優先出資の種類、口数及び払込金額を定めなければならない。 

 ３ 優先出資社員は、前項の決議について議決権を有する。 

 ４ 会社法第百九十九条第五項（募集事項の決定）の規定は、募集優先出資の払込金

額について準用する。 

  （募集優先出資の申込み） 

 第四十条 特定目的会社は、前条第一項の募集に応じて募集優先出資の引受けの申込

みをしようとする者に対し、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 商号及び業務開始届出の年月日（新計画届出を行った場合にあっては、当該新

計画届出の年月日） 

  二 募集優先出資の内容（利益の配当又は残余財産の分配についての優先的内容を

含む。）及び総口数 

  三 募集優先出資の払込金額又はその算定方法 

  四 資産流動化計画に他の優先出資の発行についての定めがあるときは、当該他の



 

 

優先出資の前二号に掲げる事項及びその発行状況 

  五 資産流動化計画に特定社債、特定短期社債又は特定約束手形の発行についての

定めがあるときは、特定社債については第百二十二条第一項第四号から第八号ま

で及び第十四号に掲げる事項及びその発行状況、特定短期社債又は特定約束手形

については発行の限度額その他の内閣府令で定める事項及びその発行状況 

  六 資産流動化計画に特定目的借入れについての定めがあるときは、その限度額そ

の他の内閣府令で定める事項及びその借入状況 

  七 資産流動化計画に定められた特定資産の種類、当該特定資産を特定するに足り

る事項、当該特定資産につき存在する特定目的会社に対抗し得る権利その他当該

特定資産の価格を知るために必要な事項の概要 

  八 特定目的会社以外の者であって政令で定めるものが前号の特定資産の価格につ

き調査した結果（当該特定資産が不動産（土地若しくは建物又はこれらに関する

所有権以外の権利をいう。）であるときは、不動産鑑定士による鑑定評価を踏ま

えて調査したものに限る。） 

  九 払込みの取扱いの場所 

  十 優先出資の申込口数が第二号に掲げる優先出資の総口数に達しない場合におい

て、その達しない口数の優先出資を引き受けるべきことを約した者があるときは、

その氏名又は名称 

  十一 一定の日までに優先出資の発行がされない場合において、募集優先出資の引

受けの取消しをすることができることとするときは、その旨及びその一定の日 

  十二 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 前条第一項の募集に応じて募集優先出資の引受けの申込みをする者は、次に掲げ

る事項を記載した書面を特定目的会社に交付しなければならない。 

  一 申込みをしようとする者の氏名又は名称及び住所 

  二 引き受けようとする募集優先出資の口数 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、特定目的会社の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法（電子

情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって内閣

府令で定めるものをいう。第百九十四条第一項第三号及び第二百八十八条第一項第

三号を除き、以下同じ。）により提供することができる。この場合において、当該

申込みをする者は、前項の書面を交付したものとみなす。 

 ４ 第一項の規定は、特定目的会社が同項各号に掲げる事項を記載した証券取引法第

二条第十項に規定する目論見書を第一項の申込みをしようとする者に対して交付し

ている場合その他募集優先出資の引受けの申込みをしようとする者の保護に欠ける

おそれがないものとして内閣府令で定める場合には、適用しない。 

 ５ 特定目的会社は、第一項各号に掲げる事項について変更があったときは、直ちに、



 

 

その旨及び当該変更があった事項を第二項の申込みをした者（以下この款において

「申込者」という。）に通知しなければならない。 

 ６ 特定目的会社が申込者に対してする通知又は催告は、第二項第一号の住所（当該

申込者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を当該特定目的会社に通知した

場合にあっては、その場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。 

 ７ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

 ８ 取締役は、申込者から資産流動化計画の閲覧又は当該資産流動化計画の謄本若し

くは抄本の交付の求めがあったときは、これに応じなければならない。 

 ９ 取締役は、前項の規定による資産流動化計画の謄本又は抄本の交付に代えて、政

令で定めるところにより、当該申込者の承諾を得て、当該資産流動化計画の謄本又

は抄本に記載すべき事項を電磁的方法により提供することができる。この場合にお

いて、当該取締役は、当該資産流動化計画の謄本又は抄本を交付したものとみなす。 

 10 優先出資については、金銭以外の財産を出資の目的とすることができない。 

  （募集優先出資の割当て及び払込み） 

 第四十一条 特定目的会社は、申込者の中から募集優先出資の割当てを受ける者を定

め、かつ、その者に割り当てる募集優先出資の口数を定めなければならない。この

場合において、特定目的会社は、当該申込者に割り当てる募集優先出資の口数を、

前条第二項第二号の口数よりも減少することができる。 

 ２ 前条第一項から第七項まで及び前項の規定は、募集優先出資を引き受けようとす

る者がその総口数の引受けを行う契約を締結する場合には、適用しない。 

 ３ 次の各号に掲げる者は、当該各号に定める募集優先出資の口数について募集優先

出資の引受人となる。 

  一 申込者 特定目的会社の割り当てた募集優先出資の口数 

  二 前項の契約により募集優先出資の総口数を引き受けた者 その者が引き受けた

募集優先出資の口数 

 ４ 取締役は、募集優先出資の総口数の引受けがあったときは、遅滞なく、各引受人

が引き受けた募集優先出資につき、特定目的会社が定めた銀行等の払込みの取扱い

の場所において、それぞれの募集優先出資の払込金額の全額の払込み（以下この款

において「出資の履行」という。）をさせなければならない。 

 ５ 会社法第二百八条第四項及び第五項（出資の履行）の規定は、特定目的会社の募

集優先出資について準用する。この場合において、同条第四項及び第五項中「株

主」とあるのは、「優先出資社員」と読み替えるものとする。 

 ６ 会社法第六十四条（払込金の保管証明）の規定は第四項の出資の履行を取り扱う

銀行等について、同法第二百十一条（引受けの無効又は取消しの制限）の規定は募

集優先出資について、それぞれ準用する。この場合において、同法第六十四条第一



 

 

項中「第五十七条第一項」とあるのは「資産流動化法第三十九条第一項」と、「発

起人」とあるのは「取締役」と、同条第二項中「成立後の株式会社」とあるのは

「特定目的会社」と、同法第二百十一条第一項中「第二百五条」とあるのは「資産

流動化法第四十一条第二項」と、同条第二項中「第二百九条」とあるのは「資産流

動化法第四十二条第二項」と、「株主」とあるのは「優先出資社員」と、「株式」

とあるのは「優先出資」と読み替えるものとする。 

  （優先出資の発行の登記、優先出資社員となる時期等） 

 第四十二条 特定目的会社は、その発行に係る優先出資の総口数の全額の払込みがあ

った日から二週間以内に、その本店の所在地において、優先出資の発行に係る事項

として次に掲げる事項を登記しなければならない。 

  一 優先資本金の額（この法律に別段の定めがある場合を除き、優先出資の発行に

際して優先出資社員となる者が特定目的会社に対し、払込みをした財産の額をい

う。以下同じ。） 

  二 内容の異なる二以上の種類の優先出資を発行するときは、優先出資の総口数並

びに当該優先出資の種類ごとの口数並びに利益の配当又は残余財産の分配につい

ての優先的内容及び消却に関する規定 

  三 優先出資社員名簿管理人（特定目的会社に代わって優先出資社員名簿の作成及

び備置きその他の優先出資社員名簿に関する事務を行う者をいう。以下同じ。）

を置いたときは、その氏名又は名称及び住所並びに営業所 

 ２ 募集優先出資の引受人は、前項の登記の日に、前条第四項の規定による払込みを

した募集優先出資の優先出資社員となる。 

 ３ 特定目的会社の発行に係る優先出資につき第一項の登記の時において引受けのな

い部分があるときは、取締役は、共同して、当該部分について引き受けたものとみ

なす。特定目的会社の発行に係る優先出資につき第一項の登記後に優先出資の引受

人の募集優先出資の引受けに係る意思表示が取り消されたときも、同様とする。 

 ４ 特定目的会社の発行に係る優先出資につき第一項の登記の時において前条第四項

の規定による払込みがされていないものがあるときは、取締役は、連帯して、当該

払込みがされていない額を支払う義務を負う。 

 ５ 会社法第二百十条（募集株式の発行等をやめることの請求）の規定は特定目的会

社の第三十九条第一項の募集に係る優先出資の発行について、同法第二百十二条第

一項（第一号に係る部分に限る。）（不公正な払込金額で株式を引き受けた者等の

責任）の規定は特定目的会社の募集優先出資の引受人について、それぞれ準用する。

この場合において、同法第二百十条中「株主」とあるのは「社員」と、同条第一号

中「法令又は定款」とあるのは「法令、資産流動化計画又は定款」と読み替えるも

のとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ６ 会社法第八百二十八条第一項（第二号に係る部分に限る。）及び第二項（第二号



 

 

に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百三十四条

（第二号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄及び

移送）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条から

第八百四十条まで（弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又

は取消しの判決の効力、新株発行の無効判決の効力）、第八百四十六条（原告が敗

訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第一号ロに係る部分に

限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は特定目的会社の優先出資の発行の無効

の訴えについて、同法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十一条

本文（理由の付記）、第八百七十二条（第二号に係る部分に限る。）（即時抗告）、

第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条から第八百七十七条ま

で（非訟事件手続法の規定の適用除外、最高裁判所規則、審問等の必要的併合）及

び第八百七十八条第一項（裁判の効力）の規定はこの項において準用する同法第八

百四十条第二項の申立てについて、それぞれ準用する。この場合において、同法第

八百二十八条第一項第二号中「六箇月以内（公開会社でない株式会社にあっては、

株式の発行の効力が生じた日から一年以内）」とあるのは「一年以内」と、同条第

二項第二号中「株主等」とあるのは「社員、取締役、監査役又は清算人」と読み替

えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ７ 会社法第八百二十九条（第一号に係る部分に限る。）（新株発行等の不存在の確

認の訴え）、第八百三十四条（第十三号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三

十五条第一項（訴えの管轄及び移送）、第八百三十六条から第八百三十八条まで

（担保提供命令、弁論等の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲）、第八百

四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）及び第九百三十七条第一項（第一

号ホに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、特定目的会社の優

先出資の発行の不存在の確認の訴えについて準用する。この場合において、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 

 ８ 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、第五項において準用する同法第二百十二条第一項の

規定による支払を求める訴えについて準用する。この場合において、同法第八百四

十七条第一項中「六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その

期間）前から引き続き株式を有する株主（第百八十九条第二項の定款の定めにより

その権利を行使することができない単元未満株主を除く。）」とあるのは「特定社

員又は六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前か

ら引き続き優先出資を有する優先出資社員」と、同条第三項から第五項まで及び第

七項中「株主」とあるのは「特定社員又は優先出資社員」と読み替えるものとする

ほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

 ９ 会社法第九百十五条第一項（変更の登記）の規定は、特定目的会社について準用

する。この場合において、同項中「第九百十一条第三項各号又は前三条各号」とあ

るのは、「資産流動化法第四十二条第一項各号」と読み替えるものとする。 

  （優先出資社員名簿） 

 第四十三条 特定目的会社は、優先出資社員名簿を作成し、これに次に掲げる事項を

記載し、又は記録しなければならない。 

  一 優先出資社員の氏名又は名称及び住所 

  二 前号の優先出資社員の有する優先出資の種類及び口数 

  三 第一号の優先出資社員が優先出資を取得した日 

  四 第二号の優先出資（優先出資証券が発行されているものに限る。）に係る優先

出資証券の番号 

 ２ 特定目的会社は、一定の日（以下この款において「基準日」という。）を定めて、

基準日において優先出資社員名簿に記載され、又は記録されている優先出資社員を

その権利を行使することができる者と定めることができる。 

 ３ 会社法第百二十三条（株主名簿管理人）、第百二十四条第二項及び第三項（基準

日）、第百二十五条第一項から第三項まで（株主名簿の備置き及び閲覧等）並びに

第百二十六条（株主に対する通知等）の規定は特定目的会社の優先出資社員に係る

優先出資社員名簿について、同法第百九十六条第一項及び第二項（株主に対する通

知の省略）の規定は優先出資社員に対する通知について、それぞれ準用する。この

場合において、これらの規定中「株主名簿管理人」とあるのは「優先出資社員名簿

管理人」と、「基準日株主」とあるのは「基準日において優先出資社員名簿に記載

され、又は記録されている優先出資社員」と、「株式」とあるのは「優先出資」と、

同法第百二十五条第二項及び第三項中「株主」とあるのは「社員」と、同法第百二

十六条第五項中「第二百九十九条第一項（第三百二十五条」とあるのは「資産流動

化法第五十六条第一項（第六十六条第三項」と読み替えるものとするほか、必要な

技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 第二項、前項において準用する会社法第百二十四条第二項及び第三項並びに同法

第百九十六条第三項（株主に対する通知の省略）の規定は、第四十五条第四項にお

いて準用する同法第百四十八条各号に掲げる事項が優先出資社員名簿に記載され、

又は記録された質権者（以下「登録優先出資質権者」という。）について準用する。 

 ５ 特定目的会社が優先出資の全部について第四十九条第二項において準用する会社

法第二百十七条第四項の規定により優先出資証券を発行していない場合には、第三

項において準用する同法第百二十四条第三項（前項において準用する場合を含

む。）の公告に代えて、公告すべき事項を優先出資社員、その登録優先出資質権者

及び転換特定社債又は新優先出資の引受権を有する者に通知することができる。 

  （優先出資の譲渡等） 



 

 

 第四十四条 優先出資社員は、その有する優先出資を譲渡することができる。 

 ２ 特定目的会社は、優先出資の譲渡を制限してはならない。 

 ３ 優先出資の譲渡は、当該優先出資に係る優先出資証券を交付しなければ、その効

力を生じない。 

 ４ 優先出資証券の発行前にした優先出資の譲渡は、特定目的会社に対し、その効力

を生じない。 

  （優先出資の譲渡の対抗要件等） 

 第四十五条 優先出資の譲渡は、その優先出資を取得した者の氏名又は名称及び住所

を優先出資社員名簿に記載し、又は記録しなければ、特定目的会社に対抗すること

ができない。 

 ２ 優先出資証券の占有者は、当該優先出資証券に係る優先出資についての権利を適

法に有するものと推定する。 

 ３ 会社法第百三十一条第二項（権利の推定等）の規定は優先出資証券について、同

法第百三十二条（株主の請求によらない株主名簿記載事項の記載又は記録）及び第

百三十三条（株主の請求による株主名簿記載事項の記載又は記録）の規定は特定目

的会社の優先出資について、それぞれ準用する。この場合において、これらの規定

中「株主」とあるのは「優先出資社員」と、「株主名簿記載事項」とあるのは「資

産流動化法第四十三条第一項各号に掲げる事項」と、「株主名簿」とあるのは「優

先出資社員名簿」と、同法第百三十一条第二項中「株式」とあるのは「優先出資」

と、同法第百三十二条第三号中「自己株式」とあるのは「自己優先出資（資産流動

化法第五十九条第二項に規定する自己優先出資をいう。）」と読み替えるものとす

る。 

 ４ 会社法第百四十六条（株式の質入れ）、第百四十七条第二項及び第三項（株式の

質入れの対抗要件）、第百四十八条（株主名簿の記載等）並びに第百五十一条（第

四号、第八号、第九号及び第十四号に係る部分に限る。）、第百五十三条第二項及

び第百五十四条（株式の質入れの効果）の規定は、特定目的会社の優先出資の質入

れについて準用する。この場合において、これらの規定中「株主」とあるのは「優

先出資社員」と、「株券」とあるのは「優先出資証券」と、「登録株式質権者」と

あるのは「登録優先出資質権者」と、同法第百四十八条中「株主名簿」とあるのは

「優先出資社員名簿」と、同法第百五十一条第八号中「剰余金」とあるのは「利

益」と、同法第百五十三条第二項中「前条第二項に規定する場合」とあるのは「優

先出資を併合した場合」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

  （自己の優先出資の取得等） 

 第四十六条 特定目的会社は、次に掲げる場合を除き、自己の優先出資を取得し、又

は質権の目的として発行済優先出資の総口数の二十分の一を超える口数の自己の優



 

 

先出資を受けてはならない。 

  一 優先出資の消却のためにするとき。 

  二 特定目的会社の権利の実行に当たり、その目的を達成するために必要なとき。 

  三 第百五十三条の規定により優先出資を買い取るとき。 

 ２ 特定目的会社は、前項第一号に掲げる場合において取得した優先出資については

遅滞なくその失効の手続をとり、同項第二号及び第三号に掲げる場合において取得

した優先出資又は質権についてはこれを相当の時期に処分しなければならない。 

  （優先出資の消却） 

 第四十七条 特定目的会社は、次項、第百九条及び第百十条の規定による場合又は第

百五十九条第一項の社員総会の承認を経てする場合を除き、優先出資の消却をする

ことができない。 

 ２ 特定目的会社は、資産流動化計画の定めるところにより、優先出資社員に配当す

べき利益をもって優先出資を買い受けて消却することができる。この場合において

は、取締役は、当該消却がその効力を生ずる日を定めなければならない。 

 ３ 特定目的会社が優先出資の消却をする場合には、取締役が定めた当該消却の効力

が生ずる日（次項において「効力発生日」という。）までに当該特定目的会社に対

し当該優先出資に係る優先出資証券を提出しなければならない旨を当該日の一箇月

前までに、公告し、かつ、当該優先出資の優先出資社員及びその登録優先出資質権

者には、各別にこれを通知しなければならない。 

 ４ 前項の規定にかかわらず、特定目的会社が優先出資の全部について第四十九条第

二項において準用する会社法第二百十七条第四項の規定により優先出資証券を発行

していない場合には、当該特定目的会社は、効力発生日の二週間前までに、第一項

の規定により優先出資の消却をする旨及び当該効力発生日において当該優先出資の

消却の効力が生ずる旨を公告しなければならない。 

 ５ 第四十三条第五項の規定は、前項の公告について準用する。 

 ６ 会社法第二百十九条第二項及び第三項（株券の提出に関する公告等）並びに第二

百二十条（株券の提出をすることができない場合）の規定は、特定目的会社の優先

出資の消却に係る優先出資証券の提出について準用する。この場合において、同法

第二百十九条第二項中「株主」とあるのは「優先出資社員」と、同条第三項中「第

一項各号に定める株式」とあるのは「消却する優先出資」と読み替えるものとする。 

  （優先出資証券の発行等） 

 第四十八条 特定目的会社は、第四十二条第一項の規定による登記をした日以後遅滞

なく、優先出資証券を発行しなければならない。 

 ２ 優先出資証券は、前項の登記後でなければ発行することができない。 

 ３ 会社法第二百十五条第二項（株券の発行）の規定は、特定目的会社の優先出資証

券について準用する。この場合において、同項中「株式」とあるのは「優先出資」



 

 

と、「第百八十条第二項第二号」とあるのは「資産流動化法第五十条第一項におい

て準用する第百八十条第二項第二号」と読み替えるものとする。 

  （優先出資証券の記載事項等） 

 第四十九条 優先出資証券には、次に掲げる事項及びその番号を記載し、特定目的会

社の代表取締役がこれに署名し、又は記名押印しなければならない。 

  一 特定目的会社の商号及び業務開始届出の年月日（新計画届出を行った場合には、

当該新計画届出の年月日） 

  二 当該優先出資証券に係る優先出資の口数 

  三 優先出資の内容 

 ２ 会社法第二百十七条（株券不所持の申出）及び第二百九十一条（新株予約権証券

の喪失）の規定は、特定目的会社の優先出資社員の有する優先出資に係る優先出資

証券について準用する。この場合において、同法第二百十七条第二項中「数（種類

株式発行会社」とあるのは「口数（二以上の種類の優先出資を発行する特定目的会

社」と、「数）」とあるのは「口数）」と、同条第三項中「株主名簿」とあるのは

「優先出資社員名簿」と読み替えるものとする。 

  （優先出資についての会社法の準用） 

 第五十条 会社法第百八十条（第三項を除く。）（株式の併合）、第百八十一条（株

主に対する通知等）及び第百八十二条（効力の発生）の規定は、特定目的会社の優

先出資の併合について準用する。この場合において、同法第百八十条第二項中「株

主総会」とあるのは「社員総会」と、同法第百八十一条第一項中「株主（種類株式

発行会社にあっては、同項第三号の種類の種類株主」とあるのは「優先出資社員

（二以上の種類の優先出資を発行する特定目的会社にあっては、同項第三号の種類

の優先出資社員」と、「登録株式質権者」とあるのは「登録優先出資質権者」と、

同法第百八十二条中「株主」とあるのは「優先出資社員」と、「株式（種類株式発

行会社にあっては、同項第三号の種類の株式。以下この条において同じ。）」とあ

るのは「優先出資（二以上の種類の優先出資を発行する特定目的会社にあっては、

同項第三号の種類の優先出資。以下この条において同じ。）」と、「数」とあるの

は「口数」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第二百十九条第一項（第二号に係る部分に限る。）、第二項及び第三項

（株券の提出に関する公告等）並びに第二百二十条（株券の提出をすることができ

ない場合）の規定は、特定目的会社の優先出資の併合に係る優先出資証券の提出に

ついて準用する。この場合において、同法第二百十九条第一項中「株主」とあるの

は「優先出資社員」と、「登録株式質権者」とあるのは「登録優先出資質権者」と、

同項第二号中「株式（種類株式発行会社にあっては、第百八十条第二項第三号の種

類の株式）」とあるのは「優先出資（二以上の種類の優先出資を発行する特定目的

会社にあっては、資産流動化法第五十条第一項において準用する第百八十条第二項



 

 

第三号の種類の優先出資）」と、同条第二項中「株主」とあるのは「優先出資社

員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ３ 会社法第二百三十四条第二項及び第二百三十五条第一項（一に満たない端数の処

理）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八

百七十一条（理由の付記）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不服

申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）並びに第八

百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、特定目的会社の優先出資の消却及び併合

について準用する。この場合において、同法第二百三十四条第二項中「前項」とあ

るのは「資産流動化法第五十条第三項において準用する第二百三十五条第一項」と、

同法第二百三十五条第一項中「数に一株」とあるのは「口数に一口」と、「合計

数」とあるのは「合計口数」と、「株主」とあるのは「優先出資社員」と読み替え

るものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

     第四節 特定目的会社の機関 

      第一款 社員総会 

  （社員総会の種類及び権限） 

 第五十一条 この節から第七節まで、第十節及び第十一節において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

  一 第一種特定目的会社 優先出資社員が存在しない特定目的会社 

  二 第二種特定目的会社 優先出資社員が存在する特定目的会社 

  三 無議決権事項 次に掲げる事項 

   イ 第一種特定目的会社の社員総会が会議の目的とすべき事項 

   ロ 第二種特定目的会社の社員総会が会議の目的とすべき事項のうち、優先出資

社員がこの法律又は定款の定めにより議決権を有する事項以外の事項 

  四 有議決権事項 第二種特定目的会社の社員総会が会議の目的とすべき事項のう

ち、優先出資社員がこの法律又は定款の定めにより議決権を有する事項 

 ２ 社員総会は、この法律に規定する事項及び特定目的会社の組織、運営、管理その

他特定目的会社に関する一切の事項について決議をすることができる。 

 ３ この法律の規定により社員総会の決議を必要とする事項について、取締役その他

の社員総会以外の機関が決定することができることを内容とする定款の定めは、そ

の効力を有しない。 

  （社員総会の招集） 

 第五十二条 定時社員総会は、毎事業年度の終了後一定の時期に招集しなければなら

ない。 

 ２ 社員総会は、必要がある場合には、いつでも、招集することができる。 

 ３ 社員総会は、次条第五項において準用する会社法第二百九十七条第四項の規定に

より招集する場合を除き、取締役が招集する。 



 

 

  （社員による招集の請求） 

 第五十三条 総特定社員の議決権の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合

にあっては、その割合）以上の議決権を有する特定社員は、取締役に対し、社員総

会の目的である事項（当該特定社員が議決権を行使することができる事項に限

る。）及び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することができる。 

 ２ 前項の規定による場合を除くほか、有議決権事項を会議の目的とする社員総会に

ついては、総優先出資社員の議決権の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた

場合にあっては、その割合）以上の議決権を六箇月（これを下回る期間を定款で定

めた場合にあっては、その期間）前から引き続き有する優先出資社員は、取締役に

対し、社員総会の目的である事項（当該優先出資社員が議決権を行使することがで

きる事項に限る。）及び招集の理由を示して、社員総会の招集を請求することがで

きる。 

 ３ 第一項又は前項の社員総会の目的である事項について議決権を行使することがで

きない特定社員又は優先出資社員が有する議決権の数は、それぞれ第一項の総特定

社員又は前項の総優先出資社員の議決権の数に算入しない。 

 ４ 取締役の選任又は解任を会議の目的とする社員総会の招集については、前三項の

規定にかかわらず、定款によってこれを請求することができない旨の定めをするこ

とを妨げない。 

 ５ 会社法第二百九十七条第四項（株主による招集の請求）、第八百六十八条第一項

（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十

五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）

の規定は、第一項又は第二項の規定による社員総会の招集の請求があった場合につ

いて準用する。この場合において、同法第二百九十七条第四項中「第一項の規定に

よる請求をした株主」とあるのは「資産流動化法第五十三条第一項の規定による請

求をした特定社員又は同条第二項の規定による請求をした優先出資社員」と、同項

第一号及び第二号中「第一項の規定による請求」とあるのは「資産流動化法第五十

三条第一項又は第二項の規定による請求」と読み替えるものとする。 

  （社員総会の招集の決定） 

 第五十四条 取締役（前条第五項において準用する会社法第二百九十七条第四項の規

定により社員が社員総会を招集する場合にあっては、当該社員。次条及び第五十六

条において同じ。）は、社員総会を招集する場合には、次に掲げる事項を定めなけ

ればならない。 

  一 社員総会の日時及び場所 

  二 社員総会の目的である事項 

  三 社員総会に出席しない特定社員が書面によって議決権を行使することができる



 

 

こととするときは、その旨 

  四 社員総会に出席しない社員が電磁的方法によって議決権（優先出資社員にあっ

ては、有議決権事項に係る議決権）を行使することができることとするときは、

その旨 

  五 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 社員総会に出席しない優先出資社員は、有議決権事項について書面によって議決

権を行使することができる。 

 ３ 取締役が数人ある場合には、第一項各号に掲げる事項の決定は、その過半数をも

ってしなければならない。 

  （社員総会の招集の通知等） 

 第五十五条 第一種特定目的会社の社員総会又は第二種特定目的会社の無議決権事項

のみを会議の目的とする社員総会を招集するには、取締役は、社員総会の日の二週

間（前条第一項第三号又は第四号に掲げる事項を定めた場合以外の場合にあっては、

一週間（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間））前までに、

各特定社員（社員総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を

行使することができない特定社員を除く。以下この条において同じ。）に対してそ

の通知を発しなければならない。 

 ２ 前条第一項第三号又は第四号に掲げる事項を定めた場合には、前項の通知は、書

面でしなければならない。 

 ３ 取締役は、前項の書面による通知の発出に代えて、政令で定めるところにより、

特定社員の承諾を得て、電磁的方法により通知を発することができる。この場合に

おいて、当該取締役は、同項の書面による通知を発したものとみなす。 

 ４ 前二項の通知には、前条第一項各号に掲げる事項を記載し、又は記録しなければ

ならない。 

 ５ 前各項の規定にかかわらず、第一項の社員総会は、特定社員の全員の同意がある

ときは、招集の手続を経ることなく開催することができる。ただし、前条第一項第

三号又は第四号に掲げる事項を定めた場合は、この限りでない。 

 ６ 会社法第三百一条（株主総会参考書類及び議決権行使書面の交付等）の規定は前

条第一項第三号に掲げる事項を定めた場合において第一項の通知を発するときにつ

いて、同法第三百二条（株主総会参考書類及び議決権行使書面の交付等）の規定は

前条第一項第四号に掲げる事項を定めた場合において第一項の通知を発するときに

ついて、それぞれ準用する。この場合において、同法第三百一条及び第三百二条の

規定中「株主」、「株主総会参考書類」及び「第二百九十九条第三項」とあるのは

それぞれ「特定社員」、「社員総会参考書類」及び「資産流動化法第五十五条第三

項」と、同条第四項中「株主総会」とあるのは「社員総会」と読み替えるものとす

る。 



 

 

  （社員総会の招集の通知の特例） 

 第五十六条 有議決権事項を会議の目的に含む社員総会を招集するには、取締役は、

社員総会の日の二週間前までに、各社員（社員総会において決議をすることができ

る事項の全部につき議決権を行使することができない社員を除く。以下この条にお

いて同じ。）に対して、書面をもって招集の通知を発しなければならない。 

 ２ 前項の通知には、第五十四条第一項各号に掲げる事項を記載し、又は記録しなけ

ればならない。 

 ３ 前条第三項及び会社法第三百一条（株主総会参考書類及び議決権行使書面の交付

等）の規定は第一項の通知について、同法第三百二条（株主総会参考書類及び議決

権行使書面の交付等）の規定は第五十四条第一項第四号に掲げる事項を定めた場合

において第一項の通知を発するときについて、それぞれ準用する。この場合におい

て、前条第三項中「特定社員」とあるのは「社員」と、同法第三百一条及び第三百

二条の規定中「株主」、「株主総会参考書類」及び「第二百九十九条第三項」とあ

るのはそれぞれ「社員」、「社員総会参考書類」及び「資産流動化法第五十六条第

三項において準用する資産流動化法第五十五条第三項」と、同条第四項中「株主総

会」とあるのは「社員総会」と読み替えるものとする。 

  （社員提案権） 

 第五十七条 第二種特定目的会社の特定社員又は優先出資社員は、取締役に対し、一

定の事項（有議決権事項（当該優先出資社員が議決権を行使することができる事項

に限る。次項及び第三項において同じ。）に限る。）を社員総会の目的とすること

を請求することができる。 

 ２ 第二種特定目的会社の特定社員又は優先出資社員は、社員総会において、社員総

会の目的である有議決権事項につき議案を提出することができる。ただし、当該議

案が法令、資産流動化計画若しくは定款に違反する場合又は実質的に同一の議案に

つき社員総会において総社員（当該議案につき議決権を行使することができない社

員を除く。）の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあって

は、その割合）以上の賛成を得られなかった日から三年を経過していない場合は、

この限りでない。 

 ３ 社員は、取締役に対し、社員総会の日の八週間（これを下回る期間を定款で定め

た場合にあっては、その期間）前までに、社員総会の目的である有議決権事項につ

き当該社員が提出しようとする議案の要領を社員に通知すること（第五十五条第二

項又は第三項（前条第三項において準用する場合を含む。）の通知をする場合にあ

っては、その通知に記載し、又は記録すること）を請求することができる。ただし、

当該議案が法令、資産流動化計画若しくは定款に違反する場合又は実質的に同一の

議案につき社員総会において総社員（当該議案につき議決権を行使することができ

ない社員を除く。）の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合に



 

 

あっては、その割合）以上の賛成を得られなかった日から三年を経過していない場

合は、この限りでない。 

 ４ 前三項の規定は、特定社員が社員総会において一定の事項（無議決権事項に限

る。）を会議の目的とすることを請求し、又は当該事項につき議案を提出すること

を妨げるものと解してはならない。 

 ５ 前各項の規定は、取締役の選任又は解任に係る事項について、定款で別段の定め

をすることを妨げない。 

  （社員総会の招集手続等に関する検査役の選任） 

 第五十八条 特定目的会社、総特定社員（社員総会において決議をすることができる

事項の全部につき議決権を行使することができない社員を除く。）の議決権の百分

の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権

を有する特定社員又は総優先出資社員（社員総会において決議をすることができる

事項の全部につき議決権を行使することができない優先出資社員を除く。）の議決

権の百分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上

の議決権を有する優先出資社員は、社員総会に係る招集の手続及び決議の方法を調

査させるため、当該社員総会に先立ち、裁判所に対し、検査役の選任の申立てをす

ることができる。 

 ２ 会社法第三百六条第三項から第七項まで（株主総会の招集手続等に関する検査役

の選任）及び第三百七条（裁判所による株主総会招集等の決定）、第八百六十八条

第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の

聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申立て

の制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）並びに第八百七十

六条（最高裁判所規則）の規定は、前項の申立てがあった場合について準用する。

この場合において、同法第三百六条第四項及び第七項中「株式会社」とあるのは

「特定目的会社」と、同法第三百七条第一項第一号、第二項及び第三項中「株主総

会」とあるのは「社員総会」と、同条第一項第二号中「株主」とあるのは「社員」

と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ３ 前項において準用する会社法第三百七条第二項及び第三項に規定する社員総会は、

有議決権事項を会議の目的とする社員総会について第一項の申立てがあった場合に

は、有議決権事項をその会議の目的とする社員総会とみなす。 

  （議決権の数） 

 第五十九条 社員総会において、会議の目的である事項のうち、無議決権事項につい

ては特定社員（特定目的会社がその総株主の議決権の四分の一以上を有することそ

の他の事由を通じて特定目的会社がその経営を実質的に支配することが可能な関係

にあるものとして内閣府令で定める特定社員を除く。）はその有する特定出資一口



 

 

につき一個の議決権を、有議決権事項については社員（特定目的会社がその総株主

の議決権の四分の一以上を有することその他の事由を通じて特定目的会社がその経

営を実質的に支配することが可能な関係にあるものとして内閣府令で定める社員を

除く。）はその有する特定出資又は優先出資一口につき一個の議決権を有する。た

だし、無議決権事項についての特定社員の議決権の数については、定款で別段の定

めをすることができる。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、特定目的会社は、自己特定出資（特定目的会社が有す

る自己の特定出資をいう。以下同じ。）又は自己優先出資（特定目的会社が有する

自己の優先出資をいう。以下同じ。）については、議決権を有しない。 

  （社員総会の決議） 

 第六十条 社員総会の決議のうち無議決権事項に係るものは、定款に別段の定めがあ

る場合を除き、議決権を行使することができる特定社員の議決権の過半数を有する

特定社員が出席し、出席した当該特定社員の議決権の過半数をもって行う。 

 ２ 社員総会の決議のうち有議決権事項に係るものは、定款に別段の定めがある場合

を除き、議決権を行使することができる社員の議決権の過半数を有する社員が出席

し、出席した当該社員の議決権の過半数をもって行う。 

 ３ 前二項の規定にかかわらず、次に掲げる社員総会の決議は、当該社員総会におい

て議決権を行使することができる社員の議決権の過半数を有する社員が出席し、出

席した当該社員の議決権の三分の二（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっ

ては、その割合）以上に当たる多数をもって行わなければならない。この場合にお

いては、当該決議の要件に加えて、一定の数以上の社員の賛成を要する旨その他の

要件を定款で定めることを妨げない。 

  一 第三十一条第七項の社員総会 

  二 第三十九条第二項の社員総会 

  三 第七十四条第一項の社員総会（取締役（第七十七条第二項において準用する会

社法第三百四十二条第三項から第五項までの規定により選任されたものに限

る。）又は監査役を解任する場合に限る。） 

  四 第百九条第一項の社員総会（次のいずれにも該当する場合を除く。） 

   イ 定時社員総会において第百九条第一項に規定する決議がされること。 

   ロ 減少する優先資本金の額がイの定時社員総会の日における欠損の額として内

閣府令で定める方法により算定される額を超えないこと。 

  五 第百三十一条第二項の社員総会 

  六 第百三十九条第四項の社員総会 

  七 第百五十二条第一項の社員総会 

  八 第二種特定目的会社における第百六十条第一項第三号に掲げる社員総会 

 ４ 前三項の規定にかかわらず、次に掲げる社員総会の決議は、総特定社員の半数



 

 

（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上であって、総

特定社員の議決権の四分の三（これを上回る割合を定款で定めた場合にあっては、

その割合）以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

  一 第三十四条第三項の社員総会 

  二 第三十六条第二項及び同条第五項において読み替えて準用する会社法第二百四

条第二項の社員総会 

  三 第三十八条及び第五十条第一項において読み替えて準用する会社法第百八十条

第二項の社員総会 

  四 第百五十条の社員総会 

  五 第一種特定目的会社における第百六十条第一項第三号に掲げる社員総会 

  （優先出資社員の書面による議決権の行使） 

 第六十一条 会社法第三百十一条（書面による議決権の行使）の規定は、特定目的会

社の優先出資社員の書面による議決権の行使について準用する。この場合において、

同条第三項中「株主総会」とあるのは「社員総会」と読み替えるものとする。 

  （優先出資社員のみなし賛成） 

 第六十二条 特定目的会社は、定款をもって、優先出資社員が社員総会に出席せず、

かつ、議決権を行使しないときは、当該優先出資社員はその社員総会に提出された

有議決権事項に係る議案（複数の議案が提出された場合において、これらのうちに

相反する趣旨の議案があるときは、当該議案のいずれをも除く。）について賛成す

るものとみなす旨を定めることができる。 

 ２ 前項の規定による定めをした特定目的会社は、第五十六条第一項の通知にその定

めを記載し、又は記録しなければならない。 

 ３ 第一項の規定による定めに基づき議案に賛成するものとみなされた優先出資社員

の有する議決権の数は、出席した優先出資社員の議決権の数に算入する。 

  （無議決権事項についての決議の省略等） 

 第六十三条 取締役又は特定社員が社員総会の目的である事項のうち無議決権事項に

ついて提案をした場合において、当該提案につき特定社員（当該事項について議決

権を行使することができるものに限る。）の全員が書面又は電磁的記録により同意

の意思表示をしたときは、当該提案を可決する旨の社員総会の決議があったものと

みなす。 

 ２ 特定目的会社は、前項の規定により社員総会の決議があったものとみなされた日

から一年間、同項の書面又は電磁的記録をその本店に備え置かなければならない。 

 ３ 特定社員及び優先出資社員は、特定目的会社の営業時間内は、いつでも、次に掲

げる請求をすることができる。 

  一 前項の書面の閲覧又は謄写の請求 

  二 前項の電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したも



 

 

のの閲覧又は謄写の請求 

 ４ 第一項の規定により定時社員総会の目的である事項のすべてについての提案を可

決する旨の社員総会の決議があったものとみなされた場合には、その時に当該定時

社員総会が終結したものとみなす。 

 ５ 会社法第三百二十条（株主総会への報告の省略）の規定は、特定目的会社の社員

総会について準用する。この場合において、同条中「株主」とあるのは、「社員」

と読み替えるものとする。 

  （資産流動化計画違反の社員総会の決議の取消しの訴え） 

 第六十四条 社員総会の決議の内容が資産流動化計画に違反するときは、社員、取締

役、監査役、清算人、特定社債権者、特定約束手形の所持人又は特定目的借入れに

係る債権者は、社員総会の決議の日から三箇月以内に、訴えをもって当該決議の取

消しを請求することができる。当該決議の取消しにより取締役、監査役又は清算人

（第七十六条第一項（第百六十八条第五項において準用する場合を含む。）の規定

により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者を含む。）となる者

も、同様とする。 

 ２ 会社法第八百三十四条（第十七号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五

条第一項（訴えの管轄及び移送）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命

令）、第八百三十七条（弁論等の必要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力

が及ぶ者の範囲）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに

第九百三十七条第一項（第一号ト（２）に係る部分に限る。）（裁判による登記の

嘱託）の規定は、前項の決議の取消しの訴えについて準用する。この場合において、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （会社法の準用） 

 第六十五条 会社法第三百条本文（招集手続の省略）の規定は第五十六条第一項の社

員総会（第百五十二条第一項に規定する計画変更決議を行う社員総会を除く。）に

ついて、同法第三百十条（議決権の代理行使）並びに第三百十三条第一項及び第三

項（議決権の不統一行使）の規定は特定目的会社の社員の議決権の行使について、

それぞれ準用する。この場合において、同法第三百条中「株主」とあるのは「社員

（当該社員総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使す

ることができない社員を除く。）」と、同法第三百十条第二項及び第五項から第七

項までの規定中「株主総会」とあるのは「社員総会」と、同条第四項中「第二百九

十九条第三項」とあるのは「資産流動化法第五十五条第三項（資産流動化法第五十

六条第三項において準用する場合を含む。）」と、同法第三百十三条第三項中「株

式」とあるのは「特定出資又は優先出資」と読み替えるものとするほか、必要な技

術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第三百十一条（書面による議決権の行使）の規定は第五十四条第一項第三



 

 

号に掲げる事項の定めをした特定目的会社の社員総会について、同法第三百十二条

（電磁的方法による議決権の行使）の規定は第五十四条第一項第四号に掲げる事項

の定めをした特定目的会社の社員総会について、それぞれ準用する。この場合にお

いて、同法第三百十一条第二項中「株主」とあるのは「特定社員」と、同条第四項

並びに同法第三百十二条第二項、第三項及び第五項中「株主」とあるのは「社員」

と、同条第二項中「第二百九十九条第三項」とあるのは「資産流動化法第五十五条

第三項（資産流動化法第五十六条第三項において準用する場合を含む。）」と読み

替えるものとする。 

 ３ 会社法第三百十四条から第三百十七条まで（取締役等の説明義務、議長の権限、

株主総会に提出された資料等の調査、延期又は続行の決議）及び第三百十八条第一

項から第四項まで（議事録）の規定は、特定目的会社の社員総会について準用する。

この場合において、同法第三百十四条中「株主から」とあるのは「社員から」と、

同法第三百十六条第二項中「第二百九十七条」とあるのは「資産流動化法第五十三

条」と、同法第三百十七条中「第二百九十八条及び第二百九十九条」とあるのは

「資産流動化法第五十四条から第五十六条まで（第五十五条第五項を除く。）」と

読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 会社法第八百三十条（株主総会等の決議の不存在又は無効の確認の訴え）、第八

百三十一条（株主総会等の決議の取消しの訴え）、第八百三十四条（第十六号及び

第十七号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの管轄及び

移送）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命令）、第八百三十七条（弁

論等の必要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力が及ぶ者の範囲）、第八百

四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一項（第

一号トに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、特定目的会社の

社員総会の決議の不存在若しくは無効の確認又は取消しの訴えについて準用する。

この場合において、同法第八百三十一条第一項中「株主等（当該各号の株主総会が

創立総会又は種類創立総会である場合にあっては、株主等、設立時株主、設立時取

締役又は設立時監査役）」とあるのは「社員、取締役、監査役又は清算人」と、

「取締役、監査役又は清算人（当該決議が株主総会又は種類株主総会の決議である

場合にあっては第三百四十六条第一項（第四百七十九条第四項において準用する場

合を含む。）の規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する者

を含み、当該決議が創立総会又は種類創立総会の決議である場合にあっては設立時

取締役又は設立時監査役を含む。）」とあるのは「取締役、監査役又は清算人（資

産流動化法第七十六条第一項（資産流動化法第百六十八条第五項において準用する

場合を含む。）の規定により取締役、監査役又は清算人としての権利義務を有する

者を含む。）」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 



 

 

  （優先出資社員の議決権） 

 第六十六条 第二種特定目的会社が定款の変更をする場合において、優先出資社員に

損害を及ぼすおそれがあるときは、当該定款の変更は、第百五十条の規定による決

議のほか、当該優先出資社員を構成員とする総会（当該定款の変更が損害を及ぼす

おそれのある優先出資社員に係る優先出資の種類が二以上ある場合には、当該二以

上の種類別に区分された優先出資に係る優先出資社員を構成員とする各総会）の承

認がなければ、その効力を生じない。ただし、当該総会において議決権を行使する

ことができる優先出資社員が存しない場合には、この限りでない。 

 ２ 前項の規定による承認の決議は、同項の定款の変更が損害を及ぼすおそれのある

優先出資社員に係る発行済優先出資の総口数（当該決議が二以上の種類別に区分さ

れた優先出資に係る優先出資社員を構成員とする各総会において行われる場合には、

当該種類別の各総会の構成員たる優先出資社員に係る発行済優先出資の口数）の過

半数に当たる優先出資を有する優先出資社員が出席し、かつ、その議決権の三分の

二以上に当たる多数をもって行わなければならない。この場合においては、当該決

議の要件に加えて、一定の数以上の優先出資社員の賛成を要する旨その他の要件を

定款で定めることを妨げない。 

 ３ 有議決権事項を会議の目的とする社員総会に関する規定は、第一項の総会につい

て準用する。 

 ４ 第一項に規定する定款の変更に関する議案の要領は、同項の総会の招集の通知に

記載し、又は記録しなければならない。 

      第二款 社員総会以外の機関の設置 

 第六十七条 特定目的会社には、次に掲げる機関を置かなければならない。ただし、

第三号に掲げる機関については、資産対応証券として特定社債のみを発行する特定

目的会社であって、資産流動化計画に定められた特定社債の発行総額と特定目的借

入れの総額との合計額が政令で定める額に満たないものにあっては、この限りでな

い。 

  一 一人又は二人以上の取締役 

  二 一人又は二人以上の監査役 

  三 会計監査人 

 ２ 特定目的会社は、定款の定めによって、会計参与を置くことができる。 

 ３ 第一項ただし書の規定は、定款をもって、同項ただし書に規定する特定目的会社

が会計監査人を置くことを妨げるものと解してはならない。 

      第三款 役員及び会計監査人の選任及び解任 

  （選任） 

 第六十八条 役員（取締役、会計参与及び監査役をいう。以下この款（第七十条第一

項第七号から第十号まで（第七十二条第二項において準用する場合を含む。）を除



 

 

く。）において同じ。）及び会計監査人は、社員総会の決議によって選任する。 

 ２ 会社法第三百二十九条第二項（選任）の規定は、前項の決議について準用する。 

  （特定目的会社と役員等との関係） 

 第六十九条 特定目的会社と役員及び会計監査人との関係は、委任に関する規定に従

う。 

  （取締役の資格） 

 第七十条 次に掲げる者は、取締役となることができない。 

  一 法人 

  二 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱われて

いる者 

  三 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同様に取

り扱われている者 

  四 禁
こ

錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、そ

の刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から三年を

経過しない者 

  五 この法律、証券取引法、会社法、中間法人法（平成十三年法律第四十九号）、

投資信託及び投資法人に関する法律（昭和二十六年法律第百九十八号）、宅地建

物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）、出資の受入れ、預り金及び金利

等の取締りに関する法律（昭和二十九年法律第百九十五号）、割賦販売法（昭和

三十六年法律第百五十九号）、外国証券業者に関する法律（昭和四十六年法律第

五号）、貸金業の規制等に関する法律（昭和五十八年法律第三十二号）、特定商

品等の預託等取引契約に関する法律（昭和六十一年法律第六十二号）、抵当証券

業の規制等に関する法律（昭和六十二年法律第百十四号）、商品投資に係る事業

の規制に関する法律（平成三年法律第六十六号）、不動産特定共同事業法（平成

六年法律第七十七号）、金融業者の貸付業務のための社債の発行等に関する法律

（平成十一年法律第三十二号）、信託業法若しくはこれらに相当する外国の法令

の規定に違反し、又は民事再生法（平成十一年法律第二百二十五号）第二百五十

五条、第二百五十六条、第二百五十八条から第二百六十条まで若しくは第二百六

十二条の罪、外国倒産処理手続の承認援助に関する法律（平成十二年法律第百二

十九号）第六十五条、第六十六条、第六十八条若しくは第六十九条の罪、破産法

（平成十六年法律第七十五号）第二百六十五条、第二百六十六条、第二百六十八

条から第二百七十二条まで若しくは第二百七十四条の罪、刑法（明治四十年法律

第四十五号）第二百四条、第二百六条、第二百八条、第二百八条の三、第二百二

十二条若しくは第二百四十七条の罪、暴力行為等処罰に関する法律（大正十五年

法律第六十号）の罪若しくは暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律

（平成三年法律第七十七号）第四十六条、第四十七条、第四十九条若しくは第五



 

 

十条の罪を犯し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処

せられ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日

から三年を経過しない者 

  六 第二百二十条の規定による解散命令により解散を命ぜられた特定目的会社にお

いてその解散命令の前三十日以内にその役員又は政令で定める使用人であった者

で、当該解散命令の日から三年を経過しない者 

  七 資産流動化計画に定められた特定資産の譲渡人（当該譲渡人が法人であるとき

は、その役員） 

  八 資産流動化計画に定められた特定資産（信託の受益権を除く。）の管理及び処

分に係る業務を行わせるために設定された信託の受託者である法人の役員（第二

百条第一項の規定に基づき特定資産の管理及び処分に係る業務を委託したときは、

当該業務の受託者（当該受託者が法人であるときは、その役員）） 

  九 資産流動化計画に定められた特定資産が信託の受益権である場合には、当該信

託の受託者である法人の役員 

  十 特定出資信託の受託者である法人の役員 

 ２ 会社法第三百三十一条第二項本文（取締役の資格等）の規定は、特定目的会社の

取締役について準用する。この場合において、同項本文中「株主」とあるのは、

「社員」と読み替えるものとする。 

  （会計参与の資格等） 

 第七十一条 会計参与は、公認会計士（公認会計士法（昭和二十三年法律第百三号）

第十六条の二第五項に規定する外国公認会計士を含む。以下同じ。）若しくは監査

法人又は税理士若しくは税理士法人でなければならない。 

 ２ 会社法第三百三十三条第二項及び第三項（会計参与の資格等）の規定は、特定目

的会社の会計参与について準用する。この場合において、同項第一号中「株式会社

又はその子会社」とあるのは「特定目的会社」と読み替えるものとするほか、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 

  （監査役の資格） 

 第七十二条 監査役は、特定目的会社の取締役又は使用人を兼ねることができない。 

 ２ 第七十条の規定は、監査役について準用する。 

  （会計監査人の資格等） 

 第七十三条 会計監査人は、公認会計士又は監査法人でなければならない。 

 ２ 会計監査人に選任された監査法人は、その社員の中から会計監査人の職務を行う

べき者を選定し、これを特定目的会社に通知しなければならない。この場合におい

ては、次項第二号に掲げる者を選定することはできない。 

 ３ 次に掲げる者は、会計監査人となることができない。 

  一 公認会計士法の規定により、特定目的会社の第百二条第二項に規定する計算書



 

 

類について監査をすることができない者 

  二 資産流動化計画に定められた特定資産の譲渡人、当該特定資産の管理及び処分

に係る業務を行わせるために設定された信託の受託者である信託会社等（第二百

条第三項の規定に基づき同項各号の財産に係る管理及び処分に係る業務を委託し

た場合にあっては、その受託者）若しくは当該特定資産が信託の受益権である場

合における当該信託の受託者（以下この号並びに第九十一条第四項第二号及び第

三号において「特定資産譲渡人等」という。）若しくは特定資産譲渡人等の取締

役、会計参与、監査役若しくは執行役から公認会計士若しくは監査法人の業務以

外の業務により継続的な報酬を受けている者又はその配偶者 

  三 監査法人でその社員の半数以上が前号に掲げる者であるもの 

 ４ 会社法第三百三十八条（会計監査人の任期）の規定は、特定目的会社の会計監査

人について準用する。この場合において、同条第一項及び第二項中「定時株主総

会」とあるのは、「定時社員総会」と読み替えるものとする。 

  （解任） 

 第七十四条 役員及び会計監査人は、いつでも、社員総会の決議によって解任するこ

とができる。 

 ２ 前項の規定により解任された者は、その解任について正当な理由がある場合を除

き、特定目的会社に対し、解任によって生じた損害の賠償を請求することができる。 

 ３ 役員の職務の執行に関し不正の行為又は法令、資産流動化計画若しくは定款に違

反する重大な事実があったにもかかわらず、当該役員を解任する旨の議案が社員総

会において否決されたときは、次に掲げる社員は、当該社員総会の日から三十日以

内に、訴えをもって当該役員の解任を請求することができる。 

  一 総特定社員（次に掲げる特定社員を除く。）の議決権の百分の三（これを下回

る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する特定社

員（次に掲げる特定社員を除く。）又は総優先出資社員（次に掲げる優先出資社

員を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっ

ては、その割合）以上の議決権を六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合

にあっては、その期間）前から引き続き有する優先出資社員（次に掲げる優先出

資社員を除く。） 

   イ 当該役員を解任する旨の議案について議決権を行使することができない特定

社員又は優先出資社員 

   ロ 当該請求に係る役員である特定社員又は優先出資社員 

  二 特定出資（次に掲げる特定社員の有する特定出資を除く。）の総口数の百分の

三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の

特定出資を有する特定社員（次に掲げる特定社員を除く。）又は発行済優先出資

（次に掲げる優先出資社員の有する優先出資を除く。）の百分の三（これを下回



 

 

る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の優先出資を六箇

月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続

き有する優先出資社員（次に掲げる優先出資社員を除く。） 

   イ 当該特定目的会社である特定社員又は優先出資社員 

   ロ 当該請求に係る役員である特定社員又は優先出資社員 

 ４ 会社法第八百五十五条（被告）、第八百五十六条（訴えの管轄）及び第九百三十

七条第一項（第一号ヌに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、

前項の役員の解任の訴えについて準用する。この場合において、必要な技術的読替

えは、政令で定める。 

  （監査役による会計監査人の解任） 

 第七十五条 監査役は、会計監査人が次の各号のいずれかに該当するときは、その会

計監査人を解任することができる。 

  一 職務上の義務に違反し、又は職務を怠ったとき。 

  二 会計監査人としてふさわしくない非行があったとき。 

  三 心身の故障のため、職務の執行に支障があり、又はこれに堪えないとき。 

 ２ 前項の規定による解任は、監査役が二人以上ある場合には、監査役の全員の同意

によって行わなければならない。 

 ３ 第一項の規定により会計監査人を解任したときは、監査役（監査役が二人以上あ

る場合にあっては、監査役の互選によって定めた監査役）は、その旨及び解任の理

由を解任後最初に招集される社員総会に報告しなければならない。 

  （役員に欠員を生じた場合の措置） 

 第七十六条 役員が欠けた場合又はこの法律若しくは定款で定めた役員の員数が欠け

た場合には、任期の満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員

（次項の一時役員の職務を行うべき者を含む。）が就任するまで、なお役員として

の権利義務を有する。 

 ２ 前項に規定する場合において、裁判所は、必要があると認めるときは、利害関係

人の申立てにより、一時役員の職務を行うべき者を選任することができる。 

 ３ 裁判所は、前項の一時役員の職務を行うべき者を選任した場合には、特定目的会

社がその者に対して支払う報酬の額を定めることができる。 

 ４ 会計監査人が欠けた場合又は定款で定めた会計監査人の員数が欠けた場合におい

て、遅滞なく会計監査人が選任されないときは、監査役は、一時会計監査人の職務

を行うべき者を選任しなければならない。 

 ５ 第七十三条第一項から第三項まで及び前条の規定は、前項の一時会計監査人の職

務を行うべき者について準用する。 

 ６ 会社法第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る

部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条



 

 

（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分

に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用

除外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第一項（第二号イ

に係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、第二項の申立てがあっ

た場合について準用する。 

  （会社法の準用） 

 第七十七条 会社法第三百四十一条（役員の選任及び解任の株主総会の決議）の規定

は、取締役の選任の決議について準用する。この場合において、同条中「第三百九

条第一項」とあるのは「資産流動化法第六十条第一項」と、「株主総会」とあるの

は「社員総会」と、「株主」とあるのは「社員」と読み替えるものとする。 

 ２ 会社法第三百四十二条（累積投票による取締役の選任）の規定は社員が特定目的

会社の取締役を選任する場合について、同法第三百四十四条第一項及び第二項（会

計監査人の選任に関する監査役の同意等）の規定は特定目的会社について、それぞ

れ準用する。この場合において、これらの規定中「株主総会」とあるのは「社員総

会」と、同法第三百四十二条第三項中「第三百八条第一項」とあるのは「資産流動

化法第五十九条第一項」と、「株式一株（単元株式数を定款で定めている場合にあ

っては、一単元の株式）」とあるのは「特定出資又は優先出資一口」と読み替える

ものとする。 

 ３ 会社法第三百四十五条（会計参与等の選任等についての意見の陳述）の規定は、

特定目的会社について準用する。この場合において、同条中「株主総会」とあるの

は「社員総会」と、同条第三項中「第二百九十八条第一項第一号」とあるのは「資

産流動化法第五十四条第一項第一号」と、同条第五項中「第三百四十条第一項」と

あるのは「資産流動化法第七十五条第一項」と読み替えるものとする。 

      第四款 取締役 

  （業務の執行） 

 第七十八条 取締役は、定款に別段の定めがある場合を除き、特定目的会社の業務を

執行する。 

 ２ 取締役が二人以上ある場合には、特定目的会社の業務は、定款に別段の定めがあ

る場合を除き、取締役の過半数をもって決定する。 

  （特定目的会社の代表） 

 第七十九条 取締役は、特定目的会社を代表する。ただし、他に代表取締役その他特

定目的会社を代表する者を定めた場合は、この限りでない。 

 ２ 前項本文の取締役が二人以上ある場合には、取締役は、各自、特定目的会社を代

表する。 

 ３ 特定目的会社は、定款、定款の定めに基づく取締役の互選又は社員総会の決議に

よって、取締役の中から代表取締役を定めることができる。 



 

 

 ４ 会社法第三百四十九条第四項及び第五項（株式会社の代表）の規定は特定目的会

社の代表取締役について、同法第三百五十条（代表者の行為についての損害賠償責

任）の規定は特定目的会社について、それぞれ準用する。 

  （競業及び利益相反取引の制限） 

 第八十条 取締役は、次に掲げる場合には、社員総会において、当該取引につき重要

な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

  一 取締役が自己又は第三者のために特定目的会社の事業の部類に属する取引をし

ようとするとき。 

  二 取締役が自己又は第三者のために特定目的会社と取引をしようとするとき。 

  三 特定目的会社が取締役以外の者との間において特定目的会社と当該取締役との

利益が相反する取引をしようとするとき。 

 ２ 民法（明治二十九年法律第八十九号）第百八条（自己契約及び双方代理）の規定

は、前項の承認を受けた同項第二号の取引については、適用しない。 

  （業務の執行に関する検査役の選任） 

 第八十一条 特定目的会社の業務の執行に関し、不正の行為又は法令、資産流動化計

画若しくは定款に違反する重大な事実があることを疑うに足りる事由があるときは、

次に掲げる社員は、当該特定目的会社の業務及び財産の状況を調査させるため、裁

判所に対し、検査役の選任の申立てをすることができる。 

  一 総特定社員（社員総会において決議をすることができる事項の全部につき議決

権を行使することができない特定社員を除く。）の議決権の百分の三（これを下

回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する特定

社員 

  二 総優先出資社員（社員総会において決議をすることができる事項の全部につき

議決権を行使することができない優先出資社員を除く。）の議決権の百分の三

（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を

有する優先出資社員 

  三 特定出資（自己特定出資を除く。）の総口数の百分の三（これを下回る割合を

定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の特定出資を有する特定社

員 

  四 発行済優先出資（自己優先出資を除く。）の百分の三（これを下回る割合を定

款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の優先出資を有する優先出資

社員 

 ２ 会社法第三百五十八条第二項、第三項及び第五項から第七項まで（業務の執行に

関する検査役の選任）、第三百五十九条（裁判所による株主総会招集等の決定）、

第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る部分に限

る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号



 

 

に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限

る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除

外）並びに第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、前項の申立てがあった場

合の検査役及びその報告があった場合について準用する。この場合において、同法

第三百五十八条第三項及び第七項中「株式会社」とあるのは「特定目的会社」と、

同項中「株主」とあるのは「社員」と、同法第三百五十九条第一項第一号、第二項

及び第三項中「株主総会」とあるのは「社員総会」と、同条第一項第二号中「株

主」とあるのは「社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

 ３ 前項において読み替えて準用する会社法第三百五十九条に規定する社員総会は、

第二種特定目的会社にあっては、有議決権事項をその会議の目的とする社員総会と

みなす。 

  （社員等による取締役の行為の差止め） 

 第八十二条 社員、特定社債権者、特定約束手形の所持人又は特定目的借入れに係る

債権者は、取締役が法令又は資産流動化計画に違反する行為をし、又はこれらの行

為をするおそれがある場合には、当該取締役に対し、当該行為をやめることを請求

することができる。 

 第八十三条 特定社員又は六箇月前から引き続き優先出資を有する優先出資社員は、

取締役が特定目的会社の目的の範囲外の行為その他定款に違反する行為をし、又は

これらの行為をするおそれがある場合において、当該行為によって当該特定目的会

社に著しい損害が生ずるおそれがあるときは、当該取締役に対し、当該行為をやめ

ることを請求することができる。 

  （取締役の報酬等） 

 第八十四条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行の対価として特定目的会社から受

ける財産上の利益（以下この節において「報酬等」という。）についての次に掲げ

る事項は、定款に当該事項を定めていないときは、社員総会の決議によって定める。 

  一 報酬等のうち額が確定しているものについては、その額 

  二 報酬等のうち額が確定していないものについては、その具体的な算定方法 

  三 報酬等のうち金銭でないものについては、その具体的な内容 

 ２ 会社法第三百六十一条第二項（取締役の報酬等）の規定は、前項の決議について

準用する。この場合において、同項中「前項第二号」とあるのは「資産流動化法第

八十四条第一項第二号」と、「株主総会」とあるのは「社員総会」と読み替えるも

のとする。 

  （取締役等についての会社法の準用） 

 第八十五条 会社法第三百五十一条（代表取締役に欠員を生じた場合の措置）、第八

百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る部分に限



 

 

る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号

に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限

る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除

外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）及び第九百三十七条第一項（第二号イに

係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は特定目的会社の代表取締役

について、同法第三百五十二条（取締役の職務を代行する者の権限）、第八百六十

八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第二号に係る部分に限る。）（陳

述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分

に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第一号に係る部分に限る。）（不服申

立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七

十六条（最高裁判所規則）の規定は特定目的会社の職務代行者について、同法第三

百五十四条（表見代表取締役）の規定は特定目的会社について、同法第三百五十五

条（忠実義務）及び第三百五十七条第一項（取締役の報告義務）の規定は特定目的

会社の取締役について、それぞれ準用する。この場合において、同法第三百五十五

条中「法令及び定款」とあるのは「法令、資産流動化計画及び定款」と、「株主総

会」とあるのは「社員総会」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、

政令で定める。 

      第五款 会計参与 

  （会計参与の権限等） 

 第八十六条 会計参与は、取締役と共同して、計算書類（第百二条第二項に規定する

計算書類をいう。以下この節において同じ。）及びその附属明細書を作成する。こ

の場合において、会計参与は、内閣府令で定めるところにより、会計参与報告を作

成しなければならない。 

 ２ 会社法第三百七十四条第二項、第三項及び第五項（会計参与の権限）、第三百七

十五条第一項（会計参与の報告義務）、第三百七十七条第一項（株主総会における

意見の陳述）並びに第三百七十八条第一項（第一号に係る部分に限る。）及び第二

項（会計参与による計算書類等の備置き等）の規定は、会計参与設置会社について

準用する。この場合において、同法第三百七十四条第三項中「会計参与設置会社の

子会社に対して会計に関する報告を求め、又は会計参与設置会社若しくはその子会

社」とあるのは「会計参与設置会社」と、同条第五項中「第三百三十三条第三項第

二号又は第三号」とあるのは「資産流動化法第七十一条第二項において準用する第

三百三十三条第三項第二号又は第三号」と、同法第三百七十五条第一項中「法令若

しくは定款」とあるのは「法令、資産流動化計画若しくは定款」と、同法第三百七

十七条第一項中「第三百七十四条第一項」とあるのは「資産流動化法第八十六条第

一項」と、「株主総会」とあるのは「社員総会」と、同法第三百七十八条第一項第

一号中「定時株主総会」とあるのは「定時社員総会」と、同条第二項中「株主」と



 

 

あるのは「社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定

める。 

 ３ 会社法第三百七十九条（会計参与の報酬等）及び第三百八十条（費用等の請求）

の規定は、特定目的会社の会計参与について準用する。この場合において、同法第

三百七十九条中「株主総会」とあるのは「社員総会」と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

      第六款 監査役 

  （監査役の権限） 

 第八十七条 監査役は、取締役（会計参与設置会社にあっては、取締役及び会計参

与）の職務の執行を監査する。この場合において、監査役は、内閣府令で定めると

ころにより、監査報告を作成しなければならない。 

 ２ 監査役は、いつでも、取締役及び会計参与並びに使用人に対して事業の報告を求

め、若しくは特定目的会社の業務及び財産の状況の調査をし、又は取締役に対し意

見を述べることができる。 

  （取締役への報告義務） 

 第八十八条 監査役は、取締役が不正の行為をし、若しくは当該行為をするおそれが

あると認めるとき、又は法令、資産流動化計画若しくは定款に違反する事実若しく

は著しく不当な事実があると認めるときは、遅滞なく、当該取締役（以下この項及

び第四項において「非行取締役」という。）以外に他の取締役があるときは当該他

の取締役に対し、非行取締役以外に他の取締役がないときは社員総会（特定社員を

構成員とするものに限る。）において、その旨を報告しなければならない。 

 ２ 監査役は、前項に規定する場合において必要があると認めるときは、取締役に社

員総会の招集を請求することができる。 

 ３ 前項の請求があった場合において、当該請求の日から一週間以内に、当該請求の

日から二週間以内の日を会日とする社員総会の招集の通知が発せられないときは、

当該請求をした監査役は、社員総会の招集をすることができる。 

 ４ 監査役は、社員総会において、非行取締役の解任に関する議案を提出することが

できる。 

  （監査役の報酬等） 

 第八十九条 監査役の報酬等は、定款でその額を定めていないときは、社員総会の決

議によって定める。 

 ２ 会社法第三百八十七条第二項及び第三項（監査役の報酬等）の規定は、特定目的

会社の監査役の報酬等について準用する。この場合において、同条中「株主総会」

とあるのは「社員総会」と、同条第二項中「前項」とあるのは「資産流動化法第八

十九条第一項」と読み替えるものとする。 

  （監査役についての会社法の準用） 



 

 

 第九十条 会社法第三百八十四条から第三百八十六条まで（株主総会に対する報告義

務、監査役による取締役の行為の差止め、監査役設置会社と取締役との間の訴えに

おける会社の代表）及び第三百八十八条（費用等の請求）の規定は、特定目的会社

の監査役について準用する。この場合において、同法第三百八十四条中「株主総

会」とあるのは「社員総会」と、同条及び同法第三百八十五条第一項中「法令若し

くは定款」とあるのは「法令、資産流動化計画若しくは定款」と、同法第三百八十

六条第一項中「第三百四十九条第四項、第三百五十三条及び第三百六十四条」とあ

り、及び同条第二項中「第三百四十九条第四項」とあるのは「資産流動化法第七十

九条第四項において準用する第三百四十九条第四項」と、同項第一号中「第八百四

十七条第一項」とあるのは「資産流動化法第九十七条第一項」と、同項第二号中

「第八百四十九条第三項」とあるのは「資産流動化法第九十七条第二項において準

用する第八百四十九条第三項」と、「第八百五十条第二項」とあるのは「資産流動

化法第九十七条第二項において準用する第八百五十条第二項」と読み替えるものと

する。 

      第七款 会計監査人 

  （会計監査人の権限等） 

 第九十一条 会計監査人は、次節第三款の定めるところにより、特定目的会社の計算

書類及びその附属明細書を監査する。この場合において、会計監査人は、内閣府令

で定めるところにより、会計監査報告を作成しなければならない。 

 ２ 会計監査人は、いつでも、次に掲げるものの閲覧及び謄写をし、又は取締役及び

会計参与並びに使用人に対し、会計に関する報告を求めることができる。 

  一 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書

面 

  二 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したもの 

 ３ 会計監査人は、その職務を行うため必要があるときは、特定目的会社の業務及び

財産の状況の調査をすることができる。 

 ４ 会計監査人は、その職務を行うに当たっては、次のいずれかに該当する者を使用

してはならない。 

  一 第七十三条第三項第一号又は第二号に掲げる者 

  二 特定目的会社又は特定資産譲渡人等の取締役、会計参与、監査役、執行役又は

使用人である者 

  三 特定目的会社又は特定資産譲渡人等から公認会計士又は監査法人の業務以外の

業務により継続的な報酬を受けている者 

  （監査役に対する報告） 

 第九十二条 会計監査人は、その職務を行うに際して取締役の職務の執行に関し不正



 

 

の行為又は法令、資産流動化計画若しくは定款に違反する重大な事実があることを

発見したときは、遅滞なく、これを監査役に報告しなければならない。 

 ２ 監査役は、その職務を行うため必要があるときは、会計監査人に対し、その監査

に関する報告を求めることができる。 

  （会計監査人等についての会社法の準用） 

 第九十三条 会社法第三百九十八条第一項及び第二項（定時株主総会における会計監

査人の意見の陳述）の規定は特定目的会社の会計監査人について、同法第三百九十

九条第一項（会計監査人の報酬等の決定に関する監査役の関与）の規定は特定目的

会社の会計監査人及び一時会計監査人の職務を行うべき者について、それぞれ準用

する。この場合において、同法第三百九十八条第一項中「第三百九十六条第一項」

とあるのは「資産流動化法第九十一条第一項」と、「法令又は定款」とあるのは

「法令、資産流動化計画又は定款」と、同項及び同条第二項中「定時株主総会」と

あるのは「定時社員総会」と読み替えるものとする。 

      第八款 役員等の損害賠償責任 

  （役員等の特定目的会社に対する損害賠償責任） 

 第九十四条 取締役、会計参与、監査役又は会計監査人（以下この款において「役員

等」という。）は、その任務を怠ったときは、特定目的会社に対し、これによって

生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 取締役が第八十条第一項の規定に違反して同項第一号の取引をしたときは、当該

取引によって取締役又は第三者が得た利益の額は、前項の損害の額と推定する。 

 ３ 第八十条第一項第二号又は第三号の取引によって特定目的会社に損害が生じたと

きは、次に掲げる取締役は、その任務を怠ったものと推定する。 

  一 第八十条第一項の取締役 

  二 特定目的会社が当該取引をすることを決定した取締役 

 ４ 第一項の責任は、総社員の同意がなければ、免除することができない。 

 ５ 第八十条第一項第二号の取引（自己のためにした取引に限る。）をした取締役の

第一項の責任は、任務を怠ったことが当該取締役の責めに帰することができない事

由によるものであることをもって免れることができない。 

  （役員等の第三者に対する損害賠償責任） 

 第九十五条 役員等がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、

当該役員等は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 次の各号に掲げる者が、当該各号に定める行為をしたときも、前項と同様とする。

ただし、その者が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明した

場合は、この限りでない。 

  一 取締役 次に掲げる行為 

   イ 特定出資、優先出資若しくは特定社債を引き受ける者の募集をする際に通知



 

 

しなければならない重要な事項についての虚偽の通知又は当該募集のための当

該特定目的会社の事業その他の事項に関する説明に用いた資料についての虚偽

の記載若しくは記録 

   ロ 計算書類及び事業報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき

重要な事項についての虚偽の記載又は記録 

   ハ 虚偽の登記 

   ニ 虚偽の公告（第百四条第七項に規定する措置を含む。） 

  二 会計参与 計算書類及びその附属明細書並びに会計参与報告に記載し、又は記

録すべき重要な事項についての虚偽の記載又は記録 

  三 監査役 監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚偽の記載

又は記録 

  四 会計監査人 会計監査報告に記載し、又は記録すべき重要な事項についての虚

偽の記載又は記録 

  （役員等の連帯責任） 

 第九十六条 役員等が特定目的会社又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う場

合において、他の役員等も当該損害を賠償する責任を負うときは、これらの者は、

連帯債務者とする。 

  （責任追及の訴え） 

 第九十七条 特定社員又は六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、

その期間）前から引き続き優先出資を有する優先出資社員は、特定目的会社に対し、

書面その他の内閣府令で定める方法により、役員等の責任を追及する訴え（以下こ

の条において「責任追及の訴え」という。）の提起を請求することができる。ただ

し、次に掲げる場合は、この限りでない。 

  一 責任追及の訴えが当該社員若しくは第三者の不正な利益を図り又は当該特定目

的会社に損害を加えることを目的とする場合 

  二 責任追及の訴えにより当該特定目的会社の正当な利益が著しく害されること、

当該特定目的会社が過大な費用を負担することとなることその他これに準ずる事

態が生ずることが相当の確実さをもって予測される場合 

 ２ 会社法第八百四十七条第三項から第八項まで（責任追及等の訴え）及び第八百四

十八条から第八百五十三条まで（第八百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五

十一条を除く。）（訴えの管轄、訴訟参加、和解、費用等の請求、再審の訴え）の

規定は、特定目的会社における責任追及の訴えについて準用する。この場合におい

て、同法第八百四十七条第三項から第五項まで及び第七項の規定中「株主」とある

のは「特定社員又は優先出資社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読

替えは、政令で定める。 

 ３ 特定目的会社が、取締役若しくは清算人又はこれらの者であった者を補助するた



 

 

め、責任追及の訴えに係る訴訟に参加するには、特定社員の全員の同意を得なけれ

ばならない。 

     第五節 計算等 

      第一款 会計の原則 

 第九十八条 特定目的会社の会計は、一般に公正妥当と認められる企業会計の慣行に

従うものとする。 

      第二款 会計帳簿 

  （会計帳簿の作成及び保存） 

 第九十九条 特定目的会社は、内閣府令で定めるところにより、適時に、正確な会計

帳簿を作成しなければならない。 

 ２ 特定目的会社は、会計帳簿の閉鎖の時から十年間、その会計帳簿及びその事業に

関する重要な資料を保存しなければならない。 

  （会計帳簿の閲覧等の請求） 

 第百条 総特定社員（社員総会において決議をすることができる事項の全部につき議

決権を行使することができない特定社員を除く。）の議決権の百分の三（これを下

回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する特定社

員若しくは総優先出資社員（社員総会において決議をすることができる事項の全部

につき議決権を行使することができない優先出資社員を除く。）の議決権の百分の

三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を

有する優先出資社員又は特定出資（自己特定出資を除く。）の総口数の百分の三

（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の特定

出資を有する特定社員若しくは発行済優先出資（自己優先出資を除く。）の百分の

三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の優

先出資を有する優先出資社員は、特定目的会社の営業時間内は、いつでも、次に掲

げる請求をすることができる。この場合においては、当該請求の理由を明らかにし

てしなければならない。 

  一 会計帳簿又はこれに関する資料が書面をもって作成されているときは、当該書

面の閲覧又は謄写の請求 

  二 会計帳簿又はこれに関する資料が電磁的記録をもって作成されているときは、

当該電磁的記録に記録された事項を内閣府令で定める方法により表示したものの

閲覧又は謄写の請求 

 ２ 会社法第四百三十三条第二項（会計帳簿の閲覧等の請求）の規定は、特定目的会

社について準用する。この場合において、同項第一号及び第二号中「株主」とある

のは、「社員」と読み替えるものとする。 

  （会計帳簿の提出命令） 

 第百一条 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、会計帳簿の全



 

 

部又は一部の提出を命ずることができる。 

      第三款 計算書類等 

  （計算書類等の作成、保存及び監査） 

 第百二条 特定目的会社は、内閣府令で定めるところにより、その成立の日における

貸借対照表を作成しなければならない。 

 ２ 特定目的会社は、内閣府令で定めるところにより、各事業年度に係る計算書類

（貸借対照表、損益計算書その他特定目的会社の財産及び損益の状況を示すために

必要かつ適当なものとして内閣府令で定めるものをいう。以下この款並びに第百十

一条第二項第二号及び第百十八条において同じ。）、事業報告及び利益の処分又は

損失の処理に関する議案（以下この款において「利益処分案」という。）並びにこ

れらの附属明細書を作成しなければならない。 

 ３ 計算書類、事業報告及び利益処分案並びにこれらの附属明細書は、電磁的記録を

もって作成することができる。 

 ４ 特定目的会社は、計算書類を作成した時から十年間、当該計算書類及びその附属

明細書を保存しなければならない。 

 ５ 会計監査人設置会社においては、次の各号に掲げるものは、内閣府令で定めると

ころにより、当該各号に定める者の監査を受けなければならない。 

  一 第二項の計算書類及びその附属明細書 監査役及び会計監査人 

  二 第二項の事業報告及びその附属明細書 監査役 

 ６ 会計監査人設置会社でない特定目的会社においては、第二項の計算書類及び事業

報告並びにこれらの附属明細書は、内閣府令で定めるところにより、監査役の監査

を受けなければならない。 

  （計算書類等の社員への提供） 

 第百三条 会計監査人設置会社の取締役は、定時社員総会の招集の通知に際して、内

閣府令で定めるところにより、社員に対し、前条第五項の監査を受けた計算書類、

事業報告及び利益処分案並びに監査報告及び会計監査報告を提供しなければならな

い。ただし、次条第二項の承認につき議決権を有しない者に対し第五十六条第一項

の規定により招集の通知が発せられる場合における当該招集の通知については、こ

の限りでない。 

 ２ 前項本文の規定は、会計監査人設置会社でない特定目的会社について準用する。

この場合において、同項本文中「前条第五項」とあるのは「前条第六項」と、「並

びに監査報告及び会計監査報告」とあるのは「及び監査報告」と読み替えるものと

する。 

  （計算書類等の定時社員総会への提出等） 

 第百四条 取締役は、第百二条第五項又は第六項の監査を受けた計算書類、事業報告

及び利益処分案を定時社員総会に提出し、又は提供しなければならない。 



 

 

 ２ 前項の規定により提出され、又は提供された計算書類及び利益処分案は、定時社

員総会の決議による承認を受けなければならない。 

 ３ 取締役は、第一項の規定により提出され、又は提供された事業報告の内容を定時

社員総会に報告しなければならない。 

 ４ 会計監査人設置会社については、第百二条第五項の監査を受けた計算書類が法令、

資産流動化計画及び定款に従い特定目的会社の財産及び損益の状況を正しく表示し

ているものとして内閣府令で定める要件に該当する場合には、当該計算書類につい

ては、第二項の規定は、適用しない。この場合においては、取締役は、当該計算書

類の内容を定時社員総会に報告しなければならない。 

 ５ 特定目的会社は、内閣府令で定めるところにより、定時社員総会の終結後遅滞な

く、貸借対照表及び損益計算書（会計監査人設置会社でない特定目的会社にあって

は、貸借対照表）を公告しなければならない。 

 ６ 前項の規定にかかわらず、その公告方法が第百九十四条第一項第一号又は第二号

に掲げる方法である特定目的会社は、前項に規定する貸借対照表及び損益計算書の

要旨を公告することで足りる。 

 ７ 前項の特定目的会社は、内閣府令で定めるところにより、定時社員総会の終結後

遅滞なく、第五項に規定する貸借対照表及び損益計算書の内容である情報を、定時

社員総会の終結の日後五年を経過する日までの間、継続して電磁的方法により不特

定多数の者が提供を受けることができる状態に置く措置をとることができる。この

場合においては、前二項の規定は、適用しない。 

 ８ 証券取引法第二十四条第三項の規定により有価証券報告書を内閣総理大臣に提出

しなければならない特定目的会社については、前三項の規定は、適用しない。 

  （計算書類等の備置き及び閲覧等） 

 第百五条 会計監査人設置会社は、各事業年度に係る計算書類、事業報告及び利益処

分案並びにこれらの附属明細書（監査報告及び会計監査報告を含む。次項において

「計算書類等」という。）を、定時社員総会の日の一週間前の日（第六十三条第一

項の場合にあっては、同項の提案があった日）から五年間、その本店に備え置かな

ければならない。 

 ２ 会計監査人設置会社は、計算書類等の写しを、定時社員総会の日の一週間前の日

（第六十三条第一項の場合にあっては、同項の提案があった日）から三年間、その

支店に備え置かなければならない。ただし、計算書類等が電磁的記録で作成されて

いる場合であって、支店における第四項において準用する会社法第四百四十二条第

三項第三号及び第四号に掲げる請求に応じることを可能とするための措置として内

閣府令で定めるものをとっているときは、この限りでない。 

 ３ 前二項の規定は、会計監査人設置会社でない特定目的会社に係る計算書類、事業

報告、利益処分案及びこれらの附属明細書並びに監査報告について準用する。この



 

 

場合において、第一項中「監査報告及び会計監査報告」とあるのは、「監査報告」

と読み替えるものとする。 

 ４ 会社法第四百四十二条第三項（計算書類等の備置き及び閲覧等）の規定は、特定

目的会社の社員及び債権者について準用する。 

  （計算書類等の提出命令） 

 第百六条 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、計算書類及び

その附属明細書の全部又は一部の提出を命ずることができる。 

      第四款 資本金の額等 

  （資本金の額） 

 第百七条 特定目的会社の資本金の額は、特定資本金の額又は資産流動化計画で優先

出資の発行が定められた場合には、特定資本金の額及び優先資本金の額の合計額と

する。 

  （特定資本金の額の減少） 

 第百八条 特定目的会社は、損失のてん補のためにのみ、定款を変更することにより、

特定資本金の額の減少をすることができる。 

 ２ 前項の規定により定款を変更する場合には、第百五十条の社員総会の決議におい

て、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 減少する特定資本金の額 

  二 特定資本金の額の減少がその効力を生ずる日 

 ３ 前項第一号の額は、同項第二号の日における特定資本金の額を超えることができ

ない。 

 ４ 第二項第一号の額は、損失の額として内閣府令で定める方法により算定される額

を超えることができない。 

  （優先資本金の額の減少） 

 第百九条 特定目的会社は、次条の規定による場合及び第百五十九条第一項の社員総

会の承認を経てする場合のほか、社員総会の決議によって、優先資本金の額の減少

をすることができる。 

 ２ 前項の決議においては、次に掲げる事項を定めなければならない。この場合にお

いては、第三号及び第四号に定める額の合計額は、第一号の額を超えてはならない。 

  一 減少する優先資本金の額 

  二 優先資本金の額の減少がその効力を生ずる日 

  三 優先出資の消却をするときは、消却する優先出資の種類及び口数、消却の方法

並びに消却に要する額 

  四 損失のてん補に充てるときは、てん補に充てる額 

 ３ 前項第一号の額は、同項第二号の日における優先資本金の額を超えることができ

ない。 



 

 

 ４ 第二項第四号に規定する場合における同項第一号の額は、損失の額として内閣府

令で定める方法により算定される額を超えることができない。 

 ５ 第三十九条第三項の規定は、第一項の決議について準用する。 

 ６ 第一項の規定は、資産流動化計画において優先資本金の額の減少をすることがで

きない旨を定めることを妨げない。 

 第百十条 特定目的会社は、次に掲げる事項について資産流動化計画に定めがある場

合に限り、取締役の決定（取締役が数人あるときは、その過半数をもってする決定。

以下この条において同じ。）をもって優先資本金の額の減少をすることができる。

この場合においては、優先出資の消却に要する金額は、第三項の日における減少す

る当該優先資本金の額を超えてはならない。 

  一 各優先資本金の額の減少をする目的、要件及び時期 

  二 減少する各優先資本金の額又はその計算方法 

  三 各優先資本金の額の減少において優先出資の消却をするときは、消却する優先

出資の種類及び口数又はその計算方法、消却の方法並びに消却に要する金額又は

その計算方法 

  四 その他内閣府令で定める事項 

 ２ 前項の場合において、特定目的会社は、取締役の決定の二週間前に、当該優先資

本金の額の減少に係る同項各号に掲げる事項を公告しなければならない。 

 ３ 第一項に規定する優先資本金の額の減少をするときは、取締役は、当該優先資本

金の額の減少がその効力を生ずる日を定めなければならない。 

 ４ 第六十四条の規定は、第一項の規定による優先資本金の額の減少をする場合につ

いて準用する。この場合において、同条第一項中「社員総会の決議」とあるのは

「取締役の決定」と、「決議の取消し」とあるのは「決定の取消し」と読み替える

ものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （債権者の異議） 

 第百十一条 特定目的会社が前三条の規定により特定資本金の額又は優先資本金の額

を減少する場合には、当該特定目的会社の債権者（前条の規定により優先資本金の

額を減少する場合にあっては、特定社債権者、特定約束手形の所持人及び特定目的

借入れに係る債権者を除く。以下この条において同じ。）は、当該特定目的会社に

対し、特定資本金の額又は優先資本金の額の減少について異議を述べることができ

る。 

 ２ 前項の規定により特定目的会社の債権者が異議を述べることができる場合には、

当該特定目的会社は、次に掲げる事項を官報に公告し、かつ、知れている債権者に

は、各別にこれを催告しなければならない。ただし、第三号の期間は、一箇月を下

ることができない。 

  一 当該特定資本金の額又は優先資本金の額の減少の内容 



 

 

  二 当該特定目的会社の計算書類に関する事項として内閣府令で定めるもの 

  三 債権者が一定の期間内に異議を述べることができる旨 

 ３ 債権者が前項第三号の期間内に異議を述べなかったときは、当該債権者は、当該

特定資本金の額又は優先資本金の額の減少について承認をしたものとみなす。 

 ４ 債権者が第二項第三号の期間内に異議を述べたときは、特定目的会社は、当該債

権者に対し、弁済し、若しくは相当の担保を提供し、又は当該債権者に弁済を受け

させることを目的として信託会社等に相当の財産を信託しなければならない。ただ

し、当該特定資本金の額又は優先資本金の額の減少をしても当該債権者を害するお

それがないときは、この限りでない。 

 ５ 次の各号に掲げる額の減少は、当該各号に定める日にその効力を生ずる。ただし、

前三項の規定による手続が終了していないときは、この限りでない。 

  一 特定資本金の額の減少 第百八条第二項第二号の日 

  二 第百九条第一項の優先資本金の額の減少 同条第二項第二号の日 

  三 前条第一項の優先資本金の額の減少 同条第三項の日 

 ６ 特定目的会社は、前項各号に定める日前は、いつでも当該日を変更することがで

きる。 

  （会社法の準用） 

 第百十二条 会社法第八百二十八条第一項（第五号に係る部分に限る。）及び第二項

（第五号に係る部分に限る。）（会社の組織に関する行為の無効の訴え）、第八百

三十四条（第五号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五条第一項（訴えの

管轄及び移送）、第八百三十六条から第八百三十九条まで（担保提供命令、弁論等

の必要的併合、認容判決の効力が及ぶ者の範囲、無効又は取消しの判決の効力）、

第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに第九百三十七条第一

項（第一号ニに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、特定資本

金の額又は優先資本金の額の減少の無効の訴えについて準用する。この場合におい

て、同法第八百二十八条第二項第五号中「株主等」とあるのは「社員、取締役、監

査役、清算人」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

  （減資剰余金の優先資本金への組入れ） 

 第百十三条 特定目的会社は、第百九条又は第百十条の規定により減少した優先資本

金の額が優先出資の消却に要した金額及び損失のてん補に充てた金額を超えるとき

は、その超過額（第百九十条において「減資剰余金」という。）を優先資本金に組

み入れなければならない。 

      第五款 利益の配当 

  （社員に対する利益の配当） 

 第百十四条 特定目的会社は、その社員（当該特定目的会社を除く。）に対し、最終



 

 

事業年度の末日における第一号に掲げる額から第二号から第四号までに掲げる額の

合計額を減じて得た額を限度として、利益の配当をすることができる。 

  一 資産の額 

  二 負債の額 

  三 資本金の額 

  四 前二号に掲げるもののほか、内閣府令で定める額 

 ２ 利益の配当は、資産流動化計画で定められた優先出資社員に対する優先的配当の

規定に従うほか、各社員（当該特定目的会社を除く。）の有する優先出資又は特定

出資の口数に応じて、これをしなければならない。 

  （中間配当） 

 第百十五条 事業年度を一年とする特定目的会社については、一事業年度の途中にお

いて一回に限り事業年度中の一定の日を定めその日における社員（当該特定目的会

社を除く。）に対し取締役の決定（取締役が数人あるときは、その過半数をもって

する決定）により金銭の分配（以下この款において「中間配当」という。）をする

ことができる旨を定款で定めることができる。 

 ２ 前項の決定は、同項の一定の日から三箇月以内にしなければならない。 

 ３ 中間配当は、第一号に掲げる額から第二号から第五号までに掲げる額の合計額を

減じて得た額を限度としてすることができる。 

  一 最終事業年度の末日における資産の額 

  二 最終事業年度の末日における負債の額 

  三 最終事業年度の末日における資本金の額 

  四 最終事業年度に関する定時社員総会において利益から配当し、又は支払うもの

と定めた金額 

  五 前三号に掲げるもののほか、内閣府令で定める額 

 ４ 取締役は、特定目的会社の事業年度の末日において前条第一項第二号から第四号

までに掲げる額の合計額が同項第一号に掲げる額を超えるおそれがあると認めると

きは、当該事業年度において中間配当を決定してはならない。 

 ５ 中間配当は、これを利益の配当とみなして、第三十二条第四項（第二号に係る部

分に限る。）、第四十五条第四項において準用する会社法第百五十一条（第八号に

係る部分に限る。）及び前条第二項の規定を適用する。 

  （利益の配当及び中間配当についての会社法の準用） 

 第百十六条 会社法第四百五十七条（配当財産の交付の方法等）の規定は、特定目的

会社の利益の配当及び中間配当の場合について準用する。この場合において、同条

第一項中「配当財産（第四百五十五条第二項の規定により支払う金銭及び前条の規

定により支払う金銭を含む。」とあるのは「資産流動化法第百十四条第一項の規定

により配当する金銭（中間配当の場合にあっては、分配する金銭。」と、「株主名



 

 

簿」とあるのは「特定社員名簿又は優先出資社員名簿」と、「株主（登録株式質権

者を含む。」とあるのは「社員（登録特定出資質権者及び登録優先出資質権者を含

む。」と、「株主が」とあるのは「社員が」と、同条第二項及び第三項中「配当財

産」とあるのは「金銭」と、「株主」とあるのは「社員」と読み替えるものとする。 

  （利益の配当等に関する責任） 

 第百十七条 第百十四条第一項の規定に違反して特定目的会社が同項の規定による利

益の配当をした場合又は第百十五条第三項の規定に違反して中間配当をした場合に

は、当該行為により配当する金銭（以下この款において「配当金」という。）の額

（同項の規定に違反して中間配当をした場合にあっては分配する金銭（以下この款

において「分配金」という。）の額。以下この条において同じ。）の交付を受けた

者並びに当該利益の配当又は中間配当に関する職務を行った取締役（当該取締役の

行う利益の配当又は中間配当に職務上関与した者として内閣府令で定めるものを含

む。）及び次の各号に掲げる者は、当該特定目的会社に対し、連帯して、当該配当

金の額の交付を受けた者が交付を受けた配当金の額に相当する金銭を支払う義務を

負う。 

  一 第百四条第二項の規定による定時社員総会の決議による承認があった場合（当

該決議によって定められた配当金の額が当該事業年度の末日における第百十四条

第一項（各号を除く。）に規定する額を超える場合に限る。）における当該定時

社員総会に係る総会議案提案取締役（当該定時社員総会に議案を提案した取締役

として内閣府令で定めるものをいう。） 

  二 第百十五条第一項の規定による取締役の決定があった場合（当該決定によって

定められた分配金の額が同条第三項に規定する額を超える場合に限る。）におけ

る当該取締役の決定に係る決定案提案取締役（当該決定に係る案を提案した取締

役として内閣府令で定めるものをいう。） 

  （欠損が生じた場合の責任） 

 第百十八条 特定目的会社が中間配当をした場合において、当該中間配当をした日の

属する事業年度（その事業年度の直前の事業年度が最終事業年度でないときは、そ

の事業年度の直前の事業年度）に係る計算書類につき第百四条第二項の承認を受け

た時（同条第四項前段に規定する場合にあっては、同項後段の報告をした時）にお

ける第百十四条第一項第二号から第四号までに掲げる額の合計額が同項第一号に掲

げる額を超えるときは、当該中間配当に関する職務を行った取締役は、当該特定目

的会社に対し、連帯して、その超過額（当該超過額が当該中間配当の分配金の額を

超える場合にあっては、当該分配金の額）を支払う義務を負う。ただし、当該取締

役がその職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明した場合は、この限り

でない。 

  （取締役の責任等についての会社法の準用） 



 

 

 第百十九条 会社法第四百六十二条第二項及び第三項（剰余金の配当等に関する責

任）の規定は第百十七条の規定による特定目的会社の取締役の責任について、同法

第四百六十三条（株主に対する求償権の制限等）の規定は特定目的会社の社員につ

いて、同法第四百六十四条（買取請求に応じて株式を取得した場合の責任）の規定

は第百五十三条の規定による請求に応じた特定目的会社の取締役の責任について、

同法第四百六十五条第二項（欠損が生じた場合の責任）の規定は前条の規定による

特定目的会社の取締役の責任について、それぞれ準用する。この場合において、同

法第四百六十二条第二項及び第三項中「業務執行者」とあるのは「同条に規定する

取締役」と、同項中「前条第一項各号に掲げる行為の時における分配可能額」とあ

るのは「資産流動化法第百十四条第一項又は第百十五条第三項に規定する額」と、

同法第四百六十三条第一項中「第四百六十一条第一項各号に掲げる行為」とあるの

は「資産流動化法第百十四条の規定による利益の配当又は中間配当」と、「金銭等

の帳簿価額の総額」とあるのは「配当金の額又は分配金の額」と、「当該行為がそ

の効力を生じた日における分配可能額」とあるのは「同条第一項又は資産流動化法

第百十五条第三項に規定する額」と、同条第二項中「金銭等の帳簿価額」とあるの

は「配当金の額又は分配金の額」と、同法第四百六十四条第一項中「当該支払の日

における分配可能額」とあるのは「当該支払が属する事業年度（その事業年度の直

前の事業年度が最終事業年度でないときは、その事業年度の直前の事業年度）に係

る資産流動化法第百十四条第一項の額」と読み替えるものとするほか、必要な技術

的読替えは、政令で定める。 

 ２ 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、第百十七条の規定による同条に規定する特定目的会

社の取締役の責任を追及する訴え並びに前条の規定及び前項において準用する同法

第四百六十四条の規定による特定目的会社の取締役の責任を追及する訴えについて

準用する。この場合において、同法第八百四十七条第一項中「六箇月（これを下回

る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き株式を有する株

主（第百八十九条第二項の定款の定めによりその権利を行使することができない単

元未満株主を除く。）」とあるのは「特定社員又は六箇月（これを下回る期間を定

款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き優先出資を有する優先出資

社員」と、同条第三項から第五項まで及び第七項中「株主」とあるのは「特定社員

又は優先出資社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

  （社員等の権利の行使に関する利益の供与） 

 第百二十条 特定目的会社は、何人に対しても、社員、特定社債権者、特定約束手形

の所持人又は特定目的借入れに係る債権者（次項及び第五項において「社員等」と



 

 

いう。）の権利の行使に関し、財産上の利益の供与（当該特定目的会社の計算にお

いてするものに限る。以下この条において同じ。）をしてはならない。 

 ２ 特定目的会社が特定の社員等に対して無償で財産上の利益の供与をしたときは、

当該特定目的会社は、社員等の権利の行使に関し、財産上の利益の供与をしたもの

と推定する。特定目的会社が特定の社員等に対して有償で財産上の利益の供与をし

た場合において、当該特定目的会社の受けた利益が当該財産上の利益に比して著し

く少ないときも、同様とする。 

 ３ 特定目的会社が第一項の規定に違反して財産上の利益の供与をしたときは、当該

利益の供与を受けた者は、これを当該特定目的会社に返還しなければならない。こ

の場合において、当該利益の供与を受けた者は、当該特定目的会社に対して当該利

益と引換えに給付をしたものがあるときは、その返還を受けることができる。 

 ４ 特定目的会社が第一項の規定に違反して財産上の利益の供与をしたときは、当該

利益の供与をすることに関与した取締役として内閣府令で定める者は、当該特定目

的会社に対して、連帯して、供与した利益の価額に相当する額を支払う義務を負う。

ただし、その者がその職務を行うについて注意を怠らなかったことを証明した場合

は、この限りでない。 

 ５ 前項の義務は、すべての社員等の同意がなければ、免除することができない。 

 ６ 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、第三項の利益の返還を求める訴えについて準用する。

この場合において、同法第八百四十七条第一項中「六箇月（これを下回る期間を定

款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き株式を有する株主（第百八

十九条第二項の定款の定めによりその権利を行使することができない単元未満株主

を除く。）」とあるのは「特定社員又は六箇月（これを下回る期間を定款で定めた

場合にあっては、その期間）前から引き続き優先出資を有する優先出資社員」と、

同条第三項から第五項まで及び第七項中「株主」とあるのは「特定社員又は優先出

資社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

     第六節 特定社債 

      第一款 通則 

  （特定社債を引き受ける者の募集） 

 第百二十一条 特定目的会社は、資産流動化計画の定めるところに従い、取締役の決

定（取締役が数人あるときは、その過半数をもってする決定）により、特定社債を

引き受ける者の募集をすることができる。 

 ２ 特定目的会社は、他の特定目的会社と合同して特定社債を発行することができな

い。 

  （募集特定社債の申込み） 



 

 

 第百二十二条 特定目的会社は、前条第一項の募集に応じて募集特定社債（当該募集

に応じて当該特定社債の引受けの申込みをした者に対して割り当てる特定社債をい

う。以下この節において同じ。）の引受けの申込みをしようとする者に対し、次に

掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 商号及び業務開始届出の年月日（新計画届出を行った場合にあっては、当該新

計画届出の年月日） 

  二 申込みの対象が特定社債である旨 

  三 募集特定社債に係る特定資産の種類 

  四 募集特定社債の総額 

  五 各募集特定社債の金額 

  六 募集特定社債の利率 

  七 募集特定社債の償還の方法及び期限 

  八 利息支払の方法及び期限 

  九 特定社債券を発行するときは、その旨 

  十 特定社債権者が第百二十五条において準用する会社法第六百九十八条の規定に

よる請求の全部又は一部をすることができないこととするときは、その旨 

  十一 特定社債管理者が特定社債権者集会の決議によらずに第百二十七条第四項第

二号に掲げる行為をすることができることとするときは、その旨 

  十二 募集特定社債の割当てを受ける者を定めるべき期限 

  十三 前号の期限までに募集特定社債の総額について割当てを受ける者を定めてい

ない場合においてその残額を引き受けることを約した者があるときは、その氏名

又は名称 

  十四 各募集特定社債の払込金額（各募集特定社債と引換えに払い込む金銭の額を

いう。以下この節（第百三十九条第二項及び第三項、第百四十四条第一項第二号

並びに第百四十五条第一項第一号及び第二項を除く。）において同じ。）若しく

はその最低金額又はこれらの算定方法 

  十五 募集特定社債と引換えにする金銭の払込みの期日 

  十六 銀行等の払込みの取扱いの場所 

  十七 資産流動化計画に定められた特定資産を特定するに足りる事項、当該特定資

産の上に存在する特定目的会社に対抗することができる権利その他当該特定資産

の価格を知るために必要な事項の概要 

  十八 特定目的会社以外の者であって政令で定めるものが前号の特定資産の価格に

つき調査した結果（当該特定資産が不動産（土地若しくは建物又はこれらに関す

る所有権以外の権利をいう。）であるときは、不動産鑑定士による鑑定評価を踏

まえて調査したものに限る。） 

  十九 資産流動化計画に他の特定社債の発行についての定めがあるときは、当該他



 

 

の特定社債の第四号から第八号まで及び第十四号に掲げる事項及びその発行状況 

  二十 資産流動化計画に特定短期社債の発行についての定めがあるときは、当該特

定短期社債の限度額その他の内閣府令で定める事項及びその発行状況 

  二十一 資産流動化計画に特定約束手形の発行についての定めがあるときは、当該

特定約束手形の限度額その他の内閣府令で定める事項及びその発行状況 

  二十二 資産流動化計画に特定目的借入れについての定めがあるときは、その限度

額その他の内閣府令で定める事項及びその借入状況 

  二十三 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

 ２ 前条第一項の募集に応じて募集特定社債の引受けの申込みをする者は、次に掲げ

る事項を記載した書面を特定目的会社に交付しなければならない。 

  一 申込みをする者の氏名又は名称及び住所 

  二 引き受けようとする募集特定社債の金額及び金額ごとの数 

  三 特定目的会社が前項第十四号の最低金額を定めたときは、希望する払込金額 

 ３ 前項の申込みをする者は、同項の書面の交付に代えて、政令で定めるところによ

り、特定目的会社の承諾を得て、同項の書面に記載すべき事項を電磁的方法により

提供することができる。この場合において、当該申込みをした者は、同項の書面を

交付したものとみなす。 

 ４ 第一項の規定は、特定目的会社が同項各号に掲げる事項を記載した証券取引法第

二条第十項に規定する目論見書を第一項の申込みをしようとする者に対して交付し

ている場合その他募集特定社債の引受けの申込みをしようとする者の保護に欠ける

おそれがないものとして内閣府令で定める場合には、適用しない。 

 ５ 特定目的会社は、第一項各号に掲げる事項について変更があったときは、直ちに、

その旨及び当該変更があった事項を第二項の申込みをした者（以下この節において

「申込者」という。）に通知しなければならない。 

 ６ 特定目的会社が申込者に対してする通知又は催告は、第二項第一号の住所（当該

申込者が別に通知又は催告を受ける場所又は連絡先を当該特定目的会社に通知した

場合にあっては、その場所又は連絡先）にあてて発すれば足りる。 

 ７ 前項の通知又は催告は、その通知又は催告が通常到達すべきであった時に、到達

したものとみなす。 

 ８ 特定目的会社は、第一項第十三号に規定する者がある場合を除き、同項第十二号

の期限までに募集特定社債の総額について割当てを受ける者を定めていない場合に

は、募集特定社債の全部を発行してはならない。 

 ９ 取締役は、申込者から資産流動化計画の閲覧又は当該資産流動化計画の謄本若し

くは抄本の交付の求めがあったときは、これに応じなければならない。 

 10 第四十条第九項の規定は申込者から資産流動化計画の謄本又は抄本の交付の求め

があった場合について、会社法第六十四条（払込金の保管証明）の規定は第一項第



 

 

十六号の払込みの取扱いをした銀行等について、それぞれ準用する。この場合にお

いて、第四十条第九項中「前項」とあるのは「第百二十二条第九項」と、同法第六

十四条第一項中「第五十七条第一項」とあるのは「資産流動化法第百二十一条第一

項」と、「発起人」とあるのは「取締役」と、「これらの規定により」とあるのは

「当該募集特定社債と引換えに」と、同条第二項中「第三十四条第一項若しくは前

条第一項の規定により」とあるのは「募集特定社債と引換えに」と、「成立後の株

式会社」とあるのは「特定目的会社」と読み替えるものとする。 

  （募集特定社債の割当て） 

 第百二十三条 特定目的会社は、申込者の中から募集特定社債の割当てを受ける者を

定め、かつ、その者に割り当てる募集特定社債の金額及び金額ごとの数を定めなけ

ればならない。この場合において、特定目的会社は、当該申込者に割り当てる募集

特定社債の金額ごとの数を、前条第二項第二号の数よりも減少することができる。 

 ２ 特定目的会社は、前条第一項第十五号の期日の前日までに、申込者に対し、当該

申込者に割り当てる募集特定社債の金額及び金額ごとの数を通知しなければならな

い。 

  （募集特定社債の申込み及び割当てに関する特則） 

 第百二十四条 前二条の規定は、募集特定社債を引き受けようとする者がその総額の

引受けを行う契約を締結する場合には、適用しない。 

  （会社法の準用） 

 第百二十五条 会社法第六百八十条から第七百一条まで（第六百八十四条第四項及び

第五項を除く。）（募集社債の社債権者、社債原簿、社債原簿記載事項を記載した

書面の交付等、社債原簿管理人、社債原簿の備置き及び閲覧等、社債権者に対する

通知等、共有者による権利の行使、社債券を発行する場合の社債の譲渡、社債の譲

渡の対抗要件、権利の推定等、社債権者の請求によらない社債原簿記載事項の記載

又は記録、社債権者の請求による社債原簿記載事項の記載又は記録、社債券を発行

する場合の社債の質入れ、社債の質入れの対抗要件、質権に関する社債原簿の記載

等、質権に関する社債原簿の記載事項を記載した書面の交付等、社債券の発行、社

債券の記載事項、記名式と無記名式との間の転換、社債券の喪失、利札が欠けてい

る場合における社債の償還、社債の償還請求権等の消滅時効）の規定は、特定目的

会社が特定社債を発行する場合における特定社債、特定社債権者、特定社債券又は

特定社債原簿について準用する。この場合において、これらの規定中「社債原簿記

載事項」、「社債発行会社」及び「無記名社債」とあるのは、それぞれ「特定社債

原簿記載事項」、「特定社債発行会社」及び「無記名特定社債」と、同法第六百八

十条中「募集社債」とあるのは「募集特定社債」と、同条第二号中「前条」とある

のは「資産流動化法第百二十四条」と、同法第六百八十一条第一号中「第六百七十

六条第三号から第八号まで」とあるのは「資産流動化法第百二十二条第一項第六号



 

 

から第十一号まで」と、同法第六百八十三条及び第六百八十四条第一項中「社債原

簿管理人」とあるのは「特定社債原簿管理人」と、同法第六百八十五条第五項中

「第七百二十条第一項」とあるのは「資産流動化法第百二十九条第二項において準

用する第七百二十条第一項」と、同法第六百九十八条中「第六百七十六条第七号」

とあるのは「資産流動化法第百二十二条第一項第十号」と読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （特定社債管理者の設置） 

 第百二十六条 特定目的会社は、特定社債を発行する場合には、特定社債管理者を定

め、特定社債権者のために、弁済の受領、債権の保全その他の特定社債の管理を行

うことを委託しなければならない。ただし、その募集に係る各募集特定社債の金額

が一億円以上である場合その他特定社債権者の保護に欠けるおそれがないものとし

て内閣府令で定める場合は、この限りでない。 

  （特定社債管理者の権限等） 

 第百二十七条 特定社債管理者は、特定社債権者のために特定社債に係る債権の弁済

を受け、又は特定社債に係る債権の実現を保全するために必要な一切の裁判上又は

裁判外の行為をする権限を有する。 

 ２ 特定社債管理者が前項の弁済を受けた場合には、特定社債権者は、その特定社債

管理者に対し、特定社債の償還額及び利息の支払を請求することができる。この場

合において、特定社債券を発行する旨の定めがあるときは、特定社債権者は、特定

社債券と引換えに当該償還額の支払を、利札と引換えに当該利息の支払を請求しな

ければならない。 

 ３ 前項前段の規定による請求権は、十年間行使しないときは、時効によって消滅す

る。 

 ４ 特定社債管理者は、特定社債権者集会の決議によらなければ、次に掲げる行為を

してはならない。ただし、第二号に掲げる行為については、第百二十二条第一項の

規定により同項第十一号に掲げる事項を通知した場合は、この限りでない。 

  一 当該特定社債の全部についてするその支払の猶予、その債務の不履行によって

生じた責任の免除又は和解（次号に掲げる行為を除く。） 

  二 当該特定社債の全部についてする訴訟行為又は破産手続、再生手続若しくは特

別清算に関する手続に属する行為（第一項の行為を除く。） 

 ５ 特定社債管理者は、前項ただし書の規定により特定社債権者集会の決議によらず

に同項第二号に掲げる行為をしたときは、遅滞なく、その旨を公告し、かつ、知れ

ている特定社債権者には、各別にこれを通知しなければならない。 

 ６ 前項の規定による公告は、特定社債を発行した特定目的会社（以下この節におい

て「特定社債発行会社」という。）における公告の方法によりしなければならない。

ただし、その方法が電子公告（第百九十四条第一項第三号に規定する電子公告をい



 

 

う。）であるときは、その公告は、官報に掲載する方法でしなければならない。 

 ７ 特定社債管理者は、その管理の委託を受けた特定社債につき第一項の行為又は第

四項各号に掲げる行為をするために必要があるときは、特定社債発行会社の業務及

び財産の状況を調査することができる。 

 ８ 会社法第七百三条（社債管理者の資格）、第七百四条（社債管理者の義務）、第

七百七条から第七百十四条まで（特別代理人の選任、社債管理者等の行為の方式、

二以上の社債管理者がある場合の特則、社債管理者の責任、社債管理者の辞任、社

債管理者が辞任した場合の責任、社債管理者の解任、社債管理者の事務の承継）、

第八百六十八条第三項（非訟事件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十

条（第三号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十四条（第

一号及び第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非

訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判所規則）の規定は、

特定社債管理者について準用する。この場合において、これらの規定中「社債」、

「社債権者」、「社債発行会社」及び「社債権者集会」とあるのは、それぞれ「特

定社債」、「特定社債権者」、「特定社債発行会社」及び「特定社債権者集会」と、

同法第七百九条第二項中「第七百五条第一項」とあるのは「資産流動化法第百二十

七条第一項」と、同法第七百十条第一項中「この法律」とあるのは「資産流動化

法」と、同法第七百十一条第二項中「第七百二条」とあるのは「資産流動化法第百

二十六条」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （一般担保） 

 第百二十八条 特定目的会社の特定社債権者は、当該特定目的会社の財産について他

の債権者に先立って自己の特定社債に係る債権の弁済を受ける権利を有する。ただ

し、資産流動化計画をもって別段の定めをすることを妨げない。 

 ２ 前項の先取特権の順位は、民法の規定による一般の先取特権に次ぐものとする。 

  （特定社債権者集会） 

 第百二十九条 特定社債権者は、特定社債の種類（第百二十五条において準用する会

社法第六百八十一条第一号に規定する種類をいう。）ごとに特定社債権者集会を組

織する。 

 ２ 会社法第四編第三章（第七百十五条を除く。）（社債権者集会）、第七編第二章

第七節（社債発行会社の弁済等の取消しの訴え）、第八百六十八条第三項（非訟事

件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第十号から第十二号までに

係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、第八百七十

二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三条（原裁判の執行

停止）、第八百七十四条（第四号に係る部分に限る。）（不服申立ての制限）、第

八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）及び第八百七十六条（最高裁判



 

 

所規則）の規定は、特定目的会社が特定社債を発行する場合における特定社債、特

定社債権者、特定社債券、特定社債管理者、特定社債原簿又は特定社債権者集会に

ついて準用する。この場合において、これらの規定中「社債発行会社」とあるのは

「特定社債発行会社」と、「無記名社債」とあるのは「無記名特定社債」と、「代

表社債権者」とあるのは「代表特定社債権者」と、同法第七百十六条中「この法

律」とあるのは「資産流動化法又は資産流動化計画」と、同法第七百二十条第五項

中「電子公告」とあるのは「電子公告（資産流動化法第百九十四条第一項第三号に

規定する電子公告をいう。）」と、同法第七百二十一条中「社債権者集会参考書

類」とあるのは「特定社債権者集会参考書類」と、同法第七百二十四条第二項第一

号中「第七百六条第一項各号」とあるのは「資産流動化法第百二十七条第四項各

号」と、同項第二号中「第七百六条第一項」とあるのは「資産流動化法第百二十七

条第四項」と、同法第七百二十九条第一項中「第七百七条」とあるのは「資産流動

化法第百二十七条第八項において準用する第七百七条」と、同法第七百三十三条第

一号中「第六百七十六条」とあるのは「資産流動化法第百二十二条第一項」と、同

法第七百三十七条第二項中「第七百五条第一項から第三項まで、第七百八条及び第

七百九条」とあるのは「資産流動化法第百二十七条第一項から第三項まで並びに同

条第八項において準用する第七百八条及び第七百九条」と、同法第七百四十条第一

項中「第四百四十九条」とあるのは「資産流動化法第百十一条」と、同条第二項中

「第七百二条」とあるのは「資産流動化法第百二十六条」と、同法第七百四十一条

第三項中「第七百五条第一項（第七百三十七条第二項」とあるのは「資産流動化法

第百二十七条第一項（資産流動化法第百二十九条第二項において準用する第七百三

十七条第二項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

  （担保付社債信託法等の適用関係） 

 第百三十条 特定社債は、担保付社債信託法、社債等登録法（昭和十七年法律第十一

号）その他の政令で定める法令の適用については、政令で定めるところにより、社

債とみなす。 

 ２ 前項の規定により社債とみなされる特定社債については、担保付社債信託法第四

条各号に掲げるもののほか、次に掲げるものを物上担保の目的とすることができる。 

  一 動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律（平成十年

法律第百四号）第十四条第一項の規定により質権の設定が登記される債権 

  二 その譲渡により担保の目的となる動産又は債権であって、動産及び債権の譲渡

の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律第三条第一項又は第四条第一項の

規定により当該譲渡が登記されるもの 

      第二款 転換特定社債 

  （転換特定社債の発行） 



 

 

 第百三十一条 特定目的会社は、資産流動化計画の定めるところに従い、転換特定社

債を発行することができる。 

 ２ 第二種特定目的会社が優先出資社員以外の者に対して特に有利な転換の条件を付

した転換特定社債を発行する場合には、資産流動化計画にこれに関する定めがある

ときにおいても、その者に対して発行することができる転換特定社債の総額、払込

金額、転換の条件、転換によって発行すべき優先出資の内容及び転換を請求するこ

とができる期間について、社員総会の決議によらなければならない。この場合にお

いては、取締役は、当該社員総会において、優先出資社員以外の者に対して特に有

利な払込金額をもって転換特定社債を発行することを必要とする理由を説明しなけ

ればならない。 

 ３ 前項の決議は、当該決議後最初に発行する転換特定社債であって、当該決議の日

から六箇月以内に発行すべきものについてのみ効力を有する。 

 ４ 第三十九条第三項の規定は、第二項の決議について準用する。 

  （転換特定社債発行事項の公示） 

 第百三十二条 特定目的会社は、転換特定社債（前条第二項の決議があったものを除

く。）を発行する場合には、転換特定社債の総額、払込金額、転換の条件、転換に

よって発行すべき優先出資の内容、転換を請求することができる期間及び募集の方

法を公告し、又は社員に通知しなければならない。 

 ２ 特定目的会社は、電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利

用する方法により前項の通知をする場合には、政令で定めるところにより、社員の

承諾を得て、内閣府令で定める方法により、当該通知をしなければならない。 

 ３ 特定目的会社は、第一項の規定による公告又は通知の日から二週間を経過した後

でなければ、転換特定社債の割当てをすることができない。 

  （転換特定社債発行の手続） 

 第百三十三条 転換特定社債については、第百二十一条第一項の募集に応じて募集特

定社債の引受けの申込みをしようとする者に対し、第百二十二条第一項の規定によ

り通知すべき事項のほか、次に掲げる事項を通知しなければならない。 

  一 転換特定社債を優先出資に転換することができること。 

  二 転換の条件 

  三 転換によって発行すべき優先出資の内容 

  四 転換を請求することができる期間 

 ２ 転換特定社債については、前項各号に掲げる事項を、特定社債原簿に記載し、又

は記録し、かつ、転換特定社債券を発行したときは、当該転換特定社債券に記載し

なければならない。 

  （転換特定社債の登記） 

 第百三十四条 転換特定社債を発行する場合においては、第百二十二条第一項第十五



 

 

号に規定する期日から二週間以内に、本店の所在地において、転換特定社債の登記

をしなければならない。 

 ２ 前項の登記においては、次に掲げる事項を登記しなければならない。 

  一 転換特定社債の総額 

  二 各転換特定社債の金額 

  三 各転換特定社債について払い込んだ金額 

  四 前条第一項各号に掲げる事項 

 ３ 会社法第九百十五条第一項（変更の登記）の規定は、前項各号に掲げる事項に変

更が生じた場合について準用する。 

 ４ 外国において転換特定社債を引き受ける者の募集をした場合において、登記すべ

き事項が外国において生じたときは、登記の期間については、その通知が到達した

時から起算する。 

  （転換の請求） 

 第百三十五条 転換の請求は、次に掲げる事項を明らかにしてしなければならない。 

  一 転換をする特定社債 

  二 請求の日 

 ２ 転換を請求する者は、転換特定社債券を特定目的会社に提出しなければならない。

ただし、当該転換特定社債券が発行されていないときは、この限りでない。 

  （基準日後に転換により発行された優先出資の議決権） 

 第百三十六条 特定目的会社が、社員総会において議決権を行使することのできる優

先出資社員を定めるため第四十三条第二項の規定により一定の日を定めているとき

は、その日以後の転換の請求によって発行された優先出資については、優先出資社

員は、当該優先出資については、議決権を有しない。 

  （優先出資社員となる時期） 

 第百三十七条 第百三十五条第一項の規定により転換の請求をした者は、同項第二号

の日に優先出資社員となる。 

  （会社法等の準用） 

 第百三十八条 会社法第百五十一条（各号を除く。）（株式の質入れの効果）、第二

百十条（募集株式の発行等をやめることの請求）、第二百十二条第一項（第一号に

係る部分に限る。）（不公正な払込金額で株式を引き受けた者等の責任）及び第九

百十五条第三項（第一号に係る部分に限る。）（変更の登記）の規定は、特定目的

会社の転換特定社債について準用する。この場合において、同法第百五十一条中

「株式会社が次に掲げる行為をした場合」とあるのは「転換特定社債の転換がされ

た場合」と、「当該行為」とあるのは「当該転換」と、「株主」とあるのは「転換

特定社債権者」と、同法第二百十条中「株主」とあるのは「社員」と、「第百九十

九条第一項」とあるのは「資産流動化法第百二十一条第一項」と、同条第一号中



 

 

「法令又は定款」とあるのは「法令、資産流動化計画又は定款」と読み替えるもの

とするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、前項において準用する同法第二百十二条第一項の規

定による支払を求める訴えについて準用する。この場合において、同法第八百四十

七条第一項中「六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期

間）前から引き続き株式を有する株主（第百八十九条第二項の定款の定めによりそ

の権利を行使することができない単元未満株主を除く。）」とあるのは「特定社員

又は六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から

引き続き優先出資を有する優先出資社員」と、同条第三項から第五項まで及び第七

項中「株主」とあるのは「特定社員又は優先出資社員」と読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

      第三款 新優先出資引受権付特定社債 

  （新優先出資引受権付特定社債の発行） 

 第百三十九条 特定目的会社は、資産流動化計画の定めるところに従い、新優先出資

引受権付特定社債を発行することができる。 

 ２ 各新優先出資引受権付特定社債に付する新優先出資の引受権の行使に際して出資

される金銭の額（次項、第百四十四条第一項第二号並びに第百四十五条第一項第一

号及び第二項において「払込金額」という。）の合計額は、各新優先出資引受権付

特定社債の金額を超えることができない。 

 ３ 新優先出資の引受権のみを譲渡することができる新優先出資引受権付特定社債を

発行する場合には、資産流動化計画にこれに関する定めがあるときにおいても、新

優先出資引受権付特定社債の総額、新優先出資の引受権の行使によって発行する優

先出資の払込金額の総額及び新優先出資の引受権を行使することができる期間につ

いて、社員総会の決議によらなければならない。ただし、新優先出資引受権付特定

社債であって行使されていない新優先出資の引受権に係る優先出資の払込金額の総

額が現に存する新優先出資引受権付特定社債の総額を超えない場合に限り償還及び

消却をするものを発行するときは、この限りでない。 

 ４ 第二種特定目的会社が、優先出資社員以外の者に対して特に有利な内容の新優先

出資の引受権を付した新優先出資引受権付特定社債を発行する場合には、資産流動

化計画にこれに関する定めがあるときにおいても、その者に対して発行することが

できる新優先出資引受権付特定社債の額、払込金額、新優先出資の引受権の内容及

び新優先出資の引受権を行使することができる期間について、社員総会の決議によ

らなければならない。この場合においては、取締役は、当該社員総会において、優

先出資社員以外の者に対して特に有利な払込金額をもって新優先出資引受権付特定



 

 

社債を発行することを必要とする理由を説明しなければならない。 

 ５ 第百三十一条第三項及び第四項の規定は、前二項の社員総会の決議について準用

する。この場合において、同条第三項中「転換特定社債」とあるのは、「新優先出

資引受権付特定社債」と読み替えるものとする。 

  （新優先出資引受権付特定社債発行事項の公示） 

 第百四十条 特定目的会社は、新優先出資引受権付特定社債（前条第四項の決議があ

ったものを除く。）を発行するときは、新優先出資引受権付特定社債の総額、払込

金額、新優先出資の引受権の内容、新優先出資の引受権を行使することができる期

間及び募集の方法を公告し、又は社員に通知しなければならない。 

 ２ 第百三十二条第二項の規定は、前項の通知について準用する。 

 ３ 特定目的会社は、第一項の規定による公告又は通知の日から二週間を経過した後

でなければ、新優先出資引受権付特定社債の割当てをすることができない。 

  （新優先出資引受権付特定社債発行の手続） 

 第百四十一条 新優先出資引受権付特定社債については、第百二十一条第一項の募集

に応じて募集特定社債の引受けの申込みをしようとする者に対し、第百二十二条第

一項の規定により通知すべき事項のほか、次に掲げる事項を通知しなければならな

い。 

  一 新優先出資引受権付特定社債であること。 

  二 第五条第一項第二号ニ（２）から（５）までに掲げる事項 

  三 第百四十五条第二項に規定する払込みを取り扱う銀行等及びその取扱いの場所 

 ２ 新優先出資引受権付特定社債については、新優先出資引受権付特定社債券を発行

したときは、当該新優先出資引受権付特定社債券に前項各号に掲げる事項を記載し

なければならない。ただし、次条第一項の新優先出資引受権証券を発行するときは、

この限りでない。 

 ３ 新優先出資引受権付特定社債については、第一項各号に掲げる事項を特定社債原

簿に記載し、又は記録しなければならない。 

  （新優先出資引受権証券の発行と方式） 

 第百四十二条 資産流動化計画に新優先出資の引受権のみを譲渡することができる旨

の定めがある場合においては、特定目的会社は、新優先出資引受権証券を発行しな

ければならない。 

 ２ 新優先出資引受権証券には、次に掲げる事項及び番号を記載し、代表取締役がこ

れに署名し、又は記名押印しなければならない。 

  一 新優先出資引受権証券であることの表示 

  二 商号 

  三 第五条第一項第二号ニ（２）、（３）及び（５）に掲げる事項 

  四 前条第一項第三号に掲げる事項 



 

 

  （新優先出資引受権証券の譲渡方法） 

 第百四十三条 新優先出資引受権証券が発行された場合には、新優先出資の引受権を

譲渡するには、新優先出資引受権証券を交付しなければならない。 

 ２ 会社法第二百五十八条第一項及び第二項（権利の推定等）並びに第二百九十一条

（新株予約権証券の喪失）の規定は、新優先出資引受権証券について準用する。こ

の場合において、同法第二百五十八条中「証券発行新株予約権」とあるのは、「新

優先出資引受権」と読み替えるものとする。 

  （新優先出資引受権付特定社債の登記） 

 第百四十四条 新優先出資引受権付特定社債の登記においては、次に掲げる事項を登

記しなければならない。 

  一 新優先出資引受権付特定社債であること。 

  二 新優先出資の引受権の行使によって発行する優先出資の払込金額の総額 

  三 各新優先出資引受権付特定社債の金額 

  四 各新優先出資引受権付特定社債について払い込んだ金額 

  五 第五条第一項第二号ニ（１）から（３）までに掲げる事項 

 ２ 第百三十四条第一項、第三項及び第四項の規定は、新優先出資引受権付特定社債

の登記について準用する。 

  （新優先出資の引受権の行使等） 

 第百四十五条 新優先出資の引受権の行使は、次に掲げる事項を明らかにしてしなけ

ればならない。 

  一 新優先出資の引受権の行使によって発行される優先出資の払込金額 

  二 新優先出資の引受権を行使する者の住所 

  三 新優先出資の引受権を行使する日 

 ２ 新優先出資の引受権を行使する者は、新優先出資の払込金額の全額を払い込み、

かつ、新優先出資引受権証券を発行しているときは、新優先出資引受権証券を特定

目的会社に提出し、新優先出資引受権証券を発行していないとき（新優先出資引受

権付特定社債券を発行していないときを除く。）は、新優先出資引受権付特定社債

券を提示しなければならない。 

 ３ 前項の払込みは、第百四十一条第一項第三号の銀行等の払込みの取扱いの場所に

おいてしなければならない。 

  （優先出資社員となる時期） 

 第百四十六条 前条第一項の規定により新優先出資の引受権を行使した者は、同条第

二項の払込みの時に優先出資社員となる。 

  （会社法等の準用） 

 第百四十七条 会社法第二百十条（募集株式の発行等をやめることの請求）及び第二

百十二条第一項（第一号に係る部分に限る。）（不公正な払込金額で株式を引き受



 

 

けた者等の責任）の規定は新優先出資引受権付特定社債について、第百三十六条並

びに同法第九百十五条第三項（第一号に係る部分に限る。）（変更の登記）の規定

は新優先出資引受権の行使について、それぞれ準用する。この場合において、同法

第二百十条中「株主」とあるのは「社員」と、「第百九十九条第一項」とあるのは

「資産流動化法第百二十一条第一項」と、同条第一号中「法令又は定款」とあるの

は「法令、資産流動化計画又は定款」と読み替えるものとするほか、必要な技術的

読替えは、政令で定める。 

 ２ 第九十七条第三項及び会社法第七編第二章第二節（第八百四十七条第二項、第八

百四十九条第二項及び第五項並びに第八百五十一条を除く。）（株式会社における

責任追及等の訴え）の規定は、前項において準用する同法第二百十二条第一項の規

定による支払を求める訴えについて準用する。この場合において、同法第八百四十

七条第一項中「六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期

間）前から引き続き株式を有する株主（第百八十九条第二項の定款の定めによりそ

の権利を行使することができない単元未満株主を除く。）」とあるのは「特定社員

又は六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から

引き続き優先出資を有する優先出資社員」と、同条第三項から第五項まで及び第七

項中「株主」とあるのは「特定社員又は優先出資社員」と読み替えるものとするほ

か、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

      第四款 特定短期社債 

  （特定短期社債の発行） 

 第百四十八条 特定目的会社は、特定短期社債については、次に掲げる場合に限り、

これを発行することができる。 

  一 次に掲げるすべての要件を満たすものである場合 

   イ その発行の目的が、特定資産を取得するために必要な資金を調達するもので

あること。 

   ロ 資産流動化計画においてその発行の限度額が定められていること。 

   ハ 投資者の保護のため必要なものとして内閣府令で定める要件 

  二 この条の規定により発行した特定短期社債の償還のための資金を調達する場合 

  （特定社債に係る規定の適用除外等） 

 第百四十九条 特定短期社債については、特定社債原簿を作成することを要しない。 

 ２ 特定短期社債については、第百二十一条第一項、第百二十九条、第百三十一条か

ら第百四十七条まで及び第百五十四条の規定は、適用しない。 

     第七節 定款の変更 

 第百五十条 特定目的会社は、その成立後、社員総会の決議によって、定款を変更す

ることができる。 

     第八節 資産流動化計画の変更 



 

 

  （資産流動化計画の変更） 

 第百五十一条 特定目的会社は、社員総会の決議によらなければ資産流動化計画を変

更することができない。 

 ２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる事項については資産流動化計画を変更する

ことができない。 

  一 第五条第一項第三号に掲げる事項のうち、内閣府令で定めるもの 

  二 第五条第一項第二号、第四号及び第五号に掲げる事項のうち、内閣府令で定め

るもの（あらかじめその変更をする場合の条件が資産流動化計画に定められてい

る場合を除く。） 

  三 資産流動化計画にその変更ができない旨の定めがあるもの 

 ３ 前二項の規定にかかわらず、特定目的会社は、次に掲げる場合には、資産流動化

計画を変更することができる。 

  一 その変更の内容が内閣府令で定める軽微な内容である場合 

  二 社員、特定社債権者、特定約束手形の所持人及び特定目的借入れに係る債権者

（次項において「利害関係人」という。）の全員の当該変更に係る事前の承諾が

ある場合 

  三 その他投資者の保護に反しないことが明らかな場合として内閣府令で定める場

合 

 ４ 特定目的会社は、資産流動化計画を変更したとき（前項の規定による場合に限

る。）は、遅滞なく、その旨を各利害関係人に通知し、又は公告しなければならな

い。 

 ５ 第百三十二条第二項の規定は、前項の通知について準用する。この場合において、

同条第二項中「社員」とあるのは、「社員、特定社債権者、特定約束手形の所持人

及び特定目的借入れに係る債権者」と読み替えるものとする。 

  （計画変更決議） 

 第百五十二条 次の各号に掲げる特定目的会社は、資産流動化計画の変更の決議（以

下この節において「計画変更決議」という。）を行う社員総会に係る第五十六条第

一項の規定による招集の通知をするときは、当該各号に定める事項を記載した書類

を交付しなければならない。 

  一 特定社債を発行している特定目的会社 第百五十四条第五項の規定により資産

流動化計画の変更に反対する旨を特定目的会社に対し通知した特定社債権者が有

する特定社債の額の合計額 

  二 特定短期社債を発行している特定目的会社 第百五十五条第四項の規定により

資産流動化計画の変更に反対する旨を特定目的会社に対し通知した特定短期社債

権者が有する特定短期社債の額の合計額 

  三 特定約束手形を発行している特定目的会社 第百五十六条第三項において準用



 

 

する第百五十五条第四項の規定により資産流動化計画の変更に反対する旨を特定

目的会社に対し通知した特定約束手形の所持人に係る特定約束手形に係る債務の

額の合計額 

  四 特定目的借入れを行っている特定目的会社 第百五十七条第二項において準用

する第百五十五条第四項の規定により資産流動化計画の変更に反対する旨を特定

目的会社に対し通知した特定目的借入れに係る債権者に係る特定目的借入れの額

の合計額 

 ２ 前項の特定目的会社にあっては、第五十六条第三項において準用する第五十五条

第三項の承諾をした社員に対し電磁的方法により前項の招集の通知をするときは、

同項の書類に記載すべき事項を当該通知とともに電磁的方法により提供することが

できる。ただし、社員の請求があったときは、同項の書類を当該社員に交付しなけ

ればならない。 

 ３ 第三十九条第三項の規定は、計画変更決議について準用する。 

  （反対優先出資社員の優先出資買取請求権） 

 第百五十三条 計画変更決議を行う社員総会に先立ってその変更に反対する旨を特定

目的会社に対し通知し、かつ、当該社員総会において当該変更に反対した優先出資

社員（当該社員総会において議決権を行使することができるものに限る。）は、当

該特定目的会社に対し、自己の有する優先出資を公正な価格で買い取ることを請求

することができる。 

 ２ 前項の請求（以下この条において「優先出資買取請求」という。）は、計画変更

決議の日（特定社債を発行する特定目的会社にあっては、次条第一項に規定する特

定社債権者集会の承認の決議の日。次項において同じ。）の二十日前の日から当該

計画変更決議の日の前日までの間に、その優先出資買取請求に係る優先出資の種類

及び口数を明らかにしてしなければならない。 

 ３ 優先出資買取請求があった場合において、優先出資の価格の決定につき、優先出

資社員と特定目的会社との間に協議が調ったときは、特定目的会社は、計画変更決

議の日から六十日以内にその支払をしなければならない。ただし、次条第五項、第

百五十五条第四項又は第百五十六条第三項若しくは第百五十七条第二項において準

用する第百五十五条第四項の規定による特定社債、特定約束手形及び特定目的借入

れに係る債務について弁済又は相当の財産の信託を完了した後でなければその支払

をすることができない。 

 ４ 会社法第百十六条第三項、第四項、第六項及び第七項（反対株主の株式買取請

求）、第百十七条第二項から第六項まで（株式の価格の決定等）、第八百六十八条

第一項（非訟事件の管轄）、第八百七十条（第四号に係る部分に限る。）（陳述の

聴取）、第八百七十一条本文（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分

に限る。）（即時抗告）、第八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十



 

 

五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）並びに第八百七十六条（最高裁判所規

則）の規定は、特定目的会社の優先出資社員による優先出資買取請求について準用

する。この場合において、同法第百十六条第三項及び第七項中「第一項各号の行

為」とあるのは「資産流動化計画の変更」と、同条第三項中「当該行為が効力を生

ずる日」とあるのは「資産流動化法第百五十三条第二項に規定する計画変更決議の

日」と、「同項各号に定める株式の」とあるのは「その」と、「当該行為を」とあ

るのは「当該資産流動化計画の変更を」と、同法第百十七条第二項、第五項及び第

六項中「株式の」とあるのは「優先出資の」と、同項中「、株券」とあるのは「、

優先出資証券」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

  （特定社債権者集会の承認） 

 第百五十四条 特定社債を発行している特定目的会社は、計画変更決議により資産流

動化計画の変更をするときは、当該計画変更決議のほか特定社債権者集会の承認を

受けなければならない。 

 ２ 前項の規定により特定目的会社が特定社債権者集会を招集するときは、第百二十

九条第二項において準用する会社法第七百二十条第一項の規定にかかわらず、計画

変更決議を行う社員総会の会日の一箇月前までに、各特定社債権者に対して書面又

は電磁的方法をもって招集の通知を発しなければならない。 

 ３ 特定目的会社は、第一項の規定による特定社債権者集会を招集するときは、二週

間以上の期間を定め、かつ、各特定社債権者に対しその変更に反対するときは当該

期間内にその旨を書面又は電磁的方法をもって通知すべきことを求めなければなら

ない。この場合において、特定目的会社は、当該期間を前項の招集の通知に記載し、

又は記録しなければならない。 

 ４ 第一項の規定による特定社債権者集会を招集する特定目的会社が無記名式の特定

社債券を発行しているときは、第百二十九条第二項において準用する会社法第七百

二十条第四項の規定にかかわらず、計画変更決議を行う社員総会の会日の一箇月前

までに、特定社債権者集会を招集する旨及び会議の目的たる事項を公告しなければ

ならない。この場合においては、前項の規定により定められた期間を併せて公告し

なければならない。 

 ５ 第三項の場合において、特定社債権者が同項の規定により定められた期間内に資

産流動化計画の変更に反対する旨を特定目的会社に対し通知し、かつ、特定社債権

者集会において反対したときは、特定目的会社は、当該特定社債権者が有する特定

社債について弁済をし、又は弁済を行わせることを目的として信託会社等に相当の

財産を信託しなければならない。 

 ６ 第六十二条の規定は、第一項の規定による特定社債権者集会の承認の決議につい

て準用する。この場合において、同条第二項中「第五十六条第一項」とあるのは



 

 

「第百五十四条第二項」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政

令で定める。 

  （特定短期社債権者の反対） 

 第百五十五条 特定短期社債を発行している特定目的会社は、計画変更決議により資

産流動化計画の変更をするときは、当該計画変更決議を行う社員総会の会日の一箇

月前までに、二週間以上の期間を定め、かつ、その変更に反対するときは当該期間

内にその旨を通知すべきことを公告しなければならない。 

 ２ 前項の規定により反対しようとする特定短期社債権者は、その特定社債券（特定

短期社債に係るものに限る。）の特定目的会社に対する提示その他の内閣府令で定

める措置をとらなければならない。 

 ３ 特定短期社債権者が第一項の規定により定められた期間内に反対する旨を通知し

なかったときは、資産流動化計画の変更を承認したものとみなす。 

 ４ 特定短期社債権者が反対する旨を通知したときは、特定目的会社は、当該特定短

期社債権者に係る特定短期社債に係る債務について、資産流動化計画の変更をした

後遅滞なく弁済を行わせることを目的として、信託会社等に相当の財産を信託しな

ければならない。 

  （特定約束手形の所持人の反対） 

 第百五十六条 特定約束手形を発行している特定目的会社は、計画変更決議により資

産流動化計画を変更するときは、当該計画変更決議を行う社員総会の会日の一箇月

前までに、二週間以上の期間を定め、かつ、その変更に反対するときは当該期間内

にその旨を通知すべきことを公告しなければならない。 

 ２ 前項の規定により反対しようとする特定約束手形の所持人は、その特定約束手形

を特定目的会社に提示しなければならない。 

 ３ 前条第三項及び第四項の規定は、特定約束手形の所持人について準用する。 

  （特定目的借入れに係る債権者の異議） 

 第百五十七条 特定目的借入れを行っている特定目的会社は、計画変更決議により資

産流動化計画を変更するときは、当該計画変更決議を行う社員総会の会日の一箇月

前までに、二週間以上の期間を定め、かつ、特定目的借入れに係る各債権者に対し

その変更に異議があるときは当該期間内にこれを述べるべき旨を催告しなければな

らない。 

 ２ 第百三十二条第二項の規定は前項の催告について、第百五十五条第三項及び第四

項の規定は特定目的借入れに係る債権者について、それぞれ準用する。この場合に

おいて、第百三十二条第二項中「社員」とあるのは「特定目的借入れに係る債権

者」と、第百五十五条第三項中「第一項」とあるのは「第百五十七条第一項」と読

み替えるものとする。 

     第九節 事後設立 



 

 

 第百五十八条 特定目的会社は、その成立後二年以内に、その成立前から存在する財

産であってその事業のために継続して使用するものの取得をする場合には、当該取

得がその効力を生ずる日の前日までに、社員総会の決議によって、当該取得に係る

契約の承認を受けなければならない。ただし、第一号に掲げる額の第二号に掲げる

額に対する割合が五分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、そ

の割合）を超えないとき、又は当該契約により取得する財産が資産流動化計画に定

められた特定資産であるときは、この限りでない。 

  一 当該財産の対価として交付する財産の帳簿価額の合計額 

  二 当該特定目的会社の純資産額として内閣府令で定める方法により算定される額 

     第十節 資産流動化計画に基づく業務の終了に伴う仮清算 

  （貸借対照表の作成等） 

 第百五十九条 資産流動化計画の定めによる特定資産の管理及び処分を終了し、かつ、

特定社債若しくは特定約束手形を発行し、又は特定目的借入れを行っている場合に

おいてその償還及び支払並びに弁済を完了した特定目的会社が新たな資産流動化計

画に基づく資産の流動化に係る業務を行うときは、当該特定目的会社の取締役は、

第一種特定目的会社にあっては遅滞なく、第二種特定目的会社にあっては資産流動

化計画の定めにより優先出資を消却する前に、当該特定目的会社の貸借対照表を作

成し、社員総会の承認を受けなければならない。 

 ２ 第二十一条第二項（第二号に係る部分に限る。）、第六十八条第一項、第七十三

条から第七十五条まで、第九十一条から第九十三条まで及び第百二条から第百四条

（第四項及び第七項を除く。）まで並びに第二十一条第三項において準用する会社

法第四十三条第一項及び第二項本文並びに第七十七条第二項において準用する同法

第三百四十四条第一項及び第二項の規定（貸借対照表に係る部分に限る。）は、前

項の貸借対照表について準用する。 

 ３ 第一項の規定により貸借対照表を作成した第二種特定目的会社の当該貸借対照表

上の純資産の額が、同項の資産流動化計画の定めるところに従った優先出資の消却

をするために必要となる金額に満たない場合には、優先出資社員は、当該貸借対照

表の承認についての議決権を有する。 

 ４ 前項の場合において、同項の貸借対照表について承認の決議があったときは、解

散の決議があったものとみなす。 

     第十一節 解散 

  （解散の事由） 

 第百六十条 特定目的会社は、次に掲げる事由によって解散する。 

  一 定款で定めた存続期間の満了 

  二 定款で定めた解散の事由の発生 

  三 社員総会の決議 



 

 

  四 破産手続開始の決定 

  五 第百六十二条第一項又は第百六十三条において準用する会社法第八百二十四条

第一項の規定による解散を命ずる裁判 

  六 第二百二十条の規定による内閣総理大臣の発する解散命令 

  七 資産流動化計画に記載し、又は記録する特定資産の譲受け、資産対応証券の発

行又は特定目的借入れの実行の不能 

  八 その他政令で定める事由の発生 

 ２ 会社法第九百二十六条（解散の登記）の規定は、前項（第四号及び第五号を除

く。）の規定により特定目的会社が解散した場合について準用する。 

  （解散の決議） 

 第百六十一条 優先出資社員は、前条第一項第三号に掲げる解散の決議について、議

決権を有する。 

 ２ 前項の決議は、特定目的会社の資産流動化計画の定めによる特定社債の償還、特

定約束手形の支払及び特定目的借入れの弁済が完了した後でなければ、行うことが

できない。 

  （特定目的会社の解散の訴え） 

 第百六十二条 次に掲げる場合において、やむを得ない事由があるときは、総特定社

員若しくは総優先出資社員（社員総会において決議をすることができる事項の全部

につき議決権を行使することができない特定社員若しくは優先出資社員を除く。）

の議決権の十分の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割

合）以上の議決権を有する特定社員若しくは優先出資社員又は特定出資（自己特定

出資を除く。）の総口数若しくは発行済優先出資（自己優先出資を除く。）の十分

の一（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の

特定出資若しくは優先出資を有する特定社員若しくは優先出資社員は、訴えをもっ

て特定目的会社の解散を請求することができる。 

  一 特定目的会社が業務の執行において著しく困難な状況に至り、当該特定目的会

社に回復することができない損害が生じ、又は生ずるおそれがあるとき。 

  二 特定目的会社の財産の管理又は処分が著しく失当で、当該特定目的会社の存立

を危うくするとき。 

 ２ 会社法第八百三十四条（第二十号に係る部分に限る。）（被告）、第八百三十五

条第一項（訴えの管轄及び移送）、第八百三十六条第一項及び第三項（担保提供命

令）、第八百三十七条（弁論等の必要的併合）、第八百三十八条（認容判決の効力

が及ぶ者の範囲）、第八百四十六条（原告が敗訴した場合の損害賠償責任）並びに

第九百三十七条第一項（第一号リに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）

の規定は、特定目的会社の解散の訴えについて準用する。この場合において、必要

な技術的読替えは、政令で定める。 



 

 

  （会社法の準用） 

 第百六十三条 会社法第八百二十四条（会社の解散命令）、第八百二十六条（官庁等

の法務大臣に対する通知義務）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八

百七十条（第十三号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条本文

（理由の付記）、第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第

八百七十三条本文（原裁判の執行停止）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定

の適用除外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）、第九百四条（法務大臣の関

与）及び第九百三十七条第一項（第三号ロに係る部分に限る。）（裁判による登記

の嘱託）の規定は特定目的会社の解散の命令について、同法第八百二十五条（会社

の財産に関する保全処分）、第八百六十八条第一項（非訟事件の管轄）、第八百七

十条（第二号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付

記）、第八百七十二条（第一号及び第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第

八百七十三条（原裁判の執行停止）、第八百七十四条（第二号及び第三号に係る部

分に限る。）（不服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適

用除外）、第八百七十六条（最高裁判所規則）並びに第九百五条及び第九百六条

（会社の財産に関する保全処分についての特則）の規定はこの条において準用する

同法第八百二十四条第一項の申立てがあった場合における特定目的会社の財産の保

全について、それぞれ準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令

で定める。 

     第十二節 清算 

      第一款 通則 

  （清算の開始原因） 

 第百六十四条 特定目的会社は、次に掲げる場合には、この款の定めによるところに

より、清算をしなければならない。 

  一 解散した場合（破産手続開始の決定により解散した場合であって当該破産手続

が終了していない場合を除く。） 

  二 設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決が確定した場合 

  （清算特定目的会社の能力） 

 第百六十五条 前条の規定により清算をする特定目的会社（以下「清算特定目的会

社」という。）は、清算の目的の範囲内において、清算が結了するまではなお存続

するものとみなす。 

  （社員総会以外の機関の設置） 

 第百六十六条 清算特定目的会社には、次に掲げる機関を置かなければならない。 

  一 一人又は二人以上の清算人 

  二 一人又は二人以上の監査役 

 ２ 第六十七条の規定は、清算特定目的会社については、適用しない。 



 

 

  （清算人の就任等） 

 第百六十七条 次に掲げる者は、清算特定目的会社の清算人となる。 

  一 取締役（次号又は第三号に掲げる者がある場合を除く。） 

  二 定款で定める者 

  三 社員総会の決議によって選任された者 

 ２ 優先出資社員は、前項第三号に規定する決議について、議決権を有する。 

 ３ 第一項の規定により清算人となる者がないときは、裁判所は、利害関係人の申立

てにより、清算人を選任する。 

 ４ 第一項及び前項の規定にかかわらず、第百六十条第一項第五号に掲げる事由によ

って解散した清算特定目的会社については、裁判所は、利害関係人若しくは法務大

臣の申立てにより又は職権で、清算人を選任する。 

 ５ 第一項及び第三項の規定にかかわらず、第百六十四条第二号に掲げる場合に該当

することとなった清算特定目的会社については、裁判所は、利害関係人の申立てに

より、清算人を選任する。 

 ６ 第一項及び第三項の規定にかかわらず、第百六十条第一項第六号に掲げる事由に

よって解散した清算特定目的会社については、裁判所は、利害関係人若しくは内閣

総理大臣の申立てにより又は職権で、清算人を選任する。 

 ７ 第六十九条及び第七十条の規定は、清算特定目的会社の清算人について準用する。 

  （清算人の解任） 

 第百六十八条 清算人（前条第三項から第六項までの規定により裁判所が選任したも

のを除く。）は、いつでも、社員総会の決議によって解任することができる。 

 ２ 優先出資社員は、前項の規定による清算人の解任について、議決権を有する。 

 ３ 裁判所は、利害関係人若しくは内閣総理大臣の申立てにより又は職権で、前条第

六項の規定により選任された清算人を解任することができる。 

 ４ 重要な事由があるときは、裁判所は、次に掲げる社員の申立てにより、清算人を

解任することができる。 

  一 総特定社員（次に掲げる特定社員を除く。）又は総優先出資社員（次に掲げる

優先出資社員を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた

場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する特定社員又は優先出資社員

（次に掲げる特定社員又は優先出資社員を除く。） 

   イ 清算人を解任する旨の議案について議決権を行使することができない特定社

員又は優先出資社員 

   ロ 当該申立てに係る清算人である特定社員又は優先出資社員 

  二 特定出資（次に掲げる特定社員の有する特定出資を除く。）の総口数又は発行

済優先出資（次に掲げる優先出資社員の有する優先出資を除く。）の百分の三

（これを下回る割合を定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の特



 

 

定出資又は優先出資を有する特定社員又は優先出資社員 

   イ 当該清算特定目的会社である特定社員又は優先出資社員 

   ロ 当該申立てに係る清算人である特定社員又は優先出資社員 

 ５ 第七十六条第一項から第三項まで及び第六項並びに会社法第九百三十七条第一項

（第二号ハ及び第三号イに係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は、

清算人について準用する。この場合において、第七十六条第一項中「員数」とある

のは「人数」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （清算人の職務） 

 第百六十九条 清算人は、次に掲げる職務を行う。 

  一 現務の結了 

  二 債権の取立て及び債務の弁済 

  三 残余財産の分配 

  （業務の執行） 

 第百七十条 清算人は、清算特定目的会社の業務を執行する。 

 ２ 清算人が二人以上ある場合には、清算特定目的会社の業務は、定款に別段の定め

がある場合を除き、清算人の過半数をもって決定する。 

 ３ 第八十条及び第八十二条から第八十四条まで並びに会社法第三百五十四条（表見

代表取締役）、第三百五十五条（忠実義務）、第三百五十七条第一項（取締役の報

告義務）、第四百八十四条（清算株式会社についての破産手続の開始）及び第四百

八十五条（裁判所の選任する清算人の報酬）の規定は、清算特定目的会社の清算人

（第八十四条の規定については、第百六十七条第三項から第六項までの規定により

裁判所が選任したものを除く。）について準用する。この場合において、同法第三

百五十四条中「社長、副社長その他株式会社を代表する権限を有するものと認めら

れる名称」とあるのは「清算特定目的会社を代表する権限を有するものと認められ

る名称」と、同法第三百五十五条中「株主総会」とあるのは「社員総会」と、同法

第三百五十七条第一項中「株主（監査役設置会社にあっては、監査役）」とあるの

は「監査役」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （清算特定目的会社の代表） 

 第百七十一条 清算人は、清算特定目的会社を代表する。ただし、他に代表清算人

（清算特定目的会社を代表する清算人をいう。以下同じ。）その他清算特定目的会

社を代表する者を定めた場合は、この限りでない。 

 ２ 前項本文の清算人が二人以上ある場合には、清算人は、各自、清算特定目的会社

を代表する。 

 ３ 清算特定目的会社は、定款、定款の定めに基づく清算人（第百六十七条第三項か

ら第六項までの規定により裁判所が選任したものを除く。以下この項において同

じ。）の互選又は社員総会の決議によって、清算人の中から代表清算人を定めるこ



 

 

とができる。 

 ４ 第百六十七条第一項第一号の規定により取締役が清算人となる場合において、代

表取締役を定めていたときは、当該代表取締役が代表清算人となる。 

 ５ 裁判所は、第百六十七条第三項から第六項までの規定により清算人を選任する場

合には、その清算人の中から代表清算人を定めることができる。 

 ６ 会社法第三百四十九条第四項及び第五項（株式会社の代表）、第三百五十一条

（代表取締役に欠員を生じた場合の措置）並びに第九百三十七条第一項（第二号イ

に係る部分に限る。）（裁判による登記の嘱託）の規定は清算特定目的会社の代表

清算人について、同法第三百五十二条（取締役の職務を代行する者の権限）の規定

は清算特定目的会社の清算人又は代表清算人の職務を代行する者について、それぞ

れ準用する。この場合において、同法第三百五十一条第一項中「員数」とあるのは

「人数」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （清算人の清算特定目的会社に対する損害賠償責任） 

 第百七十二条 清算人は、その任務を怠ったときは、清算特定目的会社に対し、これ

によって生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 清算人が第百七十条第三項において準用する第八十条第一項の規定に違反して同

項第一号の取引をしたときは、当該取引によって清算人又は第三者が得た利益の額

は、前項の損害の額と推定する。 

 ３ 第百七十条第三項において準用する第八十条第一項第二号又は第三号の取引によ

って清算特定目的会社に損害が生じたときは、次に掲げる清算人は、その任務を怠

ったものと推定する。 

  一 第百七十条第三項において準用する第八十条第一項の清算人 

  二 清算特定目的会社が当該取引をすることを決定した清算人 

 ４ 第九十四条第四項及び第五項の規定は、清算人の第一項の責任について準用する。

この場合において、同条第五項中「第八十条第一項第二号」とあるのは、「第百七

十条第三項において準用する第八十条第一項第二号」と読み替えるものとする。 

  （清算人の第三者に対する損害賠償責任） 

 第百七十三条 清算人がその職務を行うについて悪意又は重大な過失があったときは、

当該清算人は、これによって第三者に生じた損害を賠償する責任を負う。 

 ２ 清算人が、次に掲げる行為をしたときも、前項と同様とする。ただし、当該清算

人が当該行為をすることについて注意を怠らなかったことを証明したときは、この

限りでない。 

  一 第百七十六条第一項に規定する財産目録等並びに第百七十七条第一項の貸借対

照表及び事務報告並びにこれらの附属明細書に記載し、又は記録すべき重要な事

項についての虚偽の記載又は記録 

  二 虚偽の登記 



 

 

  三 虚偽の公告 

  （清算人及び監査役の連帯責任等） 

 第百七十四条 清算人又は監査役が清算特定目的会社又は第三者に生じた損害を賠償

する責任を負う場合において、他の清算人又は監査役も当該損害を賠償する責任を

負うときは、これらの者は、連帯債務者とする。 

 ２ 前項の場合には、第九十六条の規定は、適用しない。 

 ３ 第九十七条の規定は、清算特定目的会社における清算人の責任を追及する訴えに

ついて準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （取締役等に関する規定の適用関係） 

 第百七十五条 清算特定目的会社については、第三節（第三十四条（第四項及び第五

項を除く。）及び第四十六条を除く。）、第四節第一款、第七十二条第一項、第七

十七条第三項において準用する会社法第三百四十五条第四項において準用する同条

第三項、第八十一条第二項において準用する同法第三百五十九条及び同節第六款の

規定中取締役又は代表取締役に関する規定は、清算人又は代表清算人に関する規定

として清算人又は代表清算人に適用があるものとする。 

  （財産目録等の作成等） 

 第百七十六条 清算人は、その就任後遅滞なく、清算特定目的会社の財産の現況を調

査し、内閣府令で定めるところにより、第百六十四条各号に掲げる場合に該当する

こととなった日における財産目録及び貸借対照表（以下この条において「財産目録

等」という。）を作成し、これらを社員総会に提出し、又は提供し、その承認を受

けなければならない。 

 ２ 優先出資社員は、財産目録等の承認について、議決権を有する。 

 ３ 清算特定目的会社は、財産目録等を作成した時から本店の所在地における清算結

了の登記の時までの間、当該財産目録等を保存しなければならない。 

 ４ 裁判所は、申立てにより又は職権で、訴訟の当事者に対し、財産目録等の全部又

は一部の提出を命ずることができる。 

  （貸借対照表等の作成、保存及び監査等） 

 第百七十七条 清算特定目的会社は、内閣府令で定めるところにより、各清算事務年

度（第百六十四条各号に掲げる場合に該当することとなった日の翌日又はその後毎

年その日に応当する日（応当する日がない場合にあっては、その前日）から始まる

各一年の期間をいう。）に係る貸借対照表及び事務報告並びにこれらの附属明細書

を作成しなければならない。 

 ２ 前項の貸借対照表及び事務報告並びにこれらの附属明細書は、内閣府令で定める

ところにより、監査役の監査を受けなければならない。 

 ３ 会社法第四百九十四条第二項及び第三項（貸借対照表等の作成及び保存）、第四

百九十六条第一項及び第二項（貸借対照表等の備置き及び閲覧等）、第四百九十七



 

 

条（第一項各号を除く。）（貸借対照表等の定時株主総会への提出等）並びに第四

百九十八条（貸借対照表等の提出命令）の規定は、第一項の貸借対照表及び事務報

告並びにこれらの附属明細書について準用する。この場合において、同法第四百九

十六条第一項中「前条第一項の規定の適用がある場合にあっては、監査報告を含

む。」とあるのは「資産流動化法第百七十七条第二項の監査を受けた監査報告を含

む。」と、同項及び同法第四百九十七条中「定時株主総会」とあるのは「定時社員

総会」と、同条第一項中「当該各号に定める貸借対照表及び事務報告」とあるのは

「資産流動化法第百七十七条第二項の監査を受けた貸借対照表及び事務報告」と読

み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ４ 優先出資社員は、前項において準用する会社法第四百九十七条第二項の規定によ

る貸借対照表の承認について、議決権を有する。 

  （残余財産の分配） 

 第百七十八条 清算特定目的会社は、残余財産の分配をしようとするときは、清算人

の決定によって、次に掲げる事項を定めなければならない。 

  一 残余財産の種類 

  二 社員に対する残余財産の割当てに関する事項 

 ２ 前項に規定する場合において、優先出資を発行しているときは、清算特定目的会

社は、当該優先出資の内容に応じ、同項第二号に掲げる事項として、次に掲げる事

項を定めることができる。 

  一 特定社員又は残余財産の分配について内容の異なる二以上の種類の優先出資を

発行している場合において、ある種類の優先出資を有する優先出資社員に対して

残余財産の割当てをしないこととするときは、その旨及び当該優先出資の種類 

  二 前号に掲げる事項のほか、残余財産の割当てについて特定出資と優先出資との

間で、又は残余財産の分配について内容の異なる二以上の種類の優先出資を発行

している場合において優先出資の種類ごとに、異なる取扱いを行うこととすると

きは、その旨及び当該異なる取扱いの内容 

 ３ 第一項第二号に掲げる事項についての定めは、社員（当該清算特定目的会社及び

前項第一号の特定社員又は優先出資社員を除く。）の有する特定出資又は優先出資

の口数（前項第二号に掲げる事項についての定めがある場合にあっては、特定出資

及び各優先出資の口数）に応じて残余財産を割り当てることを内容とするものでな

ければならない。 

 ４ 会社法第五百五条（残余財産が金銭以外の財産である場合）及び第五百六条（基

準株式数を定めた場合の処理）の規定は、清算特定目的会社について準用する。こ

の場合において、同法第五百五条第一項第二号及び第五百六条中「株式を」とある

のは「特定出資又は優先出資を」と、同条中「の株式（」とあるのは「の特定出資

又は優先出資（」と、「基準株式数」とあるのは「基準特定出資口数又は基準優先



 

 

出資口数」と、「基準未満株式」とあるのは「基準未満特定出資又は基準未満優先

出資」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

  （特定目的会社の清算等に関する会社法の準用等） 

 第百七十九条 会社法第四百九十九条から第五百三条まで（債権者に対する公告等、

債務の弁済の制限、条件付債権等に係る債務の弁済、債務の弁済前における残余財

産の分配の制限、清算からの除斥）、第五百七条第一項、第三項及び第四項（清算

事務の終了等）、第五百八条（帳簿資料の保存）、第八百六十八条第一項（非訟事

件の管轄）、第八百六十九条（疎明）、第八百七十条（第二号、第三号、第八号及

び第九号に係る部分に限る。）（陳述の聴取）、第八百七十一条（理由の付記）、

第八百七十二条（第四号に係る部分に限る。）（即時抗告）、第八百七十三条（原

裁判の執行停止）、第八百七十四条（第一号及び第四号に係る部分に限る。）（不

服申立ての制限）、第八百七十五条（非訟事件手続法の規定の適用除外）、第八百

七十六条（最高裁判所規則）、第九百二十八条第一項及び第三項（清算人の登記）

並びに第九百二十九条（第一号に係る部分に限る。）（清算結了の登記）の規定は、

特定目的会社の清算について準用する。この場合において、同法第五百七条第三項

中「決算報告（前項の規定の適用がある場合にあっては、同項の承認を受けたも

の）を株主総会」とあるのは「決算報告（資産流動化法第百七十七条第二項に規定

する監査を受けたもの）を社員総会」と、同法第五百八条第一項中「清算人（清算

人会設置会社にあっては、第四百八十九条第七項各号に掲げる清算人）」とあるの

は「清算人」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 優先出資社員は、前項において準用する会社法第五百七条第三項の規定による決

算報告の承認について、議決権を有する。 

      第二款 特別清算 

  （特別清算開始の原因及び特別清算に関する会社法の準用等） 

 第百八十条 裁判所は、清算特定目的会社に次に掲げる事由があると認めるときは、

第四項において準用する会社法第五百十四条の規定に基づき、申立てにより、当該

清算特定目的会社に対し特別清算の開始を命ずる。 

  一 清算の遂行に著しい支障を来すべき事情があること。 

  二 債務超過（清算特定目的会社の財産がその債務を完済するのに足りない状態を

いう。第三項において同じ。）の疑いがあること。 

 ２ 債権者、清算人、監査役又は社員は、特別清算開始の申立てをすることができる。 

 ３ 清算特定目的会社に債務超過の疑いがあるときは、清算人は、特別清算開始の申

立てをしなければならない。 

 ４ 会社法第五百十二条から第五百十八条まで（他の手続の中止命令、特別清算開始

の申立ての取下げの制限、特別清算開始の命令、他の手続の中止等、担保権の実行

の手続等の中止命令、相殺の禁止）、第二編第九章第二節第二款から第十款まで



 

 

（第五百二十二条第三項、第五百三十条第二項及び第五百三十六条を除く。）（裁

判所による監督及び調査、清算人、監督委員、調査委員、清算株式会社の行為の制

限等、清算の監督上必要な処分等、債権者集会、協定、特別清算の終了）、第七編

第二章第四節（特別清算に関する訴え）、同編第三章第一節（第八百六十八条第二

項から第五項まで及び第八百七十条から第八百七十四条までを除く。）（総則）、

同章第三節（第八百七十九条、第八百八十二条第二項及び第八百九十六条を除

く。）（特別清算の手続に関する特則）及び第九百三十八条（第六項を除く。）

（特別清算に関する裁判による登記の嘱託）の規定は、清算特定目的会社の特別清

算について準用する。この場合において、同法第五百十六条中「担保権の実行の手

続、企業担保権の実行の手続又は清算株式会社の財産」とあるのは「担保権の実行

の手続又は清算特定目的会社の財産」と、同法第五百二十二条第一項中「総株主

（株主総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使するこ

とができない株主を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割合を定款で定め

た場合にあっては、その割合）以上の議決権を六箇月（これを下回る期間を定款で

定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き有する株主若しくは発行済株式

（自己株式を除く。）の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた場合にあって

は、その割合）以上の数の株式を六箇月（これを下回る期間を定款で定めた場合に

あっては、その期間）前から引き続き有する株主」とあるのは「総特定社員（社員

総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使することがで

きない特定社員を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割合を定款で定めた

場合にあっては、その割合）以上の議決権を有する特定社員若しくは総優先出資社

員（社員総会において決議をすることができる事項の全部につき議決権を行使する

ことができない優先出資社員を除く。）の議決権の百分の三（これを下回る割合を

定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の議決権を六箇月（これを下回る期

間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き有する優先出資社員

又は特定出資（自己特定出資を除く。）の総口数の百分の三（これを下回る割合を

定款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の特定出資を有する特定社員

又は発行済優先出資（自己優先出資を除く。）の百分の三（これを下回る割合を定

款で定めた場合にあっては、その割合）以上の口数の優先出資を六箇月（これを下

回る期間を定款で定めた場合にあっては、その期間）前から引き続き有する優先出

資社員」と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

     第十三節 雑則 

  （銀行法等の規定の適用） 

 第百八十一条 特定目的会社並びにその特定出資及び優先出資は、銀行法その他の法

令の規定で政令で定めるものの適用については、政令で定めるところにより、それ

ぞれ当該政令で定める法令の規定に規定する会社及びその出資とみなす。 



 

 

 ２ 次の各号に掲げる金融機関は、当該各号に定める業務を行う場合には、第十九条

第二項、第四十一条第四項、第百二十二条第一項第十六号、第百四十一条第一項第

三号、第百四十五条第三項、第百八十四条第一項第四号、第百八十五条第三号、第

百八十六条第三号、第百九十三条第二号、第二十四条第三項において準用する会社

法第六十四条、第三十六条第五項において準用する同法第二百八条第一項並びに第

三十六条第七項、第四十一条第六項及び第百二十二条第十項において準用する同法

第六十四条の規定の適用については、銀行とみなす。 

  一 信用金庫又は信用金庫連合会 信用金庫法（昭和二十六年法律第二百三十八

号）第五十三条第三項第八号又は第五十四条第四項第八号に掲げる業務 

  二 労働金庫又は労働金庫連合会 労働金庫法（昭和二十八年法律第二百二十七

号）第五十八条第二項第十四号又は第五十八条の二第一項第十二号に掲げる業務 

  三 信用協同組合又は中小企業等協同組合法（昭和二十四年法律第百八十一号）第

九条の九第一項第一号の事業を行う協同組合連合会 同法第九条の八第二項第十

三号又は第九条の九第五項第一号（同法第九条の八第二項第十三号に係る部分に

限る。）に掲げる業務 

  四 農業協同組合法（昭和二十二年法律第百三十二号）第十条第一項第三号の事業

を行う農業協同組合又は農業協同組合連合会 同条第六項第九号に掲げる業務 

  五 水産業協同組合法（昭和二十三年法律第二百四十二号）第十一条第一項第四号、

第八十七条第一項第四号、第九十三条第一項第二号又は第九十七条第一項第二号

の事業を行う漁業協同組合、漁業協同組合連合会、水産加工業協同組合又は水産

加工業協同組合連合会 同法第十一条第三項第八号、第八十七条第四項第八号、

第九十三条第二項第八号又は第九十七条第三項第八号に掲げる業務 

  六 農林中央金庫 農林中央金庫法（平成十三年法律第九十三号）第五十四条第四

項第十一号に掲げる業務 

  七 商工組合中央金庫 商工組合中央金庫法（昭和十一年法律第十四号）第二十八

条第一項第十三号に掲げる業務 

  （登記簿） 

 第百八十二条 登記所に、特定目的会社登記簿を備える。 

  （商業登記法等の準用） 

 第百八十三条 商業登記法（昭和三十八年法律第百二十五号）第一条の三から第五条

まで（登記所、事務の委任、事務の停止、登記官、登記官の除斥）、第七条から第

十五条まで（登記簿等の持出禁止、登記簿の滅失と回復、登記簿等の滅失防止、登

記事項証明書の交付等、登記事項の概要を記載した書面の交付、附属書類の閲覧、

印鑑証明、電磁的記録の作成者を示す措置の確認に必要な事項等の証明、手数料、

当事者申請主義、嘱託による登記）、第十七条から第二十七条まで（登記申請の方

式、申請書の添付書面、申請書に添付すべき電磁的記録、印鑑の提出、受付、受領



 

 

証、登記の順序、登記官による本人確認、申請の却下、提訴期間経過後の登記、行

政区画等の変更、同一の所在場所における同一の商号の登記の禁止）、第三十三条

（商号の登記の抹消）、第三十四条（会社の商号の登記）、第四十四条、第四十五

条（会社の支配人の登記）、第四十六条（第四項を除く。）（添付書面の通則）、

第四十七条第一項（設立の登記）、第四十八条から第五十五条まで（支店所在地に

おける登記、本店移転の登記、取締役等の変更の登記、一時会計監査人の職務を行

うべき者の変更の登記）、第六十四条（株主名簿管理人の設置による変更の登記）、

第七十一条（解散の登記）、第七十三条から第七十五条まで（清算人の登記、清算

人に関する変更の登記、清算結了の登記）及び第百三十二条から第百四十八条まで

（更正、抹消の申請、職権抹消、行政手続法の適用除外、行政機関の保有する情報

の公開に関する法律の適用除外、行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律

の適用除外、審査請求、審査請求事件の処理、行政不服審査法の適用除外、省令へ

の委任）の規定は、特定目的会社に関する登記について準用する。この場合におい

て、同法第十五条中「第五十条まで（第九十五条、第百十一条及び第百十八条にお

いて準用する場合を含む。）」とあるのは「第五十条まで」と、「第五十一条第一

項及び第二項、第五十二条、第七十八条第一項及び第三項、第八十二条第二項及び

第三項、第八十三条、第八十七条第一項及び第二項、第八十八条、第九十一条第一

項及び第二項、第九十二条、第百三十二条並びに」とあるのは「第百三十二条及

び」と、同法第二十四条第七号中「書面若しくは第三十条第二項若しくは第三十一

条第二項に規定する譲渡人の承諾書」とあるのは「書面」と、同法第三十四条第一

項中「会社の登記簿」とあるのは「特定目的会社登記簿」と、同法第四十八条第二

項中「会社法第九百三十条第二項各号」とあるのは「資産の流動化に関する法律

（以下「資産流動化法」という。）第二十二条第四項において準用する会社法第九

百三十条第二項各号」と、同法第五十四条第一項中「取締役、監査役、代表取締役

又は特別取締役（委員会設置会社にあつては、取締役、委員、執行役又は代表執行

役）」とあるのは「取締役、監査役又は代表取締役」と、同条第二項第三号中「会

社法第三百三十三条第一項」とあるのは「資産流動化法第七十一条第一項」と、

「同法第三百三十七条第一項」とあるのは「資産流動化法第七十三条第一項」と、

同法第五十五条第一項中「会社法第三百四十六条第四項」とあるのは「資産流動化

法第七十六条第四項」と、同法第七十一条第三項中「会社法第四百七十八条第一項

第一号」とあるのは「資産流動化法第百六十七条第一項第一号」と、「同法第四百

八十三条第四項」とあるのは「資産流動化法第百七十一条第四項」と、同法第七十

三条第二項中「会社法第四百七十八条第一項第二号又は第三号」とあるのは「資産

流動化法第百六十七条第一項第二号又は第三号」と、同条第三項及び同法第七十四

条第一項中「会社法第九百二十八条第一項第二号」とあるのは「資産流動化法第百

七十九条第一項において準用する会社法第九百二十八条第一項第二号」と、同法第



 

 

七十五条中「会社法第五百七条第三項」とあるのは「資産流動化法第百七十九条第

一項において準用する会社法第五百七条第三項」と読み替えるものとするほか、必

要な技術的読替えは、政令で定める。 

 ２ 会社法第七編第四章第一節（第九百七条を除く。）（総則）の規定は、特定目的

会社の登記について準用する。この場合において、必要な技術的読替えは、政令で

定める。 

  （設立の登記の添付書面） 

 第百八十四条 設立の登記の申請書には、法令に別段の定めがある場合を除き、次の

書面を添付しなければならない。 

  一 定款 

  二 定款に第十六条第三項各号に掲げる事項についての記載又は記録があるときは、

次に掲げる書面 

   イ 検査役又は設立時取締役及び設立時監査役の調査報告を記載した書面及びそ

の附属書類 

   ロ 第十八条第二項において準用する会社法第三十三条第十項第三号に掲げる場

合には、同号に規定する証明を記載した書面及びその附属書類 

  三 検査役の報告に関する裁判があったときは、その謄本 

  四 第十九条第一項の規定による払込みの取扱いをした銀行等に払い込まれた金額

に相当する金銭の保管に関する証明書 

  五 特定社員名簿管理人を置いたときは、その者との契約を証する書面 

  六 この法律の規定により選任され又は選定された設立時取締役、設立時監査役及

び設立時代表取締役（特定目的会社の設立に際して代表取締役となる者をい

う。）が就任を承諾したことを証する書面 

  七 設立時会計参与又は設立時会計監査人を選任したときは、次に掲げる書面 

   イ 就任を承認したことを証する書面 

   ロ これらの者が法人であるときは、当該法人の登記事項証明書。ただし、当該

登記所の管轄区域内に当該法人の主たる事務所がある場合を除く。 

   ハ これらの者が法人でないときは、設立時会計参与にあっては第七十一条第一

項に規定する者であることを、設立時会計監査人にあっては第七十三条第一項

に規定する者であることを証する書面 

 ２ 登記すべき事項につき発起人全員の同意又はある発起人の一致を要するときは、

前項の登記の申請書にその同意又は一致があったことを証する書面を添付しなけれ

ばならない。 

  （募集特定出資の発行による変更の登記） 

 第百八十五条 募集特定出資の発行による変更の登記の申請書には、次の書面を添付

しなければならない。 



 

 

  一 募集特定出資の引受けの申込み又は第三十六条第五項において準用する会社法

第二百五条の契約を証する書面 

  二 前条第一項第三号に掲げる書面 

  三 金銭を出資の目的とするときは、第三十六条第五項において準用する会社法第

二百八条第一項の規定による払込みの取扱いをした銀行等に払い込まれた金額に

相当する金銭の保管に関する証明書 

  四 金銭以外の財産を出資の目的とするときは、次に掲げる書面 

   イ 検査役が選任されたときは、検査役の調査報告を記載した書面及びその附属

書類 

   ロ 第三十六条第五項において準用する会社法第二百七条第九項第四号に掲げる

場合には、同号に規定する証明を記載した書面及びその附属書類 

  （募集優先出資の発行の登記） 

 第百八十六条 募集優先出資の発行の登記の申請書には、次の書面を添付しなければ

ならない。 

  一 募集優先出資の引受けの申込み又は第四十一条第二項の契約を証する書面 

  二 優先出資社員名簿管理人を置いたときは、定款及びその者との契約を証する書

面 

  三 第四十一条第四項に規定する払込みの取扱いをした銀行等に払い込まれた金額

に相当する金銭の保管に関する証明書 

  （優先出資の消却又は併合による変更の登記） 

 第百八十七条 優先出資の消却又は併合による変更の登記の申請書には、第四十七条

第三項の規定又は第五十条第二項において準用する会社法第二百十九条第一項（第

二号に係る部分に限る。）の規定による公告をしたことを証する書面又は当該優先

出資の全部について優先出資証券を発行していないことを証する書面を添付しなけ

ればならない。 

 ２ 優先出資社員に配当すべき利益をもってする優先出資の消却による変更の登記の

申請書には、前項の書面のほか、利益の存在を証する書面を添付しなければならな

い。 

  （特定資本金の額の減少による変更の登記） 

 第百八十八条 特定資本金の額の減少による変更の登記の申請書には、第百十一条第

二項の規定による公告及び催告をしたこと並びに異議を述べた債権者があるときは、

当該債権者に対し弁済し、若しくは相当の担保を提供し、若しくは当該債権者に弁

済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと又は当該特定資本金の

額の減少をしても当該債権者を害するおそれがないことを証する書面を添付しなけ

ればならない。 

  （優先資本金の額の減少による変更の登記） 



 

 

 第百八十九条 次の各号に掲げる規定に基づく優先資本金の額の減少による変更の登

記の申請書には、当該各号に定める書面を添付しなければならない。 

  一 第百九条の規定 第百十一条第二項の規定による公告及び催告をしたこと並び

に異議を述べた債権者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相当の

担保を提供し、若しくは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の

財産を信託したこと又は当該優先資本金の額の減少をしても当該債権者を害する

おそれがないことを証する書面 

  二 第百十条の規定 同条第二項の規定による公告をしたことを証する書面並びに

第百十一条第二項の規定による公告及び催告をしたこと並びに異議を述べた債権

者があるときは、当該債権者に対し弁済し、若しくは相当の担保を提供し、若し

くは当該債権者に弁済を受けさせることを目的として相当の財産を信託したこと

又は当該優先資本金の額の減少をしても当該債権者を害するおそれがないことを

証する書面 

  三 第百五十九条の規定 資産流動化計画並びに特定社債の償還、特定約束手形の

支払及び特定目的借入れの弁済を証する書面 

  （減資剰余金の優先資本金への組入れによる変更の登記） 

 第百九十条 減資剰余金（優先出資の消却を行うためにする優先資本金の額の減少に

係るものに限る。）の優先資本金への組入れによる変更の登記の申請書には、減資

剰余金の存在を証する書面を添付しなければならない。 

  （転換特定社債等の発行による変更の登記） 

 第百九十一条 転換特定社債又は新優先出資引受権付特定社債の発行による変更の登

記の申請書には、法令に別段の定めがある場合を除き、次の書面を添付しなければ

ならない。 

  一 転換特定社債又は新優先出資引受権付特定社債の引受けの申込み又は第百二十

四条の契約を証する書面 

  二 転換特定社債又は新優先出資引受権付特定社債の払込金額（第百二十二条第一

項第十四号に規定する払込金額をいう。）の全額の払込みがあったことを証する

書面 

  （転換特定社債の転換による変更の登記） 

 第百九十二条 転換特定社債の転換による変更の登記の申請書には、当該転換の請求

があったことを証する書面を添付しなければならない。 

  （新優先出資引受権付特定社債に付された新優先出資の引受権の行使による変更の

登記） 

 第百九十三条 新優先出資引受権付特定社債に付された新優先出資の引受権の行使に

よる変更の登記の申請書には、次の書面を添付しなければならない。 

  一 新優先出資引受権付特定社債に付された新優先出資の引受権の行使があったこ



 

 

とを証する書面 

  二 第百四十五条第三項に規定する払込みの取扱いをした銀行等に払い込まれた金

額に相当する金銭の保管に関する証明書 

  （公告） 

 第百九十四条 特定目的会社は、公告方法として、次に掲げる方法のいずれかを定款

で定めることができる。 

  一 官報に掲載する方法 

  二 時事に関する事項を掲載する日刊新聞紙に掲載する方法 

  三 電子公告（公告方法のうち、電磁的方法（会社法第二条第三十四号に規定する

電磁的方法をいう。）により不特定多数の者が公告すべき内容である情報の提供

を受けることができる状態に置く措置であって同号に規定するものをとる方法を

いう。以下この編において同じ。） 

 ２ 特定目的会社が前項第三号に掲げる方法を公告方法とする旨を定める場合には、

その定款には、電子公告を公告方法とする旨を定めれば足りる。この場合において

は、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができな

い場合の公告方法として、同項第一号又は第二号のいずれかを定めることができる。 

 ３ 第一項又は前項の規定による定めがない特定目的会社の公告方法は、第一項第一

号に掲げる方法とする。 

 ４ 会社法第九百四十条第一項及び第三項（電子公告の公告期間等）、第九百四十一

条（電子公告調査）、第九百四十六条（調査の義務等）、第九百四十七条（電子公

告調査を行うことができない場合）、第九百五十一条第二項（財務諸表等の備置き

及び閲覧等）、第九百五十三条（改善命令）並びに第九百五十五条（調査記録簿等

の記載等）の規定は、特定目的会社が電子公告によりこの法律の規定による公告を

する場合について準用する。この場合において、同法第九百四十条第一項第一号中

「この法律」とあるのは「資産流動化法第二編」と、同項第二号中「第四百四十条

第一項」とあるのは「資産流動化法第百四条第五項」と、「定時株主総会」とある

のは「定時社員総会」と、同条第三項中「前二項」とあるのは「第一項」と、同法

第九百四十一条中「この法律又は他の法律の規定による公告（第四百四十条第一項

の規定による公告を除く。」とあるのは「資産流動化法第二編の規定による公告

（資産流動化法第百四条第五項の規定による公告を除く。」と読み替えるものとす

るほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

 （資産の流動化に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第二百二十一条 施行日前に前条の規定による改正前の資産の流動化に関する法律（以

下この条において「旧資産流動化法」という。）第十八条第六項において準用する旧

商法第百六十七条の認証を受けた定款に係る特定目的会社の設立については、なお従

前の例による。ただし、設立の登記の登記事項については、前条の規定による改正後



 

 

の資産の流動化に関する法律（以下この条において「新資産流動化法」という。）の

定めるところによる。 

２ 特定目的会社の施行日における発行した特定出資の総口数は、特定目的会社の特定

資本の額を当該特定目的会社の特定出資一口の金額で除して得た数とする。 

３ 特定目的会社は、新資産流動化法第十六条第六項において準用する会社法第三十一

条第二項各号に掲げる請求に応じる場合には、当該請求をした者に対し、定款に記載

又は記録がないものであっても、この条の規定により定款に定めがあるものとみなさ

れる事項を示さなければならない。 

４ 施行日前に特定目的会社がその支店の所在地でした支配人の選任の登記は、その登

記をした日に、特定目的会社がその本店の所在地でしたものとみなす。 

５ 施行日前に旧資産流動化法第二十九条第三項（同条第九項において準用する場合を

含む。）の規定による請求がされた場合における当該請求に係る手続については、な

お従前の例による。 

６ 施行日前に特定目的会社において社員総会の招集の手続が開始された場合における

その社員総会の決議を要する自己の特定持分の取得については、なお従前の例による。 

７ 施行日前に特定目的会社において優先出資の発行の決議があった場合におけるその

優先出資の発行の手続については、なお従前の例による。ただし、優先出資の発行に

関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

８ この法律の施行の際現に特定目的会社の定款に優先出資又は特定社債についての名

義書換代理人を置く旨の定めがある場合における特定目的会社の定款には、優先出資

社員名簿管理人又は特定社債原簿管理人を置く旨の定めがあるものとみなす。 

９ 特定目的会社がこの法律の施行の際現に置いている優先出資についての名義書換代

理人は、施行日以後は、特定目的会社が委託した優先出資社員名簿管理人とみなす。 

10 特定目的会社がこの法律の施行の際現に置いている特定社債についての名義書換代

理人は、施行日以後は、特定目的会社が委託した特定社債原簿管理人とみなす。 

11 この法律の施行の際現に存する特定目的会社の単位未満優先出資については、なお

従前の例による。 

12 施行日前に社員総会又は旧資産流動化法第百十七条第一項の総会の招集の手続が開

始された場合におけるその社員総会又は総会の権限及び手続については、なお従前の

例による。 

13 新資産流動化法第七十条第一項（新資産流動化法第七十二条第二項及び第百六十七

条第七項において準用する場合を含む。）の規定の適用については、旧商法、旧有限

会社法及び旧商法特例法の規定（第二章第一節第二款の規定によりなお従前の例によ

ることとされる場合における旧商法、第一章第二節の規定によりなお従前の例による

こととされる場合における旧有限会社法及び同章第四節の規定によりなお従前の例に

よることとされる場合における旧商法特例法の規定を含む。）に違反し、刑に処せら



 

 

れた者は、会社法の規定に違反し、刑に処せられたものとみなす。 

14 新資産流動化法第七十条第一項第五号（新資産流動化法第七十二条第二項及び第百

六十七条第七項において準用する場合を含む。）の規定は、この法律の施行の際現に

特定目的会社の取締役、監査役又は清算人である者が施行日前に犯した同号に規定す

る中間法人法（これに相当する外国の法令を含む。）、民事再生法、外国倒産処理手

続の承認援助に関する法律又は破産法の罪により罰金の刑（これに相当する外国の法

令による刑を含む。）に処せられた場合におけるその者の施行日以後の特定目的会社

の取締役、監査役又は清算人としての継続する在任については、適用しない。 

15 この法律の施行の際現に旧資産流動化法の取締役、監査役又は清算人である者の任

期については、なお従前の例による。 

16 特定目的会社の取締役、監査役、会計監査人又は清算人の施行日前の行為に基づく

損害賠償責任については、なお従前の例による。 

17 施行日前に到来した最終の決算期（以下この条において「直前決算期」という。）

に係る旧資産流動化法第八十五条第一項各号に掲げる資料及びこれらの附属明細書の

作成、監査及び承認の方法については、なお従前の例による。 

18 この法律の施行の際現に旧資産流動化法第九十条第一項に規定する会計監査人存置

会社である特定目的会社の定款には、会計監査人を置く旨の定款の定めがあるものと

みなす。 

19 直前決算期以前の決算期に係る特定目的会社の利益の配当については、なお従前の

例による。 

20 施行日前に旧資産流動化法第百二条第一項の決定があった場合におけるその決定に

よる金銭の分配については、なお従前の例による。 

21 施行日前に旧資産流動化法第百三条の規定により適用される第一条第五号の規定に

よる廃止前の会社の配当する利益又は利息の支払に関する法律第一項の規定により旧

資産流動化法第百三条に規定する社員が特定目的会社に通知した場所は、新資産流動

化法第百十六条において読み替えて準用する会社法第四百五十七条第一項の規定によ

り同項に規定する社員が特定目的会社に通知した場所とみなす。 

22 この法律の施行の際現に旧資産流動化法の規定により特定目的会社が定めている特

定社債管理会社は、新資産流動化法の規定により特定目的会社が定めた特定社債管理

者とみなす。ただし、新資産流動化法第百二十九条第二項において準用する会社法第

七百四十条第二項の規定は適用せず、その特定社債権者に対する損害賠償責任につい

ては、なお従前の例による。 

23 この法律の施行の際現に存する特定社債については、新資産流動化法第百二十五条

において読み替えて準用する会社法第六百八十一条第一号の規定（新資産流動化法第

百二十二条第一項第九号及び第十号に掲げる事項に係る部分に限る。）は、適用しな

い。 



 

 

24 この法律の施行の際現に存する特定社債に係る特定社債券の記載事項及び記名特定

社債の譲渡については、なお従前の例による。 

25 施行日前に募集の決定があった特定社債の発行の手続については、なお従前の例に

よる。ただし、特定社債の発行に関する登記の登記事項については、新資産流動化法

の定めるところによる。 

26 施行日前に招集の手続が開始された特定社債権者集会については、なお従前の例に

よる。 

27 施行日前に特定目的会社において特定資本の増加の決議があった場合におけるその

特定資本の増加の手続については、なお従前の例による。ただし、特定資本の増加に

関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

28 施行日前に特定目的会社において旧資産流動化法第百十六条第一項第三号に掲げる

事項の決議があった場合における当該決議に基づき付与する特定出資の引受けをする

権利については、なお従前の例による。 

29 施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の決議を

要する特定資本の減少については、なお従前の例による。ただし、特定資本の減少に

関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

30 施行日前に旧資産流動化法第百十八条の二第一項の決議をするための社員総会の招

集の手続が開始された場合における同項の規定による資産流動化計画の変更の手続に

ついては、なお従前の例による。 

31 施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の決議を

要する優先資本の減少又は施行日前に旧資産流動化法第百十八条の九第一項の決定が

あった場合における優先資本の減少については、なお従前の例による。ただし、優先

資本の減少に関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによ

る。 

32 施行日前に生じた旧資産流動化法第百二十一条各号に掲げる事由により特定目的会

社が解散した場合におけるその清算については、なお従前の例による。ただし、清算

に関する登記の登記事項（施行日前に清算人の登記をした場合にあっては、本店の所

在地における登記事項のうち清算人の氏名及び住所を除く。）については、新資産流

動化法の定めるところによる。 

33 施行日前に提起された、特定目的会社の優先出資の発行の無効の訴え、資産流動化

計画違反の社員総会の決議の取消しの訴え、社員総会の決議の取消し若しくは不存在

若しくは無効の確認の訴え、特定資本の増加の無効の訴え、特定資本の減少の無効の

訴え、優先資本の減少の無効の訴え、解散の訴え又は設立の無効の訴えについては、

なお従前の例による。 

34 施行日前に社員が次に掲げる規定に規定する訴えの提起を請求した場合における当

該訴えについては、なお従前の例による。 



 

 

 一 旧資産流動化法第二十五条において準用する旧資産流動化法第七十五条第一項 

 二 旧資産流動化法第四十九条第一項において準用する旧商法第二百八十条ノ十一第

二項において準用する旧商法第二百六十七条第一項 

 三 旧資産流動化法第七十五条第一項 

 四 旧資産流動化法第八十四条第一項において準用する旧資産流動化法第七十五条第

一項 

 五 旧資産流動化法第百六条第四項において準用する旧資産流動化法第七十五条第一

項 

 六 旧資産流動化法第百十三条の三において準用する旧商法第二百八十条ノ十一第二

項において準用する旧商法第二百六十七条第一項 

 七 旧資産流動化法第百十三条の五において準用する旧商法第二百八十条ノ十一第二

項において準用する旧商法第二百六十七条第一項 

35 施行日前に提起された特定目的会社の設立の無効の訴えに係る請求を認容する判決

が確定した場合における特定目的会社の清算については、なお従前の例による。ただ

し、清算に関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

36 施行日前に申立て又は裁判があった旧資産流動化法の規定による非訟事件（清算に

関する事件を除く。次項において同じ。）の手続については、なお従前の例による。 

37 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における非訟事件の手続

についても、前項と同様とする。 

38 旧資産流動化法の規定による特定目的会社の登記は、新資産流動化法のこれらの規

定に相当する規定による特定目的会社の登記とみなす。 

39 特定目的会社については、施行日に、その本店の所在地において、新資産流動化法

第二十二条第二項第六号に掲げる事項として、第二項の規定による発行した特定出資

の総口数が登記されたものとみなす。 

40 特定目的会社は、会計監査人設置会社である場合には、施行日から六箇月以内に、

その本店の所在地において、会計監査人設置会社である旨及び会計監査人の氏名又は

名称の登記をしなければならない。 

41 特定目的会社は、前項の登記をするまでに他の登記をするときは、当該他の登記と

同時に、同項の登記をしなければならない。 

42 第四十項の登記をするまでに同項の規定により登記すべき事項に変更が生じたとき

は、遅滞なく、当該変更に係る登記と同時に、変更前の事項の登記をしなければなら

ない。 

43 特定目的会社の代表取締役又は清算人は、前三項の規定に違反した場合には、百万

円以下の過料に処する。 

44 新資産流動化法第百八十三条第一項において準用する新商業登記法の規定は、この

条に別段の定めがある場合を除き、施行日前に生じた事項にも適用する。ただし、旧



 

 

資産流動化法第百三十四条において準用する旧商業登記法の規定によって生じた効力

を妨げない。 

45 施行日前にした旧資産流動化法第百三十四条において準用する旧商業登記法の規定

による処分、手続その他の行為は、この条に別段の定めがある場合を除き、新資産流

動化法第百八十三条第一項において準用する新商業登記法のこれらの規定に相当する

規定によってしたものとみなす。 

46 施行日前にされた登記の申請に係る登記に関する手続については、なお従前の例に

よる。 

47 施行日前に登記すべき事項が生じた場合における登記の申請書に添付すべき資料に

ついては、なお従前の例による。 

48 施行日前にされた商号の仮登記（第四十六項の規定によりなお従前の例によること

とされる場合における商号の仮登記を含む。）についての旧資産流動化法第百三十四

条において準用する旧商業登記法第三十六条の規定による登記の申請、旧資産流動化

法第百三十四条において準用する旧商業登記法第三十七条第一項の規定による商号の

仮登記の抹消の申請、旧資産流動化法第百三十四条において準用する旧商業登記法第

四十条の規定による商号の仮登記の抹消並びに旧資産流動化法第百三十四条において

準用する旧商業登記法第四十一条の規定による供託金の取戻し及び国庫への帰属につ

いては、なお従前の例による。 

49 登記官は、この法律の施行の際現に支店の所在地における支配人の登記が存すると

きは、職権で、当該登記を本店の所在地における登記簿に移さなければならない。 

50 この法律の施行の際現に存する旧資産流動化法第百三十四条において準用する旧商

業登記法第五十六条の二第一項の規定による指定は、新資産流動化法第百八十三条第

一項において準用する新商業登記法第四十九条第一項の規定による指定とみなす。 

51 第一項の規定によりなお従前の例によることとされる特定目的会社の設立の登記を

申請する場合における登記に関する手続については、なお従前の例による。 

52 登記官は、この法律の施行の際現に存する特定目的会社について、職権で、その本

店の所在地において、発行した特定出資の総口数の登記をしなければならない。 

53 第七項、第十二項、第二十五項、第二十七項、第二十九項、第三十一項、第三十二

項又は第三十五項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における特定目

的会社の優先出資の発行、転換特定社債若しくは新優先出資引受権付特定社債の発行、

特定資本の増加、特定資本の減少、優先資本の減少又は清算に関する登記その他の登

記の申請その他の登記に関する手続については、なお従前の例による。 

54 第十八項の規定により特定目的会社の定款に会計監査人を置く旨の定めがあるもの

とみなされた場合における会計監査人設置会社である旨の登記（設立の登記を含

む。）の申請書には、旧資産流動化法第九十条第一項に規定する会計監査人存置会社

であることを証する書面を添付しなければならない。 



 

 

55 第四十四項から前項までに定めるもののほか、前条の規定による資産の流動化に関

する法律の一部改正に伴う登記に関する手続について必要な経過措置は、法務省令で

定める。 

56 この法律の施行の際現に特定目的信託契約に受益証券についての名義書換代理人を

置く旨の定めがある場合における特定目的信託契約には、権利者名簿管理人を置く旨

の定めがあるものとみなす。 

57 受託信託会社等がこの法律の施行の際現に置いている受益証券についての名義書換

代理人は、施行日以後は、受託信託会社等が委託した権利者名簿管理人とみなす。 

58 施行日前に招集の手続が開始された権利者集会については、なお従前の例による。 

59 施行日前に旧資産流動化法第二百八条第一項（第一号の場合に限る。）の規定によ

る特定目的信託契約の変更の手続が開始された場合におけるその特定目的信託契約の

変更の手続については、なお従前の例による。 

60 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合において必要な技術的読

替えは、内閣府令で定める。 

 （金融庁設置法の一部改正） 

第二百二十二条 金融庁設置法（平成十年法律第百三十号）の一部を次のように改正す

る。 

  第四条第三号オ中「第百五十条の三及び第百六十三条」を「第二百八条及び第二百

二十四条」に改める。 

  第八条中「、特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正す

る法律（平成十二年法律第九十七号）附則第二条第一項の規定によりなおその効力を

有するものとされる同法第一条の規定による改正前の特定目的会社による特定資産の

流動化に関する法律（平成十年法律第百五号。第二十条において「旧資産流動化法」

という。）」を削る。 

  第二十条第一項中「、旧資産流動化法」を削る。 

 （金融機能の再生のための緊急措置に関する法律の一部改正） 

第二百二十三条 金融機能の再生のための緊急措置に関する法律（平成十年法律第百三

十二号）の一部を次のように改正する。 

  第五十三条第三項及び第五十四条第二項中「営業」を「事業」に改める。 

  第六十五条の見出し中「預金保険機構債券」を「預金保険機構債」に改め、同条第

一項中「預金保険機構債券」を「預金保険機構債」に、「「債券」を「「機構債」に、

「（債券」を「（機構債」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、機構は、機構債の債券を発行することができる。 

  第六十五条第四項及び第六十六条中「債券」を「機構債」に改める。 

  第七十一条中「第百五十一条第一号」を「第百五十二条第一号」に改める。 

 （金融機能の再生のための緊急措置に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 



 

 

第二百二十四条 施行日前に前条の規定による改正前の金融機能の再生のための緊急措

置に関する法律第六十五条第一項の規定により発行された預金保険機構債券は、施行

日以後は、前条の規定による改正後の金融機能の再生のための緊急措置に関する法律

第六十五条第一項の規定により発行された預金保険機構債とみなす。 

  （金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律の一部改正） 

第二百二十五条 金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律（平成十年法律

第百四十三号）の一部を次のように改正する。 

  第五条第四項中「の請求が可能とされる株式である場合にその転換の請求により発

行された他の種類の株式及び当該株式又は当該他の種類の株式について商法（明治三

十二年法律第四十八号）の規定により分割又は併合された株式」を「（当該株式がそ

の発行会社に取得され、その引換えに他の種類の株式が交付されることをいう。）の

請求が可能とされるものである場合にあってはその請求により転換された他の種類の

株式又は当該株式が一定の事由が生じたことを条件として転換されるものである場合

にあってはその事由が生じたことにより転換された他の種類の株式及び当該株式又は

これらの転換された他の種類の株式について分割され又は併合された株式」に、「発

行され、又は移転された」を「交付された」に、「同法の規定により分割」を「分割

され」に改める。 

  第十六条の見出し中「預金保険機構債券」を「預金保険機構債」に改め、同条第一

項中「預金保険機構債券」を「預金保険機構債」に、「「債券」を「「機構債」に、

「（債券」を「（機構債」に改め、同項に後段として次のように加える。 

   この場合において、機構は、機構債の債券を発行することができる。 

  第十六条第四項及び第十七条中「債券」を「機構債」に改める。 

  第十九条中「第百五十一条第一号」を「第百五十二条第一号」に改める。 

 （金融機能の早期健全化のための緊急措置に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第二百二十六条 施行日前に前条の規定による改正前の金融機能の早期健全化のための

緊急措置に関する法律第十六条第一項の規定により発行された預金保険機構債券は、

施行日以後は、前条の規定による改正後の金融機能の早期健全化のための緊急措置に

関する法律第十六条第一項の規定により発行された預金保険機構債とみなす。 

 （金融業者の貸付業務のための社債の発行等に関する法律の一部改正） 

第二百二十七条 金融業者の貸付業務のための社債の発行等に関する法律（平成十一年

法律第三十二号）の一部を次のように改正する。 

  第四条第一項第二号及び第六条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改める。 

 （特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正する法律の一部

改正） 

第二百二十八条 特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正す

る法律（平成十二年法律第九十七号）の一部を次のように改正する。 



 

 

  附則第二条の前の見出しを削る。 

  附則第二条を次のように改める。 

 第二条 削除 

  附則第三条の前に見出しとして「（特定目的会社による特定資産の流動化に関する

法律の一部改正に伴う経過措置）」を付する。 

 （旧特定目的会社の存続） 

第二百二十九条 前条の規定による改正前の特定目的会社による特定資産の流動化に関

する法律等の一部を改正する法律附則第二条第一項の規定によりなおその効力を有す

るものとされる同法第一条の規定による改正前の特定目的会社による特定資産の流動

化に関する法律（平成十年法律第百五号）（以下この条から第二百三十三条までにお

いて「旧資産流動化法」という。）の規定による特定目的会社であってこの法律の施

行の際現に存するもの（以下この条から第二百三十三条までにおいて「旧特定目的会

社」という。）は、施行日以後は、この条から第二百三十四条までの定めるところに

より、第二百二十条による改正後の資産の流動化に関する法律（以下この条から第二

百三十四条までにおいて「新資産流動化法」という。）の規定による特定目的会社と

して存続するものとする。 

 （特定目的会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正する法律の一部

改正に伴う経過措置等） 

第二百三十条 前条の規定により存続する特定目的会社であって、第二百三十四条第四

項に規定する登記をしていないもの（以下この条から第二百三十四条までにおいて

「特例旧特定目的会社」という。）については、新資産流動化法第二条第一項、第二

項、第四項及び第十二項から第十八項まで並びに第四条から第十二条までの規定は、

適用しない。 

２ 特例旧特定目的会社は、内閣総理大臣の登録を受けなければ、特定資産の流動化に

係る業務を行ってはならない。 

３ 前項に規定する「特定資産」とは、次に掲げる資産をいう（以下第二百三十三条ま

でにおいて同じ。）。 

 一 不動産（建物又は宅地建物取引業法（昭和二十七年法律第百七十六号）第二条第

一号に規定する宅地をいう。） 

 二 指名金銭債権（指名債権であって金銭の支払を目的とするものをいう。） 

 三 前二号に掲げるものを信託する信託の受益権 

４ 第二項に規定する「特定資産の流動化」とは、一連の行為として、資産対応証券の

発行により得られる金銭をもって特定資産を取得し、当該特定資産（当該特定資産を

信託する信託の受益権を含む。）の管理及び処分により得られる金銭をもって、次の

各号に掲げる資産対応証券に係る債務又は出資について当該各号に定める行為を行う

ことをいう（以下この条において同じ。）。 



 

 

 一 特定約束手形（新資産流動化法第二条第十項に規定する特定約束手形をいう。以

下第二百三十四条までにおいて同じ。）又は特定社債（新資産流動化法第二条第七

項に規定する特定社債をいう。以下第二百三十四条までにおいて同じ。） その債

務の履行 

 二 優先出資（新資産流動化法第二条第五項に規定する優先出資をいう。以下第二百

三十四条までにおいて同じ。） 利益の分配及び消却のための取得又は残余財産の

分配 

５ 特例旧特定目的会社の特定短期社債（新資産流動化法第二条第八項に規定する特定

短期社債をいう。第十二項第二号において同じ。）については、新資産流動化法第二

条第八項第四号中「規定及び第百三十条第二項の規定により」とあるのは、「規定に

より」とする。 

６ 第二項の規定に違反して、同項の登録を受けないで特定資産の流動化に係る業務を

行った者又は不正の手段により同項の登録を受けた者は、三年以下の懲役又は三百万

円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

７ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対しても、同項の罰金刑を科する。 

８ この法律の施行の際現に旧資産流動化法第三条の登録を受けている者は、この法律

の施行の際に第二項の登録を受けたものとみなす。 

９ 内閣総理大臣は、次に掲げる事項を特例旧特定目的会社登録簿に登録しなければな

らない。 

 一 商号（特例旧特定目的会社の名称をいう。以下第二百三十三条までにおいて同

じ。） 

 二 事業所の名称及び所在地 

 三 役員（取締役及び監査役をいう。以下第二百三十三条までにおいて同じ。）の氏

名又は名称及び住所並びに政令で定める使用人があるときは、当該使用人の氏名又

は名称及び住所 

 四 会計参与設置会社であるときは、会計参与の氏名又は名称及び住所又は所在地 

 五 特定資産の流動化に関する計画（以下この条から第二百三十四条までにおいて

「資産流動化計画」という。） 

 六 その他内閣府令で定める事項 

10 旧特定目的会社の特定目的会社登録簿は、特例旧特定目的会社の特例旧特定目的会

社登録簿とみなす。 

11 内閣総理大臣は、内閣府令で定めるところにより、特例旧特定目的会社登録簿及び

特例旧特定目的会社登録簿に登録された特例旧特定目的会社の資産流動化実施計画を

公衆の縦覧に供しなければならない。 



 

 

12 特例旧特定目的会社の資産流動化計画には、特定資産の流動化に係る業務に関する

基本的な事項として次に掲げる事項を記載し、又は記録しなければならない。 

 一 資産流動化計画の計画期間及び当該計画期間に関する事項として内閣府令で定め

る事項 

 二 資産対応証券に関する次に掲げる事項 

  イ 優先出資においては、総額、優先出資の内容（利益の配当又は残余財産の分配

についての優先的内容を含む。）その他の発行に関する事項及び消却に関する事

項として内閣府令で定める事項 

  ロ 特定社債（特定短期社債を除く。以下第二百三十二条までにおいて同じ。）に

おいては、総額、特定社債の内容その他の発行及び償還に関する事項として内閣

府令で定める事項 

  ハ 特定短期社債においては、限度額その他の発行及び償還に関する事項として内

閣府令で定める事項 

  ニ 特定約束手形においては、限度額その他の発行及び償還に関する事項として内

閣府令で定める事項 

 三 特定資産の取得に関する事項として内閣府令で定める事項 

 四 特定資産の管理及び処分に係る業務の受託者その他の特定資産の管理及び処分に

関する事項として内閣府令で定める事項 

 五 その他内閣府令で定める事項 

13 前項第一号の資産流動化計画の計画期間は、政令で定める特定資産の区分に応じ、

その管理及び処分に関する合理的な計画の策定可能な期間として政令で定める期間を

超えてはならない。 

14 資産流動化計画は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって

は認識することができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものとして内閣府令で定めるものをいう。以下この条において同

じ。）をもって作成することができる。 

15 特例旧特定目的会社の資産流動化実施計画には、内閣府令で定めるところにより、

特定資産の流動化に係る業務の具体的な内容を記載し、又は記録しなければならない。 

16 第十四項の規定は、資産流動化実施計画について準用する。 

17 旧資産流動化法第五条第一項の規定により記載され、又は記録された旧特定目的会

社の資産流動化計画及び旧資産流動化法第六条第一項の規定により記載され、又は記

録された旧特定目的会社の資産流動化実施計画は、特例旧特定目的会社の資産流動化

計画及び資産流動化実施計画とみなす。 

18 特例旧特定目的会社は、第九項第一号から第四号まで又は第六号に掲げる事項に変

更があったときは、その日から二週間以内に、その旨を内閣総理大臣に届け出なけれ

ばならない。 



 

 

19 特例旧特定目的会社は、次の各号のいずれかに該当する場合に限り、第二項の登録

に係る資産流動化計画を変更することができる。 

 一 その変更の内容が内閣府令で定める軽微なものに該当する場合 

 二 その変更の内容が一般投資者の保護に反しないことが明らかなものとして内閣府

令で定めるものに該当する場合（前号に掲げる場合を除く。）において、あらかじ

め内閣総理大臣の承認を受けたとき。 

20 特例旧特定目的会社は、前項第二号の規定による変更の承認を受けようとするとき

は、当該変更の内容及びその理由を記載した承認申請書を内閣総理大臣に提出しなけ

ればならない。 

21 内閣総理大臣は、前項の承認申請書の提出があったときは、当該承認申請書に記載

された資産流動化計画の変更の内容が法令に違反している場合を除き、その承認をし

なければならない。 

22 特例旧特定目的会社は、第十九項第一号に掲げる場合に該当して、又は前項の規定

による承認を受けて資産流動化計画の変更をしたときは、その変更をした日から二週

間以内に、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。 

23 特例旧特定目的会社は、第十八項又は前項の規定による届出に係るこれらの規定に

規定する事項の変更によりその資産流動化実施計画に変更が生ずるときは、当該届出

の際、その変更後の資産流動化実施計画を内閣総理大臣に提出しなければならない。 

24 前項の規定により変更後の資産流動化実施計画を提出する場合において、定款又は

資産流動化計画が電磁的記録をもって作成されているときは、書面に代えて電磁的記

録を添付することができる。 

25 内閣総理大臣は、第十八項又は第二十二項の規定による届出を受理したときは、当

該届出があった事項を特例旧特定目的会社登録簿に登録しなければならない。 

26 内閣総理大臣は、第二十三項の規定により特例旧特定目的会社から変更後の資産流

動化実施計画の提出を受けたときは、既に公衆の縦覧に供されている当該特例旧特定

目的会社の資産流動化実施計画に代えて、当該変更後の資産流動化実施計画を公衆の

縦覧に供しなければならない。 

27 第十九項第二号の規定による承認を受けないで同項の資産流動化計画を変更した者

は、三年以下の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

28 第二十項の承認申請書に虚偽の記載又は記録をして提出した者は、一年以下の懲役

若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

29 第十八項若しくは第二十二項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、

五十万円以下の罰金に処する。 

30 特例旧特定目的会社が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各

号に定める者は、その日から三十日以内に、その旨を内閣総理大臣に届け出なければ

ならない。 



 

 

 一 破産手続開始の決定により解散したとき。 その破産管財人 

 二 破産手続開始の決定以外の事由により解散したとき。 その清算人 

31 特例旧特定目的会社が前項各号のいずれかに該当することとなったときは、当該特

例旧特定目的会社の第二項の登録は、その効力を失う。 

32 第三十項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、百万円以下の過料

に処する。 

33 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、第二十七項から第二十九項までの違反行為をしたときは、行為者

を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本項の罰金刑を科する。 

第二百三十一条 旧特定目的会社の定款は、第二百二十九条の規定により存続する特定

目的会社の定款とみなす。 

２ 旧特定目的会社の定款における旧資産流動化法第十八条第二項各号（第五号を除

く。）及び第三項各号に掲げる事項の記載又は記録はそれぞれに相当する第二百二十

九条の規定により存続する特定目的会社の定款における第四項各号及び新資産流動化

法第十六条第三項各号に掲げる事項並びに同条第四項に規定する事項の記載又は記録

とみなし、旧特定目的会社の定款における旧資産流動化法第十八条第二項第五号に掲

げる事項の記載又は記録は第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の定款

に記載又は記録がないものとみなす。 

３ 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第十六条第二項の規定は、適用し

ない。 

４ 特例旧特定目的会社の定款には、次に掲げる事項を記載し、又は記録しなければな

らない。 

 一 目的 

 二 商号 

 三 本店の所在地 

 四 特定資本金の額（この法律又は新資産流動化法に別段の定めがある場合を除き、

特定出資（新資産流動化法第二条第六項に規定する特定出資をいう。以下第二百三

十三条までにおいて同じ。）の発行に際して特定社員となる者が第二百二十九条の

規定により存続する特定目的会社に対し、払込み又は給付をした財産の額をい

う。） 

 五 資産流動化計画 

 六 発起人の氏名又は名称及び住所 

 七 存続期間又は解散の事由（第五号の資産流動化計画に基づく業務が終了した後他

の資産流動化計画に基づく業務を行う場合にあっては、その旨を含む。） 

５ 特例旧特定目的会社の定款については、新資産流動化法第十六条第三項第二号中

「特定資産」とあるのは「特定資産（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する



 

 

法律（以下「会社法整備法」という。）第二百三十条第三項に規定する特定資産をい

う。以下同じ。）」と、同条第四項中「第二項各号」とあるのは「会社法整備法第二

百三十一条第四項各号」とする。 

６ 第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の施行日における発行した特定

出資の総口数は、同条の旧特定目的会社の特定資本の額を当該旧特定目的会社の特定

出資一口の金額で除して得た数とする。 

７ 特例旧特定目的会社は、新資産流動化法第十六条第六項において準用する会社法第

三十一条第二項各号に掲げる請求に応じる場合には、当該請求をした者に対し、定款

に記載又は記録がないものであっても、第十八項及び第五十二項の規定により定款に

定めがあるものとみなされる事項を示さなければならない。 

８ 施行日前に旧特定目的会社がその支店の所在地でした支配人の選任の登記は、その

登記をした日に、第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社がその本店の所

在地でしたものとみなす。 

９ 旧特定目的会社の特定社員名簿（旧資産流動化法第三十二条第一項に規定する特定

社員名簿をいう。）又は優先出資社員名簿（旧資産流動化法第四十四条第一項に規定

する優先出資社員名簿をいう。）は、新資産流動化法第二十八条第一項の特定社員名

簿又は新資産流動化法第四十三条第一項の優先出資社員名簿とみなす。 

10 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第二十八条第一項第四号及び第三

十三条の規定は、適用しない。 

11 施行日前に旧資産流動化法第二十九条第三項（同条第九項において準用する場合を

含む。）の規定による請求がされた場合における当該請求に係る手続については、な

お従前の例による。 

12 施行日前に旧特定目的会社において優先出資の発行の決議があった場合におけるそ

の優先出資の発行の手続については、なお従前の例による。ただし、優先出資の発行

に関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

13 施行日前に旧特定目的会社において社員総会の招集の手続が開始された場合におけ

るその社員総会の決議を要する自己の特定持分の取得に相当する自己の特定出資の取

得については、なお従前の例による。 

14 施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の決議を

要する特定持分又は優先出資の消却に相当する特定出資又は優先出資の消却について

は、なお従前の例による。ただし、特定出資又は優先出資の消却に関する登記の登記

事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

15 特例旧特定目的会社の優先出資の発行については、新資産流動化法第三十九条第一

項中「資産流動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は記録した資産流動化計

画」とする。 

16 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第四十条第一項第六号の規定は、



 

 

適用しない。 

17 特例旧特定目的会社の募集優先出資の申込みについては、新資産流動化法第四十条

第一項第四号、第五号及び第七号並びに第八項中「資産流動化計画」とあるのは「定

款に記載し、又は記録した資産流動化計画」と、同条第一項第一号中「及び業務開始

届出の年月日（新計画届出を行った場合にあっては、当該新計画届出の年月日）」と

あるのは「並びに会社法整備法第二百二十八条の規定による改正前の特定目的会社に

よる特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正する法律（平成十二年法律第九十

七号）附則第二条第一項の規定によりなおその効力を有するものとされる特定目的会

社による特定資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号。以下「旧資産流動

化法」という。）第三条の登録の年月日（旧資産流動化法第十一条第一項の変更登録

を受けた場合には、当該変更登録の年月日）及び登録番号」と、同項第八号中「不動

産（土地若しくは建物又はこれらに関する所有権以外の権利をいう。）」とあるのは

「不動産」とする。 

18 この法律の施行の際現に旧特定目的会社の定款に優先出資又は特定社債についての

名義書換代理人を置く旨の定めがある場合における第二百二十九条の規定により存続

する特定目的会社の定款には、優先出資社員名簿管理人又は特定社債原簿管理人を置

く旨の定めがあるものとみなす。 

19 旧特定目的会社がこの法律の施行の際現に置いている優先出資についての名義書換

代理人は、施行日以後は、第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社が委託

した優先出資社員名簿管理人とみなす。 

20 特例旧特定目的会社の募集優先出資の発行等をやめることの請求については、新資

産流動化法第四十二条第五項中「、同条第一号中「法令又は定款」とあるのは「法令、

資産流動化計画又は定款」と読み替えるものとする」とあるのは、「読み替えるもの

とする」とする。 

21 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第四十六条第一項第三号の規定は、

適用しない。 

22 特例旧特定目的会社の自己優先出資の取得等については、新資産流動化法第四十六

条第二項中「同項第二号及び第三号」とあるのは、「同項第二号」とする。 

23 特例旧特定目的会社の優先出資の消却については、新資産流動化法第四十七条第二

項中「資産流動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は記録した資産流動化計

画」とする。 

24 特例旧特定目的会社の優先出資証券の記載事項等については、新資産流動化法第四

十九条第一項第一号中「商号及び業務開始届出の年月日（新計画届出を行った場合に

は、当該新計画届出の年月日）」とあるのは、「商号並びに旧資産流動化法第三条の

登録の年月日（旧資産流動化法第十一条第一項の変更登録を受けた場合には、当該変

更登録の年月日）及び登録番号」とする。 



 

 

25 この法律の施行の際現に存する旧特定目的会社の単位未満優先出資については、な

お従前の例による。 

26 施行日前に社員総会又は旧資産流動化法第百十七条第一項の総会の招集の手続が開

始された場合におけるその社員総会又は総会に相当する第二百二十九条の規定により

存続する特定目的会社の社員総会又は総会の権限及び手続については、なお従前の例

による。 

27 施行日前に旧特定目的会社の社員総会が旧資産流動化法の規定に基づいてした取締

役、監査役又は会計監査人の選任その他の事項に関する決議は、当該決議があった日

に、第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の社員総会が新資産流動化法

のこれらの規定に相当する規定に基づいてした決議とみなす。 

28 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第五十三条第四項及び第五十七条

第五項の規定は、適用しない。 

29 特例旧特定目的会社の社員提案権については、新資産流動化法第五十七条第二項及

び第三項中「、資産流動化計画若しくは定款」とあるのは、「若しくは定款」とする。 

30 特例旧特定目的会社の議決権の数については、新資産流動化法第五十九条第一項中

「特定社員（特定目的会社がその総株主の議決権の四分の一以上を有することその他

の事由を通じて特定目的会社がその経営を実質的に支配することが可能な関係にある

ものとして内閣府令で定める特定社員を除く。）」とあるのは「特定社員」と、「社

員（特定目的会社がその総株主の議決権の四分の一以上を有することその他の事由を

通じて特定目的会社がその経営を実質的に支配することが可能な関係にあるものとし

て内閣府令で定める社員を除く。）」とあるのは「社員」とする。 

31 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第六十条第四項第四号及び第六十

二条の規定は、適用しない。 

32 特例旧特定目的会社において、利益の配当に関し優先的内容を有する優先出資に係

る優先出資社員は、優先的配当を受ける旨の議案が定時社員総会に提出されないとき

は当該定時社員総会の開催の時から、当該議案が定時社員総会において否決されたと

きは当該定時社員総会の終結の時から、優先的配当を受ける旨の決議がされる時まで

は、この法律若しくは新資産流動化法又は定款の定めにより社員総会で決議し又は承

認すべき事項のうち、次条第二十八項並びに新資産流動化法第三十一条第五項、第三

十四条第三項、第八十条第一項及び第百五十八条の規定により社員総会で決議し又は

承認すべき事項以外の事項（次項において「特殊議決事項」という。）について、議

決権を有する。 

33 前項の規定は、定款をもって、優先的配当を受けない旨の決議があったときにその

配当が累積する優先出資につき、当該優先出資に係る優先出資社員がその決議のあっ

た定時社員総会の次の定時社員総会に優先的配当を受ける旨の議案が提出されないと

きは当該次の定時社員総会の開催の時から、当該議案が定時社員総会において否決さ



 

 

れたときは当該定時社員総会の終結の時から、特殊議決事項について議決権を有する

旨を定めることを妨げない。 

34 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第六十四条の規定は、適用しない。 

35 ある者が旧特定目的会社の発起人、取締役、監査役、会計監査人又は清算人として

施行日前にし、又はすべきであった旧資産流動化法に規定する行為については、当該

行為をし、又はすべきであった日に、それぞれその者が第二百二十九条の規定により

存続する特定目的会社の発起人、取締役、監査役、会計監査人又は清算人としてし、

又はすべきであった新資産流動化法のこれらの規定に相当する規定による行為とみな

す。 

36 この法律の施行の際現に旧資産流動化法の取締役、監査役又は清算人である者の任

期については、なお従前の例による。 

37 特例旧特定目的会社の社員総会以外の機関の設置については、新資産流動化法第六

十七条第一項中「資産流動化計画」とあるのは「その定款に記載し、又は記録した資

産流動化計画」と、「特定社債の発行総額と特定目的借入れの総額との合計額」とあ

るのは「特定社債の発行総額」とする。 

38 特例旧特定目的会社において、優先出資社員は、新資産流動化法第六十八条第一項

に規定する役員の選任について議決権を有する。ただし、新資産流動化法第七十四条

第一項の規定による解任により役員が欠け、又は定款に定めた役員の定員を下回るこ

ととなった場合においてその解任された取締役に代わる新たな取締役を選任するとき

を除き、定款の定めをもって、優先出資社員が役員の選任についての議決権を有しな

いものとすることができる。 

39 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第七十条第一項の規定は、適用し

ない。 

40 特例旧特定目的会社において、次に掲げる者は、取締役となることができない。 

 一 第二百三十三条第四十項第一号ロ（１）から（６）までに掲げる者 

 二 定款に記載し、又は記録した資産流動化計画に定められた特定資産の譲渡人（当

該譲渡人が法人であるときは、その役員） 

 三 定款に記載し、又は記録した資産流動化計画に定められた特定資産（信託の受益

権を除く。）の管理及び処分に係る業務の受託者（当該受託者が法人であるときは、

その役員） 

 四 定款に記載し、又は記録した資産流動化計画に定められた特定資産が信託の受益

権である場合には、当該信託の受託者である法人の役員 

41 特例旧特定目的会社の監査役の資格については、新資産流動化法第七十二条第二項

中「第七十条」とあるのは「第七十条第二項及び会社法整備法第二百三十一条第四十

項」とする。 

42 特例旧特定目的会社の会計監査人の資格等については、新資産流動化法第七十三条



 

 

第三項第二号中「資産流動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は記録した資産

流動化計画」とする。 

43 特例旧特定目的会社の役員及び会計監査人の解任については、新資産流動化法第七

十四条第三項中「法令、資産流動化計画若しくは定款」とあるのは、「法令若しくは

定款」とする。 

44 特例旧特定目的会社において、優先出資社員は、新資産流動化法第七十四条第一項

の規定による役員の解任の決議について議決権を有する。 

45 第三十八項の規定は、特例旧特定目的会社を代表すべき取締役を定める場合につい

て準用する。 

46 新資産流動化法第八十一条の規定の適用については、施行日前に旧特定目的会社が

した業務の執行は、当該業務の執行の日に、第二百二十九条の規定により存続する特

定目的会社がしたものとみなす。 

47 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第八十二条の規定は、適用しない。 

48 特例旧特定目的会社の監査役の報酬については、新資産流動化法第八十三条中「そ

の他定款」とあるのは、「その他法令又は定款」とする。 

49 特例旧特定目的会社の取締役への報告義務については、新資産流動化法第八十八条

第一項中「法令、資産流動化計画若しくは定款」とあるのは、「特例旧特定目的会社

の目的の範囲内にない行為その他法令若しくは定款」とする。 

50 特例旧特定目的会社の社員総会に対する報告義務については、新資産流動化法第九

十条中「社員総会」と、同条及び第三百八十五条第一項中「法令若しくは定款」とあ

るのは「法令、資産流動化計画若しくは定款」」とあるのは「社員総会」」とする。 

51 特例旧特定目的会社の監査役に対する報告については、新資産流動化法第九十二条

第一項中「、資産流動化計画若しくは定款」とあるのは、「若しくは定款」とする。 

52 この法律の施行の際現に旧資産流動化法第九十条第一項に規定する会計監査人存置

会社である第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の定款には、会計監査

人を置く旨の定款の定めがあるものとみなす。 

53 特例旧特定目的会社の定時社員総会における会計監査人の意見の陳述については、

新資産流動化法第九十三条中「「法令又は定款」とあるのは「法令、資産流動化計画

又は定款」と、同項」とあるのは、「同項」とする。 

54 旧特定目的会社の取締役、監査役、会計監査人又は清算人の施行日前の行為に基づ

く損害賠償責任については、なお従前の例による。 

第二百三十二条 旧特定目的会社が旧資産流動化法の規定に基づいて施行日前に作成し

た会計帳簿、計算書類その他の会計又は経理に関する書類は、その作成の日に、第二

百二十九条の規定により存続する特定目的会社が新資産流動化法のこれらの規定に相

当する規定に基づいて作成したものとみなす。 

２ 施行日前に旧特定目的会社において特定資本の増加の決議があった場合におけるそ



 

 

の特定資本の増加の手続については、なお従前の例による。ただし、特定資本の増加

に関する登記の登記事項については、新資産流動化法の定めるところによる。 

３ 施行日前に旧特定目的会社において旧資産流動化法第百十六条第一項第三号に掲げ

る事項の決議があった場合における当該決議に基づき付与する特定出資の引受けをす

る権利については、なお従前の例による。 

４ 施行日前に社員総会の招集の手続が開始された場合におけるその社員総会の決議を

要する特定資本の減少に関しては、なお従前の例による。 

５ 施行日前に到来した最終の決算期（以下この条において「直前決算期」という。）

に係る旧資産流動化法第八十五条第一項各号に掲げる資料及びこれらの附属明細書の

作成、監査及び承認の方法については、なお従前の例による。 

６ 直前決算期以前の決算期に係る利益の配当については、なお従前の例による。 

７ 施行日前に旧資産流動化法第百二条第一項の決定があった場合におけるその決定に

よる金銭の分配については、なお従前の例による。 

８ 施行日前に第一条第五号の規定による廃止前の会社の配当する利益又は利息の支払

に関する法律第一項の規定により旧資産流動化法第百三条に規定する社員が旧特定目

的会社に通知した場所は、新資産流動化法第百十六条において読み替えて準用する会

社法第四百五十七条第一項の規定により同項に規定する社員が第二百二十九条の規定

により存続する特定目的会社に通知した場所とみなす。 

９ 特例旧特定目的会社の計算書類、事業報告及び利益処分案の定時社員総会への提出

等については、新資産流動化法第百四条第四項中「、資産流動化計画及び定款」とあ

るのは、「及び定款」とする。 

10 特例旧特定目的会社の資本金の額については、新資産流動化法第百七条中「資産流

動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は記録した資産流動化計画」とする。 

11 特例旧特定目的会社の優先資本金の額の減少については、新資産流動化法第百九条

第六項及び第百十条第一項中「資産流動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は

記録した資産流動化計画」とする。 

12 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百十条第四項の規定は、適用し

ない。 

13 特例旧特定目的会社の債権者の異議については、新資産流動化法第百十一条第一項

中「、特定約束手形の所持人及び特定目的借入れに係る債権者」とあるのは、「及び

特定約束手形の所持人」とする。 

14 特例旧特定目的会社の社員に対する利益の配当については、新資産流動化法第百十

四条第二項中「資産流動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は記録した資産流

動化計画」とする。 

15 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百十五条第一項の規定による金

銭の分配は、これを利益の配当とみなして、前条第三十二項及び第三十三項の規定を



 

 

適用する。 

16 特例旧特定目的会社の社員の権利の行使に対する利益の供与については、新資産流

動化法第百二十条第一項中「、特定約束手形の所持人又は特定目的借入れに係る債権

者」とあるのは、「又は特定約束手形の所持人」とする。 

17 旧特定目的会社が発行したこの法律の施行の際現に存する特定社債は、第二百二十

九条の規定により存続する特定目的会社が発行した新資産流動化法第二条第七項に規

定する特定社債とみなす。 

18 特例旧特定目的会社の特定社債を引き受ける者の募集については、新資産流動化法

第百二十一条第一項中「資産流動化計画」とあるのは、「定款に記載し、又は記録し

た資産流動化計画」とする。 

19 特例旧特定目的会社の募集特定社債の申込みについては、新資産流動化法第百二十

二条第一項第一号中「及び業務開始届出の年月日（新計画届出を行った場合にあって

は、当該新計画届出の年月日）」とあるのは「並びに旧資産流動化法第三条の登録の

年月日（旧資産流動化法第十一条第一項の変更登録を受けた場合には、当該変更登録

の年月日）及び登録番号」と、同項第十七号及び第十九号から第二十一号まで並びに

同条第九項及び第十項中「資産流動化計画」とあるのは「定款に記載し、又は記録し

た資産流動化計画」と、同条第一項第十八号中「不動産（土地若しくは建物又はこれ

らに関する所有権以外の権利をいう。）」とあるのは「不動産」とする。 

20 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百二十二条第一項第二十二号の

規定は、適用しない。 

21 旧特定目的会社がこの法律の施行の際現に置いている特定社債についての名義書換

代理人は、施行日以後は、第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社が委託

した特定社債原簿管理人とみなす。 

22 この法律の施行の際現に旧資産流動化法の規定により旧特定目的会社が定めている

特定社債管理会社は、新資産流動化法の規定により第二百二十九条の規定により存続

する特定目的会社が定めた特定社債管理者とみなす。ただし、新資産流動化法第百二

十九条第二項において準用する会社法第七百四十条第二項の規定は適用せず、その特

定社債権者に対する損害賠償責任については、なお従前の例による。 

23 第十七項の規定にかかわらず、同項の規定により第二百二十九条の規定により存続

する特定目的会社が発行したものとみなされる特定社債については、新資産流動化法

第百二十五条において読み替えて準用する会社法第六百八十一条第一号（新資産流動

化法第百二十二条第一項第九号及び第十号に掲げる事項に係る部分に限る。）の規定

は、適用しない。 

24 第十七項の規定にかかわらず、同項の規定により特定目的会社が発行したものとみ

なされる特定社債に係る特定社債券の記載事項及び記名特定社債の譲渡については、

なお従前の例による。 



 

 

25 施行日前に募集の決定があった特定社債の発行の手続については、なお従前の例に

よる。 

26 施行日前に招集の手続が開始された特定社債権者集会については、なお従前の例に

よる。 

27 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百二十八条第一項ただし書、第

百三十条第二項並びに第二編第二章第六節第二款及び第三款、第七節並びに第八節の

規定は、適用しない。 

28 特例旧特定目的会社において、定款の変更は、社員総会の決議によらなければする

ことができない。ただし、資産流動化計画に係る第二百三十条第十九項第一号に規定

する軽微な内容の変更については、この限りでない。 

29 前項の決議は、総特定社員の半数以上であって、総特定社員の議決権の四分の三以

上に当たる多数をもって行わなければならない。この場合において、議決権を行使す

ることのできない特定社員の数はこれを総特定社員の数に、その行使することのでき

ない議決権の数はこれを議決権の数に、それぞれ算入しない。 

30 第二十八項の規定による定款の変更のうち、次の各号に掲げる事項に係る定款の変

更は、当該各号に定める場合を除き、することができない。 

 一 前条第四項第五号に掲げる資産流動化計画 第二百三十条第十九項の規定により

変更をする場合 

 二 前条第四項第七号に掲げる事項 前号の変更と同時に変更をする場合 

31 特例旧特定目的会社の貸借対照表の作成については、新資産流動化法第百五十九条

第一項中「若しくは」とあるのは「又は」と、「発行し、又は特定目的借入れを行っ

ている場合においてその償還及び支払並びに弁済」とあるのは「発行している場合に

おいてその償還及び支払」と、「資産の流動化」とあるのは「特定資産の流動化（会

社法整備法第二百三十条第四項に規定する特定資産の流動化をいう。以下同じ。）」

とする。 

32 施行日前に生じた旧資産流動化法第百二十一条各号に掲げる事由により旧特定目的

会社が解散した場合における第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の清

算については、なお従前の例による。ただし、清算に関する登記の登記事項（施行日

前に清算人の登記をした場合にあっては、本店の所在地における登記事項のうち清算

人の氏名及び住所を除く。）については、新資産流動化法の定めるところによる。 

33 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百六十条第一項第六号の規定は、

適用しない。 

34 特例旧特定目的会社は、新資産流動化法第百六十条第一項各号に掲げる事由による

ほか、登録を取り消されたときは、これによって解散する。 

35 特例旧特定目的会社の解散の事由については、新資産流動化法第百六十条第一項第

七号中「、資産対応証券の発行又は特定目的借入れの実行」とあるのは、「又は資産



 

 

対応証券の発行」とする。 

36 特例旧特定目的会社の解散の決議については、新資産流動化法第百六十一条第二項

中「、特定約束手形の支払及び特定目的借入れの弁済」とあるのは、「及び特定約束

手形の支払」とする。 

37 特例旧特定目的会社の清算人の就任については、新資産流動化法第百六十七条第六

項中「第百六十条第一項第六号に掲げる事由によって」とあるのは、「会社法整備法

第二百三十二条第三十四項の規定により」とする。 

38 特例旧特定目的会社の清算人の資格については、新資産流動化法第百六十七条第七

項中「第七十条」とあるのは、「第七十条第二項並びに会社法整備法第二百三十一条

第四十項」とする。 

第二百三十三条 施行日前に提起された、旧特定目的会社の優先出資の発行の無効の訴

え、資産流動化計画に違反する社員総会の決議の取消しの訴え、社員総会の決議の取

消し若しくは不存在若しくは無効の確認の訴え、特定資本の増加の無効の訴え、特定

資本の減少の無効の訴え、優先資本の減少の無効の訴え、解散の訴え又は設立の無効

の訴えについては、なお従前の例による。 

２ 施行日前に社員が次に掲げる規定に規定する訴えの提起を請求した場合における当

該訴えについては、なお従前の例による。 

 一 旧資産流動化法第二十五条において準用する旧資産流動化法第七十五条第一項 

 二 旧資産流動化法第七十五条第一項 

 三 旧資産流動化法第八十四条第一項において準用する旧資産流動化法第七十五条第

一項 

 四 旧資産流動化法第百六条第四項において準用する旧資産流動化法第七十五条第一

項 

３ 施行日前に提起された旧特定目的会社の設立の無効の訴えに係る請求を認容する判

決が確定した場合における第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の清算

については、なお従前の例による。ただし、清算に関する登記の登記事項については、

新資産流動化法の定めるところによる。 

４ 施行日前に申立て又は裁判があった旧資産流動化法の規定による非訟事件（清算に

関する事件を除く。次項において同じ。）の手続については、なお従前の例による。 

５ 第二百三十条からこの条までの規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おける非訟事件の手続についても、前項と同様とする。 

６ 旧資産流動化法の規定による旧特定目的会社の登記は、新資産流動化法のこれらの

規定に相当する規定による第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の登記

とみなす。 

７ 第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社については、施行日に、その本

店の所在地において、新資産流動化法第二十二条第二項第六号に掲げる事項として、



 

 

第二百三十一条第六項の規定による発行した特定出資の総口数が登記されたものとみ

なす。 

８ 第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社は、会計監査人設置会社である

場合には、施行日から六箇月以内に、その本店の所在地において、会計監査人設置会

社である旨及び会計監査人の氏名又は名称の登記をしなければならない。 

９ 第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社は、前項の登記をするまでに他

の登記をするときは、当該他の登記と同時に、同項の登記をしなければならない。 

10 第八項の登記をするまでに同項の規定により登記すべき事項に変更が生じたときは、

遅滞なく、当該変更に係る登記と同時に、変更前の事項の登記をしなければならない。 

11 第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社の代表取締役又は清算人は、前

三項の規定に違反した場合には、百万円以下の過料に処する。 

12 新資産流動化法第百八十三条第一項において準用する新商業登記法の規定は、この

条に別段の定めがある場合を除き、施行日前に生じた事項にも適用する。ただし、旧

資産流動化法第百三十四条において準用する旧商業登記法の規定によって生じた効力

を妨げない。 

13 施行日前にした旧資産流動化法第百三十四条において準用する旧商業登記法の規定

による処分、手続その他の行為は、この条に別段の定めがある場合を除き、新資産流

動化法第百八十三条第一項において準用する新商業登記法のこれらの規定に相当する

規定によってしたものとみなす。 

14 施行日前にされた登記の申請に係る登記に関する手続については、なお従前の例に

よる。 

15 施行日前に登記すべき事項が生じた場合における登記の申請書に添付すべき資料に

ついては、なお従前の例による。 

16 施行日前にされた商号の仮登記（第十四項の規定によりなお従前の例によることと

される場合における商号の仮登記を含む。）についての旧資産流動化法第百三十四条

において準用する旧商業登記法第三十六条の規定による登記の申請、旧資産流動化法

第百三十四条において準用する旧商業登記法第三十七条第一項の規定による商号の仮

登記の抹消の申請、旧資産流動化法第百三十四条において準用する旧商業登記法第四

十条の規定による商号の仮登記の抹消並びに旧資産流動化法第百三十四条において準

用する旧商業登記法第四十一条の規定による供託金の取戻し及び国庫への帰属につい

ては、なお従前の例による。 

17 この法律の施行の際現に存する旧資産流動化法第百三十四条において準用する旧商

業登記法第五十六条の二第一項の規定による指定は、新資産流動化法第百八十三条第

一項において準用する新商業登記法第四十九条第一項の規定による指定とみなす。 

18 登記官は、この法律の施行の際現に支店の所在地における支配人の登記が存すると

きは、職権で、当該登記を本店の所在地における登記簿に移さなければならない。 



 

 

19 登記官は、第二百二十九条の規定により存続する特定目的会社について、職権で、

その本店の所在地において、発行した特定出資の総口数の登記をしなければならない。 

20 第二百三十一条第十二項若しくは第二十六項、前条第二項、第四項若しくは第三十

二項又は第三項の規定によりなお従前の例によることとされる場合における第二百二

十九条の規定により存続する特定目的会社の優先出資の発行、特定資本の増加、特定

資本の減少又は清算に関する登記その他の登記の申請その他の登記に関する手続につ

いては、なお従前の例による。 

21 第二百三十一条第五十二項の規定により第二百二十九条の規定により存続する特定

目的会社の定款に会計監査人を置く旨の定めがあるものとみなされた場合における会

計監査人設置会社である旨の登記の申請書には、旧資産流動化法第九十条第一項に規

定する会計監査人存置会社であることを証する書面を添付しなければならない。 

22 第十二項から前項までに定めるもののほか、第二百二十八条の規定による特定目的

会社による特定資産の流動化に関する法律等の一部を改正する法律の一部改正に伴う

登記に関する手続について必要な経過措置は、法務省令で定める。 

23 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百八十六条、第百八十七条及び

第百九十一条の規定は、適用しない。 

24 特例旧特定目的会社の優先資本金の額の減少による変更の登記については、新資産

流動化法第百八十九条第三号中「資産流動化計画」とあるのは「定款に記載し、又は

記録した資産流動化計画」と、「、特定約束手形の支払及び特定目的借入れの弁済」

とあるのは「及び特定約束手形の支払」とする。 

25 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第百九十五条第一項中「資産流動

化計画」とあるのは「会社法整備法第二百三十条第二項の登録に係る資産流動化計

画」と、「資産の流動化」とあるのは「特定資産の流動化」とする。 

26 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第二百条の規定は、適用しない。 

27 特例旧特定目的会社は、特定資産（第二百三十条第三項第三号に掲げる信託の受益

権を除く。以下この条において同じ。）の管理及び処分に係る業務については、当該

特例旧特定目的会社に当該特定資産を譲り渡した者又は当該特定資産の管理及び処分

を適正に遂行するに足りる財産的基礎及び人的構成を有する者に委託しなければなら

ない。 

28 特例旧特定目的会社は、前項の規定にかかわらず、特定資産を信託財産として信託

することができる。 

29 特例旧特定目的会社は、特定資産の管理及び処分に係る業務の委託に関する契約書

に、当該業務を委託する相手方（以下この項及び次項において「受託者」という。）

が次に掲げる義務を有する旨の記載がないときは、当該業務を委託してはならない。 

 一 受託者は、特定資産その他当該業務を委託した特例旧特定目的会社（以下この項

において「委託者」という。）に帰属すべき資産を、自己の固有財産その他の財産



 

 

と分別して管理すること。 

 二 受託者は、委託者の求めに応じ、当該委託に係る特定資産の管理及び処分の状況

について説明しなければならないこと。 

 三 受託者は、その委託に係る特定資産の管理及び処分の状況を記載した書類を主た

る事務所に備え置き、委託者の求めに応じ、これを閲覧させること。 

 四 受託者は、資産対応証券に係る有価証券届出書等に記載すべき当該委託に係る特

定資産の管理及び処分に関する重要な事項につき知った事実を、遅滞なく委託者に

通知すること。 

 五 受託者は、委託者の同意なく業務の再委託を行わないこと。 

30 特例旧特定目的会社は、特定資産を信託する信託に係る契約書に、当該信託の受託

者が、資産対応証券に係る有価証券届出書等に記載すべき当該信託に係る信託財産の

管理及び処分に関する重要な事項につき知った事実を遅滞なく受益者たる当該特例旧

特定目的会社に通知する義務を有する旨の記載がないときは、当該信託を行ってはな

らない。 

31 特例旧特定目的会社の債権の取立委託の制限については、新資産流動化法第二百二

条中「第二百条第三項及び第四項」とあるのは、「会社法整備法第二百三十三条第二

十七項及び第二十九項」とする。 

32 特例旧特定目的会社の不動産取引の委託の制限については、新資産流動化法第二百

三条中「不動産（建物又は宅地建物取引業法第二条第一号に規定する宅地をい

う。）」とあるのは「不動産」と、「第二百条第三項及び第四項」とあるのは「会社

法整備法第二百三十三条第二十七項及び第二十九項」とする。 

33 特例旧特定目的会社に対する宅地建物取引業法の適用除外については、新資産流動

化法第二百四条中「業務開始届出を行った」とあるのは、「会社法整備法第二百三十

条第二項の登録を受けた」とする。 

34 特例旧特定目的会社の特定約束手形の発行については、新資産流動化法第二百五条

第一号ロ中「資産流動化計画」とあるのは、「会社法整備法第二百三十条第二項の登

録に係る資産流動化計画」とする。 

35 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第二百十条の規定は、適用しない。 

36 特例旧特定目的会社の資金の借入れについては、新資産流動化法第二百十一条中

「前条の規定により行う場合及び資産流動化計画」とあるのは「資産流動化計画」と、

「、特定約束手形又は特定目的借入れ」とあるのは「又は特定約束手形」とする。 

37 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第二百十二条の規定は、適用しな

い。 

38 特例旧特定目的会社に関する立入検査については、新資産流動化法第二百十七条第

一項中「この法律」とあるのは、「この法律及び会社法整備法第二百三十条から第二

百三十四条まで」とする。 



 

 

39 特例旧特定目的会社に関する違法行為の是正命令については、新資産流動化法第二

百十八条中「この法律」とあるのは、「この法律及び会社法整備法第二百三十条から

第二百三十四条まで」とする。 

40 内閣総理大臣は、第二百三十条第二項の登録を受けた特例旧特定目的会社が次の各

号のいずれかに該当するときは、その登録を取り消し、又は六箇月以内の期間を定め

てその業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

 一 次のイ又はロに該当することとなったとき。 

  イ 資産流動化計画その他の定款の規定又は資産流動化実施計画、特定資産譲受契

約書案若しくは特定資産管理委託等契約書案の内容が法令に違反している特例旧

特定目的会社 

  ロ 役員又は政令で定める使用人のうちに次のいずれかに該当する者のある特例旧

特定目的会社 

   （１） 法人 

   （２） 成年被後見人若しくは被保佐人又は外国の法令上これらと同様に取り扱

われている者 

   （３） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者又は外国の法令上これと同

様に取り扱われている者 

   （４） 禁
こ

錮以上の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せら

れ、その刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日か

ら三年を経過しない者 

   （５） 第二百三十条からこの条まで若しくは次条、新資産流動化法、証券取引

法、会社法、中間法人法、投資信託及び投資法人に関する法律、宅地建物取引

業法、出資の受入れ、預り金及び金利等の取締りに関する法律、割賦販売法、

外国証券業者に関する法律、貸金業の規制等に関する法律、特定商品等の預託

等取引契約に関する法律、抵当証券業の規制等に関する法律、商品投資に係る

事業の規制に関する法律、不動産特定共同事業法、金融業者の貸付業務のため

の社債の発行等に関する法律、信託業法若しくはこれらに相当する外国の法令

の規定に違反し、又は民事再生法第二百五十五条、第二百五十六条、第二百五

十八条から第二百六十条まで若しくは第二百六十二条の罪、外国倒産処理手続

の承認援助に関する法律第六十五条、第六十六条、第六十八条若しくは第六十

九条の罪、破産法第二百六十五条、第二百六十六条、第二百六十八条から第二

百七十二条まで若しくは第二百七十四条の罪、刑法第二百四条、第二百六条、

第二百八条、第二百八条の三、第二百二十二条若しくは第二百四十七条の罪、

暴力行為等処罰に関する法律の罪若しくは暴力団員による不当な行為の防止等

に関する法律第四十六条、第四十七条、第四十九条若しくは第五十条の罪を犯

し、罰金の刑（これに相当する外国の法令による刑を含む。）に処せられ、そ



 

 

の刑の執行を終わり、又はその刑の執行を受けることがなくなった日から三年

を経過しない者 

   （６） 第二百三十条第二項の登録を取り消された特例旧特定目的会社において

その取消しの日前三十日以内にその役員又は政令で定める使用人であった者で、

当該取消しの日から三年を経過しないもの 

 二 施行日前に不正の手段により旧資産流動化法第三条の登録又は旧資産流動化法第

十一条第一項の変更登録を受けたとき。 

 三 第二百三十条からこの条まで若しくは次条若しくは新資産流動化法の規定若しく

はこれらに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反したとき。 

41 特例旧特定日的会社についての前項の規定の適用については、旧商法、旧有限会社

法及び旧商法特例法の規定（第二章第一節第二款の規定によりなお従前の例によるこ

ととされる場合における旧商法、第一章第二節の規定によりなお従前の例によること

とされる場合における旧有限会社法及び同章第四節の規定によりなお従前の例による

こととされる場合における旧商法特例法の規定を含む。）に違反し、刑に処せられた

者は、会社法の規定に違反し、刑に処せられたものとみなす。 

42 特例旧特定目的会社についての第四十項の規定の適用については、旧資産流動化法

の規定（第二百三十条からこの条までの規定によりなお従前の例によることとされる

場合における旧資産流動化法の規定を含む。）に違反し、刑に処せられた者は、新資

産流動化法の規定に違反し、刑に処せられたものとみなす。 

43 特例旧特定目的会社についての第四十項第一号の規定は、この法律の施行の際現に

旧特定目的会社の取締役、監査役又は清算人である者が施行日前に犯した同号に規定

する中間法人法（これに相当する外国の法令を含む。）、民事再生法、外国倒産処理

手続の承認援助に関する法律又は破産法の罪により罰金の刑（これに相当する外国の

法令による刑を含む。）に処せられた場合におけるその者の施行日以後の第二百二十

九条の規定により存続する特定目的会社の取締役、監査役又は清算人としての継続す

る在任については、適用しない。 

44 内閣総理大臣は、第四十項の規定による処分をしたときは、内閣府令で定めるとこ

ろにより、その旨を公告しなければならない。 

45 第四十項の規定による業務の全部又は一部の停止の命令に違反した者は、二年以下

の懲役若しくは三百万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

46 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対しても、同項の罰金刑を科する。 

47 特例旧特定目的会社については、新資産流動化法第二百十九条から第二百二十一条

までの規定は、適用しない。 

48 特例旧特定目的会社に関する内閣総理大臣の権限の委任については、新資産流動化



 

 

法第二百九十条第一項中「この法律による」とあるのは「この法律並びに会社法整備

法第二百三十条、第二百三十三条及び第二百三十四条」と、同条第三項中「第二百九

条（第二百八十六条第一項において準用する場合を含む。）」とあるのは「第二百九

条」とする。 

49 第二百三十条からこの条までの規定によりなお従前の例によることとされる場合に

おいて必要な技術的読替えは、内閣府令で定める。 

 （通常の特定目的会社への移行） 

第二百三十四条 特例旧特定目的会社は、定款に記載され、又は記録された資産流動化

計画に従って、優先出資の消却又は残余財産の分配並びに特定社債及び特定約束手形

に係る債務の履行を完了したときは、その日から三十日以内に、その旨を内閣総理大

臣に届け出なければならない。 

２ 特例旧特定目的会社は、前項の規定による届出をしたときは、社員総会において、

新たな資産流動化計画に基づく資産の流動化に係る業務を行う旨の決議をすることが

できる。この場合においては、新資産流動化法第六十条第四項の規定を準用する。 

３ 特例旧特定目的会社は、前項の規定による社員総会の決議をしたときは、第二百三

十一条第四項第五号に掲げる事項の記載又は記録を削除する定款の変更をしたものと

みなす。 

４ 特例旧特定目的会社は、第二項の規定による社員総会の決議をしたときは、その本

店の所在地においては二週間以内に、その支店の所在地においては三週間以内に、当

該特例旧特定目的会社について解散の登記をし、新たに特定目的会社としての設立の

登記をしなければならない。この場合においては、新資産流動化法第二十二条第三項

において準用する会社法第九百十五条第一項の規定は、適用しない。 

５ 特例旧特定目的会社が第二項の規定による社員総会の決議をした場合の前項の規定

による設立の登記においては、特定目的会社の成立の年月日並びに新たな資産流動化

計画に基づく資産の流動化に係る業務を行う旨及びその年月日をも登記しなければな

らない。 

６ 前項の登記の申請書には、定款を添付しなければならない。 

７ 特例旧特定目的会社が第二項の規定による社員総会の決議をした場合の第四項の規

定による解散の登記の申請と設立の登記の申請とは、同時にしなければならない。 

８ 第四項の規定による解散の登記の申請については、新資産流動化法の申請書の添付

書面に関する規定は、適用しない。 

９ 登記官は、第七項の登記の申請のいずれかにつき新資産流動化法第百八十三条第一

項において準用する新商業登記法第二十四条各号のいずれかに掲げる事由があるとき

は、これらの申請を共に却下しなければならない。 

10 内閣総理大臣は、第二百三十条第二項の登録を受けた特定目的会社が、第一項の届

出をした日から三年以内に第四項の規定による設立の登記をしないときは、当該登録



 

 

を取り消すものとする。 

11 第一項の届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、五十万円以下の罰金に処する。 

12 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又

は人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又

は人に対しても、同項の罰金刑を科する。 

13 特例旧特定目的会社の代表取締役又は清算人は、第四項の規定による登記をするこ

とを怠ったときは、百万円以下の過料に処する。 

 （社債等の振替に関する法律の一部改正） 

第二百三十五条 社債等の振替に関する法律（平成十三年法律第七十五号）の一部を次

のように改正する。 

  目次中「営業」を「事業」に、「商法」を「会社法」に、「第八十六条」を「第八

十六条の三」に、「・第百十六条」を「―第百十六条の二」に改め、「第百十七条」

の下に「・第百十七条の二」を加え、「・第百二十二条」を削り、「第百二十三条・

第百二十四条」を「第百二十二条・第百二十三条」に、「第百二十五条・」を「第百

二十四条―」に改める。 

  第二条第一項第六号を次のように改める。 

  六 資産の流動化に関する法律（平成十年法律第百五号）に規定する特定社債（転

換特定社債及び新優先出資引受権付特定社債を除く。以下同じ。） 

  第三条第一項中「株式会社を」を「者を」に改め、同項中第六号を第七号とし、第

五号を第六号とし、第四号を第五号とし、同項第三号中「執行役又は監査役の」を

「会計参与、監査役又は執行役の」に改め、同号ニ及びホ中「執行役又は監査役」を

「会計参与、監査役又は執行役」に改め、同号へ中「商法（明治三十二年法律第四十

八号）、有限会社法（昭和十三年法律第七十四号）、株式会社の監査等に関する商法

の特例に関する法律（昭和四十九年法律第二十二号）」を「会社法」に改め、同号を

同項第四号とし、同項中第二号を第三号とし、第一号を第二号とし、同項に第一号と

して次の一号を加える。 

  一 次に掲げる機関を置く株式会社であること。 

   イ 取締役会 

   ロ 監査役会又は委員会（会社法（平成十七年法律第▼▼▼号）第二条第十二号

に規定する委員会をいう。） 

   ハ 会計監査人 

  第四条第一項第二号中「資本」を「資本金」に改め、同項第四号を次のように改め

る。 

  四 取締役及び監査役（委員会設置会社にあっては、取締役及び執行役）の氏名 

  第四条第一項第五号を同項第六号とし、同項第四号の次に次の一号を加える。 

  五 会計参与設置会社にあっては、会計参与の氏名又は名称 



 

 

  第四条第二項第一号中「前条第一項第二号及び第三号」を「前条第一項第三号及び

第四号」に改める。 

  第五条の見出し及び同条第一項並びに第六条（見出しを含む。）中「資本」を「資

本金」に改める。 

  第六条の次に次の一条を加える。 

  （適用除外） 

 第六条の二 会社法第三百三十一条第二項ただし書（同法第三百三十五条第一項にお

いて準用する場合を含む。）、第三百三十二条第二項（同法第三百三十四条第一項

において準用する場合を含む。）、第三百三十六条第二項及び第四百二条第五項た

だし書の規定は、振替機関については、適用しない。 

  第七条中「執行役、監査役」を「会計参与（会計参与が法人であるときは、その職

務を行うべき社員）、監査役、執行役」に改める。 

  第十一条第一項第四号及び第五号ロ並びに第二項並びに第十二条第二項中「、第百

二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四

条」に改める。 

  第十六条第一項中「決算期」を「事業年度」に改める。 

  第十八条第一項中「、第三号又は第四号」を「又は第三号から第五号まで」に改め

る。 

  第十九条中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二

条まで、第百二十四条」に改める。 

  第二十二条第一項中「執行役若しくは監査役」を「会計参与、監査役若しくは執行

役」に改め、同項第一号中「第三条第一項第二号又は第三号」を「第三条第一項第三

号又は第四号」に改める。 

  第二十四条第一項を次のように改める。 

   前条の規定による命令を受けた振替機関（次項において「特定振替機関」とい

う。）における会社法第三百二十二条第一項、第四百六十六条、第四百六十七条第

一項、第七百八十三条第一項又は第七百九十五条第一項の規定による決議（同法第

七百八十三条第一項の規定による決議にあっては、同法第三百九条第三項第二号の

株主総会の決議を除く。）は、同法第三百九条第二項及び第三百二十四条第二項の

規定にかかわらず、出席した株主の議決権の三分の二以上に当たる多数をもって、

仮にすることができる。 

  第二十四条第二項中「商法第四百八条第五項の規定による」を「会社法第三百九条

第三項第二号の株主総会の」に改める。 

  第二章第四節の節名中「営業」を「事業」に改める。 

  第二十五条第三項を次のように改める。 

 ３ 合併認可申請書には、合併契約の内容を記載し、又は記録した書面又は電磁的記



 

 

録（主務省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）その他主務省令で

定める書面又は電磁的記録を添付しなければならない。 

  第二十五条中第四項を削り、第五項を第四項とし、第六項を第五項とし、第七項を

第六項とする。 

  第二十六条中「商法第四百八条第一項」を「会社法第七百八十三条第一項、第七百

九十五条第一項又は第八百四条第一項」に改め、「の決議」を削る。 

  第二十七条第三項を次のように改める。 

 ３ 新設分割認可申請書には、新設分割計画の内容を記載し、又は記録した書面又は

電磁的記録（主務省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）その他主

務省令で定める書面又は電磁的記録を添付しなければならない。 

  第二十七条第四項を削り、同条第五項第一号中「第三条第一項第三号から第六号」

を「第三条第一項第一号及び第四号から第七号」に改め、同項を同条第四項とし、同

条中第六項を第五項とし、第七項を第六項とする。 

  第二十八条中「商法第三百七十四条第一項」を「会社法第八百四条第一項」に改め、

「の決議」を削る。 

  第二十九条第三項を次のように改める。 

 ３ 吸収分割認可申請書には、吸収分割契約の内容を記載し、又は記録した書面又は

電磁的記録（主務省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）その他主

務省令で定める書面又は電磁的記録を添付しなければならない。 

  第二十九条中第四項を削り、第五項を第四項とし、第六項を第五項とし、第七項を

第六項とする。 

  第三十条中「商法第三百七十四条ノ十七第一項」を「会社法第七百八十三条第一項

又は第七百九十五条第一項」に改め、「の決議」を削る。 

  第三十一条の見出し及び同条第一項中「営業譲渡」を「事業譲渡」に改め、同条第

二項中「、営業譲渡」を「、事業譲渡」に、「営業譲渡認可申請書」を「事業譲渡認

可申請書」に改め、同条第三項を次のように改める。 

 ３ 事業譲渡認可申請書には、譲渡契約の内容を記載し、又は記録した書面又は電磁

的記録（主務省令で定めるものに限る。以下この項において同じ。）その他主務省

令で定める書面又は電磁的記録を添付しなければならない。 

  第三十一条中第四項を削り、第五項を第四項とし、同条第六項中「営業譲渡」を

「事業譲渡」に改め、同項を同条第五項とし、同条第七項中「営業譲渡」を「事業譲

渡」に改め、同項を同条第六項とし、同条第八項中「営業譲渡」を「事業譲渡」に改

め、同項を同条第七項とする。 

  第三十二条の見出し中「営業譲渡」を「事業譲渡」に改め、同条中「営業譲渡」を

「事業譲渡」に、「商法第二百四十五条第一項」を「会社法第四百六十七条第一項」

に改め、「の決議」を削る。 



 

 

  第三十六条第四項を次のように改める。 

 ４ 会社法第三百二条第三項及び第四項並びに第三百十二条の規定は、加入者集会に

係る第一項の電磁的方法による議決権の行使について準用する。この場合において、

これらの規定中「第二百九十九条第三項」とあるのは「社債等の振替に関する法律

第三十四条第三項」と、「法務省令」とあるのは「主務省令」と、「議決権行使書

面に記載すべき事項」とあるのは「加入者の議決権の行使のために必要な事項とし

て主務省令で定める事項」と、「株式会社」とあるのは「振替機関」と、同法第三

百二条第三項中「取締役は、第一項に規定する場合には」とあるのは「振替機関

は」と、同条第四項中「取締役は、第一項に規定する場合において」とあるのは

「振替機関は」と、同法第三百十二条第一項中「政令」とあるのは「主務省令」と

読み替えるものとする。 

  第三十九条を次のように改める。 

  （加入者集会に関する会社法の準用） 

 第三十九条 会社法第三百十条第一項から第四項まで、第三百十四条、第三百十五

条、第三百十七条、第七百二十九条第二項、第七百三十一条から第七百三十五条ま

で、第七百四十二条第一項、第八百六十八条第三項、第八百七十条（第十号に係る

部分に限る。）、第八百七十一条本文、第八百七十二条（第四号に係る部分に限

る。）、第八百七十三条本文、第八百七十五条及び第八百七十六条の規定は、加入

者集会について準用する。この場合において、これらの規定中「株式会社」とあ

り、及び「社債発行会社」とあるのは「振替機関」と、「法務省令」とあるのは

「主務省令」と、同法第三百十条第三項中「政令」とあるのは「主務省令」と、同

条第四項中「第二百九十九条第三項」とあるのは「社債等の振替に関する法律第三

十四条第三項」と、同法第三百十四条中「取締役、会計参与、監査役及び執行役」

とあるのは「振替機関」と、同法第三百十七条中「第二百九十八条及び第二百九十

九条」とあるのは「社債等の振替に関する法律第三十四条第二項から第四項まで」

と、同法第七百二十九条第二項中「社債権者集会又は招集者」とあるのは「加入者

集会」と、同法第七百三十一条第三項中「社債管理者及び社債権者」とあるのは

「加入者」と、同法第七百三十三条第一号中「第六百七十六条の募集のための当該

社債発行会社の事業その他の事項に関する説明に用いた資料に記載され、若しくは

記録された事項」とあるのは「業務規程」と、同法第八百六十八条第三項中「社債

を発行した会社」とあるのは「振替機関」と読み替えるものとする。 

  第四十三条第一項中「、整理手続」を削る。 

  第四十七条第三項中「、第四号及び第五号」を「及び第四号から第六号まで」に、

「前条第一項第二号及び第三号」を「前条第一項第三号及び第四号」に改める。 

  第四十八条の表第十二条第二項の項中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十

五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第十八条第一項の項



 

 

中「、第三号又は第四号」を「又は第三号から第五号まで」に改め、「読み替えて」

を削り、同表第二十二条第一項の項中「若しくは監査役」を「、会計参与、監査役若

しくは執行役」に改め、同表第二十二条第一項第一号の項中「第三条第一項第二号又

は第三号」を「第三条第一項第三号又は第四号」に改め、同表第三十一条第四項の項

を削り、同表第三十二条の項中「商法第二百四十五条第一項」を「会社法第四百六十

七条第一項」に改め、「の決議」を削り、同表第百三十二条第一項第一号の項中「第

二十五条第六項、第二十七条第六項、第二十九条第六項」を「第二十五条第五項、第

二十七条第五項、第二十九条第五項」に、「第三十一条第六項」を「第三十一条第五

項」に改め、「読み替えて」を削る。 

  第五十条の見出し中「営業譲渡」を「事業譲渡」に改め、同条中「読み替えて」を

削り、「同条第五項第一号」を「同条第四項第一号」に、「同条第六項」を「同条第

五項」に改める。 

  第五十八条中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十

二条まで、第百二十四条」に改め、「、整理開始の命令」を削る。 

  第六十六条中「以下」の下に「この章において」を加え、同条第一号中「及び第八

十四条」を削り、同号イを削り、同号ロを同号イとし、同号ハを同号ロとし、同号ニ

中「ハ」を「ロ」に改め、同号ニを同号ハとし、同号ホ中「担保附社債信託法」を

「担保付社債信託法」に改め、同号ホを同号ニとし、同条第二号中「決議」を「決

定」に改める。 

  第六十七条第一項中「（商法第三百六条第一項に規定する債券をいう。次項におい

て同じ。）」を削る。 

  第六十八条第三項第二号を次のように改める。 

  二 発行者の商号及び振替社債の種類（以下この章において「銘柄」という。） 

  第六十九条第一項中「について、商法第三百六条第一項に規定する払込みがあった

場合には、当該振替社債の発行者は」を「の発行者は、当該振替社債を発行した日以

後遅滞なく」に改め、同項第一号中「払込み」を「発行」に改め、同項第二号中「前

号の払込みを行った」を「前号の振替社債の社債権者又は質権者である」に改め、同

項第三号中「についての第八十四条第三項に規定する」を「のために開設された第一

号の振替社債の振替を行うための」に改め、同項第四号中「払込みに係る」を削り、

「金額」の下に「（次号に掲げるものを除く。）」を加え、同項第五号中「当該」を

「第一号の」に改め、同号を同項第七号とし、同項第四号の次に次の二号を加える。 

  五 加入者が質権者であるときは、その旨及び質権の目的である第一号の振替社債

の金額 

  六 加入者が信託の受託者であるときは、その旨並びに第四号及び前号の金額のう

ち信託財産であるものの金額 

  第六十九条第二項第一号を次のように改める。 



 

 

  一 当該振替機関が前項第三号の口座を開設したものである場合には、次に掲げる

記載又は記録 

   イ 当該口座の前条第三項第三号に掲げる事項を記載し、又は記録する欄（以下

この章において「保有欄」という。）における前項第二号の加入者（同号の社

債権者であるものに限る。）に係る同項第四号の金額の増額の記載又は記録 

   ロ 当該口座の前条第三項第四号に掲げる事項を記載し、又は記録する欄（以下

この章において「質権欄」という。）における前項第二号の加入者（同号の質

権者であるものに限る。）に係る同項第五号の金額の増額の記載又は記録 

   ハ 当該口座における前項第六号の信託財産であるものの金額の増額の記載又は

記録 

  第六十九条第二項第二号中「金額」の下に「と同項第五号の金額を合計した金額」

を加え、「から第四号」を「から第六号」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （会社が社債権者等の口座を知ることができない場合に関する手続） 

 第六十九条の二 会社が特定の銘柄の振替社債を交付しようとする場合において、当

該振替社債の社債権者又は質権者のために開設された振替社債の振替を行うための

口座を知ることができないときは、当該会社（新設合併に際して振替社債を交付す

る場合その他の主務省令で定める場合にあっては、当該会社に準ずる者として主務

省令で定めるもの。以下この条において「通知者」という。）は、次に掲げる事項

を第一号の一定の日の一月前までに当該振替社債の社債権者又は質権者となるべき

者として主務省令で定めるものに通知しなければならない。 

  一 会社が一定の日における当該振替社債の社債権者（質権者があるときは、その

質権の目的である社債の社債権者を除く。）及び当該質権者について前条第一項

の通知又は振替の申請をする旨 

  二 前号の社債権者又は質権者のために開設された当該振替社債の振替を行うため

の口座（第三項本文の申出により振替機関等が開設した口座を除く。）を同号の

一定の日までに通知者に通知すべき旨 

  三 第三項本文の申出により口座を開設する振替機関等の氏名又は名称及び住所 

  四 その他主務省令で定める事項 

 ２ 前項の通知者が同項の会社以外の者である場合には、当該通知者は、同項第一号

の一定の日において、当該会社に対し、同号の社債権者又は質権者が通知した同項

第二号の口座を通知しなければならない。 

 ３ 第一項第一号の社債権者又は質権者が同号の一定の日までに同項第二号の口座を

通知者に通知しなかった場合には、会社は、同項第三号の振替機関等に対して当該

社債権者又は当該質権者のために振替社債の振替を行うための口座（以下この章に

おいて「特別口座」という。）の開設の申出をしなければならない。ただし、当該

会社が当該社債権者又は当該質権者のために開設の申出をした特別口座があるとき



 

 

は、この限りでない。 

 ４ 会社が第一項の振替社債に係る社債の発行者である場合において、同項第一号の

一定の日までに第十三条第一項の同意を与えていないときは、速やかに、当該社債

について振替機関に同項の同意を与えなければならない。 

 ５ 第一項に規定する場合において、会社が前条第一項の通知をするときは、第一項

第一号の社債権者又は質権者から通知を受けた同項第二号の口座（当該通知がない

ときは、当該会社が開設の申出をした特別口座）を同条第一項第三号の口座として

同項の通知をしなければならない。 

  第七十条第二項中「申請は、」の下に「この法律に別段の定めがある場合を除

き、」を加え、同条第三項中「加入者（以下この条において「申請人」という。）」

を「者」に改め、同項第二号を次のように改める。 

  二 前項の加入者の口座において減額の記載又は記録がされるのが保有欄である

か、又は質権欄であるかの別 

  第七十条第三項第四号中「保有欄か、又は質権欄か」を「保有欄であるか、又は質

権欄であるか」に改め、同条第四項第一号中「申請人」を「第二項の加入者」に、

「欄」を「保有欄又は質権欄」に改め、同項第三号中「欄（」を「保有欄又は質権欄

（」に改め、同条の次に次の一条を加える。 

  （特別口座に記載又は記録がされた振替社債についての振替手続等に関する特例） 

 第七十条の二 加入者は、特別口座に記載され、又は記録された振替社債について

は、当該加入者又は当該振替社債の発行者の口座以外の口座を振替先口座とする振

替の申請をすることができない。 

 ２ 特定の銘柄の振替社債に係る第六十九条第一項の通知又は振替の申請の前に合併

により消滅する会社の株式を取得した者であって株主名簿に記載又は記録がされて

いないことを理由として合併に際して当該株式に代わる当該振替社債の交付を受け

ることができなかったものその他の主務省令で定める者（以下この項において「取

得者等」という。）が、当該通知又は当該振替の申請の後に、当該振替社債につい

ての記載又は記録がされた特別口座の加入者と共同して請求をした場合には、発行

者は、次に掲げる行為をしなければならない。当該請求をすべきことを当該加入者

に命ずる判決であって執行力を有するものの正本若しくは謄本若しくはこれに準ず

る書類として主務省令で定めるものを当該取得者等が添付して請求をした場合又は

当該取得者等の請求により次に掲げる行為をしても当該加入者その他の利害関係人

の利益を害するおそれがない場合として主務省令で定める場合も、同様とする。 

  一 当該取得者等のための第六十九条の二第三項本文の申出 

  二 前号の申出により開設された口座を振替先口座とする当該振替社債についての

振替の申請 

 ３ 特別口座の開設の申出をした発行者以外の加入者は、当該特別口座を振替先口座



 

 

とする振替の申請をすることができない。 

  第七十一条第三項第二号中「保有欄か、又は質権欄か」を「保有欄であるか、又は

質権欄であるか」に改め、同条第四項第一号中「欄」を「保有欄又は質権欄」に改

め、同条第七項中「社債管理会社又は担保附社債信託法」を「社債管理者又は担保付

社債信託法」に、「社債管理会社等」を「社債管理者等」に改め、同条第八項中「社

債管理会社等」を「社債管理者等」に改める。 

  第七十三条、第七十四条及び第七十七条中「第七十条第一項の」を削る。 

  第七十八条第一項中「額が第二号の額」を「合計額が第二号の発行総額」に、「当

該超過額」を「その超過額（第一号の合計額から第二号の発行総額を控除した額をい

う。）」に、「を取得しなければならない」を「を取得する義務を負う」に改め、同

条第二項中「に掲げる額」を「に規定する金額」に、「の額」を「の金額」に改め、

同条第三項中「をしなければならない」を「をする義務を負う」に改める。 

  第七十九条第一項中「額が第二号の額」を「合計額が第二号の金額」に、「当該超

過額」を「その超過額（第一号の合計額から第二号の金額を控除した額をいう。）」

に、「をしなければならない」を「をする義務を負う」に改め、同条第二項第一号中

「に掲げる額」を「に規定する金額」に改め、同条第三項中「を取得しなければなら

ない」を「を取得する義務を負う」に改める。 

  第八十条第一項中「額が第二号の額」を「金額が第二号の総額」に改め、「に乗じ

た額」の下に「（以下この条及び第八十五条において「振替機関分制限額」とい

う。）」を加え、同項各号中「に関して、」を「に関する」に、「について次条第一

項の規定により算出された額」を「の次条第一項に規定する口座管理機関分制限額」

に改め、同条第二項第一号中「同項の規定により算出された額」を「振替機関分制限

額」に改める。 

  第八十一条第一項中「額が第二号の額」を「金額が第二号の総額」に改め、「に乗

じた額」の下に「（以下この条及び第八十五条において「口座管理機関分制限額」と

いう。）」を加え、同項各号中「に関して、」を「に関する」に、「についてこの項

の規定により算出された額」を「の口座管理機関分制限額」に改め、同条第二項第一

号中「同項の規定により算出された額」を「口座管理機関分制限額」に改める。 

  第八十二条第二項中「社債権者」を「前項の場合において、社債権者」に、「前

項」を「同項」に改める。 

  第四章第四節の節名中「商法」を「会社法」に改める。 

  第八十三条の見出し中「商法」を「会社法」に改め、同条第一項を次のように改め

る。 

   短期社債には、新株予約権を付することができない。 

  第八十三条第三項を次のように改める。 

 ３ 短期社債については、会社法第四編第三章の規定は、適用しない。 



 

 

  第八十四条の見出し中「商法」を「会社法」に改め、同条第一項中「についての社

債申込証の用紙には、」を「の発行者は、当該振替社債についての会社法第六百七十

七条第一項の規定による通知において、」に、「を記載しなければ」を「を示さなけ

れば」に改め、同条第二項ただし書を削り、同条第三項中「募集に応じようとする」

を「引受けの申込みをする」に、「社債申込証の用紙」を「会社法第六百七十七条第

二項の書面」に、「商法第三百二条に規定する」を「同法第六百七十九条の」に改

め、同条に次の一項を加える。 

 ４ 会社法第百六十六条第一項本文の規定による請求により振替社債の交付を受けよ

うとする者は、自己のために開設された当該振替社債の振替を行うための口座（特

別口座を除く。）を当該振替社債を交付する会社に示さなければならない。 

  第八十五条第一項中「商法第三百二十一条第一項」を「会社法第七百二十三条第一

項」に、「第八十条第一項又は第八十一条第一項の規定により算出された額」を「振

替機関分制限額及び口座管理機関分制限額の合計額」に改め、同条第二項中「商法第

三百二十条第三項及び第三百二十九条第一項」を「会社法第七百十八条第一項及び第

七百三十六条第一項」に、「担保附社債信託法」を「担保付社債信託法」に、「当該

各項の規定により算出された額」を「振替機関分制限額及び口座管理機関分制限額」

に改める。 

  第八十六条の見出し中「供託」を「提示」に改め、同条第一項を次のように改め

る。 

   振替社債の社債権者が、会社法第七百十八条第一項の規定による社債権者集会の

招集の請求、同条第三項の規定による社債権者集会の招集、社債権者集会における

議決権の行使又は担保付社債信託法第九十五条第一項の規定による担保物の保管の

状況の検査をするには、第三項本文の規定により書面の交付を受けた上、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める者に当該書面を提示しなけ

ればならない。 

  一 社債管理者がある場合 当該社債管理者 

  二 担保付社債信託法第二条第一項に規定する信託契約の受託会社がある場合 当

該受託会社 

  三 前二号に掲げる場合以外の場合 発行者 

  第八十六条第二項中「会日」を「社債権者集会の日」に、「供託」を「提示をし、

かつ、社債権者集会の日に当該提示」に改め、同条第三項及び第四項を削り、同条第

五項を同条第三項とし、同条第六項中「第七十条第一項の」及び「第七十一条第一項

の」を削り、同項を同条第四項とし、第四章第四節中同条の次に次の二条を加える。 

  （合併等に関する会社法の特例） 

 第八十六条の二 吸収合併存続会社（会社法第七百四十九条第一項に規定する吸収合

併存続会社をいう。以下同じ。）若しくは同法第七百六十七条に規定する株式交換



 

 

完全親会社（以下この章及び第七章から第九章までにおいて「存続会社等」と総称

する。）又は新設合併設立会社（同法第七百五十三条第一項に規定する新設合併設

立会社をいう。以下同じ。）若しくは同法第七百七十三条第一項第一号に規定する

株式移転設立完全親会社（以下この章及び第七章から第九章までにおいて「新設会

社等」と総称する。）が吸収合併若しくは株式交換（以下この章及び第七章から第

九章までにおいて「吸収合併等」と総称する。）又は新設合併若しくは株式移転

（第七章から第九章までにおいて「新設合併等」と総称する。）に際して振替社債

を交付しようとするときは、吸収合併等がその効力を生ずる日又は新設会社等の成

立の日（以下この章及び第七章から第九章までにおいて「合併等効力発生日」とい

う。）を第六十九条の二第一項第一号の一定の日として同項の通知をしなければな

らない。 

 ２ 存続会社等が吸収合併等に際して振替社債を移転しようとする場合には、当該存

続会社等は、合併等効力発生日以後遅滞なく、当該振替社債について振替の申請を

しなければならない。 

 ３ 持分会社が合併をする場合において、吸収合併存続会社又は新設合併設立会社が

合併に際して振替社債を交付しようとする場合には、合併契約において、持分会社

の社員のために開設された当該振替社債の振替を行うための口座（特別口座を除

く。）を定めなければならない。 

 ４ 吸収分割承継会社（会社法第七百五十七条に規定する吸収分割承継会社をいう。

以下同じ。）又は新設分割設立会社（同法第七百六十三条に規定する新設分割設立

会社をいう。以下同じ。）が会社分割に際して振替社債を交付しようとする場合に

は、吸収分割契約又は新設分割計画において、会社分割をする会社のために開設さ

れた当該振替社債の振替を行うための口座（特別口座を除く。）を定めなければな

らない。 

  （適用除外） 

 第八十六条の三 振替社債については、会社法第六百八十一条第四号及び第五号、第

六百八十二条第一項から第三項まで、第六百八十八条第一項、第六百九十条第一

項、第六百九十一条第一項及び第二項、第六百九十三条第一項並びに第六百九十四

条第一項の規定は、適用しない。 

  第八十七条の見出しを削り、同条第一項中「同項第五号」を「同項第七号」に、

「しなければならない」を「する措置を執らなければならない」に改める。 

  第九十五条第三項第二号中「保有欄か」を「保有欄であるか」に、「という。）

か」を「という。）であるか」に改め、同項第四号中「保有欄か、又は質権欄か」を

「保有欄であるか、又は質権欄であるか」に改め、同条第四項第一号及び第三号中

「示された欄」を「示された保有欄又は質権欄」に改める。 

  第九十六条第三項第二号中「保有欄か、又は質権欄か」を「保有欄であるか、又は



 

 

質権欄であるか」に改め、同条第四項第一号中「欄」を「保有欄又は質権欄」に改め

る。 

  第九十八条、第九十九条及び第百二条中「第九十五条第一項の」を削る。 

  第百三条第一項中「額が第二号の額」を「合計額が第二号の発行総額」に、「当該

超過額」を「その超過額（第一号の合計額から第二号の発行総額を控除した額をい

う。）」に、「を取得しなければならない」を「を取得する義務を負う」に改め、同

条第二項中「に掲げる額」を「に規定する金額」に、「の額」を「の金額」に改め、

同条第三項中「をしなければならない」を「をする義務を負う」に改める。 

  第百四条第一項中「額が第二号の額」を「合計額が第二号の金額」に、「当該超過

額」を「その超過額（第一号の合計額から第二号の金額を控除した額をいう。）」

に、「をしなければならない」を「をする義務を負う」に改め、同条第二項第一号中

「に掲げる額」を「に規定する金額」に改め、同条第三項中「を取得しなければなら

ない」を「を取得する義務を負う」に改める。 

  第百五条第一項中「額が第二号の額」を「金額が第二号の総額」に改め、「に乗じ

た額」の下に「（以下この条において「振替機関分制限額」という。）」を加え、同

項各号中「に関して、」を「に関する」に、「について次条第一項の規定により算出

された額」を「の次条第一項に規定する口座管理機関分制限額」に改め、同条第二項

第一号中「同項の規定により算出された額」を「振替機関分制限額」に改める。 

  第百六条第一項中「額が第二号の額」を「金額が第二号の総額」に改め、「に乗じ

た額」の下に「（以下この条において「口座管理機関分制限額」という。）」を加

え、同項各号中「に関して、」を「に関する」に、「についてこの項の規定により算

出された額」を「の口座管理機関分制限額」に改め、同条第二項第一号中「同項の規

定により算出された額」を「口座管理機関分制限額」に改める。 

  第百七条第一項中「額が第二号の額」を「総額が第二号の総額」に、「当該超過

額」を「その超過額（第一号の総額から第二号の総額を控除した額をいう。）」に、

「を取得しなければならない」を「を取得する義務を負う」に改め、同条第二項中

「に掲げる額」を「に規定する金額」に、「の額」を「の金額」に改め、同条第四項

中「をしなければならない」を「をする義務を負う」に改める。 

  第百八条第一項中「額が第二号の額」を「総額が第二号の総額」に、「当該超過

額」を「その超過額（第一号の総額から第二号の総額を控除した額をいう。）」に、

「をしなければならない」を「をする義務を負う」に改め、同条第二項第一号中「に

掲げる額」を「に規定する金額」に改め、同条第三項中「を取得しなければならな

い」を「を取得する義務を負う」に改める。 

  第百九条第一項中「額が第二号の額」を「金額が第二号の総額」に改め、「に乗じ

た額」の下に「（以下この条において「振替機関分制限元本額」という。）」を加

え、同項各号中「に関して、」を「に関する」に、「について次条第一項の規定によ



 

 

り算出された額」を「の次条第一項に規定する口座管理機関分制限元本額」に改め、

同条第二項中「額が第二号の額」を「総額が第二号の総額」に改め、「に乗じた額」

の下に「（以下この条において「振替機関分制限利息額」という。）」を加え、同項

各号中「に関して、」を「に関する」に、「について次条第二項の規定により算出さ

れた額」を「の次条第二項に規定する口座管理機関分制限利息額」に改め、同条第三

項第一号中「同項の規定により算出された額」を「振替機関分制限元本額」に改め、

同項第二号中「同項の規定により算出された額」を「振替機関分制限利息額」に改め

る。 

  第百十条第一項中「額が第二号の額」を「金額が第二号の総額」に改め、「に乗じ

た額」の下に「（以下この条において「口座管理機関分制限元本額」という。）」を

加え、同項各号中「に関して、」を「に関する」に、「についてこの項の規定により

算出された額」を「の口座管理機関分制限元本額」に改め、同条第二項中「額が第二

号の額」を「総額が第二号の総額」に改め、「に乗じた額」の下に「（以下この条に

おいて「口座管理機関分制限利息額」という。）」を加え、同項各号中「に関し

て、」を「に関する」に、「についてこの項の規定により算出された額」を「の口座

管理機関分制限利息額」に改め、同条第三項第一号中「同項の規定により算出された

額」を「口座管理機関分制限元本額」に改め、同項第二号中「同項の規定により算出

された額」を「口座管理機関分制限利息額」に改める。 

  第百十一条第二項中「振替国債」を「前項の場合において、振替国債」に、「前

項」を「同項」に改める。 

  第百十二条の見出しを削り、同条中「募集に応じようとする」を「引受けの申込み

をする」に改める。 

  第百十三条を次のように改める。 

  （地方債に関する社債に係る規定の準用） 

 第百十三条 第四章の規定（第六十六条第一号、第六十九条第一項第五号及び第六号

並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二並びに第四節の規定

を除く。）は、地方債について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げ

る規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表下欄に掲げる字句と読み替えるも

のとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第六十七条第一項 社債券 地方債証券（地方財政法

（昭和二十三年法律第百

九号）第五条の六におい

て読み替えて準用する会

社法第七百五条第二項に

規定する地方債証券をい

う。以下同じ。） 

第六十七条第二項 社債券 地方債証券 

第六十八条第三項第二 商号 名称 



 

 

号 

第六十九条第一項第二

号 

又は質権者である加入者 である加入者 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 社債管理者又は担保付社

債信託法第二条第一項に

規定する信託契約の受託

会社 

地方財政法第五条の六に

おいて読み替えて準用す

る会社法第七百五条第一

項に規定する地方債の募

集又は管理の委託を受け

た者 

 社債管理者等 募集等受託者 

第七十一条第八項 社債管理者等 募集等受託者 

第八十条第一項及び第

八十一条第一項 

この条及び第八十五条 この条 

  第百十四条中「募集に応じようとする」を「引受けの申込みをする」に改める。 

  第百十五条を次のように改める。 

  （投資法人債に関する社債に係る規定の準用） 

 第百十五条 第四章の規定（第六十六条第一号、第六十九条第一項第五号及び第六号

並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二、第八十三条、第八

十四条第四項、第八十六条の二並びに第八十六条の三の規定を除く。）は、投資法

人債（投資信託及び投資法人に関する法律第二条第二十四項に規定する投資法人債

をいう。以下同じ。）について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げ

る規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表下欄に掲げる字句と読み替えるも

のとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第六十七条第一項 社債券 投資法人債券（投資信託

及び投資法人に関する法

律第二条第二十五項に規

定する投資法人債券をい

う。以下同じ。） 

第六十七条第二項 社債券 投資法人債券 

第六十九条第一項第二

号 

又は質権者である加入者 である加入者 



 

 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 社債管理者又は 投資法人債管理者（投資

信託及び投資法人に関す

る法律第百三十九条の八

に規定する投資法人債管

理 者 を い う 。 以 下 同

じ。）又は 

 社債管理者等 投資法人債管理者等 

第七十一条第八項 社債管理者等 投資法人債管理者等 

第八十四条第一項 会社法第六百七十七条第

一項 

投資信託及び投資法人に

関する法律第百三十九条

の四第一項 

第八十四条第二項 社債原簿 投資法人債原簿（投資信

託及び投資法人に関する

法律第百三十九条の七に

おいて読み替えて準用す

る会社法第六百八十一条

に規定する投資法人債原

簿をいう。） 

第八十四条第三項 会社法第六百七十七条第

二項 

投資信託及び投資法人に

関する法律第百三十九条

の四第二項 

 第六百七十九条 第百三十九条の六 

第八十五条第一項 社債権者集会 投資法人債権者集会（投

資信託及び投資法人に関

する法律第百三十九条の

十第一項に規定する投資

法人債権者集会をいう。

以下同じ。） 

第八十六条第一項 社債権者集会 投資法人債権者集会 

第八十六条第一項第一

号 

社債管理者 投資法人債管理者 

第八十六条第二項 社債権者集会 投資法人債権者集会 

  第百十六条の見出しを「（振替投資法人債に関する投資信託及び投資法人に関する

法律の特例）」に改め、同条中「投資信託及び投資法人に関する法律に規定する投資



 

 

法人債に関する同法」を「投資法人債（以下「振替投資法人債」という。）に関する

投資信託及び投資法人に関する法律」に、「当該投資法人債」を「振替投資法人債」

に、「投資法人債券」を「投資証券等のうち同法に規定する投資法人債券」に改め

る。 

  第六章第二節中第百十六条の次に次の一条を加える。 

  （振替投資法人債についての投資信託及び投資法人に関する法律の適用除外） 

 第百十六条の二 振替投資法人債については、投資信託及び投資法人に関する法律第

百三十九条の七において準用する会社法第六百八十一条第四号及び第五号、第六百

八十二条第一項から第三項まで、第六百八十八条第一項、第六百九十条第一項、第

六百九十一条第一項及び第二項、第六百九十三条第一項並びに第六百九十四条第一

項の規定は、適用しない。 

  第百十七条を次のように改める。 

  （相互会社の社債に関する社債に係る規定の準用） 

 第百十七条 第四章の規定（第六十六条第一号イからニまで、第六十九条第一項第五

号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二、第八

十三条、第八十四条第四項、第八十六条の二並びに第八十六条の三の規定を除

く。）は、相互会社の社債（保険業法第六十一条に規定する社債をいう。以下同

じ。）について準用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表下欄に掲げる字句と読み替えるものとするほか、

必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第六十六条第一号 次に掲げる要件のすべて

に該当する社債（第八十

三条において「短期社

債」という。） 

保険業法第六十一条の十

第一項に規定する短期社

債 

第六十七条第一項 社債券 社債券（保険業法第六十

一条第六号に規定する社

債 券 を い う 。 以 下 同

じ。） 

第六十八条第三項第二

号 

商号 名称 

第六十九条第一項第二

号 

又は質権者である加入者 である加入者 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号



 

 

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 社債管理者又は 社債管理者（保険業法第

六十一条の六に規定する

社債管理者をいう。以下

同じ。）又は 

第八十四条第一項 会社法第六百七十七条第

一項 

保険業法第六十一条の二

第一項 

第八十四条第二項 社債原簿 社債原簿（保険業法第六

十一条の五において準用

する会社法第六百八十一

条に規定する社債原簿を

いう。） 

第八十四条第三項 会社法第六百七十七条第

二項 

保険業法第六十一条の二

第二項 

 第六百七十九条 第六十一条の四 

第八十五条第一項 社債権者集会 社債権者集会（保険業法

第六十一条の八第一項に

規定する社債権者集会を

いう。以下同じ。） 

  第六章第三節中第百十七条の次に次の一条を加える。 

  （その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされる相互会社

の社債についての保険業法の適用除外） 

 第百十七条の二 その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとさ

れる相互会社の社債については、保険業法第六十一条の五において準用する会社法

第六百八十一条第四号及び第五号、第六百八十二条第一項から第三項まで、第六百

八十八条第一項、第六百九十条第一項、第六百九十一条第一項及び第二項、第六百

九十三条第一項並びに第六百九十四条第一項の規定は、適用しない。 

  第百十八条及び第百十九条を次のように改める。 

  （特定社債に関する社債に係る規定の準用） 

 第百十八条 第四章の規定（第六十六条第一号イからニまで、第六十九条第一項第五

号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二、第八

十三条、第八十四条第四項、第八十六条の二並びに第八十六条の三の規定を除

く。）は、特定社債（資産の流動化に関する法律第二条第七項に規定する特定社債

をいい、転換特定社債（同法第百三十一条第一項に規定する転換特定社債をい

う。）及び新優先出資引受権付特定社債（同法第百三十九条第一項に規定する新優

先出資引受権付特定社債をいう。）を除く。以下同じ。）について準用する。この

場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同

表下欄に掲げる字句と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で



 

 

定める。 

第六十六条第一号 次に掲げる要件のすべて

に該当する社債（第八十

三条において「短期社

債」という。） 

資産の流動化に関する法

律第二条第八項に規定す

る特定短期社債 

第六十七条第一項 社債券 特定社債券（資産の流動

化に関する法律第二条第

九項に規定する特定社債

券をいう。以下同じ。） 

第六十七条第二項 社債券 特定社債券 

第六十九条第一項第二

号 

又は質権者である加入者 である加入者 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 社債管理者又は 特定社債管理者（資産の

流動化に関する法律第百

二十六条に規定する特定

社債管理者をいう。以下

同じ。）又は 

 社債管理者等 特定社債管理者等 

第七十一条第八項 社債管理者等 特定社債管理者等 

第八十四条第一項 会社法第六百七十七条第

一項 

資産の流動化に関する法

律第百二十二条第一項 

第八十四条第二項 社債原簿 特定社債原簿（資産の流

動化に関する法律第百二

十五条において読み替え

て準用する会社法第六百

八十一条に規定する特定

社債原簿をいう。） 

第八十四条第三項 会社法第六百七十七条第

二項 

資産の流動化に関する法

律第百二十二条第二項 

 第六百七十九条 第百二十四条 

第八十五条第一項 社債権者集会 特定社債権者集会（資産

の流動化に関する法律第

百二十九条第一項に規定

する特定社債権者集会を



 

 

いう。以下同じ。） 

第八十六条第一項 社債権者集会 特定社債権者集会 

第八十六条第一項第一

号 

社債管理者 特定社債管理者 

第八十六条第二項 社債権者集会 特定社債権者集会 

  （その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされる特定社債

についての資産の流動化に関する法律の適用除外） 

 第百十九条 その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされる

特定社債については、資産の流動化に関する法律第百二十五条において準用する会

社法第六百八十一条第四号及び第五号、第六百八十二条第一項から第三項まで、第

六百八十八条第一項、第六百九十条第一項、第六百九十一条第一項及び第二項、第

六百九十三条第一項並びに第六百九十四条第一項の規定は、適用しない。 

  第百二十条を次のように改める。 

 第百二十条 第四章の規定（第六十六条第一号イからニまで、第六十九条第一項第五

号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二並びに

第四節の規定を除く。）及び第百十四条の規定は、特別法人債（特別の法律により

法人の発行する債券に表示されるべき権利をいう。）について準用する。この場合

において、次の表の上欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表下

欄に掲げる字句と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定め

る。 

第六十六条第一号 次に掲げる要件のすべて

に該当する社債（第八十

三条において「短期社

債」という。） 

商工組合中央金庫法（昭

和十一年法律第十四号）

第三十三条ノ二に規定す

る短期商工債、信用金庫

法（昭和二十六年法律第

二百三十八号）第五十四

条の四第一項に規定する

短期債又は農林中央金庫

法（平成十三年法律第九

十三号）第六十二条の二

第一項に規定する短期農

林債に表示されるべき権

利 

第六十七条 社債券 債券 

第六十八条第三項第二

号 

商号 名称 

第六十九条第一項第二

号 

又は質権者である加入者 である加入者 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 



 

 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 社債管理者又は担保付社

債信託法第二条第一項に

規定する信託契約の受託

会社 

特別の法律により法人の

発行する債券に表示され

るべき権利の管理の委託

を受けた者 

 社債管理者等 特別法人債管理者 

第七十一条第八項 社債管理者等 特別法人債管理者 

第八十条第一項及び第

八十一条第一項 

この条及び第八十五条 この条 

  第六章第六節及び第七節を次のように改める。 

     第六節 投資信託又は外国投資信託の受益権の振替 

  （投資信託受益権に関する社債等に係る規定の準用） 

 第百二十一条 第四章の規定（第六十六条第一号、第六十九条第一項第五号及び第六

号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二、第七十一条第八

項並びに第四節の規定を除く。）及び第百十四条第二項の規定は、投資信託受益権

（投資信託及び投資法人に関する法律第二条第十二項に規定する受益権をいい、外

国投資信託に係る信託契約に基づく受益権を含む。以下同じ。）について準用す

る。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表下欄に掲げる字句と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 

第六十六条 利息 収益の分配金 

第六十六条第二号 発行の決定 投資信託約款（投資信託

及び投資法人に関する法

律第二十五条第一項又は

第四十九条の四第一項に

規定する投資信託約款を

いう。） 

 当該決定に基づき発行す

る 

当該 

第六十七条第一項 社債券 受益証券（投資信託及び

投資法人に関する法律第

二条第十二項に規定する

受益証券をいう。以下同

じ。） 

第六十七条第二項 社債券 受益証券 

第六十八条第三項第三 金額 口数 



 

 

号から第五号まで、第

四項第二号及び第五項

第二号 

第六十九条第一項 を発行した日以後遅滞な

く 

について、信託が設定さ

れた場合には 

第六十九条第一項第一

号 

発行 信託 

第六十九条第一項第二

号 

振替社債の社債権者又は

質権者である 

信託の受益者となるべき 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

口数 

第六十九条第一項第七

号 

総額 総口数 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

 金額の増額 口数の増加 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額の増額 

口数の増加 

 第六号 第四号 

第七十条第一項 減額若しくは増額 口数の減少若しくは増加 

第七十条第二項 減額 口数の減少 

第七十条第三項第一号 減額及び増額 口数の減少及び増加 

 金額 口数 

第七十条第三項第二号 減額 口数の減少 

 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十条第三項第三号

及び第四号 

増額 口数の増加 

第七十条第四項第一号 の金額 の口数 

 振替金額 振替口数 

 減額 減少 

第七十条第四項第三号

及び第四号 

振替金額 振替口数 

 増額 増加 

第七十条第五項第一号 振替金額 振替口数 

 減額 減少 

第七十条第五項第三号

及び第四号並びに第七

項 

振替金額 振替口数 

 増額 増加 

第七十一条第一項及び

第二項 

減額 口数の減少 

第七十一条第三項 減額 口数の減少 



 

 

 金額 口数 

第七十一条第四項第一

号及び第五項第一号 

金額 口数 

 減額 減少 

第七十一条第七項 発行者は、社債権者又は

質権者のために社債管理

者又は担保付社債信託法

第二条第一項に規定する

信託契約の受託会社（次

項において「社債管理者

等」という。）に対して

振替社債の償還をする場

合を除くほか 

発行者は 

 償還をするのと 償還又は解約をするのと 

 当該償還 当該償還又は解約 

 金額と同額 口数と同口数 

第七十三条 利息 収益の分配金 

 金額の増額 口数の増加 

第七十四条 金額の増額 口数の増加 

第七十七条 増額の記載又は記録を 口数の増加の記載又は記

録を 

 当該増額 当該増加 

第七十八条第一項 総額が 総口数が 

 発行総額（償還済みの額 総発行口数（償還済み又

は解約済みの口数 

 合計額 合計口数 

 発行総額を 総発行口数を 

 超過額 超過口数 

 控除した額 控除した口数 

 金額 口数 

第七十八条第二項 金額 口数 

 増額又は減額 口数の増加又は減少 

第七十九条第一項 合計額 合計口数 

 金額 口数 

 超過額 超過口数 

 控除した額 控除した口数 

 相当する額 相当する口数 

第七十九条第二項 金額 口数 

 増額又は減額 口数の増加又は減少 

第七十九条第三項 超過額 超過口数 

 額の 口数の 

第七十九条第四項第二

号 

金額 口数 

第七十九条第五項第一

号 

金額の減額 口数の減少 

第七十九条第五項第二 金額の増額 口数の増加 



 

 

号 

第八十条第一項 金額 口数 

 総額 総口数 

 超過額 超過口数 

 係る額 係る口数 

 控除した額 控除した口数 

 乗じた額 乗じた口数 

 この条及び第八十五条 この条 

 振替機関分制限額 振替機関分制限口数 

 元本の償還及び利息 償還、解約及び収益の分

配金 

 口座管理機関分制限額 口座管理機関分制限口数 

 合計額 合計口数 

第八十条第二項第一号 振替機関分制限額 振替機関分制限口数 

 元本の償還及び利息 償還、解約及び収益の分

配金 

第八十一条第一項 金額 口数 

 総額 総口数 

 超過額 超過口数 

 係る額 係る口数 

 控除した額 控除した口数 

 乗じた額 乗じた口数 

 この条及び第八十五条 この条 

 口座管理機関分制限額 口座管理機関分制限口数 

 元本の償還及び利息 償還、解約及び収益の分

配金 

 合計額 合計口数 

第八十一条第二項第一

号 

口座管理機関分制限額 口座管理機関分制限口数 

 元本の償還及び利息 償還、解約及び収益の分

配金 

第八十二条 金額 口数 

 元本の償還又は利息 償還、解約又は収益の分

配金 

     第七節 貸付信託の受益権の振替 

  （貸付信託受益権に関する社債等に係る規定の準用） 

 第百二十二条 第四章の規定（第六十六条第一号、第六十九条第一項第五号及び第六

号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二、第七十一条第八

項並びに第四節の規定を除く。）及び第百十四条第二項の規定は、貸付信託受益権

（貸付信託法第二条第二項に規定する受益権をいう。以下同じ。）について準用す

る。この場合において、次の表の上欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表下欄に掲げる字句と読み替えるものとするほか、必要な技術的読替え

は、政令で定める。 



 

 

第六十六条 利息 収益の分配金 

第六十六条第二号 発行の決定 信託約款（貸付信託法第

三条第一項に規定する信

託約款をいう。） 

 当該決定に基づき発行す

る 

当該 

第六十七条第一項 社債券 受益証券（貸付信託法第

二条第二項に規定する受

益証券をいう。以下同

じ。） 

第六十七条第二項 社債券 受益証券 

第六十九条第一項 を発行した日以後遅滞な

く 

について、信託が設定さ

れた場合には 

第六十九条第一項第一

号 

発行 信託 

第六十九条第一項第二

号 

振替社債の社債権者又は

質権者である 

信託の受益者となるべき 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 発行者は、社債権者又は

質権者のために社債管理

者又は担保付社債信託法

第二条第一項に規定する

信託契約の受託会社（次

項において「社債管理者

等」という。）に対して

振替社債の償還をする場

合を除くほか 

発行者は 

 償還をするのと 元本の償還をするのと 

第七十三条 利息 収益の分配金 

第七十八条第一項 償還済み 償還済み又は消却済み 

第八十条及び第八十一

条 

この条及び第八十五条 この条 

 利息の支払をする義務 収益の分配金の支払をす

る義務並びに買取りをす

る義務 

第八十二条 又は利息の支払 若しくは収益の分配金の



 

 

支払又は買取り 

  （その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされる貸付信託

受益権に関する貸付信託法の特例） 

 第百二十三条 信託会社等は、その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定

まるものとされる貸付信託受益権に係る信託契約を締結しようとするときは、貸付

信託法第七条第一項各号に掲げる事項のほか、当該貸付信託受益権についてこの法

律の規定の適用がある旨を公告しなければならない。 

  第六章第八節中第百二十五条の前に次の一条を加える。 

  （特定目的信託受益権に関する社債等に係る規定の準用） 

 第百二十四条 第四章の規定（第六十六条第一号、第六十九条第一項第五号及び第六

号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二、第七十一条第八

項、第八十三条、第八十四条第一項、第三項及び第四項、第八十六条第一項第二

号、第八十六条の二並びに第八十六条の三の規定を除く。）及び第百十四条第二項

の規定は、特定目的信託受益権（資産の流動化に関する法律第二条第十五項に規定

する受益権をいう。以下同じ。）について準用する。この場合において、次の表の

上欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表下欄に掲げる字句と読

み替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第六十六条 利息 利益 

第六十六条第二号 発行の決定 特定目的信託契約（資産

の流動化に関する法律第

二百二十九条に規定する

特定目的信託契約をい

う。） 

 当該決定に基づき発行す

る 

当該 

第六十七条第一項 社債券 受益証券（資産の流動化

に関する法律第二条第十

五項に規定する受益証券

をいう。以下同じ。） 

第六十七条第二項 社債券 受益証券 

第六十八条第三項第二

号 

商号 名称 

第六十八条第三項第三

号 

金額 資産の流動化に関する法

律第二百二十六条第一項

第三号ロに規定する元本

持分（元本持分を有しな

い銘柄にあっては、同号

ロに規定する利益持分）

の数（以下「持分の数」

という。） 

第六十八条第三項第四

号及び第五号、第四項

金額 持分の数 



 

 

第二号並びに第五項第

二号 

第六十九条第一項 を発行した日以後遅滞な

く 

について、信託が設定さ

れた場合には 

第六十九条第一項第一

号 

発行 信託 

第六十九条第一項第二

号 

振替社債の社債権者又は

質権者である 

信託の権利者となるべき 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

持分の数 

第六十九条第一項第七

号 

総額 持分の総数 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

 金額の増額 持分の数の増加 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額の増額 

持分の数の増加 

 第六号 第四号 

第七十条第一項 減額若しくは増額 持分の数の減少若しくは

増加 

第七十条第二項 減額 持分の数の減少 

第七十条第三項第一号 減額及び増額 持分の数の減少及び増加 

 金額 持分の数 

第七十条第三項第二号 減額 持分の数の減少 

 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十条第三項第三号

及び第四号 

増額 持分の数の増加 

第七十条第四項第一号 の金額 の持分の数 

 振替金額 振替持分の数 

 減額 減少 

第七十条第四項第三号

及び第四号 

振替金額 振替持分の数 

 増額 増加 

第七十条第五項第一号 振替金額 振替持分の数 

 減額 減少 

第七十条第五項第三号

及び第四号並びに第七

項 

振替金額 振替持分の数 

 増額 増加 

第七十一条第一項及び

第二項 

減額 持分の数の減少 

第七十一条第三項 減額 持分の数の減少 



 

 

 金額 持分の数 

第七十一条第四項第一

号及び第五項第一号 

金額 持分の数 

 減額 減少 

第七十一条第七項 発行者は、社債権者又は

質権者のために社債管理

者又は担保付社債信託法

第二条第一項に規定する

信託契約の受託会社（次

項において「社債管理者

等」という。）に対して

振替社債の償還をする場

合を除くほか 

発行者は 

 金額と同額 持分の数と同数の持分の

数 

第七十三条 利息 利益 

 金額の増額 持分の数の増加 

第七十四条 金額の増額 持分の数の増加 

第七十七条 増額の記載又は記録を 持分の数の増加の記載又

は記録を 

 当該増額 当該増加 

第七十八条第一項 総額が 持分の総数が 

 発行総額（償還済みの額 総発行持分の数（償還済

みの持分の数 

 合計額 合計数 

 発行総額を 総発行持分の数を 

 超過額 超過数 

 控除した額 控除した持分の数 

 金額 持分の数 

第七十八条第二項 金額 持分の数 

 増額又は減額 持分の数の増加又は減少 

第七十九条第一項 合計額 合計数 

 金額 持分の数 

 超過額 超過数 

 控除した額 控除した持分の数 

 相当する額 相当する持分の数 

第七十九条第二項 金額 持分の数 

 増額又は減額 持分の数の増加又は減少 

第七十九条第三項 超過額 超過数 

 額の 持分の数の 

第七十九条第四項第二

号 

金額 持分の数 

第七十九条第五項第一

号 

金額の減額 持分の数の減少 

第七十九条第五項第二

号 

金額の増額 持分の数の増加 



 

 

第八十条第一項 金額 持分の数 

 総額 持分の総数 

 超過額 超過数 

 係る額 係る持分の数 

 控除した額 控除した持分の数 

 乗じた額 乗じた持分の数 

 振替機関分制限額 振替機関分制限持分の数 

 元本の償還及び利息 償還及び利益の配当額 

 口座管理機関分制限額 口座管理機関分制限持分

の数 

 合計額 合計数 

第八十条第二項第一号 振替機関分制限額 振替機関分制限持分の数 

 元本の償還及び利息 償還及び利益の配当額 

第八十一条第一項 金額 持分の数 

 総額 持分の総数 

 超過額 超過数 

 係る額 係る持分の数 

 控除した額 控除した持分の数 

 乗じた額 乗じた持分の数 

 口座管理機関分制限額 口座管理機関分制限持分

の数 

 元本の償還及び利息 償還及び利益の配当額 

 合計額 合計数 

第八十一条第二項第一

号 

口座管理機関分制限額 口座管理機関分制限持分

の数 

 元本の償還及び利息 償還及び利益の配当額 

第八十二条 金額 持分の数 

 元本の償還又は利息 償還又は利益の配当額 

第八十四条第二項 社債原簿 権利者名簿（資産の流動

化に関する法律第二百三

十五条第一項に規定する

権利者名簿をいう。） 

第八十五条第一項 会社法第七百二十三条第

一項 

資産の流動化に関する法

律第二百四十四条第一項

（同法第二百五十条第三

項及び第二百五十三条に

おいて準用する場合を含

む。） 

 金額（振替機関分制限額

及び口座管理機関分制限

額の合計額 

持分の数（振替機関分制

限持分の数及び口座管理

機関分制限持分の数の合

計数 

 社債権者集会 同法第二百四十条第一項

に規定する権利者集会又

は同法第二百五十一条第

一項に規定する種類権利



 

 

者集会（次条において

「権利者集会等」とい

う。） 

第八十五条第二項 会社法第七百十八条第一

項及び第七百三十六条第

一項並びに担保付社債信

託法第九十五条第一項 

資産の流動化に関する法

律第二百四十二条第四項

（同法第二百五十条第三

項及び第二百五十三条に

おいて準用する場合を含

む。）において準用する

会社法第七百十八条第一

項の規定及び資産の流動

化に関する法律第二百五

十四条第一項 

 振替機関分制限額及び口

座管理機関分制限額 

振替機関分制限持分の数

及び口座管理機関分制限

持分の数 

第八十六条第一項 会社法第七百十八条第一

項 

資産の流動化に関する法

律第二百四十二条第四項

（同法第二百五十条第三

項及び第二百五十三条に

おいて準用する場合を含

む。）において読み替え

て準用する会社法第七百

十八条第一項 

 社債権者集会の 権利者集会等の 

 同条第三項 資産の流動化に関する法

律第二百四十二条第四項

（同法第二百五十条第三

項及び第二百五十三条に

おいて準用する場合を含

む。）において読み替え

て準用する会社法第七百

十八条第三項 

 、社債権者集会 又は権利者集会等 

 議決権の行使又は担保付

社債信託法第九十五条第

一項の規定による担保物

の保管の状況の検査 

議決権の行使 

第八十六条第一項第一

号 

社債管理者が 特定信託管理者（資産の

流動化に関する法律第二

条第十八項に規定する特

定信託管理者をいう。）

が 

 当該社債管理者 当該特定信託管理者 

第八十六条第一項第三

号 

前二号 第一号 

第八十六条第二項 社債権者集会 権利者集会等 



 

 

  第百二十五条及び第百二十六条を次のように改める。 

  （振替特定目的信託受益権に関する資産の流動化に関する法律の特例） 

 第百二十五条 その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとされ

る特定目的信託受益権（以下「振替特定目的信託受益権」という。）に関する資産

の流動化に関する法律の規定の適用については、振替特定目的信託受益権の権利者

は、受益証券の権利者とみなすほか、同法第二百八十六条の規定の適用について

は、振替特定目的信託受益権は、同法に規定する受益証券とみなす。 

  （振替特定目的信託受益権についての資産の流動化に関する法律の適用除外） 

 第百二十六条 振替特定目的信託受益権については、資産の流動化に関する法律第二

百三十九条第一項において準用する会社法第百四十八条の規定は、適用しない。 

 ２ 資産の流動化に関する法律第二百七十一条第四項（同法第二百七十二条第二項に

おいて準用する場合を含む。）において準用する会社法第百十六条第三項の規定に

かかわらず、振替特定目的信託受益権の受託信託会社等（資産の流動化に関する法

律第二条第十六項に規定する受託信託会社等をいう。）は、当該規定による通知に

代えて、当該通知をすべき事項を公告しなければならない。 

  第百二十七条を次のように改める。 

 第百二十七条 第四章の規定（第六十六条第一号、第六十九条第一項第五号及び第六

号並びに第二項第一号ロ及びハ、第六十九条の二、第七十条の二並びに第四節の規

定を除く。）及び第百十四条の規定は、外債（外国又は外国法人の発行する債券に

表示されるべき権利をいう。）について準用する。この場合において、次の表の上

欄に掲げる規定中同表中欄に掲げる字句は、それぞれ同表下欄に掲げる字句と読み

替えるものとするほか、必要な技術的読替えは、政令で定める。 

第六十七条 社債券 債券 

第六十八条第三項第二

号 

商号 名称 

第六十九条第一項第二

号 

又は質権者である加入者 である加入者 

第六十九条第一項第四

号 

金額（次号に掲げるもの

を除く。） 

金額 

第六十九条第二項第一

号イ 

加入者（同号の社債権者

であるものに限る。） 

加入者 

第六十九条第二項第二

号 

金額と同項第五号の金額

を合計した金額 

金額 

 第六号 第四号 

第七十条第三項第二号 質権欄 第六十八条第三項第四号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「質権

欄」という。） 

第七十一条第七項 社債管理者又は担保付社 外国又は外国法人の発行



 

 

債信託法第二条第一項に

規定する 

する債券に表示されるべ

き権利の管理の委託を受

けた者又は当該権利の担

保に係る 

 社債管理者等 管理者等 

第七十一条第八項 社債管理者等 管理者等 

第八十条第一項及び第

八十一条第一項 

この条及び第八十五条 この条 

  第百二十九条第一項中「、供託所」の下に「（供託法（明治三十二年法律第十五

号）第一条に規定する供託所をいう。以下この条において同じ。）」を加え、「第六

十九条第二項第一号」を「第六十九条第二項第一号イ」に、「、第百二十一条、第百

二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同条

第三項中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条ま

で、第百二十四条」に改め、「（商法第三百六条第一項に規定する債券をいう。以下

この条及び第百四十五条第二号において同じ。）」を削り、「発行されたとき又は」

を「発行されたとき、又は」に改める。 

  第百二十九条の二中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第

百二十二条まで、第百二十四条」に改める。 

  第百三十二条第一項第一号中「第二十五条第六項、第二十七条第六項、第二十九条

第六項又は第三十一条第六項」を「第二十五条第五項、第二十七条第五項、第二十九

条第五項又は第三十一条第五項」に改める。 

  第百三十五条第一項中「第五項、第二十七条第一項、第二項及び第五項、第二十九

条第一項、第二項及び第五項、第三十一条第一項、第二項及び第五項」を「第四項、

第二十七条第一項、第二項及び第四項、第二十九条第一項、第二項及び第四項、第三

十一条第一項、第二項及び第四項」に改め、同条第二項中「第三十一条第一項、第二

項及び第五項」を「第三十一条第一項、第二項及び第四項」に改め、同条第三項本文

中「及び第四項（第二十七条第四項、第二十九条第四項及び第三十一条第四項におい

て準用する場合を含む。）」を削り、「読み替えて準用する商法第二百三十九条ノ三

第三項から第五項まで、第三十六条第四項において読み替えて準用する同法第二百三

十九条ノ三第七項において準用する同法第二百三十九条第七項第二号、第三十九条に

おいて読み替えて準用する同法第二百三十九条第三項において準用する同法第二百二

十二条ノ五第三項、第三十九条において読み替えて準用する同法第三百三十九条第四

項において準用する同法第三十三条ノ二第一項及び第二項、第三十九条において読み

替えて準用する同法第三百三十九条第六項」を「準用する会社法第三百二条第三項及

び第四項並びに第三百十二条第一項及び第五項、第三十九条において準用する同法第

三百十条第三項、第三百十四条及び第七百三十一条第一項」に改め、同条第四項中

「、第四十八条において読み替えて適用する第三十一条第四項」を削り、「並びに」



 

 

を「及び」に改め、同条第五項中「第六十九条第一項第五号」を「第六十九条第一項

第七号」に、「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二

条まで、第百二十四条」に改め、「含む。）」の下に「、第六十九条の二第一項並び

に第七十条の二第二項」を加える。 

  第百三十八条第二号中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から

第百二十二条まで、第百二十四条」に改める。 

  第百四十条第一号を次のように改める。 

  一 第四条第一項（第四十七条第三項において準用する場合を含む。）、第二十五

条第二項、第二十七条第二項、第二十九条第二項若しくは第三十一条第二項の申

請書若しくは第四条第二項（第四十七条第三項において準用する場合を含む。）

の書類に虚偽の記載をし、若しくは当該書類に代えて電磁的記録を添付すべき場

合における当該電磁的記録に虚偽の記録をし、又は第二十五条第三項、第二十七

条第三項、第二十九条第三項若しくは第三十一条第三項の書面若しくは電磁的記

録に虚偽の記載若しくは記録をして提出した者 

  第百四十二条第一号中「資本」を「資本金」に改める。 

  第百四十四条第七号中「商法第二百三十九条ノ三第七項において準用する同法第二

百三十九条第六項」を「会社法第三百十二条第四項の規定」に、「第三百三十九条第

五項」を「第七百三十一条第二項」に改め、同条第八号中「商法第二百三十九条ノ三

第七項において準用する同法第二百三十九条第七項」を「会社法第三百十二条第五項

の規定」に、「第三百三十九条第六項」を「第七百三十一条第三項」に改め、同条第

九号中「、又は第三十九条において準用する商法第二百三十三条の規定に違反して」

を削り、同条第十二号中「商法第三百二十八条」を「会社法第七百三十五条」に改

め、同条第十三号中「商法第三百三十九条第二項」を「会社法第七百三十一条第一

項」に改め、同条第十四号中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を

「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同条第十五号中「第八十六条第五

項」を「第八十六条第三項」に、「及び第百十八条」を「、第百十八条及び第百二十

四条」に改める。 

  第百四十五条第二号及び第三号中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五

条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同条第四号中「、第百二十

一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に

改め、「含む。）」の下に「又は第六十九条の二第一項若しくは第二項」を加え、同

条第五号中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条

まで、第百二十四条」に改める。 

  第百五十八条、第二百五十二条、第二百五十三条、第二百六十一条、第二百六十二

条、第二百六十八条及び第二百六十九条を削る。 

  附則第十条中「決議が」を「決定が」に、「取締役会の決議において定めた」を



 

 

「決定した」に改め、「、振替社債」の下に「（第六十六条に規定する振替社債をい

う。附則第二十九条第一項を除き、以下同じ。）」を加え、「第六十六条第一号及び

第二号」を「第六十六条各号」に改め、「第六十九条」の下に「、第六十九条の二第

四項及び第五項」を加え、「、第二項ただし書及び第三項」を「及び第三項」に改

め、同条の表第五十八条の項中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を

「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第五十八条の項の次に次のよ

うに加える。 

第六十九条の二第一項

第一号 

について前条第一項の通

知又は 

について 

  附則第十条の表第七十条第三項第二号の項を次のように改める。 

第七十条第三項第二号 保有欄 第六十八条第三項第三号

に掲げる事項を記載し、

若しくは記録する欄（以

下この章において「保有

欄」という。） 

 質権欄 同項第四号に掲げる事項

を記載し、若しくは記録

する欄（以下この章にお

い て 「 質 権 欄 」 と い

う。） 

  附則第十条の表第七十条第三項第二号の項の次に次のように加える。 

第七十条の二第二項 に係る第六十九条第一項

の通知又は 

に係る 

  附則第十条の表第七十八条第一項の項を次のように改める。 

第七十八条第一項 の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第十条の表第七十八条第二項の項中「より」を「により」に改め、同表第八十

五条第一項の項中「おいては、」を「においては、」に改める。 

  附則第十二条第一項第二号中「（商法第三百六条第一項に規定する債券をいう。附

則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」を削る。 

  附則第十四条第二項本文中「申請人のために」の下に「その申出により」を加え

る。 

  附則第十七条第二項中「同項第五号」を「同項第七号」に改める。 

  附則第十九条の表第五十八条の項中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五

条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第百三条第一項の項を



 

 

次のように改める。 

第百三条第一項 の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第十九条の表第百三条第二項の項中「より」を「により」に改める。 

  附則第二十七条第一項中「第六十九条」の下に「（第一項第五号及び第六号並びに

第二項第一号ロ及びハを除く。）」を加え、同項の表第五十八条の項中「、第百二十

一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に

改め、同表第百十三条において準用する第七十八条第一項の項を次のように改める。 

第百十三条において準

用する第七十八条第一

項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第二十七条第一項の表第百十三条において準用する第七十八条第二項の項中

「より」を「により」に改め、同条第二項中「（商法第三百六条第一項に規定する債

券」を削り、「証券（地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条の五第一項に

規定する証券」を「地方債証券（地方財政法（昭和二十三年法律第百九号）第五条の

六において読み替えて準用する会社法第七百五条第二項に規定する地方債証券をい

う。附則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」に、「「証券」」を「「地方

債証券」」に改める。 

  附則第二十八条第一項中「投資信託及び投資法人に関する法律に規定する投資法人

債」を「投資法人債」に改め、「（第百十五条において準用する第六十六条（第一号

を除く。）に規定する振替投資法人債をいう。）」を削り、「、第八十四条第一項本

文」を「（第一項第五号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハを除く。）、第八十

四条第一項」に改め、同項の表第五十八条の項中「、第百二十一条、第百二十三条、

第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第百十五条

において準用する第七十八条第一項の項を次のように改める。 

第百十五条において準

用する第七十八条第一

項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該



 

 

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第二十八条第一項の表第百十五条において準用する第七十八条第二項の項中

「より」を「により」に改め、同表第百十五条において準用する第八十五条第一項の

項中「おいては、」を「においては、」に改め、同表第百四十五条第二号の項中「読

み替えて」を削り、同条第二項中「（商法第三百六条第一項に規定する債券」を削

り、「第百三十九条の六第一項において準用する商法第三百六条第一項」を「第二条

第二十五項」に改め、「に規定する投資法人債券」の下に「をいう。附則第十四条か

ら第十六条までにおいて同じ。）」を加える。 

  附則第二十九条第一項中「保険業法に規定する相互会社の社債」を「相互会社の社

債」に、「第一号イからホまで」を「第一号イからニまで」に、「第百十六条」を

「第百十六条の二」に改め、「第六十九条」の下に「（第一項第五号及び第六号並び

に第二項第一号ロ及びハを除く。）」を加え、「、第二項ただし書」を削り、同項の

表第五十八条の項中「、第百二十一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百

二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第百十七条において準用する第七十八条

第一項の項を次のように改める。 

第百十七条において準

用する第七十八条第一

項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第二十九条第一項の表第百十七条において準用する第七十八条第二項の項中

「より」を「により」に改め、同表第百十七条において準用する第八十五条第一項の

項中「おいては、」を「においては、」に改め、同条第二項中「「商法第三百六条第

一項」とあるのは、「保険業法第六十一条第二項において準用する商法第三百六条第

一項」」を「「社債券」とあるのは、「社債券（保険業法第六十一条第六号に規定す

る社債券をいう。附則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」」に改める。 

  附則第三十条第一項中「（資産の流動化に関する法律第百八条の決定（旧資産流動

化法第百八条の決定を含む。）をいう。）」を削り、「資産の流動化に関する法律に

規定する特定社債」を「特定社債」に、「第一号イからホまで」を「第一号イからニ

まで」に、「第百十七条」を「第百十七条の二」に改め、「第六十九条」の下に

「（第一項第五号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハを除く。）」を加え、「、

第二項ただし書」を削り、同項の表第五十八条の項中「、第百二十一条、第百二十三

条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第百十



 

 

八条において準用する第七十八条第一項の項を次のように改める。 

第百十八条において準

用する第七十八条第一

項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第三十条第一項の表第百十八条において準用する第七十八条第二項の項中「よ

り」を「により」に改め、同表第百十八条において準用する第八十五条第一項の項中

「おいては、」を「においては、」に改め、同表第百四十五条第二号の項中「読み替

えて」を削り、同条第二項中「（商法第三百六条第一項に規定する債券」を削り、

「第百十三条第一項において準用する商法第三百六条第一項に規定する特定社債券

（旧資産流動化法第百十三条第一項において準用する商法第三百六条第一項に規定す

る特定社債券を含む。）」を「第二条第九項に規定する特定社債券をいう。附則第十

四条から第十六条までにおいて同じ。）」に改める。 

  附則第三十一条第一項中「第一号イからホまで」を「第一号イからニまで」に改

め、「第六十九条」の下に「（第一項第五号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハ

を除く。）」を加え、同項の表第五十八条の項中「、第百二十一条、第百二十三条、

第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改め、同表第百二十条

において準用する第七十八条第一項の項を次のように改める。 

第百二十条において準

用する第七十八条第一

項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第三十一条第一項の表第百二十条において準用する第七十八条第二項の項中

「より」を「により」に改め、同表第百四十五条第二号の項中「読み替えて」を削

り、同条第二項中「附則第十二条第一項第二号中「社債券（商法第三百六条第一項に

規定する債券をいう。附則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」とあるのは

「債券」と、附則第十四条第二項」を「附則第十二条第一項第二号、第十四条第二

項」に、「社債券」とあるのは「債券」を「社債券」とあるのは、「債券」に改め

る。 

  附則第三十二条第一項中「投資信託及び投資法人に関する法律に規定する投資信託

又は外国投資信託の受益権」を「投資信託受益権」に改め、「投資信託約款」の下に



 

 

「（投資信託及び投資法人に関する法律第二十五条第一項又は第四十九条の四第一項

に規定する投資信託約款をいう。以下同じ。）」を、「第六十九条」の下に「（第一

項第五号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハを除く。）」を加え、「第百二十三

条から」を「第百二十二条から」に改め、同項の表第五十八条の項中「、第百二十一

条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に改

め、「読み替えて」を削り、同表第百二十一条の表第七十八条第一項の項の項を次の

ように改める。 

第百二十一条の表第七

十八条第一項の項 

発行総額（償還済みの額 の発行総額（償還済みの

額 

 総発行口数（償還済み又

は解約済みの口数 

について振替受入簿に記

載され、又は記録された

口数の合計口数（当該記

載又は記録の効力が生じ

なかった場合における当

該記載又は記録に係る口

数及び償還済み又は解約

済みの口数 

 総発行口数を 合計口数を 

  附則第三十二条第一項の表第百二十一条において準用する第七十八条第二項の項中

「より」を「により」に改め、同表第百四十五条第二号の項中「読み替えて」を削

り、同条第二項中「（商法第三百六条第一項に規定する債券をいう」を削り、「第五

条第一項及び第四十九条の五第一項に規定する受益証券をいい、これに類する外国投

資信託の受益証券を含む」を「第二条第十二項に規定する受益証券をいう。附則第十

四条から第十六条までにおいて同じ。）」に改める。 

  附則第三十四条第一項中「貸付信託法に規定する貸付信託の受益権」を「貸付信託

受益権」に改め、「信託約款」の下に「（貸付信託法第三条第一項に規定する信託約

款をいう。）」を加え、「（第百二十三条」を「（第百二十二条」に、「第百二十二

条まで、第百二十三条」を「第百二十一条まで、第百二十二条」に改め、「第六十九

条」の下に「（第一項第五号及び第六号並びに第二項第一号ロ及びハを除く。）」を

加え、「第百二十四条」を「第百二十三条」に改め、同項の表を次のように改める。 

第五十八条 （これらの規定を第百十

三条、第百十五条、第百

十七条、第百十八条、第

百二十条から第百二十二

条まで、第百二十四条及

び第百二十七条 

若しくは附則第三十四条

第二項において準用する

附則第十四条第五項（同

条第六項 

第百二十二条において

準用する第七十条第三

項第二号 

保有欄 第百二十二条において準

用する第六十八条第三項

第三号に掲げる事項を記

載し、若しくは記録する

欄（以下この章において



 

 

「保有欄」という。） 

第百二十二条において

準用する第七十八条第

一項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

第百二十二条において

準用する第七十八条第

二項 

発生、移転又は消滅 発生（振替受入簿の記載

又は記録の効力の発生を

含む。）、移転又は消滅

（振替受入簿の記載又は

記録の効力の消滅を含

む。） 

 により当該 により当該口座における

当該 

第百二十二条において

準用する第七十九条第

二項第二号 

発生、移転又は消滅 発生（振替受入簿の記載

又は記録の効力の発生を

含む。）、移転又は消滅

（振替受入簿の記載又は

記録の効力の消滅を含

む。） 

第百二十二条において

準用する第八十二条第

一項 

振替社債 附則第三十四条第一項に

規定する特例貸付信託受

益権 

第百四十五条第二号 の規定により 及び附則第三十四条第二

項において準用する附則

第十六条第四項の規定に

より 

  附則第三十四条第二項中「（商法第三百六条第一項に規定する債券」を削り、「第

八条第一項」を「第二条第二項」に改め、「規定する受益証券」の下に「をいう。附

則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」を加える。 

  附則第三十五条第一項中「資産の流動化に関する法律に規定する特定目的信託の受

益権」を「特定目的信託受益権」に改め、「特定目的信託契約」の下に「（資産の流

動化に関する法律第二百二十九条に規定する特定目的信託契約をいう。）」を加え、

「（第百二十五条において準用する第六十六条（第一号を除く。）に規定する振替特

定目的信託受益権をいう。）」を削り、「第百二十四条まで、第百二十五条」を「第

百二十三条まで、第百二十四条」に改め、「第六十九条」の下に「（第一項第五号及

び第六号並びに第二項第一号ロ及びハを除く。）」を加え、「、第百二十七条」を

「並びに第百二十七条」に改め、同項の表を次のように改める。 

第五十八条 （これらの規定を第百十

三条、第百十五条、第百

若しくは附則第三十五条

第二項において準用する



 

 

十七条、第百十八条、第

百二十条から第百二十二

条まで、第百二十四条及

び第百二十七条 

附則第十四条第五項（同

条第六項 

第百二十四条の表第七

十八条第一項の項 

発行総額（償還済みの額 の発行総額（償還済みの

額 

 総発行持分の数（償還済

みの持分の数 

について振替受入簿に記

載され、又は記録された

持分の数の合計数（当該

記載又は記録の効力が生

じなかった場合における

当該記載又は記録に係る

持分の数及び償還済みの

持分の数 

 総発行持分の数を 合計数を 

第百二十四条において

準用する第七十条第三

項第二号 

保有欄 第百二十四条において準

用する第六十八条第三項

第三号に掲げる事項を記

載し、若しくは記録する

欄（以下この章において

「保有欄」という。） 

第百二十四条において

準用する第七十八条第

二項 

発生、移転又は消滅 発生（振替受入簿の記載

又は記録の効力の発生を

含む。）、移転又は消滅

（振替受入簿の記載又は

記録の効力の消滅を含

む。） 

 により当該 により当該口座における

当該 

第百二十四条において

準用する第七十九条第

二項第二号 

発生、移転又は消滅 発生（振替受入簿の記載

又は記録の効力の発生を

含む。）、移転又は消滅

（振替受入簿の記載又は

記録の効力の消滅を含

む。） 

第百二十四条において

準用する第八十二条第

一項 

振替社債 附則第三十五条第一項に

規定する特例特定目的信

託受益権 

第百二十四条において

準用する第八十五条第

一項 

においては、 においては、附則第三十

五条第一項に規定する特

例特定目的信託受益権の 

第百四十五条第二号 の規定により 及び附則第三十五条第二

項において準用する附則

第十六条第四項の規定に

より 

  附則第三十五条第二項中「（商法第三百六条第一項に規定する債券」を削り、「第

百七十三条第一項」を「第二条第十五項」に改め、「規定する受益証券」の下に「を



 

 

いう。附則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」を加える。 

  附則第三十六条第一項中「第六十九条」の下に「（第一項第五号及び第六号並びに

第二項第一号ロ及びハを除く。）」を加え、同項の表第五十八条の項中「、第百二十

一条、第百二十三条、第百二十五条」を「から第百二十二条まで、第百二十四条」に

改め、同表第百二十七条において準用する第七十八条第一項の項を次のように改め

る。 

第百二十七条において

準用する第七十八条第

一項 

の発行総額（ について振替受入簿に記

載され、又は記録された

金額の合計額（当該記載

又は記録の効力が生じな

かった場合における当該

記載又は記録に係る金額

及び 

 発行総額を 合計額を 

  附則第三十六条第一項の表第百二十七条において準用する第七十八条第二項の項中

「より」を「により」に改め、同表第百四十五条第二号の項中「読み替えて」を削

り、同条第二項中「附則第十二条第一項第二号中「社債券（商法第三百六条第一項に

規定する債券をいう。附則第十四条から第十六条までにおいて同じ。）」とあるのは

「債券」と、附則第十四条第二項及び第三項」を「附則第十二条第一項第二号、第十

四条第二項及び第三項第二号」に、「社債券」とあるのは「債券」を「社債券」とあ

るのは、「債券」に改める。 

 （社債等の振替に関する法律の一部改正に伴う経過措置） 

第二百三十六条 施行日前に前条の規定による改正前の社債等の振替に関する法律（以

下「旧社振法」という。）第三条第一項の申請がされた場合における当該申請に係る

指定については、なお従前の例による。 

２ 前条の規定による改正後の社債等の振替に関する法律（以下「新社振法」とい

う。）第三条第一項第四号へ及び第二十二条第一項第二号の規定の適用については、

旧商法、旧有限会社法及び旧商法特例法の規定（第二章第一節第二款の規定によりな

お従前の例によることとされる場合における旧商法、第一章第二節の規定によりなお

従前の例によることとされる場合における旧有限会社法及び同章第四節の規定により

なお従前の例によることとされる場合における旧商法特例法の規定を含む。）に違反

し、刑に処せられた者は、会社法の規定に違反し、刑に処せられたものとみなす。 

３ 施行日前に旧社振法第二十四条第一項又は第二項に規定する決議をするための株主

総会の招集の手続が開始された場合におけるその株主総会及び同条第三項（同条第五

項において準用する場合を含む。）の株主総会の権限及び手続については、なお従前

の例による。 

４ 施行日前に合併契約書が作成された特定合併（旧社振法第二十五条第一項に規定す

る特定合併をいう。）、分割計画書が作成された新設分割（旧社振法第二十七条第一



 

 

項に規定する新設分割をいう。）又は分割契約書が作成された吸収分割（旧社振法第

二十九条第一項に規定する吸収分割をいう。）については、なお従前の例による。た

だし、当該特定合併、新設分割又は吸収分割に関する登記の登記事項については、新

社振法又は会社法の定めるところによる。 

５ 施行日前に旧商法第二百四十五条第一項の決議をするための株主総会の招集の手続

が開始された場合における営業譲渡（旧社振法第三十一条第一項に規定する営業譲渡

をいう。）については、なお従前の例による。 

６ 施行日前に招集の手続が開始された加入者集会（旧社振法第三十三条に規定する加

入者集会をいう。）については、なお従前の例による。 

７ この法律の施行の際現に係属している振替機関の整理に関する事件に係る整理手続

については、新社振法第四十三条の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

８ 施行日前に整理開始の命令があった場合における破産直近上位機関等（旧社振法第

五十八条に規定する破産直近上位機関等をいう。）の受託者（旧社振法第五十二条に

規定する受託者をいう。）又は主務大臣への通知については、新社振法第五十八条の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

９ 施行日前に発行された振替社債（旧社振法第六十六条に規定する振替社債をい

う。）、振替投資法人債（旧社振法附則第二十八条第一項に規定する振替投資法人債

をいう。以下この条において同じ。）、相互会社の振替社債（旧社振法附則第二十九

条第一項に規定する振替社債をいう。）、振替特定社債（旧社振法附則第三十条第一

項に規定する振替特定社債をいい、施行日において第二百三十二条第十七項の規定に

より新資産流動化法（第二百二十九条に規定する新資産流動化法をいう。）第二条第

七項に規定する特定社債とみなされる旧特定目的会社（第二百二十九条に規定する旧

特定目的会社をいう。）が発行した特定社債に係るものを含む。以下この条において

同じ。）についての振替口座簿（旧社振法第十二条第三項又は第四十五条第二項に規

定する振替口座簿をいう。以下この条において同じ。）の記載又は記録事項について

は、なお従前の例による。 

10 施行日前に募集の決議があった振替社債（旧社振法第六十六条に規定する振替社債

をいう。）若しくは相互会社の振替社債（旧社振法附則第二十九条第一項に規定する

振替社債をいう。）、施行日前に発行の決定があった振替地方債（旧社振法附則第二

十七条第一項に規定する振替地方債をいう。以下この条において同じ。）、振替特定

社債、振替特別法人債（旧社振法附則第三十一条第一項に規定する振替特別法人債を

いう。以下この条において同じ。）若しくは振替外債（旧社振法附則第三十六条第一

項に規定する振替外債をいう。以下この条において同じ。）又は施行日前に募集の承

認があった振替投資法人債についての振替口座簿の記載又は記録の手続については、

なお従前の例による。 

11 施行日前に募集の決議があった振替社債（旧社振法第六十六条に規定する振替社債



 

 

をいう。）若しくは相互会社の振替社債（旧社振法附則第二十九条第一項に規定する

振替社債をいう。）、施行日前に発行の決定があった振替地方債、振替特定社債、振

替特別法人債若しくは振替外債又は施行日前に募集の承認があった振替投資法人債の

発行の手続については、なお従前の例による。 

12 施行日前に招集の手続が開始された振替社債（旧社振法第六十六条に規定する振替

社債をいう。）の社債権者集会、振替投資法人債の投資法人債権者集会（第百九十一

条による改正前の投資信託及び投資法人に関する法律第百三十九条の五第三項に規定

する投資法人債権者集会をいう。）、相互会社の振替社債（旧社振法附則第二十九条

第一項に規定する振替社債をいう。）の社債権者集会（第二百十五条による改正前の

保険業法第三百二十三条に規定する社債権者集会をいう。）、振替特定社債の特定社

債権者集会（第二百二十条による改正前の資産の流動化に関する法律（以下この条に

おいて「旧資産流動化法」という。）第百十一条第三項に規定する特定社債権者集会

をいい、第二百三十二条第二十六項の規定によりなお従前の例によることとされる特

定社債権者集会を含む。）又は振替特定目的信託受益権の権利者集会（旧資産流動化

法第百七十九条第一項に規定する権利者集会をいう。）若しくは種類権利者集会（旧

資産流動化法第百九十条第一項に規定する種類権利者集会をいう。）については、な

お従前の例による。 

13 施行日前に申立てがあった旧社振法の規定による非訟事件の手続については、なお

従前の例による。 

14 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合における非訟事件の手続

についても、前項と同様とする。 

15 この条の規定によりなお従前の例によることとされる場合において必要な技術的読

替えは、主務省令で定める。 

 （銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律の一部改正） 

第二百三十七条 銀行等の株式等の保有の制限等に関する法律（平成十三年法律第百三

十一号）の一部を次のように改正する。 

  第四十条の見出し中「商法」を「会社法」に改め、同条第一項中「商法（明治三十

二年法律第四十八号）第二百十条第一項」を「会社法（平成十七年法律第▼▼▼号）

第百五十六条第一項及び第百六十条第一項」に、「同条第五項、第六項後段及び第七

項」を「同条第二項及び第三項並びに第三百九条第二項第二号」に改める。 

  第五十条の見出し中「銀行等保有株式取得機構債券」を「銀行等保有株式取得機構

債」に改め、同条第一項中「銀行等保有株式取得機構債券」を「銀行等保有株式取得

機構債」に、「「債券」を「「機構債」に、「（債券」を「（機構債」に改め、同項

に後段として次のように加える。 

   この場合において、機構は、機構債の債券を発行することができる。 

  第五十条第二項、第三項及び第五項中「債券」を「機構債」に改め、同条第六項中



 

 

「商法第三百九条、第三百十条及び第三百十一条」を「会社法第七百五条及び第七百

九条」に改め、同条第七項中「債券」を「機構債」に改める。 

  第五十一条中「債券」を「機構債」に改める。 

 （証券決済制度等の改革による証券市場の整備のための関係法律の整備等に関する法

律の一部改正） 

第二百三十八条 証券決済制度等の改革による証券市場の整備のための関係法律の整備

等に関する法律（平成十四年法律第六十五号）の一部を次のように改正する。 

  附則第五十八条中「を削る」を「を削り、同条第三項を同条第二項とする」に改め

る。 

  附則第六十三条及び第六十四条中「第百三十九条の六第二項」を「第百三十九条の

十一」に改める。 

  附則第六十五条及び第六十六条中「第五十四条の十三」を「第五十四条の十九」に

改める。 

  附則第七十一条及び第七十二条中「第六十一条第三項」を「第六十一条の九」に改

める。 

  附則第七十三条及び第七十四条中「第百十三条第二項」を「第百三十条第一項」に

改める。 

  附則第七十五条のうち、金融庁設置法（平成十年法律第百三十号）第四条第十九号

の改正規定の次に次のように加える。 

   第八条中「、社債等登録法（昭和十七年法律第十一号）」を削る。 

   第二十条中「、社債等登録法」を削る。 

  附則第七十六条及び第七十七条を次のように改める。 

 第七十六条及び第七十七条 削除 

 （預金保険法及び金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の一部を改正する法律

の一部改正） 

第二百三十九条 預金保険法及び金融機関等の更生手続の特例等に関する法律の一部を

改正する法律（平成十四年法律第百七十五号）の一部を次のように改正する。 

  附則第四条中「属する営業年度」の下に「（会社法（平成十七年法律第▼▼▼号）

の施行の日以後にあっては、事業年度。以下この条及び次条において同じ。）」を加

える。 

 （金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法の一部改正） 

第二百四十条 金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法（平成十四年法律第

百九十号）の一部を次のように改正する。 

  目次中 

「 第四章 その他の組織再編成の促進のための特別措置  

  第一節 預金保険等の保険金の額の特例（第十四条・第十五条）  



 

 

  第二節 合併等における総会手続等の特例（第十六条―第三十条）  

  第三節 合併等における債権者の異議の手続の特例（第三十一条―第三

十九条） 

 

 第五章 雑則（第四十条―第四十六条）  

 第六章 罰則（第四十七条・第四十八条） 」

 を 

「 第四章 預金保険等の保険金の額の特例（第十四条・第十五条）  

 第五章 雑則（第十六条―第二十一条）  

 第六章 罰則（第二十二条・第二十三条） 」

 に改める。 

  第二条第一項第七号中「（以下「信用協同組合連合会」という。）」を削り、同条

第二項第一号ロ中「商法（明治三十二年法律第四十八号）第三百六十四条第一項に規

定する完全親会社」を「会社法（平成十七年法律第▼▼▼号）第七百七十三条第一項

第一号に規定する株式移転設立完全親会社」に改め、同号ニ及びホ中「会社の分割」

を「会社分割」に、「営業」を「事業」に改め、同号ヘ中「営業又は」を削り、同条

第三項中「第五十条第一項」を「第四十九条第一項」に改める。 

  第十条第一項中「営業又は」を削る。 

  第十二条第一項中「信用金庫等は」の下に「、信用金庫法第二十一条第二項の規定

にかかわらず」を加え、「議決を経て」を「決議によって」に、「信用金庫法第十六

条第一項」を「同法第十六条第一項」に、「譲受けの請求を受けた」を「譲り受け

た」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 前項の持分は、当該信用金庫等又は当該他の信用金庫等が、合併の効力が生ずる

日の二十日前の日から合併の効力が生ずる日までの間に、次の各号に掲げる場合に

おける当該各号に定める会員から譲受けの請求を受けたものに限る。 

  一 合併をするために総会の決議を要する場合 当該総会に先立って当該合併に反

対する旨を当該信用金庫等又は当該他の信用金庫等に対し通知し、かつ、当該総

会において当該合併に反対した会員 

  二 前号に規定する場合以外の場合 合併をする当該信用金庫等又は当該他の信用

金庫等のすべての会員 

  第十二条第三項を削り、同条第四項中「信用金庫等は」の下に「、信用金庫法第二

十一条第二項の規定にかかわらず」を加え、「議決を経て」を「決議によって」に、

「信用金庫法第十六条第一項」を「同法第十六条第一項」に、「譲受けの請求を受け

た」を「譲り受けた」に改め、同項を同条第三項とし、同条第五項中「議決を」を

「決議を」に改め、「書面をもって当該」を「当該」に、「当該議決の日から二十日

以内に書面をもって」を「合併の効力が生ずる日の二十日前の日から合併の効力が生

ずる日までの間に」に改め、同項を同条第四項とし、同条第六項中「営業又は」を削

り、「の譲受け」の下に「（次項において「事業譲受け」という。）」を、「信用金

庫等は」の下に「、信用金庫法第二十一条第二項の規定にかかわらず」を加え、「議



 

 

決を経て」を「決議によって」に、「信用金庫法第十六条第一項」を「同法第十六条

第一項」に、「譲受けの請求を受けた」を「譲り受けた」に改め、同項を同条第五項

とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ６ 前項の持分は、当該信用金庫等が、事業譲受けの効力が生ずる日の二十日前の日

から事業譲受けの効力が生ずる日までの間に、次の各号に掲げる場合における当該

各号に定める会員から譲受けの請求を受けたものに限る。 

  一 事業譲受けをするために総会の決議を要する場合 当該総会に先立って当該事

業譲受けに反対する旨を当該信用金庫等に対し通知し、かつ、当該総会において

当該合併に反対した会員 

  二 前号に規定する場合以外の場合 事業譲受けをする信用金庫等のすべての会員 

  第十二条第七項及び第八項を削り、同条第九項中「第四項及び第六項の議決につい

て」を「第三項及び第五項の決議」に、「による議決を必要とする」を「をもって行

わなければならない」に改め、同項を同条第七項とし、同条第十項中「第四項及び第

六項」を「第三項及び第五項」に、「及び第五十二条」を「から第五十二条の二ま

で」に改め、同項を同条第八項とし、同条第十一項中「優先出資法第三十九条第三

項」を「同法第四十四条第三項」に、「第四項又は第六項」を「第三項又は第五項」

に、「資本」を「資本金の額」に改め、同項を同条第九項とする。 

  第十三条第一項中「労働金庫等は」の下に「、労働金庫法第二十一条第二項の規定

にかかわらず」を加え、「議決を経て」を「決議によって」に、「労働金庫法第十六

条」を「同法第十六条」に、「譲受けの請求を受けた」を「譲り受けた」に改め、同

条第二項を次のように改める。 

 ２ 前項の持分は、当該労働金庫等又は当該他の労働金庫等が、合併の効力が生ずる

日の二十日前の日から合併の効力が生ずる日までの間に、次の各号に掲げる場合に

おける当該各号に定める会員から譲受けの請求を受けたものに限る。 

  一 合併をするために総会の決議を要する場合 当該総会に先立って当該合併に反

対する旨を当該労働金庫等又は当該他の労働金庫等に対し通知し、かつ、当該総

会において当該合併に反対した会員 

  二 前号に規定する場合以外の場合 合併をする当該労働金庫等又は当該他の労働

金庫等のすべての会員 

  第十三条第三項を削り、同条第四項中「労働金庫等は」の下に「、労働金庫法第二

十一条第二項の規定にかかわらず」を加え、「議決を経て」を「決議によって」に、

「労働金庫法第十六条」を「同法第十六条」に、「譲受けの請求を受けた」を「譲り

受けた」に改め、同項を同条第三項とし、同条第五項中「議決を」を「決議を」に改

め、「書面をもって当該」を「当該」に、「当該議決の日から二十日以内に書面をも

って」を「合併の効力が生ずる日の二十日前の日から合併の効力が生ずる日までの間

に」に改め、同項を同条第四項とし、同条第六項中「の譲受け」の下に「（次項にお



 

 

いて「事業譲受け」という。）」を、「労働金庫等は」の下に「、労働金庫法第二十

一条第二項の規定にかかわらず」を加え、「議決を経て」を「決議によって」に、

「労働金庫法第十六条」を「同法第十六条」に、「譲受けの請求を受けた」を「譲り

受けた」に改め、同項を同条第五項とし、同項の次に次の一項を加える。 

 ６ 前項の持分は、当該労働金庫等が、事業譲受けの効力が生ずる日の二十日前の日

から事業譲受けの効力が生ずる日までの間に、次の各号に掲げる場合における当該

各号に定める会員から譲受けの請求を受けたものに限る。 

  一 事業譲受けをするために総会の決議を要する場合 当該総会に先立って当該事

業譲受けに反対する旨を当該労働金庫等に対し通知し、かつ、当該総会において

当該合併に反対した会員 

  二 前号に規定する場合以外の場合 事業譲受けをする労働金庫等のすべての会員 

  第十三条第七項及び第八項を削り、同条第九項中「第四項及び第六項の議決につい

て」を「第三項及び第五項の決議」に改め、「（以下「個人会員」という。）」を削

り、「による議決を必要とする」を「をもって行わなければならない」に改め、同項

を同条第七項とし、同条第十項中「第四項及び第六項」を「第三項及び第五項」に、

「及び第五十七条」を「から第五十七条の二まで」に改め、同項を同条第八項とし、

同条第十一項中「第三十九条第三項」を「第四十四条第三項」に、「第四項又は第六

項」を「第三項又は第五項」に、「資本」を「資本金の額」に改め、同項を同条第九

項とする。 

  第四章の章名を次のように改める。 

    第四章 預金保険等の保険金の額の特例 

  第四章第一節の節名を削る。 

  第十四条中「営業若しくは」を削る。 

  第四章第二節及び第三節を削る。 

  第五章中第四十条を削り、第四十一条を第十六条とし、第四十二条から第四十六条

までを二十五条ずつ繰り上げる。 

  第四十七条第二項中「法人の代表者、代理人、使用人その他の従業者が、その法

人」を「法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用者その他の従業者が、その

法人又は人」に、「その法人に」を「その法人又は人に」に改め、第六章中同条を第

二十二条とする。 

  第四十八条第一号中「第四十二条第一項」を「第十七条第一項」に改め、同条第二

号中「第八項」を「第六項」に改め、同条を第二十三条とする。 

 （金融機関等の組織再編成の促進に関する特別措置法の一部改正に伴う経過措置） 

第二百四十一条 施行日前に合併契約又は営業譲渡契約若しくは事業譲渡契約が締結さ

れた場合におけるその合併又は営業若しくは事業の譲渡若しくは譲受けについては、

なお従前の例による。 



 

 

 （株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する法律等の一部

を改正する法律の一部改正） 

第二百四十二条 株式等の取引に係る決済の合理化を図るための社債等の振替に関する

法律等の一部を改正する法律（平成十六年法律第八十八号）の一部を次のように改正

する。 

  第一条中社債等の振替に関する法律目次の改正規定を次のように改める。 

   目次中「第六章 その他の社債等の振替」を「第六章 地方債等の振替」に改め、

「第百二十一条」の下に「・第百二十一条の二」を加え、「・第百二十三条」を

「―第百二十三条」に、 

「 第七章 雑則（第百二十八条―第百三十六条の二）  

 第八章 罰則（第百三十七条―第百四十六条） 」

  を 

「 第七章 株式の振替  

  第一節 通則（第百二十八条）  

  第二節 振替口座簿（第百二十九条―第百三十九条）  

  第三節 振替の効果等（第百四十条―第百四十九条）  

  第四節 会社法等の特例（第百五十条―第百六十一条）  

  第五節 雑則（第百六十二条）  

 第八章 新株予約権の振替  

  第一節 通則（第百六十三条・第百六十四条）  

  第二節 振替口座簿（第百六十五条―第百七十三条）  

  第三節 振替の効果等（第百七十四条―第百八十二条）  

  第四節 会社法の特例（第百八十三条―第百九十条）  

  第五節 雑則（第百九十一条）  

 第九章 新株予約権付社債の振替  

  第一節 通則（第百九十二条・第百九十三条）  

  第二節 振替口座簿（第百九十四条―第二百四条）  

  第三節 振替の効果等（第二百五条―第二百十四条）  

  第四節 会社法の特例（第二百十五条―第二百二十四条）  

  第五節 雑則（第二百二十五条）  

 第十章 投資口等の振替  

  第一節 投資口の振替（第二百二十六条―第二百三十三条）  

  第二節 協同組織金融機関の優先出資の振替（第二百三十四条―第二

百三十六条） 

 

  第三節 特定目的会社の優先出資の振替（第二百三十七条―第二百四

十七条） 

 

  第四節 特定目的会社の新優先出資の引受権の振替（第二百四十八

条・第二百四十九条） 

 

  第五節 特定目的会社の転換特定社債の振替（第二百五十条―第二百

五十二条） 

 

  第六節 特定目的会社の新優先出資引受権付特定社債の振替（第二百

五十三条―第二百五十五条） 

 

 第十一章 組織変更等に係る振替  

  第一節 金融機関の合併及び転換に関する法律による組織変更等に係  



 

 

る振替（第二百五十六条―第二百六十二条） 

  第二節 保険業法による組織変更等に係る振替（第二百六十三条―第

二百六十九条） 

 

  第三節 証券取引法による合併に係る振替（第二百七十条―第二百七

十五条） 

 

 第十二章 その他の有価証券に表示されるべき権利の振替（第二百七十

六条） 

 

 第十三章 雑則（第二百七十七条―第二百八十七条）  

 第十四章 罰則（第二百八十八条―第二百九十七条） 」

  に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第二条第一項のただし書を削り、同項第一号及

び第六号を改め、同項第十一号の次に十二号を加える改正規定を次のように改める。 

   第二条第一項ただし書を削り、同項第一号中「新株予約権付社債」を「第十四号

に掲げるもの」に改め、同項第六号中「転換特定社債及び新優先出資引受権付特定

社債」を「第十九号及び第二十号に掲げるもの」に改め、同項に次の十号を加える。 

   十二 株式 

   十三 新株予約権 

   十四 新株予約権付社債 

   十五 投資信託及び投資法人に関する法律に規定する投資口 

   十六 協同組織金融機関の優先出資に関する法律（平成五年法律第四十四号）に

規定する優先出資 

   十七 資産の流動化に関する法律に規定する優先出資 

   十八 資産の流動化に関する法律に規定する新優先出資の引受権 

   十九 資産の流動化に関する法律に規定する転換特定社債 

   二十 資産の流動化に関する法律に規定する新優先出資引受権付特定社債 

   二十一 証券取引法（昭和二十三年法律第二十五号）第二条第一項第十一号に掲

げる政令で定める証券又は証書に表示されるべき権利のうち、その権利の帰属

が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとすることが適当であるものと

して政令で定めるもの 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第三条第一項第二号の改正規定中「同項

第二号」を「同項第三号」に改め、同項第三号の改正規定中「同項第三号」を「同項

第四号」に、「に改める」を「に、「前号に規定する法律」を「この法律」に改め

る」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第十一条第一項第四号の改正規定を次のように

改める。 

   第十一条第一項第四号を次のように改める。 

   四 取り扱う社債等に応じた第七十八条第一項（第百十三条、第百十五条、第百

十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四



 

 

条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、

第百三条第一項、第百七条第一項、第百四十五条第一項（第二百二十八条第一

項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号

において準用する場合を含む。）、第百七十九条第一項（第二百四十九条第一

項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）又は第二百十条

第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第

四号において準用する場合を含む。）に規定する場合の振替機関の義務の履行

に関する事項 

  第一条中社債等の振替に関する法律第十一条第一項第五号ロの改正規定を次のよう

に改める。 

   第十一条第一項第五号ロを次のように改める。 

    ロ 取り扱う社債等に応じた第七十九条第一項（第百十三条、第百十五条、第

百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二

十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含

む。）、第百四条第一項、第百八条第一項、第百四十六条第一項（第二百二

十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七

十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百八十条第一項（第二百

四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）

又は第二百十一条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及

び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）に規定する場合の

口座管理機関の義務の履行に関する事項 

  第一条中社債等の振替に関する法律第十一条第二項の改正規定を次のように改める。 

   第十一条第二項を次のように改める。 

  ２ 前項第五号イに掲げる事項には、各口座管理機関（第四十四条第一項第十五号

に掲げる者を除く。）が、その加入者（同号に掲げる者、証券取引法第二条第三

項第一号に規定する適格機関投資家及び国、地方公共団体その他の政令で定める

者を除く。以下この項及び第三章において同じ。）に対して、当該加入者の上位

機関（保証が行われない場合においても加入者の保護に支障がない者として主務

省令で定めるものを除く。）が取り扱う社債等に応じて当該加入者に対して負う

第八十条第二項若しくは第八十一条第二項（これらの規定を第百十三条、第百十

五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第

百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含

む。）、第百五条第二項、第百六条第二項、第百九条第三項、第百十条第三項、

第百四十七条第二項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三

十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百

四十八条第二項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九



 

 

条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百八十

一条第二項若しくは第百八十二条第二項（これらの規定を第二百四十九条第一項

及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）又は第二百十二条第

二項若しくは第二百十三条第二項（これらの規定を第二百五十一条第一項、第二

百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）に

規定する義務の全部の履行を連帯して保証する旨を含むものでなければならない。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第十二条第二項の改正規定を次のように改める。 

   第十二条第二項を次のように改める。 

  ２ 振替機関は、第七十八条第一項及び第三項（これらの規定を第百十三条、第百

十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、

第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を

含む。）、第百三条第一項及び第三項、第百七条第一項及び第四項、第百四十五

条第一項及び第三項（これらの規定を第二百二十八条第一項、第二百三十五条第

一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を

含む。）、第百七十九条第一項及び第三項（これらの規定を第二百四十九条第一

項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）又は第二百十条第

一項及び第四項（これらの規定を第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項

及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）の義務を履行する目

的のため、自己のために社債等の振替を行うための口座（以下「機関口座」とい

う。）を開設することができる。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第十九条の改正規定を次のように改める。 

   第十九条を次のように改める。 

   （事故の報告） 

  第十九条 振替機関は、第七十八条第一項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、

第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二

十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第百三条第

一項、第百七条第一項、第百四十五条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三

十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用す

る場合を含む。）、第百七十九条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十

六条第三号において準用する場合を含む。）若しくは第二百十条第一項（第二百

五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用

する場合を含む。）の場合その他主務省令で定める事故が生じた場合又はその下

位機関において第七十九条第一項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百

十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七

条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第百四条第一項、

第百八条第一項、第百四十六条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条



 

 

第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第百八十条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三

号において準用する場合を含む。）若しくは第二百十一条第一項（第二百五十一

条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場

合を含む。）の場合その他主務省令で定める事故が生じた場合には、主務省令で

定めるところにより、その旨を主務大臣に報告しなければならない。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第四十八条の改正規定中「第十三章」を

「第十二章」に改め、同条の表第十二条第二項の項の改正規定中「「及び第百二十七

条」を「「第百二十条から第百二十二条まで」を「第百二十条、第百二十一条、第百

二十二条」に、「及び第百二十七条」に、「第二百九十八条第一号」を「第二百七十

六条第一号」に、「第百五十三条第一項及び第三項（これらの規定を第二百五十二条

第一項、第二百六十一条第一項、第二百六十八条第一項及び第二百九十八条第二号に

おいて準用する場合を含む。）、第百八十五条第一項及び第三項（これらの規定を第

二百七十六条第一項及び第二百九十八条第三号において準用する場合を含む。）、第

二百八条第一項及び第三項（これらの規定を第二百八十条第一項及び第二百九十八条

第四号において準用する場合を含む。）又は第二百三十八条第一項及び第四項（これ

らの規定を第二百八十四条第一項、第二百八十八条第一項及び第二百九十八条第五

号」を「第百四十五条第一項及び第三項（これらの規定を第二百二十八条第一項、第

二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用

する場合を含む。）、第百七十九条第一項及び第三項（これらの規定を第二百四十九

条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）又は第二百十条

第一項及び第四項（これらの規定を第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及

び第二百七十六条第四号」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第四十八条の表第百二十九条第一項の項

の改正規定中「第三百条第一項」を「第二百七十八条第一項」に改め、同表第百三十

一条の項の改正規定中「第三百三条」を「第二百八十一条」に改め、同表第百三十二

条第一項第一号の項の改正規定中「第三百四条第一項第一号」を「第二百八十二条第

一項第一号」に改め、同表第百三十二条第一項第二号の項の改正規定中「第三百四条

第一項第二号」を「第二百八十二条第一項第二号」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第五十八条の改正規定を次のように改める。 

   第五十八条を次のように改める。 

   （受託者への通知等） 

  第五十八条 振替機関等が次に掲げる規定に違反して振替口座簿に記載若しくは記

録の漏れを生じさせ、又は記載若しくは記録の誤りを生じさせたこと（第六十条

第一項において「誤記載等」という。）によって加入者に対して与えた損害に係

る債務を負う当該加入者の直近上位機関又は直近上位機関であった者であって、



 

 

破産手続開始の決定、再生手続開始の決定、更生手続開始の決定、特別清算開始

の命令又は外国倒産処理手続の承認の決定（以下この条において「破産手続開始

決定等」という。）を受けたもの（以下この節及び第四節において「破産直近上

位機関等」という。）は、直ちに、破産手続開始決定等がされた旨その他主務省

令で定める事項を受託者に通知するとともに、主務大臣に報告しなければならな

い。 

   一 第六十九条第二項（同条第三項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第

百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二

十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第百十三

条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百

二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準

用する場合を含む。） 

   二 第七十条第一項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百

二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二

百七十六条第一号において準用する場合を含む。） 

   三 第七十一条第一項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第

百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第

二百七十六条第一号において準用する場合を含む。） 

   四 第七十二条（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十

条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七

十六条第一号において準用する場合を含む。） 

   五 第七十八条第五項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第

百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第

二百七十六条第一号において準用する場合を含む。） 

   六 第七十九条第五項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第

百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第

二百七十六条第一号において準用する場合を含む。） 

   七 第九十二条第二項（同条第三項において準用する場合を含む。） 

   八 第九十三条第一項、第九十四条第一項、第九十五条第一項、第九十六条第一

項、第九十七条、第百三条第五項、第百四条第五項、第百七条第六項、第百八

条第五項、第百二十一条の二第四項若しくは第五項、第百二十二条の二第四項

若しくは第五項又は第百二十四条の二第四項若しくは第五項 

   九 第百三十条第二項（同条第三項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第

一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条

第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。） 



 

 

   十 第百三十二条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二

百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。） 

   十一 第百三十四条第一項（第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号に

おいて準用する場合を含む。） 

   十二 第百三十五条第三項（同条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三十五

条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百

二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準

用する場合を含む。） 

   十三 第百三十六条第三項（同条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三十九

条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百

二十八条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準

用する場合を含む。） 

   十四 第百三十六条第五項（第二百二十八条第一項、第二百三十九条第一項及び

第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。） 

   十五 第百三十七条第三項（同条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三十五

条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百

二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準

用する場合を含む。） 

   十六 第百三十七条第五項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び

第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。） 

   十七 第百三十八条第三項（同条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三十五

条第一項、第二百五十六条、第二百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三

条、第二百七十条並びに第二百七十六条第二号において準用する場合を含

む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百五十六条、第

二百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三条、第二百七十条並びに第二百

七十六条第二号において準用する場合を含む。） 

   十八 第百三十八条第五項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第

二百五十六条、第二百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三条、第二百七

十条並びに第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。） 

   十九 第百三十九条（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三

十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。） 

   二十 第百四十五条第五項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第

二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含

む。） 

   二十一 第百四十六条第五項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、

第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含



 

 

む。） 

   二十二 第百六十六条第二項（同条第三項（第二百四十九条第一項及び第二百七

十六条第三号において準用する場合を含む。）、第二百四十九条第一項及び第

二百七十六条第三号において準用する場合を含む。） 

   二十三 第百六十八条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号

において準用する場合を含む。） 

   二十四 第百七十条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号に

おいて準用する場合を含む。） 

   二十五 第百七十一条第三項（同条第四項（第二百七十六条第三号において準用

する場合を含む。）及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含

む。） 

   二十六 第百七十二条（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号におい

て準用する場合を含む。） 

   二十七 第百七十三条（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号におい

て準用する場合を含む。） 

   二十八 第百七十九条第五項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号

において準用する場合を含む。） 

   二十九 第百八十条第五項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号に

おいて準用する場合を含む。） 

   三十 第百九十五条第二項（同条第三項（第二百五十一条第一項、第二百五十四

条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百

五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準

用する場合を含む。） 

   三十一 第百九十七条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及

び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。） 

   三十二 第百九十九条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及

び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。） 

   三十三 第二百条第三項（同条第四項（第二百七十六条第四号において準用する

場合を含む。）及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。） 

   三十四 第二百一条（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において

準用する場合を含む。） 

   三十五 第二百二条第二項（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号に

おいて準用する場合を含む。） 

   三十六 第二百三条第二項（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号に

おいて準用する場合を含む。） 

   三十七 第二百四条（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百



 

 

七十六条第四号において準用する場合を含む。） 

   三十八 第二百十条第六項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び

第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。） 

   三十九 第二百十一条第五項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及

び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。） 

   四十 第二百三十条第二項又は第二百四十条第二項 

   四十一 第二百四十一条第三項（同条第四項において準用する場合を含む。） 

   四十二 第二百四十二条第三項（同条第四項において準用する場合を含む。） 

   四十三 第二百四十二条第五項 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第六十七条第一項及び第二項を改め、同

条に一項を加える改正規定中「第六十七条第一項中「次項」を「以下この条」に改め、

同条第二項」を「第六十七条第二項」に、「存しない場合」を「存しない場合には」

に、「存しないとき又は」を「存しないとき、又は」に、「取り扱われなくなったと

き」を「取り扱われなくなったときは」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第七十条第四項第三号の改正規定中「欄

（」を「質権欄（」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第八十六条第三項第三号の改正規定を削る。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第八十九条第二項の改正規定中「存しな

い場合」を「存しない場合には」に、「存しないとき又は」を「存しないとき、又

は」に、「取り扱われなくなったとき」を「取り扱われなくなったときは」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第六章の章名の改正規定の次に次のように加え

る。 

  第百十三条の表第六十七条第二項の項中「第六十七条第二項」の下に「及び第三

項」を加える。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百十四条の改正規定の次に次のように加える。 

  第百十五条の表第六十七条第二項の項中「第六十七条第二項」の下に「及び第三

項」を加える。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百十六条の見出し及び同条を改める改正規定

を次のように改める。 

  第百十六条中「その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものとさ

れる投資法人債」を「投資法人債で振替機関が取り扱うもの」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百十六条の見出し及び同条を改める改正規定

の次に次のように加える。 

   第百十七条の二の見出しを「（相互会社の社債で振替機関が取り扱うものについ

ての保険業法の適用除外）」に改め、同条中「その権利の帰属が振替口座簿の記載

又は記録により定まるものとされる相互会社の社債」を「相互会社の社債で振替機



 

 

関が取り扱うもの」に改める。 

   第百十八条中「をいう」の下に「。以下同じ」を加え、同条の表第六十七条第二

項の項中「第六十七条第二項」の下に「及び第三項」を加える。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百十九条の見出し及び同条を改める改正規定

を次のように改める。 

   第百十九条の見出しを「（特定社債で振替機関が取り扱うものに関する資産の流

動化に関する法律の適用除外）」に改め、同条中「その権利の帰属が振替口座簿の

記載又は記録により定まるものとされる特定社債」を「特定社債で振替機関が取り

扱うもの」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百十九条の見出し及び同条を改める改正規定

の次に次のように加える。 

   第百二十一条中「及び第百十四条第二項」を「、第百十四条第二項及び第百五十

五条」に改め、同条の表第六十七条第二項の項中「第六十七条第二項」の下に「及

び第三項」を加え、同表第八十二条の項の次に次のように加える。 

第百五十五条 会社法第百十六条第一項、第

百九十二条第一項、第四百六

十九条第一項、第七百八十五

条第一項、第七百九十七条第

一項又は第八百六条第一項 

投資信託及び投資法人に関

する法律第三十条の二第一

項（同法第四十九条の十一

において準用する場合を含

む。） 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百二十一条の次に一条を加える改正規

定中「特定の銘柄」の下に「（前条において準用する第六十八条第三項第二号に規定

する銘柄をいう。以下この条において同じ。）」を加え、「一から次のイの口数」を

「一から次のイの総発行口数」に、「ロの口数」を「ロの総発行口数」に、「、次の

イの口数」を「、次のイの総口数」に、「第六十九条第二項第一号」を「第六十九条

第二項第一号イ」に、「保有欄をいう。以下この条において同じ」を「保有欄をい

う」に、「質権欄をいう。以下この条において同じ」を「質権欄をいう」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百二十二条の見出し及び同条を改める改正規

定を次のように改める。 

   第百二十二条の表第六十七条第二項の項中「第六十七条第二項」の下に「及び第

三項」を加える。 

   第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百二十三条の次に一条を加える改正

規定中「第百二十三条の次に」を「第百二十二条の次に」に、「第百二十三条の

二」を「第百二十二条の二」に改め、「特定の銘柄」の下に「（前条において準用

する第六十八条第三項第二号に規定する銘柄をいう。以下この条において同

じ。）」を加え、「一から次のイの数」を「一から次のイの発行総額の数」に、

「ロの数」を「ロの発行総額の数」に、「、次のイの数」を「、次のイの総額の

数」に、「第六十九条第二項第一号」を「第六十九条第二項第一号イ」に、「保有



 

 

欄をいう。以下この条において同じ」を「保有欄をいう」に、「質権欄をいう。以

下この条において同じ」を「質権欄をいう」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百二十四条の見出し並びに同条第一項及び第

二項を改める改正規定の前に次のように加える。 

   第百二十三条の見出しを「（振替貸付信託受益権に関する貸付信託法の特例）」

に改め、同条中「その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるものと

される貸付信託受益権」を「振替貸付信託受益権」に、「当該貸付信託受益権」を

「当該振替貸付信託受益権」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百二十四条の見出し並びに同条第一項及び第

二項を改める改正規定を次のように改める。 

   第百二十四条中「及び第百十四条第二項」を「、第百十四条第二項及び第百五十

五条」に改め、同条の表第六十七条第二項の項中「第六十七条第二項」の下に「及

び第三項」を加え、同表第八十六条第二項の項の次に次のように加える。 

第百五十五条 会社法第百十六条第一項、第

百九十二条第一項、第四百六

十九条第一項、第七百八十五

条第一項、第七百九十七条第

一項又は第八百六条第一項 

資産の流動化に関する法律

第二百七十一条第一項（同

法第二百七十二条第二項に

おいて準用する場合を含

む。） 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百二十五条の見出し及び同条を改め、

同条の次に一条を加える改正規定中「第百二十五条の見出し中「特定目的信託の受益

権」を「特定目的信託受益権」に改め、同条中「いう」の下に「。以下同じ」を加え、

同条」を「第百二十四条」に、「第百二十五条の二」を「第百二十四条の二」に改め、

「特定の銘柄」の下に「（前条において準用する第六十八条第三項第二号に規定する

銘柄をいう。以下この条において同じ。）」を加え、「一から次のイの持分の数」を

「一から次のイの総発行持分の数」に、「ロの持分の数」を「ロの総発行持分の数」

に、「、次のイの持分の数」を「、次のイの持分の総数」に、「分割前の当該振替特

定目的信託受益権の総発行持分」を「分割前の当該振替特定目的信託受益権の総発行

持分の数」に、「第六十九条第二項第一号」を「第六十九条第二項第一号イ」に、

「保有欄をいう。以下この条において同じ」を「保有欄をいう」に、「質権欄をいう。

以下この条において同じ」を「質権欄をいう」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百二十六条の見出し及び同条を改める改正規

定を次のように改める。 

   第百二十五条中「その権利の帰属が振替口座簿の記載又は記録により定まるもの

とされる特定目的信託受益権（以下「振替特定目的信託受益権」という。）」を

「振替特定目的信託受益権」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第八章中第百四十六条を第三百十九条と

する改正規定中「第三百十九条」を「第二百九十七条」に改める。 



 

 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百四十五条第二号から第五号までの改正規定

を次のように改める。 

   第百四十五条第二号から第五号までを次のように改める。 

   二 第六十七条第一項（第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第

百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条

第一号において準用する場合を含む。）、第百六十四条第一項（第二百四十九

条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百九

十三条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十

六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百二十七条第一項又は第二

百三十八条第一項の規定に違反して社債券その他の券面を発行したとき（第六

十七条第二項（第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十

一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号

において準用する場合を含む。）、第百六十四条第二項（第二百四十九条第一

項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百九十三条

第二項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第

四号において準用する場合を含む。）、第二百二十七条第二項又は第二百三十

八条第二項の規定により社債券その他の券面を発行する場合を除く。）。 

   三 正当な理由がないのに第六十七条第二項（第百十五条、第百十七条、第百十

八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七

条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第百六十四条

第二項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場

合を含む。）、第百九十三条第二項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条

第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百二

十七条第二項又は第二百三十八条第二項の規定による請求を拒んだとき。 

   四 第六十九条第一項（第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第

百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条

第一号において準用する場合を含む。）、第六十九条の二第一項若しくは第二

項（これらの規定を第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、

第百二十一条の二第一項、第百二十二条の二第一項、第百二十四条の二第一項、

第百三十条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三

十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第

百三十一条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三

十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第

百三十一条第二項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百

七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十五条第一項（第二

百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において



 

 

準用する場合を含む。）、第百三十六条第一項（第二百二十八条第一項、第二

百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、

第百三十七条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二

百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十八条第一項（第

二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百五十六条、第二百六十二

条第一項及び第三項、第二百六十三条、第二百七十条並びに第二百七十六条第

二号において準用する場合を含む。）、第百六十六条第一項（第二百四十九条

第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百六十

七条第一項若しくは第二項（これらの規定を第二百七十六条第三号において準

用する場合を含む。）、第百七十一条第一項（第二百七十六条第三号において

準用する場合を含む。）、第百九十五条第一項（第二百五十一条第一項、第二

百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、

第百九十六条第一項若しくは第二項（これらの規定を第二百七十六条第四号に

おいて準用する場合を含む。）、第二百条第一項（第二百七十六条第四号にお

いて準用する場合を含む。）、第二百二条第一項（第二百五十四条第一項及び

第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百三条第一項

（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含

む。）、第二百四十条第一項、第二百四十一条第一項又は第二百四十二条第一

項の規定に違反して、通知をすることを怠り、又は虚偽の通知をしたとき。 

   五 第八十七条第一項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第

百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第

二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第百六十二条第一項

（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び

第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百九十一条第一項

（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含

む。）又は第二百二十五条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第

一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）の規定に違反

したとき。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百四十五条に一号を加え、同条を第三

百十八条とする改正規定中「第三百十八条」を「第二百九十六条」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百四十四条第十四号の改正規定を次のように

改める。 

   第百四十四条第十四号を次のように改める。 

   十四 第六十九条第二項第二号（同条第三項（第百十三条、第百十五条、第百十

七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、

第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第



 

 

百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、

第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号におい

て準用する場合を含む。）、第七十条第一項（第百十三条、第百十五条、第百

十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四

条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、

第七十一条第一項（第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百

二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二

百七十六条第一号において準用する場合を含む。）、第七十九条第四項（第百

十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、

第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号におい

て準用する場合を含む。）、第九十二条第二項第二号（同条第三項において準

用する場合を含む。）、第九十三条第一項、第九十四条第一項、第九十五条第

一項（第四十八条の規定により読み替えて適用する場合を含む。）、第九十六

条第一項、第百四条第四項、第百八条第四項、第百二十一条の二第二項（同条

第三項において準用する場合を含む。）、同条第四項から第六項まで、第百二

十二条の二第二項（同条第三項において準用する場合を含む。）、同条第四項

から第六項まで、第百二十四条の二第二項（同条第三項において準用する場合

を含む。）、同条第四項から第六項まで、第百三十条第二項第二号（同条第三

項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及

び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百二十八条第

一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二

号において準用する場合を含む。）、第百三十二条第一項（第二百二十八条第

一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二

号において準用する場合を含む。）、第百三十四条第一項（第二百三十五条第

一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十五

条第二項（同条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第

二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百二十八条第一項、

第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含

む。）、第百三十六条第二項（同条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三

十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第

二百二十八条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号におい

て準用する場合を含む。）、第百三十七条第二項（同条第四項（第二百二十八

条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する

場合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七

十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十八条第二項（同条第

四項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百五十六条、第二



 

 

百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三条、第二百七十条並びに第二百七

十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二

百三十五条第一項、第二百五十六条、第二百六十二条第一項及び第三項、第二

百六十三条、第二百七十条並びに第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第百四十六条第四項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第

一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第百六十六条第二項第二号（同条第三項（第二百四十九条第一項

及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第二百四十九条

第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百六十

八条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用す

る場合を含む。）、第百七十条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十

六条第三号において準用する場合を含む。）、第百七十一条第二項（同条第四

項（第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六

条第三号において準用する場合を含む。）、第百八十条第四項（第二百四十九

条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百九

十五条第二項第二号（同条第三項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第

一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百五十

一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用す

る場合を含む。）、第百九十七条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十

四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第百

九十九条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七

十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百条第二項（同条第四項

（第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六条

第四号において準用する場合を含む。）、第二百二条第二項（第二百五十四条

第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百三

条第二項（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する

場合を含む。）、第二百十一条第四項（第二百五十一条第一項、第二百五十四

条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百

三十条第二項、第二百四十条第二項、第二百四十一条第二項（同条第四項にお

いて準用する場合を含む。）又は第二百四十二条第二項（同条第四項において

準用する場合を含む。）の規定に違反して、通知をすることを怠り、又は虚偽

の通知をしたとき。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百四十四条第十五号を改め、同条を第三百十

七条とする改正規定を次のように改める。 

   第百四十四条第十五号中「及び第百二十四条」を「、第百二十四条及び第二百七

十六条第一号」に、「又は第百二十八条」を「、第二百二十二条第三項（第二百五



 

 

十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する

場合を含む。）又は第二百七十七条」に改め、同条を第二百九十五条とする。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百四十三条第一号の改正規定中「第三

百十一条又は第三百十二条」を「第二百八十九条又は第二百九十条」に改め、同条第

二号の改正規定中「第三百十三条」を「第二百九十一条」に改め、同条第三号の改正

規定中「第三百十三条第五号」を「第二百九十一条第五号」に改め、同条を第三百十

六条とする改正規定中「第三百十六条」を「第二百九十四条」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百四十二条を第三百十五条とする改正

規定中「第三百十五条」を「第二百九十三条」に改め、同法第百四十一条を第三百十

四条とする改正規定中「第三百十四条」を「第二百九十二条」に改め、同法第百四十

条を第三百十三条とする改正規定中「第三百十三条」を「第二百九十一条」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百三十九条を改め、同条を第三百十二条とす

る改正規定を次のように改める。 

   第百三十九条を次のように改め、同条を第二百九十条とする。 

  第百三十九条 次の各号のいずれかに該当する者は、二年以下の懲役若しくは三百

万円以下の罰金に処し、又はこれを併科する。 

   一 第二十二条第一項（第四十八条の規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定による業務の停止の命令に違反した者 

   二 第百五十一条第一項（同条第八項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条

第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場

合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九

条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百五

十一条第六項（同条第八項及び第百五十四条第五項（これらの規定を第二百二

十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十

六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百

三十五条第一項、第二百三十九条第一項並びに第二百七十六条第二号において

準用する場合を含む。）、第百五十四条第三項（第二百二十八条第一項、第二

百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において

準用する場合を含む。）、第百八十六条第一項（同条第五項（第二百七十六条

第三号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六条第三号において準

用する場合を含む。）、第百八十六条第四項（同条第五項（第二百七十六条第

三号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六条第三号において準用

する場合を含む。）又は第二百十八条第一項若しくは第四項（これらの規定を

同条第五項（第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）及び第二

百七十六条第四号において準用する場合を含む。）の規定に違反して、通知若

しくは報告をせず、又は虚偽の通知若しくは報告をした者 



 

 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百三十八条第二号を改め、同条第四号を同条

第八号とし、同条第三号の次に四号を加え、同条を第三百十一条とする改正規定を次

のように改める。 

   第百三十八条第二号中「同条第三項」の下に「（第百十三条、第百十五条、第百

十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、

第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場合を含む。）」を加え、

「又は第七十九条第五項」を「、第七十九条第五項」に、「第百二十条から第百二

十二条まで」を「第百二十条、第百二十一条、第百二十二条」に、「及び第百二十

七条において準用する場合を含む。）」を「、第百二十七条及び第二百七十六条第

一号において準用する場合を含む。）、第百二十一条の二第四項若しくは第五項、

第百二十二条の二第四項若しくは第五項又は第百二十四条の二第四項若しくは第五

項」に改め、同条第四号を同条第七号とし、同条第三号の次に次の三号を加え、同

条を第二百八十九条とする。 

   四 第百三十条第二項（同条第三項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第

一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条

第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十

二条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条

第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十

四条第一項（第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準用す

る場合を含む。）、第百三十五条第三項（同条第四項（第二百二十八条第一項、

第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含

む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第

二号において準用する場合を含む。）、第百三十六条第三項（同条第四項（第

二百二十八条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号におい

て準用する場合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十九条第一項及

び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十六条第五

項（第二百二十八条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号

において準用する場合を含む。）、第百三十七条第三項（同条第四項（第二百

二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号において準

用する場合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第

二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十七条第五項

（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項及び第二百七十六条第二号に

おいて準用する場合を含む。）、第百三十八条第三項（同条第四項（第二百二

十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百五十六条、第二百六十二条第一

項及び第三項、第二百六十三条、第二百七十条並びに第二百七十六条第二号に



 

 

おいて準用する場合を含む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一

項、第二百五十六条、第二百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三条、第

二百七十条並びに第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第

百三十八条第五項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百五

十六条、第二百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三条、第二百七十条並

びに第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百三十九条

（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び

第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百四十五条第五項

（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び

第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百四十六条第五項

（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び

第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百三十条第二項、

第二百四十条第二項、第二百四十一条第三項（同条第四項において準用する場

合を含む。）、第二百四十二条第三項（同条第四項において準用する場合を含

む。）又は同条第五項の規定に違反して、振替口座簿に記載し、又は記録すべ

き事項を記載せず、又は記録しなかった者 

   五 第百六十六条第二項（同条第三項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六

条第三号において準用する場合を含む。）、第二百四十九条第一項及び第二百

七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百六十八条第一項（第二

百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、

第百七十条第一項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において

準用する場合を含む。）、第百七十一条第三項（同条第四項（第二百七十六条

第三号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六条第三号において準

用する場合を含む。）、第百七十二条（第二百四十九条第一項及び第二百七十

六条第三号において準用する場合を含む。）、第百七十三条（第二百四十九条

第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百七十

九条第五項（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用す

る場合を含む。）又は第百八十条第五項（第二百四十九条第一項及び第二百七

十六条第三号において準用する場合を含む。）の規定に違反して、振替口座簿

に記載し、又は記録すべき事項を記載せず、又は記録しなかった者 

   六 第百九十五条第二項（同条第三項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条

第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百五

十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用

する場合を含む。）、第百九十七条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五

十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第

百九十九条第一項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百



 

 

七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百条第三項（同条第四

項（第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六

条第四号において準用する場合を含む。）、第二百一条（第二百五十四条第一

項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百二条第

二項（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合

を含む。）、第二百三条第二項（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第

四号において準用する場合を含む。）、第二百四条（第二百五十一条第一項、

第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含

む。）、第二百十条第六項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及

び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）又は第二百十一条第

五項（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四

号において準用する場合を含む。）の規定に違反して、振替口座簿に記載し、

又は記録すべき事項を記載せず、又は記録しなかった者 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第八章中第百三十七条を第三百十条とす

る改正規定中「第三百十条」を「第二百八十八条」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第八章を第十五章とする改正規定中「第

十五章」を「第十四章」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第七章中第百三十六条の二を第三百九条

とする改正規定中「第三百九条」を「第二百八十七条」に改め、同法第百三十六条を

第三百八条とする改正規定中「第三百八条」を「第二百八十六条」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百三十五条第一項、第五項及び第六項を改め、

同条を第三百七条とする改正規定を次のように改める。 

   第百三十五条第一項中「第百三十一条並びに第百三十二条」を「第二百八十一条

並びに第二百八十二条」に改め、同条第五項及び第六項を次のように改め、同条を

第二百八十五条とする。 

  ５ 第六十八条第六項及び第六十九条第一項第七号（これらの規定を第百十三条、

第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第百二十一条、第百二十二

条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第一号において準用する場

合を含む。）、第六十九条の二第一項（第二百七十六条第一号において準用する

場合を含む。）、第七十条の二第二項（第二百七十六条第一号において準用する

場合を含む。）、第百二十九条第六項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条

第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第百三十条第一項第九号（第二百二十八条第一項、第二百三十五条

第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合

を含む。）、第百三十一条第一項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一

項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含



 

 

む。）、第百三十三条第二項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、

第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含

む。）、第百三十八条第一項第七号（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第

一項、第二百五十六条、第二百六十二条第一項及び第三項、第二百六十三条、第

二百七十条並びに第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百

五十一条第一項（同条第八項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、

第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含

む。）、第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項

及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百五十一条第二

項第一号（同条第八項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百

三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第

二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百

七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第百五十一条第三項（同条第

八項（第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及

び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第二百二十八条第一

項、第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号に

おいて準用する場合を含む。）、第百五十一条第七項（第二百二十八条第一項、

第二百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号におい

て準用する場合を含む。）、第百五十二条第一項（第二百二十八条第一項、第二

百三十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準

用する場合を含む。）、第百五十四条第三項（第二百二十八条第一項、第二百三

十五条第一項、第二百三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用す

る場合を含む。）、第百五十九条第二項（第二百三十五条第一項及び第二百七十

六条第二号において準用する場合を含む。）、第百六十五条第六項（第二百四十

九条第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）、第百六

十六条第一項第九号（第二百四十九条第一項及び第二百七十六条第三号において

準用する場合を含む。）、第百六十七条第一項（第二百七十六条第三号において

準用する場合を含む。）、第百六十九条第二項（第二百七十六条第三号において

準用する場合を含む。）、第百八十六条第一項（同条第五項（第二百七十六条第

三号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六条第三号において準用す

る場合を含む。）、第百九十四条第六項（第二百五十一条第一項、第二百五十四

条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、第百九十

五条第一項第九号（第二百五十一条第一項、第二百五十四条第一項及び第二百七

十六条第四号において準用する場合を含む。）、第百九十六条第一項（第二百七

十六条第四号において準用する場合を含む。）、第百九十八条第二項（第二百七

十六条第四号において準用する場合を含む。）、第二百二条第三項第三号（第二



 

 

百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含む。）、

第二百三条第三項第四号（第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号にお

いて準用する場合を含む。）、第二百十八条第一項（同条第五項（第二百七十六

条第四号において準用する場合を含む。）及び第二百七十六条第四号において準

用する場合を含む。）、第二百二十八条において読み替えて準用する第百五十九

条第二項、第二百三十九条において読み替えて準用する第百五十九条第二項並び

に第二百七十七条における主務省令は、内閣府令・法務省令とする。 

  ６ 第二百七十八条第一項及び第五項における主務省令は、法務省令とする。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百三十四条を第三百六条とする改正規

定中「第三百六条」を「第二百八十四条」に改め、同法第百三十条から第百三十三条

までを百七十二条ずつ繰り下げる改正規定中「百七十二条」を「百五十条」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第百二十九条の二を改め、同条を第三百一条と

する改正規定を次のように改める。 

   第百二十九条の二を次のように改め、同条を第二百七十九条とする。 

   （信託財産である振替社債等の損失の補てん） 

  第百二十九条の二 信託会社又は信託業務を営む金融機関が信託財産として所有す

る社債等で振替機関が取り扱うもの（以下この条及び次条において「振替社債

等」という。）について、当該振替社債等に係る当該信託会社又は信託業務を営

む金融機関の口座が弁済義務（第八十条第二項若しくは第八十一条第二項（これ

らの規定を第百十三条、第百十五条、第百十七条、第百十八条、第百二十条、第

百二十一条、第百二十二条、第百二十四条、第百二十七条及び第二百七十六条第

一号において準用する場合を含む。）、第百五条第二項、第百六条第二項、第百

九条第三項若しくは第百十条第三項、第百四十七条第二項若しくは第百四十八条

第二項（これらの規定を第二百二十八条第一項、第二百三十五条第一項、第二百

三十九条第一項及び第二百七十六条第二号において準用する場合を含む。）、第

百八十一条第二項若しくは第百八十二条第二項（これらの規定を第二百四十九条

第一項及び第二百七十六条第三号において準用する場合を含む。）又は第二百十

二条第二項若しくは第二百十三条第二項（これらの規定を第二百五十一条第一項、

第二百五十四条第一項及び第二百七十六条第四号において準用する場合を含

む。）の義務をいう。以下この条において同じ。）を負う振替機関等又は当該振

替機関等の下位機関により開設されたものである場合において、当該振替機関等

又は当該下位機関の弁済義務の不履行により信託財産に生じた損失を補てんする

ときは、信託業法第二十四条第一項第四号の規定は、適用しない。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第百二十九条第一項の改正規定中「振替

債」に」の下に「、「第百二十条から第百二十二条まで」を「第百二十条、第百二十

一条、第百二十二条」に」を加え、同条第三項の改正規定中「「第百四十五条第二



 

 

号」を「第三百十八条第二号」」を「「第百二十条から第百二十二条まで」を「第百

二十条、第百二十一条、第百二十二条」」に改め、同条を第三百条とする改正規定中

「第三百条」を「第二百七十八条」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第七章中第百二十八条を第二百九十九条

とする改正規定中「第二百九十九条」を「第二百七十七条」に改める。 

  第一条のうち、社債等の振替に関する法律第七章を第十四章とする改正規定中「第

十四章」を「第十三章」に改める。 

  第一条中社債等の振替に関する法律第六章の次に七章を加える改正規定を次のよう

に改める。 

   第六章の次に次の六章を加える。 

     第七章 株式の振替 

      第一節 通則 

  第百二十八条 株券を発行する旨の定款の定めがない会社の株式（譲渡制限株式を

除く。）で振替機関が取り扱うもの（以下「振替株式」という。）についての権

利の帰属は、この章の規定による振替口座簿の記載又は記録により定まるものと

する。 

  ２ 発行者が、その株式について第十三条第一項の同意を与えるには、発起人全員

の同意又は取締役会の決議によらなければならない。 

      第二節 振替口座簿 

   （振替口座簿の記載又は記録事項） 

  第百二十九条 振替口座簿は、各加入者の口座ごとに区分する。 

  ２ 振替口座簿中の口座管理機関の口座は、次に掲げるものに区分する。 

   一 当該口座管理機関が振替株式についての権利を有するものを記載し、又は記

録する口座（以下この章において「自己口座」という。） 

   二 当該口座管理機関又はその下位機関の加入者が振替株式についての権利を有

するものを記載し、又は記録する口座（以下この章において「顧客口座」とい

う。） 

  ３ 振替口座簿中の各口座（顧客口座を除く。）には、次に掲げる事項を記載し、

又は記録する。 

   一 加入者の氏名又は名称及び住所 

   二 発行者の商号及び発行者が種類株式発行会社であるときは、振替株式の種類

（以下この章において「銘柄」という。） 

   三 銘柄ごとの数（次号に掲げるものを除く。） 

   四 加入者が質権者であるときは、その旨、質権の目的である振替株式の銘柄ご

との数、当該数のうち株主ごとの数並びに当該株主の氏名又は名称及び住所 

   五 加入者が信託の受託者であるときは、その旨及び前二号の数のうち信託財産



 

 

であるものの数 

   六 第三号又は第四号の数の増加又は減少の記載又は記録がされたときは、増加

又は減少の別、その数及び当該記載又は記録がされた日 

   七 その他政令で定める事項 

  ４ 振替口座簿中の顧客口座には、次に掲げる事項を記載し、又は記録する。 

   一 前項第一号及び第二号に掲げる事項 

   二 銘柄ごとの数 

   三 その他政令で定める事項 

  ５ 振替機関が機関口座を開設する場合には、振替口座簿に機関口座の区分を設け、

次に掲げる事項を記載し、又は記録する。 

   一 銘柄 

   二 銘柄ごとの数 

   三 その他政令で定める事項 

  ６ 振替口座簿は、電磁的記録（主務省令で定めるものに限る。）で作成すること

ができる。 

   （振替株式の発行時等の新規記載又は記録手続） 

  第百三十条 特定の銘柄の振替株式の発行者は、当該振替株式を発行した日以後

（当該発行者が会社の成立後にその株式について第十三条第一項の同意を与える

場合にあっては、当該同意（以下この項において「成立後同意」という。）をし

た日以後）遅滞なく、当該発行者が同条第一項の同意を与えた振替機関に対し、

次に掲げる事項の通知をしなければならない。 

   一 当該発行又は成立後同意に係る振替株式の銘柄 

   二 前号の振替株式の株主又は登録株式質権者（会社法第百五十二条第一項に規

定する登録株式質権者をいう。以下同じ。）である加入者の氏名又は名称 

   三 前号の加入者のために開設された第一号の振替株式の振替を行うための口座 

   四 加入者ごとの第一号の振替株式の数（次号に掲げるものを除く。） 

   五 加入者が登録株式質権者であるときは、その旨、加入者ごとの質権の目的で

ある第一号の振替株式の数及び当該数のうち株主ごとの数 

   六 前号の株主の氏名又は名称及び住所 

   七 加入者が信託の受託者であるときは、その旨並びに第四号及び第五号の数の

うち信託財産であるものの数 

   八 前条第三項第七号に掲げる事項のうち、発行者が知り得る事項として政令で

定める事項 

   九 第一号の振替株式の総数その他主務省令で定める事項 

  ２ 前項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、直ちに、当該通

知に係る振替株式の銘柄について、次に掲げる措置を執らなければならない。 



 

 

   一 当該振替機関が前項第三号の口座を開設したものである場合には、次に掲げ

る記載又は記録 

    イ 当該口座の前条第三項第三号に掲げる事項を記載し、又は記録する欄（以

下この章において「保有欄」という。）における前項第二号の加入者（同号

の株主であるものに限る。）に係る同項第四号の数の増加の記載又は記録 

    ロ 当該口座の前条第三項第四号に掲げる事項を記載し、又は記録する欄（以

下この章において「質権欄」という。）における前項第二号の加入者（同号

の登録株式質権者であるものに限る。）に係る同項第五号の振替株式の数及

び当該数のうち株主ごとの数の増加の記載又は記録 

    ハ 当該口座の質権欄における前項第六号に掲げる事項の記載又は記録 

    ニ 当該口座における前項第七号の信託財産であるものの数の増加の記載又は

記録 

    ホ 当該口座における前項第八号に掲げる事項の記載又は記録 

   二 当該振替機関が前項第三号の口座を開設したものでない場合には、その直近

下位機関であって同項第二号の加入者の上位機関であるものの口座の顧客口座

における当該加入者に係る同項第四号の数と同項第五号の振替株式の数を合計

した数の増加の記載又は記録及び当該直近下位機関に対する同項第一号から第

八号までに掲げる事項の通知 

  ３ 前項の規定は、同項第二号（この項において準用する場合を含む。）の通知が

あった場合における当該通知を受けた口座管理機関について準用する。 

   （会社が株主等の口座を知ることができない場合に関する手続） 

  第百三十一条 会社が特定の銘柄の振替株式を交付しようとする場合において、当

該振替株式の株主又は登録株式質権者のために開設された振替株式の振替を行う

ための口座を知ることができないときは、当該会社（新設合併に際して振替株式

を交付する場合その他の主務省令で定める場合にあっては、当該会社に準ずる者

として主務省令で定めるもの。以下この条において「通知者」という。）は、次

に掲げる事項を第一号の一定の日の一月前までに当該振替株式の株主又は登録株

式質権者となるべき者として主務省令で定めるものに通知しなければならない。 

   一 会社が一定の日における当該振替株式の株主（登録株式質権者があるときは、

その質権の目的である株式の株主を除く。）及び当該登録株式質権者について

前条第一項の通知又は振替の申請をする旨 

   二 前号の株主又は登録株式質権者のために開設された当該振替株式の振替を行

うための口座（第三項本文の申出により振替機関等が開設した口座を除く。）

を同号の一定の日までに通知者に通知すべき旨 

   三 第三項本文の申出により口座を開設する振替機関等の氏名又は名称及び住所 

   四 その他主務省令で定める事項 



 

 

  ２ 前項の通知者が同項の会社以外の者である場合には、当該通知者は、同項第一

号の一定の日において、当該会社に対し、同号の株主又は登録株式質権者が通知

した同項第二号の口座を通知しなければならない。 

  ３ 第一項第一号の株主又は登録株式質権者が同号の一定の日までに同項第二号の

口座を通知者に通知しなかった場合には、会社は、同項第三号の振替機関等に対

して当該株主又は当該登録株式質権者のために振替株式の振替を行うための口座

（以下この章において「特別口座」という。）の開設の申出をしなければならな

い。ただし、当該会社が当該株主又は当該登録株式質権者のために開設の申出を

した特別口座があるときは、この限りでない。 

  ４ 会社が第一項の振替株式に係る株式の発行者である場合において、同項第一号

の一定の日までに第十三条第一項の同意を与えていないときは、速やかに、当該

株式について振替機関に同項の同意を与えなければならない。 

  ５ 第一項に規定する場合において、会社が前条第一項の通知をするときは、第一

項第一号の株主又は登録株式質権者から通知を受けた同項第二号の口座（当該通

知がないときは、当該会社が開設の申出をした特別口座）を同条第一項第三号の

口座として同項の通知をしなければならない。 

   （振替手続） 

  第百三十二条 特定の銘柄の振替株式について、振替の申請があった場合には、振

替機関等は、第四項から第八項までの規定により、当該申請において第三項の規

定により示されたところに従い、その備える振替口座簿における減少若しくは増

加の記載若しくは記録又は通知をしなければならない。 

  ２ 前項の申請は、この法律に別段の定めがある場合を除き、振替によりその口座

（顧客口座を除く。）において減少の記載又は記録がされる加入者が、その直近

上位機関に対して行うものとする。 

  ３ 第一項の申請をする者は、当該申請において、次に掲げる事項を示さなければ

ならない。 

   一 当該振替において減少及び増加の記載又は記録がされるべき振替株式の銘柄

及び数 

   二 前項の加入者の口座において減少の記載又は記録がされるのが保有欄である

か、又は質権欄であるかの別 

   三 前号の口座において減少の記載又は記録がされるのが質権欄である場合には、

当該記載又は記録がされるべき振替株式についての株主の氏名又は名称及び住

所並びに第一号の数（以下この条において「振替数」という。）のうち当該株

主ごとの数 

   四 増加の記載又は記録がされるべき口座（顧客口座を除く。以下この章におい

て「振替先口座」という。） 



 

 

   五 振替先口座（機関口座を除く。）において増加の記載又は記録がされるのが

保有欄であるか、又は質権欄であるかの別 

   六 振替先口座（機関口座を除く。）において増加の記載又は記録がされるのが

質権欄である場合には、振替数のうち株主ごとの数並びに当該株主の氏名又は

名称及び住所 

  ４ 第一項の申請があった場合には、当該申請を受けた振替機関等は、遅滞なく、

次に掲げる措置を執らなければならない。 

   一 第二項の加入者の口座の前項第二号の規定により示された保有欄又は質権欄

における次に掲げる記載又は記録 

    イ 振替数についての減少の記載又は記録 

    ロ イの減少の記載又は記録がされるのが質権欄である場合には、前項第三号

の株主ごとの数の減少の記載又は記録 

   二 当該振替機関等が当該振替に係る共通直近上位機関でない場合には、直近上

位機関に対する前項第一号及び第四号から第六号までの規定により示された事

項の通知 

   三 当該振替機関等が当該振替に係る共通直近上位機関であり、かつ、振替先口

座を開設したものである場合には、当該振替先口座の前項第五号の規定により

示された保有欄又は質権欄（機関口座にあっては、第百二十九条第五項第二号

に掲げる事項を記載し、又は記録する欄。以下この条において「振替先欄」と

いう。）における振替数についての増加の記載又は記録 

   四 前号の場合において、当該振替先欄が質権欄であるときは、当該質権欄にお

ける次に掲げる記載又は記録 

    イ 前項第六号の株主ごとの数についての増加の記載又は記録 

    ロ 当該株主の氏名又は名称及び住所の記載又は記録 

   五 当該振替機関等が当該振替に係る共通直近上位機関であり、かつ、振替先口

座を開設したものでない場合には、その直近下位機関であって当該振替先口座

の加入者の上位機関であるものの口座の顧客口座における振替数についての増

加の記載又は記録並びに当該直近下位機関に対する前項第一号及び第四号から

第六号までの規定により示された事項の通知 

  ５ 前項第二号の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関等は、直ちに、

次に掲げる措置を執らなければならない。 

   一 当該通知をした口座管理機関の口座の顧客口座における振替数についての減

少の記載又は記録 

   二 当該振替機関等が当該振替に係る共通直近上位機関でない場合には、直近上

位機関に対する前項第二号の規定により通知を受けた事項の通知 

   三 当該振替機関等が当該振替に係る共通直近上位機関であり、かつ、振替先口



 

 

座を開設したものである場合には、当該振替先口座の振替先欄における振替数

についての増加の記載又は記録 

   四 前号の場合において、当該振替先欄が質権欄であるときは、当該質権欄にお

ける前項第四号イ及びロに掲げる記載又は記録 

   五 当該振替機関等が当該振替に係る共通直近上位機関であり、かつ、振替先口

座を開設したものでない場合には、その直近下位機関であって当該振替先口座

の加入者の上位機関であるものの口座の顧客口座における振替数についての増

加の記載又は記録及び当該直近下位機関に対する前項第二号の規定により通知

を受けた事項の通知 

  ６ 前項の規定は、同項第二号（この項において準用する場合を含む。）の通知が

あった場合における当該通知を受けた振替機関等について準用する。 

  ７ 第四項第五号又は第五項第五号（前項において準用する場合を含む。以下この

項において同じ。）の通知があった場合には、当該通知を受けた口座管理機関は、

直ちに、次に掲げる措置を執らなければならない。 

   一 当該口座管理機関が振替先口座を開設したものである場合には、当該振替先

口座の振替先欄における振替数についての増加の記載又は記録 

   二 前号の場合において、当該振替先欄が質権欄であるときは、当該質権欄にお

ける第四項第四号イ及びロに掲げる記載又は記録 

   三 当該口座管理機関が振替先口座を開設したものでない場合には、その直近下

位機関であって当該振替先口座の加入者の上位機関であるものの口座の顧客口

座における振替数についての増加の記載又は記録及び当該直近下位機関に対す

る第四項第五号又は第五項第五号の規定により通知を受けた事項の通知 

  ８ 前項の規定は、同項第三号（この項において準用する場合を含む。）の通知が

あった場合における当該通知を受けた口座管理機関について準用する。 

   （特別口座に記載又は記録がされた振替株式についての振替手続等に関する特

例） 

  第百三十三条 加入者は、特別口座に記載され、又は記録された振替株式について

は、当該加入者又は当該振替株式の発行者の口座以外の口座を振替先口座とする

振替の申請をすることができない。 

  ２ 特定の銘柄の振替株式に係る第百三十条第一項の通知又は振替の申請の前に当

該振替株式となる前の株式を取得した者であって株主名簿に記載又は記録がされ

ていないものその他の主務省令で定める者（以下この条において「取得者等」と

いう。）が、当該通知又は当該振替の申請の後に、当該振替株式についての記載

又は記録がされた特別口座の加入者と共同して請求をした場合には、発行者は、

次に掲げる行為をしなければならない。当該請求をすべきことを当該加入者に命

ずる判決であって執行力を有するものの正本若しくは謄本若しくはこれに準ずる



 

 

書類として主務省令で定めるものを当該取得者等が添付して請求をした場合又は

当該取得者等の請求により次に掲げる行為をしても当該加入者その他の利害関係

人の利益を害するおそれがない場合として主務省令で定める場合も、同様とする。 

   一 当該取得者等のための第百三十一条第三項本文の申出 

   二 前号の申出により開設された口座を振替先口座とする当該振替株式について

の振替の申請 

  ３ 特別口座の開設の申出をした発行者以外の加入者は、当該特別口座を振替先口

座とする振替の申請をすることができない。 

   （抹消手続） 

  第百三十四条 特定の銘柄の振替株式について、抹消の申請があった場合には、振

替機関等は、第四項から第六項までの規定により、当該申請において第三項の規

定により示されたところに従い、その備える振替口座簿における減少の記載若し

くは記録又は通知をしなければならない。 

  ２ 前項の申請は、発行者が、抹消によりその口座（顧客口座を除く。）において

減少の記載又は記録がされる口座を開設した直近上位機関に対して行うものとす

る。 

  ３ 発行者は、第一項の申請において、抹消により減少の記載又は記録がされるべ

き振替株式の銘柄及び数を示さなければならない。 

  ４ 第一項の申請があった場合には、当該申請を受けた振替機関等は、遅滞なく、

次に掲げる措置を執らなければならない。 

   一 発行者の口座の保有欄における前項の数についての減少の記載又は記録 

   二 当該振替機関等が口座管理機関である場合には、直近上位機関に対する前項

の規定により示された事項の通知 

  ５ 前項第二号の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関等は、直ちに、

次に掲げる措置を執らなければならない。 

   一 当該通知をした口座管理機関の口座の顧客口座における第三項の数について

の減少の記載又は記録 

   二 当該振替機関等が口座管理機関である場合には、直近上位機関に対する前項

第二号の規定により通知を受けた事項の通知 

  ６ 前項の規定は、同項第二号（この項において準用する場合を含む。）の通知が

あった場合における当該通知を受けた振替機関等について準用する。 

   （全部抹消手続） 

  第百三十五条 特定の銘柄の振替株式の発行者は、当該振替株式についての記載又

は記録の全部を抹消しようとする場合には、第二号の日の二週間前までに、当該

発行者が第十三条第一項の同意を与えた振替機関に対し、次に掲げる事項の通知

をしなければならない。 



 

 

   一 当該振替株式の銘柄 

   二 当該振替株式についての記載又は記録の全部を抹消する日 

  ２ 前項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、直ちに、当該通

知に係る振替株式の銘柄について、その直近下位機関に対し、同項各号に掲げる

事項の通知をしなければならない。 

  ３ 第一項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、同項第二号の

日において、その備える振替口座簿中の同項第一号の振替株式についての記載又

は記録がされている口座（機関口座及び顧客口座以外の口座にあっては、当該口

座の保有欄又は質権欄。以下この章において「保有欄等」という。）において、

当該振替株式の全部についての記載又は記録の抹消をしなければならない。 

  ４ 前二項の規定は、第二項（この項において準用する場合を含む。）の通知があ

った場合における当該通知を受けた口座管理機関について準用する。 

   （振替株式の併合に関する記載又は記録手続） 

  第百三十六条 特定の銘柄の振替株式について株式の併合をしようとする場合には、

当該振替株式の発行者は、第三号の日の二週間前までに、当該発行者が第十三条

第一項の同意を与えた振替機関に対し、次に掲げる事項の通知をしなければなら

ない。 

   一 当該株式の併合に係る振替株式の銘柄 

   二 一から次のイの発行総数のロの発行総数に対する割合を控除した割合（以下

この条において「減少比率」という。） 

    イ 株式の併合後の当該振替株式の発行総数 

    ロ 株式の併合前の当該振替株式の発行総数 

   三 株式の併合がその効力を生ずる日 

   四 当該発行者の口座（二以上あるときは、そのうちの一） 

  ２ 前項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、直ちに、当該通

知に係る振替株式の銘柄について、その直近下位機関に対し、同項各号に掲げる

事項の通知をしなければならない。 

  ３ 第一項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、同項第三号の

日において、その備える振替口座簿中の同項第一号の振替株式についての記載又

は記録がされている保有欄等において、当該保有欄等に記載又は記録がされてい

る数に減少比率をそれぞれ乗じた数についての減少の記載又は記録をしなければ

ならない。 

  ４ 前二項の規定は、第二項（この項において準用する場合を含む。）の通知があ

った場合における当該通知を受けた口座管理機関について準用する。 

  ５ 振替機関等が第三項（前項において準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定によって減少の記載又は記録をすることにより第三項に規定する



 

 

保有欄等に一に満たない端数が記載され、又は記録されることとなる場合には、

当該振替機関等は、同項の規定にかかわらず、当該保有欄等についてすべき記載

又は記録に代えて、当該保有欄等の加入者の保有欄等又は第一項第四号の口座の

保有欄に政令で定める記載又は記録をしなければならず、振替機関は、政令で定

めるところにより、その下位機関に対し、当該記載又は記録をするための必要な

指示をしなければならない。この場合において、当該下位機関は、当該指示に従

った措置を執らなければならない。 

   （振替株式の分割に関する記載又は記録手続） 

  第百三十七条 特定の銘柄の振替株式について、株式の分割をしようとする場合に

は、当該振替株式の発行者は、株式の分割がその効力を生ずる日の二週間前まで

に、当該発行者が第十三条第一項の同意を与えた振替機関に対し、次に掲げる事

項の通知をしなければならない。 

   一 当該株式の分割に係る振替株式の銘柄 

   二 次のイの総数のロの発行総数に対する割合（以下この条において「増加比

率」という。） 

    イ 株式の分割により株主が受ける当該振替株式の総数 

    ロ 株式の分割前の当該振替株式の発行総数 

   三 株式の分割に係る基準日（会社法第百二十四条第一項に規定する基準日をい

う。以下この章において同じ。）及び株式の分割がその効力を生ずる日 

   四 当該発行者の口座（二以上あるときは、そのうちの一） 

  ２ 前項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、直ちに、当該通

知に係る振替株式の銘柄について、その直近下位機関に対し、同項各号に掲げる

事項の通知をしなければならない。 

  ３ 第一項の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、株式の分割が

その効力を生ずる日において、その備える振替口座簿中の同項第三号の基準日に

おける同項第一号の振替株式についての記載又は記録がされている保有欄等にお

いて、当該保有欄等に記載又は記録がされている数に増加比率をそれぞれ乗じた

数についての増加の記載又は記録をしなければならない。 

  ４ 前二項の規定は、第二項（この項において準用する場合を含む。）の通知があ

った場合における当該通知を受けた口座管理機関について準用する。 

  ５ 振替機関等が第三項（前項において準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定によって増加の記載又は記録をすることにより第三項に規定する

保有欄等に一に満たない端数が記載され、又は記録されることとなる場合には、

当該振替機関等は、同項の規定にかかわらず、当該保有欄等についてすべき記載

又は記録に代えて、当該保有欄等の加入者の保有欄等又は第一項第四号の口座の

保有欄に政令で定める記載又は記録をしなければならず、振替機関は、政令で定



 

 

めるところにより、その下位機関に対し、当該記載又は記録をするための必要な

指示をしなければならない。この場合において、当該下位機関は、当該指示に従

った措置を執らなければならない。 

   （合併等により他の銘柄の振替株式が交付される場合に関する記載又は記録手

続） 

  第百三十八条 合併により消滅する会社又は株式交換若しくは株式移転をする会社

（以下この章から第九章までにおいて「消滅会社等」と総称する。）の株式が振

替株式である場合において、存続会社等又は新設会社等が吸収合併等又は新設合

併等に際して振替株式を交付しようとするときは、消滅会社等は、合併等効力発

生日の二週間前までに、当該消滅会社等が第十三条第一項の同意を与えた振替機

関に対し、次に掲げる事項の通知をしなければならない。この場合において、第

百三十条及び第百三十一条の規定は、適用しない。 

   一 当該消滅会社等の振替株式の株主に対して当該吸収合併等又は新設合併等に

際して交付する振替株式の銘柄 

   二 当該消滅会社等の振替株式の銘柄 

   三 次のイの総数のロの発行総数に対する割合（以下この条において「割当比

率」という。） 

    イ 第一号の振替株式の総数 

    ロ 前号の振替株式の発行総数 

   四 合併等効力発生日 

   五 第一号の振替株式の発行者の口座（二以上あるときは、そのうちの一） 

   六 第百二十九条第三項第七号に掲げる事項のうち、発行者が知り得る事項とし

て政令で定める事項 

   七 第一号の振替株式のうち発行に係るものの総数その他主務省令で定める事項 

  ２ 前項前段の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、直ちに、当

該通知に係る振替株式の銘柄について、その直近下位機関に対し、同項第一号か

ら第六号までに掲げる事項の通知をしなければならない。 

  ３ 第一項前段の通知があった場合には、当該通知を受けた振替機関は、合併等効

力発生日において、その備える振替口座簿中の同項第二号の振替株式についての

記載又は記録がされている保有欄等において、次に掲げる措置を執らなければな

らない。 

   一 当該保有欄等に記載又は記録がされている第一項第二号の振替株式の数に割

当比率をそれぞれ乗じた数の同項第一号の振替株式についての増加及び同項第

六号に規定する事項の記載又は記録 

   二 第一項第二号の振替株式の全部についての記載又は記録の抹消 

  ４ 前二項の規定は、第二項（この項において準用する場合を含む。）の通知があ



 

 

った場合における当該通知を受けた口座管理機関について準用する。 

  ５ 振替機関等が第三項（前項において準用する場合を含む。以下この項において

同じ。）の規定によって増加の記載又は記録をすることにより第三項に規定する

保有欄等に一に満たない端数が記載され、又は記録されることとなる場合には、

当該振替機関等は、同項の規定にかかわらず、当該保有欄等においてすべき記載

又は記録に代えて、当該保有欄等の加入者の保有欄等又は第一項第五号の口座の

保有欄に政令で定める記載又は記録をしなければならず、振替機関は、政令で定

めるところにより、その下位機関に対し、当該記載又は記録をするための必要な

指示をしなければならない。この場合において、当該下位機関は、当該指示に従

った措置を執らなければならない。 

  ６ 第一項前段の存続会社等が、吸収合併等に際して自己の振替株式を移転しよう

とする場合には、当該存続会社等は、合併等効力発生日において、当該振替株式

について抹消の申請をしなければならない。この場合において、第百四十条の規

定にかかわらず、当該振替株式は、当該申請により第百三十四条第四項第一号の

減少の記載又は記録がされた時において第一項前段の消滅会社等の株主に移転し

たものとみなす。 

   （記載又は記録の変更手続） 

  第百三十九条 振替機関等は、その備える振替口座簿について、第百二十九条第三

項各号、第四項各号又は第五項各号に掲げる事項につき変更が生じたことを知っ

たときは、直ちに、当該振替口座簿にその記載又は記録をしなければならない。 

      第三節 振替の効果等 

   （振替株式の譲渡） 

  第百四十条 振替株式の譲渡は、振替の申請により、譲受人がその口座における保

有欄（機関口座にあっては、第百二十九条第五項第二号に掲げる事項を記載し、

又は記録する欄）に当該譲渡に係る数の増加の記載又は記録を受けなければ、そ

の効力を生じない。 

 


